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Ⅵ-3-2-1 強度計算方法の概要 
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-3-1「強度計算の基本方針」に基づき，クラス１機器，クラス２機器，クラス３機

器，重大事故等クラス２機器，重大事故等クラス２支持構造物及び重大事故等クラス３機器が十分

な強度を有することを確認するための方法について説明するものであり，以下の資料により構成す

る。 

 

Ⅵ-3-2-2 クラス１管の強度計算方法 

Ⅵ-3-2-3 クラス１弁の強度計算方法 

Ⅵ-3-2-4 クラス２管の強度計算方法 

Ⅵ-3-2-5 クラス３容器の強度計算方法 

Ⅵ-3-2-6 クラス３管の強度計算方法 

Ⅵ-3-2-7 重大事故等クラス２容器の強度計算方法 

Ⅵ-3-2-8 重大事故等クラス２ポンプの強度計算方法 

Ⅵ-3-2-9 重大事故等クラス２管の強度計算方法 

Ⅵ-3-2-10 重大事故等クラス２弁の強度計算方法 

Ⅵ-3-2-11 重大事故等クラス２支持構造物（容器）の強度計算方法 

Ⅵ-3-2-12 重大事故等クラス２支持構造物（ポンプ）の強度計算方法 

Ⅵ-3-2-13 重大事故等クラス３機器の強度評価方法 
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2. 評価条件整理表 

Ⅵ-3-1「強度計算の基本方針」に示す強度計算の方針との整合を図るため，各強度計算書におい

て，「評価条件整理表」を添付する。本項では「評価条件整理表」で整理する項目について説明す

る。なお，強度評価対象機器のうち以下の機器については，評価条件及び適用規格の比較等が不要

であることから「評価条件整理表」は添付しないこととする。 

 

・重大事故等クラス２機器であってクラス１容器 

・重大事故等クラス２機器であって原子炉格納容器 

・消火設備用ボンベ又は消火器 

・重大事故等クラス３機器 

 

(1) 新設又は既設の判定 

当該設備が新設又は既設であるかを記載する。 

 

(2) 施設時の技術基準における規定の有無 

表2－1 施設時の技術基準における規定の有無の判定区分＊ 

項目 説明 

有 

施設時の技術基準が 

「発電用原子力設備に関する構造等の技術基準」（昭和55年10月30日 通商産業省告

示第５０１号）（以下「昭和55年告示第５０１号」という。） 

又は 

「発電用原子力設備に関する構造等の技術基準」（平成6年7月21日 通商産業省告示

第５０１号）（以下「平成6年告示第５０１号」という。） 

又は 

「発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005年版（2007年追補版含む。））ＪＳＭ

Ｅ Ｓ ＮＣ１-2005/2007）」（以下「設計・建設規格」という。） 

である機器 

無 「施設時の技術基準における規定がない機器」 

注記＊：「新設する機器（重大事故等対処設備のうち設計基準対象施設として使用しない機器含

む。）」については「有」「無」に分類可能なものであっても「―」とする。 
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(3) 機器クラス 

・クラスアップの有無 

表2－2 クラスアップの有無の判定区分＊1 

項目 説明 

有 

「原子炉冷却材圧力バウンダリ拡大範囲でありクラス２機器からクラス１機器

になる機器」＊2，「施設時に規定がなかった機器のうち今回クラス３機器に分

類される機器」＊2，又は「クラス１機器又はクラス２機器に属さない機器のう

ち重大事故等クラス２機器となる機器」 

無 上記以外の強度評価対象機器 

注記＊1：「施設時の技術基準における規定がない機器」又は「新設する機器（重大事故等対

処設備のうち設計基準対象施設として使用しない機器含む。）」については「有」

「無」に分類可能なものであっても「―」とする。 

＊2：クラスアップする理由を評価条件整理表に注記として追加する。 

 

・施設時機器クラス 

表2－3 施設時機器クラスの判定区分＊ 

項目 説明 

DB-1 

「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則」（平成25年6

月28日 原子力規制委員会規則第六号）（以下「技術基準規則」という。）第

2条第2項第32号に規定する「クラス１容器」，「クラス１管」，「クラス１ポ

ンプ」又は「クラス１弁」及びこれらを支持する構造物 

DB-2 
技術基準規則第2条第2項第33号に規定する「クラス２容器」，「クラス２

管」，「クラス２ポンプ」又は「クラス２弁」及びこれらを支持する構造物 

DB-3 技術基準規則第2条第2項第34号に規定する「クラス３容器」，「クラス３管」 

DB-4 技術基準規則第2条第2項第35号に規定する「クラス４管」 

Non 上記以外の容器，管，ポンプ，弁又は支持構造物 

― 
新設する機器（重大事故等対処設備のうち設計基準対象施設として使用しない

機器含む。）又は上記以外の機器 

注記＊：施設時の適用規格が昭和55年告示第５０１号又は平成6年告示第５０１号の場合には，

技術基準規則における機器クラスに読み替えて記載する。 
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・ＤＢクラス：設計基準対象施設としての機器クラス 

表2－4 ＤＢクラスの判定区分 

項目 説明 

DB-1 
技術基準規則第2条第2項第32号に規定する「クラス１容器」，「クラス１

管」，「クラス１ポンプ」又は「クラス１弁」及びこれらを支持する構造物 

DB-2 
技術基準規則第2条第2項第33号に規定する「クラス２容器」，「クラス２

管」，「クラス２ポンプ」又は「クラス２弁」及びこれらを支持する構造物 

DB-3 技術基準規則第2条第2項第34号に規定する「クラス３容器」，「クラス３管」 

DB-4 技術基準規則第2条第2項第35号に規定する「クラス４管」 

Non 
重大事故等対処設備のうち設計基準対象施設として使用しない機器であり，上

記以外の容器，管，ポンプ，弁又は支持構造物 

― 
重大事故等対処設備のうち設計基準対象施設として使用しない機器であり，上

記以外の機器 

 

・ＳＡクラス：重大事故等対処設備としての機器クラス 

表2－5 ＳＡクラスの判定区分 

項目 説明 

SA-2 

技術基準規則第2条第2項第38号に規定する「重大事故等クラス２容器」，「重

大事故等クラス２管」，「重大事故等クラス２ポンプ」又は「重大事故等クラ

ス２弁」及びこれらを支持する構造物 

― 設計基準対象施設としてのみ使用する機器 

 

(4) 評価条件 

・条件アップの有無 

表2－6 条件アップの有無の判定区分＊ 

項目 説明 

有 
設計基準対象施設としての使用時における最高使用圧力及び最高使用温度に，

重大事故等時における使用圧力及び使用温度が包絡されない機器 

無 上記以外の強度評価対象機器 

注記＊：「施設時の技術基準における規定がない機器」又は「新設する機器（重大事故等対

処設備のうち設計基準対象施設として使用しない機器含む。）」は「有」「無」に

分類可能なものであっても「―」とする。 

・ＤＢ条件：最高使用圧力及び最高使用温度 

・ＳＡ条件：重大事故等時における使用時の圧力及び温度  
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(5) 既工認における評価結果の有無 

表2－7 既工認における評価結果の有無の判定区分＊ 

項目 説明 

有 既工認において同等以上の評価条件にて評価されている機器 

無 上記以外の強度評価対象機器 

注記＊：「施設時の技術基準における規定がない機器」，「クラスアップする機器」，

「条件アップする機器」又は「新設する機器（重大事故等対処設備のうち設計基

準対象施設として使用しない機器含む。）」は「有」「無」に分類可能なもので

あっても「―」とする。 

 

(6) 施設時の適用規格 

表2－8 施設時の評価規格の判定区分＊ 

項目 説明 

S55告示 施設時の適用規格が昭和55年告示第５０１号である機器 

H6告示 施設時の適用規格が平成6年告示第５０１号である機器 

設計・建設規格 施設時の適用規格が設計・建設規格である機器 

注記＊：「施設時の技術基準に対象とする施設の規定がない機器」，「施設時に上記以外の規格

にて評価を実施している機器」又は「新設する機器（重大事故等対処設備のうち設計基

準対象施設として使用しない機器含む。）」は「―」とする。 
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(7) 評価区分 

表2－9 評価区分 

項目 説明 

既工認 既工認における評価結果の確認による評価 

設計・建設規格 

又は告示 
設計・建設規格又は告示第５０１号＊1のいずれか安全側の規格による評価＊2 

設計・建設規格 設計・建設規格による評価＊3，＊4 

同等性＊5 同等性を示す手法による評価 

注記＊1：「告示第５０１号」とは昭和55年告示第５０１号を指す。 

＊2：安全側の規格が容易に判断できない場合は，両規格による評価を実施する。 

＊3：施設時の適用規格が設計・建設規格の場合又は施設時の技術基準に規定がない場合 

＊4：平成6年告示第５０１号のものについては，公式及び解析による評価において設計・建設

規格と差異がないことから，設計・建設規格に基づき評価を実施する。 

＊5：一部の部位のみ同等性を示す手法による評価を実施する場合においても列記する。 

 

(8) 同等性評価区分 

a. 評価式が規定されていない場合 

(a) 長方形板の大たわみ式を用いた評価 

(b) クラス３ポンプの規定を準用した評価 

(c) ねじ山のせん断破壊式を用いた評価 

 

b. 精緻な評価を実施する必要がある場合 

(a) クラス１容器の規定を準用した評価 

 

(9) 評価クラス 

(1)～(8)の分類に基づき，評価クラスを判別する。 
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Ⅵ-3-2-2 クラス１管の強度計算方法 
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まえがき 

 

本書は，工事計画認可申請書に添付するクラス１管の強度計算について説明するもので

ある。 

本書は，Ⅵ-3-1-2「クラス１機器の強度計算の基本方針」に基づき以下により構成され

る。 

 

(1) クラス１管の基本板厚計算方法 

(2) クラス１管の応力計算方法 
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(1) クラス１管の基本板厚計算方法 
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1. 一般事項 

1.1 概要 

本書は，発電用原子力設備のうちクラス１管の基本板厚計算書（以下「強度計算

書」という。）について説明するものである。 

 

1.2 適用規格及び基準との適合性 

(1) 強度計算は，昭和55年通商産業省告示第５０１号「発電用原子力設備に関する

構造等の技術基準」（以下「告示第５０１号」という。）又は発電用原子力設備

規格（設計・建設規格（2005年版（2007年追補版含む。））ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ

１-2005/2007）（日本機械学会 2007年9月）（以下「設計・建設規格」とい

う。）により行う。 

設計・建設規格各規格番号と強度計算書との対応は表1－1に示すとおりである。 

(2) 設計・建設規格に計算式の規定がないものについては他の規格及び基準を適用

して行う。 

日本産業規格（以下「ＪＩＳ」という。）と強度計算書との対応は表1－2に示

すとおりである。 

(3) 強度計算書で計算するもの以外の管継手は，以下に掲げる規格（形状及び寸法

に関する部分に限る。）又は設計・建設規格 別表4に掲げるものとし，接続配管

のスケジュール番号と同等以上のものを使用する。（設計・建設規格 PPB-3415） 

a. ＪＩＳ Ｂ ２３１２（2001）「配管用鋼製突合せ溶接式管継手」 

b. ＪＩＳ Ｂ ２３１３（2001）「配管用鋼板製突合せ溶接式管継手」 

c. ＪＩＳ Ｂ ２３１６（1997）「配管用鋼製差込み溶接式管継手」 

(4) 強度計算書で計算するもの以外のフランジ継手については，以下に掲げる規格

（材料に関する部分を除く。）又は設計・建設規格 別表2に掲げるものを使用す

る。（設計・建設規格 PPB-3414） 

a. ＪＩＳ Ｂ ２２３８（1996）「鋼製管フランジ通則」 

b. ＪＩＳ Ｂ ２２３９（1996）「鋳鉄製管フランジ通則」 

(5) 管の接続 

管と管を接続する場合は，設計・建設規格 PPB-3430(1)により溶接継手又は

フランジ継手とする。 

溶接継手とする場合は，設計・建設規格 PPB-3430(2)により主管に穴を設け

て管台又は分岐管を取り付ける場合を除き，管の軸に垂直な断面で溶接すること

とする。 
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表 1－1 設計・建設規格各規格番号と強度計算書との対応 

設計・建設規格 規格番号 

強度計算書の 

計算式 備     考 

（章節番号） 

PPB-3411（直管） 

 

 

PPB-3411(1) 

PPB-3411(2) 

PPB-3411(3) 

 

2.2 

2.4 

2.5 

管の強度計算 

鏡板の強度計算（フランジ部） 

レジューサの強度計算（フランジ

部） 

 

 

PPB-3412（曲げ管） 

PPB-3411（直管）を準用する。 

  

PPB-3413（平板） 

 

2.3 平板の強度計算 

 

PPB-3414（フランジ） 

PPB-3414(1) 

PPB-3414(2) 

PPB-3414(3) 

 

2.7 フランジの強度計算 

（1.2(4)フランジ継手） 

PPB-3415（管継手） 

PPB-3415(1) 

 

 1.2(3)管継手 

PPB-3415.1（レジューサ） 

PPB-3415.1(1) 

PPB-3415.1(2) 

PPB-3415.1(3) 

 

準用 

PVC-3124.2( 外面に圧力を受け

る円すい形の胴の厚さ) 

 

2.5 レジューサの強度計算 

 

 

 

 

 

レジューサの強度計算（円すい及

びすその丸みの部分（外面に圧力

を受けるもの）） 
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設計・建設規格 規格番号 

強度計算書の 

計算式 備     考 

（章節番号） 

PPB-3415.2（鏡板） 

PPB-3415.2(1) 

PPB-3415.2(2) 

2.4 鏡板の強度計算 

 

PPB-3420（穴と補強） 

PPB-3421 

PPB-3422 

PPB-3423 

PPB-3424 

2.6 管の穴と補強計算 

 

PPB-3422(3) 2.3 平板の強度計算 

PPB-3551（許容圧力） 2.2 管の強度計算（管の許容圧力） 

PPB-3561（許容圧力） 2.2 管の強度計算（管の許容圧力） 

 

表 1－2 ＪＩＳと強度計算書との対応 

ＪＩＳ 
強度計算書の 

計算式 備   考 

No. 項 （章節番号） 

ＪＩＳ Ｂ ８２６５（2003） 

「圧力容器の構造－一般事項」 

附属書 3（規定）「圧力容器のボ

ルト締めフランジ」 

2 

3 

4 

5 

2.7 フランジの強度計算＊ 

注記＊：設計・建設規格 PPB-3414(2)によりＪＩＳ Ｂ ８２６５（2003）「圧力

容器の構造－一般事項」（以下「ＪＩＳ Ｂ ８２６５」という。）の附属

書 3（規定）「圧力容器のボルト締めフランジ」を用いて計算を行う。 

 

1.3 強度計算書の構成とその見方 

(1) 強度計算書は本書と各配管の強度計算書から成る。 

(2) 各配管の強度計算書では，記号の説明及び計算式を省略しているので，本書に

よるものとする。 

(3) 各配管の強度計算書において，ＮＯ．の番号は概略系統図の丸で囲んだ番号を

表す。 
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1.4 計算精度と数値の丸め方 

計算の精度は6桁以上を確保する。表示する数値の丸め方は表1－3に示すとおりと

する。 

表 1－3 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単 位 処 理 桁 処理方法 表 示 桁 

 下記以外

の 圧 力 
MPa 小数点以下第 3 位 四捨五入 小数点以下第 2 位 

 最高使用

圧 力 
MPa ― ― 小数点以下第 2 位 

 外面に受

ける最高

の 圧 力 

 

MPa 

 

― 

 

― 

 

小数点以下第2位＊2 

 

温 度 ℃ ― ― 整 数 位 

許 容 応 力＊1 MPa 小数点以下第 1 位 切 捨 て 整 数 位 

算 出 応 力 MPa 小数点以下第 1 位 切 上 げ 整 数 位 

 下 記 以 外 

の 長 さ 
mm 小数点以下第 3 位 四捨五入 小数点以下第 2 位 

長 計 算 上 必

要 な 厚 さ 
mm 小数点以下第 3 位 切 上 げ 小数点以下第 2 位 

 最 小 厚 さ mm 小数点以下第 3 位 切 捨 て 小数点以下第 2 位 

さ ボルト谷径 mm ― ― 小数点以下第 3 位 

 ガ ス ケ ッ

ト 厚 さ 
mm ― ― 小数点以下第 1 位 

面 積 mm
2
 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊3 

力 N 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊3 

モ ー メ ン ト N･mm 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊3 

角 度 ゜ 
小数点以下第 2 位 

(小数点以下第1位)＊4 
四捨五入 

小数点以下第 1 位 

(整数位)＊4 

注記＊1：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における設計応

力強さ，許容引張応力及び設計降伏点は比例法により補間した値の小数

点以下第 1 位を切り捨て，整数位までの値とする。 

＊2：必要に応じて小数点以下第 3 位を用いる。 

＊3：絶対値が 1000 以上のときはべき数表示とする。 

＊4：管の穴と補強計算の分岐管の中心線と主管の中心線との交角に用いる。 

  

圧 
 

 
 

力 
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1.5 材料の表示方法 

材料は次に従い表示するものとする。 

(1) 設計・建設規格に定める材料記号を原則とする。 

設計・建設規格に記載されていないが設計・建設規格に相当材が記載されてい

る場合は，次のように表示する。 

     相当材記号 相当 （当該材記号） 

（例1）   SM400A 相当 （SMA400AP） 

（例2）   SCMV3-1 相当 （ASME SA387 Gr.11Cl.1） 

(2) 管の強度計算書において管の製造方法の区別を表示するので，材料表示として

は，製造方法の区別を特に表示しない。 

（継目無管：S，溶接管：W） 

(3) 強度区分により設計応力強さ又は許容引張応力の値が異なる場合，材料記号の

後にＪＩＳで定める強度区分を付記する。 

（例） 

設計・建設規格の表示 計算書の表示 

付録材料図表 

Part5 表 5 の許容 

引張応力の上段 

SCMV3-1 

付録材料図表 

Part5 表 5 の許容 

引張応力の下段 

SCMV3-2 

(4) 使用する厚さ又は径等によって設計応力強さ又は許容引張応力の値が異なる場

合，材料記号の後に該当する厚さ又は径等の範囲を付記して表示する。 

（例）SS400（16mm＜径≦40mm） 

(5) ガスケット材料で非石綿の場合の表示は，各計算「記号の説明」の「計算書の

表示」による。 

（例）NON-ASBESTOS 

なお，この場合のガスケット係数（ｍ）及びガスケットの最小設計締付圧力

（ｙ）はＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 表2 備考3によりガスケットメーカ推

奨値を適用する。 

 

  

SCMV3 

SCMV3 
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1.6 概略系統図の管継手及び仕様変更点の表示方法 

(1) 管継手の表示方法 

概略系統図において，計算対象となる管と管継手の区別をするために，管継手

のみの管番号に“＊”を付け，概略系統図中に“注記＊：管継手”と表示する。 

(2) 管の仕様変更点の表示方法 

概略系統図中，管の途中において仕様変更が生じる場合は“    ”のよう

に表示する。 
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2. クラス１管の強度計算方法 

発電用原子力設備のうちクラス１管の強度計算に用いる計算式と記号を以下に定め

る。 

 

2.1 共通記号 

特定の計算に限定せず，一般的に使用する記号を共通記号として次に掲げる。 

なお，以下に示す記号のうち，各計算において説明しているものはそれに従う。 

設計・建設 

規格の記号 
計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

 ＮＯ． 管，平板，鏡板，レジューサ，管の穴及

びフランジの番号 

 数字のみ：管 

 Ｂ：平板 

 Ｃ：鏡板 

 Ｒ：レジューサ 

 Ｔ：管の穴 

 Ｆ：フランジ 

― 

Ｐ Ｐ 最高使用圧力（内圧） MPa 

Ｐｅ Ｐｅ 外面に受ける最高の圧力 MPa 

 Ｑ 厚さの負の許容差 ％，mm 

η η 

 

継手の効率 

鏡板は設計・建設規格 PVE-3240によ

る。 

レジューサは，設計・建設規格 PVC-

3130及び設計・建設規格 PVC-3140に

よる。 

― 
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2.2 管の強度計算 

管の強度計算は，設計・建設規格 PPB-3411，設計・建設規格 PPB-3551及び設

計・建設規格 PPB-3561を適用する。 

(1) 記号の説明 

設計・建設 

規格の記号 
計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

Ｂ 

 

 

 

 

Ｂ 

 

 

 

 

外面に圧力を受ける場合の計算に用いる

係数 

設計・建設規格 付録材料図表 Part7 

図1～図20により求めた値 

（Ｂを求める際に使用した板の厚さは繰

返し計算により最終的にｔｏｐとなる。） 

― 

 

 

 

 

Ｄｏ Ｄｏ 管の外径 mm 

  管の座屈の長さ mm 

 ＰＣ 供用状態Ｃの最高圧力 MPa 

 ＰＤ 供用状態Ｄの最高圧力 MPa 

 ＰａＣ 供用状態Ｃの許容圧力 MPa 

 ＰａＤ 供用状態Ｄの許容圧力 MPa 

Ｓｍ Ｓｍ 最高使用温度における材料の設計応力強

さ 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 

表1による。 

MPa 

ｔ ｔ 管の計算上必要な厚さ mm 

ｔ ｔｏｐ 管の計算上必要な厚さ mm 

 ｔｒ 管に必要な厚さ mm 

 ｔｓ 管の最小厚さ mm 

 ｔｔ 炭素鋼鋼管の設計・建設規格上必要な最

小厚さ 

mm 

 算  式 ｔｒとして用いる値の算式 ― 

 製  法 

S 

 

継目無管 

― 

 W 溶接管  
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(2) 算式 

a. 管に必要な厚さは，次に掲げる値のいずれか大きい方の値とする。 

(a) 内面に圧力を受ける管 

設計・建設規格 PPB-3411(1)の式PPB-1.1より求めた値：ｔ 

 
0.8・Ｐ2・Ｓ

Ｐ・Ｄ
ｔ＝

＋ｍ

ｏ
  · · ······························ ················   (Ａ) 

(b) 外面に圧力を受ける管 

設計・建設規格 PPB-3411(2)の式PPB-1.2より求めた値：ｔｏｐ 

 
4・Ｂ

Ｄ3・Ｐ
ｔ

ｏｅ
ｏｐ

・
   · · ······························ ···············   (Ｂ) 

(c) 炭素鋼鋼管の設計・建設規格上必要な最小厚さ：ｔｔ 

設計・建設規格 PPB-3411(3)の表PPB-3411-1より求めた値  · · ··   (Ｃ) 

b. 供用状態Ｃ 

供用状態Ｃにおいて管の内面に受ける圧力は，次の値を超えてはならない。 

（設計・建設規格 PPB-3551） 

 1.5・ＰＰ ＝Ｃａ  

c. 供用状態Ｄ 

供用状態Ｄにおいて管の内面に受ける圧力は，次の値を超えてはならない。 

（設計・建設規格 PPB-3561） 

 2・ＰＰ ＝Ｄａ  

(3) 評価 

ｔ，ｔｏｐ又はｔｔのいずれか大きい方の値をｔｒとする。 

管の最小厚さ（ｔｓ）≧管に必要な厚さ（ｔｒ）であり，かつ，供用状態Ｃの許

容圧力（ＰａＣ）≧供用状態Ｃの最高圧力（ＰＣ）及び供用状態Ｄの許容圧力（ＰａＤ）

≧供用状態Ｄの最高圧力（ＰＤ）ならば強度は十分である。 

(4) 補足 

a. 計算書中，算式の項の文字は(2)a項(a)，(b)及び(c)の文字Ａ，Ｂ及びＣに

対応する。 

b. 曲げ管は管に必要な厚さが確保されている場合は直管と同等に考えるものと

し，表示はしないものとする。 
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2.3 平板の強度計算 

平板の強度計算は，設計・建設規格 PPB-3413及び設計・建設規格 PPB-

3422(3)を適用する。 

(1) 記号の説明 

設計・建設 

規格又は 

ＪＩＳの記号 

計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

Ａｂ Ａｂ 実際に使用するボルトの総有効断面積 mm
2
 

Ａｍ Ａｍ ボルトの総有効断面積 mm
2
 

Ａｍ１ Ａｍ１ 使用状態でのボルトの総有効断面積 mm
2
 

Ａｍ２ Ａｍ２ ガスケット締付時のボルトの総有効断面積 mm
2
 

ｂ ｂ ガスケット座の有効幅 mm 

ｂｏ ｂｏ ガスケット座の基本幅（ＪＩＳ Ｂ   

８２６５附属書 3 表 3 による。） 

mm 

Ｃ Ｃ ボルト穴の中心円の直径 mm 

ｄ ｄ 設計・建設規格の表 PPB-3413-1 に規定す

る方法によって測った平板の径又は最小内

のり 

mm 

ｄｂ ｄｂ ボルトのねじ部の谷の径と軸部の径の最小

部の小さい方の径 

mm 

 ｄｈ 穴の径 mm 

Ｆ Ｆ 全体のボルトに作用する力 N 

Ｇ Ｇ ガスケット反力円の直径 mm 

 Ｇｓ ガスケット接触面の外径 mm 

Ｈ Ｈ 内圧によってフランジに加わる全荷重 N 

ＨＰ ＨＰ 気密を十分に保つためにガスケット又は継

手接触面に加える圧縮力 

N 

ｈｇ ｈｇ ボルトのピッチ円の直径とｄとの差の 2 分

の 1 

mm 

Ｋ Ｋ 平板の取付け方法による係数 ― 

  フランジの長さ mm 

ｍ ｍ ｔｒ／ｔｓ ― 

ｍ ｍｇ ガスケット係数（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 

附属書 3 表 2 による。） 

― 

Ｎ Ｎ ガスケットの接触面の幅（ＪＩＳ Ｂ 

８２６５ 附属書 3 表 3 による。） 

mm 

ｎ ｎ ボルトの本数 ― 
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設計・建設 

規格又は 

ＪＩＳの記号 

計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

ｒ ｒ すみの丸みの内半径 mm 

Ｓ Ｓ 最高使用温度における平板材料の許容引

張応力 設計・建設規格 付録材料図表 

Part5 表 5 による。 

MPa 

σａ Ｓａ 常温におけるボルト材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 

表 7 による。 

MPa 

σｂ Ｓｂ 最高使用温度におけるボルト材料の許容引

張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 

表 7 による。 

MPa 

ｔ ｔ 平板の計算上必要な厚さ mm 

ｔｆ，ｔ ｔｆ 平板のフランジ部の厚さ mm 

ｔｎ ｔｎ ガスケット溝を考慮した平板の厚さ mm 

ｔ ｔｐ 平板の最小厚さ mm 

 ｔｐｏ 平板の呼び厚さ mm 

ｔｓ ｔｓ 管の最小厚さ mm 

ｔｒ ｔｒ 継ぎ目のない管の計算上必要な厚さ mm 

Ｗ Ｗ パッキンの外径又は平板の接触面の外径

内の面積に作用する全圧力 

N 

Ｗｇ Ｗｇ ガスケット締付時のボルト荷重 N 

Ｗｍ１ Ｗｍ１ 使用状態での必要な最小ボルト荷重 N 

Ｗｍ２ Ｗｍ２ ガスケット締付時に必要な最小ボルト荷重 N 

Ｗｏ Ｗｏ 使用状態でのボルト荷重 N 

ｙ ｙ ガスケットの最小設計締付圧力（ＪＩＳ 

Ｂ ８２６５ 附属書 3 表 2 による。） 

N/mm
2
 

π π 円周率 ― 

 NON-ASBESTOS 非石綿ジョイントシート ― 

 SUS-NON-

ASBESTOS 

渦巻形金属ガスケット（非石綿）（ステ

ンレス鋼） 

― 

 ガスケット 

座面の形状 

ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書 3 表 2

による。 

― 

 平板の取付け 

方法 

平板の取付け方法 

（設計・建設規格 PPB-3413 の表 PPB-

3413-1 による。） 

― 

 (ａ)～(ｇ) 1A～1G 取付け方法の表示区分 ― 
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(2) 形状の制限 

 取 付 け 方 法 形  状  の  制  限 

（ａ） 

 

無し。 

（ｂ） 

 

ｄ≦600mm，ｄ／20≦ｔｐ＜ｄ／4 かつ 

ｒ≧0.25・ｔｆであること。 

（ｃ） 

 

ｔｆ≧2・ｔｓかつｒ≧3・ｔｆであるこ

と。 

（ｄ） 

 

ｔｆ≧ｔｓかつｒ≧1.5・ｔｆであるこ

と。 

（ｅ） 

 

ｒ≧3・ｔｆであること。 
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取 付 け 方 法 形  状  の  制  限 

（ｆ） 

 

無し。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ｇ） その他の場合 無し。 
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(3) 算式 

平板の計算上必要な厚さは，次の式による値とする。 

a. 平板に穴がない場合 

 
Ｓ

Ｋ・Ｐ
ｔ＝ｄ・  

Ｋの値は以下による。 

取付け方法 Ｋ   の   値 

（ａ） 0.17 

（ｂ） 0.13 

（ｃ） 0.17 

（ｄ） Max（0.33・ｍ，0.2）  ｍ＝ｔｒ／ｔｓ 

（ｅ） 0.17＊1 

0.10 

（ｆ） 0.20＋
Ｗ・ｄ

1.0・Ｆ・ｈg
 

ただし，ｔｎの厚さの場合は 
＊2

g

Ｗ・ｄ

1.0・Ｆ・ｈ
 

（ｇ） 0.50 

注記＊1：取付け方法（ｅ）の場合 

Ｋ＝0.17 とする。ただし，ｔｆからｔｓへ移行するテーパが 1 対 4

又はそれより緩やかであり，かつ，以下の(a)又は(b)いずれかの場

合，Ｋ＝0.10 とできる。 

(a) ｆ
ｆ

ｓ
ｄ・ｔ・

ｔ

ｔ
 1.1－0.8・≧

2

2









 の場合 

(b) 管が ｓｄ・ｔ 2・ 以上の長さにわたって 

ｆｆｓ ｄ・ｔ／1.1－1.12・ｔ≧ｔ  ・  の場合 

＊2：取付け方法（ｆ）の場合のＦ，ｈｇ，Ｗ及びｄは以下による。 

(a) ガスケット座の有効幅及びガスケット反力円の直径 

ガスケット座の有効幅ｂ及びガスケット反力円の直径Ｇは，ガ

スケット座の基本幅ｂｏに従い以下のように求める。 

6.35≦ｂｏ mm の場合 

Ｎ－Ｇ＝Ｇ

ｂ＝ｂ

ｓ

ｏ
 

＞6.35ｂｏ mm の場合 

－2・ｂＧ＝Ｇ

ｂ ｂ＝2.52・

ｓ

ｏ  

＊2 
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ただし，ｂｏはＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書 3 表 3 による。 

ｄ＝Ｇ 

(b) 計算上必要なボルト荷重 

イ. 使用状態で必要なボルト荷重 

Ｗｍ１＝Ｈ＋ＨＰ 

・Ｐ・Ｇ 
4

π
Ｈ＝  

２  

Ｗ＝Ｈ 

Ｐ＝2・π・ｂ・Ｇ・ｍＨ ・ｇＰ  

ただし，Ｐは 2.7 項(1)のフランジの強度計算の記号の説明

による。 

ロ. ガスケット締付時に必要なボルト荷重 

Ｗｍ２＝π・ｂ・Ｇ・ｙ 

(c) ボルトの総有効断面積及び実際に使用するボルトの総有効断

面積 

ｂ

ｍ
ｍ

Ｓ

Ｗ
＝Ａ

１
１       （使用状態） 

ａ

ｍ
ｍ

Ｓ

Ｗ
＝Ａ

２
２       （ガスケット締付時） 

Ａｍ＝Max（Ａｍ１，Ａｍ２） 

・ｎ ・ｄ
4

π
＝Ａ ２

ｂｂ    

(d) フランジの計算に用いるボルト荷重 

Ｗｏ＝Ｗｍ１      （使用状態） 

ａ
ｂｍ

ｇ ・Ｓ 
2

ＡＡ
＝Ｗ

＋








 （ガスケット締付時） 

Ｆ＝Max（Ｗｏ，Ｗｇ） 

(e) 使用状態でのフランジ荷重に対するモーメントアーム 

2

Ｃ－Ｇ
ｈ ＝ｇ  

b. 平板に穴を設ける場合は，設計・建設規格 PPB-3422(3)により，平板の計

算上必要な厚さを次の式より計算した値とする。 

(a) 穴の径（ｄｈ）が平板の径又は最小内のり（ｄ）の値の2分の1以下の場合 

 
Ｓ

2・Ｋ・Ｐ
ｔ＝ｄ・  
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ただし，Ｋの値は（ｆ）の取付け方法を除き0.375以上とすることを要しな

い。 

(b) 穴の径（ｄｈ）が平板の径又は最小内のり（ｄ）の値の2分の1を超える場

合 

 
Ｓ

2.25・Ｋ・Ｐ
ｔ＝ｄ・  

(4) 評価 

平板の最小厚さ（ｔｐ）≧平板の計算上必要な厚さ（ｔ）ならば強度は十分であ

る。 

(5) 補足 

取付け方法は設計・建設規格 PPB-3413の表PPB-3413-1の条件を満足するもの

とする。 
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2.4 鏡板の強度計算 

鏡板の強度計算は，設計・建設規格 PPB-3415.2及び設計・建設規格 PPB-3411

を適用する。 

(1) 記号の説明 

設計・建設 

規格の記号 
計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

Ｂ Ｂ 中高面に圧力を受ける場合の計算に用い

る係数 

設計・建設規格 付録材料図表 Part7 

図1～図20により求めた値 

（Ｂを求める際に使用した板の厚さは繰

返し計算により最終的にｔとなる。） 

― 

Ｄ Ｄ 半だ円形鏡板の内面における長径 mm 

Ｄｏ Ｄｏ 鏡板が取り付けられる管の外径 

（フランジ部の外径に同じ。） 

mm 

 Ｄｏｃ さら形鏡板の外径 mm 

ｈ ｈ 半だ円形鏡板の内面における短径の2分

の1 

mm 

Ｋ Ｋ 半だ円形鏡板の形状による係数 ― 

Ｋ ＫＫ 半だ円形鏡板の中高面に圧力を受ける場

合の計算に用いる係数 

設計・建設規格 PPB-3415.2(2)f.の 

表PPB-3415.2-1による。 

― 

Ｒ Ｒ さら形鏡板の中央部における内面の半径

又は全半球形鏡板の内半径 

mm 

Ｒ ＲＤ さら形鏡板の中央部の外半径又は全半球

形鏡板の外半径 

ＲＤ＝Ｒ＋（最小厚さ） 

mm 

Ｒ ＲＲ 半だ円形鏡板の外面の長径 

ＲＲ＝Ｄ＋2・（最小厚さ） 

mm 

ｒ ｒ さら形鏡板のすみの丸みの内半径 mm 
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設計・建設 

規格の記号 
計算書の表示 表   示   内   容 単 位 

Ｓ Ｓ 最高使用温度における材料の許容引張応

力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 

表 5 による。 

MPa 

 Ｓｍ 最高使用温度における材料の設計応力強

さ 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 

表 1 による。 

MPa 

ｔ ｔ 鏡板の鏡部及びフランジ部の計算上必要

な厚さ 

mm 

 ｔｃ 鏡板の最小厚さ mm 

 ｔｃｏ 鏡板の公称厚さ mm 

Ｗ Ｗ さら形鏡板の形状による係数 ― 

 形   式 鏡板の形式及び計算箇所を示す名称 ― 

 算   式 ｔとして用いる値の算式 ― 
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(2) 算式 

鏡板の計算上必要な厚さは，次に掲げる値とする。 

a. さら形鏡板鏡部 

形状は設計・建設規格 PPB-3415.2(1)a.により以下とする。 

 

mm50≧ｒ   

0.06・Ｄ≧ｒ   

3・ｔ≧ｒ 　

Ｒ≧Ｄ

ｏｃ

ｃｏ

ｏｃ

 

設計・建設規格 PPB-3415.2(2)a.の式PPB-1.10又は設計・建設規格 PPB-

3415.2(2)b.の式PPB-1.12より求めた値 

(a) 中低面に圧力を受けるもの 

 
Ｐ2・Ｓ・η－0.2・

Ｐ・Ｒ・Ｗ
ｔ＝   · · ······························ ·············   (Ａ) 

ただし， 

 














ｒ

Ｒ
3＋ ・

4

1
Ｗ＝  

(b) 中高面に圧力を受けるもの 

Ｂ

・ＲＰ
ｔ＝

Ｄｅ
   · · ······························ ·····················   (Ａ’) 

b. 全半球形鏡板鏡部 

設計・建設規格 PPB-3415.2(2)c.の式PPB-1.13又は設計・建設規格 PPB-

3415.2(2)d.の式PPB-1.14より求めた値 

(a) 中低面に圧力を受けるもの 

Ｐ2・Ｓ・η－0.2・

Ｐ・Ｒ
ｔ＝    · · ······························ ···········   (Ｂ) 

(b) 中高面に圧力を受けるもの 

Ｂ

ＲＰ
ｔ＝

Ｄ・ｅ
   · · ······························ ······················   (Ｂ’) 
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c. 半だ円形鏡板鏡部 

形状は設計・建設規格 PPB-3415.2(1)c.により以下とする。 

 
2・ｈ

Ｄ
≧2  

設計・建設規格 PPB-3415.2(2)e.の式PPB-1.15又は設計・建設規格 PPB-

3415.2(2)f.より求めた値 

(a) 中低面に圧力を受けるもの 

 
Ｐ2・Ｓ・η－0.2・

Ｐ・Ｄ・Ｋ
ｔ＝    · · ······························ ···········   (Ｃ) 

ただし， 

 




















２

2・ｈ

Ｄ
2＋ ・

6

1
Ｋ＝  

(b) 中高面に圧力を受けるもの 

 
Ｂ

ＲＫＰ
ｔ＝

ＲＫ・ｅ・
  · · ······························ ···················   (Ｃ’) 

d. 鏡板のフランジ部 

設計・建設規格 PPB-3411により求めた値 

(a) 内面に圧力を受ける管  · · ······························ ··············   (Ｄ) 

(b) 外面に圧力を受ける管  · · ······························ ··············   (Ｄ’) 

(c) 炭素鋼鋼管の設計・建設規格上必要な最小厚さ  · · ················   (Ｄ’’) 

(a)，(b)又は(c)のいずれか大きい方の値とする。 

(3) 評価 

鏡板の最小厚さ（ｔｃ）≧鏡部（上段）及びフランジ部（下段）の計算上必要な

厚さ（ｔ）ならば強度は十分である。 

(4) 補足 

計算書中，算式の項の文字は(2)a項，b項，c項及びd項の文字Ａ，Ａ’，Ｂ，

Ｂ’，Ｃ，Ｃ’，Ｄ，Ｄ’及びＤ’’に対応する。 
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2.5 レジューサの強度計算 

レジューサの強度計算は，設計・建設規格 PPB-3415.1（設計・建設規格 PVC-

3124.2準用）及び設計・建設規格 PPB-3411を適用する。 

(1) 記号の説明 

設計・建設 

規格の記号 
計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

Ｂ Ｂ 外面に圧力を受ける場合の計算に用いる

係数 

設計・建設規格 付録材料図表 Part7 

図 1～図 20 により求めた値 

（Ｂを求める際に使用した板の厚さは繰

返し計算により最終的にｔ３となる。） 

― 

Ｄｉ Ｄｉ 円すいの部分がすその丸みの部分に接続

する部分の軸に垂直な断面の内径 

mm 

Ｄｏ Ｄｏ レジューサのフランジ部の外径 mm 

 Ｄｏ  大径端側の外径 mm 

Ｋ Ｋ 設計・建設規格 PPB-3415.1(3)の 

図 PPB-3415.1-1 より求めた係数 

― 

ｒ，ｒｏ，ｒｓ ｒ 円すいのすその丸みの部分の内半径 

（円すいの丸みの外半径） 

mm 

Ｓ Ｓ 最高使用温度における材料の許容引張応

力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 

表 5 又は表 6 による。 

MPa 

Ｓ Ｓ１ 最高使用温度における設計・建設規格 

付録材料図表 Part5 表 5 又は表 6 に

定める値の 2 倍，又は設計・建設規格 

付録材料図表 Part5 表 8 に定める値

の 0.9 倍の値のいずれか小さい方の値 

MPa 

 Ｓｍ 最高使用温度における材料の設計応力強

さ 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 

表 1 による。 

MPa 
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設計・建設 

規格の記号 
計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

ｔ ｔ レジューサの計算上必要な厚さ mm 

 ｔ１ 円すいの部分の計算上必要な厚さ mm 

 ｔ２ すその丸みの部分の計算上必要な厚さ mm 

 ｔ３ 外面に圧力を受ける場合の計算上必要な

厚さ 

mm 

 ｔｓ レジューサの最小厚さ mm 

 ｔｓ  大径端側の最小厚さ mm 

Ｗ Ｗ 円すいの形状による係数 ― 

θ θ 円すいの頂角の 2 分の 1 ゜ 

 算   式 ｔとして用いる値の算式（計算上必要な

厚さが最大となる算式） 

― 

 端 部 記 号 大径端，小径端及びフランジ部を示す名

称 

― 
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(2) 算式 

レジューサの計算上必要な厚さは，次に掲げる値とし，大径端側及び小径端側

のそれぞれについて計算を行う。 

a. 円すいの部分（内面に圧力を受けるもの） 

設計・建設規格 PPB-3415.1(1)a.の式PPB-1.6より求めた値 

 
)(Ｓ・η－0.6・Ｐ 2・cosθ・

Ｐ・Ｄ
＝ｔ

ｉ
１   · · ······························ ·····   (Ａ) 

b. すその丸みの部分（内面に圧力を受けるもの） 

 大径端側 

設計・建設規格 PPB-3415.1(1)b.の式PPB-1.7より求めた値 

  
）Ｓ・η－0.1・Ｐ（ 4・cosθ・

・ＷＰ・Ｄ
＝ｔ

ｉ
２   ·························   

ただし， 

  














cosθ 2・ｒ・

Ｄ
3＋ ・ 

4

1
Ｗ＝

ｉ
 

 小径端側 

  設計・建設規格 PPB-3415.1(3)の式PPB-1.9より求めた値 

  
2・Ｓ＋0.8・Ｐ

Ｐ・Ｄ
 ・ 

η

Ｋ
＝ｔ

ｏ
２   ·······························  

ただし，Ｋは設計・建設規格 PPB-3415.1(3)の図PPB-3415.1-1より求

めた値 

 

(Ｂ) 
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c. レジューサのフランジ部 

設計・建設規格 PPB-3411により求めた値 

(a) 内面に圧力を受ける管  · · ······························ ··············   (Ｃ) 

(b) 外面に圧力を受ける管  · · ······························ ··············   (Ｃ’) 

(c) 炭素鋼鋼管の設計・建設規格上必要な最小厚さ  · · ················   (Ｃ’’) 

(a)，(b)又は(c)のいずれか大きい方の値とする。 

d. 円すい及びすその丸みの部分（外面に圧力を受けるもの） 

設計・建設規格 PVC-3124.2により求める。 

(a) 円すいの頂角の2分の1が22.5°以下のもの 

イ. 外面に圧力を受ける場合の計算上必要な厚さが外径の 0.1 倍以下の場合 

 
4・Ｂ

Ｄ3・Ｐ
＝ｔ

ｏｅ・
３   · · ······························ ················   (Ｄ) 

ただし，Ｄｏ＝Ｄｏ ，長さは円すい部の軸方向の長さとする。 

ロ. 外面に圧力を受ける場合の計算上必要な厚さが外径の 0.1 倍を超える場

合 

次の 2 つの式より計算したいずれか大きい方の値 

 



























１

３

３

Ｓ

2・Ｐ
1－1－ ・ 

2

Ｄ
＝ｔ

2.167

Ｂ＋0.0833)(Ｐ ・Ｄ
＝ｔ

ｅｏ

ｅｏ ／

  · · ······························ ····   (Ｄ’) 

ただし，Ｄｏ＝Ｄｏ ，長さは円すい部の軸方向の長さとする。 

(b) 円すいの頂角の2分の1が22.5°を超え60°以下のもの 

イ. 外面に圧力を受ける場合の計算上必要な厚さが外径の 0.1 倍以下の場合 

4・Ｂ

)－2・ｔ(Ｄ ・3・Ｐ
＝ｔ

ｓｏｅ
３   · · ······························ ·······   (Ｄ’’) 

ただし，Ｄｏ＝Ｄｏ ，ｔｓ＝ｔｓ ，長さは（Ｄｏ －2 ･ｔｓ ）とする。 

ロ. 外面に圧力を受ける場合の計算上必要な厚さが外径の 0.1 倍を超える場

合 

次の 2 つの式より計算したいずれか大きい方の値 



























１

３

３

Ｓ

2・Ｐ
1－1－ ・ 

2

)2・ｔ(Ｄ
＝ｔ

2.167

Ｂ＋0.0833)(Ｐ ・ )2・ｔ(Ｄ
＝ｔ

ｅｓｏ

ｅｓｏ

－

／－

  · · ·······················   (Ｄ’’’) 

ただし，Ｄｏ＝Ｄｏ ，ｔｓ＝ｔｓ ，長さは（Ｄｏ －2 ･ｔｓ ）とする。 
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(3) 評価 

大径端側及び小径端側のそれぞれについて，レジューサの最小厚さ（ｔｓ）≧レ

ジューサの計算上必要な厚さ（ｔ）ならば強度は十分である。 

(4) 補足 

a. 計算書中，ＮＯ．（レジューサの番号）に＊印の付いているものは，偏心レ

ジューサを示す。 

b. 偏心レジューサの場合のθは，円すいの頂角をそのまま使用する。 

c. 計算書中，算式の項の文字は(2)a項，b項，c項及びd項の文字Ａ，Ｂ，Ｃ，

Ｃ’，Ｃ’’，Ｄ，Ｄ’，Ｄ’’及びＤ’’’に対応する。 
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2.6 管の穴と補強計算 

管の穴と補強計算は，設計・建設規格 PPB-3420を適用する。 

(1) 記号の説明 

設計・建設 

規格の記号 
計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

 Ａ 図 2－8 に示す。 mm 

 Ａ０ 有効範囲ＬＡ内にある穴の補強に有効な面

積の総和 

mm
2
 

 Ａ０Ｄ 有効範囲ＬＡＤ内にある穴の補強に有効な

面積の総和 

mm
2
 

 Ａ１ 管台の厚さのうち管台の必要厚さｔｂｒを

除いた部分で有効範囲ＬＡ及びＬＮ内にあ

る面積 

mm
2
 

 Ａ１Ｄ 図 2－9 に示す。 mm
2
 

 Ａ３ 主管の厚さのうち主管の必要厚さｔｒｒを

除いた部分で有効範囲ＬＡ内にある面積 

mm
2
 

 ＡＤ１ 管台の厚さのうち管台の必要厚さｔｂｒを

除いた部分で有効範囲ＬＡＤ及びＬＮ内に

ある面積 

mm
2
 

 ＡＤ３ 主管の厚さのうち主管の必要厚さｔｒｒを

除いた部分で有効範囲ＬＡＤ内にある面積 

mm
2
 

 ＡＲ２ 図 2－9 に示す。 mm
2
 

Ａｒ Ａｒ 穴の補強に必要な面積 mm
2
 

 Ａｒ２３ 穴の補強に必要な面積の 3 分の 2 mm
2
 

 Ｂ 図 2－8 に示す。 mm 

 ＢＸＸ 設計応力強さによる補正係数 ― 

 Ｄｉｒ 主管の内径 mm 

ｄｏ Ｄｏｂ 分岐管の外径 mm 

 Ｄｏｒ 主管の外径 mm 

ｄ ｄ 断面に現われる穴の径 

平板の径又は最小内のり 

mm 

ｄ１，ｄ２ ｄ１，ｄ２ 隣接する２つの穴の各々の直径 mm 

 ｄｆｒ 補強を要しない穴の最大径 mm 

Ｋ Ｋ 平板の取付け方法による係数 ― 

 Ｌ１ 主管表面より垂直に測った管台肩口まで

の距離 

mm 

 Ｌ２ 主管表面より垂直に測った分岐管から管

台移行部までの距離 

mm 
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設計・建設 

規格の記号 
計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

 ＬＡ 穴の中心線に平行な直線で区切られる補

強に有効な範囲 

mm 

ｐ ＬＡＤ 穴の中心線に平行な直線で区切られる補

強に有効な範囲 

mm 

ｐ ＬＮ 主管の面に平行な直線で区切られる補強

に有効な範囲 

mm 

 Ｑｂ 管台の厚さの負の許容差 ％，mm 

 ＱｂＤ 分岐管の厚さの負の許容差 ％，mm 

 Ｑｒ 主管の厚さの負の許容差 ％，mm 

Ｒ Ｒ 主管の平均半径 








2

ｔＤ
＝

ｒｏｒ－
 mm 

ｒ ｒ 穴の半径 








2

ｄ
＝  mm 

ｒ１ ｒ１ 管台の内側のすみの丸みの半径 mm 

ｒ２ ｒ２ 管台と主管との移行部の半径 mm 

ｒ３ ｒ３ 管台と分岐管との移行部の半径 mm 

ｒｉ ｒｉｂ 管台の内半径 mm 

ｒｍ ｒｍ 管台の平均半径 








2

ｔ
＋＝ｒ

ｂ
ｉｂ  mm 

 ｒｐ 管台の外半径 mm 

Ｓ Ｓ 最高使用温度における材料の許容引張応

力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 

表 5 による。 

MPa 

 Ｓｍｂ 管台の材料の最高使用温度における設計

応力強さ 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 

表 1 による。 

MPa 

 Ｓｍｒ 主管の材料の最高使用温度における設計

応力強さ 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 

表 1 による。 

MPa 

ｔ ｔ 補強を要しない平板の計算上必要な厚さ mm 

ｔ ｔｂ 管台の最小厚さ mm 

Ｔｓ ｔｒ 主管の最小厚さ mm 
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設計・建設 

規格の記号 
計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

ｔｐ ｔｂＤ 分岐管の最小厚さ mm 

 ｔｂＤｏ 分岐管の公称厚さ mm 

ｔｎ ｔｂｎ ｔｂＤ＋0.667･ｙ（図2－5）, 

ｔｂ（図2－6）＊ 

mm 

 ｔｂｏ 管台の公称厚さ mm 

 ｔｂｒ 管台の計算上必要な厚さ mm 

 ｔｒｏ 主管の公称厚さ mm 

ｔｒ３ ｔｒｒ 主管の計算上必要な厚さ mm 

ｘ ｙ 傾斜面の食違い mm 

θ α 分岐管の中心線と主管の中心線との交角 

ただし，60 ﾟ≦α≦90 ﾟ 

゜ 

θ θ 傾斜面の傾き角 ゜ 

 θ１ 傾斜面の分岐管との傾き角 ゜ 

 θ２ 傾斜面の主管との傾き角 ゜ 

 π 円周率 ― 

 形   式 管台の形状 

設計・建設規格 PPB-3424(1)a.の 

図 PPB-3424-1 

(1)～(6)に対応する番号を示す。 

― 

注記＊：図 2－5 及び図 2－6 中に記載のない記号については，図 2－7 及び図 2－8 を

参照 
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(2) 計算手順及び算式 

a. 穴の形状 

管に設ける穴は，設計・建設規格 PPB-3421により円形又はだ円形であるこ

と。 

b. 管台の形状 

管台の形状は，設計・建設規格 PPB-3424(1)a.に示す図2－1～図2－6のい

ずれかとする。 

 

  

 

 図 2－1 図 2－2 

 

 

  

 

 図 2－3 図 2－4 
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 図 2－5 図 2－6 
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図 2－7 
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図 2－8 
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c. 穴の補強の要否 

穴の補強の要否は，設計・建設規格 PPB-3422を適用する。 

(a) 算式 

イ. 平板以外の管に設ける円形の穴であって，次に適合する場合は穴の補強

は不要である。 

(イ) 穴の直径が ｒＲ・ｔ 0.2・ 以下であること。 

(ロ) 直径が ｒＲ・ｔ 2.5・ の管内面に沿った円の中に2つ以上の穴がある場

合において，それらの穴の直径の総和が ｒＲ・ｔ 0.25・ 以下であること。 

この場合において，それぞれの穴の中心間の管内面に沿った弧の長さ

は ）＋ｄｄ（ 1.5・ ２１ 以上であること。 

(ハ) 隣接する2つの穴の中心間の主管内面に沿った弧の長さが

）＋ｄｄ（ 1.5・ ２１ 又は ）＋ｄｄ（ ＋0.5・ Ｒ・ｔ 2.5・ ２１ｒ のいずれか大きい方の

値以上であること。 

ただし，(ロ)の規定に適合する場合は，この限りではない。 

(ニ) 穴の端と当該穴が存在する部分以外の局部応力発生箇所との距離は

ｒＲ・ｔ .5・2 以上離れていること。 

ロ. 平板に穴を設ける場合であって，平板の厚さが次の式により計算した値

以上である場合は穴の補強は不要である。 

(イ) 穴の径が平板の径又は最小内のりであるｄの値の2分の1以下の場合 

 
Ｓ

2・Ｋ・Ｐ
ｔ＝ｄ・  

ただし，Ｋの値は設計・建設規格 PPB-3413 の表 PPB-3413-1 中(f)

の場合を除き，0.375 以上とすることを要しない。 

(ロ) 穴の径が平板の径又は最小内のりであるｄの値の2分の1を超える場合 

 
Ｓ

.25・Ｋ・Ｐ2
ｔ＝ｄ・  

(b) 評価 

不要な場合は，穴の補強計算は必要ない。 

必要な場合はｄ項以降による。 
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d. 穴の補強に有効な範囲 

穴の補強に有効な範囲は，設計・建設規格 PPB-3424(1)a.及び設計・建設

規格 PPB-3424(4)を適用する。 

(a) 穴の中心線に平行な直線で区切られる補強に有効な範囲ＬＡは次の2つの式

より計算したいずれか大きい方の値 

 ＝ｄＬＡ  

 ｂｒ＋ｔ＋ｔ
2

ｄ
＝ＬＡ  

穴の中心線に平行な直線で区切られる補強に有効な範囲ＬＡＤは次の値（補

強に必要な面積の3分の2に対応する補強に有効な範囲） 

 ｒＲ・ｔ ＝ｒ＋0.5・ＬＡＤ    　の場合）Ｒ・ｔ 0.5・≦（ｔ ｒｂ  

 ｒｂ ＋ｔsinα／ｔ＝ｒ＋ＬＡＤ   　の場合）Ｒ・ｔ ＞0.5・（ｔ ｒｂ  

(b) 主管の面に平行な直線で区切られる補強に有効な範囲ＬＮは次の表の左欄

に掲げる区分に応じ，それぞれ同表の右欄に掲げる計算式より計算した値 

管台の形状 計 算 式 

図 2－1，図 2－2，図 2－3 及び図 2－4 ２＋0.5・ｒ ｔｒ ＝0.5・Ｌ ｂｍ・Ｎ  

図 2－5 及び図 2－6 ｂｎｍＮ ・ｔｒ ＝0.5・Ｌ  

e. 主管の厚さの計算 

主管の計算上必要な厚さｔｒｒは，設計・建設規格 PPB-3411(1)を適用する。 

 
＋0.8・Ｐ2・Ｓ

Ｐ・Ｄ
＝ｔ

ｍｒ

ｏｒ
ｒｒ  

f. 管台の厚さの計算 

管台の計算上必要な厚さｔｂｒは，設計・建設規格 PPB-3411(1)を適用する。 

 
＋0.8・Ｐ2・Ｓ

Ｐ・Ｄ
＝ｔ

ｍｂ

ｏｂ
ｂｒ  
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g. 穴の補強計算 

(a) 補強に必要な面積 

イ. 穴の補強に必要な面積Ａｒは，設計・建設規格 PPB-3424(1)c.(c)を適

用する。 

 














4

π・ｒ
－ｒ ＋2・）2－sinα（ ・＝ｄ・ｔＡ

２
１２

１ｒｒｒ  

ロ. 穴の補強に必要な面積の3分の2 Ａｒ２３ は，設計・建設規格 PPB-

3424(4)を適用する。 

 ｒｒ ・Ａ
3

2
＝Ａ ２３  

(b) 補強に有効な面積 

穴の補強に有効な面積は，設計・建設規格 PPB-3424(1)b.，設計・建設

規格 PPB-3424(4)，設計・建設規格 PPB-3424(6)及び設計・建設規格 

PPB-3424(7)を適用する。 

イ. Ａ３及びＡＤ３ 

）－ｔ（ｔ ・ －ｒ）（Ｌ ＝2・Ａ ｒｒｒＡ ３　  

）－ｔｔ（ ・ ）－ｒＬ（ ＝2・Ａ ｒｒｒＡＤＤ３  

ロ. Ａ１及びＡＤ１ 

 ）－Ａ－ＡＡ（＋Ａ ＝2・Ａ ５４１２１ ＤＲ  

 ）－Ａ－ＡＡ（＋Ａ ＝2・Ａ ５４１２１ ＤＲＤ  

ただし， ２ＲＡ ， Ｄ１Ａ ， ４Ａ 及び ５Ａ は以下による。 

ＬＮ≦Ｌ１の場合 

＝0Ａ

＝0Ａ

・cosecα・Ｌ ）－ｔｔ（＝Ａ

4

π
1－ ・ ＝ｒＡ

     ５

     ４

１

２
２２

Ｎ  Ｄ

Ｒ

ｂｒｂ

＊








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Ｌ１＜ＬＮ≦Ｌ２の場合 

＝0Ａ

2

－ＬＬ
 ・ 

－ＬＬ

－ＬＬ
　α・・cosec ）－ｔ＝（ｔＡ

α・Ｌ・cosec ）－ｔ＝（ｔＡ

4

π
1－ ・ ＝ｒＡ

     ５

１

１２

１
     ４

１

２
２２

ＮＮ
Ｄ

Ｎ  Ｄ

Ｒ

ｂｂ

ｂｒｂ

＊









 

ＬＮ＞Ｌ２の場合 

）－ＬＬ（ α・・cosec ）－ｔｔ（＝Ａ

2

－ＬＬ
　α・・cosec ）－ｔｔ（＝Ａ

α・Ｌ・cosec ）－ｔｔ（＝Ａ

4

π
1－ ・ ＝ｒＡ

２    ５

１２
    ４

１

２
２２

ＮＤ

Ｄ

Ｎ Ｄ　

Ｒ

ｂｂ

ｂｂ

ｂｒｂ

＊









 

注記＊：補強に有効な範囲にない部分が生じる場合はＡＲ２＝0 とする。 

 

注：図中の斜線部がＡ１ 

図 2－9 
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ハ. Ａ０及びＡ０Ｄ 

ｘｘ

ｘｘ

・Ｂ＋Ａ＝ＡＡ

・Ｂ＋Ａ＝ＡＡ

１３０

１３０

ＤＤ
＊ 

注記＊： １１ ＤＡ≠Ａ のときは ｘｘ・Ｂ＋Ａ＝ＡＡ １３０ ＤＤＤ  

ただし，Ｂｘｘは設計応力強さによる補正係数で， 

ｍｒ

ｍｂ
ｘｘ

Ｓ

Ｓ
＝Ｂ   （Ｓｍｒ＞Ｓｍｂのとき） 

1＝Ｂｘｘ     （Ｓｍｒ≦Ｓｍｂのとき）とする。 

(3) 評価 

a. 穴の補強に有効な面積の総和（Ａ０）＞穴の補強に必要な面積（Ａｒ） 

b. 穴の補強に有効な面積の総和（Ａ０Ｄ）≧穴の補強に必要な面積の3分の2 

（Ａｒ２３）以上の条件が満足されるならば穴の補強は十分である。 

(4) 補足 

a. 補強に有効とみなす部分のうち，Ａ１で示される部分（図2－7参照）の熱膨張

係数は，主管のそれの0.85倍以上1.15倍以下であること。 

b. 補強に有効な部分は，2つ以上の穴に重複して有効としてはならない。 

c. 図2－8に示す管台については図2－6に従い計算を行う。 

d. 隣接する2つの穴の中心間の距離は，これらの穴の径の平均値の1.5倍以上で

あり，かつ，これらの穴の間にある補強に有効な面積は，これらの穴の補強に

必要な面積の50％以上であること。 

e. 補強に必要な面積の2分の1以上の補強に有効な面積は，穴の中心線の両側に

あること。本書は，αが90°の場合での計算例を示す。 
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2.7 フランジの強度計算 

フランジの強度計算は，設計・建設規格 PPB-3414を適用する。 

計算は，ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3を適用する。 

(1) 記号の説明 

設計・建設 

規格又は 

ＪＩＳの記号 

計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

Ａ Ａ フランジの外径 mm 

Ａｂ Ａｂ 実際に使用するボルトの総有効断面積 mm
2
 

Ａｍ Ａｍ ボルトの総有効断面積 mm
2
 

Ａｍ１ Ａｍ１ 使用状態でのボルトの総有効断面積 mm
2
 

Ａｍ２ Ａｍ２ ガスケット締付時のボルトの総有効断

面積 

mm
2
 

Ｂ Ｂ フランジの内径 mm 

Ｂ１ Ｂ１ Ｂ＋ｇ０（ｆ≧1 のときの一体形フラン

ジの場合） 

Ｂ＋ｇ１（一体形フランジでｆの最小採

用値は 1 であるが，ＪＩＳ Ｂ ８２６

５ 附属書 3 図 4 より求まるｆが 1 未

満となる場合） 

mm 

ｂ ｂ ガスケット座の有効幅 mm 

ｂｏ ｂｏ ガスケット座の基本幅（ＪＩＳ Ｂ 

８２６５ 附属書 3 表 3 による。） 

mm 

Ｃ Ｃ ボルト穴の中心円の直径 mm 

ｄ ｄ 係数 









)一体形フランジの場合(　・ｇｈ

Ｖ

Ｕ
＝ ２

０ｏ・  

mm
3
 

ｄｂ ｄｂ ボルトのねじ部の谷の径と軸部の径の

最小部の小さい方の径 

mm 

 ｄｉ 穴あきボルトの内径 mm 

ｅ ｅ 係数 









合)(一体形フランジの場

ｈ

Ｆ
＝

ｏ
 

mm
- 1
 

Ｆ Ｆ 一体形フランジの係数 

（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書 3 

図 5 又は表 4 による。） 

― 

ｆ ｆ ハブ応力修正係数 

（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書 3 

図 4 又は表 4 による。） 

― 
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設計・建設 

規格又は 

ＪＩＳの記号 

計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

Ｇ Ｇ ガスケット反力円の直径 mm 

 Ｇｓ ガスケット接触面の外径 mm 

ｇ０ ｇ０ ハブ先端の厚さ mm 

ｇ１ ｇ１ フランジ背面のハブの厚さ mm 

Ｈ Ｈ 内圧によってフランジに加わる全荷重 N 

ＨＤ ＨＤ 内圧によってフランジの内径面に加わ

る荷重 

N 

ＨＧ，ＨＧ ＨＧ ガスケット荷重 N 

ＨＰ ＨＰ 気密を十分に保つためにガスケット又

は継手接触面に加える圧縮力 

N 

ＨＴ ＨＴ 内圧によってフランジに加わる全荷重と

フランジの内径面に加わる荷重との差 

N 

ｈ ｈ ハブの長さ mm 

ｈＤ ｈＤ ボルト穴の中心円からＨＤ作用点まで

の半径方向の距離 

mm 

ｈＧ ｈＧ ボルト穴の中心円からＨＧ作用点まで

の半径方向の距離 

mm 

ｈｏ ｈｏ ０・ｇＢ  mm 

ｈＴ ｈＴ ボルト穴の中心円からＨＴ作用点まで

の半径方向の距離 

mm 

Ｋ Ｋ フランジの内外径の比 ― 

Ｌ Ｌ 係数 















ｄ

ｔ
＋

Ｔ

1・ｅ＋ｔ
＝

３

 

― 

ＭＤ ＭＤ 内圧によってフランジの内径面に加わ

るモーメント 

N･mm 

ＭＧ ＭＧ ガスケット荷重によるモーメント N･mm 

Ｍｇ Ｍｇ ガスケット締付時にフランジに作用す

るモーメント 

N･mm 

Ｍｏ Ｍｏ 使用状態でフランジに作用するモーメ

ント 

N･mm 

ＭＴ ＭＴ 内圧によってフランジに加わる全荷重

とフランジの内径面に加わる荷重との

差によるモーメント 

N･mm 
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設計・建設 

規格又は 

ＪＩＳの記号 

計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

ｍ ｍｇ ガスケット係数（ＪＩＳ Ｂ ８２６

５ 附属書 3 表 2 による。） 

― 

Ｎ

  

Ｎ ガスケットの接触面の幅（ＪＩＳ Ｂ 

８２６５ 附属書 3 表 3 による。） 

mm 

ｎ ｎ ボルトの本数 ― 

Ｍ Ｍｅ フランジ部に作用するモーメント N･mm 

ＰＦＤ Ｐ 設計圧力 

応力計算に用いる設計圧力は最高使用

圧力にＰｅｑを加えたものである。 

MPa 

Ｐｅｑ Ｐｅｑ 管の自重及びその他の機械的荷重によ

りフランジ部に作用する曲げモーメン

トを圧力に換算した値 

＝ 
16･Ｍｅ 

π･Ｇ 3 
 

MPa 

 Ｐｏ 最高使用圧力 MPa 

Ｒ Ｒ ボルトの中心円からハブとフランジ背

面との交点までの半径方向の距離 

mm 

Ｔ Ｔ Ｋ(＝Ａ／Ｂ)の値によって定まる係数 

（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書 3 

図 7 による。） 

― 

ｔ ｔ フランジの厚さ mm 

Ｕ Ｕ Ｋ(＝Ａ／Ｂ)の値によって定まる係数 

（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書 3 

図 7 による。） 

― 

Ｖ Ｖ 一体形フランジの係数（ＪＩＳ Ｂ 

８２６５ 附属書 3 図 8 又は表 4 に

よる。） 

― 

Ｗｇ Ｗｇ ガスケット締付時のボルト荷重 N 

Ｗｍ１ Ｗｍ１ 使用状態での必要な最小ボルト荷重 N 

Ｗｍ２ Ｗｍ２ ガスケット締付時に必要な最小ボルト

荷重 

N 
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設計・建設 

規格又は 

ＪＩＳの記号 

計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

Ｗｏ Ｗｏ 使用状態でのボルト荷重 N 

Ｙ Ｙ Ｋ(＝Ａ／Ｂ)の値によって定まる係数 

（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書 3 

図 7 による。） 

― 

ｙ ｙ ガスケットの最小設計締付圧力 

（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書 3 

表 2 による。） 

N/mm
2
 

Ｚ Ｚ Ｋ(＝Ａ／Ｂ)の値によって定まる係数 

（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書 3 

図 7 による。） 

― 

π π 円周率 ― 

σａ σａ 常温におけるボルト材料の許容引張応

力 

設計・建設規格 付録材料図表 

Part5 表 7 による。 

MPa 

σｂ σｂ 最高使用温度におけるボルト材料の許

容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 

Part5 表 7 による。 

MPa 

σｆ σｆａ 常温におけるフランジ材料の許容引張

応力 

設計・建設規格 付録材料図表 

Part5 表 5 による。 

MPa 

σｆ σｆｂ 最高使用温度におけるフランジ材料の

許容引張応力 設計・建設規格 付録

材料図表 Part5 表 5 による。 

MPa 

σＨ σＨｇ ガスケット締付時のハブの軸方向応力 MPa＊ 

σＨ σＨｏ 使用状態でのハブの軸方向応力 MPa＊ 

σＲ σＲｇ ガスケット締付時のフランジの径方向

応力 

MPa＊ 

σＲ σＲｏ 使用状態でのフランジの径方向応力 MPa＊ 

σＴ σＴｇ ガスケット締付時のフランジの周方向

応力 

MPa＊ 

σＴ σＴｏ 使用状態でのフランジの周方向応力 MPa＊ 
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設計・建設 

規格又は 

ＪＩＳの記号 

計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

 形   式 フランジの形式 ― 

 NON-ASBESTOS 非石綿ジョイントシート ― 

 SUS-NON- 

ASBESTOS 

渦巻形金属ガスケット（非石綿）（ス

テンレス鋼） 

― 

注記＊：ＪＩＳ Ｂ ８２６５は「N/mm 2」を使用しているが，設計・建設規格

に合わせ「MPa」に読み替えるものとする。 



 

43 

S2
 補

 Ⅵ
-3
-2

-2
(1
) 
R1
 

(2) 計算手順及び算式（フランジの内圧計算） 

フランジの形式及び各部の記号は図 2－10 及び図 2－11 による。 

ただし，Ｗは，Ｗｇ，Ｗｍ１，Ｗｍ２及びＷｏのボルト荷重を表す。 

 

 

ＴＹＰＥ－1  ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書 3 図 2 b) 8) 

 

 

ＴＹＰＥ－2  ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書 3 図 2 b) 8) 

 

注記＊：フランジに近いハブのこう配が 1／3 以下の場合はｈは下図に従う。 

 

図 2－10 一体形フランジ  



 

44 

S2
 補

 Ⅵ
-3
-2

-2
(1
) 
R1
 

 

 

ＴＹＰＥ－3  ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書 3 図 2 b) 6) 

 

図 2－11 一体形フランジ 
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a. ガスケット座の有効幅及びガスケット反力円の直径 

ガスケット座の有効幅ｂ及びガスケット反力円の直径Ｇは，ガスケット座の基

本幅ｂｏに従い以下のように求める。 

ｂｏ≦6.35mmの場合 

ｂ＝ｂｏ 

Ｇ＝Ｇｓ－Ｎ 

ｂｏ＞6.35mmの場合 

ｂ＝ ｏｂ 2.52・  

Ｇ＝Ｇｓ－2・ｂ 

ただし，ｂｏはＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 表3による。 

b. 計算上必要なボルト荷重 

(a) 使用状態で必要なボルト荷重 

・Ｐ・π・ｂ・Ｇ・ｍ ＝2Ｈ

・Ｐ ・Ｇ 
4

π
Ｈ　

＝Ｈ＋ＨＷ

ｇ

ｍ

 Ｐ

Ｐ 

２

１

＝  

(b) ガスケット締付時に必要なボルト荷重 

＝π・ｂ・Ｇ・ｙＷ ２ｍ  

c. ボルトの総有効断面積及び実際に使用するボルトの総有効断面積 

ｂ

ｍ
ｍ

σ
１

１
Ｗ

＝Ａ  （使用状態） 

ａ

ｍ
ｍ

σ
２

２
Ｗ

＝Ａ  （ガスケット締付時） 

)・ｎ－ｄ(ｄ　
4

π
＝Ａ

），ＡＡ（Max＝Ａ

２２

２１

ｉｂ  ｂ

ｍｍ  ｍ

・  
 



 

46 

S2
 補

 Ⅵ
-3
-2

-2
(1
) 
R1
 

d. フランジの計算に用いるボルト荷重 

１ｍｏ＝ＷＷ  （使用状態） 

ａ
ｂｍ

ｇ σ・
2

＋ＡＡ
＝Ｗ  








 （ガスケット締付時） 

e. 使用状態でフランジに加わる荷重 

ＤＴ

Ｇ

Ｄ

＝Ｈ－ＨＨ

－Ｈ＝ＷＨ

・Ｐ ・Ｂ 
4

π
＝Ｈ

ｏ

２

 

f. 使用状態でのフランジ荷重に対するモーメントアーム 

フランジの形式 ｈＤ ｈＧ ｈＴ 

一体形フランジ １Ｒ＋0.5・ｇ  2

－ＧＣ
 

2

＋ｈ＋ｇＲ Ｇ１
 

ただし， 

１－ｇ
2

－ＢＣ
＝Ｒ 








 

g. 使用状態でフランジに作用するモーメント 

ＴＧＤＯ

ＴＴＴ

ＧＧＧ

ＤＤＤ

＋Ｍ＋Ｍ＝ＭＭ

・ｈ＝ＨＭ

・ｈ＝ＨＭ

・ｈ＝ＨＭ

 

h. ガスケット締付時にフランジに作用するモーメント 








 

2

ＧＣ
 ・＝ＷＭ ｇｇ  
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i. 一体形フランジの応力 

(a) 使用状態でのフランジの応力 

ｏ
ｏ

ｏ

ｏ
ｏ

ｏｏ

ＲＴ

Ｒ

Ｈｏ

σσ

σ

σ

－Ｚ・
・Ｂ t

Ｙ・Ｍ
＝

・Ｂ Ｌ・ｔ

・Ｍ ）1.33・ｔ・ｅ＋1（
＝

4・ｇ

・ＢＰ
＋

・Ｂ Ｌ・ｇ

ｆ・Ｍ
＝

２

２

０
２

１

 

(b) ガスケット締付時のフランジの応力 

ｇ
ｇ

ｇ

ｇ
ｇ

ｇ
ｇ

ＲＴ

Ｒ

Ｈ

σσ

σ

σ

－Ｚ・
・Ｂ ｔ

Ｙ・Ｍ
＝

・Ｂ Ｌ・ｔ

・Ｍ）1.33・ｔ・ｅ＋1（
＝

・ＢＬ・ｇ

ｆ・Ｍ
＝

２

２

 
２

１

 
 

ただし， 

ｄ

ｔ
＋

Ｔ

1・ｅ＋ｔ
＝ Ｌ

３

 

０・ｇＢ＝ｈo  

２
０ｇ・・ｈ

Ｖ

Ｕ
＝ ｄ ｏ   （一体形フランジ） 

ｏｈ

Ｆ
＝ ｅ  （一体形フランジ） 

また，Ｂが20・ｇ１より小さい場合は，ハブの軸方向の応力σＨｏ及びσＨｇ

の計算式のＢの代わりにＢ１を用いる。
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(3) 評価 

内圧を受けるフランジは，以下の条件を満足すれば十分である。 

a. ボルトの総有効断面積 Ａｍ＜Ａｂ 

b. ハブの軸方向応力 

使用状態にあっては σＨｏ≦1.5・σｆｂ 

ガスケット締付時にあっては σＨｇ≦1.5・σｆａ 

c. フランジの径方向応力 

使用状態にあっては σＲｏ≦1.5・σｆｂ 

ガスケット締付時にあっては σＲｇ≦1.5・σｆａ 

d. フランジの周方向応力 

使用状態にあっては σＴｏ≦1.5・σｆｂ 

ガスケット締付時にあっては σＴｇ≦1.5・σｆａ 
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別紙 1 基本板厚計算書の概略系統図記載要領 
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1. 適用範囲 

本要領書は，管の基本板厚計算書中の概略系統図の作成方法に適用する。 

2. 書式 

(1) 用紙はＡ４（又はＡ３）サイズとし，用紙の記載範囲については，下記を原則と

する。 

 

            注 1：破線内は記載範囲である。 

            注 2：網かけ部に系統名を記載する。 

              （例）主蒸気系概略系統図 

            注 3：上記寸法は目安値である。 
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(2) 概略系統図に用いる線については，下記に従うものとする。 

区    分 線の種類 線の太さ 

・工事計画記載範囲のうち，当該計算書記

載範囲の配管 

太い実線（   ） 0.8～1.0mm 

・当該申請回の機器＊1，弁，スペシャリテ

ィ，レジューサ，キャップ，フランジ，

平板，伸縮継手 

・建物区分 

・既認可図書を呼び出す配管 

細い実線（   ） 0.3～0.5mm 

・申請ラインのうち，別シートに記載され

ているか，若しくは別工認の概略系統図

中に記載されているが，系統の接続を示

すため記載するライン，機器，弁，スペ

シャリティ，レジューサ，キャップ，フ

ランジ，平板，伸縮継手 

・他号機との取合い 

・工事計画に記載される管継手で分岐部が

申請対象外の場合にその管継手を表すた

めに記載するライン 

・申請範囲ではないが，系統の接続を示す

ために必要なライン＊2 

・当該計算書記載範囲外の主配管  

細い破線（   ） 0.3～0.5mm 

     注記＊1：原子炉格納容器貫通部は，破線で記載する。 

＊2：φ61mm 以下の穴で，穴の補強が不要なものについては表示不要とす

る。 
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3. 記載内容 

 項  目 記  載  内  容 

1 申請範囲 ・工事計画記載範囲 

2 分岐合流 ・配管計装線図（以下「Ｐ＆ＩＤ」という。）及び工認系統

図に合わせる。 

3 機器 名称 及び番

号 

・機器名称は，正式名称＊で記載する。 

・機器番号は記載しない。 

（例）〇〇ポンプ(C001A) → Ａ－○○ポンプ 

4 主要弁 ・弁番号及び駆動方式（Ｍ，Ａ）は，工事計画記載の弁につ

いて記載する。 

5 フランジ ・フランジについては，下記のものについて記載する。 

 (イ) 機器と配管の取合い部となるフランジ 

 (ロ) 仕様変更（圧力，材料等）又は系統区分点となるフ

ランジ 

 (ハ) 強度計算対象となるフランジ（設計・建設規格対象

外フランジ） 

  注 1：概略系統図のレイアウトは，制約がない限り極力，工認系統図に合わせる。 

  注 2：配管口径，配管番号，系統略称及びクラス区分は記載しない。また，スペシャ

リティ番号も記載しない。 

  注 3：ドレン，ベント及びファンネルについては記載しない。 

ただし，工事計画に記載される管継手により分岐される場合は，分岐部の位置

を表す表示（破線表示）を行う。 

  注 4：原子炉格納容器貫通部番号，原子炉圧力容器ノズル番号は記載し，その他の機

器ノズル番号は記載しない。 

  注 5：系統の流れ表示は，系統の接続を示す部分のみ記載する。 

  注 6：ポンプの流れ方向表示は行わない。 

  注記＊：島根原子力発電所第２号機で定められた名称とする。 
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4. 記載要領 

4.1 配管 

(1) Ｐ＆ＩＤより概略系統図を作成する場合の表記（原則として） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また，概略系統図のシート№（その１，その２等）は，原則として流れの上流側

から付番する。ただし，流れの方向が一定していないものは，工認系統図の順番に

従い付番する。また，パッケージ分については，シートの最後にもってきてもよい

ものとする。 

(2) Ｕシール部の表記 

Ｕシール部は，Ｕシール部とわかるように概略系統図へ記入する。 
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(3) 線の交差の表示 

 線が交差する場合は下記に従うものとする。ただし，線の優先順位は，太い実線，

細い破線の順とし，同一線が交差する場合は横線を優先して記載する。 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 配管の接続先表示 

a. 表記上概略系統図では，原則として工認系統図に合わせ「…………へ」及び 

「…………より」で統一する。 

b. 同一系統の同一シート内での機器の接続は，実線で結ぶことを原則とする。 

c. 同一系統であって，別シートへの接続を表示する場合は，接続される概略系統

図名を記載する。また，読込んだシート内に接続する機器がある場合は機器名称

も記載する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（その２） 

主蒸気系概略系統図

（その１）より 

（その４） 

主蒸気系概略系統図

（その３）より 

主蒸気系概略系統図

（その２）へ 

（その１） 

（その３） 

主蒸気系概略系統図

（その４）へ 
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概略系統図の構成が 3 枚となる場合の表記例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇〇系概略系統図（その３） 

〇〇熱交換器へ 

〇〇系概略系統図（その１） 

〇〇ポンプより 

〇〇系概略系統図（その２） 

〇〇系概略系統図

（その２）へ 

〇〇系概略系統図（その１） 

〇〇ポンプ 

〇〇系概略系統図 

（その２）より 
〇〇熱交換器 

〇〇系概略系統図（その３） 
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d. 他系統と取り合う場合は以下による。 

(a) 系統名は正式系統名称を記載するものとし，略称は使用しないものとする。 

(b) 当該申請回及び既申請回で申請されている系統と取り合う場合は，相手側の

系統名称及び接続する機器名称を記載する＊。ただし，機器名称の中にその機

器の属する系統名称が表示されている場合は系統名称は記載しない。また，他

系統の機器へ接続するまでに機器が属する系統以外の他系統を経由する場合

は，最初に接続する系統の名称のみ記載する。 

注記＊：ユーティリティ系と接続する場合は系統名称のみとする。 

ただし，系統機能上重要なものは機器名称も記載する。 

なお，同一申請回において廃棄設備と取り合う場合は，概略系統図

名と機器名称を記載する。 

また，将来申請の系統と取り合う場合は，相手側の系統名のみ記載

する。 

 

気体廃棄物処理系と抽出空気系との取合いがあり，気体廃棄物処理系が先の

申請回で申請される場合 

 

 

 

 気体廃棄物処理系概略系統図 抽出空気系概略系統図 

 （抽出空気系は将来申請） （気体廃棄物処理系は申請済） 

 

ドレン移送系と機器ドレン系との取合いがあり，ドレン移送系が先の申請回

で申請される場合 

 

 

 

 

 ドレン移送系概略系統図 機器ドレン系概略系統図 

 （機器ドレン系は将来申請） （ドレン移送系は申請済） 

注：既申請回範囲の記載についてはｈ項に規定あり。 

 

(c) 弁取合いの場合の表記は，両系統に弁を記載し，弁が属する系統が申請され

る場合には実線で，他系統の申請時記載する場合には破線で記載し，上記(a)

項又は(b)項に従った接続先表示をする。 

機器ドレン系へ 

抽出空気系より 

ドレン移送系 

原子炉建物機器ドレン 

サンプポンプより 

気体廃棄物処理系 

排ガス予熱器へ 
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e. 流体が行き来するライン（タイライン等）にあっては，お互い「〇〇より（へ）」

と呼び合うものとし，記載する事項は b 項，c 項又は d 項と同様とする。 

 

 

 

 

 

 

 

注：流体がモード等により行き先が変わる場合，下記の例に従う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

f. 接続先の配管が工認対象外である場合は，表記する必要はない。ただし，工事

計画に記載する管継手に係わる場合及び系統の接続を示すために必要なライン

は，11 頁「(9) 分岐部の申請範囲の表記」に示す表記をする。 

 

 

（その２） 

〇〇系概略系統図（その１） 

〇〇タンク（Ａ）より（へ） 

冷却器 

（その１） 

（その２） 

弁の開閉により 

①．②のように 

流れが変わる。 

ここでシートが 

分かれる。 

加
熱
器 

② 
① 

脱
湿
器 

（その１） 

〇〇系概略系統図（その２） 

脱湿器より（へ） 

〇〇系概略系統図（その１） 

加熱器より・冷却器へ 

（その２） 

（その１） 

〇〇系概略系統図（その２） 

〇〇タンク（Ｂ）より（へ） 
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g. 将来増設プラントと取り合う場合は，予備配管と表記する。 

また，申請対象設備が設置されるプラントの将来設置機器と取り合う場合には

将来設置機器の名称を表記する。 

 

 

 

将来増設プラントと取り合う場合 

 

 

 

 

当該プラントの将来設置機器と取り合う場合 

 

h. 既申請回（同一系統又は他系統）で申請されている系統と取り合う場合は，取

合配管の申請回と既申請系統計算書の管番号を表記する。 

 

 

 

 

 

 

 

(5) 管台の表記は下記に従うものとする。（寸法は目安値） 

 

 

 

 

 

(6) 継手類の表記は下記に従うものとする。 

a. ティー 

 

 

ただし，材料又は肉厚が接続配管と異なる場合は下記に示す仕様変更表示をす

る。 

 

将来設置機器の名称を記載 

〇〇ポンプへ 

高圧炉心スプレイ系概略系統図 
（既申請回） 

・直管＋直管の直付の場合 

2
m
m
 2mm 

・差込み(規格外ﾊｰﾌｶｯﾌﾟﾘﾝｸﾞ)の場合 

予備配管 

ほう酸水注入系より 

② 

 

ほう酸水注入系概略系統図 

第
〇

回
申

請
範

囲
 

(②) 
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b. レジューサ 

(a) 偏心又は同心の区別は行わない。また，径違いソケットについてはレジュー

サ表記とする。 

(b) 表記寸法（目安値） 

 

 

 

 

 

c. 鏡板，キャップ 

表記寸法（目安値） 

 

 

 

 

 

 

d. 平板 

表記寸法（目安値） 

(a) フランジにボルトで締め付けられるタイプ 

 

 

 

 

(b) (a)以外のタイプ 

 

 

 

(7) セーフエンド等の表記は下記に従うものとする。 

 

 

 

(8) 配管上で材料又は肉厚等が変更となる場合は下記の表示とする。 

 

 

3
～

3
.
5
m
m
 

1.5～2mm 

3
m
m
 

1mm 

3
m
m
 

3～5mm（目安値） 

3
m
m
 

3mm 
2
m
m
 

4
m
m
 

6mm 

2
m
m
 

２段継手 

セーフエンド 



 

 11 

S2
 補

 Ⅵ
-3
-2
-2
(1
)別

紙
1 
R1
 

(9) 分岐部の申請範囲の表記 

分岐部の種類 申請形態 
クラス１及び 

クラス２管＊ 1 の表記 
左記以外の表記 

  

 

 

 

  

  

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

同径ティー 

(設計・建設

規格規定の

ＪＩＳ規格

品) 

異径ティー 

(設計・建設

規格規定の

ＪＩＳ規格

品) 

同径ティー 

(設計・建設

規格規定の

ＪＩＳ規格

品以外) 

異径ティー 

(設計・建設

規格規定の

ＪＩＳ規格

品以外) 

主流路 計算対象外 

主流路 

計算対象外 

主流路 計算対象外 

主流路 

計算対象外 

主流路 計算対象外 

主流路 

計算対象外 

主流路 計算対象外 

主流路 

計算対象外 

1 1 

1 1 

1 
2 

1 
2 

1 1 

1 
T1 1 1 T1 

1 

1 T1 1 T1 

1 
2 

T1 1 
2 

T1 

1 T1 1 T1 
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分岐部の種類 申請形態 
クラス１及び 

クラス２管＊ 1 の表記 
左記以外の表記 

 

 

 

直管直付 

 

 

 

 

  

（同径）  

 

 

 

  

 

 

 

直管直付 

 

 

 

 

  

（異径）  

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

  

注 1：分岐部破線及び管台の表記寸法（目安値） 

注記＊1：重大事故等クラス２管含む。 

＊2：差込み（規格外ハーフカップリング）の管台表示は，前記 4.1(5)項を

参照 

 

 

 

 

 

管台 

(突合せ)＊2 

1
0
m
m
 

10mm 10mm 

主流路 計算対象外 

主流路 

計算対象外 

主流路 計算対象外 

主流路 

計算対象外 

主流路 
計算対象外 

主流路 

計算対象外 

1 
1 

T1 1 
1 

T1 

1 T1 1 T1 

1 T1 
2 

1 
2 

T1 

1 T1 1 T1 

1 

4 

T1 2 

3 

1 

4 

T1 2 

3 

1 T1 1 T1 
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注 2：クラス１及びクラス２管（重大事故等クラス２管含む。）以外であっても，

工認系統図上の分岐，合流を明確にする必要がある場合にはクラス１及びク

ラス２管（重大事故等クラス２管含む。）の表記とする。 

ただし，主流路を形成する分岐部を除き，φ61mm 以下の穴で，穴の補強が

不要なものについては分岐部破線表示又は管台表示は不要とする。 

4.2 弁 

(1) 弁の形式は下記記号にて表示する。 

a. 逆止弁 

 

     注：流れ方向の指示は表示しない。 

       ただし，弁の向きは工認系統図に合わせる。 

b. バタフライ弁 

 

 

c. 三方弁 

 

 

d. 安全弁，逃し弁 

 

 

 

e. アングル弁 

 

 

f. 上記以外の弁はすべてグローブ弁表示とする。 

 

 

(2) 弁の開閉は表示しないものとし，すべて白抜きとする。 

(3) 主要弁の表記は下記に示すように駆動方式及び弁番号を記載する。 

（寸法は目安値） 

 

Ｍ 6
～

1
0
m
m
 

6
～

1
0
m
m
 

MV213-3 

V204-101A 
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(4) 弁の記載寸法は下記を原則とする。（目安値） 

 

 

 

 

(5) 前記(1)に係わらず，切替弁は下記表示とする。 

 

 

 

 

4.3 スペシャリティ及び計装品 

スペシャリティ及び計装品の表示は下記に従うものとする。 

(1) オリフィス 

a. 単段減圧オリフィス 

 

 

 

 

b. 多段減圧オリフィス         c. ベンチュリ形流量制限器 

 

 

 

 

(2) 流量計 

a. オリフィスプレート式 

 

 

 

 

b. ベンチュリ式及びフローノズル式        c. その他 

 

 

3mm 

3
m
m
 

切替弁 

RO 

RO RO 

Ｆ 

Ｆ 

Ｆ 



 

 15 

S2
 補

 Ⅵ
-3
-2
-2
(1
)別

紙
1 
R1
 

(3) フローグラス 

 

 

 

 

(4) 伸縮継手 

 

 

(5) ストレーナ 

a. バスケットストレーナ 

 

 

 

b. Ｙ型ストレーナ 

 

 

c. Ｔ型ストレーナ 

 

 

 

 

 

d. コーンストレーナ（仮設のものは除く。） 

 

 

e. 円すい支持ディスク 

 

 

 

(6) スペクタクルフランジ 

 

 

FG 
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4.4 フランジ 

フランジは下記表示とする。（寸法は目安値） 

 

 

 

 

4.5 機器 

(1) ポンプ 

ポンプの形式の表示は下記に従うものとする。 

（図はフランジ取合を示している。） 

a. サンプポンプ  b. ほう酸水注入ポンプ  c. その他すべてのポンプ 

 

 

 

 

(2) その他の機器 

当該配管が直接接続している機器の概略形状を記載する。 

（形状は原則として工認系統図に合わせる。） 

(3) 機器取合点表示 

a. フランジ取合点 

 

 

 

 

b. ノズル取合点 

 

 

 

 

(4) 復水器貫通部表示 

 

 

1mm 

3
m
m
 

復水器 

配 管 
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4.6 その他 

(1) 原子炉格納容器及び原子炉格納容器貫通部は下記表示とする。 

 

 

 

 

 

(2) 原子炉圧力容器及び原子炉圧力容器ノズルは下記表示とする。 

 

 

 

 

 

 

 

注：Ｎ－４Ａと“－”は付記しない。 

(3) 複数の建物に配管がまたがる場合の建物の区分は下記表示とする。 

（寸法は目安値） 

 

 

 

                                           注 1：Ｒ／Ｂ，Ｔ／Ｂ等の略称は使用 

                        しない。 

                      注 2：埋込部の表示は行わない。 

注 3：建物外のダクトは「屋外ダクト」と

呼称する。 

(4) スパージャ，ディフューザ及びクエンチャは下記表示とする。 

 

 

 

 

 

 

又は 

1
0
m
m
 

1
0
m
m
 

2mm 

2
m
m
 原子炉建物 タービン建物 

鏡 板 平 板 

Ｘ－50 

Ｘ－50 

又は 

Ｎ４Ａ 

Ｎ４Ｂ 

Ｎ４Ａ 

Ｎ４Ｂ 
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(5) 水面は表示しない。 

 

(6) ユニットとして同一のものが多系列にわたっている場合の記載方法は，下記のよ

うに代表箇所のみ，配管構成及び計算箇所を表示する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(Ａ) 

３ ２ 
＊ 

１ 

(Ｂ) 

３ ２ 
＊ 

１ 

(Ｃ) 

３ ２ 
＊ 

１ 

××系へ 

××系より 

〇〇ろ過装置 

Ｆ 

２ ３ 
T2 

〇〇ろ過装置 

〇〇ろ過器 

(Ａ)～(Ｃ) 

〇〇ろ過装置(Ａ)～(Ｃ)付番 

＊ 

３ ２ 
＊ 

T1 



 

 19 

S2
 補

 Ⅵ
-3
-2
-2
(1
)別

紙
1 
R1
 

5. 管番号及び継手番号 

5.1 付番の原則 

(1) 板厚計算を行うすべての管及び継手に対し番号を付番するものとし，同一仕様の

ものは同一番号とする。また，付番は原則として系統の上流側より主流路に沿って

系統の終わりまで行う。 

ただし，同一系統内に異なるクラスがある場合は，上位クラスを優先して付番す

る。 

(2) 管番号及び継手番号は下記条件の切換点で変更するものとする。 

・最高使用圧力 

・最高使用温度 

・外径 

・肉厚 

・材料 

・製法 

・クラス 

(3) 管番号及び継手番号 

・管（セーフエンド及び規格 

外エルボを含む。） 

・管継手 

（エルボ，レジューサ，ティー，  注記＊：管継手 

フルカップリング及びキャップ） 

・規格外ティー，管台，枝管  

 

・規格外レジューサ  

 

・鏡板（規格外キャップ）  

 

・平板  

 

・規格外フランジ  

 

・伸縮継手  

 

・穴あき管  

１ ２ ３ 

３ 
＊ 

２ 
＊ 

１ 
＊ 

T1 T2 T3 

R1 R2 R3 

C1 C2 C3 

B1 B2 B3 

F1 F2 F3 

E1 E2 E3 

SP1 SP2 SP3 
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(4) 管番号の記入 

a. 番号の矢印は 2 箇所以内とする。 

（誤）               （正）     

 

 

 

 

 

 

b. 同一仕様であっても，弁及びフランジ等により仕様変更か否か誤解を招くと思

われる場合は必ず番号を取る。 

 

 

 

 

 

 

 

c. 管番号を記入することによって，概略系統図が煩雑になる場合は下記のように

表示する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

d. 寸法（目安値） 

 

 

 

 

 

（Ｃ） （Ａ） （Ｂ） 

※ ※ ※ 

φ6.5mm～φ7mm 

２ 

２ ２ ２ 

２ 

１ ２ 

３ ４ 

※詳細 

10 
11 

８ 

T5 ９ 
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5.2 管継手部の管番号及び管継手マークの記載 

(1) 一般原則 

管の基本板厚計算書概略系統図における管番号の付番は，5.1 項を原則とし，各

管番号にて示された範囲が，管継手のみにて構成される場合は，管と管継手を区別

するため管番号に管継手マーク“＊”を付ける。 

(2) 管継手部の記載要領 

管の基本板厚計算書概略系統図における管継手マークの記載は(1)項に従うが，

管継手部における具体的な記載要領を下記に示す。 

a. エルボ 

エルボの両端にエルボと仕様の異なる管又は管以外の要素が接続される場合，

エルボに管番号を付番し，管継手マーク“＊”を付ける。 

ただし，同一ライン上にある他に付番された管番号により当該エルボの仕様が

わかる場合は，管番号を省略する。 

注：接続される管の仕様と比べ，肉厚のみ厚くしたＪＩＳ規格のエルボについ

ては，クラス１及びクラス２管（重大事故等クラス２管含む。）を除き，

接続される管と同一仕様と見なす。 

b. ティー 

(a) ティーの主管側 Ａ と接続される管 ａ が同一仕様である場合は， ａ に管

番号を付番する。ただし，表記スペースの関係上 Ａ （ ａ 側半分）に管番号

を付番する場合もある。 

(b) ティーの主管側 Ａ と接続される管 ｂ が同一仕様である場合は， ｂ に管

番号を付番する。ただし，表記スペースの関係上 Ａ （ ｂ 側半分）に管番号

を付番する場合もある。 

(c) ティーの主管側 Ａ の両端に仕様の異なる管又は管以外の要素が直接接続

される場合は， Ａ に管番号を付番し，管継手マーク“＊”を付ける。ただし，

管以外の要素が Ａ と同一仕様の管継手であれば，管以外の要素側に付番する

場合もある。 

(d) ティーの分岐管側 Ｂ と接続される管 Ｃ が同一仕様である場合は， Ｃ に

管番号を付番する。ただし，表記スペースの関係上 Ｂ に管番号を付番する場

合もある。 
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(e) ティーの分岐管側 Ｂ に仕様の異なる管又は管以外の要素が直接接続され

る場合は，Ｂ に管番号を付番し，管継手マーク“＊”を付ける。ただし，管

以外の要素が Ｂ と同一仕様の管継手であれば，管以外の要素側に付番する場

合もある。 

注：主管側又は分岐管側において接続される管の仕様と比べ，肉厚のみ厚く

したＪＩＳ規格のティーについては，クラス１及びクラス２管（重大事

故等クラス２管含む。）を除き，接続される管と同一仕様と見なす。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

c. レジューサ 

レジューサに仕様の異なる管若しくは管継手が接続される場合，又は管若しく

は管継手以外の要素が接続される場合，レジューサ端部に管番号を付番し，管継

手マーク“＊”を付ける。 

注：接続される管の仕様と比べ，肉厚のみ厚くしたＪＩＳ規格のレジューサに

ついては，クラス１及びクラス２管（重大事故等クラス２管含む。）を除

き，接続される管と同一仕様と見なす。 

 

d. キャップ 

キャップに仕様の異なる管若しくは管継手が接続される場合は，キャップ端部

に管番号を付番し，管継手マーク“＊”を付ける。 

注：接続される管の仕様と比べ，肉厚のみ厚くしたＪＩＳ規格のキャップにつ

いては，クラス１及びクラス２管（重大事故等クラス２管含む。）を除き，

接続される管と同一仕様と見なす。 

ａ Ａ Ａ ｂ 

Ｂ 

Ｃ 
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（ティー主管側＋レジューサ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ティー主管側＋弁） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

管番号及び管継手マーク記載原則の実例（その１） 

 

１ １ 

２ 
異径ティー 

１ １ 

２ 

管有り 

省略可 

（ １ ） 

異径ティー 

１ １ 

２ 

エルボ直付 

＊ 

省略可 

（ １ ） 

異径ティー 

異径ティー 

１ ２ 

３ 

管有り 

省略可 

異径ティー 

１ ２ 

３ 

（ １ ） 

エルボ直付 

＊ 

省略可 

異径ティー 

１ ２ 

３ 

（ １ ） 

同径ティー 

＊ 
１ １ 

２ 

２ 

同径ティー 
管有り 

１ １ 

２ 

２ 
＊ 

同径ティー 

エルボ直付 

１ １ 

２ 

２ 

同径ティー 

＊ 
１ １ 

１ 

１ 

同径ティー 
管有り 

１ １ 

１ 

１ 
＊ 

同径ティー 
エルボ直付 

１ １ 

１ 

１ 
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（ティー分岐管側＋レジューサ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ティー分岐管側＋弁） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

管番号及び管継手マーク記載原則の実例（その２） 

 

１ 

３ 
エルボ直付 

異径ティー ＊ 
２ 

１ 

１ 
同径ティー 

＊ 
１ 

１ 

１ 
管有り 

同径ティー １ 

１ 

１ 
エルボ直付 

同径ティー 
＊ 

１ 

１ 

２ 
異径ティー 

＊ 
２ 

１ 

２ 
管有り 

異径ティー ２ 

１ 

２ 
エルボ直付 

異径ティー 
＊ 

２ 

同径ティー 
＊ 

１ 

２ 

１ 

管有り 

同径ティー 

１ 

２ 

１ 

エルボ直付 

同径ティー ＊ 

１ 

２ 

１ 

異径ティー 
＊ 

１ 

３ 

２ 

管有り 

異径ティー 

１ 

３ 

２ 
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（ＪＩＳ厚肉ティー） 

(ア) クラス１及びクラス２管（重大事故等クラス２管含む。）… 

………同材質で単に肉厚アップしている場合も管番号を付す。 

 

 

 

 

 

 

 

(イ) 上記以外………同材質で単に肉厚アップしただけの場合は管番号自体が不要。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ＪＩＳ厚肉レジューサ） 

(ア) クラス１及びクラス２管（重大事故等クラス２管含む。）… 

………同材質で単に肉厚アップしている場合も管番号を付す。 

 

 

 

 

 

(イ) 上記以外………同材質で単に肉厚アップしただけの場合は管番号自体が不要。 

 

 

 

 

 

 

管番号及び管継手マーク記載原則の実例（その３） 

１ １ 

４ (S100) 

(S120) 

(S100) (S100) (S120) 

＊ 

＊ 

２ 

３ 

１ ４ 

６ (S100) 

JIS 厚肉ﾚｼﾞｭｰｻ 

厚肉 
(S120) 

(S100) (S100) (S120) 

＊ ＊ 

＊ 

２ 

５ 

３ 

(S120) 

１ １ 

４ (S100) 

(S120) 

(S100) (S100) (S120) 

＊ 

＊ 

２ 

３ 

１ ２ 

３ (S60) 

JIS 厚肉ﾚｼﾞｭｰｻ 

厚肉 
(S80) 

(S60) (S60) 

(S80) １ １ 

２ (S60) 

(S80) 

(S60) (S60) 

１ （ １ ） 

２ (S60) 

(S80) 

(S60) (S60) 

省略可 

１ ４ 

(S120) 

(S100) (S100) (S120) 

＊ ＊ 
２ ３ 

(S120) 

１ ２ 

(S80) 

(S60) (S60) 
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（ＪＩＳ厚肉キャップ） 

(ア) クラス１及びクラス２管（重大事故等クラス２管含む。）… 

…………同材質で単に肉厚アップしている場合も管番号を付す。 

 

 

 

 

 

 

(イ) 上記以外………同材質で単に肉厚アップしただけの場合は管番号自体が不

要。 

 

 

 

 

 

 

 

管番号及び管継手マーク記載原則の実例（その４） 

１ 

(S120) 

(S100) (S120) 

＊ 
２ 

１ 

(S80) 

(S60) 
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5.3 管番号表示の際に注意すべき事項 

(1) 管 

曲げ管は直管と同等に考えるものとし，表示は行わないものとする。 

(2) 管継手（ティー，エルボ，レジューサ，フルカップリング及びキャップ） 

a. 設計・建設規格規定のＪＩＳ規格の継手であって，接続配管と同等以上の強度

を有する場合は，板厚計算は不要である。したがって，管番号はとらないで管の

基本板厚計算書中に以下の事項を明示する。ただし，接続配管と材料又は厚さが

異なる管継手については，ＪＩＳ規格の管継手であっても直管相当として板厚計

算を記載する。 

規格外継手（設計・建設規格規定のＪＩＳ規格以外の継手）には，管番号又は

継手番号を付番するものとする。 

注 1：接続される管の仕様と比べ，肉厚のみ厚くしたＪＩＳ規格の管継手につ

いては，クラス１及びクラス２管（重大事故等クラス２管含む。）を除

き，接続される管と同一仕様と見なす。 

注 2：接続配管のスケジュール番号と同等以上，かつ，接続配管の材料と同等

以上の強度を有するＪＩＳ規格の差込み溶接式管継手については，クラ

ス１及びクラス２管（重大事故等クラス２管含む。）を除き，接続され

る管と同一仕様と見なす。 

b. a 項に係わらず下記に示す場合は管板厚計算を行うので管番号を付番する。 

(a) レジューサの多段直列接続の中間口径 

(b) 異径ティーで分岐部がレジューサ等に接続する場合，機器直結のレジューサ

のように溶接部における口径が表れない場合又は機器，エルボ，レジューサ直

結で直管がない場合 

(c) 接続配管と同等以上の強度を有さない場合 

c. 分岐部分が強度計算対象外の配管に接続している場合は付番しない。 

(3) 番号表示例 

a. エルボの強度計算を行う場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ ２ 
＊ 

１ 

２ 

１ 

２ 

１ 
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b. 設計・建設規格規定のＪＩＳ規格品管継手を使用する場合 

(a) 管継手の材料又は肉厚が接続配管と異なる場合は，すべて管番号を付番し，

直管相当の計算を記載する。（クラス１及びクラス２管（重大事故等クラス２

管含む。）の場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ １ 

１ 

＊ 

＊ 

２ 

２ 同径ティー 

１ １ 

４ 

＊ 

＊ 

２ 

３ 異径ティー 

キャップ 

はエルボを示す。 

↑ 

厚

肉 

１ ４ 
＊ ＊ 

２ ３ 
＊ 

５ 

５ 

レジューサ，エルボ 

１ ２ 
＊ 

フルカップリング 

１ ２ 
＊ 

はフルカップリングを示す。 ２ 
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(b) レジューサの 2 段直列接続 

 

 

 

 

 

 

(c) ティーとレジューサの直付等のように溶接部における口径が表示できない

場合 

 

 

 

 

 

 

(d) エルボとレジューサが直付でエルボに接続配管がない場合 

 

 

 

 

 

 

注：接続配管と同材，同肉厚 

  の場合を示す。 

１ ３ 
＊ 

２ 

異径ティー 

１ 

３ 

＊ 
２ 

エルボのみ 

１ ３ 
＊ 

２ 
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c. 設計・建設規格規定のＪＩＳ規格品以外の管継手を使用する場合 

(a) 管継手の材料又は肉厚が接続配管と異なる場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同径ティー 

異径ティー 

レジューサ，エルボ 

１ １ 

１ 

２ 

２ T1 

１ １ 

４ 

２ 

３ T1 

キャップ 

１ C1 

T1 ２ 

３ 
４ 

１ 

管台 ２ 

３ 

はエルボを示す。 

↑ 

厚

肉 

１ ２ 

R1 

３ 

３ 
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注記＊1：仕様が①と異なる場合を示す。 

＊2：仕様が⑥と異なる場合を示す。 

 

 

鋼板製ティー 

（同径） 

１ １ 

１ 

２ 

２ T1 

＊1 

＊1 ＊1 

１ １ 

１ 

３ 

３ T1 

２ ２ 

２ 

鋼板製ティー 

（異径） 

１ １ 

４ 

２ 

３ T1 

＊2 

＊1 ＊1 

１ １ 

６ 

３ 

４ T1 

２ ２ 

５ 
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(b) 管継手の材料及び肉厚が接続配管と同じ場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 

T1 
１ 

同径ティー 

異径ティー 

キャップ 

１ C1 

１ ２ R1 

にエルボが含まれている。 

↑ 

厚

肉 

２ 

レジューサ，エルボ 

１ 

T1 
２ 
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(c) レジューサが 2 段直列接続となる場合 

 

 

 

 

(d) 鋼板製ティーとレジューサが直付の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注記＊1：仕様が①と異なる場合を示す。 

＊2：仕様が⑥と異なる場合を示す。 

 

１ ２ 

R1 R2 

（同径） 

１ ３ 

１ 

２ 

２ T1 

１ 

R1 

＊1 

＊1 

１ ４ 

１ 

３ 

３ T1 

２ ２ 

２ 

R1 

（異径） 

１ ５ 

４ 

２ 

３ T1 

１ 

R1 

＊2 

＊1 

１ ７ 

６ 

３ 

４ T1 

２ ２ 

５ 

R1 
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(4) フランジ 

ＪＩＳ Ｂ ２２３８又は２２３９の規格に適合し，設計・建設規格 付録材料

図表 Part1 に規定される材料を使用する場合，若しくは設計・建設規格 別表 2

に規定されるフランジを使用する場合以外は，継手番号を付番する。 

ただし，ＪＩＳ等の規格フランジに圧力検出用の穴をあけた場合，規格フランジ

として扱う。 

(5) その他 

a. 弁メーカの工場で溶接される弁の附属品としてのセーフエンドには，管番号を

付番しないものとする。また，バタリング（異材肉盛溶接）についても管番号は

付番しないものとする。 

b. 下記に示すセーフエンドは管として扱うものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

c. ベンチュリ形流量制限器，ベンチュリ式流量計及びフローノズル式流量計につ

いて計算する場合は，下記のごとく管番号を付番する。 

 

ＣＳ 

セーフエンド（ＳＳ） 
ＳＳ 

ＣＳ：炭素鋼 

ＳＳ：ステンレス鋼 

ベンチュリと一体の部分は計測器 

扱いとし，管番号は付番しない。 

１ ２ １ Ｆ 

Ｆ 

１ １ 

２ 
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別紙 2 管の基本板厚計算書のフォーマット 
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1. 管の基本板厚計算書の書式例 

書式例を次頁以降に示す。 
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Ⅵ-3-○-○-○ 管の基本板厚計算書 

 



 

3 

S2
 
補
 Ⅵ

-3
-
2-
2(
1)
別
紙

2 
R1
 

まえがき 

 

 本計算書は，Ⅵ-3-1-○「クラス○機器の強度計算の基本方針」及びⅥ-3-1-5「重大事故

等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計算の基本方針」並びにⅥ-3-2-

○「クラス○管の強度計算方法」及びⅥ-3-2-9「重大事故等クラス２管の強度計算方法」

に基づいて計算を行う。 

 評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び略

語については，Ⅵ-3-2-1「強度計算方法の概要」に定義したものを使用する。 
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・評価条件整理表

圧力
(MPa)

温度
(℃)

圧力
(MPa)

温度
(℃)

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

評価
区分

同等性
評価区分

ＮＯ.
既設
or

新設

施設時の
技術基準
に対象と
する施設
の規定が
あるか

評価
クラスクラス

アップ
の有無

施設時
機器

クラス

ＤＢ
クラス

ＳＡ
クラス

条件
アップ
の有無

ＤＢ条件 ＳＡ条件

クラスアップするか 条件アップするか

既工認に
おける

評価結果
の有無

施設時の
適用規格
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・適用規格の選定

ＮＯ. 評価項目 評価区分 判定基準 適用規格

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17
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1. 概略系統図 
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2. 管の強度計算書（クラス○管） 

　　設計・建設規格　PPC-3411　準用

最高使用圧力 最高使用 外    径 公称厚さ 材　　　　　料 製 ク 算

ＮＯ. Ｐ 温    度 Ｄｏ ラ Ｓ η Ｑ ｔｓ ｔ ｔｒ

（MPa） （℃） （mm） （mm） 法 ス （MPa） （mm） （mm） 式 （mm）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

評価：ｔｓ ≧ ｔｒ，よって十分である。
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3. 管の穴と補強計算書（重大事故等クラス２管） 
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  管の穴と補強計算書（クラス２管） 
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4. 設計・建設規格における材料の規定によらない場合の評価 

管ＮＯ．○（使用材料規格：ＪＩＳ Ｇ ○○○○ △△△△）の評価結果 

（比較材料：ＪＩＳ Ｇ ○○○○ △△△△） 

管ＮＯ．○に使用している△△△△は，材料の許容引張応力が設計・建設規格に記載されてい

ないことから，材料の許容引張応力が設計・建設規格に記載されている材料と機械的強度及び化

学成分を比較し，同等であることを示す。 

 

(1) 機械的強度 

 引張強さ 降伏点又は耐力 比較結果 

使用材料 370N/mm2以上 215N/mm2以上 
引張強さ及び降伏点は同等である。 

比較材料 370N/mm2以上 215N/mm2以上 

(2) 化学的成分 

 
化学成分(％) 

C Si Mn P S Cu Ni Cr Mo V 

使用 

材料 

0.25 

以下 

0.35 

以下 

0.30 

～ 

0.90 

0.040 

以下 

0.040 

以下 
― ― ― ― ― 

比較 

材料 

0.25 

以下 

0.10 

～ 

0.35 

0.30 

～ 

0.90 

0.035 

以下 

0.035 

以下 
― ― ― ― ― 

比較 

結果 

Si，P，Sの成分規定に差異があるが，以下により，本設備の環境下での使用は問題な

いと考える。 

Si：一般的に機械的強度に影響を与える成分であるが，(1)の評価結果からも機械的強

度は同等以上であること。 

P ：じん性に影響を与える成分であるが，設計・建設規格クラス２の規定でも破壊じ

ん性試験が要求されない範囲であること。 

S ：じん性に影響を与える成分であるが，設計・建設規格クラス２の規定でも破壊じ

ん性試験が要求されない範囲であること。 

(3) 評価結果 

(1)，(2)の評価により，機械的強度，化学成分，いずれにおいても比較材料と同等である

ことを確認したため，本設備において，△△△△を重大事故等クラス２材料として使用する

ことに問題ないと考える。 

設計・建設規格における材料の規定によらない場合の評価結果例 

（材料記号を記載） 

（材料記号を記載） 
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Ⅵ-3-○-○-○ 管の基本板厚計算書 

 

既工認図書を呼び出す例（1／4） 
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まえがき 

 

本計算書は，Ⅵ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の

強度計算の基本方針」及びⅥ-3-2-9「重大事故等クラス２管の強度計算方法」に基づいて

計算を行う。 

評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び略

語については，Ⅵ-3-2-1「強度計算方法の概要」に定義したものを使用する。 

 

 

既工認図書を呼び出す例（2／4） 



 

 

S2 補 Ⅵ-3-2-2(1)別紙 2 R1 

14 

・評価条件整理表 

ＮＯ． 

既設 

or 

新設 

施設時の 

技術基準 

に対象と 

する施設 

の規定が 

あるか 

クラスアップするか 条件アップするか 
既工認に 

おける 

評価結果 

の有無 

施設時の 

適用規格 

評価 

区分 

同等性 

評価区分 

評価 

クラス 
クラス 

アップ 

の有無 

施設時 

機器 

クラス 

ＤＢ 

クラス 

ＳＡ 

クラス 

条件 

アップ

の有無 

ＤＢ条件 ＳＡ条件 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

その他1                 

その他2                 

その他3                 

その他4                 

その他5                 

その他6                 

その他7                 

その他8                 

 

 

既工認図書を呼び出す例（3／4） 
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1. 概要 

本計算書については，重大事故等対処設備としての評価結果を示すものであるが，設計

基準対象施設としての使用条件を超えないことから，評価結果については昭和○○年○月

○○日付け○○資庁第○○○○○号にて認可された工事計画の添付書類Ⅳ-○-○-○「管の

基本板厚計算書」による。 

 

既工認図書を呼び出す例（4／4） 
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(2) クラス１管の応力計算方法 
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1. 一般事項 

1.1 概要 

本書は，発電用原子力設備のうちクラス１管の応力計算書（以下「計算書」とい

う。）について説明するものである。 

 

1.2 適用規格及び基準 

適用規格及び基準を以下に示す。 

(1) 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則（原子力規制委員

会 2013 年 6 月）（以下「技術基準規則」という。） 

(2) 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈（原子力規

制委員会 2013 年 6 月）（以下「技術基準規則解釈」という。） 

(3) 発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。））Ｊ

ＳＭＥ Ｓ ＮＣ１-2005/2007）（日本機械学会 2007 年 9 月）（以下「設計・建

設規格」という。） 

(4) 発電用原子力設備に関する構造等の技術基準（昭和 55 年通商産業省告示第 

５０１号）（以下「告示第５０１号」という。） 

 

2. クラス１管の応力計算方法 

2.1 計算方針 

設計基準対象施設はそれぞれの施設の評価条件での設計・建設規格による評価を

実施する。 

技術基準規則解釈において，技術基準規則第 17 条に規定の要求に適合する材料及

び構造とは，設計・建設規格によることから，クラス１管は，設計・建設規格 

PPB-3500 の規定に基づく評価を実施する。加えて，施設時に適用された規格が告示

第５０１号の範囲については，告示第５０１号第 46 条から第 48 条までの規定に基づ

く評価を実施する。 

 

2.2 計算方法 

2.2.1 解析による計算 

応力計算は三次元多質点系はりモデルによる解析により実施する。配管系の動

的解析手法としては，スペクトルモーダル解析法を用いる。なお，解析コードは，

「ＨＩＳＡＰ」を使用し，解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，

Ⅵ－5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 
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2.2.1.1 解析モデルの作成 

配管系の解析モデル作成に当たっては，以下を考慮する。 

(1) 配管系は三次元多質点系はりモデルとし，曲げ，せん断，ねじり及び軸力に

対する剛性を考慮する。 

(2) 弁等の偏心質量がある場合には，その影響を評価できるモデル化を行う。ま

た，弁の剛性を考慮したモデル化を行う。 

(3) 同一モデルに含める範囲は，原則としてアンカ点からアンカ点までとする。 

(4) 分岐管がある場合には，その影響を考慮できるモデル化を行う。ただし，母

管に対して分岐管の径が十分に小さく，分岐管の振動が母管に与える影響が小

さい場合にはこの限りではない。 

(5) 質点は応力が高くなると考えられる点に設定するとともに，代表的な振動モ

ードを十分に表現できるように，適切な間隔で設ける。 

(6) 配管の支持構造物は，以下の境界条件として扱うことを基本とする。 

a. レストレイント：拘束方向の剛性を考慮し，並進方向固定及び回転方向自

由として扱う。 

b. スナッバ：拘束方向の剛性を考慮し，並進方向固定及び回転方向自由とし

て扱う。 

c. アンカ：6 方向の剛性を考慮し，完全固定として扱う。 

d. ガイド：拘束方向の剛性を考慮し，並進方向固定及び回転方向固定として

扱う。 

e. ハンガ：拘束方向の剛性を考慮し，並進方向固定及び回転方向自由として

扱う。 

(7) 配管系の質量は，管自体の質量（フランジ部含む）の他に弁等の集中質量，

保温材等の付加質量及び管内流体の質量を考慮するものとする。 

 

2.2.1.2 解析条件 

解析において考慮する解析条件を以下に示す。 

(1) 荷重条件 

a.  内圧 

b.  機械的荷重（自重及びその他の長期的荷重） 

c.  機械的荷重（逃がし弁又は安全弁の吹出し反力及びその他の短期的荷重） 

d.  熱膨張及び熱による支持点の変位による応力 

e.  配管肉厚方向の温度勾配及び管軸に沿った構造上不連続部に生じる熱応力 
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2.2.2 計算式 

2.2.2.1 記号の定義 

計算式中に説明のない記号の定義は下表のとおりとする。 

記号 単位 定義 

Ｂ１，Ｂ２， 

Ｂ２ｂ，Ｂ２ｒ 
― 

設計・建設規格 PPB-3810 及び告示第５０１号第 48 条に

規定する応力係数（一次応力の計算に使用するもの） 

Ｃ１，Ｃ２，Ｃ２ｂ 

Ｃ２ｒ，Ｃ３，Ｃ３’ 
― 

設計・建設規格 PPB-3810 及び告示第５０１号第 48 条に

規定する応力係数（一次＋二次応力の計算に使用するも

の） 

Ｃ４ ― 
フェライト系材料に対し 1.1，オーステナイト系材料に対し

1.3 

Ｄ０ mm 管の外径 

Ｅ MPa 
設計・建設規格 付録材料図表 Part6 表 1 及び告示 

第５０１号別表第 11 に規定する縦弾性係数 

Ｅａｂ MPa 

構造上の不連続部分のうち応力集中度が最も高いと推定し

た点又は材質を異にする点を境とするそれぞれの側の室温

における設計・建設規格 付録材料図表 Part6 表 1 及び告

示第５０１号別表第 11 に規定する縦弾性係数の平均値 

Ｋ１，Ｋ２，Ｋ２ｂ， 

Ｋ２ｒ，Ｋ３ 
― 

設計・建設規格 PPB-3810 及び告示第５０１号第 48 条に

規定する応力係数（ピーク応力の計算に使用するもの） 

Ｍｂｐ N･mm 
管台又は突合せ溶接式ティーに接続される分岐管の機械的

荷重により生じるモーメント 

Ｍｂｒ N･mm 

管台又は突合せ溶接式ティーに接続される主管の機械的荷

重（逃がし弁又は安全弁の吹出し反力その他の短期的荷重

に限る）により生じるモーメント 

Ｍｂｓ N･mm 

（Ｓｎ，Ｓｐ）：管台又は突合せ溶接式ティーに接続される

分岐管の熱膨張，支持点の変位及び機械的荷重（自重を除

く）により生じるモーメント 

（Ｓｎ’）：管台又は突合せ溶接式ティーに接続される分

岐管の支持点の変位（熱によるものを除く）及び機械的荷

重（自重を除く）により生じるモーメント 

（Ｓｅ）：管台又は突合せ溶接式ティーに接続される分岐

管の熱による支持点の変位及び熱膨張により生じるモーメ

ント 

Ｍｉｐ N･mm 管の機械的荷重により生じるモーメント 
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記号 単位 定義 

Ｍｉｓ N･mm 

（Ｓｎ，Ｓｐ）：管の熱膨張，支持点の変位及び機械的荷

重（自重を除く）により生じるモーメント 

（Ｓｎ’）：管の支持点の変位（熱によるものを除く）及び

機械的荷重（自重を除く）により生じるモーメント 

（Ｓｅ）：管の熱による支持点の変位及び熱膨張により生

じるモーメント 

Ｍｒｐ N･mm 
管台又は突合せ溶接式ティーに接続される主管の機械的荷

重により生じるモーメント 

Ｍｒｓ N･mm 

（Ｓｎ，Ｓｐ）：管台又は突合せ溶接式ティーに接続され

る主管の熱膨張，支持点の変位及び機械的荷重（自重を除

く）により生じるモーメント 

（Ｓｎ’）：管台又は突合せ溶接式ティーに接続される主

管の支持点の変位（熱によるものを除く）及び機械的荷重

（自重を除く）により生じるモーメント 

（Ｓｅ）：管台又は突合せ溶接式ティーに接続される主管

の熱による支持点の変位及び熱膨張により生じるモーメン

ト 

ｎｉ ― 繰返し荷重ｉの実際の繰返し回数 

Ｎｉ ― 繰返し荷重ｉの許容繰返し回数 

Ｐ MPa 最高使用圧力 

Ｐ０ MPa 
供用状態Ａ及びＢ（運転状態Ⅰ及びⅡ）において生じる圧

力 

Ｐ０’ MPa 供用状態における最大圧力 
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記号 単位 定義 

Ｓ c MPa 
室温における設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5 及

び告示第５０１号別表第 6 に規定する材料の許容引張応力 

Ｓｅ MPa 熱膨張応力 

Ｓ ℓ MPa 繰返しピーク応力強さ 

Ｓｍ MPa 
設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 1 及び告示 

第５０１号別表第 2 に規定する材料の設計応力強さ 

Ｓｎ MPa 一次＋二次応力 

Ｓｎ’ MPa 一次＋二次応力（熱によるものを除く） 

Ｓｐ MPa ピーク応力 

Ｓｐｒｍ MPa 一次応力 

Ｓｙ MPa 
設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 及び告示 

第５０１号別表第 9 に規定する材料の設計降伏点 

ｔ mm 管の厚さ 

Ｔａ，Ｔｂ ℃ 

構造上の不連続部分のうち応力集中度が最も高いと推定し

た点又は材質を異にする点を境とするそれぞれの側におけ

る次の計算式により計算した範囲 ａ，ｂ内の平均温度 

ａ＝√（ｄａ・ｔａ），ｂ＝√（ｄ
ｂ
・ｔ

ｂ
） 

ｄａ及びｄｂ：構造上の不連続部分のうち応力集中度が最も

高いと推定した点を境とするそれぞれの側における管の内

径(mm) 

ｔａ及びｔｂ：ａ及びｂの範囲内における管の平均厚さ(mm) 

Ｔ ℃ 温度差の変動範囲 

Ｔ１ ℃ 線形化した厚さ方向の温度分布における管の内外面温度差 

Ｔ２ ℃ 

管の内面又は外面において生じる温度とそれに対応する線

形化した温度との差のうちいずれか大きい方の温度（負の

場合は 0 とする） 

Ｚｉ mm 3 管の断面係数 

Ｚｂ mm 3 
管台又は突合せ溶接式ティーに接続される分岐管の断面係

数 

Ｚｒ mm 3 管台又は突合せ溶接式ティーに接続される主管の断面係数 
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記号 単位 定義 

α mm/mm℃ 
室温における設計・建設規格 付録材料図表 Part6 表 2

及び告示第５０１号第 12 に規定する熱膨張係数 

αａ，αｂ mm/mm℃ 

構造上の不連続部分のうち応力集中度が最も高いと推定

した点を境とするそれぞれの側の室温における設計・建

設規格 付録材料図表 Part6 表 2 及び告示第５０１号別

表第 12 に規定する熱膨張係数 

εｅ ― 

Ｓｐを求めたピーク応力強さのサイクルに対して，弾性解

析により計算したときのひずみであり，次の計算式によ

り計算した値 

εｅ＝σ⚹／Ｅ 

σ⚹：弾性解析によるミーゼス相当応力 

εｅｐ ― 

Ｓｐを求めたピーク応力強さのサイクルに対して，材料の

応力－ひずみ関係として，降伏応力をＳｍの 1.5 倍の値

とした弾完全塑性体とした弾塑性解析により計算したと

きのひずみであり，次の計算式により計算した値 

εｅｐ＝σ／Ｅ＋εｐ 

σ：弾塑性解析によるミーゼス相当応力 

εｐ：弾塑性解析によるミーゼス相当塑性ひずみ 
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2.2.2.2 応力計算 

(1) 設計・建設規格 PPB-3500 の規定に基づく評価 

a. 一次応力（設計・建設規格 PPB-3520） 

(a) 管台及び突合せ溶接式ティー 

Ｓｐｒｍ(1)＝Ｂ１･Ｐ･Ｄ０／(2･ｔ)＋Ｂ２ｂ・Ｍｂｐ／Ｚｂ＋Ｂ２ｒ･Ｍｒｐ／

Ｚｒ≦1.5･Ｓｍ 

(b) (a)以外の管 

Ｓｐｒｍ(1)＝Ｂ１･Ｐ･Ｄ０／(2･ｔ)＋Ｂ２･Ｍｉｐ／Ｚｉ≦1.5･Ｓｍ 

b. 一次応力（設計・建設規格 PPB-3552） 

(a) 管台及び突合せ溶接式ティー 

Ｓｐｒｍ(2)＝Ｂ１･Ｐ･Ｄ０／(2･ｔ)＋Ｂ２ｂ・Ｍｂｐ／Ｚｂ＋Ｂ２ｒ･Ｍｒｐ／

Ｚｒ≦Min(2.25・Ｓｍ，1.8・Ｓｙ) 

(b) (a)以外の管 

Ｓｐｒｍ(2)＝Ｂ１･Ｐ･Ｄ０／(2･ｔ)＋Ｂ２･Ｍｉｐ／Ｚｉ≦Min(2.25・Ｓｍ，

1.8・Ｓｙ) 

c. 一次応力（設計・建設規格 PPB-3562） 

(a) 管台及び突合せ溶接式ティー 

Ｓｐｒｍ(3)＝Ｂ１･Ｐ･Ｄ０／(2･ｔ)＋Ｂ２ｂ・Ｍｂｐ／Ｚｂ＋Ｂ２ｒ･Ｍｒｐ／

Ｚｒ≦Min(3・Ｓｍ，2・Ｓｙ) 

(b) (a)以外の管 

Ｓｐｒｍ(3)＝Ｂ１･Ｐ･Ｄ０／(2･ｔ)＋Ｂ２･Ｍｉｐ／Ｚｉ≦Min(3・Ｓｍ，

2・Ｓｙ) 

d. 一次＋二次応力（設計・建設規格 PPB-3531） 

(a) 管台及び突合せ溶接式ティー 

Ｓｎ＝Ｃ１･Ｐ０･Ｄ０／(2･ｔ)＋Ｃ２ｂ･Ｍｂｓ／Ｚｂ＋Ｃ２ｒ･Ｍｒｓ／Ｚｒ＋

Ｃ３･Ｅａｂ･｜αａ･Ｔａ－αｂ･Ｔｂ｜≦3･Ｓｍ 

(b) (a)以外の管 

Ｓｎ＝Ｃ１･Ｐ０･Ｄ０／(2･ｔ)＋Ｃ２･Ｍｉｓ／Ｚｉ＋Ｃ３･Ｅａｂ･｜αａ･

Ｔａ－αｂ･Ｔｂ｜≦3･Ｓｍ 

e. ピーク応力（設計・建設規格 PPB-3532） 

(a) 管台及び突合せ溶接式ティー 

Ｓｐ＝Ｋ１･Ｃ１･Ｐ０･Ｄ０／(2･ｔ)＋Ｋ２ｂ･Ｃ２ｂ･Ｍｂｓ／Ｚｂ＋Ｋ２ｒ･

Ｃ２ｒ･Ｍｒｓ／Ｚｒ＋Ｋ３･Ｅ･α･｜ΔＴ１｜／1.4＋Ｋ３･Ｃ３・ 

Ｅａｂ･｜αａ･Ｔａ－αｂ･Ｔｂ｜＋Ｅ･α・｜ΔＴ２｜／0.7 
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(b) (a)以外の管 

Ｓｐ＝Ｋ１･Ｃ１･Ｐ０･Ｄ０／(2･ｔ)＋Ｋ２･Ｃ２･Ｍｉｓ／Ｚｉ＋Ｋ３･Ｅ･α･

｜ΔＴ１｜／1.4＋Ｋ３･Ｃ３･Ｅａｂ･｜αａ･Ｔａ－αｂ･Ｔｂ｜＋Ｅ･

α･｜ΔＴ２｜／0.7 

f. 繰返しピーク応力強さ（設計・建設規格 PPB-3533） 

Ｓ ℓ＝Ｓｐ／2 

g. 許容繰返し回数（設計・建設規格 PPB-3534） 

設計・建設規格 添付 4-2 3.1 及び 3.2 を用いて，設計・建設規格 

PPB-3533 に従って算出された繰返しピーク応力強さに対応する許容繰返し

回数Ｎｉを算出する。 

h. 疲労累積係数（設計・建設規格 PPB-3535） 

Σ(ｎｉ／Ｎｉ)≦1.0 

i. 簡易弾塑性解析（設計・建設規格 PPB-3536） 

(a) 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 1 に定める当該部分の材料の

最小降伏点と最小引張強さとの比が 0.8 以下であること。 

(b) 供用状態Ａ及びＢにおいて生じる当該部分の温度は，次の値を超えな

いこと。 

イ. 低合金鋼，マルテンサイト系ステンレス鋼及び炭素鋼 370℃ 

ロ. オーステナイト系ステンレス鋼及び高ニッケル合金    430℃ 

(c) 一次＋二次応力(熱によるものを除く。) 

イ. 管台及び突合せ溶接式ティー 

Ｓｎ’＝Ｃ１･Ｐ０･Ｄ０／(2･ｔ)＋Ｃ２ｂ･Ｍｂｓ／Ｚｂ＋Ｃ２ｒ･Ｍｒｓ／

Ｚｒ＋Ｃ３’･Ｅａｂ･｜αａ･Ｔａ－αｂ･Ｔｂ｜≦3･Ｓｍ 

ロ. イ.以外の管 

Ｓｎ’＝Ｃ１･Ｐ０･Ｄ０／(2･ｔ)＋Ｃ２･Ｍｉｓ／Ｚｉ＋Ｃ３’･Ｅａｂ･｜

αａ･Ｔａ－αｂ･Ｔｂ｜≦3･Ｓｍ 

(d) 供用状態Ａ及びＢにおける設計・建設規格 PPB-3533 の計算式によ

り計算した応力を繰返しピーク応力強さとした値は，設計・建設規格 

添付 4-2 3.1 及び 3.2 における 10 回の許容繰返し回数に対応する許容

繰返しピーク応力強さの値を超えないこと。 

(e) 供用状態Ａ及びＢにおける次の計算式により計算した応力を繰返しピ

ーク応力強さとし，設計・建設規格 添付 4-2 3.1 及び 3.2 において，

これに対応する許容繰返し回数が実際の繰返し回数以上であること。こ

の場合において，実際の繰返し回数が 2 種類以上ある場合は，疲労累積

係数が 1 以下でなければならない。 
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Ｓ ℓ＝Ｋｅ･Ｓｐ／2 

Ｋｅ：次の計算式により計算した値 

イ. Ｓｎ＜3･Ｓｍの場合 

Ｋｅ＝1 

ロ. Ｓｎ≧3･Ｓｍの場合 

(イ) Ｋ＜Ｂ０の場合 

ⅰ. Ｓｎ／(3･Ｓｍ)＜［(ｑ＋Ａ０／Ｋ－1) 

－                                  ］／（2･Ａ０）の場合 

Ｋｅ＝Ｋｅ
⚹＝1＋Ａ０･{Ｓｎ／(3･Ｓｍ)－1／Ｋ} 

ⅱ. Ｓｎ／(3･Ｓｍ)≧［(ｑ＋Ａ０／Ｋ－1) 

－                   ］／（2･Ａ０）の場合 

Ｋｅ＝Ｋｅ’＝1＋(ｑ－1) ･(1－3･Ｓｍ／Ｓｎ) 

(ロ) Ｋ≧Ｂ０の場合 

ⅰ. Ｓｎ／(3･Ｓｍ)＜[(ｑ－1)－                       ]／ａの場合 

Ｋｅ＝Ｋｅ
⚹⚹＝ａ･Ｓｎ／(3･Ｓｍ)＋Ａ０･(1－1／Ｋ)＋1－ａ 

ⅱ. Ｓｎ／(3･Ｓｍ)≧[(ｑ－1)－                       ]／ａの場合 

Ｋｅ＝Ｋｅ’＝1＋(ｑ－1)･(1－3･Ｓｍ／Ｓｎ) 

ここで， 

Ｋ＝Ｓｐ／Ｓｎ， 

ａ＝Ａ０･(1－1／Ｋ)＋(ｑ－1)－2･ 

ｑ，Ａ０，Ｂ０：下表に掲げる材料の種類に応じ，それぞれ同表に掲げる値 

材料の種類 ｑ Ａ０ Ｂ０ 

低合金鋼 3.1 1.0 1.25 

マルテンサイト系ステンレス鋼 3.1 1.0 1.25 

炭素鋼 3.1 0.66 2.59 

オーステナイト系ステンレス鋼 3.1 0.7 2.15 

高ニッケル合金 3.1 0.7 2.15 

Ｓｎ≧3･Ｓｍの場合，2.2.2.2(1)i.(e)ロ.に関わらず，次の計算式に

より計算した値を用いても良い。 

Ｋｅ＝εｅｐ／εｅ 

(f) 熱膨張応力 

イ. 管台及び突合せ溶接式ティー 

Ｓｅ＝Ｃ２ｂ･Ｍｂｓ／Ｚｂ＋Ｃ２ｒ･Ｍｒｓ／Ｚｒ≦3･Ｓｍ 

ロ. (イ)以外の管 

Ｓｅ＝Ｃ２･Ｍｉｓ／Ｚｉ≦3･Ｓｍ 

{(ｑ＋Ａ０／Ｋ－1) 2－4･Ａ０･(ｑ－1)}  ）｝･（ｑ－･Ａ－／Ｋ－ｑ＋Ａ ００ 141){( 2

{(ｑ＋Ａ０／Ｋ－1) 2－4･Ａ０･(ｑ－1)}  ）｝･（ｑ－･Ａ－／Ｋ－ｑ＋Ａ ００ 141){( 2

{Ａ０･(1－1／Ｋ)･(ｑ－1)}  ）｝･（ｑ－･Ａ－／Ｋ－ｑ＋Ａ ００ 141){( 2

{Ａ０･(1－1／Ｋ)･(ｑ－1)}  ）｝･（ｑ－･Ａ－／Ｋ－ｑ＋Ａ ００ 141){( 2

{Ａ０･(1－1／Ｋ)･(ｑ－1)}  ）｝･（ｑ－･Ａ－／Ｋ－ｑ＋Ａ ００ 141){( 2
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(g) 管の内外面の温度差の変動範囲 

ΔＴ≦1.4･ｙ･Ｓｙ／(Ｅ･α)･Ｃ４ 

ｙ：ｘの値に応じ下表に示す値 

ｘ 0.3 0.5 0.7 0.8 

ｙ 3.33 2.00 1.20 0.80 

（備考）表中の値の中間の値は，比例法によって計算する。 

ｘ：次式により計算した値 

ｘ＝Ｐ０’･Ｄ０／(2･ｔ)･1／Ｓｙ 
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(2) 告示第５０１号第 46 条から第 48 条までの規定に基づく評価 

a. 一次応力（第 46 条第 1 号） 

(a) 管台及び突合せ溶接式ティー 

Ｓｐｒｍ(イ)＝Ｂ１･Ｐ･Ｄ０／(2･ｔ)＋Ｂ２b･Ｍｂｐ／Ｚｂ＋Ｂ２ｒ･Ｍｒｐ／

Ｚｒ≦1.5･Ｓｍ 

(b) (a)以外の管 

Ｓｐｒｍ(イ)＝Ｂ１･Ｐ･Ｄ０／(2･ｔ)＋Ｂ２･Ｍｉｐ／Ｚｉ≦1.5･Ｓｍ 

b. 一次応力（第 46 条第 2 号） 

(a) 管台及び突合せ溶接式ティー 

Ｓｐｒｍ(ロ)＝Ｂ１･Ｐ･Ｄ０／(2･ｔ)＋Ｂ２ｂ･Ｍｂｐ／Ｚｂ＋Ｂ２ｒ･Ｍｒｐ／

Ｚｒ≦2.25･Ｓｍ 

(b) (a)以外の管 

Ｓｐｒｍ(ロ)＝Ｂ１･Ｐ･Ｄ０／(2･ｔ)＋Ｂ２･Ｍｉｐ／Ｚｉ≦2.25･Ｓｍ 

c. 一次応力（第 46 条第 3 号） 

(a) 管台及び突合せ溶接式ティー 

Ｓｐｒｍ(ハ)＝Ｂ１･Ｐ･Ｄ０／(2･ｔ)＋Ｂ２ｂ･Ｍｂｐ／Ｚｂ＋Ｂ２ｒ･Ｍｒｐ／

Ｚｒ≦3･Ｓｍ 

(b) (a)以外の管 

Ｓｐｒｍ(ハ)＝Ｂ１･Ｐ･Ｄ０／(2･ｔ)＋Ｂ２･Ｍｉｐ／Ｚｉ≦3･Ｓｍ 

d. 一次＋二次応力（第 46 条第 4 号） 

(a) 管台及び突合せ溶接式ティー 

Ｓｎ＝Ｃ１･Ｐ０･Ｄ０／(2･ｔ)＋Ｃ２ｂ･Ｍｂｓ／Ｚｂ＋Ｃ２ｒ･Ｍｒｓ／Ｚｒ＋

Ｅ･α･｜ΔＴ１｜／1.4＋Ｃ３･Ｅａｂ･｜αａ･Ｔａ－αｂ･Ｔｂ｜≦3･

Ｓｍ 

(b) (a)以外の管 

Ｓｎ＝Ｃ１･Ｐ０･Ｄ０／(2･ｔ)＋Ｃ２･Ｍｉｓ／Ｚｉ＋Ｅ･α･｜ΔＴ１｜／

1.4＋Ｃ３･Ｅａｂ･｜αａ･Ｔａ－αｂ･Ｔｂ｜≦3･Ｓｍ 

e. ピーク応力（第 46 条第 5 号） 

(a) 管台及び突合せ溶接式ティー 

Ｓｐ＝Ｋ１･Ｃ１･Ｐ０･Ｄ０／(2･ｔ)＋Ｋ２ｂ･Ｃ２ｂ･Ｍｂｓ／Ｚｂ＋Ｋ２ｒ･ 

Ｃ２ｒ･Ｍｒｓ／Ｚｒ＋Ｋ３･Ｅ･α･｜ΔＴ１｜／1.4＋Ｋ３･Ｃ３･Ｅａｂ･

｜αａ･Ｔａ－αｂ･Ｔｂ｜＋Ｅ･α･｜ΔＴ２｜／0.7  
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(b) (a)以外の管 

Ｓｐ＝Ｋ１･Ｃ１･Ｐ０･Ｄ０／(2･ｔ)＋Ｋ２･Ｃ２･Ｍｉｓ／Ｚｉ＋Ｋ３･Ｅ･α･

｜ΔＴ１｜／1.4＋Ｋ３･Ｃ３･Ｅａｂ･｜αａ･Ｔａ－αｂ･Ｔｂ｜＋Ｅ･

α･｜ΔＴ２｜／0.7 

f. 繰返しピーク応力強さ（第 46 条第 5 号） 

Ｓ ℓ＝Ｓｐ／2 

g. 許容繰返し回数（第 46 条第 5 号） 

別図第 1 及び別図第 2 を用いて，繰返しピーク応力強さに対応する許容繰

返し回数Ｎｉを算出する。 

h. 疲労累積係数（第 46 条第 5 号） 

Σ(ｎｉ／Ｎｉ)≦1.0 

i. 簡易弾塑性解析（第 47 条） 

(a) 別表第 2 に定める当該部分の材料の最小降伏点と最小引張強さとの比が

0.8 以下であること。 

(b) 運転状態Ⅰ及びⅡにおいて生じる当該部分の温度は，次の値を超えな

いこと。 

イ. 低合金鋼，マルテンサイト系ステンレス鋼及び炭素鋼 375℃ 

ロ. オーステナイト系ステンレス鋼及び高ニッケル合金     425℃ 

(c) 一次＋二次応力（熱によるものを除く。） 

イ. 管台及び突合せ溶接式ティー 

Ｓｎ’＝Ｃ１･Ｐ０･Ｄ０／(2･ｔ)＋Ｃ２ｂ･Ｍｂｓ／Ｚｂ＋Ｃ２ｒ･Ｍｒｓ／

Ｚｒ＋Ｃ３’･Ｅａｂ･｜αａ･Ｔａ－αｂ･Ｔｂ｜≦3･Ｓｍ 

ロ. イ.以外の管 

Ｓｎ’＝Ｃ１･Ｐ０･Ｄ０／(2･ｔ)＋Ｃ２･Ｍｉｓ／Ｚｉ＋Ｃ３’･Ｅａｂ･｜

αａ･Ｔａ－αｂ･Ｔｂ｜≦3･Ｓｍ 

(d) 運転状態Ⅰ及びⅡにおける第 46 条第 5 号の計算式により計算した応力

を繰返しピーク応力強さとした値は，別図第 1 又は別図第 2 における 10

回の許容繰返し回数に対応する許容繰返しピーク応力強さの値を超えない

こと。 

(e) 運転状態Ⅰ及びⅡにおける次の計算式により計算した応力を繰返しピ

ーク応力強さとし，別図第 1 又は別図第 2 において，これに対応する許容

繰返し回数が実際の繰返し回数以上であること。この場合において，実際

の繰返し回数が 2 種類以上ある場合は，疲労累積係数が 1 以下でなければ

ならない。 
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イ. Ｓｎ＜3･Ｓｍの場合 

Ｓ ℓ＝Ｓｐ／2 

ロ. 3･Ｓｍ≦Ｓｎ≦3･ｍ･Ｓｍの場合 

Ｓ ℓ＝max[Ｋｅ･Ｓｐ／2，{Ｓｐ＋Ａｏ･Ｓｎ･(Ｓｐ／3･Ｓｍ－1)}／2] 

Ｋｅ＝1＋(1－ｎ)･(Ｓｎ／3･Ｓｍ－1)／{ｎ･(ｍ－1)} 

 

ｍ，ｎ，Ａｏ：下表に掲げる材料の種類に応じ，それぞれ同表に掲げる値 

材料の種類 ｍ ｎ Ａ o 

低合金鋼 2.0 0.2 1.0 

マルテンサイト系ステンレス鋼 2.0 0.2 1.0 

炭素鋼 3.0 0.2 0.66 

オーステナイト系ステンレス鋼 1.7 0.3 0.7 

高ニッケル合金 1.7 0.3 0.7 

ハ. Ｓｎ＞3･ｍ･Ｓｍの場合 

Ｓ ℓ＝Ｓｐ／(2･ｎ) 

(f) 熱膨張応力 

イ. 管台及び突合せ溶接式ティー 

Ｓｅ＝Ｃ２ｂ･Ｍｂｓ／Ｚｂ＋Ｃ２ｒ･Ｍｒｓ／Ｚｒ≦3･Ｓｍ 

ロ. イ.以外の管 

Ｓｅ＝Ｃ２･Ｍｉｓ／Ｚｉ≦3･Ｓｍ 

  



 

14 

S2
 補

 Ⅵ
-3
-2

-2
(2
) 
R1
 

2.2.3 荷重の組合せ及び許容応力 

計算における荷重の組合せ及び許容応力を表 2－1，表 2－2 及び表 2－3 に示

す。 

 

表 2－1 荷重の組合せ 

機器等の区分 荷重の組合せ 状態 

クラス１管 

Ｐ＋Ｍ＋Ｄ 設計条件 

Ｐ＋Ｍ＋Ｔ＋Ｏ 
供用状態Ａ，Ｂ 

許容応力状態ⅠＡ，ⅡＡ 

Ｐ＋Ｍ＋Ｄ 
供用状態Ｃ 

許容応力状態ⅢＡ 

Ｐ＋Ｍ＋Ｄ 
供用状態Ｄ 

許容応力状態ⅣＡ 

表 2－1 中の記号 

Ｐ：内圧による荷重 

Ｍ：機械的荷重（自重を除く） 

Ｄ：管の自重による荷重 

Ｔ：管の熱膨張荷重（支持点の熱膨張変位を含む） 

Ｏ：過渡熱による荷重  
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表 2－2 許容応力（設計・建設規格 PPB-3500） 

状態 一次応力 
一次＋二次 

応力 

一次＋二次 

＋ピーク応力 

設計条件 1.5･Ｓｍ ― ― 

供用状態 

Ａ，Ｂ 
― 3･Ｓｍ 

疲労累積係数の和が

1.0 以下であること。 

供用状態Ｃ Min(2.25･Ｓｍ，1.8･Ｓｙ)  ― ― 

供用状態Ｄ Min(3･Ｓｍ，2･Ｓｙ) ― ― 

 

表 2－3 許容応力（告示第５０１号第 46 条から第 48 条） 

状態 一次応力 
一次＋二次 

応力 

一次＋二次 

＋ピーク応力 

設計条件 1.5･Ｓｍ ― ― 

許容応力状態 

ⅠＡ，ⅡＡ 
― 3･Ｓｍ 

疲労累積係数の和が

1.0 以下であること。 

許容応力状態

ⅢＡ 
2.25･Ｓｍ

 ― ― 

許容応力状態

ⅣＡ 
3･Ｓｍ ― ― 
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2.2.4 計算精度と数値の丸め方 

計算精度は 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－4 に示すとおりである。 

 

表 2－4 表示する数値の丸め方 

項目 数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

鳥瞰図 
寸法 mm 小数点第 1 位 四捨五入 整数位 

変位量 mm 小数点第 2 位 四捨五入 小数点第 1 位 

計算条件 

圧力 MPa 小数点第 3 位 四捨五入 小数点第 2 位＊1 

温度 ℃ 小数点第 1 位 四捨五入 整数位 

外径 mm 小数点第 2 位 四捨五入 小数点第 1 位 

厚さ mm 小数点第 2 位 四捨五入 小数点第 1 位 

質量 kg 小数点第 1 位 四捨五入 整数位 

単位長さ質量 kg/m 小数点第 1 位 四捨五入 整数位 

ばね定数 N/mm 有効桁数 3 桁 四捨五入 有効桁数 2 桁 

回転ばね定数 N･mm/rad 有効桁数 3 桁 四捨五入 有効桁数 2 桁 

方向余弦 ― 小数点第 5 位 四捨五入 小数点第 4 位 

許容応力＊2 MPa 小数点第 1 位 切捨て 整数位 

評価結果 
計算応力 MPa 小数点第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊2 MPa 小数点第 1 位 切捨て 整数位 

注記＊1：必要に応じて小数点第 3 位表示とする。また，静水頭は「静水頭」と記載する。 

＊2：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における許容応力は，

比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位までの値とす

る。また，告示第５０１号別表に記載された許容応力は，各温度の値を SI 単

位に換算し，SI 単位に換算した値の小数点以下第 1 位を四捨五入して，整数位

までの値とする。その後，設計・建設規格と同様の換算と桁処理を行う。 
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3. 計算書の構成 

3.1 管の応力計算書 

(1) 概要 

本計算方法に基づき，管の応力計算を実施した結果を示す旨を記載する。工事

計画記載範囲の管のうち，各応力区分における最大応力評価点の評価結果を解析

モデル単位に記載する。また，各応力区分における最大応力評価点の許容値／発

生値（以下「裕度」という。）が最小となる解析モデルを代表として鳥瞰図，計

算条件及び評価結果を示す旨を記載する。各応力区分における代表モデルの選定

結果及び全モデルの評価結果を示す旨についても記載する。 

(2) 概略系統図 

工事計画記載範囲の系統の概略を示した図面を添付する。 

(3) 鳥瞰図 

評価結果記載の解析モデルの解析モデル図を添付する。 

(4) 計算条件 

本項目記載内容及び記載フォーマットを FORMAT 応 DB1－1～応 DB1－5 に示

す。 

なお，クラス１管の供用状態Ａ及びＢ（運転状態Ⅰ及びⅡ）における一次＋二

次応力評価及び疲労評価において考慮する運転条件については，既工認から変更

がないことから，記載を省略する。 

(5) 計算結果 

本項目記載内容及び記載フォーマットを FORMAT 応 DB1－6－1～応 DB1－6－2

に示す。 

(6) 代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果 

代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類毎に裕度

最小のモデルを選定して鳥瞰図，計算条件及び評価結果を記載する。このため，

代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を記載する。本項目記載内容及び

記載フォーマットを FORMAT 応 DB1－7 に示す。 
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・FORMAT 応 DB1－1： 

計算条件 

鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号

を示す。 

 

鳥瞰図番号 

管番号 対応する評価点 
最高使用圧力 

(MPa) 

最高使用温度 

(℃) 

外径 

(mm) 

厚さ 

(mm) 
材料 

       

       

 

・FORMAT 応 DB1－2： 

配管の付加質量，フランジ部の質量，弁部の質量 

 

鳥瞰図番号 

質量 対応する評価点 

  

  

 

・FORMAT 応 DB1－3： 

弁部の寸法 

 

鳥瞰図番号 

評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm) 

    

    

 

・FORMAT 応 DB1－4： 

支持点及び貫通部ばね定数 

 

鳥瞰図番号 

支持点番号 
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad) 

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ 
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・FORMAT 応 DB1－5： 

材料及び許容応力 

使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。 

 

材料 
最高使用温度 

(℃) 

許容応力(MPa)＊ 

Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｈ 

      

      

注記＊：評価に使用しない許容応力については「―」と記載する。 

 

・FORMAT 応 DB1－6－1： 

評価結果 

下表に示すごとく最大応力及び疲労累積係数はそれぞれの許容値以下である。 

 

クラス１管 

設計・建設規格 PPB-3500 の規定に基づく評価 

鳥瞰図番号 

供用 

状態 

最大 

応力 

評価点 

配管 

要素 

名称 

最大応力 

区分 

一次応力評価 

(MPa) 

一次＋二次応力評価 

(MPa) 

熱応力評価 

(℃) 
疲労評価 

一次応力 

Ｓｐｒｍ 

許容応力 

1.5･Ｓｍ 

Min(2.25･Ｓｍ，1.8･Ｓｙ) 

Min(3･Ｓｍ，2･Ｓｙ) 

一次＋二次 

応力 

Ｓｎ 

熱膨張 

応力 

Ｓｅ 

熱を除いた 

一次＋二次 

応力 

  Ｓｎ’ 

許容 

応力 

3･Ｓｍ 

温度差の 

変動範囲 

ΔＴ 

許容 

温度差 

疲労累積 

係数 

Ｕ 

（Ａ，Ｂ）   Ｓｐｒｍ(1) Max 1.5･Ｓｍ ― ― ― ― ― ― ― 

（Ａ，Ｂ）   Ｓn ― ― Max ― ― 3･Ｓｍ ΔＴ ＊ ― 

（Ａ，Ｂ）   Ｓｅ ― ― ― Max ― 3･Ｓｍ ΔＴ ＊ ― 

（Ａ，Ｂ）   Ｓｎ’ ― ― ― ― Max 3･Ｓｍ ΔＴ ＊ ― 

（Ａ，Ｂ）   Ｕ ― ― ― ― ― ― ― ― Max 

Ｃ   Ｓｐｒｍ(2) Max Min(2.25･Ｓｍ，1.8･Ｓｙ) ― ― ― ― ― ― ― 

Ｄ   Ｓｐｒｍ(3) Max Min(3･Ｓｍ，2･Sy) ― ― ― ― ― ― ― 

注記＊：本書 2.2.2.2(1)i.(g)に基づき計算した値((1.4･ｙ･Ｓｙ／Ｅ･α)･Ｃ 4)を記載

する。 
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・FORMAT 応 DB1－6－2： 

評価結果 

下表に示すごとく最大応力及び疲労累積係数はそれぞれの許容値以下である。 
 

クラス１管 

告示第５０１号第 46 条から第 48 条までの規定に基づく評価 

鳥瞰図番号 

許容応力 

状態 

最大 

応力 

評価点 

配管 

要素 

名称 

最大応力 

区分 

一次応力評価 

(MPa) 

一次＋二次応力評価 

(MPa) 
疲労評価 

一次応力 

Ｓｐｒｍ 

許容応力 

1.5･Ｓｍ 

2 . 2 5 ･Ｓ ｍ  

3 ･Ｓ ｍ  

一次＋二次 

応力 

Ｓｎ 

熱膨張 

応力 

Ｓｅ 

熱を除いた 

一次＋二次 

応力 

  Ｓｎ’ 

許容 

応力 

3･Ｓｍ 

疲労累積 

係数 

Ｕ 

Ⅰ Ａ，ⅡＡ    Ｓｐｒｍ(イ) Max 1.5･Ｓｍ ― ― ― ― ― 

Ⅰ Ａ，ⅡＡ    Ｓn ― ― Max ― ― 3･Ｓｍ ― 

Ⅰ Ａ，ⅡＡ    Ｓe  ― ― ― Max ― 3･Ｓｍ ― 

Ⅰ Ａ，ⅡＡ    Ｓn’ ― ― ― ― Max 3･Ｓｍ ― 

Ⅰ Ａ，ⅡＡ    Ｕ ― ― ― ― ― ― Max 

Ⅲ Ａ    Ｓｐｒｍ(ロ) Max 2 . 2 5 ･Ｓ ｍ  ― ― ― ― ― 

Ⅳ Ａ    Ｓｐｒｍ(ハ) Max 3 ･Ｓ ｍ  ― ― ― ― ― 
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・FORMAT 応 DB1－7： 

代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果（クラス１管） 

No. 
配管 

モデル 

適用 

規格 

設計条件 供用状態Ａ，Ｂ，許容応力状態ⅠＡ，ⅡＡ 

一次応力 一次＋二次応力(Ｓｎ) 疲労評価 

評価点 
計算応力 

(MPa) 

許容応力 

(MPa) 
裕度 代表 評価点 

計算応力 

(MPa) 

許容応力 

(MPa) 
裕度 代表 評価点 

疲労累積 

係数 
代表 

1  
設計・建設規格              

告示第５０１号              

2  
設計・建設規格              

告示第５０１号              

 

No. 
配管 

モデル 

適用 

規格 

供用状態Ｃ，許容応力状態ⅢＡ 供用状態Ｄ，許容応力状態ⅣＡ 

一次応力 一次応力 

評価点 
計算応力 

(MPa) 

許容応力 

(MPa) 
裕度 代表 評価点 

計算応力 

(MPa) 

許容応力 

(MPa) 
裕度 代表 

1  
設計・建設規格           

告示第５０１号           

2  
設計・建設規格           

告示第５０１号           
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Ⅵ-3-2-3 クラス１弁の強度計算方法 
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1. 一般事項 

1.1 概要 

本書は，Ⅵ-3-1-2「クラス１機器の強度計算の基本方針」に基づき，クラス１弁が十分な強度

を有することを確認するための方法を説明するものである。 

 

1.2 適用規格及び基準との適合性 

(1) 強度計算は，昭和55年通商産業省告示第５０１号「発電用原子力設備に関する構造等の技

術基準」（以下「告示第５０１号」という。）又は発電用原子力設備規格（設計・建設規格

（2005年版（2007年追補版含む。））ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１-2005/2007）（日本機械学会 

2007年9月）（以下「設計・建設規格」という。）により行う。 

 告示第５０１号と設計・建設規格の比較に基づく，告示第５０１号各条項又は設計・建設

規格各規格番号と強度計算書との対応は，表1－1に示すとおりである。 

(2) 告示第５０１号又は設計・建設規格に計算式の規定がないものについては他の規格及び基

準を適用して行う。 

 日本産業規格（以下「ＪＩＳ」という。）と強度計算書との対応は，表1－2に示すとおり

である。 
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表 1－1 告示第５０１号各条項又は設計・建設規格各規格番号と強度計算書との対応 

告示第５０１号 条項 

設計・建設規格 規格番号 

本資料の計算式 

（章節番号） 
備考 

第 81 条 材料の許容応力 

VVB-3300 弁の応力評価 

     VVB-3320＊1 

VVB-3330＊1 

VVB-3340＊1 

VVB-3350＊1，＊2 

第 1 項第 1号ホ(イ)＊1 

VVB-3360＊1 

第 1 項第 1号ホ(ロ)＊1 

VVB-3370＊1 

VVB-3380＊1 

VVB-3390 

VVB-3390(1)ａ＊1 

VVB-3390(1)ｂ＊1 

2.1 

 

2.1.1 

2.1.2 

2.1.3 

2.1.4 

2.1.5 

 

2.1.6 

 

2.2 

2.3 

2.3 

2.3 

弁箱に係るものの応力評価 

 

一次応力 

配管反力による応力 

一次＋二次応力 

一次局部応力 

起動時及び停止時の繰返しピーク応力

強さ 

繰返しピーク応力強さ 

 

弁体の一次応力 

フランジの強度計算 

弁箱と弁ふたのフランジの応力解析 

フランジボルトの応力解析 

第 82条 弁の形状等 

VVB-3200 耐圧部の設計 

     第 1項 

     VVB-3210 

     VVB-3220 

 

 

2.4 

 

2.6 

弁箱又は弁ふた及び管台の強度計算 

 

弁箱又は弁ふたの最小厚さの計算 

 

管台の最小厚さの計算 

VVB-3400 弁の形状 

     VVB-3410＊1 

 

     VVB-3411(1)＊1 

 

     VVB-3411(2)＊1 

2.5 

2.5 

 

2.5 

 

2.5 

弁箱の形状規定 

弁箱のネック部内径と弁入口流路内径

の比 

弁箱のネック部と流路部が交わる部分

の外表面の丸みの半径 

弁箱の弁座挿入部のすみの丸みの半径 

注記＊1：告示第５０１号第 81条第 1項第 1号ホ（イ），(ロ)又は設計・建設規格 VVB-3320，

3330，3340，3350，3360，3370，3380，3390(1)a，3390(1)b，3410，3411(1)，3411(2)

による計算は，接続管の外径が 115mm を超える弁について適用する。 

  ＊2：設計・建設規格 VVB-3350 に対する確認については，弁の最高使用圧力を決定する時点

でその 1.1 倍を超えないよう安全弁等を設置するため，供用状態Ｃにおいても最高使用

圧力の 1.2 倍を超えることはない。 
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表 1－2 ＪＩＳと強度計算書との対応 

ＪＩＳ 本資料の計算式 

（章節番号） 
備考 

No. 項 

ＪＩＳ Ｂ ８２６５（2003） 

「圧力容器の構造－一般事項」 

附属書 3（規定） 

「圧力容器のボルト締めフランジ」 

 

 

3 

4 

2.3 

 

 

 

フランジの強度計算＊ 

 

 

 

注記＊：設計・建設規格 VVB-3390 によりＪＩＳ Ｂ ８２６５（2003）「圧力容器の構造－

一般事項」（以下「ＪＩＳ Ｂ ８２６５」という。）の附属書 3（規定）「圧力容器

のボルト締めフランジ」を用いて計算を行う。 

 

1.3 強度計算書の構成とその見方 

(1) 強度計算書は，本書と各弁の強度計算書からなる。 

(2) 各弁の強度計算書では，記号の説明及び計算式を省略しているので，本書によるものとす

る。 
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1.4 計算精度と数値の丸め方 

計算の精度は，6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は，表 1－3に示すとおりとする。 

 

表 1－3 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

圧
力 

最高使用圧力 MPa ― ― 小数点以下第 2位 

告示第５０１号 

別表第 13又は 

設計・建設規格 

別表 1－1に規定する

許容圧力 

MPa 

 

―＊1 

（小数点以下第 3位） 

 

―＊1 

（四捨五入） 

小数点以下第 2位 

上記以外の圧力 MPa 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

応
力 

許容応力＊2 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

長
さ 

計算上必要な厚さ mm 小数点以下第 2位 切上げ 小数点以下第 1位 

実際の長さ mm ― ― 小数点以下第 1位 

ボルト谷径 mm ― ― 小数点以下第 3位 

上記以外の長さ mm 小数点以下第 2位 四捨五入 小数点以下第 1位 

面
積 

総断面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊3 

実際の断面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊3 

力 
弁操作力による反力 N ― ― 整数位 

上記以外の力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊3 

モーメント N･㎜ 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊3 

角度 ° ― ― 小数点以下第 1位 

注記＊1：設計・建設規格 別表に定められる温度区分の中間の温度における許容圧力を比例法に

より補間して求める場合は，（ ）内を適用する。また，告示第５０１号別表に記載さ

れた許容圧力は，各温度の値を SI単位に換算し，SI 単位に換算した値の小数点以下第 3

位を四捨五入して，小数点以下第 2位までの値とする。その後，設計・建設規格と同様

の換算と桁処理を行う。 

＊2：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における許容引張応力は，比例

法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値とする。また，告

示第５０１号別表に記載された許容引張応力は，各温度の値を SI 単位に換算し，SI単

位に換算した値の小数点以下第 1位を四捨五入して，整数位までの値とする。その後，

設計・建設規格と同様の換算と桁処理を行う。 

＊3：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 
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1.5 材料の表示方法 

材料は次に従い表示するものとする。 

(1) 設計・建設規格に定める材料記号を原則とする。 

ＪＩＳの改正により設計・建設規格に定める材料記号と相違が生じた場合，設計・建設

規格と同等以上の材料であることを確認し，最新のＪＩＳによる材料記号を表示する。 

設計・建設規格に記載されていないが設計・建設規格に相当材が記載されている場合

は，次のように表示する。 

相当材記号 相当（当該材記号） 

（例 1）  SM400A 相当（SMA400AP） 

（例 2）  SCS14A 相当（ASME SA351 Gr.CF8M） 

(2) 使用する厚さ又は径等によって許容引張応力の値が異なる場合，材料記号の後に該当す

る厚さ又は径等の範囲を付記して表示する。 

（例） SNB7（径≦63 mm） 

(3) ガスケット材料で非石綿の場合の表示は，フランジの強度計算「記号の説明」の「計算

書の表示」による。 

（例） NON-ASBESTOS 

SUS-NON-ASBESTOS 

なお，この場合のガスケット係数（ｍ）及びガスケットの最小設計締付圧力（ｙ）は，

ＪＩＳ Ｂ ８２６５附属書 3 表 2 備考 3よりガスケットメーカ推奨値を適用する。 
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2. クラス１弁の強度計算方法 

発電用原子力設備のうちクラス１弁の強度計算に用いる計算式と記号を以下に示す。 

2.1 弁箱に係るものの応力評価 

クラス１弁の強度計算において，告示第５０１号第 81条第 1項第 1号ホ（イ），(ロ)又は

設計・建設規格 VVB-3320，3330，3340，3350，3360，3370 を適用する。 

(1) 記号の説明 

告示第５０１号

又は 

設計・建設 

規格の記号 

計算書の表示 表示内容 単位 

Ａ０ 

 

 

ｍ，ｎ 

 

Ａ１ 

Ａ２ 

Ａｆ 

（Ａｆ１，Ａｆ２） 

Ａｍ 

（Ａｍ１，Ａｍ２） 

Ｂ０ 

 

Ｃ２ 

 

Ｃ３ 

 

 

Ｃ４ 

 

 

Ｃ５ 

 

 

Ｃｂ 

 

 

ｄ 

 

Ａ０ 

 

 

ｍ，ｎ 

 

Ａ１ 

Ａ２ 

Ａｆ 

（Ａｆ１，Ａｆ２） 

Ａｍ 

（Ａｍ１，Ａｍ２） 

Ｂ０ 

 

Ｃ２ 

 

Ｃ３ 

 

 

Ｃ４ 

 

 

Ｃ５ 

 

 

Ｃｂ 

 

 

ｄ 

 

告示第５０１号第 81 条第 1項第 1号ホの表又は設

計・建設規格 PVB-3315 の表 PVB-3315-1 より求め

た値 

告示第５０１号第 81 条第 1項第 1号ホの表より求

めた値 

接続管の断面積の 2分の 1 

図 3－2 に示すＡ～Ａ断面における金属部の断面積 

図 3－1に示す流体部面積 

 

図 3－1 に示す金属部面積 

 

設計・建設規格 PVB-3315 の表 PVB-3315-1 より求

めた値 

応力係数で設計・建設規格 VVB-3340 の表 

VVB-3340-1 より求めた値 

応力係数で告示第５０１号第 81 条第 1項第 1号ホ

図 1又は設計・建設規格 VVB-3360 の表 

VVB-3360-1 より求めた値 

応力係数で告示第５０１号第 81 条第 1項第 1号ハ

図 3又は設計・建設規格 VVB-3340 の表 

VVB-3340-2 より求めた値 

応力係数で告示第５０１号第 81 条第 1項第 1号ホ

の図又は設計・建設規格 VVB-3370 の表 

VVB-3370-1 より求めた値 

応力係数で告示第５０１号第 81 条第 1項第 1号ロ

図 2又は設計・建設規格 VVB-3330 式(VVB-9)より

求めた値 

図 3－1に示す寸法 

 

― 

 

 

― 

 

mm2 

mm2 

mm2 

 

mm2 

 

― 

 

― 

 

― 

 

 

― 

 

 

― 

 

 

― 

 

 

mm 
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告示第５０１号

又は 

設計・建設 

規格の記号 

計算書の表示 表示内容 単位 

Ｅ 

 

 

 

 

 

 

Ｋ 

Ｋｅ 

ＬＡ 

ＬＮ 

 

 

 

 

Ｐ 

Ｐ１ 

 

 

 

Ｐ２ 

 

 

 

Ｐｂ 

 

 

Ｐｄ 

 

 

Ｐｅ 

Ｐｒ１ 

 

 

 

Ｅ 

 

 

Ｅｍ 

 

 

Ｉｔ 

Ｋ 

Ｋｅ 

ＬＡ 

ＬＮ 

Ｎ（1） 

Ｎ（2） 

Ｎｉ 

Ｎｒｉ 

Ｐ 

Ｐ１ 

 

 

 

Ｐ２ 

 

 

 

Ｐｂ 

 

 

Ｐｄ 

 

 

Ｐｅ 

Ｐｒ１ 

 

 

 

260℃の温度における告示第５０１号別表第 11 又は

設計・建設規格 付録材料図表 Part6 表 1 に規

定する材料の縦弾性係数 

最高使用温度における告示第５０１号別表第 11又

は設計・建設規格 付録材料 Part6 表 1 に規定す

る材料の縦弾性係数 

疲労累積係数 

ネック部の角度による係数 

設計・建設規格 PVB-3315(2)(3)より求まる係数 

図 3－1に示すＡｆ及びＡｍの範囲 

図 3－1に示すＡｆ及びＡｍの範囲 

Ｓ  (1)に対応する許容繰返し回数 

Ｓ  (2)に対応する許容繰返し回数 

実際の繰返し回数 

許容繰返し回数 

最高使用圧力 

最高使用温度における告示第５０１号別表第 13又

は設計・建設規格 別表 1－1に規定する許容圧力

の欄のうち，最高使用圧力より低く，かつ，最も近

い呼び圧力の項の許容圧力 

最高使用温度における告示第５０１号別表第 13又

は設計・建設規格 別表 1－1に規定する許容圧力

の欄のうち，最高使用圧力より高く，かつ，最も近

い呼び圧力の項の許容圧力 

配管反力による弁箱の応力（告示第５０１号第 81

条第 1項第 1号ロ又は設計・建設規格 VVB-3330 に

よる。） 

配管反力による弁箱の応力（告示第５０１号第 81

条第 1項第 1号ロ又は設計・建設規格 VVB-3330 に

よる。） 

Ｐｄ，Ｐｂ及びＰｔの中の最大応力 

260℃の温度における告示第５０１号別表第 13 又は

設計・建設規格 別表 1－1に規定する許容圧力の

欄のうち，最高使用圧力より低く，かつ，最も近い

呼び圧力の項の許容圧力 

MPa 

 

 

MPa 

 

 

― 

― 

― 

mm 

mm 

― 

― 

― 

― 

MPa 

MPa 

 

 

 

MPa 

 

 

 

MPa 

 

 

MPa 

 

 

MPa 

MPa 
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告示第５０１号

又は 

設計・建設 

規格の記号 

計算書の表示 表示内容 単位 

Ｐｒ２ 

 

 

 

Ｐｓ 

Ｐｔ 

 

 

ΔＰｆｍ 

 

 

 

 

ＱＴ 

 

 

ｑ 

 

ｒ 

 

ｒ１ 

 

ｒｉ 

Ｓ 

Ｓ   

 

 

Ｓ   

 

 

Ｓ   

 

 

 

 

Ｐｒ２ 

 

 

 

Ｐｓ 

Ｐｔ 

 

 

ΔＰｆｍ 

 

 

 

 

ＱＴ 

 

 

ｑ 

 

ｒ 

 

ｒ１ 

 

ｒｉ 

Ｓ 

Ｓ   

 

 

Ｓ （1） 

 

 

Ｓ （2） 

 

 

 

 

260℃の温度における告示第５０１号別表第 13 又は

設計・建設規格 別表 1－1に規定する許容圧力の

欄のうち，最高使用圧力より高く，かつ，最も近い

呼び圧力の項の許容圧力 

260℃における許容圧力 

配管反力による弁箱の応力（告示第５０１号第 81

条第 1項第 1号ロ又は設計・建設規格 VVB-3330 に

よる。） 

供用状態Ａ及び供用状態Ｂ（供用状態Ｃにおいて開

閉操作を必要とする弁については，供用状態Ａ，供

用状態Ｂ及び供用状態Ｃ）において生じる圧力の段

階的な変化の最大値と最小値との差（運転条件図に

より求める。起動時及び停止時を除く。） 

厚さ方向の温度勾配による最大熱応力で告示第  

５０１号第 81条第 1項第 1号ホ図 2 又は設計・建

設規格 VVB-3360 の表 VVB-3360-2 より求めた値 

設計・建設規格 PVB-3315 の表 PVB-3315-1 より求

めた値 

図 3－2に示すＡ～Ａ断面における平均半径 

（＝ｒｉ＋ｔｅ／2） 

図 3－1に示すネック部と流路部が交わる部分の外

表面の丸みの半径 

図 3－2に示すＡ～Ａ断面における内半径 

弁箱の一次応力又は一次局部応力 

繰返しピーク応力強さ（告示第５０１号第 81 条第 1

項第 1号ホ(ロ)(1)(二)又は設計・建設規格  

VVB-3370 による。） 

起動時及び停止時の繰返しピーク応力強さ（告示第

５０１号第 81条第 1項第 1号ホ(イ)又は設計・建

設規格 VVB-3360 式(VVB-14.1)による。） 

起動時及び停止時の繰返しピーク応力強さ（告示第

５０１号第 81条第 1項第 1号ホ(イ)又は設計・建

設規格 VVB-3360 式(VVB-14.2)による。） 

 

MPa 

 

 

 

MPa 

MPa 

 

 

MPa 

 

 

 

 

MPa 

 

 

― 

 

mm 

 

mm 

 

mm 

MPa 

MPa 

 

 

MPa 

 

 

MPa 
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告示第５０１号

又は 

設計・建設 

規格の記号 

計算書の表示 表示内容 単位 

Ｓｍ 

 

 

Ｓｎ 

 

 

Ｓｎ 

 

Ｓｎ 

 

Ｓｐ 

 

 

Ｓｙ 

 

 

Ｔｂ 

ｔｅ 

Ｔｅ１ 

Ｔｅ２ 

 

Ｔｒ 

Ｚ１ 

Ｚ２ 

Ｚｐ 

α 

 

 

εｅ 

 

εｅｐ 

 

 

 
ｐ

ε  

Ｓｍ 

 

 

Ｓｎ 

 

 

Ｓｎ（1） 

 

Ｓｎ（2） 

 

Ｓｐ 

 

 

Ｓｙ 

 

 

Ｔｂ 

ｔｅ 

Ｔｅ１ 

Ｔｅ２ 

Ｔｍ 

Ｔｒ 

Ｚ１ 

Ｚ２ 

Ｚｐ 

α 

 

 

εｅ 

 

εｅｐ 

 

 

 
ｐ

ε  

弁箱材料の 260℃の温度における告示第５０１号別

表第 2又は設計・建設規格 付録材料図表 Part5 

表 1 に定める値 

告示第５０１号第 81 条第 1項第 1号ホ(ロ)(1)(一)

又は設計・建設規格 VVB-3370 式(VVB-15)の計算式

により求めた応力 

弁箱の一次＋二次応力（設計・建設規格 VVB-3340

式(VVB-10.1)による。） 

弁箱の一次＋二次応力（設計・建設規格 VVB-3340

式(VVB-10.2)による。） 

告示第５０１号第 81 条第 1項第 1号ホ(ロ)(1)(二)

又は設計・建設規格 VVB-3370 式(VVB-17)の計算式

により求めた応力 

接続管の 260℃の温度における告示第５０１号別表

第 9又は設計・建設規格 付録材料図表 Part5 

表 8 に規定する材料の設計降伏点 

図 3－1に示す弁箱の厚さ 

図 3－2に示すＡ～Ａ断面における金属部の厚さ 

図 3－3及び図 3－4に示す寸法 

図 3－3及び図 3－4に示す寸法 

最高使用温度 

図 3－1に示す弁箱の厚さ 

接続管の断面係数 

図 3－2に示すＡ～Ａ断面における断面係数 

図 3－2に示すＡ～Ａ断面における極断面係数 

260℃の温度における告示第５０１号別表第 12 又は

設計・建設規格 付録材料図表 Part6 表 2 に規

定する材料の熱膨張係数 

Ｓｐを求めたピーク応力強さのサイクルに対して，

弾性解析により計算したときのひずみ 

Ｓｐを求めたピーク応力強さのサイクルに対して，

材料の応力―ひずみ関係として，降伏応力をＳｍの

1.5 倍とした弾完全塑性体とした弾塑性解析より計

算したときのひずみ 

弾塑性解析によるミーゼス相当塑性ひずみ 

MPa 

 

 

MPa 

 

 

MPa 

 

MPa 

 

MPa 

 

 

MPa 

 

 

mm 

mm 

mm 

mm 

℃ 

mm 

mm3 

mm3 

mm3 

mm/mm℃ 

 

 

― 

 

― 

 

 

 

― 
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告示第５０１号

又は 

設計・建設 

規格の記号 

計算書の表示 表示内容 単位 

θ 

σ 

σ＊ 

ΔＴ 

 

ΔＴｆ 

 

 

 

 

ΔＴｆｍ 

 

 

θ 

 

 

ΔＴ 

 

ΔＴｆ 

 

 

 

 

ΔＴｆｍ 

 

 

ネック部の中心線と流路中心線との交角 

弾塑性解析によるミーゼス相当応力 

弾性解析によるミーゼス相当応力 

告示第５０１号第 81 条 1項第 1号ハ図 2又は設

計・建設規格 VVB-3340 式(VVB-12)より求めた値 

流体温度変動の振幅（運転条件図により求める。告

示第５０１号の場合 17℃以上又は設計・建設規格の

場合，炭素鋼・低合金鋼は 17℃以上，オーステナイ

ト系ステンレス鋼及び高ニッケル合金は 14℃以上の

ものに限る。） 

供用状態Ａ及び供用状態Ｂ（供用状態Ａにおいて開

閉操作を必要とする弁にあっては，供用状態Ａ，供

用状態Ｂ及び供用状態Ｃ）において生じる流体温度

の段階的な温度変化の最大値と最小値との差（運転

条件図により求める。起動時及び停止時を除く。） 

° 

MPa 

MPa 

℃ 

 

℃ 

 

 

 

 

℃ 
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2.1.1 一次応力 

設計・建設規格 VVB-3320 を適用する。 

(1) 算式 

弁箱の一次応力は次の式による。 

Ｓ＝Ｐｓ・ 












0.5＋

Ａ

Ａ

ｍ

＊
ｆ  

注記＊：
ｍ

ｆ

Ａ

Ａ
は図 3－1の(4)の場合，

ｍ１

ｆ１

Ａ

Ａ
と

ｍ２

ｆ２

Ａ

Ａ
のいずれか大きい値を用いる。 

ここで， 

Ｐｓ＝Ｐｒ１＋ 










１２

１

－ＰＰ

Ｐ－Ｐ
・（Ｐｒ２－Ｐｒ１） 

Ａｍ及びＡｆを求める時に用いるＬＡ及びＬＮは次の式で求める。 

ＬＡ＝0.5・ｄ－Ｔｂ，ＬＡ＝Ｔｒのいずれか大きい値を用いる。 

ＬＮ＝0.5・ｒ１＋0.354・ ）・（ｄ＋ＴＴ ｂｂ  

(2) 評価 

  以下の条件を満足すれば十分である。 

   Ｓ≦Ｓｍ 

 

2.1.2 配管反力による応力 

設計・建設規格 VVB-3330 を適用する。 

(1) 算式 

配管反力による弁箱の応力は次の式による。 

 Ｐｄ＝
２

ｙ１

Ａ

・ＳＡ
 

 Ｐｂ＝
２

ｙ１ｂ

Ｚ

・Ｓ・ＺＣ
 

Ｐｔ＝
ｐ

ｙ１

Ｚ

・Ｓ・Ｚ2 
 

(2) 評価 

以下の条件を満足すれば十分である。 

 Ｐｄ≦1.5・Ｓｍ 

 Ｐｂ≦1.5・Ｓｍ 

Ｐｔ≦1.5・Ｓｍ 
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2.1.3 一次＋二次応力 

設計・建設規格 VVB-3340 を適用する。 

(1) 算式 

供用状態Ａ及び供用状態Ｂ（供用状態Ｃにおいて開閉操作を必要とする弁にあっては，

供用状態Ａ，供用状態Ｂ及び供用状態Ｃ）における弁箱の一次＋二次応力は次の式によ

る。 

 Ｓｎ（1）＝3・Ｋ・Ｐｓ・ 









0.5＋

ｔ

ｒ

ｅ

ｉ ＋Ｐｅ＋2・α・Ｅ・Ｃ２・ΔＴ 

 Ｓｎ（2）＝3・Ｋ・ΔＰｆｍ・ 









0.5＋

ｔ

ｒ

ｅ

ｉ ＋α・Ｅ・Ｃ２・Ｃ４・ΔＴｆｍ 

ここで， 

 Ｋ＝0.2＋
θsin

0.8
 

(2) 評価 

以下の条件を満足すれば十分である。 

 Ｓｎ（1）≦3・Ｓｍ 

 Ｓｎ（2）≦3・Ｓｍ 

 

2.1.4 一次局部応力 

設計・建設規格 VVB-3350 を適用する。 

(1) 算式 

供用状態Ｃにおいて開閉操作を必要とする弁以外の弁については，弁箱の一次局部応力

は次の式による。 

 Ｓ＝1.5・Ｋ・Ｐｓ・ 









0.5＋

ｔ

ｒ

ｅ

ｉ ＋1.2・Ｐｅ 

(2) 評価 

以下の条件を満足すれば十分である。 

 Ｓ≦2.25・Ｓｍ 

 

2.1.5 起動時及び停止時の繰返しピーク応力強さ 

告示第５０１号第 81 条第 1項第 1号ホ(イ)又は設計・建設規格 VVB-3360 を適用す

る。 

(1) 算式 

弁箱の起動時及び停止時の繰返しピーク応力強さは次の式による。 

 Ｓ （1）＝2・Ｐｓ・ 









0.5＋

ｔ

ｒ

ｅ

ｉ ＋
2

Ｐｅ ＋α・Ｅ・Ｃ３・ΔＴ＋1.3・ＱＴ 

 Ｓ （2）＝1.2・Ｐｓ・ 









0.5＋

ｔ

ｒ

ｅ

ｉ ＋Ｐｅ＋2・α・Ｅ・Ｃ３・ΔＴ 
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(2) 評価 

告示第５０１号別図第 1又は第 2，設計・建設規格 添付 4-2 3.1 又は 3.2 におい

て，Ｓ （1）及びＳ （2）に対応する許容繰返し回数Ｎ（1）及びＮ（2）がそれぞれ

2000 回以上であること。 

 

2.1.6 繰返しピーク応力強さ 

告示第５０１号第 81 条第 1項第 1号ホ(ロ)又は設計・建設規格 VVB-3370 を適用す

る。 

(1) 算式 

供用状態Ａ及び供用状態Ｂ（供用状態Ｃにおいて開閉操作を必要とする弁にあっては，

供用状態Ａ，供用状態Ｂ及び供用状態Ｃ）における弁箱の繰返しピーク応力強さは次の式

による。 

 Ｓｎ＝3・ΔＰｆｍ・ 









0.5＋

ｔ

ｒ

ｅ

ｉ ＋α・Ｅ・Ｃ３・Ｃ４・ΔＴｆｍ  ········· （2.1.6.1） 

 

a. （2.1.6.1）式で計算した値が弁箱材料の 260℃における告示第５０１号別表第 2又は

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 1 に定める値（Ｓｍ）の 3倍未満の場合（Ｓｎ

＜3・Ｓｍ） 

 Ｓ ＝
2

Ｓｐ
 

ここで， 

 Ｓｐ＝4・ΔＰｆｍ・ 









0.5＋

ｔ

ｒ

ｅ

ｉ ＋α・Ｅ・ΔＴｆ・（Ｃ３・Ｃ４＋Ｃ５） 

 

b. （2.1.6.1）式で計算した値が弁箱材料の 260℃における告示第５０１号別表第 2に定

める値（Ｓｍ）の 3倍以上で，告示第５０１号第 81条第 1項第 1号ホ(ロ)(2)の表に掲げ

るｍの値と上記Ｓｍの値を乗じた値の 3倍以下の場合（3・Ｓｍ≦Ｓｎ≦3・ｍ・Ｓｍ） 

 Ｓ ＝
2

・ＳＫ ｐｅ   

Ｓ＝ 
1 
･ Ｓｐ＋Ａｏ･Ｓｎ･ 

Ｓｐ 
－1 

2 3･Ｓｍ 

 

上記 2式のうちいずれか大きい方 

ここで 

Ｓｐ＝4・ΔＰｆｍ・ 









0.5＋

ｔ

ｒ

ｅ

ｉ ＋α・Ｅ・ΔＴｆ・（Ｃ３・Ｃ４＋Ｃ５） 

Ｋｅ＝1＋ 
1－ｎ 

･ 
Ｓｎ 

－1 
ｎ･(ｍ－1) 3･Ｓｍ 
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c. （2.1.6.1）式で計算した値が告示第５０１号第 81条第 1項第 1号ホ(ロ)(2)の表に掲

げるｍの値と弁箱材料の 260℃における告示第５０１号別表第 2に定める値（Ｓｍ）を乗

じた値の 3倍を超える場合（Ｓｎ＞3・ｍ・Ｓｍ） 

  

 

ここで 

 Ｓｐ＝4・ΔＰｆｍ・ 









0.5＋

ｔ

ｒ

ｅ

ｉ ＋α・Ｅ・ΔＴｆ・（Ｃ３・Ｃ４＋Ｃ５） 

 

d. （2.1.6.1）式で計算した値が弁箱材料の 260℃における設計・建設規格 付録材料図

表 Part5 表 1 に定める値（Ｓｍ）の 3倍以上の場合（Ｓｎ≧3・Ｓｍ） 

 Ｓ ＝
2

・ＳＫ ｐｅ  

(a) Ｋ＜Ｂ０（Ｋｅ式（以下，Ａ０式と呼ぶ）とＫｅ’式が交わる場合） 

イ.  
ｍ

ｎ

・Ｓ3

Ｓ
＜

０

０
００

・Ａ2

）1・（ｑ－・Ａ4－1－
Ｋ

Ａ
ｑ＋－1－

Ｋ

Ａ
ｑ＋  

2


















 

Ｋｅ＝Ｋｅ
＊＝1＋Ａ０・ 











Ｋ

1
－

・Ｓ3

Ｓ

ｍ

ｎ

 
 

ロ.  
ｍ

ｎ

・Ｓ3

Ｓ
≧

０

０
００

・Ａ2

）1・（ｑ－・Ａ4－1－
Ｋ

Ａ
ｑ＋－1－

Ｋ

Ａ
ｑ＋  

2


















 

Ｋｅ＝Ｋｅ’＝1＋（ｑ－1）・ 










ｎ

ｍ

Ｓ

・Ｓ 3
－1  

 

(b) Ｋ≧Ｂ０（Ａ０式とＫｅ’式が交わらない場合） 

 

イ． 
Ｓｎ 

 

＜ 

(ｑ－1)－  

3･Ｓｍ ａ 

Ｋｅ＝Ｋｅ
＊＊＝ａ・

ｍ

ｎ

・Ｓ3

Ｓ
＋Ａ０・ 









Ｋ

1
－1 ＋1－ａ 

 

ロ． 
Ｓｎ 

 

＜ 

(ｑ－1)－  

3･Ｓｍ ａ 

Ｋｅ＝Ｋｅ’＝1＋（ｑ－1）・ 










ｎ

ｍ

Ｓ

・Ｓ3
－1

 
 

Ｋ＝
ｎ

ｐ

Ｓ

Ｓ
 

 
 

ａ

）1　・（ｑ－
Ｋ

1
－1・　Ａ－1ｑ－ ０ 









 
 

ａ

）1　・（ｑ－
Ｋ

1
－1・　Ａ－1ｑ－ ０ 









Ｓ ＝ 
Ｓｐ 

2･ｎ 
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ａ＝Ａ０・ 








Ｋ

1
－1 ＋（ｑ－1）－2・ ）1　・（ｑ－

Ｋ

1
－1・　Ａ０ 








 

 

e. （2.1.6.1）式で計算した値が弁箱材料の 260℃における設計・建設規格 付録材料図

表 Part5 表 1 に定める値（Ｓｍ）を乗じた値の 3倍以上の場合（Ｓｎ≧3・Ｓｍ）d.項に

係らず，次の計算式により計算した値を用いてもよい。 

Ｓ ＝
2

・ＳＫ ｐｅ
 

Ｋｅ＝
ｅ

ｅｐ

ε

ε
 

εｅｐ＝
Ｅ

σ
＋

ｐ
ε  

εｅ＝
Ｅ

σ
＊

 

ＫｅはＳｐを求めたピーク応力強さのサイクルに対して安全側となるようにサイクルを

設定してよい。 

 

(2) 評価 

告示第５０１号別図第 1又は第 2，設計・建設規格 添付 4-2 3.1 又は 3.2 におい

て，Ｓ に対応する許容繰返し回数（Ｎｒｉ）が実際の繰返し回数（Ｎｉ）以上であるこ

と。この場合において，実際の繰返し回数が 2種類以上あるときは，疲労累積係数（Ｉ

ｔ）が 1以下であること。 

すなわち， 

 Ｉｔ＝
ｒｉ

ｉ

Ｎ

Ｎ
≦1 

であること。 
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2.2 弁体の一次応力 

クラス１弁の強度計算において，設計・建設規格 VVB-3380 を適用する。 

具体的な計算方法は，VVB-3380 解説による。 

(1) 記号の説明 

設計・建設 

規格の記号 
計算書の表示 表示内容 単位 

 Ａ 

Ａ' 

Ｂ 

Ｂ' 

 

ａ 

ａ１ 

ｂ 

ｈ 

（ｈ１，ｈ２） 

Ｐ 

Ｐｃ 

（Ｐ１，Ｐ２） 

Ｓｍ 

 

ν 

π 

 

σＤ 

σＤ１ 

σＤ２ 

σＤ３ 

 

σ，σ' 

 

 

  機械工学便覧新版Ａ4編表 26（以下「便覧」 

という。）より求めた値 

（添字の数字は，便覧の荷重状態のＮｏ．を 

示す。） 

 

円板の外周半径 

円板の外周半径（形式Ｇ2の場合） 

円板の内周半径 

弁体の厚さ 

（ｈ１及びｈ２は形式Ｇ2の場合） 

最高使用圧力 

機械的荷重を含む集中荷重 

 

弁体材料の最高使用温度における設計・建設規格 

付録材料図表 Part5 表 1 に定める値 

ポアソン比（＝0.3） 

円周率 

 

 

  弁体に発生する一次応力 

  （σＤ１，σＤ２及びσＤ３は形式Ｇ2の場合） 

 

 

便覧より求めた応力 

（添字の数字は，便覧の荷重状態のＮｏ．を示

す。） 

― 

 

 

 

 

mm 

mm 

mm 

mm 

 

MPa 

N 

 

MPa 

 

― 

― 

 

 

MPa＊ 

 

 

 

MPa＊ 

 

 

注記＊：便覧は「N/mm2」を使用しているが，設計・建設規格に合わせ「MPa」に読み替えるも

のとする。 
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(2) 算式 

弁体にかかる最高使用圧力及び機械的荷重により生じる荷重状態をモデル化し，円板の

理論式により各弁体に応じて一次応力を計算する。 

 

a. 形式Ｗ1 

右図のような弁体形状のもの 

 σＤ＝

12

2

 
＊

・ｈ8

ν）・Ｐ・ａ3・（3 
  

 

b. 形式Ｗ2 

右図のような弁体形状のもの 

 

 

 

 

σＤ＝ １１σ ＋ １５σ  

σ１１＝
2

2

 

 

・π・ｈ4

・Ｐ・π・ｂ3
・









）
ｂ

ａ
・－Ｂ1－ν）・（1）－（

ｂ

ａ
＋＋ν）・（Ａ1・（2 １１ｎ１１ 2

2

  ＊2 

Ａ１１＝
2

1
・

22

2

－ν）・ｂ1＋（＋ν）・ａ1（

－ν）・ａ1（
・









2

2

 
ａ

ｂ
）・

ｂ

ａ
・2＋1－（1 ｎ  

Ｂ１１＝
22

2 

－ν）・ｂ1＋（＋ν）・ａ1（

・ｂ2
・









1＋
ｂ

ａ
・＋ν）1（ ｎ  

σ１５＝ 2

2

 

  

・ｈ8

・Ｐ・ａ3
・









）
ｂ

ａ
・＋Ｂ

ａ

・ｂ 2
－ν）・（1－（

ａ

ｂ
）・

ｂ

ａ
＋＋ν）・（Ａ1・（4＋

ａ

ｂ
・＋ν）3（ １５ｎ１５ 2

2

2

2

2

2

2

2

    ＊3 

 

 

Ｂ１５＝
22

2

－ν）・ｂ1＋（＋ν）・ａ1（

ｂ
・























2

2

 
ａ

ｂ
・

ｂ

ａ
＋ν）・1・（4　＋ν）＋5（＋ν）－3（ ｎ  

 

  

Ａ１５＝－ 
1 

･ 
ａ2 

4 (1＋ν)･ａ2＋(1－ν)･ｂ2 

 

 ･ (3＋ν)･ 
ａ2 

＋(1－ν)･  4･ｎ 
a 
＋3 ･ 

ｂ2 
－2 

ｂ2 ｂ ａ2 

 

弁体 

Ｐ 
ｈ 

2･ａ 

弁座 

Ｐ 

2･ａ 2･ｂ 

弁体 

弁座 

ｈ 
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c. 形式Ｇ1 

右図のような弁体形状のもの 

 

 

 

 

σＤ＝ ５σ ＋ ７σ  

σ５＝ 2

 

・π・ｈ8

・Ｐ3 ｃ ・

4

2

2

 

＊

ｎ
ａ

ｂ
－ν）・1－（4＋

ｂ

ａ
＋ν）・1・（4









  

σ７＝
2

2

 

 

・π・ｈ4

・Ｐ・π・ａ3
・

5

2

2

  

＊

ｎ
ｂ

ａ
＋ν）・1・（2）＋

ａ

ｂ
－1－ν）・（1（









  

 

d. 形式Ｇ2 

右図のような弁体形状のもの 

 

 

σＤはσＤ１，σＤ２及びσＤ３の最大のもの 

 

 

 

(a) 図の①の荷重状態の場合 

 σＤ１＝ ９１３ σ＋σ  （Ｐ及びＰ１は図の①） 

σ１３＝ 2

2

 

 

１・ｈ8

・Ｐ・ａ3
・





 ）
ｂ

ａ
＋＋ν）・（Ａ1・（4　

ａ

ｂ
・ν）・3＋1（ ｎ１３    

2

2

 

6

2

2

2

2

2

2   
＊

１３ ）
ｂ

ａ
・＋Ｂ

ａ

・ｂ2
－ν）・（1＋（

ａ

ｂ
・





 

Ａ１３＝








2

2

22

2

  
 ｂ

ａ
＋ν）・3・ν）＋（3＋1（・

＋ν）1・（4

1
－

ｂ

ａ
・

－ｂａ

ｂ
ｎ  

Ｂ１３＝
－ν1

1
・

2

2

22

2

  
ａ

ｂ
・＋ν）3－（

ｂ

ａ
・

－ｂａ

ｂ
＋ν）・1・（4 ｎ









  

σ９＝ 2
 

  

１

１

・π・ｈ4

・Ｐ3
・

7

2

2

 

＊

９ｎ９ ）
ｂ

ａ
・－Ｂ1－ν）・（1）＋（

ｂ

ａ
＋＋ν）・（Ａ1・（2









  

弁体 

弁座 

Ｐｃ 

2･ｂ 

Ｐ 

2･ａ 

Ｐ２③ 

Ｐ１①② 

Ｐ② 

Ｐ① 

2･ｂ 

Ｐ③ 

ｈ
１

 

ｈ
２

 

2･ａ１ 

2･ａ 

弁体 

弁座 

ｈ 

Ｐ③ 
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Ａ９＝
22

2

  －ｂａ

ｂ
＋

＋ν）1・（2

－ν1
・

ｂ

ａ
ｎ  

Ｂ９＝－
－ν1

＋ν）1・（2  
・

22

2

－ｂａ

ｂ
・

ｂ

ａ
ｎ  

 

(b) 図の②の荷重状態の場合 

 σＤ２＝ ９１３ σ’＋σ’  （Ｐ及びＰ１は図の②） 

 １３σ’ ＝
2

2

 

  

１

１

・ｈ8

・Ｐ・ａ3
・







 ）
ｂ

ａ
＋＋ν）・（Ａ’1・（4　

ａ

ｂ
・ν）・3＋1（ １

ｎ１３

１

    
2

2

 

6

2

2

2

2

2

2   
＊

１
１３

１１

）
ｂ

ａ
・＋Ｂ’

ａ

・ｂ2
－ν）・（1＋（

ａ

ｂ
・







 

 

 

９σ’＝
2

 

  

１

１

・π・ｈ4

・Ｐ3
 

・

7

2

2

 

＊

１
９

１
ｎ９ ）

ｂ

ａ
・－Ｂ’1－ν）・（1）＋（

ｂ

ａ
＋＋ν）・（Ａ’1・（2













  

９Ａ’＝
22

2

  －ｂａ

ｂ
＋

＋ν）1・（2

－ν1

１

・
ｂ

ａ１
ｎ  

９Ｂ’＝－
－ν1

＋ν）1・（2  
・

22

2

－ｂａ

ｂ

１

・
ｂ

ａ１
ｎ  

 

(c) 図の③の荷重状態の場合 

 σＤ３＝ １１１５ σ＋σ  （Ｐ及びＰ１は図の③） 

 σ１５＝ 2

2

 

  

２・ｈ8

・Ｐ・ａ3
・

2

2

2

2

  
ａ

ａ
）・

ａ

ａ
＋＋ν）・（Ａ1・（4＋

ａ

ａ
＋ν）・3（ １

１
ｎ１５

１







  

8

2

2

2

2
  

＊

１

１５
１ ）

ａ

ａ
・＋Ｂ

ａ

・ａ2
－ν）・（1－（







 

Ａ'１３＝ 
ｂ2 

･ｎ 
ａ1 

－ 
1 

･ (1＋3･ν)＋(3＋ν)･ 
ａ1

2 

ａ1
2－b2 ｂ 4･(1＋ν) ｂ2 

 

Ｂ'１３＝ 
1 

･ 4･(1＋ν)･ 
ｂ2 

･ｎ 
ａ1 

－(3＋ν) ･ 
ｂ2 

1－ν ａ1
2－ｂ2 ｂ ａ1

2 
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 Ａ１５＝－
4

1
・

22

2

１－ν）・ａ1＋（＋ν）・ａ1（

ａ
 

・


























 2－
ａ

ａ
）・3

ａ

ａ
・4（－ν）・1＋（

ａ

ａ
＋ν）・3（ １

１
ｎ

１
2

2

2

2

    

 Ｂ１５＝ 22

2

１

１

－ν）・ａ1＋（＋ν）・ａ1（

ａ
 

・






















2

2

  
ａ

ａ
・

ａ

ａ
＋ν）・1・（4＋ν）＋5（＋ν）－3（ １

１
ｎ  

 σ１１＝ 2
 

 

２

２

・π・ｈ4

・Ｐ3
 

    ・

9

2

2

  

＊

１

１１
１

ｎ１１ ）
ａ

ａ
・－Ｂ1－ν）・（1）－（

ａ

ａ
＋＋ν）・（Ａ1・（2













  

 Ａ１１＝
2

1
・

22

2

１－ν）・ａ1＋（＋ν）・ａ1（

－ν）・ａ1（
・













2

2

  
ａ

ａ
）・

ａ

ａ
・2＋1－（1 １

１
ｎ  

 Ｂ１１＝ 22

2
  

１

１

－ν）・ａ1＋（＋ν）・ａ1（

・ａ2
・









1＋
ａ

ａ
・＋ν）1（

１
ｎ  

 

e. 形式Ｃ1 

右図のような弁体形状のもの 

 σＤ＝
10

2

2

  

  
　＊

・ｈ8

＋ν）・Ｐ・ａ3・（3
 

 

 

 

 

f. 形式Ｃ2 

右図のような弁体形状のもの 

σＤ＝
11

 

　＊

・ｈ1.2

Ｐ・ａ
 

 

 

 

  

弁体 

弁座 

2･ａ 

ｈ 

Ｐ 

Ｐ 

弁体 

弁座 

ｈ 
ａ 
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(3) 評価 

以下の条件を満足すれば十分である。 

 σＤ≦1.5・Ｓｍ 

 

注記＊1：便覧 No.1 による。 

  ＊2：便覧 No.11 による。 

     ただし，Ｐｃ＝π・ｂ2・Ｐとする。 

  ＊3：便覧 No.15 による。 

  ＊4：便覧 No.5 による。 

     ただし，Ｐ＝
2π・ｂ

Ｐｃ とする。 

  ＊5：便覧 No.7 による。 

     ただし，Ｐｃ＝π・ａ2・Ｐとする。 

  ＊6：便覧 No.13 による。 

     ただし，ｈ＝ｈ１とする。 

  ＊7：便覧 No.9 による。 

     ただし，Ｐｃ＝Ｐ１及びｈ＝ｈ１とする。 

  ＊8：便覧 No.15 による。 

     ただし，ｈ＝ｈ２とする。 

  ＊9：便覧 No.11 による。 

     ただし，Ｐｃ＝Ｐ２及びｈ＝ｈ２とする。 

  ＊10：便覧 No.1 による。 

  ＊11：設計・建設規格 PMC-3410(2)b.より応力値を求める式に変換した。 
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2.3 フランジの強度計算 

クラス１弁の強度計算において，設計・建設規格 VVB-3390 を適用する。 

 

(1) 記号の説明 

ＪＩＳの記号 計算書の表示 表示内容 単位 

Ａ 

Ａｂ 

Ａｍ 

Ａｍ１ 

Ａｍ２ 

Ｂ 

Ｂ１ 

 

ｂ 

ｂｏ 

Ｃ 

ｄ 

 

 

ｄｂ 

 

ｅ 

 

Ｆ 

 

 

 

 

ｆ 

 

 

Ｇ 

 

Ａ 

Ａｂ 

Ａｍ 

Ａｍ１ 

Ａｍ２ 

Ｂ 

Ｂ１ 

 

ｂ 

ｂｏ 

Ｃ 

ｄ 

 

 

ｄｂ 

 

ｅ 

 

Ｆ 

 

 

Ｆｅ 

 

ｆ 

 

 

Ｇ 

Ｇｓ 

フランジの外径 

実際に使用するボルトの総有効断面積 

ボルトの総有効断面積 

使用状態でのボルトの総有効断面積 

ガスケット締付時のボルトの総有効断面積 

フランジの内径 

Ｂ＋ｇ０（ｆ≧1のときの一体形フランジの場合） 

Ｂ＋ｇ１（ｆ＜1のときの一体形フランジの場合） 

ガスケット座の有効幅 

ガスケット座の基本幅 

ボルト穴の中心円の直径 

係数 

＝
Ｖ

Ｕ
・ｈｏ・ｇｏ

2（一体形フランジの場合） 

ボルトのねじ部の谷の径と軸部の径の最小部の小さ

い方の径 

係数 

＝
ｏｈ

Ｆ
（一体形フランジの場合） 

一体形フランジの係数 

（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書 3 図 5 又は表 4

による。） 

フランジに作用する機械的鉛直荷重（弁操作力によ

る反力） 

ハブ応力修正係数 

（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書 3 図 4 又は表 4

による。） 

ガスケット反力円の直径 

ガスケット接触面の外径 

mm 

mm2 

  mm2 

  mm2 

  mm2 

mm 

mm 

 

mm 

mm 

mm 

mm3 

 

mm 

 

mm-1 

 

 

― 

 

 

N 

 

― 

 

 

mm 

mm 
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ＪＩＳの記号 計算書の表示 表示内容 単位 

ｇ０ 

ｇ１ 

Ｈ 

ｈ 

ＨＤ 

ｈＤ 

 

ＨＧ 

ｈＧ 

 

ｈｏ 

ＨＰ 

 

ＨＴ 

 

ｈＴ 

 

Ｋ 

Ｌ 

 

 

ｍ 

 

 

ＭＤ 

 

 

 

Ｍｇ 

Ｍｏ 

ＭＴ 

 

Ｎ 

 

 

ｇ０ 

ｇ１ 

Ｈ 

ｈ 

ＨＤ 

ｈＤ 

 

ＨＧ 

ｈＧ 

 

ｈｏ 

ＨＰ 

 

ＨＴ 

 

ｈＴ 

 

Ｋ 

Ｌ 

 

 

ｍ 

 

 

ＭＤ 

 

Ｍｅ 

 

Ｍｇ 

Ｍｏ 

ＭＴ 

 

Ｎ 

 

 

ハブ先端の厚さ 

フランジ背面のハブの厚さ 

内圧力によってフランジに加わる全荷重 

ハブの長さ 

内圧力によってフランジの内径面に加わる荷重 

ボルト穴の中心円からＨＤ作用点までの半径方向の

距離 

ガスケット荷重 

ボルト穴の中心円からＨＧ作用点までの半径方向の

距離 

０Ｂ・ｇ  

気密を十分に保つために，ガスケットに加える圧縮

力 

内圧力によってフランジに加わる全荷重とフランジ

の内径面に加わる荷重との差 

ボルト穴の中心円からＨＴ作用点までの半径方向の

距離 

フランジの内外径の比 

係数 















ｄ

ｔ
＋

Ｔ

1ｔ・ｅ＋
＝

3

 

ガスケット係数 

（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書 3 表 2 によ

る。） 

内圧力によってフランジの内径面に加わる荷重によ

るモーメント 

フランジ部に作用するモーメント 

（駆動部の偏心荷重によるモーメント） 

ガスケット締付時にフランジに作用するモーメント 

使用状態でフランジに作用するモーメント 

内圧力によってフランジに加わる全荷重とフランジ

の内径面に加わる荷重との差によるモーメント 

ガスケットの接触面の幅 

（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書 3 表 3 によ

る。） 

mm 

mm 

N 

mm 

N 

mm 

 

N 

mm 

 

mm 

N 

 

N 

 

mm 

 

― 

― 

 

 

― 

 

 

N･mm 

 

N･mm 

 

N･mm 

N･mm 

N･mm 

 

mm 

 

 

  



 

24 

S2
 補

 Ⅵ
-3
-2

-3
 R

1 

ＪＩＳの記号 計算書の表示 表示内容 単位 

ｎ 

 

 

 

Ｐ 

Ｒ 

 

Ｔ 

 

 

ｔ 

Ｕ 

 

 

Ｖ 

 

 

Ｗｇ 

Ｗｍ１ 

Ｗｍ２ 

Ｗｏ 

Ｙ 

 

 

ｙ 

 

 

Ｚ 

 

 

π 

ｎ 

Ｐ 

Ｐｅｑ 

 

ＰＦＤ 

Ｒ 

 

Ｔ 

 

 

ｔ 

Ｕ 

 

 

Ｖ 

 

 

Ｗｇ 

Ｗｍ１ 

Ｗｍ２ 

Ｗｏ 

Ｙ 

 

 

ｙ 

 

 

Ｚ 

 

 

π 

ボルトの本数 

最高使用圧力 

機械的荷重によりフランジ部に作用する曲げモーメ

ントを圧力に換算した等価圧力 

フランジの設計圧力 

ボルトの中心円からハブとフランジ背面との交点ま

での半径方向の距離 

Ｋ（＝Ａ／Ｂ）の値によって定まる係数 

（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書 3 図 7 によ

る。） 

フランジの厚さ 

Ｋ（＝Ａ／Ｂ）の値によって定まる係数 

（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書 3 図 7 によ

る。） 

一体形フランジの係数 

（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書 3 図 8 又は表 4

による。） 

ガスケット締付時のボルト荷重 

使用状態での必要な最小ボルト荷重 

ガスケット締付時に必要な最小ボルト荷重 

使用状態でのボルト荷重 

Ｋ（＝Ａ／Ｂ）の値によって定まる係数 

（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書 3 図 7 によ

る。） 

ガスケットの最小設計締付圧力 

（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書 3 表 2 によ

る。） 

Ｋ（＝Ａ／Ｂ）の値によって定まる係数 

（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書 3 図 7 によ

る。） 

円周率 

― 

MPa 

MPa 

 

MPa 

mm 

 

― 

 

 

mm 

― 

 

 

― 

 

 

N 

N 

N 

N 

― 

 

 

N/mm2 

 

 

― 

 

 

― 
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ＪＩＳの記号 計算書の表示 表示内容 単位 

σａ 

 

σｂ 

 

 

σｆ 

 

σｆ 

 

 

σＨ 

σＨ 

σＲ 

σＲ 

σＴ 

σＴ 

 

 

 

 

σａ 

 

σｂ 

 

 

σｆａ 

 

σｆｂ 

 

 

σＨｇ 

σＨｏ 

σＲｇ 

σＲｏ 

σＴｇ 

σＴｏ 

NON- 

ASBESTOS 

SUS-NON- 

ASBESTOS 

常温におけるボルト材料の設計・建設規格 付録

材料図表 Part5 表 2に定める設計応力強さ 

最高使用温度におけるボルト材料の設計・建設規

格 付録材料図表 Part5 表 2に定める設計応力

強さ 

常温におけるフランジ材料の設計・建設規格 付

録材料図表 Part5 表 1に定める設計応力強さ 

最高使用温度におけるフランジ材料の設計・建設

規格 付録材料図表 Part5 表 1 に定める設計応

力強さ 

ガスケット締付時のハブの軸方向応力 

使用状態でのハブの軸方向応力 

ガスケット締付時のフランジの半径方向応力 

使用状態でのフランジの半径方向応力 

ガスケット締付時のフランジの周方向応力 

使用状態でのフランジの周方向応力 

非石綿ジョイントシート 

 

渦巻形金属ガスケット（非石綿）（ステンレス

鋼） 

MPa 

 

MPa 

 

 

MPa 

 

MPa 

 

 

MPa＊ 

MPa＊ 

MPa＊ 

MPa＊ 

MPa＊ 

MPa＊ 

― 

 

― 

 

注記＊：ＪＩＳ Ｂ ８２６５は「N/mm2」を使用しているが，設計・建設規格に合わせ

「MPa」に読み替えるものとする。 
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(2) 算式 

（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書 3 図 2 b） 7）） 

注 1：ここに示すフランジ形式は基本形式とする。 

注 2：Ｗは，Ｗｇ，Ｗｍ１，Ｗｍ２及びＷｏのボルト荷重を表す。 

図 2－1 一体形フランジ 

 

a. ガスケット座の有効幅及びガスケット反力円の直径 

(a) ｂｏ≦6.35mm の場合 

Ｇ＝Ｇｓ－Ｎ 

ｂ＝ｂｏ 

(b) ｂｏ＞6.35mm の場合 

Ｇ＝Ｇｓ－2・ｂ 

ｂ＝2.52・ ｏｂ  

ここで， 

ｂｏ＝Ｎ／2 

b. フランジ設計圧力 

ＰＦＤ＝Ｐ＋Ｐｅｑ 

Ｐｅｑ＝ 23

  

π・Ｇ

・Ｆ4
＋

π・Ｇ

・Ｍｅ16 ｅ  

 

 

  

φ
Ａ

 

φ
Ｃ

 

φ
Ｇ

 

φ
Ｂ

 

ｈ
Ｔ

 ｈ
Ｇ

 

Ｎ
 

ｂ
 Ｒ

 
ｇ

１
 

ｇ
１

 

2
 

ｇ
１

 

2
 

ｈ
Ｄ

 

ｇ
０

 

ｔ 

ｒ 

Ｗ 

ＨＤ 

ＨＧ 

ＨＴ 

ｈ 

ガスケット 
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c. 計算上必要なボルト荷重 

(a) 使用状態で必要なボルト荷重 

Ｗｍ１＝Ｈ＋ＨＰ 

Ｈ＝
4

π
・Ｇ2・ＰＦＤ 

ＨＰ＝2・π・ｂ・Ｇ・ｍ・ＰＦＤ 

(b) ガスケット締付時に必要なボルト荷重 

Ｗｍ２＝π・ｂ・Ｇ・ｙ 

d. ボルトの総有効断面積及び実際に使用するボルトの総有効断面積 

Ａｍ１＝
ｂ

ｍ１

σ

Ｗ
 （使用状態） 

Ａｍ２＝
ａ

ｍ２

σ

Ｗ
 （ガスケット締付時） 

Ａｍ＝Max（Ａｍ１，Ａｍ２） 

Ａｂ＝
4

π
・ｄｂ

2・ｎ 

e. フランジの計算に用いるボルト荷重 

Ｗｏ＝Ｗｍ１ （使用状態） 

Ｗｇ＝
2

＋ＡＡ ｂｍ ・σａ （ガスケット締付時） 

f. 使用状態でフランジに加わる荷重 

ＨＤ＝
4

π
・Ｂ2・ＰＦＤ 

ＨＧ＝Ｗｏ－Ｈ 

ＨＴ＝Ｈ－ＨＤ 

g. 使用状態でのフランジ荷重に対するモーメントアーム 

フランジの形式 ｈＤ ｈＧ ｈＴ 

一体形フランジ＊ Ｒ＋0.5・ｇ１ 
2

Ｃ－Ｇ
 

2

＋ｈＲ＋ｇ Ｇ１  

ただし，Ｒ＝
2

Ｃ－Ｂ
－ｇ１ 

注記＊：クラス１弁には，一体形フランジを採用する。 
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h. 使用状態でフランジに作用するモーメント 

ＭＤ＝ＨＤ・ｈＤ 

ＭＧ＝ＨＧ・ｈＧ 

ＭＴ＝ＨＴ・ｈＴ 

Ｍｏ＝ＭＤ＋ＭＧ＋ＭＴ 

i. ガスケット締付時にフランジに作用するモーメント 

Ｍｇ＝Ｗｇ・
2

Ｃ－Ｇ
 

j. 一体形フランジの応力 

(a) 使用状態でのフランジの応力 

σＨｏ＝
０１

ｏ

・ｇ4

Ｐ・Ｂ
＋

・ＢＬ・ｇ

ｆ・Ｍ
2

 

σＲｏ＝
・ＢＬ・ｔ

）・Ｍ1・ｔ・ｅ＋1.33（ ｏ
2

 
 

σＴｏ＝
・Ｂｔ

Ｙ・Ｍｏ

2
－Ｚ・σＲｏ 

(b) ガスケット締付時のフランジの応力 

σＨｇ＝
・ＢＬ・ｇ

ｆ・Ｍ

１

ｇ

2

 

σＲｇ＝
・ＢＬ・ｔ

）・Ｍ1・ｔ・ｅ＋1.33（ ｇ

2

 
 

σＴｇ＝
・Ｂｔ

Ｙ・Ｍｇ

2
－Ｚ・σＲｇ 

ここで， 

Ｌ＝
ｄ

ｔ
＋

Ｔ

1ｔ・ｅ＋ 3

 

ｈｏ＝ ０Ｂ・ｇ  

ｄ＝
Ｖ

Ｕ
・ｈｏ・ｇ０

2 

ｅ＝
ｏｈ

Ｆ
 

注記＊1：設計・建設規格 VVB-3390 式(VVB-19)による。ＪＩＳ Ｂ ８２６５の計算式に一次膜

応力を加えたものである。 

＊2：Ｂ＜20・ｇ１のときは，σＨо及びσＨｇの計算式のＢの代わりにＢ１を用いる。 

 

  

＊1，＊2 

＊2 
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(3) 評価 

一体形フランジは，以下の条件を満足すれば十分である。 

a. ボルトの総有効断面積 

 Ａｂ＞Ａｍ 

b. ハブの軸方向応力 

使用状態にあっては      σＨｏ≦1.5・σｆｂ 

ガスケット締付時にあっては  σＨｇ≦1.5・σｆａ 

c. フランジの半径方向応力 

使用状態にあっては      σＲｏ≦1.5・σｆｂ 

ガスケット締付時にあっては  σＲｇ≦1.5・σｆａ 

d. フランジの周方向応力 

使用状態にあっては      σＴｏ≦1.5・σｆｂ 

ガスケット締付時にあっては  σＴｇ≦1.5・σｆａ 
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2.4 弁箱又は弁ふたの最小厚さの計算 

クラス１弁の強度計算において，告示第５０１号第 82条第 1項又は設計・建設規格 VVB-

3210 を適用する。 

 

(1) 記号の説明 

告示第５０１

号又は 

設計・建設 

規格の記号 

計算書の表示 表示内容 単位 

ｄｍ 

ｄｎ 

Ｐ 

Ｐ１ 

 

 

 

Ｐ２ 

 

 

 

 

ｔ 

 

ｔ１ 

 

 

 

 

ｔ２ 

 

 

 

 

 

ｔｍ 

 

ｄｍ 

ｄｎ 

Ｐ 

Ｐ１ 

 

 

 

Ｐ２ 

 

 

 

Ｔｍ 

ｔ 

 

ｔ１ 

 

 

 

 

ｔ２ 

 

 

 

 

ｔａｂ 

ｔａｆ 

ｔｍ 

ｔｍａ 

図 3－5 に示す弁入口流路内径 

図 3－5に示すネック部の内径 

最高使用圧力 

最高使用温度における告示第５０１号別表第 13又

は設計・建設規格 別表 1－1に規定する許容圧力

の欄のうち，最高使用圧力より低く，かつ，最も

近い呼び圧力の項の許容圧力 

最高使用温度における告示第５０１号別表第 13又

は設計・建設規格 別表 1－1に規定する許容圧力

の欄のうち，最高使用圧力より高く，かつ，最も

近い呼び圧力の項の許容圧力 

最高使用温度 

弁箱（ネック部を除く。）又は弁ふたの計算上必

要な厚さ 

告示第５０１号別表第 15又は設計・建設規格 別

表 3の呼び圧力（告示第５０１号別表第 13又は設

計・建設規格 別表 1－1においてＰ１に対応する

呼び圧力をいう。）の欄のうち，当該弁の弁入口

流路内径に対応する値 

告示第５０１号別表第 15又は設計・建設規格 別

表 3の呼び圧力（告示第５０１号別表第 13又は設

計・建設規格 別表 1－1においてＰ２に対応する

呼び圧力をいう。）の欄のうち，当該弁の弁入口

流路内径に対応する値 

弁箱の最小厚さ 

弁ふたの最小厚さ 

ネック部の計算上必要な厚さ 

ネック部の最小厚さ 

mm 

mm 

MPa 

MPa 

 

 

 

MPa 

 

 

 

℃ 

mm 

 

mm 

 

 

 

 

mm 

 

 

 

 

mm 

mm 

mm 

mm 
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(2) 算式 

a. 弁箱（ネック部を除く。）又は弁ふたの計算上必要な厚さ 

 ｔ＝ｔ１＋
）－Ｐ（Ｐ

）－ｔ）・（ｔ（Ｐ－Ｐ

１２

１２１  

b. ネック部の計算上必要な厚さ 

(a) 
ｍ

ｎ

ｄ

ｄ
≦1.5 の場合 

 ｔｍ＝ｔ 

(b) 
ｍ

ｎ

ｄ

ｄ
＞1.5 の場合 

 ｔｍ＝
ｍ

ｎ

・ｄ3

・ｔ・ｄ2

 

 
 

 

(3) 評価 

以下の条件を満足すれば十分である。 

a. 弁箱（ネック部を除く。）又は弁ふたの最小厚さ 

 ｔａｂ≧ｔ 

 ｔａｆ≧ｔ 

b. ネック部の最小厚さ 

 ｔｍａ≧ｔｍ 
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2.5 弁箱の形状規定 

クラス１弁の強度計算において，設計・建設規格 VVB-3410，3411 を適用する。 

 

(1) 記号の説明 

設計・建設 

規格の記号 
計算書の表示 表示内容 単位 

ｄｍ 

ｄｎ 

ｈ 

ｒ１ 

 

ｒ２ 

ｔ 

 

ｄｍ 

ｄｎ 

ｈ 

ｒ１ 

 

ｒ２ 

ｔ 

図 3－5 に示す弁入口流路内径 

図 3－5に示すネック部の内径 

図 3－6に示す弁座挿入部の高さ 

図 3－1に示すネック部と流路部が交わる部分の外

表面の丸みの半径 

図 3－6に示す弁座挿入部のすみの丸みの半径 

弁箱（ネック部を除く。）又は弁ふたの計算上必要

な厚さ（設計・建設規格 VVB-3210 による。） 

mm 

mm 

mm 

mm 

 

mm 

mm 

 

(2) 評価 

弁箱の形状は以下の条件を満足するものとする。 

a. ネック部と流路部が交わる部分の外表面の丸みの半径 

   ｒ１≧0.3・ｔ 

b. 弁座挿入部のすみの丸みの半径 

   ｒ２≧Max（0.05・ｔ，0.1・ｈ） 

c. ネック部の内径と弁入口流路内径の比 

   
ｍ

ｎ

ｄ

ｄ
＜2 
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2.6 管台の最小厚さの計算 

クラス１弁の強度計算において，設計・建設規格 VVB-3220 を適用する。 

 

(1) 記号の説明 

設計・建設 

規格の記号 
計算書の表示 表示内容 単位 

 

Ｄｏ 

Ｐ 

Ｓ 

 

 

ｔ 

 

 

 

η 

Ｎｏ． 

Ｄｏ 

Ｐ 

Ｓ 

 

 

ｔ 

ｔｂｒ 

Ｔｍ 

ｔｎｏ 

η 

管台の番号 

管台の外径 

最高使用圧力 

管台の最高使用温度における設計・建設規格 付

録材料図表 Part5 表 5に規定する材料の許容引

張応力 

管台の計算上必要な厚さ 

管台の最小厚さ 

最高使用温度 

管台の公称厚さ 

継手の効率（設計・建設規格 PVC-3130 の表 

PVC-3130-1 より求めた値） 

― 

mm 

MPa 

MPa 

 

 

mm 

mm 

℃ 

mm 

― 

 

 

(2) 算式 

 ｔ＝
・Ｐ0.8・Ｓ・η＋2

Ｐ・Ｄｏ

  
 

 

(3) 評価 

以下の条件を満足すれば十分である。 

 ｔｂｒ≧ｔ 
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3. 添付図 

 

注 1：本図は設計・建設規格 VVB-3320 の図 VVB-3320-1 と同じ。 

注 2：(4)の場合，Ａｆ及びＡｍの値は，図のＡｆ１及びＡｆ２並びにＡｍ１及びＡｍ２のうち

ｍ２

ｆ２

ｍ１

ｆ１

Ａ

Ａ
と

Ａ

Ａ
の値が大きい方の組合せを用いる。 

図 3－１ Ａｆ及びＡｍの範囲を明示した図 

 

  

ｄ 

Ｔｂ 

本中心線は流路に直角な 

任意の断面の最大径を結 

ぶ中心線である。 

本中心線は流路に直角な 

任意の断面の最大径を結 

ぶ中心線である。 

本中心線は流路に直角な 

任意の断面の最大径を結 

ぶ中心線である。 

Ｌ
Ｎ

 

ｒ１ 

ＬＡ 

Ｔ
ｒ

 

ｄ 
Ｔｂ ＬＡ 

Ａｆ 
Ａｍ 

ｒ１ 

Ａｆ 

Ａｍ 

Ｔ
ｒ

 Ｌ
Ｎ

 

ｄ 
Ｔｂ ＬＡ 

ｒ１ 
Ｔｒ 

Ｌ
Ｎ

 

Ａｆ 

Ａｍ 

ＬＡ Ｔｂ 
ｄ 

Ｔｂ ＬＡ 

ｒ１ 

ｒ１ ｒ１ Ｔ
ｒ

 

Ｌ
Ｎ

 

Ｔｂ＋Ｔｒ 

2 

Ａｍ２ 

Ａｆ２ 

Ａｆ１ 

Ａｍ１ 

Ｌ
Ｎ

 

Ｔ
ｒ

 
Ａｆ 

Ａｍ 

Ｔｂ＋Ｔｒ 

2 

ｄ 
Ｔｂ ＬＡ 

Ｌ
Ｎ

 
Ｔ

ｒ
 ｒ１ 

(1) (2) 

(3) 

(4) 

(5) 
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注：本図は告示第５０１号第 81 条第 1項第 1号ロの図 1又は 

設計・建設規格 VVB-3330 の図 VVB-3330-1 と同じ。 

図 3－2 ｔｅ及びｒを明示した図 

  

ＬＡ 

(1) 

Ａ 

Ａ 

ｒ
 

ｔ
ｅ

 

Ａ 

ＬＡ 

ｒ
 

Ａ 

本中心線は流 

路に直角な任 

意の断面の最 

大径を結ぶ中 

心線である。 

ＬＡ 

Ａ 

Ａ 
ｒ

 

ｔ
ｅ

 
ｔ

ｅ
 

Ａ 

ＬＡ 

ｒ
 

Ａ 

ｔ
ｅ

 

ｔ
ｅ

 

ＬＡ 

Ａ 

Ａ 

ｒ
 

(2) 

(3) (4) 

(5) 
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注：本図は設計・建設規格 VVB-3340 の図 VVB-3340-1 と同じ。 

 

図 3－3 Ｔｅ１及びＴｅ２を明示した図 

 

 

  

Ｔｅ２ 

Ｔｅ２ 
Ｔｅ１ 

Ｔｅ１ 

Ｔｅ２ 

Ｔｂ＋Ｔｒ 

2 

Ｔｂ＋Ｔｒ 

2 

ｒ１ 

ｒ１ 

Ｔｅ１ 
ｒ１ 

Ｔｅ２ 

(1) 

(3) 

(2) 

(4) 

(5) 

(6) 

Ｔｅ２は，交さ部壁面に接する円 

の直径 

Ｔｅ１は，交さ部壁面とその二等 

分線とに接する二つの円のうち 

大きい方の直径 

Ｔｅ１＜ｔｅの場合は，Ｔｅ１＝ｔｅ 

とする。（ｔｅは，図 3－2に定 

めるところによる。） 
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Ｔｅ１は，交差部壁面とその二等分線とに接する二 

つの円のうち大きい方の直径 

Ｔｅ１＜ｔｅの場合は，Ｔｅ１＝ｔｅとする。 

（ｔｅは，図 3－2に定めるところによる。） 

 

 

 

 

 

 

 

  注：本図は図 3－3の(4)の内容を図 3－2(1)の構造に適用したもの 

 

 

Ｔｅ２は，交差部壁面に接する円の直径 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  注：本図は図 3－3の(3)の内容を図 3－2(1)の構造に適用したもの 

 

図 3－4 Ｔｅ１及びＴｅ２を明示した図 

 

 

 

Ｔｅ１ 

Ｔｅ２ 
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注：本図は告示第５０１号第 82 条解説の図 82.3 又は 

設計・建設規格 VVB-3210 解説図 VVB-3210-3 と同じ。 

 

図 3－5 ｄｍ及びｄｎを明示した図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：本図は設計・建設規格 VVB-3411 の図 VVB-3411-2 と同じ。 

図 3－6 ｈ及びｒ２を明示した図

S2
 補

 Ⅵ
-3
-
2-
3 
R1
E 

ｄｎ 

ｄｎ 

ｄｍ 

Ａ 

ｈ 

ｈ 

ｒ２ 

ｒ２ 

ｒ２は，弁座挿入部のすみ 

の丸みの半径 

ｈは，弁座挿入部の高さ 

Ａ部詳細 
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別紙 クラス１弁の強度計算書のフォーマット 
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Ⅵ- - - -  ○○○○○○○○○○○○の強度計算書 

 

 

  



 

 

S2 補 Ⅵ-3-2-3 別紙 R1 

まえがき 

 

本計算書は，Ⅵ-3-1-2「クラス１機器の強度計算の基本方針」及びⅥ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強

度計算の基本方針」並びにⅥ-3-2-3「クラス１弁の強度計算方法」及びⅥ-3-2-10「重大事故等クラス２弁の強度計算方法」に基づいて計算を行う。 

評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び略語については，Ⅵ-3-2-1「強度計算方法の概要」に定義

したものを使用する。 

 

・評価条件整理表 

機器名 

既設 

or 

新設 

施設時の 

技術基準 

に対象と 

する施設 

の規定が 

あるか 

クラスアップするか 条件アップするか 

既工認に 

おける 

評価結果 

の有無 

施設時の 

適用規格 
評価区分 

同等性 

評価 

区分 

評価 

クラス 

クラス 

アップ 

の有無 

施設時 

機器 

クラス 

ＤＢ 

クラス 

ＳＡ 

クラス 

条件 

アップ 

の有無 

ＤＢ条件 ＳＡ条件 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

  

2 
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1. クラス１弁 
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1.1 設計仕様 

系統：       

機器の区分 クラス１弁 

弁番号 種類 
呼び径 

（A） 

材料 

弁箱 弁ふた 弁体 ボルト 
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1.2 強度計算書 

系統：        

 

弁番号  シート  
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系統：        

 

 

  

弁番号  シート  
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系統：         

 

 

 

 

 

弁番号  シート  
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系統：                    弁番号  シート  
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系統：                    

 

管台の厚さ 

 

Ｎｏ． 

 

最高使

用圧力 

Ｐ 

（MPa） 

最高使用

温度 

Ｔｍ 

（℃） 

外径 

Ｄｏ 

（mm） 

公称 

厚さ 

ｔｎｏ 

（mm） 

 

材料 

 

Ｓ 

（MPa） 

 

η 

 

ｔ 

（mm） 

 

ｔｂｒ 

（mm） 

1          

2          

  評価：ｔｂｒ≧ｔ 

            よって十分である。 

 

 

 

 

  

弁番号  シート  
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外径 115mm 以下の管に接続される弁のフォーマット 

 

 

 

 

 

 

外径 115mm 以下の管に接続される弁は，以下の計算を省略する。 

設計・建設規格 VVB-3010 による。 

 ・弁箱の応力解析 

 ・弁体の応力解析 

 ・フランジの応力計算 
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1. 設計仕様 

系統：        

機器の区分 クラス１弁 

弁番号 種類 
呼び径 

（A） 

材料 

弁箱 弁ふた 弁体 ボルト 
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2. 強度計算書 

系統：                   

 

 

 設計・建設規格 告示第５０１号 

設計条件 

最高使用圧力Ｐ （MPa）   

最高使用温度Ｔｍ （℃）   

弁箱又は弁ふたの厚さ及びネック部の厚さ 

弁箱材料  

弁ふた材料  

Ｐ１ （MPa）    

Ｐ２ （MPa）    

ｄｍ （mm）   

ｔ１ （mm）    

ｔ２ （mm）    

ｔ （mm）    

ｄｎ （mm）   

ｄｎ／ｄｍ   

ｔｍ （mm）    

ｔａｂ （mm）   

ｔａｆ （mm）   

ｔｍａ （mm）   

  評価：ｔａｂ≧ｔ 

     ｔａｆ≧ｔ 

     ｔｍａ≧ｔｍ 

よって十分である。   

 

 

 

 

弁番号  シート  
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Ⅵ-3-2-4 クラス２管の強度計算方法 
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まえがき 

 

本書は，工事計画認可申請書に添付するクラス２管の強度計算について説明するもので

ある。 

本書は，Ⅵ-3-1-3「クラス２機器の強度計算の基本方針」に基づき以下により構成され

る。 

 

(1) クラス２管の基本板厚計算方法 

(2) クラス２管の応力計算方法
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(1) クラス２管の基本板厚計算方法 
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1. 一般事項 

1.1 概要 

本書は，発電用原子力設備のうちクラス２管の基本板厚計算書（以下「強度計算書」

という。）について説明するものである。 

 

1.2 適用規格及び基準との適合性 

(1) 強度計算は，発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005年版（2007年追補版

含む。））ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１-2005/2007）（日本機械学会 2007年9月）（以

下「設計・建設規格」という。）により行う。 

設計・建設規格各規格番号と強度計算書との対応は，表1－1に示すとおりである。 

(2) 設計・建設規格に計算式の規定がないものについては，他の規格及び基準を適用

して行う。 

日本産業規格（以下「ＪＩＳ」という。）と強度計算書との対応は，表1－2に示

すとおりである。 

(3) 強度計算書で計算するもの以外の管継手は，以下に掲げる規格（形状及び寸法に

関する部分に限る。）又は設計・建設規格 別表4に掲げるものとし，接続配管の

スケジュール番号と同等以上のものを使用する。（設計・建設規格 PPC-3415） 

a. ＪＩＳ Ｂ ２３１２（2001）「配管用鋼製突合せ溶接式管継手」 

b. ＪＩＳ Ｂ ２３１３（2001）「配管用鋼板製突合せ溶接式管継手」 

c. ＪＩＳ Ｂ ２３１６（1997）「配管用鋼製差込み溶接式管継手」 

(4) 強度計算書で計算するもの以外のフランジ継手については，以下に掲げる規格（材

料に関する部分を除く。）又は設計・建設規格 別表2に掲げるものを使用する。

（設計・建設規格 PPC-3414） 

a. ＪＩＳ Ｂ ２２３８（1996）「鋼製管フランジ通則」 

b. ＪＩＳ Ｂ ２２３９（1996）「鋳鉄製管フランジ通則」 

c. ＪＩＳ Ｂ ８２１０（1994）「蒸気用及びガス用ばね安全弁」 

(5) 管の接続 

管と管を接続する場合は，設計・建設規格 PPC-3430により溶接継手又はフラン

ジ継手とする。 

 



 

2 

S2
 
補
 Ⅵ

-3
-2
-4
(1
) 
R
1 

表1－1 設計・建設規格各規格番号と強度計算書との対応 

設計・建設規格 規格番号 
強度計算書の計算式  

（章節番号）  

PPC-3411（直管） 

 

 

 

PPC-3411(1) 

PPC-3411(2) 

PPC-3411(3) 

 

2.2 

2.4 

2.5 

管の板厚計算 

鏡板の強度計算（フランジ部） 

レジューサの強度計算（フラン

ジ部） 

PPC-3412（曲げ管） 

PPC-3411（直管）を準用する。 

  

PPC-3413（平板） 

 

2.3 平板の強度計算 

PPC-3414（フランジ） 

PPC-3414(1) 

PPC-3414(2) 

PPC-3414(3) 

 

2.7 フランジの強度計算 

（1.2(4) フランジ継手） 

 

PPC-3415（管継手） 

PPC-3415(1) 

 

 1.2(3)管継手 

 

PPC-3415.1（レジューサ） 

PPC-3415.1(1) 

PPC-3415.1(2) 

PPC-3415.1(3) 

 

準用 

PVC-3124.2（外面に圧力を受ける

円すい形の胴の厚さ） 

 

2.5 レジューサの強度計算 

 

 

 

 

 

レジューサの強度計算（円すい

及びすその丸みの部分（外面に

圧力を受けるもの）） 

 

 

備     考 
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設計・建設規格 規格番号 
強度計算書の計算式 

備     考 
（章節番号） 

PPC-3415.2（鏡板） 

PPC-3415.2(1) 

PPC-3415.2(2) 

2.4 鏡板の強度計算 

 

 

PPC-3416（伸縮継手） 2.8 伸縮継手の強度計算 

PPC-3420（穴と補強） 

PPC-3421 

PPC-3422 

PPC-3423 

PPC-3424 

 

PPC-3422(3) 

2.6 

 

 

 

 

 

2.3 

管の穴と補強計算 

 

 

 

 

 

平板の強度計算 

 

表1－2 ＪＩＳと強度計算書との対応 

ＪＩＳ 強度計算書の計算式 
備   考 

No. 項 （章節番号） 

ＪＩＳ Ｂ ８２６５（2003）

「圧力容器の構造－一般事項」

附属書3（規定）「圧力容器のボ

ルト締めフランジ」 

2 

3 

4 

5 

2.7 フランジの強度計算＊ 

注記＊：設計・建設規格 PPC-3414(2)によりＪＩＳ Ｂ ８２６５（2003）「圧力容器

の構造－一般事項」（以下「ＪＩＳ Ｂ ８２６５」という。）の附属書3（規

定）「圧力容器のボルト締めフランジ」を用いて計算を行う。 

 

1.3 強度計算書の構成とその見方 

(1) 強度計算書は，本書と各配管の強度計算書からなる。 

(2) 各配管の強度計算書では，記号の説明及び計算式を省略しているので，本書によ

るものとする。 

(3) 各配管の強度計算書において，ＮＯ．の番号は概略系統図の丸で囲んだ番号を表

す。 
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1.4 計算精度と数値の丸め方 

計算の精度は6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表1－3に示すとおりとする。 

 

表1－3 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単 位 処 理 桁 処理方法 表 示 桁 

 下記以外の圧力 MPa 小数点以下第3位 四捨五入 小数点以下第2位 

 最高使用圧力 MPa ― ― 小数点以下第2位 

 
外面に受ける最

高の圧力 
MPa ― ― 小数点以下第2位＊1 

温度 ℃ ― ― 整数位 

許容応力＊2 MPa 小数点以下第1位 切捨て 整数位 

算出応力 MPa 小数点以下第1位 切上げ 整数位 

 下記以外の長さ mm 小数点以下第3位 四捨五入 小数点以下第2位 

長 
計算上必要な厚

さ 
mm 小数点以下第3位 切上げ 小数点以下第2位 

 最小厚さ mm 小数点以下第3位 切捨て 小数点以下第2位 

さ ボルト谷径 mm ― ― 小数点以下第3位 

 ガスケット厚さ mm ― ― 小数点以下第1位 

面積 mm
2
 有効数字5桁目 四捨五入 有効数字4桁＊3 

力 N 有効数字5桁目 四捨五入 有効数字4桁＊3 

モーメント N･mm 有効数字5桁目 四捨五入 有効数字4桁＊3 

角度 ゜ 
小数点以下第2位 

（小数点以下第1位）＊4 
四捨五入 

小数点以下第1位 

（整数位）＊4 

注記＊1：必要に応じて小数点以下第3位を用いる。 

＊2：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における許容引張応力

及び設計降伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第1位を切り捨て，

整数位までの値とする。 

＊3：絶対値が1000以上のときは，べき数表示とする。 

＊4：管の穴と補強計算の分岐管の中心線と主管の中心線との交角に用いる。 

圧 
 

 

力 
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1.5 材料の表示方法 

材料は次に従い表示するものとする。 

(1) 設計・建設規格に定める材料記号を原則とする。 

設計・建設規格に記載されていないが設計・建設規格に相当材が記載されている

場合は，次のように表示する。 

    相当材記号 相当（当該材記号） 

（例1） SM400A  相当（SMA400AP） 

（例2） SCMV3-1  相当（ASME SA387 Gr.11Cl.1） 

(2) 管の強度計算書において管の製造方法の区別を表示するので，材料表示としては，

製造方法の区別を特に表示しない。 

（例） （継目無管：S，溶接管：W） 

(3) 強度区分により許容引張応力の値が異なる場合，材料記号の後にＪＩＳで定める

強度区分を付記する。 

（例） 

設計・建設規格の表示 計算書の表示 

付録材料図表 

Part5 表5の許容 

引張応力の上段 

SCMV3-1 

付録材料図表 

Part5 表5の許容 

引張応力の下段 

SCMV3-2 

(4) 使用する厚さ又は径等によって許容引張応力の値が異なる場合，材料記号の後に

該当する厚さ又は径等の範囲を付記して表示する。 

（例） SS400（16mm＜径≦40mm） 

(5) ガスケット材料で非石綿の場合の表示は，各計算「記号の説明」の「計算書の表

示」による。 

（例） NON-ASBESTOS 

なお，この場合のガスケット係数（ｍ）及びガスケットの最小設計締付圧力（ｙ）

は，ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 表2 備考3によりガスケットメーカ推奨値

を適用する。 

 

SCMV3 

SCMV3 
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1.6 概略系統図の管継手及び仕様変更点の表示方法 

(1) 管継手の表示方法 

概略系統図において，計算対象となる管と管継手の区別をするために管継手のみ

の管番号に“＊”を付け，概略系統図中に“注記＊：管継手”と表示する。 

(2) 管の仕様変更点の表示方法 

概略系統図中，管の途中において仕様変更が生じる場合は“    ”のように

表示する。 
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2. クラス２管の強度計算方法 

発電用原子力設備のうちクラス２管の強度計算に用いる計算式と記号を以下に定める。 

 

2.1 共通記号 

特定の計算に限定せず，一般的に使用する記号を共通記号として次に掲げる。 

なお，以下に示す記号のうち，各計算において説明しているものはそれに従う。 

 

設計・建設 

規格の記号 
計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

 ＮＯ． 管，平板，鏡板，レジューサ，管の穴，フラン

ジ及び伸縮継手等の番号 

 数字のみ：管 

 Ｂ：平板 

 Ｃ：鏡板 

 Ｒ：レジューサ 

 Ｔ：管の穴 

 Ｆ：フランジ 

 Ｅ：伸縮継手 

 ＳＰ：穴あき管 

― 

Ｐ Ｐ 最高使用圧力（内圧） MPa 

Ｐｅ Ｐｅ 外面に受ける最高の圧力 MPa 

 Ｑ 厚さの負の許容差 ％，mm 

η 

 

 

η 

 

 

継手の効率 

管及び鏡板は設計・建設規格 PVC-3130による。

レジューサは設計・建設規格 PVC-3130及び

PVC-3140による。 

― 
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2.2 管の板厚計算 

管の板厚計算は，設計・建設規格 PPC-3411を適用する。 

(1) 記号の説明 

設計・建設 

規格の記号 
計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

Ｂ Ｂ 外面に圧力を受ける場合の計算に用いる係数 

設計・建設規格 付録材料図表 Part7 図1～

図20により求めた値 

（Ｂを求める際に使用した板の厚さは繰返し計

算により最終的にｔｏｐとなる。） 

― 

Ｄ０ Ｄｏ 管の外径 mm 

  管の座屈の長さ mm 

Ｓ Ｓ 最高使用温度における材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5に

よる。 

MPa 

ｔ ｔ 管の計算上必要な厚さ mm 

ｔ ｔｏｐ 管の計算上必要な厚さ mm 

 ｔｒ 管に必要な厚さ mm 

 ｔｓ 管の最小厚さ mm 

 ｔｔ 炭素鋼鋼管の設計・建設規格上必要な最小厚さ mm 

 算  式 ｔｒとして用いる値の算式 ― 

 製  法 

S 

 

継目無管 

 

― 

 W 溶接管 ― 
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(2) 算式 

管に必要な厚さは，次に掲げる値のいずれか大きい方の値とする。 

a. 内面に圧力を受ける管 

設計・建設規格 PPC-3411(1)の式より求めた値：ｔ 

Ｐ2・Ｓ・η＋0.8・

Ｐ・Ｄ
ｔ＝

ｏ
  ····································  (Ａ) 

b. 外面に圧力を受ける管 

設計・建設規格 PPC-3411(2)の図PPC-3411-1より求めた値。ただし，図から求

められない場合は次の式より求めた値：ｔｏｐ 

4・Ｂ

・Ｄ3・Ｐ
＝ｔ

ｏｅ
ｏｐ    ······································  (Ｂ) 

c. 炭素鋼鋼管の設計・建設規格上必要な最小厚さ：ｔｔ 

設計・建設規格 PPC-3411(3)の表PPC-3411-1より求めた値   ····  (Ｃ) 

(3) 評価 

ｔ，ｔｏｐ又はｔｔのいずれか大きい方の値をｔｒとする。 

管の最小厚さ（ｔｓ）≧管に必要な厚さ（ｔｒ）ならば強度は十分である。 

(4) 補足 

a. 計算書中，算式の項の文字は(2)a項，b項及びc項の文字Ａ，Ｂ及びＣに対応す

る。 

b. 曲げ管は，管に必要な厚さが確保されている場合は，直管と同等に考えるもの

とし，表示はしないものとする。 
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2.3 平板の強度計算 

平板の強度計算は，設計・建設規格 PPC-3413及び設計・建設規格 PPC-3422(3)

を適用する。 

(1) 記号の説明 

設計・建設 

規格又は 

ＪＩＳの記号 

計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

Ａｂ Ａｂ 実際に使用するボルトの総有効断面積 mm2 

Ａｍ Ａｍ ボルトの総有効断面積 mm2 

Ａｍ１ Ａｍ１ 使用状態でのボルトの総有効断面積 mm2 

Ａｍ２ Ａｍ２ ガスケット締付時のボルトの総有効断面積 mm2 

ｂ ｂ ガスケット座の有効幅 mm 

ｂ０ ｂｏ ガスケット座の基本幅（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 

附属書3 表3による。） 

mm 

Ｃ Ｃ ボルト穴の中心円の直径 mm 

ｄ ｄ 設計・建設規格の表PPC-3413-1に規定する方法

によって測った平板の径又は最小内のり 

mm 

ｄｂ ｄｂ ボルトのねじ部の谷の径と軸部の径の最小部の

小さい方の径 

mm 

 ｄｈ 穴の径 mm 

Ｆ Ｆ 全体のボルトに作用する力 N 

Ｇ Ｇ ガスケット反力円の直径 mm 

 Ｇｓ ガスケット接触面の外径 mm 

Ｈ Ｈ 内圧によってフランジに加わる全荷重 N 

ＨＰ ＨＰ 気密を十分に保つためにガスケット又は継手接

触面に加える圧縮力 

N 

ｈｇ ｈｇ ボルトのピッチ円の直径とｄとの差の2分の1 mm 

Ｋ Ｋ 平板の取付け方法による係数 ― 

  フランジの長さ mm 

ｍ ｍ ｔｒ／ｔｓ ― 

ｍ ｍｇ ガスケット係数（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属

書3 表2による。） 

― 

Ｎ Ｎ ガスケットの接触面の幅（ＪＩＳ Ｂ ８２６

５ 附属書3 表3による。） 

mm 

ｎ ｎ ボルトの本数 ― 
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設計・建設 

規格又は 

ＪＩＳの記号 

計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

ｒ ｒ すみの丸みの内半径 mm 

Ｓ Ｓ 最高使用温度における平板材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5に

よる。 

MPa 

σａ Ｓａ 常温におけるボルト材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表7に

よる。 

MPa 

σｂ Ｓｂ 最高使用温度におけるボルト材料の許容引張応

力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表7に

よる。 

MPa 

 Ｓｘ ボルトの許容引張応力（Ｓａ又はＳｂのいずれか

小さい方の値） 

MPa 

 Ｓ１ 最高使用温度におけるねじ込み輪，分割リング

等の機械的装置の材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5又

は表6による。 

MPa 

ｔ ｔ 平板の計算上必要な厚さ mm 

ｔｃ ｔｃ 平板のすみ肉ののど厚 mm 

ｔｆ，ｔ ｔｆ 平板のフランジ部の厚さ mm 

ｔｗ ｔｉ 平板ののど厚 mm 

ｔｎ ｔｎ ガスケット溝を考慮した平板の厚さ mm 

ｔ ｔｐ 平板の最小厚さ mm 

 ｔｐｏ 平板の呼び厚さ mm 

ｔｓ ｔｓ 管の最小厚さ mm 

ｔｒ ｔｒ 継目のない管の計算上必要な厚さ mm 

ｔｗ，ｔｗ１ ｔｗ 平板の溶接部の深さ mm 

ｔｗ２ ｔｗ２ 平板の溶接部の長さ mm 

Ｗ Ｗ パッキンの外径又は平板の接触面の外径内の面

積に作用する全圧力 

N 
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設計・建設 

規格又は 

ＪＩＳの記号 

計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

Ｗｇ Ｗｇ ガスケット締付時のボルト荷重 N 

Ｗｍ１ Ｗｍ１ 使用状態での必要な最小ボルト荷重 N 

Ｗｍ２ Ｗｍ２ ガスケット締付時に必要な最小ボルト荷重 N 

Ｗ０ Ｗｏ 使用状態でのボルト荷重 N 

ｙ ｙ ガスケットの最小設計締付圧力（ＪＩＳ Ｂ 

８２６５ 附属書3 表2による。） 

N/mm2 

π π 円周率 ― 

 σｐ 平板に作用する力によって生じる応力 MPa 

 NON-ASBESTOS 非石綿ジョイントシート ― 

 SUS-NON 

-ASBESTOS 

渦巻形金属ガスケット（非石綿）（ステンレス

鋼） 

― 

 ガスケット

座面の形状 

ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 表2による。 ― 

 平板の取付

け方法 

平板の取付け方法で設計・建設規格 PPC-3413

の表PPC-3413-1による。 

― 

(ａ)～(ｎ)  2A～2N 取付け方法の表示区分  
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(2) 形状の制限 

取 付 け 方 法 形  状  の  制  限 

（ａ） 

 

 

無し 

（ｂ） 

 

 

ｄ≦600mm，ｄ／20≦ｔｐ＜ｄ／4かつ， 

ｒ≧0.25・ｔｆであること。 

（ｃ） 

 

 

ｔｆ≧2・ｔｓかつ，ｒ≧3・ｔｆであること。 

（ｄ） 

 

 

ｔｆ≧ｔｓかつ，ｒ≧1.5・ｔｆであること。 

（ｅ） 

 

 

ｒ≧3・ｔｆであること。 
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取 付 け 方 法 形  状  の  制  限 

（ｆ） 

 

  

 

0.8・Ｓ１≧σｐであること。 

（ｇ） 

 

 

0.8・Ｓｘ≧σｐであること。 

（ｈ） 

 

 

ｔｉ≧2・ｔｒかつ，ｔｉ≧1.25・ｔｓである

こと。 

（ｉ） 

 

 

ｔｗ＋ｔｗ２≧2・ｔｓ，ｔｗ≧ｔｓかつ， 

ｔｓ≧1.25･ｔｒであること。 
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取 付 け 方 法 形  状  の  制  限 

（ｊ） 

 

 

(1) 平板が鍛造品で，かつ，平板の面から

の開先角度が45°未満の場合 

ｔｗ≧Min（0.5・ｔｓ，0.25・ｔｐ） 

かつ，ｔｃ≧Min（0.7・ｔｓ，6mm） 

であること。 

(2) (1)以外の場合 

ｔｗ≧Min（ｔｓ，0.5・ｔｐ）かつ， 

ｔｃ≧Min（0.7・ｔｓ，6mm）であること。 

（ｋ） 

 

 

ｔｃ≧Min（0.7・ｔｓ，6mm）であること。 

（） 

 

 

ｔｗ＋ｔｗ２≧2・ｔｓであること。 
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取 付 け 方 法 形  状  の  制  限 

（ｍ） 

 

 

無し 

（ｎ） その他の場合 無し 
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(3) 算式 

平板の計算上必要な厚さは，次の式による値とする。 

a. 平板に穴がない場合 

Ｓ

Ｐ・Ｋ
＝ｄ・ｔ    

Ｋの値は以下による。 

取付け方法 
 

 

（ａ） 0.17 

（ｂ） 0.13 

（ｃ） 0.17 

（ｄ） Max（0.33・ｍ，0.2）  ｍ＝ｔｒ／ｔｓ 

（ｅ） 0.17＊1 

0.10 

（ｆ） 0.20 

（ｇ） 0.20＊2 

（ｈ） Max（0.33・ｍ，0.2）  ｍ＝ｔｒ／ｔｓ 

（ｉ） 0.33 

（ｊ）  

（ｋ） Max（0.33・ｍ，0.2）  ｍ＝ｔｒ／ｔｓ  

（）  

（ｍ） 
0.20＋

Ｗ・ｄ

1.0・Ｆ・ｈｇ
 

ただし，ｔｎの厚さの場合は 

＊3
ｇ

Ｗ・ｄ

1.0・Ｆ・ｈ
 

（ｎ） 0.50 

注記＊1：取付け方法（ｅ）の場合 

ｔｆからｔｓへ移行するテーパが1対4又はそれより緩やかであり，かつ，

以下の(a)又は(b)いずれかの場合，Ｋ＝0.10とできる。 

(a) ｆ
ｆ

ｓ
ｄ・ｔ・ 

ｔ

ｔ
1.1－0.8・ 

２

２

≧   







 の場合 

(b) 管が ｓｄ・ｔ2・  以上の長さにわたって

ｆｆｓ ｄ・ｔ／1.1－・1.12・ｔ≧ｔ   の場合 

＊2：取付け方法（ｇ）の場合のσｐは以下による。 

Ｋ    の    値 

＊3 
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(a) ガスケット座の有効幅及びガスケット反力円の直径 

ガスケット座の有効幅（ｂ）及びガスケット反力円の直径（Ｇ）

は，ガスケット座の基本幅（ｂｏ）に従い以下のように求める。 

ｂｏ≦6.35mmの場合 

－ＮＧ＝Ｇ

ｂ＝ｂ

ｓ

ｏ
 

ｂｏ＞6.35mmの場合 

－2・ｂＧ＝Ｇ

ｂｂ＝2.52・

ｓ

ｏ   

ただし，ｂｏはＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 表3による。 

ｄ＝Ｇ 

(b) 計算上必要なボルト荷重 

イ. 使用状態で必要なボルト荷重 

Ｗｍ１＝Ｈ＋ＨＰ 

・Ｐ・Ｇ
4

π
Ｈ＝  

２  

Ｗ＝Ｈ 

 

ただし，Ｐは2.7項(1)のフランジの強度計算の記号の説明によ

る。 

ロ. ガスケット締付時に必要なボルト荷重 

Ｗｍ２＝π・ｂ・Ｇ・ｙ 

(c) ボルトの総有効断面積及び実際に使用するボルトの総有効断面積 

・ｎ ・ｄ
4

π
＝Ａ

)，Ａ＝Max(ＡＡ

Ｓ

Ｗ
＝Ａ

Ｓ

Ｗ
＝Ａ

２

２１

２
２

１
１

ｂｂ

ｍｍ ｍ

ａ

ｍ
ｍ

ｂ

ｍ
ｍ

  

 

(d) フランジの計算に用いるボルト荷重 

)Ｗ,Ｆ＝Max(Ｗ

・Ｓ 
2

＋ＡＡ
＝Ｗ

＝ＷＷ

ｇｏ

ａ
ｂｍ

ｇ

ｍｏ １









 

(e) 平板に作用する力によって生じるボルトの応力 

（使用状態） 

（ガスケット締付時） 

（使用状態） 

（ガスケット締付時） 

・Ｐ・π・ｂ・Ｇ・ｍ 2＝Ｈ ｇＰ
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ｂ
ｐ

Ａ

Ｆ
＝σ  

＊3：取付け方法（ｍ）の場合のＦ，ｈｇ，Ｗ及びｄは以下による。 

(a) ガスケット座の有効幅及びガスケット反力円の直径 

ガスケット座の有効幅（ｂ）及びガスケット反力円の直径（Ｇ）

は，ガスケット座の基本幅（ｂｏ）に従い以下のように求める。 

ｂｏ≦6.35mm の場合 

－ＮＧ＝Ｇ

ｂ＝ｂ

ｓ

ｏ
 

ｂｏ＞6.35mm の場合 

－2・ｂＧ＝Ｇ

ｂｂ＝2.52・

ｓ

ｏ   

ただし，ｂｏはＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 表3による。 

ｄ＝Ｇ 

(b) 計算上必要なボルト荷重 

イ. 使用状態で必要なボルト荷重 

Ｗｍ１＝Ｈ＋ＨＰ 

・Ｐ ・Ｇ
4

π
Ｈ＝ ２  

Ｗ＝Ｈ 

・Ｐ＝2・π・ｂ・Ｇ・ｍＨ ｇＰ  

ただし，Ｐは2.7項(1)のフランジの強度計算の記号の説明によ

る。 

ロ. ガスケット締付時に必要なボルト荷重 

Ｗｍ２＝π・ｂ・Ｇ・ｙ 

(c) ボルトの総有効断面積及び実際に使用するボルトの総有効断面積 

・ｎ・ｄ
4

π
＝Ａ

)，ＡMax(Ａ＝Ａ

Ｓ

Ｗ
＝Ａ

Ｓ

Ｗ
＝Ａ

２

２１

２
２

１
１

ｂｂ

ｍｍｍ

ａ

ｍ
ｍ

ｂ

ｍ
ｍ

   

 

（使用状態） 

（ガスケット締付時） 
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(d) フランジの計算に用いるボルト荷重 

)，ＷＦ＝Max(Ｗ

・Ｓ 
2

＋ＡＡ
＝Ｗ

＝ＷＷ

ｇｏ

ａ
ｂｍ

ｇ

ｍｏ １









 

(e) 使用状態でのフランジ荷重に対するモーメントアーム 

2

Ｃ－Ｇ
＝ｈｇ  

b. 平板に穴を設ける場合は，設計・建設規格 PPC-3422(3)により平板の計算上

必要な厚さを，次の式より計算した値とする。 

(a) 穴の径（ｄｈ）が平板の径又は最小内のり（ｄ）の値の2分の1以下の場合 

Ｓ

2・Ｋ・Ｐ
ｔ＝ｄ・   

ただし，Ｋの値は（ｍ）の取付け方法を除き0.375以上とすることを要しない。 

(b) 穴の径（ｄｈ）が平板の径又は最小内のり（ｄ）の値の2分の1を超える場合 

Ｓ

2.25・Ｋ・Ｐ
ｔ＝ｄ・   

(4) 評価 

平板の最小厚さ（ｔｐ）≧平板の計算上必要な厚さ（ｔ）ならば強度は十分であ

る。 

(5) 補足 

a. 取付け方法は，設計・建設規格 PPC-3413の表PPC-3413-1の条件を満足するも

のとする。 

b. スペクタクルフランジの取付け方法は（ｇ）タイプとする。 

（使用状態） 

（ガスケット締付時） 
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2.4 鏡板の強度計算 

鏡板の強度計算は，設計・建設規格 PPC-3415.2及び設計・建設規格 PPC-3411を

適用する。 

(1) 記号の説明 

設計・建設 

規格の記号 
計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

Ｂ Ｂ 中高面に圧力を受ける場合の計算に用いる係数 

設計・建設規格 付録材料図表 Part7 図1～

図20により求めた値 

（Ｂを求める際に使用した板の厚さは繰返し計

算により最終的にｔとなる。） 

― 

Ｄ Ｄ 半だ円形鏡板の内面における長径 mm 

Ｄ０ Ｄｏ 鏡板が取付けられる管の外径 

（フランジ部の外径に同じ。） 

mm 

 Ｄｏｃ さら形鏡板の外径 mm 

ｈ ｈ 半だ円形鏡板の内面における短径の2分の1 mm 

Ｋ Ｋ 半だ円形鏡板の形状による係数 ― 

Ｋ ＫＫ 半だ円形鏡板の中高面に圧力を受ける場合の計

算に用いる係数 

設計・建設規格 PPC-3415.2(2)f.の 

表PPC-3415.2-1による。 

― 

Ｒ Ｒ さら形鏡板の中央部における内半径又は全半球

形鏡板の内半径 

mm 

Ｒ ＲＤ さら形又は全半球形鏡板の中央部の外半径 

ＲＤ＝Ｒ＋（最小厚さ） 

mm 

Ｒ ＲＲ 半だ円形鏡板の外面の長径 

ＲＲ＝Ｄ＋2・（最小厚さ） 

mm 

ｒ ｒ さら形鏡板のすみの丸みの内半径 mm 

Ｓ Ｓ 最高使用温度における材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5に

よる。 

MPa 
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設計・建設 

規格の記号 
計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

ｔ ｔ 鏡板の鏡部及びフランジ部の計算上必要な厚さ mm 

 ｔｃ 鏡板の最小厚さ mm 

 ｔｃｏ 鏡板の公称厚さ mm 

Ｗ Ｗ さら形鏡板の形状による係数 ― 

 形  式 鏡板の形式及び計算箇所を示す名称 ― 

 算  式 ｔとして用いる値の算式 ― 
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(2) 算式 

鏡板の計算上必要な厚さは，次に掲げる値とする。 

a. さら形鏡板鏡部 

形状は設計・建設規格 PPC-3415.2(1)a.により以下とする。 

mm50≧ｒ 　

0.06・Ｄ≧ｒ 　

3・ｔ≧ 　ｒ

Ｒ≧Ｄ

ｏｃ

ｃｏ

ｏｃ

 

設計・建設規格 PPC-3415.2(2)a.の式PPC-1.12又は設計・建設規格 

PPC-3415.2(2)b.の式PPC-1.14より求めた値 

(a) 中低面に圧力を受けるもの 

Ｐ2・Ｓ・η－0.2・

Ｐ・Ｒ・Ｗ
ｔ＝   ···································  (Ａ) 

ただし， 















ｒ

Ｒ
3＋ ・

4

1
Ｗ＝  

(b) 中高面に圧力を受けるもの 

Ｂ

・ＲＰ
ｔ＝

Ｄｅ
  ···········································  (Ａ') 

b. 全半球形鏡板鏡部 

設計・建設規格 PPC-3415.2(2)c.の式PPC-1.15又は設計・建設規格 

PPC-3415.2(2)d.の式PPC-1.16より求めた値 

(a) 中低面に圧力を受けるもの 

Ｐ2・Ｓ・η－0.2・

Ｐ・Ｒ
ｔ＝  ···································  (Ｂ) 

(b) 中高面に圧力を受けるもの 

Ｂ

ＲＰ
ｔ＝

Ｄ・ｅ
  ············································  (Ｂ') 
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c. 半だ円形鏡板鏡部 

形状は設計・建設規格 PPC-3415.2(1)c.により以下とする。 

2・ｈ

Ｄ
≧2  

設計・建設規格 PPC-3415.2(2)e.の式PPC-1.17又は設計・建設規格 

PPC-3415.2(2)f.より求めた値 

(a) 中低面に圧力を受けるもの 

Ｐ2・Ｓ・η－0.2・

Ｐ・Ｄ・Ｋ
ｔ＝   ··································  (Ｃ) 

ただし， 





















２

2・ｈ

Ｄ
2＋ ・

6

1
Ｋ＝  

(b) 中高面に圧力を受けるもの 

Ｂ

・Ｒ・ＫＰ
ｔ＝

ＲＫｅ
  ······································  (Ｃ') 

d. 鏡板のフランジ部 

設計・建設規格 PPC-3411により求めた値 

(a) 内面に圧力を受ける管  ·····································  (Ｄ) 

(b) 外面に圧力を受ける管  ·····································  (Ｄ') 

(c) 炭素鋼鋼管の設計・建設規格上必要な最小厚さ  ··············  (Ｄ'') 

(a)，(b)又は(c)のいずれか大きい方の値とする。 

(3) 評価 

鏡板の最小厚さ（ｔｃ）≧鏡部（上段）及びフランジ部（下段）の計算上必要な

厚さ（ｔ）ならば強度は十分である。 

(4) 補足 

計算書中，算式の項の文字は(2)a項，b項，c項及びd項の文字Ａ，Ａ'，Ｂ，Ｂ'，

Ｃ，Ｃ'，Ｄ，Ｄ'及びＤ''に対応する。 
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2.5 レジューサの強度計算 

レジューサの強度計算は，設計・建設規格 PPC-3415.1（設計・建設規格 

PVC-3124.2準用）及び設計・建設規格 PPC-3411を適用する。 

(1) 記号の説明 

設計・建設 

規格の記号 
計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

Ｂ Ｂ 外面に圧力を受ける場合の計算に用いる係数 

設計・建設規格 付録材料図表 Part7 図1～

図20により求めた値 

（Ｂを求める際に使用した板の厚さは繰返し計

算により最終的にｔ３となる。） 

― 

Ｄｉ Ｄｉ 円すいの部分がすその丸みの部分に接続する部

分の軸に垂直な断面の内径 

mm 

Ｄ０ Ｄｏ レジューサのフランジ部の外径 mm 

 Ｄｏ  大径端側の外径 mm 

Ｋ Ｋ 設計・建設規格 PPC-3415.1(3)の 

図PPC-3415.1-1より求めた係数 

― 

ｒ，ｒ０，ｒｓ ｒ 円すいのすその丸みの部分の内半径 

（円すいの丸みの外半径） 

mm 

Ｓ Ｓ 最高使用温度における材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5又

は表6による。 

MPa 

Ｓ Ｓ１ 最高使用温度における設計・建設規格 付録材

料図表 Part5 表5又は表6に定める値の2倍，

又は設計・建設規格 付録材料図表 Part5  

表8に定める値の0.9倍の値のいずれか小さい方

の値 

MPa 

ｔ ｔ レジューサの計算上必要な厚さ mm 

 ｔ１ 円すいの部分の計算上必要な厚さ mm 

 ｔ２ すその丸みの部分の計算上必要な厚さ mm 

 ｔ３ 外面に圧力を受ける場合の計算上必要な厚さ mm 

 ｔｓ レジューサの最小厚さ mm 
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設計・建設 

規格の記号 
計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

 ｔｓ  大径端側の最小厚さ mm 

Ｗ Ｗ 円すいの形状による係数 ― 

θ θ 円すいの頂角の2分の1 ゜ 

 算  式 ｔとして用いる値の算式（計算上必要な厚さが

最大となる算式） 

― 

 端部記号 大径端，小径端及びフランジ部を示す名称 ― 
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(2) 算式 

レジューサの計算上必要な厚さは，次に掲げる値とし，大径端側及び小径端側の

それぞれについて計算を行う。 

a. 円すいの部分（内面に圧力を受けるもの） 

設計・建設規格 PPC-3415.1(1)a.の式PPC-1.8より求めた値 

）Ｓ・η－0.6・Ｐ（ 2・cosθ・

Ｄ Ｐ・
＝ｔ

ｉ
１   ··························  (Ａ) 

b. すその丸みの部分（内面に圧力を受けるもの） 

大径端側 

設計・建設規格 PPC-3415.1(1)b.の式PPC-1.9より求めた値 

）Ｓ・η－0.1・Ｐ（ 4・cosθ・

・Ｗ・Ｄ Ｐ
＝ｔ

ｉ
２   ························  

ただし， 















cosθ 2・ｒ・

Ｄ
3＋ ・

4

1
Ｗ＝

ｉ
 

小径端側 

設計・建設規格 PPC-3415.1(3)の式PPC-1.11より求めた値 

2・Ｓ＋0.8・Ｐ

Ｐ・Ｄ
・

η

Ｋ
＝ｔ

ｏ
２   ·······························  

ただし，Ｋは設計・建設規格 PPC-3415.1(3)の図PPC-3415.1-1より求めた値 

c. レジューサのフランジ部 

設計・建設規格 PPC-3411により求めた値 

(a) 内面に圧力を受ける管  ···································  (Ｃ) 

(b) 外面に圧力を受ける管  ··································  (Ｃ') 

(c) 炭素鋼鋼管の設計・建設規格上必要な最小厚さ  ·········  (Ｃ'') 

(a)，(b)又は(c)のいずれか大きい方の値とする。 

(Ｂ) 
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d. 円すい及びすその丸みの部分（外面に圧力を受けるもの） 

設計・建設規格 PVC-3124.2により求める。 

(a) 円すいの頂角の2分の1が22.5°以下のもの 

イ. 外面に圧力を受ける場合の計算上必要な厚さが外径の0.1倍以下の場合 

4・Ｂ

・Ｄ3・Ｐ
＝ｔ

ｏｅ
３   ······································· (Ｄ) 

ただし，Ｄｏ＝Ｄｏ ，長さは円すい部の軸方向の長さとする。 

ロ. 外面に圧力を受ける場合の計算上必要な厚さが外径の0.1倍を超える場合 

次の2つの式より計算したいずれか大きい方の値 



























１

３

３

Ｓ

2・Ｐ
1－1－ ・

2

Ｄ
＝ｔ

2.167

）／Ｂ＋0.0833Ｐ（ ・Ｄ
＝ｔ

ｅｏ

ｅｏ

  

  ··························· (Ｄ') 

ただし，Ｄｏ＝Ｄｏ ，長さは円すい部の軸方向の長さとする。 

(b) 円すいの頂角の2分の1が22.5°を超え60°以下のもの 

イ. 外面に圧力を受ける場合の計算上必要な厚さが外径の0.1倍以下の場合 

4・Ｂ

）－2・ｔＤ（ ・3・Ｐ
＝ｔ

ｓｏｅ
３   ···························· (Ｄ'') 

ただし，Ｄｏ＝Ｄｏ ，ｔｓ＝ｔｓ ，長さは（Ｄｏ －2・ｔｓ ）とする。 

ロ. 外面に圧力を受ける場合の計算上必要な厚さが外径の0.1倍を超える場合 

次の2つの式より計算したいずれか大きい方の値 




























１

３

３

Ｓ

2・Ｐ
1－1－ ・

2

）－2・ｔＤ（
ｔ

2.167

）／Ｂ＋0.0833Ｐ（ ・ ）－2・ｔＤ（
＝ｔ

ｅｓｏ

ｅｓｏ

  

  ················(Ｄ''') 

ただし，Ｄｏ＝Ｄｏ ，ｔｓ＝ｔｓ ，長さは（Ｄｏ －2・ｔｓ ）とする。 

(3) 評価 

大径端側及び小径端側のそれぞれについて，レジューサの最小厚さ（ｔｓ）≧レ

ジューサの計算上必要な厚さ（ｔ）ならば強度は十分である。 

(4) 補足 

a. 計算書中，ＮＯ.（レジューサの番号）に＊印の付いているものは，偏心レジ

ューサを示す。 

b. 偏心レジューサの場合のθは，円すいの頂角をそのまま使用する。 

c. 計算書中，算式の項の文字は(2)a項，b項，c項及びd項の文字Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｃ'，

Ｃ''，Ｄ，Ｄ'，Ｄ''及びＤ'''に対応する。 
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2.6 管の穴と補強計算 

管の穴と補強計算は，設計・建設規格 PPC-3420を適用する。 

(1) 記号の説明 

 設計・建設 

規格の記号 
計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

直 
 

管 
 

又 
 

は 
 

曲 
 

げ 
 

管 
 

の 
 

記 
 

号 

Ｂ 

 

 

 

 

Ｄ 

ｄ 

ｄ 

Ｋ 

 

 

 

Ｓ 

 

 

 

ｔｓ 

 

ｔｓｒ，ｔｒ３ 

η 

 

Ｂ 

 

 

 

 

Ｄｏｒ 

ｄ 

ｄｆｒ 

Ｋ 

 

 

Ｑｒ  

Ｓｒ 

 

 

 

ｔｒ 

ｔｒｏ 

ｔｒｒ 

η 

 

外面に圧力を受ける場合の計算に用いる係数 

設計・建設規格 付録材料図表 Part7 図1

～図20により求めた値 

（Ｂを求める際に使用した板の厚さは繰返し

計算により最終的にｔｂｒ及びｔｒｒとなる。） 

主管の外径 

断面に現れる穴の径 

補強を要しない穴の最大径 

穴の補強計算の係数 










ｒｒ

ｏｒ

・η・ｔ1.82・Ｓ

Ｐ・Ｄ
＝  

主管の厚さの負の許容差 

最高使用温度における主管の材料の許容引張

応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5

による。 

主管の最小厚さ 

主管の公称厚さ 

主管の計算上必要な厚さ 

継手の効率 

設計・建設規格 PVC-3130に規定する効率（穴

が管の長手継手を通る場合，穴が鏡板を継ぎ

合わせて作る場合の当該継手を通る場合，穴

が管と全半球形鏡板との接合部の周継手を通

る場合） 

1.00（その他の場合） 

― 

 

 

 

 

mm 

mm 

mm 

― 

 

 

％，mm 

MPa 

 

 

 

mm 

mm 

mm 

― 
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 設計・建設 

規格の記号 
計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

鏡 
 

 
 

 

板 
 

 
 

 

の 
 

 
 

 
記 

 
 

 
 

号 

Ｂ 

 

 

 

 

 

 

Ｄ 

 

ｄ 

ｄ 

Ｋ 

Ｋ１ 

 

 

 

Ｋ 

 

 

 

Ｒ 

 

Ｓ 

 

 

 

ｔｓ 

 

ｔｓｒ，ｔｒ１ 

Ｗ 

Ｂ 

 

 

 

 

 

Ｄ 

Ｄｏ 

 

ｄ 

ｄｆｒ 

Ｋ 

Ｋ１ 

 

 

 

ＫＫ 

 

 

 

Ｒ 

 

Ｓ 

 

 

 

ｔｃ 

ｔｃｏ 

ｔｃｒ 

Ｗ  

中高面に圧力を受ける場合の計算に用いる係

数 

設計・建設規格 付録材料図表 Part7 図1

～図20により求めた値 

（Ｂを求める際に使用した板の厚さは繰返し

計算により最終的にｔｂｒ及びｔｃｒとなる。） 

鏡板の内面における長径 

鏡板が取付けられる管の外径 

（フランジ部の外径に同じ。） 

断面に現れる穴の径 

補強を要しない穴の最大径 

穴の補強計算の係数 

半だ円形鏡板の中底面に圧力を受ける場合の

計算に用いる係数 

設計・建設規格 PPC-3424(1)の表PPC-3424-1

及び表PPC-3424-2による。 

半だ円形鏡板の中高面に圧力を受ける場合の

計算に用いる係数 

設計・建設規格 PPC-3415.2(2)f.の 

表PPC-3415.2-1による。 

さら形鏡板の中央部における内面の半径又は

全半球形鏡板の内半径 

最高使用温度における鏡板の材料の許容引張

応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5

による。 

鏡板の最小厚さ 

鏡板の公称厚さ 

鏡板の計算上必要な厚さ 

さら形鏡板の形状による係数  

― 

 

 

 

 

 

mm 

mm 

 

mm 

mm 

― 

― 

 

 

 

― 

 

 

 

mm 

 

MPa 

 

 

 

mm 

mm 

mm 

―  
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 設計・建設 

規格の記号 
計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

平 
 

板 
 

の 
 

記 
 

号 

ｄ 

ｄ 

Ｋ 

Ｓ 

 

 

 

ｔ 

ｔｓ 

 

ｔｓｒ，ｔｒ２ 

 

 

 

(ａ)～(ｎ)  

ｄ 

ｄＨ 

Ｋ 

Ｓ 

 

 

 

ｔ 

ｔｃ 

ｔｃｏ 

ｔｃｒ 

取付け方法 

 

 

2A～2N 

平板の径又は最小内のり 

断面に現れる穴の径 

平板の取付け方法による係数 

最高使用温度における平板材料の許容引張

応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5

による。 

補強を要しない平板の計算上必要な厚さ 

平板の最小厚さ 

平板の呼び厚さ 

平板の計算上必要な厚さ 

平板の取付け方法 

設計・建設規格 PPC-3413の表PPC-3413-1に

よる。 

取付け方法の表示区分 

mm 

mm 

― 

MPa 

 

 

 

mm 

mm 

mm 

mm 

― 

 

 

― 
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 設計・建設 

規格の記号 
計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

共 
 

通 
 

記 
 

号 
 

（
管 

の 
穴 
と 

補 

強 

計 

算
） 

Ａ 

 

 

 

 

Ａｒ 

 

 

 

 

 

 

Ａｓ 

 

 

 

 

 

 

 

Ｄｉ 

 

 

 

 

 

 

ｄ 

Ｆ 

 

 

Ａ０ 

Ａ１ 

Ａ２ 

Ａ３ 

Ａ４ 

Ａｒ 

ＡｒＤ 

Ａ０Ｄ 

Ａ１Ｄ 

Ａ２Ｄ  

Ａ３Ｄ 

Ａ４Ｄ  

Ａｓｒ 

Ａｓｏ 

Ａｒｉ 

Ａｏｉ 

Ａｒｓ 

Ａ２ｓ 

Ａ３ｓ 

Ａ４ｓ 

Ｄｉｂ 

Ｄｉｒ 

Ｄｏｂ 

Ｄｏｅ 

ｄＤ 

ｄｆｒＤ 

ｄｒ１ 

ｄｒ２ 

Ｆ 

 

 

穴の補強に有効な面積の総和 

穴の補強に有効な主管部の面積 

穴の補強に有効な管台部の面積 

穴の補強に有効なすみ肉部の面積 

穴の補強に有効な強め材部の面積 

穴の補強に必要な面積 

大穴の補強に必要な面積 

大穴の補強に有効な面積の総和 

大穴の補強に有効な主管部の面積 

大穴の補強に有効な管台部の面積 

大穴の補強に有効なすみ肉部の面積 

大穴の補強に有効な強め材部の面積 

2つの穴の間の主管の必要な断面積 

2つの穴の間の主管の断面積 

2つの穴の補強に必要な面積の2分の1の面積 

2つの穴の間にある補強に有効な面積 

隣接する穴の補強に必要な面積 

隣接する穴の補強に有効な管台部の面積 

隣接する穴の補強に有効なすみ肉部の面積 

隣接する穴の補強に有効な強め材部の面積 

管台の内径 

主管の内径 

管台の外径 

強め材の外径 

断面に現れる隣接する穴の径 

大穴の補強を要しない限界径 

補強を要しない穴の最大径 

補強を要しない穴の最大径 

設計・建設規格 PPC-3424(1)b.により求めら

れる係数 

 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

― 
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 設計・建設 

規格の記号 
計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

共 
 

通 
 

記 
 

号 
 

（
管 

の 
穴 

と 

補 

強 

計 

算
） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

Ｐ，Ｐｅ 

 

Ｓ 

 

 

 

Ｓ 

 

 

 

 

 

 

ｔｎ 

 

ｔｎｒ 

Ｆ１ 

Ｆ２ 

Ｆ３ 

Ｌ 

ＬＡ 

 

ＬＡＤ 

 

ＬＮ 

 

ＬＮＤ 

 

Ｌｓ 

Ｌ１ 

 

Ｌ２ 

Ｐ 

Ｑｂ 

Ｓｂ 

 

 

 

Ｓｅ 

 

 

 

Ｓｗ１ 

Ｓｗ２ 

Ｓｗ３ 

ｔｂ 

ｔｂｎ 

ｔｂｒ 

すみ肉溶接のせん断応力係数 

突合せ溶接の引張応力係数 

突合せ溶接のせん断応力係数 

2つの穴の径の平均値の1.5倍の値 

穴の中心線に平行な直線で区切られる補強に

有効な範囲 

穴の中心線に平行な直線で区切られる大穴の

補強に有効な範囲 

主管の面に平行な直線で区切られる補強に有

効な範囲 

主管の面に平行な直線で区切られる大穴の補

強に有効な範囲 

2つの穴の中心間の距離 

管台のすみ肉部の脚長（Ａ形，Ｂ形）又は管台

補強部の短辺長さ（Ｃ形） 

強め材のすみ肉部の脚長  

最高使用圧力又は外面に受ける最高の圧力 

管台の厚さの負の許容差 

最高使用温度における管台の材料の許容引張

応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5

による。 

最高使用温度における強め材の材料の許容引

張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5

による。 

すみ肉溶接の許容せん断応力 

突合せ溶接の許容引張応力 

突合せ溶接の許容せん断応力 

管台の最小厚さ 

管台の公称厚さ 

管台の計算上必要な厚さ 

― 

― 

― 

mm 

mm 

 

mm 

 

mm 

 

mm 

 

mm 

mm 

 

mm 

MPa 

％，mm 

MPa 

 

 

 

MPa 

 

 

 

MPa 

MPa 

MPa 

mm 

mm 

mm 
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 設計・建設 

規格の記号 
計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

共
通
記
号
（
管 

の 

穴 

と 

補 

強 

計 

算
） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

θ 

 

ｔｅ 

Ｗ 

Ｗｅ１ 

Ｗｅ２ 

Ｗｅ３ 

Ｗｅ４ 

Ｗｅ５ 

Ｗｅｂｐ１ 

Ｗｅｂｐ２ 

Ｗｅｂｐ３ 

α 

π 

形  式 

強め材の最小厚さ 

溶接部の負うべき荷重 

管台取付部すみ肉溶接部の許容せん断力 

管台取付部突合せ溶接部の許容せん断力 

管台取付部突合せ溶接部の許容せん断力 

強め材取付部突合せ溶接部の許容引張力 

強め材取付部すみ肉溶接部の許容せん断力 

予想される破断箇所の強さ 

予想される破断箇所の強さ 

予想される破断箇所の強さ 

分岐管の中心線と主管の中心線との交角 

円周率 

管台の取付け形式 

mm 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

゜ 

― 

― 
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(2) 計算手順及び算式 

a. 穴の形状 

管に設ける穴は，設計・建設規格 PPC-3421(2)により円形又はだ円形であるこ

と。 

b. 管台の取付け形式 

図2－1～図2－5に管台の取付け形式及び予想される破断形式を示す。 

ただし，すみ肉溶接部分の破断箇所については，両方の脚長が等しいため，片

側の脚長の破断形式のみを図示する。 

 

 

 

 

図2－1 Ａ形（強め材のない場合） 
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図2－2 Ｂ形（強め材のある場合） 
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図2－3 Ａ形（鏡板で強め材のない場合） 
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図2－4 Ａ形（平板で強め材のない場合） 
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図2－5 Ｃ形（一体形で強め材のない場合） 
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c. 穴の補強の要否 

穴の補強の要否は，設計・建設規格 PPC-3422を適用する。 

(a) 算式 

補強を要しない穴の最大径は，次のイ項又はロ項で計算した値のいずれか大

きい値（ｄｆｒ）とする。 

イ. 平板以外の管に設ける穴であって，穴の径が61mm以下で，かつ，管の内径

の4分の1以下の穴（ｄｒ１） 

ロ. 平板以外の管に設ける穴であって，イ項に掲げるものを除き，穴の径が

200mm以下で，かつ，設計・建設規格の図PPC-3422-1及び図PPC-3422-2により

求めた値以下の穴（ｄｒ２） 

直管又は曲げ管の場合   

３２ ）1－Ｋ（ ・・ｔＤ ＝8.05・ｄ ｒｏｒｒ  

鏡板の場合 

３
２ ）1－Ｋ（ ・・ｔＤ ＝8.05・ｄ ｃｏｒ  

ただし，Ｋの値は次の算式による。 

(イ) 直管又は曲げ管の場合 

ｒｒ

ｏｒ

・η・ｔ.82・Ｓ1

Ｐ・Ｄ
Ｋ＝  

(ロ) さら形鏡板又は半だ円形鏡板の場合 

ｃ

ｏ

Ｓ・η・ｔ 1.82・

Ｐ・Ｄ
Ｋ＝  

(ハ) 全半球形鏡板の場合 

ｃ

ｏ

Ｓ・η・ｔ 3.64・

Ｐ・Ｄ
Ｋ＝  

ただし，Ｋ＞0.99の場合はＫ＝0.99とする。 

ハ. 平板に穴を設ける場合であって，平板の最小厚さ（ｔｃ）が次の式により

計算した値以上のもの 

(イ) 穴の径が平板の径又は最小内のりであるｄの値の2分の1以下の場合 

Ｓ

2・Ｋ・Ｐ
ｔ＝ｄ・   

ただし，Ｋの値は設計・建設規格 PPC-3413の表PPC-3413-1中で(ｍ)の

取付け方法を除き，0.375以上とすることを要しない。 
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(ロ) 穴の径が平板の径又は最小内のりであるｄの値の2分の1を超える場合 

Ｓ

2.25・Ｋ・Ｐ
ｔ＝ｄ・   

(b) 評価 

補強を要しない穴の最大径（ｄｆｒ）≧断面に現れる穴の径（ｄ）又は平板

の最小厚さ（ｔｃ）≧補強を要しない平板の計算上必要な厚さ（ｔ）ならば，

穴の補強計算及び溶接部の強度計算は必要ない。 

必要な場合は，d項以降による。 

d. 穴の補強に有効な範囲 

穴の補強に有効な範囲は，設計・建設規格 PPC-3424(1)a.を適用する。 

ただし，構造上計算した有効範囲が取れない場合は，構造上取り得る範囲とする。 

(a) 穴の中心線に平行な直線で区切られる補強に有効な範囲（ＬＡ）は，次の2つ

の式より計算したいずれか大きい方の値 

イ. 直管又は曲げ管の場合 

＝ｄＬＡ  又は ｂｒ＋ｔ＋ｔ
2

ｄ
＝ＬＡ  

ロ. 鏡板の場合 

＝ｄＬＡ  又は ｂｃ＋ｔ＋ｔ
2

ｄ
＝ＬＡ  

ハ. 平板の場合 

ＨＡ＝ｄＬ  又は ｂｃ＋ｔ＋ｔ
2

ｄ
＝Ｌ

Ｈ
Ａ  

(b) 主管の面に平行な直線で区切られる補強に有効な範囲（ＬＮ）は，次の2つの

式より計算したいずれか小さい方の値 

イ. 直管又は曲げ管の場合 

ｒ＝2.5・ｔＬＮ  又は ｅｂ＋ｔ＝2.5・ｔＬＮ  

ロ. 鏡板の場合 

ｃ＝2.5・ｔＬＮ  又は ｂ＝2.5・ｔＬＮ  

ハ. 平板の場合 

ｃ＝2.5・ｔＬＮ  又は ｂ＝2.5・ｔＬＮ  

e. 主管の厚さの計算 

主管の計算上必要な厚さ（ｔｒｒ又はｔｃｒ）は，設計・建設規格 PPC-3424(1)b.(a)

を適用する。 
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(a) 直管又は曲げ管の場合 

＋0.8・Ｐ2・Ｓ

Ｐ・Ｄ
＝ｔ

・ηｒ

ｏｒ
ｒｒ   ··········································  （内圧） 

ただし，η＝1.00 

4・Ｂ

3・Ｐ・Ｄ
＝ｔ

ｏｒ
ｒｒ   ···················································  （外圧） 

(b) 鏡板の場合 

イ. さら形鏡板 

Ｐ2・Ｓ・η－0.2・

Ｐ・Ｒ・Ｗ
＝ｔｃｒ   ········································  （中低面） 

ただし，Ｗ＝1.00及びη＝1.00 

Ｂ

）Ｒ＋ｔ（ Ｐ・
＝ｔ

ｃ
ｃｒ   ················································  （中高面） 

ロ. 半だ円形鏡板 

Ｐ2・Ｓ・η－0.2・

・ＤＰ・Ｋ
＝ｔ

１
ｃｒ   ········································  （中低面） 

Ｂ

）Ｄ＋2・ｔ（ ・Ｐ・Ｋ
＝ｔ

ｃ
ｃｒ

Ｋ
  ····································  （中高面） 

ハ. 全半球形鏡板 

Ｐ2・Ｓ・η－0.2・

Ｐ・Ｒ
＝ｔｃｒ   ········································  （中低面） 

Ｂ

）Ｒ＋ｔ（ Ｐ・
＝ｔ

ｃ
ｃｒ   ················································  （中高面） 

(c) 平板の場合 

Ｓ

Ｋ・Ｐ
＝ｄ・ｔｃｒ    

f. 管台の厚さの計算 

管台の計算上必要な厚さ（ｔｂｒ）は，設計・建設規格 PPC-3424(1)b.(b)を適

用する。 

－1.2・Ｐ2・Ｓ

Ｐ・Ｄ
＝ｔ

ｂ

ｉｂ
ｂｒ   ··················································  （内圧） 

4・Ｂ

3・Ｐ・Ｄ
＝ｔ

ｏｂ
ｂｒ   ······················································  （外圧） 
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g. 穴の補強計算 

穴の補強計算は，設計・建設規格 PPC-3424(1)を適用する。 

(a) 算式 

イ. 補強に必要な面積 

(イ) 直管又は曲げ管の場合 

・(2－sinα)＝1.07・ｄ・ｔＡ ｒｒｒ  

(ロ) 鏡板の場合 

ｃｒｒ＝ｄ・ｔＡ  

(ハ) 平板の場合 

ｃｒｒ ・ｔ＝0.5・ｄＡ Ｈ  

ロ. 補強に有効な面積 

(イ) 直管又は曲げ管の場合 

）－ｄ2・Ｌ（ ・ ）－Ｆ・ｔη・ｔ（＝Ａ Ａｒｒｒ１

ｒ

ｂ
ｂｒｂ

Ｓ

Ｓ
・α・Ｌ・cosec ）－ｔｔ（ ＝2・Ａ Ｎ２    

ｒ

ｂ

Ｓ

Ｓ
α・・sin）Ｌ（＝Ａ ２

１３    

ｒ

ｅ

ｒ

ｅ
ｅｏｂｏｅ

Ｓ

Ｓ
・）Ｌ（＋

Ｓ

Ｓ
・・ｔ ）α・cosec－ＤＤ（＝Ａ ２

２４        

（強め材が有効範囲ＬＡ内にある場合） 

ｒ

ｅ
ｅｏｂ

Ｓ

Ｓ
・・ｔ ）α・cosec－Ｄ2・Ｌ（＝Ａ Ａ４    

（強め材が有効範囲ＬＡの外まである場合） 

４３２１０ ＋Ａ＋Ａ＋Ａ＝ＡＡ  

(ロ) 鏡板の場合 

）－ｄ2・Ｌ（ ・ ）－Ｆ・ｔη・ｔ（＝Ａ Ａｃｒｃ１  

Ｓ

Ｓ
・Ｌ ）－ｔｔ（ ＝2・Ａ

ｂ
・ｂｒｂ Ｎ２    

Ｓ

Ｓ
・ ）Ｌ（＝Ａ

ｂ２
１３    

３２１０ ＋Ａ＋Ａ＝ＡＡ  

(ハ) 平板の場合 

）－ｄ2・Ｌ（ ・ ）－Ｆ・ｔη・ｔ（＝Ａ ＨＡｃｒｃ１  

Ｓ

Ｓ
・・Ｌ ）－ｔｔ（ ＝2・Ａ

ｂ
ｂｒｂ Ｎ２    
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Ｓ

Ｓ
・）Ｌ（＝Ａ

ｂ２
１３     

３２１０ ＋Ａ＋Ａ＝ＡＡ  

(b) 評価 

穴の補強に有効な面積（Ａ０）＞穴の補強に必要な面積（Ａｒ）ならば穴の補

強は十分である。 

h. 大穴の補強の要否 

大穴の補強の要否は，設計・建設規格 PPC-3424(4)を適用する。 

(a) 算式 

大穴の補強を要しない限界径（ｄｆｒＤ） 

イ. Ｄｉｒが1500mm以下の場合 

ｄｆｒＤ＝Ｄｉｒ／2 

ただし，500mmを超える場合500mmとする。 

ロ. Ｄｉｒが1500mmを超える場合 

ｄｆｒＤ＝Ｄｉｒ／3 

ただし，1000mmを超える場合1000mmとする。 

(b) 評価 

大穴の補強を要しない限界径（ｄｆｒＤ）≧断面に現れる穴の径（ｄ）ならば

大穴の補強計算は必要ない。 

必要な場合は，ｉ項以降による。 
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i. 大穴の補強に有効な範囲 

大穴の補強に有効な範囲は，設計・建設規格 PPC-3424(4)を適用する。 

ただし，構造上計算した有効範囲が取れない場合は，構造上取り得る範囲とす

る。 

(a) 大穴の補強における管台の取付け形式 

図2－6～図2－10に大穴の補強における管台の取付け形式を示す。 

 

 

 

 

図2－6 Ａ形（強め材のない場合） 
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図2－7 Ｂ形（強め材のある場合） 
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図2－8 Ａ形（鏡板で強め材のない場合） 
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図2－9 Ａ形（平板で強め材のない場合） 
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図2－10 Ｃ形（一体形で強め材のない場合） 
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(b) 穴の中心線に平行な直線で区切られる大穴の補強に有効な範囲 

Ｌ
ｄ

2

ｄ

4
ＡＤ＝ ＋  

(c) 主管の面に平行な直線で区切られる大穴の補強に有効な範囲 

ＬＮＤ Ｎ＝Ｌ  

j. 大穴の補強計算 

大穴の補強計算は，設計・建設規格 PPC-3424(4)を適用する。 

(a) 算式 

イ. 大穴の補強に必要な面積 

Ａ
2

3
ｒ ｒＤ

  
＝ ・Ａ  

ロ. 大穴の補強に有効な面積 

Ａ１Ｄ＝（η･ｔｒ－Ｆ･ｔｒｒ）･（2･ＬＡＤ－ｄ） 

 

Ａ２ ２Ｄ＝Ａ  

（管台の外径が有効範囲ＬＡＤ内にある場合） 

 

Ａ
ｄ

4

Ｓ

Ｓ
２Ｄ ＮＤｂｒ

ｂ

ｒ
＝2・ －ｔ ・cosec ・Ｌ ・









  

（管台の外径が有効範囲ＬＡＤの外まである場合） 

 

Ａ３ ３Ｄ＝Ａ  

（すみ肉部の脚長が有効範囲ＬＡＤ内にある場合） 

 

Ａ３Ｄ＝ 0 

（すみ肉部の脚長が有効範囲ＬＡＤの外まである場合） 

 

Ａ４ ４Ｄ＝Ａ  

（強め材が有効範囲ＬＡＤ内にある場合） 

 

Ａ 3・
ｄ

2

Ｓ

Ｓ
４Ｄ ｏｂ ｅ

ｅ

ｒ
＝ －Ｄ ・cosec ・ｔ ・









  

（強め材が有効範囲ＬＡＤの外まである場合） 

 

Ａ０ １ ２ ３ ４Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ＝Ａ ＋Ａ ＋Ａ ＋Ａ  

α 

α 
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(b) 評価 

大穴の補強に有効な面積（Ａ０Ｄ）≧大穴の補強に必要な面積（ＡｒＤ）なら

ば大穴の補強は十分である。 

k. 2つ穴の補強計算 

2つ以上の穴の補強に有効な範囲が重なり合う場合の補強計算は，設計・建設規

格 PPC-3424(2)a.，b.及びc.を適用する。 

以下，直管の2つ穴の計算方法を示す。 

(a) 算式 

イ. 2つの穴の間にある主管の必要な断面積 

Ａｓｒ ｓ ｒｒ＝0.7・Ｌ ・ｔ ・Ｆ  

ロ. 2つの穴の間にある主管の断面積 

Ａ Ｌ
ｄ＋ｄ

2
ｓｏ ｓ ｒ

Ｄ
＝ － ・ｔ








  

(b) 算式 

2つの穴の径の平均値の1.5倍の値 

Ｌ＝1.5・
ｄ＋ｄ

2

Ｄ







  

(c) 算式 

イ. 2つの穴の補強に必要な面積の2分の1 

Ａ
Ａ

2
ｒｉ

ｒ ｒｓ
＝

＋Ａ
 

Ａｒ及びＡｒｓは1つの穴の計算に準じる。 

ロ. 2つの穴の間にある補強に有効な面積 

2

＋ＡＡ
＋

2

＋ＡＡ
＋

2

＋ＡＡ
）＋－ｔｔ（・

2

＋ｄｄ
－Ｌ＝Ａ

ｓｓｓ
ｒｒｒｓｏｉ

４４３３２２Ｄ
    









Ａ２，Ａ２ｓ，Ａ３，Ａ３ｓ，Ａ４及びＡ４ｓは，1つの穴の計算に準じる。 

(d) 評価 

穴の補強は，以下の条件を満足すれば十分である。 

イ. 2つの穴の間にある主管の断面積（Ａｓｏ）≧2つの穴の間にある主管の必

要な断面積（Ａｓｒ） 

ロ. 2つの穴の間にある補強に有効な面積（Ａｏｉ）≧2つの穴の補強に必要な

面積の2分の1（Ａｒｉ） 

ハ. 2つの穴の中心間の距離（Ｌｓ）≧2つの穴の径の平均値の1.5倍（Ｌ） 
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l. 溶接部の強度計算 

溶接部の強度計算は，設計・建設規格 PPC-3424(8)及び(9)を適用する。 

ただし，Ｃ形に関しては評価すべき溶接部がないため，強度計算は行わない。 

(a) 算式 

イ. 溶接部の負うべき荷重 

(イ) 直管又は曲げ管の場合 

Ｗ＝ｄ・ｔｒｒ・Ｓｒ－（η・ｔｒ－Ｆ・ｔｒｒ）・（2・ＬＡ－ｄ）・Ｓｒ 

(ロ) 鏡板の場合 

Ｗ＝ｄ・ｔｃｒ・Ｓ－（η・ｔｃ－Ｆ・ｔｃｒ）・（2・ＬＡ－ｄ）・Ｓ 

(ハ) 平板の場合 

Ｗ＝ｄＨ・ｔｃｒ・Ｓ－（η・ｔｃ－Ｆ・ｔｃｒ）・（2・ＬＡ－ｄＨ）・Ｓ 

ロ. 溶接部の許容応力 

(イ) 直管又は曲げ管の場合 

３３

２２

１

・Ｆ＝ＳＳ

・Ｆ＝ＳＳ

・Ｆ＝ＳＳ

ｒ

ｒ

ｒ１

Ｗ

Ｗ

Ｗ

 

(ロ) 鏡板又は平板の場合 

Ｓ

Ｓ

Ｓ

１ １

２ ２

３ ３

Ｗ

Ｗ

Ｗ

＝Ｓ・Ｆ

＝Ｓ・Ｆ

＝Ｓ・Ｆ

 

ハ. 溶接部の破断強さ 

(イ) 直管又は曲げ管の場合 

／2・Ｓ・Ｌ＝π・ＤＷ

・Ｓ・ｔ α・cosec＋ｔ
2

ｄ
 ＝π・Ｗ

α／2・cosec・Ｓ＝π・ｄ・ｔＷ

α／2・cosec・Ｓ＝π・ｄ・ｔＷ

・Ｓ・Ｌ α・cosec＋ｔ
2

ｄ
 ＝π・Ｗ

１２５

２４

３３

３２

１１１

Ｗ

Ｗ

Ｗ

Ｗ

Ｗ

ｏｅｅ

ｅｂｅ

ｂｅ

ｂｅ

ｂｅ



















 

(ロ) 鏡板の場合 

／2・Ｓ＝π・ｄ・ｔＷ

／2・Ｓ＝π・ｄ・ｔＷ

・Ｓ・Ｌ ＋ｔ
2

ｄ
 ＝π・Ｗ

３

３２

１１１

Ｗ

Ｗ

Ｗ

ｂｅ３

ｂｅ

ｂｅ 








 



 

53 

S2
 
補
 Ⅵ

-3
-2
-4
(1
) 
R
1 

(ハ) 平板の場合 

／2・Ｓ・ｔ＝π・ｄＷ

／2・Ｓ・ｔ＝π・ｄＷ

・Ｓ・Ｌ＋ｔ
2

ｄ
＝π・Ｗ

３３

３２

１１１

ＷＨ

ＷＨ

Ｗ
Ｈ

ｂｅ

ｂｅ

ｂｅ     








 

ニ. 予想される破断箇所の強さ 

(イ) Ａ形の管台形式の場合 

Ｗｅｂｐ１＝  を通る強さ＝Ｗｅ３ 

Ｗｅｂｐ２＝ ＋  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ２ 

(ロ) Ｂ形の管台形式の場合 

Ｗｅｂｐ１＝ ＋  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ３ 

Ｗｅｂｐ２＝ ＋  を通る強さ＝Ｗｅ２＋Ｗｅ４ 

Ｗｅｂｐ３＝ ＋  を通る強さ＝Ｗｅ２＋Ｗｅ５ 

(b) 評価 

イ. 溶接部の負うべき荷重（Ｗ）が0以下の場合 

溶接部の強度は十分とみなし，溶接部の強度計算は行わない。 

ロ. 溶接部の負うべき荷重（Ｗ）が0を超える場合 

溶接部の負うべき荷重（Ｗ）≦予想される破断箇所の強さ（ Ｗｅｂｐ１ ，

Ｗｅｂｐ２ ， Ｗｅｂｐ３ ）ならば溶接部の強度は十分である。 

(3) 補足 

a. 穴の補強計算，大穴の補強計算及び2つ穴の補強計算において面積の計算をす

る際，
Ｓ

Ｓ

Ｓ

Ｓ

Ｓ

Ｓ

ｂ

ｒ

ｂ ｅ

ｒ
又は, が1を超える場合は，値を1として計算する。 

b. 断面が長手軸となす角度により求めた係数Ｆは，1として計算する。 

c. 鏡板及び平板の補強計算は，本書では取付け角度が90°で1つ穴のものについて

の計算方法を示す。 

Ｗｅ５ Ｗｅ２ 

Ｗｅ４ Ｗｅ２ 

Ｗｅ３ Ｗｅ１ 

Ｗｅ２ Ｗｅ１ 

Ｗｅ３ 
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2.7 フランジの強度計算 

フランジの強度計算は，設計・建設規格 PPC-3414を適用する。 

計算は，ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3を適用する。 

(1) 記号の説明 

設計・建設 

規格又は 

ＪＩＳの記号 

計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

Ａ Ａ フランジの外径 mm 

Ａｂ Ａｂ 実際に使用するボルトの総有効断面積 mm2 

Ａｍ Ａｍ ボルトの総有効断面積 mm2 

Ａｍ１ Ａｍ１ 使用状態でのボルトの総有効断面積 mm2 

Ａｍ２ Ａｍ２ ガスケット締付時のボルトの総有効断面

積 

mm2 

Ｂ Ｂ フランジの内径 mm 

Ｂ１ Ｂ１ Ｂ＋ｇ０（ｆ≧1のときの一体形フランジの場

合） 

Ｂ＋ｇ１（ルーズ形フランジ（差込み形フ

ランジ）及び一体形フランジでｆの最小採

用値は1であるが，ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 

附属書3 図4より求まるｆが1未満となる

場合） 

mm 

ｂ ｂ ガスケット座の有効幅 mm 

ｂ０ ｂｏ ガスケット座の基本幅（ＪＩＳ Ｂ   

８２６５ 附属書3 表3による。） 

mm 

Ｃ Ｃ ボルト穴の中心円の直径 mm 

ｄ ｄ 係数 









合）（一体形フランジの場・ｇ・ｈ

Ｖ

Ｕ
＝ ２

０ｏ  












）み形フランジ）の場合

差込（ルーズ形フランジ（
・ｇ・ｈ

Ｖ

Ｕ
＝ ２

０ｏ
Ｌ

  

 

mm3 

ｄｂ ｄｂ ボルトのねじ部の谷の径と軸部の径の最

小部の小さい方の径 

mm 

 ｄｉ 穴あきボルトの内径 mm 
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設計・建設 

規格又は 

ＪＩＳの記号 

計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

ｅ ｅ 係数 









場合）　（一体形フランジの

ｈ

Ｆ
＝

ｏ
 












）み形フランジ）の場合

差込（ルーズ形フランジ（
　

ｈ

Ｆ
＝

ｏ

Ｌ
 

mm-1 

Ｆ Ｆ 一体形フランジの係数（ＪＩＳ Ｂ   

８２６５ 附属書3 図5又は表4による。） 

― 

ＦＬ ＦＬ ルーズ形フランジの係数（ＪＩＳ Ｂ  

８２６５ 附属書3 図6又は表4による。） 

― 

ｆ ｆ ハブ応力修正係数（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 

附属書3 図4又は表4による。） 

― 

Ｇ Ｇ ガスケット反力円の直径 mm 

 Ｇｓ ガスケット接触面の外径 mm 

ｇ０ ｇ０ ハブ先端の厚さ mm 

ｇ１ ｇ１ フランジ背面のハブの厚さ mm 

Ｈ Ｈ 圧力によってフランジに加わる全荷重 N 

ＨＤ ＨＤ 圧力によってフランジの内径面に加わる

荷重 

N 

ＨＧ，ＨＧ ＨＧ ガスケット荷重 N 

ＨＰ ＨＰ 気密を十分に保つためにガスケット又は

継手接触面に加える圧縮力 

N 

ＨＴ ＨＴ 圧力によってフランジに加わる全荷重と

フランジの内径面に加わる荷重との差 

N 

ｈ ｈ ハブの長さ mm 

ｈＤ ｈＤ ボルト穴の中心円からＨＤ作用点までの

半径方向の距離 

mm 

ｈＧ ｈＧ ボルト穴の中心円からＨＧ作用点までの

半径方向の距離 

mm 

ｈ０ ｈｏ Ｂ・ｇ０  mm 

ｈＴ ｈＴ ボルト穴の中心円からＨＴ作用点までの

半径方向の距離 

mm 
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設計・建設 

規格又は 

ＪＩＳの記号 

計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

Ｋ Ｋ フランジの内外径の比 ― 

Ｌ Ｌ 係数 

＝ ＋
ｔ・ｅ＋1

Ｔ

ｔ

ｄ

３

 

― 

ＭＤ ＭＤ 内圧によってフランジの内径面に加わる

モーメント 

N･mm 

ＭＧ ＭＧ ガスケット荷重によるモーメント N･mm 

Ｍｇ Ｍｇ ガスケット締付時にフランジに作用する

モーメント 

N･mm 

Ｍ０ Ｍｏ 使用状態でフランジに作用するモーメン

ト 

N･mm 

ＭＴ ＭＴ 内圧によってフランジに加わる全荷重とフ

ランジの内径面に加わる荷重との差による

モーメント 

N･mm 

ｍ ｍｇ ガスケット係数（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 

附属書3 表2による。） 

― 

Ｎ Ｎ ガスケットの接触面の幅（ＪＩＳ Ｂ  

８２６５ 附属書3 表3による。） 

mm 

ｎ ｎ ボルトの本数 ― 

Ｍ Ｍｅ フランジ部に作用するモーメント N･mm 

ＰＦＤ Ｐ 設計圧力 

（応力計算に用いる設計圧力は最高使用圧

力又は外面に受ける最高の圧力にＰｅｑを

加えたものである。） 

MPa 

Ｐｅｑ Ｐｅｑ 管の自重及びその他の機械的荷重により

フランジ部に作用する曲げモーメントを

圧力に換算した値 

 
３・Ｇπ

・Ｍ16
＝Ｐ

ｅ
ｅｑ

  

 

MPa 

 Ｐｏ 最高使用圧力（内圧） MPa 
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設計・建設 

規格又は 

ＪＩＳの記号 

計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

Ｒ Ｒ ボルトの中心円からハブとフランジ背面

との交点までの半径方向の距離 

mm 

Ｔ Ｔ Ｋ（＝Ａ／Ｂ）の値によって定まる係数（ 

ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 図7に

よる。） 

― 

ｔ ｔ フランジの厚さ mm 

Ｕ Ｕ Ｋ（＝Ａ／Ｂ）の値によって定まる係数（ 

ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 図7に

よる。） 

― 

Ｖ Ｖ 一体形フランジの係数（ＪＩＳ Ｂ   

８２６５ 附属書3 図8又は表4による。） 

― 

ＶＬ ＶＬ ルーズ形フランジの係数（ＪＩＳ Ｂ  

８２６５ 附属書3 図9又は表4による。） 

― 

Ｗ，Ｗｇ Ｗｇ ガスケット締付時のボルト荷重 N 

Ｗｍ１ Ｗｍ１ 使用状態での必要な最小ボルト荷重 N 

Ｗｍ２ Ｗｍ２ ガスケット締付時に必要な最小ボルト荷

重 

N 

Ｗ０ Ｗｏ 使用状態でのボルト荷重 N 

Ｙ Ｙ Ｋ（＝Ａ／Ｂ）の値によって定まる係数（ 

ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 図7に

よる。） 

― 

ｙ ｙ ガスケットの最小設計締付圧力（ＪＩＳ 

Ｂ ８２６５ 附属書3 表2による。） 

N/mm2 

Ｚ 

 

Ｚ 

 

Ｋ（＝Ａ／Ｂ）の値によって定まる係数（ 

ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 図7に

よる。） 

―  

 

π π 円周率 ― 
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設計・建設 

規格又は 

ＪＩＳの記号 

計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

σａ σａ 常温におけるボルト材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 

表7による。 

MPa 

σｂ σｂ 最高使用温度におけるボルト材料の許容引

張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 

表7による。 

MPa 

σｆ σｆａ 常温におけるフランジ材料の許容引張応

力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 

表5による。 

MPa 

σｆ σｆｂ 最高使用温度におけるフランジ材料の許容引

張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 

表5による。 

MPa 

σＨ σＨｇ ガスケット締付時のハブの軸方向応力 MPa＊ 

σＨ σＨｏ 使用状態でのハブの軸方向応力 MPa＊ 

σＲ σＲｇ ガスケット締付時のフランジの径方向応

力 

MPa＊ 

σＲ σＲｏ 使用状態でのフランジの径方向応力 MPa＊ 

σＴ σＴｇ ガスケット締付時のフランジの周方向応

力 

MPa＊ 

σＴ σＴｏ 使用状態でのフランジの周方向応力 MPa＊ 

 形  式 フランジの形式 ― 

 NON-ASBESTOS 非石綿ジョイントシート ― 

 SUS-NON- 

ASBESTOS 

渦巻形金属ガスケット（非石綿） 

（ステンレス鋼） 

― 

注記＊：ＪＩＳ Ｂ ８２６５は「N/mm2」を使用しているが，設計・建設規格に合わ

せ「MPa」に読み替えるものとする。 
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(2) フランジの形式 

フランジの形式及び各部の記号は，図2－11～図2－15による。 

ただし，Ｗは，Ｗｇ，Ｗｍ１，Ｗｍ２及びＷｏのボルト荷重を表す。 

 

 

注：ハブのテーパが6°以下のときは，ｇ０＝ｇ１とする。 

ＴＹＰＥ－1 ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 図2 a) 4) 

 

 

 

注：ハブのテーパが6°以下のときは，ｇ０＝ｇ１とする。 

ＴＹＰＥ－2 ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 図2 a) 4) 

 

 

図2－11 ルーズ形フランジ（差込み形フランジ） 
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注：ハブのテーパが6°以下のときは，ｇ０＝ｇ１とする。 

 

ＴＹＰＥ－3 ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 図2 a) 5) 

 

 

図2－12 ルーズ形フランジ（差込み形フランジ） 
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ＴＹＰＥ－4 ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 図2 b) 8) 

 

 

ＴＹＰＥ－5 ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 図2 b) 8) 

 

注記＊：フランジに近いハブのこう配が1/3以下の場合は，ｈは下図に従う。 

 

 

図2－13 一体形フランジ 
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ＴＹＰＥ－6 ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 図2 b) 6) 

 

 

図2－14 一体形フランジ 



 

63 

S2
 
補
 Ⅵ

-3
-2
-4
(1
) 
R
1 

 

ＴＹＰＥ－7 ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 図2 c) 12) 

（一体形フランジとして計算） 

 

 

 

ＴＹＰＥ－8 ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 図2 c) 11) 

（一体形フランジとして計算） 

 

 

図2－15 任意形フランジ 
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(3) 内圧計算手順及び算式 

a. ガスケット座の有効幅及びガスケット反力円の直径 

ガスケット座の有効幅（ｂ）及びガスケット反力円の直径（Ｇ）は，ガスケッ

ト座の基本幅（ｂｏ）に従い以下のように求める。 

ｂｏ≦6.35mmの場合 

ｂ＝ｂｏ 

Ｇ＝Ｇｓ－Ｎ 

ｂｏ＞6.35mmの場合 

ｂ＝ ｏｂ2.52・  

Ｇ＝Ｇｓ－2・ｂ 

ただし，ｂｏはＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 表3による。 

b. 計算上必要なボルト荷重 

(a) 使用状態で必要なボルト荷重 

・Ｐ＝2・π・ｂ・Ｇ・ｍＨ

・Ｐ・Ｇ
4

π
Ｈ＝

＝Ｈ＋ＨＷ

ｇ

ｍ

Ｐ

Ｐ

２

１

    

(b) ガスケット締付時に必要なボルト荷重 

Ｗｍ２＝π・ｂ・Ｇ・ｙ  

c. ボルトの総有効断面積及び実際に使用するボルトの総有効断面積 

Ａ
Ｗ

ｍ
ｍ

ｂ
１

１
＝

σ
 （使用状態） 

Ａ
Ｗ

ｍ
ｍ

ａ
２

２
＝

σ
 （ガスケット締付時） 

）・ｎ－ｄ・（ｄ
4

π
＝Ａ

），ＡＡ（Max＝Ａ

２２

２１

ｉｂｂ

ｍｍｍ

  
 

d. フランジの計算に用いるボルト荷重 

Ｗｏ ｍ１＝Ｗ    （使用状態） 

Ｗ
Ａ

2
ｇ

ｍ ｂ
ａσ＝

＋Ａ
・









  （ガスケット締付時） 
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e. 使用状態でフランジに加わる荷重 

Ｈ
π

4

Ｈ

Ｈ

Ｄ

Ｇ

Ｔ Ｄ

２

ｏ

＝ ・Ｂ ・Ｐ

＝Ｗ －Ｈ

＝Ｈ－Ｈ

 

f. 使用状態でのフランジ荷重に対するモーメントアーム 

フランジの形式 ｈＤ  ｈＧ  ｈＴ  

一体形フランジ Ｒ＋0.5・ｇ１  Ｃ－Ｇ

2
 

Ｒ＋ｇ

2

Ｇ１＋ｈ
 

ルーズ形フランジ 

（差込み形フランジ） 

Ｃ－Ｂ

2  
Ｃ－Ｇ

2  
ｈ

2

Ｄ Ｇ＋ｈ
 

 

ただし， 

Ｒ＝
Ｃ－Ｂ

2
１









－ｇ  

g. 使用状態でフランジに作用するモーメント 

Ｍ

Ｍ

Ｍ

Ｍ

Ｄ Ｄ Ｄ

Ｇ Ｇ Ｇ

Ｔ Ｔ Ｔ

Ｄ Ｇ Ｔｏ

＝Ｈ ・ｈ

＝Ｈ ・ｈ

＝Ｈ ・ｈ

＝Ｍ ＋Ｍ ＋Ｍ

 

h. ガスケット締付時にフランジに作用するモーメント 

Ｍ
Ｃ－Ｇ

2
ｇ ｇ＝Ｗ ・









  

i. 一体形フランジ及びルーズ形フランジ（差込み形フランジ）の応力 

(a) 使用状態でのフランジの応力 

ｏ
ｏ

ｏ

ｏ
ｏ

ｏｏ
ｏ

ＲＴ

Ｒ

Ｈ

σσ

σ

σ

－Ｚ・
・Ｂt

・ＭＹ
＝

Ｂ・・ｔＬ

）・Ｍ1・ｔ・ｅ＋1.33（
＝

・ｇ4

・ＢＰ
＋

・ＢＬ・ｇ

・Ｍｆ
＝

２

２

０
２

１
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(b) ガスケット締付時のフランジの応力 

ｇ
ｇ

ｇ

ｇ
ｇ

ｇ
ｇ

ＲＴ

Ｒ

Ｈ

σσ

σ

σ

－Ｚ・
・Ｂｔ

・ＭＹ
＝

・Ｂ・ｔＬ

Ｍ）・1・ｔ・ｅ＋.331（
＝

Ｂ・ｇ・Ｌ

・Ｍｆ
＝

２

２

２
１

  

  

    

  

 

ただし， 

Ｌ＝
ｔ・ｅ＋1

Ｔ

ｔ

ｄ

３

＋  

ｈ Ｂ・ｇｏ ０＝  

ｄ＝
Ｕ

Ｖ
０

２・ｈ ・ｇｏ  （一体形フランジ） 

ｄ＝
Ｕ

ＶＬ
ｏ ０

２・ｈ ・ｇ  （ルーズ形フランジ（差込み形フランジ）） 

ｅ＝
Ｆ

ｈｏ
 （一体形フランジ） 

ｅ＝
Ｆ

ｈ

Ｌ

ｏ
 （ルーズ形フランジ（差込み形フランジ）） 

また，Ｂが20・ｇ１より小さいときは，ハブの軸方向の応力（σＨｏ）及び

σＨｇの計算式のＢの代わりにＢ１を用いる。 

j. 評価 

内圧を受けるフランジは，以下の条件を満足すれば十分である。 

(a) ボルトの総有効断面積 Ａｍ＜Ａｂ 

(b) ハブの軸方向応力 

使用状態にあっては σＨｏ≦1.5・σｆｂ 

ガスケット締付時にあっては σＨｇ≦1.5・σｆａ 

(c) フランジの径方向応力 

使用状態にあっては σＲｏ≦1.5・σｆｂ 

ガスケット締付時にあっては σＲｇ≦1.5・σｆａ 

(d) フランジの周方向応力 

使用状態にあっては σＴｏ≦1.5・σｆｂ 

ガスケット締付時にあっては σＴｇ≦1.5・σｆａ 



 

67 

S2
 
補
 Ⅵ

-3
-2
-4
(1
) 
R
1 

(4) 外圧計算手順及び算式 

a. ガスケット座の有効幅及びガスケット反力円の直径 

ガスケット座の有効幅（ｂ）及びガスケット反力円の直径（Ｇ）は，ガスケッ

ト座の基本幅（ｂｏ）に従い以下のように求める。 

ｂｏ≦6.35mmの場合 

ｂ＝ｂｏ 

Ｇ＝Ｇｓ－Ｎ 

ｂｏ＞6.35mmの場合 

ｏｂｂ＝2.52・   

Ｇ＝Ｇｓ－2・ｂ 

ただし，ｂｏはＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 表3による。 

b. 計算上必要なボルト荷重 

Ｗｍ２＝π・ｂ・Ｇ・ｙ 

c. ボルトの総有効断面積及び実際に使用するボルトの総有効断面積 

Ａ ＝ｍ２
Ｗ

σ

ｍ

ａ

２
 

Ａ ＝ ・（ｄ －ｄ ）・ｎｂ ｂ ｉ
２ ２π

4
 

d. フランジの計算に用いるボルト荷重 

Ｗ ＝
Ａ ＋Ａ

・ｇ
ｍ ｂ

ａ
２

σ
2









  

e. 使用状態でフランジに加わる荷重 

Ｈ＝ ・Ｇ ・Ｐ２π

4
 

Ｈ ＝ ・Ｂ ・ＰＤ
２π

4
 

ＨＴ＝Ｈ－ＨＤ 

f. 使用状態でのフランジ荷重に対するモーメントアーム 

フランジの形式 ｈＤ ｈＧ ｈＴ 

一体形フランジ Ｒ＋0.5・ｇ１ 
Ｃ－Ｇ

2
 

Ｒ＋ｇ ＋ｈ

2

１ Ｇ
 

ルーズ形フランジ 

（差込み形フランジ） 

Ｃ－Ｂ

2
 

Ｃ－Ｇ

2
 

ｈ ＋ｈ

2

Ｄ Ｇ
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ただし， 

Ｒ＝
Ｃ－Ｂ

2
－ｇ１











 

g. 使用状態でフランジに作用するモーメント 

Ｍｏ＝ＨＤ・（ｈＤ－ｈＧ）＋ＨＴ・（ｈＴ－ｈＧ） 

h. ガスケット締付時にフランジに作用するモーメント 

Ｍｇ＝Ｗｇ・ｈＧ 

i. 一体形フランジ及びルーズ形フランジ（差込み形フランジ）の応力 

(a) 使用状態でのフランジの応力 

ｏ
ｏ

ｏ

ｏ
ｏ

ｅ

２

ｏ
ｏ

ＲＴ

Ｒ

Ｈ

σσ

σ

σ

－Ｚ・
・Ｂt

・ＭＹ
＝

Ｂ・・ｔＬ

・Ｍ1）・ｔ・ｅ＋（1.33
＝

・ｇ4

・ＢＰ
＋

・ＢｇＬ・

・Ｍｆ
＝

２

２

０１

 

(b) ガスケット締付時のフランジの応力 

ｇ
２

ｇ
ｇ

２

ｇ
ｇ

２
１

ｇ
ｇ

ＲＴ

Ｒ

Ｈ

σσ

σ

σ

－Ｚ・
・Ｂｔ

・ＭＹ
＝

・Ｂ・ｔＬ

）・Ｍ1・ｔ・ｅ＋1.33（
＝

Ｂ・Ｌ・ｇ

・Ｍｆ
＝

 

ただし， 

Ｌ＝
ｔ・ｅ＋1

Ｔ
＋

ｔ

ｄ

３

 

ｈ ＝ Ｂ・ｇｏ ０  

ｄ＝
Ｕ

Ｖ
ｏ ０

２・ｈ ・ｇ  （一体形フランジ） 

ｄ＝
Ｕ

ＶＬ
ｏ ０

２・ｈ ・ｇ  （ルーズ形フランジ（差込み形フランジ）） 

ｅ＝
Ｆ

ｈｏ
 （一体形フランジ） 

ｅ＝
Ｆ

ｈ

Ｌ

ｏ
 （ルーズ形フランジ（差込み形フランジ）） 

また，Ｂが20・ｇ１より小さいときは，ハブの軸方向の応力（σＨｏ）及び

σＨｇの計算式のＢの代わりにＢ１を用いる。 
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j. 評価 

外圧を受けるフランジは，以下の条件を満足すれば十分である。 

(a) ボルトの総有効断面積 Ａｍ２＜Ａｂ 

(b) ハブの軸方向応力 

使用状態にあっては σＨｏ≦1.5・σｆｂ 

ガスケット締付時にあっては σＨｇ≦1.5・σｆａ 

(c) フランジの径方向応力 

使用状態にあっては σＲｏ≦1.5・σｆｂ 

ガスケット締付時にあっては σＲｇ≦1.5・σｆａ 

(d) フランジの周方向応力 

使用状態にあっては σＴｏ≦1.5・σｆｂ 

ガスケット締付時にあっては σＴｇ≦1.5・σｆａ 
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2.8 伸縮継手の強度計算 

伸縮継手の強度計算は，設計・建設規格 PPC-3416を適用する。 

(1) 記号の説明 

設計・建設 

規格の記号 
計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

ｂ ｂ 継手部の波のピッチの2分の1 mm 

ｃ ｃ 継手部の層数 ― 

Ｅ Ｅ 材料の縦弾性係数 

設計・建設規格 付録材料図表 Part6 

表1による。 

MPa 

ｈ ｈ 継手部の波の高さ mm 

Ｎ Ｎ 許容繰返し回数 ― 

 Ｎｒ 実際の繰返し回数 ― 

ｎ ｎ 継手部の波数の2倍の値 ― 

ｔ ｔ 継手部の板の厚さ mm 

 Ｕ 実際の繰返し回数(Ｎｒ)／許容繰返し回

数(Ｎ) 

― 

δ δ 全伸縮量 mm 

σ σ 継手部応力 MPa 

 算  式 

A 

 

調整リング無しの場合 

 

― 

 B 調整リング付きの場合 ― 

 

(2) 継手部の形状 

継手部の形状を図2－16に示す。 

 

 

図2－16 継手部の形状 
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(3) 算式 

伸縮継手の許容繰返し回数は 

3.5

σ

11031
Ｎ＝ 








 

ただし，材料がステンレス鋼及び高ニッケル合金のものに限る。 

a. 調整リングが付いていない場合の継手部応力 

・ｃ・ｔ2

・ｈＰ
＋

・ｈｂ・ｎ

・Ｅ・ｔ・1.5
＝

２

２

３

δ
σ   ··································· (Ａ) 

b. 調整リングが付いている場合の継手部応力 

ｔ・ｃ

・ｈＰ
＋

・ｈｂ・ｎ

・Ｅ・ｔ・1.5
＝

３

δ
σ   ····································· (Ｂ) 

(4) 評価 

実際の繰返し回数（Ｎｒ）と許容繰返し回数（Ｎ）の比（Ｕ＝Ｎｒ／Ｎ）がＵ≦1

であれば，伸縮継手の強度は十分である。 

実際の繰返し回数が2種類以上の場合は，実際の繰返し回数と許容繰返し回数の

比を加えた値（Ｕ＝Σ（Ｎｒｉ／Ｎｉ））がＵ≦1であれば，伸縮継手の強度は十分

である。 
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別紙 1 基本板厚計算書の概略系統図記載要領 
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基本板厚計算書の概略系統図記載要領については，Ⅵ-3-2-2「クラス１管の強度計算方法 別紙

1 基本板厚計算書の概略系統図記載要領」による。 



  

S2
 
補
 Ⅵ

-3
-2
-4
(1
)別

紙
2 
R1
 

 

別紙 2 管の基本板厚計算書のフォーマット 
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管の基本板厚計算書のフォーマットについては，Ⅵ-3-2-2「クラス１管の強度計算方法 別紙 2 

管の基本板厚計算書のフォーマット」による。 
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(2) クラス２管の応力計算方法
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1. 一般事項 

1.1 概要 

本書は，発電用原子力設備のうちクラス２管の応力計算書（以下「計算書」という。）につ

いて説明するものである。 

 

1.2 適用規格 

適用規格を以下に示す。 

(1) 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則（原子力規制委員会 2013 年

6 月）（以下「技術基準規則」という。） 

(2) 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈（原子力規制委員会

2013 年 6月）（以下「技術基準規則解釈」という。） 

(3) 発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。））ＪＳＭＥ

Ｓ ＮＣ１-2005/2007）（日本機械学会 2007 年 9 月）（以下「設計・建設規格」という。） 

 

2. クラス２管の応力計算方法 

2.1 計算方針 

   設計基準対象施設はそれぞれの施設の評価条件での設計・建設規格による評価を実施する。

技術基準規則解釈において，技術基準規則第 17 条に規定の要求に適合する材料及び構造とは，

設計・建設規格によることから，クラス２管は，設計・建設規格 PPC-3500 の規定に基づく

評価を実施する。 

 

2.2 計算方法 

2.2.1 解析による計算 

応力計算は三次元多質点系はりモデルによる解析により実施する。配管系の動的解析手

法としては，スペクトルモーダル解析法を用いる。なお，解析コードは，「ＨＩＳＡＰ」

を使用し，解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ－5「計算機プログ

ラム（解析コード）の概要」に示す。 
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2.2.1.1 解析モデルの作成 

配管系の解析モデル作成に当たっては，以下を考慮する。 

(1) 配管系は三次元多質点系はりモデルとし，曲げ，せん断，ねじり及び軸力に対する

剛性を考慮する。 

(2) 弁等の偏心質量がある場合には，その影響を評価できるモデル化を行う。また，弁

の剛性を考慮したモデル化を行う。 

(3) 同一モデルに含める範囲は，原則としてアンカ点からアンカ点までとする。 

(4) 分岐管がある場合には，その影響を考慮できるモデル化を行う。ただし，母管に対

して分岐管の径が十分に小さく，分岐管の振動が母管に与える影響が小さい場合には

この限りではない。 

(5) 質点は応力が高くなると考えられる点に設定するとともに，代表的な振動モードを

十分に表現できるように， 適切な間隔で設ける。 

(6) 配管の支持構造物は，以下の境界条件として扱うことを基本とする。 

a. レストレイント：拘束方向の剛性を考慮し，並進方向固定及び回転方向自由とし

て扱う。 

b. スナッバ：拘束方向の剛性を考慮し，並進方向固定及び回転方向自由として扱う。 

c. アンカ：6方向の剛性を考慮し，完全固定として扱う。 

d. ガイド：拘束方向の剛性を考慮し，並進方向固定及び回転方向固定として扱う。 

e. ハンガ：拘束方向の剛性を考慮し，並進方向固定及び回転方向自由として扱う。 

(7) 配管系の質量は，管自体の質量（フランジ部含む）の他に弁等の集中質量，保温材

等の付加質量及び管内流体の質量を考慮するものとする。 

2.2.1.2  解析条件   

解析において考慮する解析条件を以下に示す。 

(1)  荷重条件 

a.  内圧 

b.  機械的荷重（自重及びその他の長期的荷重） 

c.  機械的荷重（逃がし弁又は安全弁の吹出し反力及びその他の短期的荷重） 

d.  熱膨張及び熱による支持点の変位による応力 
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2.2.2 計算式 

2.2.2.1 記号の定義 

記号の定義は下表のとおりとする。 

記号 単位 定義 

Ｂ１，Ｂ２， 

Ｂ２ｂ，Ｂ２ｒ 
― 設計・建設規格 PPB-3810 に規定する応力係数 

Ｄ０ mm 管の外径 

ｆ ― 設計・建設規格 PPC-3530 に規定する許容応力低減係数 

ｉ１ ― 
応力係数で設計・建設規格 PPC-3810 に規定する値又は 1.33 の

いずれか大きい方の値 

ｉ２ ― 
応力係数で設計・建設規格 PPC-3810 に規定する値又は 1.0 の

いずれか大きい方の値 

Ｍａ N･mm 
管の機械的荷重（自重その他の長期的荷重に限る）により生じ

るモーメント 

Ｍａｂ N･mm 
管台又は突合せ溶接式ティーに接続される分岐管の機械的荷重

（自重その他の長期的荷重に限る）により生じるモーメント 

Ｍａｒ N･mm 
管台又は突合せ溶接式ティーに接続される主管の機械的荷重

（自重その他の長期的荷重に限る）により生じるモーメント 

Ｍｂ N･mm 
管の機械的荷重（逃がし弁又は安全弁の吹出し反力その他の短

期的荷重に限る）により生じるモーメント 

Ｍｂｂ N･mm 

管台又は突合せ溶接式ティーに接続される分岐管の機械的荷重

（逃がし弁又は安全弁の吹出し反力その他の短期的荷重に限

る）により生じるモーメント 

Ｍｂｒ N･mm 

管台又は突合せ溶接式ティーに接続される主管の機械的荷重

（逃がし弁又は安全弁の吹出し反力その他の短期的荷重に限

る）により生じるモーメント 

Ｍｃ N･mm 管の熱による支持点の変位及び熱膨張により生じるモーメント 

Ｐ MPa 最高使用圧力 

Ｐｍ MPa 内面に受ける最高の圧力 

Ｓａ MPa 設計・建設規格 PPC-3530 に規定する許容応力 

Ｓｃ MPa 
室温における設計・建設規格 付録材料図表Part5表 5に規定す

る材料の許容引張応力 

Ｓｈ MPa 
最高使用温度における設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5

に規定する材料の許容引張応力 

Ｓｎ MPa 一次＋二次応力 

Ｓｐｒｍ MPa 一次応力 

ｔ mm 管の厚さ 

Ｚ mm3 管の断面係数 

Ｚｂ mm3 管台又は突合せ溶接式ティーに接続される分岐管の断面係数 

Ｚｒ mm3 管台又は突合せ溶接式ティーに接続される主管の断面係数 
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2.2.2.2 応力計算 

(1) 一次応力（設計・建設規格 PPC-3520） 

a. 最高使用圧力及び機械的荷重（自重その他の長期的荷重に限る）による一次応力 

(a) 管台及び突合せ溶接式ティー 

Ｓｐｒｍ＝Ｂ１・Ｐ・Ｄ０／(2・ｔ)＋Ｂ２ｂ・Ｍａｂ／Ｚｂ＋Ｂ２ｒ・Ｍａｒ／Ｚｒ≦

1.5・Ｓｈ 

(b) (a)以外の管 

Ｓｐｒｍ＝Ｂ１・Ｐ・Ｄ０／(2・ｔ)＋Ｂ２・Ｍａ／Ｚ≦1.5・Ｓｈ 

b. 内面に受ける最高の圧力及び機械的荷重（自重その他の長期的荷重及び逃がし弁

又は安全弁の吹出し反力その他の短期的荷重）による一次応力 

(a) 管台及び突合せ溶接式ティー 

Ｓｐｒｍ＝Ｂ１・Ｐｍ・Ｄ０／(2・ｔ)＋Ｂ２ｂ・(Ｍａｂ＋Ｍｂｂ)／Ｚｂ＋ 

Ｂ２ｒ・(Ｍａｒ＋Ｍｂｒ)／Ｚｒ≦1.8・Ｓｈ 

(b) (a)以外の管 

Ｓｐｒｍ＝Ｂ１・Ｐｍ・Ｄ０／(2・ｔ)＋Ｂ２・(Ｍａ＋Ｍｂ)／Ｚ≦1.8・Ｓｈ 

 

(2) 一次＋二次応力（設計・建設規格 PPC-3530） 

a. 最高使用圧力及び機械的荷重（自重その他の長期的荷重に限る）による一次＋二

次応力 

Ｓｎ＝Ｐ・Ｄ０／(4・ｔ)＋(0.75・ｉ１・Ｍａ＋ｉ２・Ｍｃ)／Ｚ 

b. 内面に受ける最高の圧力及び機械的荷重（自重その他の長期的荷重及び逃がし弁

又は安全弁の吹出し反力その他の短期的荷重）による一次＋二次応力 

Ｓｎ＝Ｐｍ・Ｄ０／(4・ｔ)＋{0.75・ｉ１・(Ｍａ＋Ｍｂ)＋ｉ２・Ｍｃ}／Ｚ 

c. a.に対する許容応力 

Ｓａ＝1.25・ｆ・Ｓｃ＋(1＋0.25・ｆ) ・Ｓｈ 

d. b.に対する許容応力 

Ｓａ＝1.25・ｆ・Ｓｃ＋(1.2＋0.25・ｆ) ・Ｓｈ 
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2.2.3 荷重の組合せ及び許容応力 

計算における荷重の組合せ及び許容応力を表 2－1及び表 2－2に示す。 

 

表 2－1 荷重の組合せ 

機器等の区分 荷重の組合せ 状態 

クラス２管 

Ｐ＋Ｄ 
設計条件 

Ｐ＋Ｍ＋Ｄ 

Ｐ＋Ｍ＋Ｔ 
供用状態Ａ，Ｂ 

Ｐ＋Ｍ＋Ｄ＋Ｔ 

表 2－1中の記号 

Ｐ：内圧による荷重 

Ｍ：逃がし弁又は安全弁の吹出反力その他の短期的荷重 

Ｄ：自重その他の長期的荷重 

Ｔ：熱による支持点の変位及び熱膨張による荷重 

 

表 2－2 許容応力 

状態 一次応力 一次＋二次応力 

設計条件 1.5・Ｓｈ Ｓａ＝1.25・ｆ・Ｓｃ＋(1＋0.25・ｆ) ・Ｓｈ 

供用状態 

Ａ，Ｂ 
1.8・Ｓｈ Ｓａ＝1.25・ｆ・Ｓｃ＋(1.2＋0.25・ｆ) ・Ｓｈ 
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2.2.4 計算精度と数値の丸め方 

計算精度は 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－3に示すとおりである。 

 

表 2－3 表示する数値の丸め方 

項目 数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

鳥瞰図 
寸法 mm 小数点第 1位 四捨五入 整数位 

変位量 mm 小数点第 2位 四捨五入 小数点第 1位 

計算条件 

圧力 MPa 小数点第 3位 四捨五入 小数点第 2位＊1 

温度 ℃ 小数点第 1位 四捨五入 整数位 

外径 mm 小数点第 2位 四捨五入 小数点第 1位 

厚さ mm 小数点第 2位 四捨五入 小数点第 1位 

質量 kg 小数点第 1位 四捨五入 整数位 

単位長さ質量 kg/m 小数点第 1位 四捨五入 整数位 

ばね定数 N/mm 有効桁数 3桁 四捨五入 有効桁数 2桁 

回転ばね定数 N･mm/rad 有効桁数 3桁 四捨五入 有効桁数 2桁 

方向余弦 ― 小数点第 5位 四捨五入 小数点第 4位 

許容応力＊2 MPa 小数点第 1位 切捨て 整数位 

評価結果 
計算応力 MPa 小数点第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊2 MPa 小数点第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：必要に応じて小数点第 3位表示とする。また，静水頭は「静水頭」と表示する。 

＊2：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における許容応力は，比例法に

より補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値とする。 
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3. 計算書の構成 

3.1 管の応力計算書 

(1) 概要 

本計算方法に基づき，管の応力計算を実施した結果を示す旨を記載する。また，工事計画

記載範囲の管のうち，各応力区分における最大応力評価点の評価結果を解析モデル単位に記

載する。また，各応力区分における最大応力評価点の許容値／発生値（以下「裕度」とい

う。）が最小となる解析モデルを代表として鳥瞰図，計算条件及び評価結果を示す旨を記載

する。各応力区分における代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す旨について

も記載する。 

(2) 概略系統図 

工事計画記載範囲の系統の概略を示した図面を添付する。 

(3) 鳥瞰図 

評価結果記載の解析モデルの解析モデル図を添付する。 

(4) 計算条件 

本項目記載内容及び記載フォーマットを FORMAT 応 DB2－1～応 DB2－5 に示す。 

(5) 計算結果 

本項目記載内容及び記載フォーマットを FORMAT 応 DB2－6に示す。 

(6) 代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果 

代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類毎に裕度最小のモデ

ルを選定して鳥瞰図，計算条件及び評価結果を記載する。このため，代表モデルの選定結果

及び全モデルの評価結果を記載する。本項目記載内容及び記載フォーマットを FORMAT 応

DB2－7 に示す。 
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・FORMAT 応 DB2－1： 

計算条件 

鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号を示す。 

 

鳥瞰図番号 

管番号 対応する評価点 
最高使用圧力 

(MPa) 

最高使用温度 

(℃) 

外径 

(mm) 

厚さ 

(mm) 
材料 

       

       

 

・FORMAT 応 DB2－2： 

配管の付加質量，フランジ部の質量，弁部の質量 

 

鳥瞰図番号 

質量 対応する評価点 

  

  

 

・FORMAT 応 DB2－3： 

弁部の寸法 

 

鳥瞰図番号 

評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm) 

    

    

 

・FORMAT 応 DB2－4： 

支持点及び貫通部ばね定数 

 

鳥瞰図番号 

支持点番号 
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad) 

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ 
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・FORMAT 応 DB2－5： 

材料及び許容応力 

使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。 

 

材料 
最高使用温度 

(℃) 

許容応力(MPa)＊ 

Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｈ 

      

      

注記＊：評価に使用しない許容応力については「―」と記載する。 

 

・FORMAT 応 DB2－6： 

評価結果 

下表に示すごとく最大応力はすべて許容応力以下である。 
 

クラス２管 

設計・建設規格 PPC-3500 の規定に基づく評価 

鳥瞰図 

供用 

 

状態 

最大応力 

 

評価点 

最大応力 

 

区分 

一次応力評価(MPa) 一次＋二次応力評価(MPa) 

計算応力 
Ｓｐｒｍ(1)＊1 
Ｓｐｒｍ(2)＊2 

許容応力 
1.5･Ｓｈ 
1.8･Ｓｈ 

計算応力 
Ｓｎ(a)＊3 
Ｓｎ(b)＊4 

許容応力 
Ｓａ(c)＊5 
Ｓａ(d)＊6 

鳥瞰図 

 

番号 

(Ａ，Ｂ) 

 

(Ａ，Ｂ) 

 

(Ａ，Ｂ) 

 

(Ａ，Ｂ) 

 

Ｓｐｒｍ(1)＊1 

 

Ｓｎ(a)＊3 

 

Ｓｐｒｍ(2)＊2 

 

Ｓｎ(b)＊4 

Max 

 

― 

 

Max 

 

― 

1.5･Ｓｈ 

 

― 

 

1.8･Ｓｈ 

 

― 

― 

 

Max 

 

― 

 

Max 

― 

 

Ｓａ(c) 

 

― 

 

Ｓａ(d) 

注記＊1：設計・建設規格 PPC-3520(1)に基づき計算した一次応力を示す。 

＊2：設計・建設規格 PPC-3520(2)に基づき計算した一次応力を示す。 

＊3：設計・建設規格 PPC-3530(1)a.に基づき計算した一次＋二次応力を示す。 

＊4：設計・建設規格 PPC-3530(1)b.に基づき計算した一次＋二次応力を示す。 

＊5：設計・建設規格 PPC-3530(1)c.に基づき計算した許容応力を示す。 

＊6：設計・建設規格 PPC-3530(1)d.に基づき計算した許容応力を示す。 
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・FORMAT 応 DB2－7： 

代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果（クラス２管） 

No. 
配管 

モデル 

設計条件 

一次応力(Ｓｐｒｍ(1))＊1 一次応力(Ｓｐｒｍ(2))＊2 

評価点 
計算応力 

(MPa) 

許容応力 

(MPa) 
裕度 代表 評価点 

計算応力 

(MPa) 

許容応力 

(MPa) 
裕度 代表 

1  

          

          

2  

          

          

注記＊1：設計・建設規格 PPC-3520(1)に基づき計算した一次応力を示す。 

＊2：設計・建設規格 PPC-3520(2)に基づき計算した一次応力を示す。 

 

No. 
配管 

モデル 

供用状態Ａ，Ｂ 

一次応力＋二次応力(Ｓｎ(a))
＊1 一次応力＋二次応力(Ｓｎ(b))

＊2 

評価点 
計算応力 

(MPa) 

許容応力 

(MPa) 
裕度 代表 評価点 

計算応力 

(MPa) 

許容応力 

(MPa) 
裕度 代表 

1  

          

          

2  

          

          

注記＊1：設計・建設規格 PPC-3530(1)a に基づき計算した一次＋二次応力を示す。 

＊2：設計・建設規格 PPC-3530(1)b に基づき計算した一次＋二次応力を示す。 
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Ⅵ-3-2-5 クラス３容器の強度計算方法 
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1. 一般事項 

1.1 概要 

本書は，Ⅵ-3-1-4「クラス３機器の強度計算の基本方針」に基づき，クラス３容器が十分な強

度を有することを確認するための方法を説明するものである。 

 

1.2 適用規格及び基準との適合性 

(1) 強度計算は，発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005年版（2007年追補版含

む。））ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１-2005/2007）（日本機械学会 2007年9月）（以下「設計・

建設規格」という。）により行う。 

また，消火設備用ボンベ及び消火器については，Ⅵ-3-1-4「クラス３機器の強度計算の

基本方針」に示すとおり，高圧ガス保安法又は消防法に適合したものを使用することとす

る。 

設計・建設規格各規格番号と強度計算書との対応は表1－1に示すとおりである。 

(2) 強度計算書で計算するもの以外のフランジは，以下に掲げる規格（材料に関する部分を

除く。）又は設計・建設規格 別表2に掲げるものを使用する。（設計・建設規格 PVC-

3700, PVD-3010） 

a. ＪＩＳ Ｂ ２２３８（1996）「鋼製管フランジ通則」 

b. ＪＩＳ Ｂ ２２３９（1996）「鋳鉄製管フランジ通則」 

 

1.3 強度計算書の構成とその見方 

(1)  強度計算書は，本書と各容器の強度計算書からなる。 

(2)  各容器の強度計算書では，記号の説明及び計算式を省略しているので，本書によるもの

とする。 
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表1－1 設計・建設規格各規格番号と強度計算書との対応（クラス３容器） 

 

設計・建設規格 規格番号 
強度計算書の 

計算式（章節番号） 
備        考 

PVD-3010（クラス２容器の規定を準用す

る項の規定） 

  

PVD-3100（容器の胴の規定）   

  準用   

   PVC-3160 3.2 容器の穴の補強計算 

   

PVD-3300（容器の平板についての規定）   

PVD-3310 2.2 円形平板の計算 

   

   

PVD-3500（開放タンクについての規定）   

準用   

PVC-3920 2.3 開放タンクの胴の計算 

PVD-3510 

準用 

3.3 開放タンクの胴の穴の補強計

算 

PVC-3950   

   

PVC-3960 2.4 開放タンクの底板の計算 

PVC-3970   

PVC-3980 2.5 開放タンクの管台の計算 
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1.4 計算精度と数値の丸め方 

計算の精度は6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表1－2に示すとおりとする。 

 

表1－2 表示する数値の丸め方 

数 値 の 種 類  単  位 処 理 桁 処理方法 表 示 桁 

最 高 使 用 圧 力 
（ 開 放 タ ン ク ） MPa 小数点以下第3位 四捨五入 小数点以下第2位 

温 度 ℃ ― ― 整 数 位 

許 容 応 力 ＊1 MPa 小数点以下第1位 切 捨 て 整 数 位 

長 
 
 
 

さ 

下 記 以 外 の 長 さ 
mm 

m＊2 小数点以下第3位 四捨五入 小数点以下第2位 

計算上必要な厚さ mm 小数点以下第3位 切 上 げ 小数点以下第2位 

最 小 厚 さ mm 小数点以下第3位 切 捨 て 小数点以下第2位 

ボ ル ト 谷 径 mm ― ― 小数点以下第3位 

開放タンクの水頭 
及 び 管 台 の 内 径 

m 小数点以下第5位 四捨五入 小数点以下第4位 

ガ ス ケ ッ ト 厚 さ mm ― ― 小数点以下第1位 

面 積 mm2 有効数字5桁目 四捨五入 有効数字4桁＊3 

力 N 有効数字5桁目 四捨五入 有効数字4桁＊3 

比 重 ― 小数点以下第3位 四捨五入 小数点以下第2位 

注記＊1：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における許容引張応力及び設

計降伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第1位を切り捨て，整数位までの

値とする。ただし，許容引張応力及び設計降伏点が設計・建設規格 付録材料図表に

定められた値のａ倍である場合は次のようにして定める。 

(1) 比例法により補間した値の小数点以下第2位を切り捨て，小数点以下第1位まで

の値をａ倍する。 

(2) (1)で得られた値の小数点以下第1位を切り捨て，整数位までの値とする。 

＊2：開放タンクの胴内径 

＊3：絶対値が1000以上のときはべき数表示とする。 
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1.5 材料の表示方法 

材料は次に従い表示するものとする。 

(1) 設計・建設規格に定める材料記号を原則とする。 

設計・建設規格に記載されていないが設計・建設規格に相当材が記載されている場合は，

次のように表示する。 

    相当材記号 相当（当該材記号） 

（例1） SM400A 相当（SMA400AP） 

（例2） SCMV3-1 相当（ASME SA387 Gr.11C1.1） 

(2) 管材の許容引張応力の値は継目無管，電気抵抗溶接管及び鍛接管等，製造方法により

異なる場合があるため材料記号の後に“-”を入れ，その製法による記号を付記して表示

する。 

（例） STPT410-S（継目無管の場合） 

(3) 強度区分により許容引張応力が異なる場合，材料記号の後にＪＩＳで定める強度区分

を付記して表示する。 

（例） 

設計・建設規格の表示 計算書の表示 

SCMV3 
付録材料図表 Part5 表5 

の許容引張応力の上段 
SCMV3-1 

SCMV3 
付録材料図表 Part5 表5 

の許容引張応力の下段 
SCMV3-2 

(4) 使用する厚さ又は径等によって許容引張応力の値が異なる場合，材料記号の後に該当

する厚さ又は径等の範囲を付記して表示する。 

（例） S45C（直径40mm以下） 

(5) 熱処理によって許容引張応力の値が異なる場合，材料記号の後にＪＩＳに定める熱処

理記号を付記して表示する。 

（例） SUS630 H1075（固溶化熱処理後570～590℃空冷の場合） 

(6) ガスケット材料で非石綿の場合の表示は以下とする。 

（例） 非石綿ジョイントシート 

渦巻形金属ガスケット（非石綿）（ステンレス鋼） 

平形金属被覆ガスケット（非石綿板）（ステンレス鋼） 

なお，この場合のガスケット係数ｍ及びガスケットの最小設計締付圧力ｙは，ＪＩＳ 

Ｂ ８２６５ 附属書3 表2 備考3より，ガスケットメーカ推奨値を適用する。 
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2. クラス３容器の強度計算方法 

発電用原子力設備のうちクラス３容器の強度計算に用いる計算式と記号を以下に定める。 

2.1 共通記号 

特定の計算に限定せず，一般的に使用する記号を共通記号として次に掲げる。 

なお，以下に示す記号のうち，各計算において説明しているものはそれに従う。 

設計・建設規格

の記号 
計算書の表示 表   示   内   容 単 位 

Ｐ Ｐ 最高使用圧力 MPa 

η η 継手の効率 

クラス３容器については設計・建設規格 

PVD-3110に規定している継手の種類に応じた

効率を使用する。 

― 

 継手の種類 

継手無し 

突合せ両側 

溶接 

 

同左 

同左 

 

― 

― 

 放射線検査の 

有無 

有り 

 

 

 

 

無し 

 

 

発電用原子力設備規格（溶接規格 ＪＳＭＥ 

Ｓ ＮＢ１-2001）（日本機械学会 2001年2

月）N-3140及びN-4140（N-1100(1)a.準用）の

規定に準じて放射線透過試験を行い，同規格

の規定に適合するもの 

その他のもの 

 

 

― 

 

 

 

 

― 
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2.2 円形平板の計算 

クラス３容器については設計・建設規格 PVD-3310を適用する。 

(1) 記号の説明 

設計・建設規格 
又は 

ＪＩＳの記号 

計算書の 
表示 表   示   内   容 単  位 

Ａｂ Ａｂ 実際に使用するボルトの総有効断面積 mm2 

Ａｍ Ａｍ ボルトの総有効断面積 mm2 

Ａｍ１ Ａｍ１ 使用状態でのボルトの総有効断面積 mm2 

Ａｍ２ Ａｍ２ ガスケット締付時のボルトの総有効断面積 mm2 

ｂ ｂ ガスケット座の有効幅 mm 

ｂｏ ｂｏ ガスケット座の基本幅（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 

附属書3 表3による。） 

mm 

Ｃ Ｃ ボルト穴の中心円の直径 mm 

ｄ，Ｇ ｄ クラス３容器は設計・建設規格 表PVD-3310-1に

規定する方法によって測った平板の径又は最小内

のり（ガスケットの場合ｄ＝Ｇ） 

mm 

ｄｂ ｄｂ ボルトのねじ部の谷の径と軸部の径の最小部のい

ずれか小さい方の径 

mm 

Ｆ Ｆ 全体のボルトに作用する力 N 

Ｇ Ｇ ガスケット反力円の直径 mm 

 Ｇｓ ガスケット接触面の外径 mm 

Ｈ Ｈ 内圧によってフランジに加わる全荷重 N 

ｈＧ ｈＧ ボルト穴の中心円からガスケット荷重作用点まで

の半径方向の距離 

mm 

ｈｇ ｈｇ モーメントアームでボルトのピッチ円の直径とｄ

との差の2分の1 

mm 

ＨＰ ＨＰ 気密を十分に保つために，ガスケットに加える圧

縮力 

N 

Ｋ Ｋ 平板の厚さ計算における取付け方法による係数 ― 

ｍ ｍ ガスケット係数（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 

表2による。） 

― 

Ｎ Ｎ ガスケットの接触面の幅（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 

附属書3 表3による。） 

mm 

ｎ ｎ ボルトの本数 ― 
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設計・建設規格 
又は 

ＪＩＳの記号 

計算書の 
表示 表   示   内   容 単  位 

Ｓ Ｓ 内圧時の最高使用温度における材料の許容引張応

力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5又は

表6による。 

MPa 

σａ Ｓａ 常温におけるボルト材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表7によ

る。 

MPa 

σｂ Ｓｂ 最高使用温度におけるボルト材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表7によ

る。 

MPa 

ｔ ｔ 平板の計算上必要な厚さ mm 

 ｔｐ 平板の最小厚さ mm 

 ｔｐｏ 平板の呼び厚さ mm 

Ｗ Ｗ パッキンの外径又は平板の接触面の外径内の面積

に作用する全圧力 

N 

Ｗｇ Ｗｇ ガスケット締付時のボルト荷重 N 

Ｗｍ１ Ｗｍ１ 使用状態での必要な最小ボルト荷重 N 

Ｗｍ２ Ｗｍ２ ガスケット締付時に必要な最小ボルト荷重 N 

Ｗｏ Ｗｏ 使用状態でのボルト荷重 N 

ｙ ｙ ガスケットの最小設計締付圧力 

（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 表2による。） 

N/mm2 

π π 円周率 ― 

 ガスケット 

座面の形状 

ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 表3による。 ― 
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(2) 形状の制限 

取 付 け 方 法 形 状 の 制 限 

(ｎ) 

 

 無し 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 算式 

平板の計算上必要な厚さは，次の式による値とする。 

a. 平板に穴がない場合 

 t ｄ・
Ｋ・Ｐ

Ｓ
  

Ｋの値は以下による。 

取付け方法 Ｋ     の     値 

(ｎ) 

 

  

注記＊：Ｆ，ｈｇ，Ｗ及びｄは以下による。 

(a) ガスケット座の有効幅及びガスケット反力円の直径 

ガスケット座の有効幅ｂ及びガスケット反力円の直径Ｇは，ガスケット座

の基本幅ｂｏに従い以下のように求める。 

ｂｏ＞6.35mmの場合 

 ｏb52・2ｂ .
 

 －2・ｂＧＧ ｓ  

 ｂｏはＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 表3による。 

 ｄ＝Ｇ 

ｈ
ｇ
  

ｄ
 

ｔｐｏ 

0.20＋ 
1.0･Ｆ･ｈｇ 

Ｗ･ｄ 

＊ 
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(b) 計算上必要なボルト荷重 

イ. 使用状態で必要なボルト荷重 

 Ｗｍ１=Ｈ＋ＨＰ 

 
Ｈ

π

4
・Ｇ ・Ｐ2

 

 Ｗ＝Ｈ 

 Ｐ2・π・ｂ・Ｇ・ｍ・Ｈｐ  

ロ. ガスケット締付時に必要なボルト荷重 

 π・ｂ・Ｇ・ｙＷ ２ｍ   

(c) ボルトの総有効断面積及び実際に使用するボルトの総有効断面積 

 Ａｍ１＝Ｗｍ１／Ｓｂ（使用状態） 

 Ａｍ２＝Ｗｍ２／Ｓａ（ガスケット締付時） 

Ａｍ＝Max(Ａｍ１，Ａｍ２) 

 ・ｎ・ｄ
4

π
Ａ 2

ｂｂ  

(d) フランジの計算に用いるボルト荷重 

 １ｍｏ ＷＷ  （使用状態） 

 Ｗｇ＝(Ａｍ＋Ａｂ)・Ｓａ／2（ガスケット締付時） 

 Ｆ＝Max(Ｗｏ，Ｗｇ) 

(e) 使用状態でのフランジ荷重に対するモーメントアーム 

 ｈｇ＝(Ｃ－Ｇ)／2 

 

(4) 評価 

平板の最小厚さ（ｔｐ）≧平板の計算上必要な厚さ（ｔ）ならば十分である。 
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2.3 開放タンクの胴の計算 

クラス３容器については設計・建設規格 PVD-3010及びPVD-3110（設計・建設規格  

PVC-3920準用）を適用する。 

(1) 記号の説明 

設計・建設

規格の記号 
計算書の表示 表   示   内   容 単 位 

Ｄｉ Ｄｉ 胴の内径 m 

Ｈ Ｈ 水頭＊ m 

Ｓ Ｓ 最高使用温度における材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5

又は表6による。 

MPa 

 ｔ 胴に必要な厚さ mm 

 ｔ１ 胴の規格上必要な最小厚さ mm 

ｔ ｔ２ 胴の計算上必要な厚さ mm 

 ｔ３ 胴の内径に応じた必要厚さ mm 

 ｔｓ 胴の最小厚さ mm 

 ｔｓｏ 胴の呼び厚さ mm 

ρ ρ 液体の比重。ただし，1.00未満の場合は1.00

とする。 

― 

注記＊：開放タンクの水頭の取り方は，強度評価上は以下とする。 

a. タンク上部フランジ上端又はタンク胴板上端より底板内側まで 
 

 

なお，この水頭の取り方は，底板及び管台の計算で用いる水頭も同じである。 

 

(2) 算式 

開放タンクの胴に必要な厚さは，次に掲げる値のうちいずれか大きい値とする。 

a. 規格上必要な最小厚さ：ｔ１ 

炭素鋼鋼板又は低合金鋼鋼板で作られた場合は3mm，その他の材料で作られた場合は

1.5mmとする。 

b. 胴の計算上必要な厚さ：ｔ２ 

 η
ρ

204・Ｓ・0

・Ｈ・Ｄ
t

ｉ
２

.
  

Ｈ 
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c. 胴の内径に応じた必要厚さ：ｔ３ 

胴の内径が5mを超えるものについては，胴の内径の区分に応じ設計・建設規格 表

PVC-3920-1より求めた胴の厚さとする。 

 

(3) 評価 

胴の最小厚さ（ｔｓ）≧胴に必要な厚さ（ｔ）ならば十分である。 
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2.4 開放タンクの底板の計算 

クラス３容器については設計・建設規格 PVD-3010（設計・建設規格 PVC-3960及び 

PVC-3970準用）を適用する。 

(1) 記号の説明 

設計・建設

規格の記号 
計算書の表示 表   示   内   容 単 位 

Ｈ Ｈ 水頭 m 

Ｐ Ｐ 最高使用圧力 MPa 

 ｔ 底板の規格上必要な厚さ mm 

 ｔｂ 底板の最小厚さ mm 

 ｔｂｏ 底板の呼び厚さ mm 

ρ ρ 液体の比重。ただし，1.00未満の場合は1.00

とする。 

― 

注：下記(3)b項の場合の記号の説明で上記以外の記号については，平板の項を参照のこと。 

 

(2) 形状の制限 

平板であること。 

 

(3) 算式 

開放タンクの底板に必要な厚さは次によるものとする。 

a. 地面，基礎等に直接接触するものの厚さ：ｔ 

クラス３容器については設計・建設規格 PVD-3010により3mm以上とする。 

b. 上記以外のものの底板に必要な厚さ：ｔ 

クラス３容器については設計・建設規格 PVD-3010（設計・建設規格  

PVC-3970(2)準用）を適用する。 

ここで，最高使用圧力Ｐは次の式による値とする。 

 Ｐ＝9.80665×10－3・Ｈ・ρ 

(a) 平板 

クラス３容器については設計・建設規格 PVD-3010（設計・建設規格  

PVC-3970(2)準用）より，設計・建設規格 PVC-3310を準用する。 

2.2項「円形平板の計算」による厚さとする。 

 

(4) 評価 

底板の最小厚さ（ｔｂ）≧底板に必要な厚さ（ｔ）ならば十分である。 
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2.5 開放タンクの管台の計算 

クラス３容器については設計・建設規格 PVD-3010及びPVD-3110（設計・建設規格  

PVC-3980準用）を適用する。 

(1) 記号の説明 

設計・建設

規格の記号 
計算書の表示 表   示   内   容 単 位 

Ｄｉ Ｄｉ 管台の内径＊ m 

Ｈ Ｈ 水頭 m 

Ｓ Ｓ 最高使用温度における材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5

又は表6による。 

MPa 

 ｔ 管台に必要な厚さ mm 

ｔ ｔ１ 管台の計算上必要な厚さ mm 

 ｔ２ 管台の規格上必要な最小厚さ mm 

 ｔｎ 管台の最小厚さ mm 

 ｔｎｏ 管台の呼び厚さ＊ mm 

ρ ρ 液体の比重。ただし，1.00未満の場合は1.00

とする。 

― 

注記＊：管台の内径及び呼び厚さは，下図参照 

 

 

 

 

 

注：本図は，管台の内径及び呼び厚さの寸法を

説明するものであり，管台の取付け形式を

示すものではない。 

 

(2) 算式 

開放タンクの管台に必要な厚さは，次に掲げる値のうちいずれか大きい値とする。 

a. 管台の計算上必要な厚さ：ｔ１ 

 η
ρ

204・Ｓ・0

・Ｈ・Ｄ
t

ｉ
１

.
  

b. 規格上必要な最小厚さ：ｔ２ 

管台の外径に応じ設計・建設規格 表PVC-3980-1より求めた管台の厚さとする。 

 

(3) 評価 

管台の最小厚さ（ｔｎ）≧管台に必要な厚さ（ｔ）ならば十分である。 

ｔｎｏ Ｄｉ 
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3. 穴の補強計算 

3.1 記号の説明 

 

設計・建設

規格の記号 
計算書の表示 表   示   内   容 単 位 

 Ａ０ 補強に有効な総面積 mm2 

Ａ Ａ１ 胴の部分の補強に有効な面積 mm2 

 Ａ２ 管台の部分の補強に有効な面積 mm2 

 Ａ３ すみ肉溶接の部分の補強に有効な面積 mm2 

 Ａ４ 強め板の部分の補強に有効な面積 mm2 

Ａｒ Ａｒ 穴の補強に必要な面積 mm2 

 Ｂｅ 強め板の外径 mm 

ｄ ｄ 胴の断面に現われる穴の径 mm 

 ｄｊ 大きい穴の補強を要する限界径 mm 

 ｄｗ 管台の取り付く穴の径（完全溶込み溶接により溶

接された管台については，ｄｗ＝Ｄｏｎ＋α（α

はルート間隔の2倍），それ以外の管台について

は，ｄｗ＝Ｄｏｎ） 

mm 

Ｄｉ Ｄｉ 円筒胴にあっては胴の内径 mm 

 Ｄｏｎ 管台の外径 mm 

Ｆ Ｆ 係数 ― 

 Ｌ１ 溶接の脚長＊ mm 

 Ｌ２ 溶接の脚長＊ mm 

 Ｌ３ 溶接の脚長＊ mm 

 Ｓｅ 強め板材の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5又は

表6による。 

MPa 
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設計・建設

規格の記号 
計算書の表示 表   示   内   容 単 位 

Ｓ Ｓｎ 管台材の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5又は

表6による。 

MPa 

Ｓ Ｓｓ 胴板材の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5又は

表6による。 

MPa 

 ｔｅ 強め板の最小厚さ mm 

ｔｎ ｔｎ 管台の最小厚さ mm 

 ｔｎｏ 管台の呼び厚さ mm 

ｔｎｒ ｔｎｒ 管台の計算上必要な厚さ mm 

ｔｓ ｔｓ 胴の最小厚さ mm 

ｔｓｒ ｔｓｒ 胴の継目がない場合の計算上必要な厚さ mm 

 Ｗ 溶接部の負うべき荷重 N 

 Ｗ1 Ｗ１＝（Ａ２＋Ａ３＋Ａ４）・Ｓｓ N 

 Ｗ2 Ｗ２＝（ｄｗ・ｔｓｒ－Ａ１）・Ｓｓ N 

 ＷＥＬＤ－ 管台溶接形式（図3－1を参照） ― 

 Ｘ 補強の有効範囲（胴の面に沿った方向） mm 

 Ｘ１ 補強の有効範囲 mm 

 Ｘ２ 補強の有効範囲 mm 

 Ｙ１ 補強の有効範囲（胴より外側） mm 

 Ｙ２ 補強の有効範囲（胴より内側） mm 

η η 穴が長手継手を通る場合はその継手の効率。その

他の場合は1.00 

― 

注記＊：クラス３容器については設計・建設規格 図PVD-4112-3による。 
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3.2 容器の穴の補強計算 

容器に穴を設ける場合は以下の手順により補強計算を行う。 

なお，穴の補強計算上必要のない強め板を取り付けるものもあるが，その場合は強め板が

あるものとして計算する。 

(1) 胴の場合 

クラス３容器については設計・建設規格 PVD-3010及びPVD-3110（設計・建設規格 

PVC-3160準用）を適用する。 

a. 管台の形式 

図3－1に管台の形式，補強に有効な面積，補強に必要な面積，破断形式等を示す。 

ただし，すみ肉溶接部分の破断箇所については，両方の脚長が等しいため，片側の

脚長の破断形式のみを図示する。 

b. 穴の補強 

(a) 補強に必要な面積 

クラス３容器については設計・建設規格 PVD-3010（設計・建設規格 PVC-

3161.3準用）を適用する。 

イ. 円筒形の胴の場合 

(イ) 管台の一部分が胴の部分となっている場合 

 Ａｒ＝ｄ・ｔｓｒ・Ｆ＋2・（1－Ｓｎ／Ｓｓ）・ｔｓｒ・Ｆ・ｔｎ 

（Ｓｎ／Ｓｓ＞1の場合はＳｎ／Ｓｓ＝1とする。以下胴の場合において同じ。） 

(b) 補強に有効な範囲 

クラス３容器については設計・建設規格 PVD-3010（設計・建設規格 PVC-

3161.1準用）を適用する。 

 Ｘ＝Ｘ１＋Ｘ２ 

 Ｘ１＝Ｘ２＝ Max（ｄ，ｄ／2＋ｔｓ＋ｔｎ） 

 Ｙ１＝ Min（2.5・ｔｓ，2.5・ｔｎ＋ｔｅ） 

 Ｙ２＝ Min（2.5・ｔｓ，2.5・ｔｎ） 

ただし，構造上計算した有効範囲がとれない場合は，構造上取り得る範囲とする。 

また，強め板がない場合にはｔｅ＝0とする。 



 

17 

S2
 補

 Ⅵ
-3
-2
-5

 R
1 

 

(c) 補強に有効な面積 

クラス３容器については設計・建設規格 PVD-3010及びPVD-3110（設計・建設規

格 PVC-3161.2準用）を適用する。 

イ. 胴の部分の補強に有効な面積 

(イ) 管台の一部分が胴の部分となっている場合 

 Ａ１＝（η・ｔｓ－Ｆ・ｔｓｒ）・（Ｘ－ｄ）－（1－Ｓｎ／Ｓｓ） 

     ・（η・ｔｓ－Ｆ・ｔｓｒ）・2・ｔｎ 

ロ. 管台の部分の補強に有効な面積 

(イ) 管台が胴の内側に突出していない場合 

 Ａ２＝2・（ｔｎ－ｔｎｒ）・Ｙ１・Ｓｎ／Ｓｓ 

(ロ) 管台が胴の内側に突出している場合 

 Ａ２＝2・｛（ｔｎ－ｔｎｒ）・Ｙ１＋ｔｎ・Ｙ２｝・Ｓｎ／Ｓｓ 

ただし， 

 2・Ｐ12・Ｓ

)2・tＰ・(Ｄ
t

ｎ

ｎｏｎ
ｎｒ

.




  

ハ. すみ肉溶接の部分の補強に有効な面積 

 Ａ３＝Ｌ１・Ｌ１＋Ｌ２・Ｌ２＋Ｌ３・Ｌ３ 

ただし，補強の有効範囲にないすみ肉溶接の部分は除く。 

ニ. 強め板の部分の補強に有効な面積 

 Ａ４＝｛Min（Ｂｅ ，Ｘ）－Ｄｏｎ ｝・ｔｅ・Ｓｅ／Ｓｓ 

（Ｓｅ／Ｓｓ＞1の場合はＳｅ／Ｓｓ＝1とする。以下胴の場合において同じ。） 

ホ. 補強に有効な総面積 

 Ａ０＝Ａ１＋Ａ２＋Ａ３＋Ａ４ 
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c. 大きい穴の補強 

クラス３容器については設計・建設規格 PVD-3010及びPVD-3110（設計・建設規格 

PVC-3164準用）を適用する。 

(a) 大きい穴の補強を要する限界径 

イ. Ｄｉが1500mmを超える場合 

 ｄｊ＝Ｄｉ／3 

ただし，1000mmを超える場合は1000mmとする。 

ここで，ｄ≦ｄｊの場合は大きい穴の補強計算は必要ない。 

d. 溶接部の強度 

クラス３容器については設計・建設規格 PVD-3010（設計・建設規格 PVC-3168及

びPVC-3169準用）を適用する。 

(a) 溶接部の負うべき荷重 

次の2つの計算式（Ｗ１及びＷ２）により求めた荷重のうちいずれか小さい方 

 Ｗ１＝（Ａ２＋Ａ３＋Ａ４）・Ｓｓ 

管台の一部分が胴の部分となっている場合 

 Ｗ２＝（ｄｗ・ｔｓｒ－Ａ１）・Ｓｓ 

よって，Ｗ＝Min（Ｗ１，Ｗ２） 

ここで，Ｗ＜0の場合は溶接部の強度計算は必要ない。 

e. 評価 

胴の穴の補強は下記の条件を満足すれば十分である。 

 Ａ０＞Ａｒ 

Ａ０Ｄ≧ＡｒＤ（ただし，Ｘ１≠Ｘ２の場合のみ） 
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3.3 開放タンクの胴の穴の補強計算 

クラス３容器については設計・建設規格 PVD-3010，PVD-3110及びPVD-3510（設計・建設

規格 PVC-3950準用）を適用する。 

穴は，円形又はだ円形であることとする。 

ただし，穴の径が85mm以下の場合は計算を行わない。 

ここで，最高使用圧力Ｐは，次の式による値とする。 

 Ｐ＝9.80665×10-3・Ｈ・ρ 

開放タンクの胴に穴を設ける場合は，3.2項「容器の穴の補強計算」を適用する。
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補強に有効な面積

補強に必要な面積
 

 

図3－1 

ＷＥＬＤ－12 

ＷＥＬＤ－18 
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別紙 容器の強度計算書のフォーマット 
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Ⅵ-3-○-○-○ ○○○の強度計算書 



 

 

S2 補 Ⅵ-3-2-5別紙 R1 

 

2 

まえがき 

 

本計算書は，Ⅵ-3-1-4「クラス３機器の強度計算の基本方針」及びⅥ-3-2-5「クラス３容器の強度計算方法」に基づいて計算を行う。 

評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び略語については，Ⅵ-3-2-1「強度計算方法の概要」に定義し

たものを使用する。 

 

・評価条件整理表 

機器名 

既設 

or 

新設 

施設時の 

技術基準 

に対象と 

する施設 

の規定が 

あるか 

クラスアップするか 条件アップするか 
既工認に 

おける 

評価結果 

の有無 

施設時の 

適用規格 
評価区分 

同等性 

評価 

区分 

評価 

クラス 
クラス 

アップ 

の有無 

施設時 

機器 

クラス 

ＤＢ 

クラス 

ＳＡ 

クラス 

条件 

アップ

の有無 

ＤＢ条件 ＳＡ条件 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 
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1. 計算条件 

1.1 計算部位 

概要図に強度計算箇所を示す。 

 

図中の番号は次頁以降の 

計算項目番号を示す。 

図1－1 概要図 

1.2 設計条件 

最高使用圧力(MPa) 静水頭 

最高使用温度(℃) ＊＊＊ 
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2. 強度計算 

2.1 開放タンクの胴の厚さの計算 

   設計・建設規格 PVD-3010及びPVD-3110（PVC-3920準用） 

 

胴板名称 (1) 胴板 

材料  

水頭 Ｈ (m)  

最高使用温度  (℃)  

胴の内径 Ｄｉ (m)  

液体の比重 ρ   

許容引張応力 Ｓ (MPa)  

継手効率 η   

継手の種類    

放射線検査の有無    

必要厚さ ｔ１ (mm)  

必要厚さ ｔ２ (mm)  

必要厚さ ｔ３ (mm)  

ｔ１，ｔ２，ｔ３の大きい値 ｔ (mm)  

呼び厚さ ｔｓｏ (mm)  

最小厚さ ｔｓ (mm)  

評価：ｔｓ≧ｔ，よって十分である。 
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2.2 開放タンクの底板の厚さの計算 

(イ) 設計・建設規格 PVD-3010（PVC-3960(1)準用） 

底板の形：平板 

 

(ロ) 設計・建設規格 PVD-3010（PVC-3970(1)準用） 

底板の厚さ 

底板名称 (1) 底板 

材料  

必要厚さ ｔ (mm)  

呼び厚さ ｔｂｏ (mm)  

最小厚さ ｔｂ (mm)  

評価：ｔｂ≧ｔ，よって十分である。 
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開放タンクの底板の厚さの計算 

(イ) 設計・建設規格 PVD-3010（PVC-3960(1)準用） 

底板の形：平板 

 

(ロ) 設計・建設規格 PVD-3010（PVC-3970(2)準用） 

取付け方法及び穴の有無 

平板名称 (2) 側マンホール平板 

平板の取付け方法 (ｎ) 

平板の穴の有無 無し 

 

(ハ) 設計・建設規格 PVD-3310（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3適用） 

     平板の厚さ 
平板名称 (2) 側マンホール平板

平板材料

ボルト材料

ガスケット材料

ガスケット厚さ （mm）

ガスケット座面の形状

最高使用圧力 Ｐ （MPa）

最高使用温度 （℃）

平板の許容引張応力 Ｓ （MPa）

常温(ガスケット締付時)

(20℃)
Ｓａ （MPa）

最高使用温度(使用状態) Ｓｂ （MPa）

ボルト中心円の直径 Ｃ （mm）

ボルト呼び

ボルト本数 ｎ

ボルト谷径 ｄｂ （mm）

実際のボルト総有効断面積 Ａｂ （mm2）

ガスケット接触面の外径 Ｇｓ （mm）

ガスケット接触面の幅 Ｎ （mm）

ガスケット係数 ｍ

最小設計締付圧力 ｙ （N/mm2）

ガスケット座の基本幅 ｂｏ （mm）

ガスケット座の有効幅 ｂ （mm）

平板の径（ガスケット有効径） ｄ＝Ｇ （mm）

内圧による全荷重 Ｗ＝Ｈ （N）

使用状態での最小ボルト荷重 Ｗｍ１ （N）

ガスケット締付最小ボルト荷重 Ｗｍ２ （N）

使用状態 Ａｍ１ （mm2）

ガスケット締付時 Ａｍ２ （mm2）

いずれか大きい値 Ａｍ （mm2）

使用状態 Ｗｏ （N）

ボルト荷重 ガスケット締付時 Ｗｇ （N）

いずれか大きい値 Ｆ （N）

モーメントアーム ｈｇ （mm）

取付け方法による係数 Ｋ

必要厚さ ｔ （mm）

呼び厚さ ｔｐｏ （mm）

最小厚さ ｔｐ （mm）

評価：ｔｐ≧ｔ，よって十分である。

ボルトの許容
引張応力

ボルトの所要
総有効断面積
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2.3 開放タンクの管台の厚さの計算 

設計・建設規格 PVD-3010及びPVD-3110（PVC-3980準用） 

 

管台名称 (1) 〇〇〇入口 

材料  

水頭 Ｈ (m)  

最高使用温度  (℃)  

管台の内径 Ｄｉ (m)  

液体の比重 ρ   

許容引張応力 Ｓ (MPa)  

継手効率 η   

継手の種類    

放射線検査の有無    

必要厚さ ｔ１ (mm)  

必要厚さ ｔ２ (mm)  

ｔ１，ｔ２の大きい値 ｔ (mm)  

呼び厚さ ｔｎｏ (mm)  

最小厚さ ｔｎ (mm)  

評価：ｔｎ≧ｔ，よって十分である。 
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2.4 開放タンクの補強を要しない穴の最大径の計算 

設計・建設規格 PVD-3511，PVD-3512 

 

胴板名称 (1) 胴板 

評価：補強の計算を要する85mmを超える穴の

名称 
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2.5 開放タンクの穴の補強計算 

設計・建設規格 PVD-3010，PVD-3110，PVD-3510（PVC-3160，PVC-3950準用） 

参照附図 ＷＥＬＤ－１８ 

部材名称 (1) ○○○入口 

胴板材料  

管台材料  

強め板材料  

最高使用圧力       Ｐ (MPa)  

最高使用温度 (℃)  

胴板の許容引張応力    Ｓｓ (MPa)  

管台の許容引張応力    Ｓｎ (MPa)  

強め板の許容引張応力   Ｓｅ (MPa)  

穴の径          ｄ (mm)  

管台が取り付く穴の径   ｄｗ (mm)  

胴板の最小厚さ      ｔｓ (mm)  

管台の最小厚さ      ｔｎ (mm)  

胴板の継手効率      η   

係数           Ｆ   

胴の内径         Ｄｉ (mm)  

胴板の計算上必要な厚さ  ｔｓｒ (mm)  

管台の計算上必要な厚さ  ｔｎｒ (mm)  

穴の補強に必要な面積   Ａｒ (mm2)  

補強の有効範囲      Ｘ１ (mm)  

補強の有効範囲      Ｘ２ (mm)  

補強の有効範囲      Ｘ (mm)  

補強の有効範囲      Ｙ１ (mm)  

補強の有効範囲      Ｙ２ (mm)  

強め板の最小厚さ     ｔｅ (mm)  

強め板の外径       Ｂｅ (mm)  

管台の外径        Ｄｏｎ (mm)  

溶接寸法         Ｌ１ (mm)  

溶接寸法         Ｌ２ (mm)  

溶接寸法         Ｌ３ (mm)  

胴板の有効補強面積    Ａ１ (mm2)  

管台の有効補強面積    Ａ２ (mm2)  

すみ肉溶接部の有効補強面積Ａ３ (mm2)  
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部材名称 (1) ○○○入口 

強め板の有効補強面積    Ａ４ (mm2)  

補強に有効な総面積積    Ａ０ (mm2)  

評価：Ａ０＞Ａｒ，よって十分である。 

  

大きい穴の補強  

補強を要する穴の限界径   ｄｊ (mm)  

評価：ｄ≦ｄｊ，よって大きい穴の補強計算は必要ない。 

溶接部にかかる荷重     Ｗ１ (N)  

溶接部にかかる荷重     Ｗ２ (N)  

溶接部の負うべき荷重    Ｗ (N)  

評価：Ｗ＜0，よって溶接部の強度計算は必要ない。 

以上より十分である。 
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Ⅵ-3-2-6 クラス３管の強度計算方法 
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1. 一般事項 

1.1 概要 

本書は，Ⅵ-3-1-4「クラス３機器の強度計算の基本方針」に基づき，発電用原子力設備のう

ちクラス３管の基本板厚計算書（以下「強度計算書」という。）について説明するものである。 

 

1.2 適用規格及び基準との適合性 

(1) 強度計算は，昭和55年通商産業省告示第５０１号「発電用原子力設備に関する構造等の技

術基準」（以下「告示第５０１号」という。）又は発電用原子力設備規格（設計・建設規格

（2005年版（2007年追補版含む。））ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１-2005/2007）（日本機械学会 2007

年9月）（以下「設計・建設規格」という。）により行う。 

設計・建設規格各規格番号と強度計算書との対応は，表1－1に示すとおりである。 

(2) 設計・建設規格に計算式の規定がないものについては他の規格及び基準を適用して行う。 

日本産業規格（以下「ＪＩＳ」という。）と強度計算書との対応は，表1－2に示すとおり

である。 

(3) 強度計算書で計算するもの以外の管継手は，以下に掲げる規格（形状及び寸法に関する部

分に限る。）又は設計・建設規格 別表4に掲げるものとし，接続配管のスケジュール番号と

同等以上のものを使用する。（設計・建設規格 PPD-3415） 

a. ＪＩＳ Ｂ ２３０１（2001）「ねじ込み式可鍛鋳鉄製管継手」 

b. ＪＩＳ Ｂ ２３０２（1998）「ねじ込み式鋼管製管継手」 

c. ＪＩＳ Ｂ ２３０３（1995）「ねじ込み式排水管継手」 

d. ＪＩＳ Ｂ ２３１１（2001）「一般配管用鋼製突合せ溶接式管継手」 

e. ＪＩＳ Ｂ ２３１２（2001）「配管用鋼製突合せ溶接式管継手」 

f. ＪＩＳ Ｂ ２３１３（2001）「配管用鋼板製突合せ溶接式管継手」 

g. ＪＩＳ Ｂ ２３１６（1997）「配管用鋼製差込み溶接式管継手」 

h. ＪＩＳ Ｇ ３４５１（1987）「水輸送用塗覆装鋼管の異形管」 

i. ＪＩＳ Ｇ ５５２７（1998）「ダクタイル鋳鉄異形管」 

(4) 強度計算書で計算するもの以外のフランジ継手については，以下に掲げる規格（材料に関

する部分を除く。）又は設計・建設規格 別表2に掲げるものを使用する。（設計・建設規格 

PPD-3414） 

a. ＪＩＳ Ｂ ２２３８（1996）「鋼製管フランジ通則」 

b. ＪＩＳ Ｂ ２２３９（1996）「鋳鉄製管フランジ通則」 

c. ＪＩＳ Ｂ ８２１０（1994）「蒸気用及びガス用ばね安全弁」 
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(5) 管の接続 

管と管を接続する場合は，設計・建設規格 PPD-3430により溶接継手，フランジ継手，ね

じ込み継手又は機械的継手（メカニカルジョイント，ビクトリックジョイント等であって当

該継手が十分な強度を有する機械的な締付けにより行われ，かつ，漏えいを防止する方法に

よるものに限る。）とする。ただし，継手部に著しい配管反力が生じる場合は，ねじ込み継

手又は機械的継手としない。 
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表1－1 設計・建設規格各規格番号と強度計算書との対応 

 

設計・建設規格 規格番号 
強度計算書の計算式 

備     考 
（章節番号） 

PPD-3411（直管） 

 

 

 

PPD-3411(1) 

PPD-3411(2) 

PPD-3411(3) 

 

PPD-3412（曲げ管） 

PPD-3411（直管）を準用する。 

2.2 

2.4 

2.5 

管の板厚計算 

鏡板の強度計算（フランジ部） 

レジューサの強度計算（フランジ

部） 

PPD-3413（平板） 

 

 

2.3 平板の強度計算 

PPD-3414（フランジ） 

PPD-3414(1) 

PPD-3414(2) 

PPD-3414(3) 

 

2.7 フランジの強度計算 

（1.2(4) フランジ継手） 

 

PPD-3415（管継手） 

PPD-3415(1) 

 

 

 1.2(3)管継手 

 

PPD-3415.1（レジューサ） 

PPD-3415.1(1) 

PPD-3415.1(2) 

PPD-3415.1(3) 

 

準用 

PVC-3124.2（外面に圧力を受ける円

すい形の胴の厚さ） 

 

2.5 レジューサの強度計算 

 

 

 

 

 

レジューサの強度計算（円すい及び

すその丸みの部分（外面に圧力を受

けるもの）） 
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設計・建設規格 規格番号 
強度計算書の計算式 

備     考 
（章節番号） 

PPD-3415.2（鏡板） 

PPD-3415.2(1) 

PPD-3415.2(2) 

 

2.4 鏡板の強度計算 

 

 

 

PPD-3416（伸縮継手） 2.8 伸縮継手の強度計算 

PPD-3420（穴と補強） 

PPD-3421 

PPD-3422 

PPD-3423 

PPD-3424 

 

PPD-3422(3) 

 

2.6 

 

 

 

 

 

2.3 

管の穴と補強計算 

 

 

 

 

 

平板の強度計算 

 

表1－2 ＪＩＳと強度計算書との対応 
 

ＪＩＳ 強度計算書の計算式 
備   考 

No. 項 （章節番号） 

ＪＩＳ Ｂ ８２６５（2003）「圧

力容器の構造－一般事項」 

附属書3（規定）「圧力容器のボル

ト締めフランジ」 

2 

3 

4 

5 

2.7 フランジの強度計算＊ 

 

注記＊：設計・建設規格 PPC-3414(2)によりＪＩＳ Ｂ ８２６５（2003）「圧力容器の構造－

一般事項」（以下「ＪＩＳ Ｂ ８２６５」という。）の附属書3（規定）「圧力容器の

ボルト締めフランジ」を用いて計算を行う。 

 

1.3 強度計算書の構成とその見方 

(1) 強度計算書は，本書と各配管の強度計算書からなる。 

(2) 各配管の強度計算書では，記号の説明及び計算式を省略しているので，本書によるものと

する。 

(3) 各配管の強度計算書において，ＮＯ．の番号は概略系統図の丸で囲んだ番号を表す。 
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1.4 計算精度と数値の丸め方 

計算の精度は6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表1－3に示すとおりとする。 

 

表1－3 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単 位 処 理 桁 処理方法 表 示 桁 

 下記以外の圧力 MPa 小数点以下第3位 四捨五入 小数点以下第2位 

 最高使用圧力 MPa ― ― 小数点以下第2位 

 
外面に受ける最高

の圧力 
MPa ― ― 

 

小数点以下第2位＊1 

 

温度 ℃ ― ― 整数位 

許容応力＊2 MPa 小数点以下第1位 切捨て 整数位 

算出応力 MPa 小数点以下第1位 切上げ 整数位 

 下記以外の長さ mm 小数点以下第3位 四捨五入 小数点以下第2位 

長 計算上必要な厚さ mm 小数点以下第3位 切上げ 小数点以下第2位 

 最小厚さ mm 小数点以下第3位 切捨て 小数点以下第2位 

さ ボルト谷径 mm ― ― 小数点以下第3位 

 ガスケット厚さ mm ― ― 小数点以下第1位 

面積 mm
2
 有効数字5桁目 四捨五入 有効数字4桁＊3 

力 N 有効数字5桁目 四捨五入 有効数字4桁＊3 

モーメント N･mm 有効数字5桁目 四捨五入 有効数字4桁＊3 

角度 ゜ 
小数点以下第2位 

(小数点以下第1位)＊4 
四捨五入 

小数点以下第1位 

(整数位)＊4 

注記＊1：必要に応じて小数点以下第3位を用いる。 

＊2：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における許容引張応力及び設計

降伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第1位を切り捨て，整数位までの値とす

る。 

＊3：絶対値が1000以上のときは，べき数表示とする。 

＊4：管の穴と補強計算の分岐管の中心線と主管の中心線との交角に用いる。 

圧 
 
 
 

力 
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1.5 材料の表示方法 

材料は次に従い表示するものとする。 

(1) 設計・建設規格に定める材料記号を原則とする。 

設計・建設規格に記載されていないが設計・建設規格に相当材が記載されている場合は，

次のように表示する。 

相当材記号 相当（当該材記号） 

（例1） SM400A  相当（SMA400AP） 

（例2） SCMV3-1 相当（ASME SA387 Gr.11Cl.1） 

(2) 管の強度計算書において管の製造方法の区別を表示するので，材料表示としては，製造方

法の区別を特に表示しない。 

（継目無管：S，溶接管：W） 

(3) 強度区分により許容引張応力の値が異なる場合，材料記号の後にＪＩＳで定める強度区分

を付記する。 

（例） 

設計・建設規格の表示 計算書の表示 

付録材料図表 

Part5 表5の許容 

引張応力の上段 

SCMV3-1 

付録材料図表 

Part5 表5の許容 

引張応力の下段 

SCMV3-2 

(4) 使用する厚さ又は径等によって許容引張応力の値が異なる場合，材料記号の後に該当する

厚さ又は径等の範囲を付記して表示する。 

（例） SS400（16mm＜径≦40mm） 

(5) ガスケット材料で非石綿の場合の表示は，各計算「記号の説明」の「計算書の表示」によ

る。 

（例） NON-ASBESTOS 

なお，この場合のガスケット係数（ｍ）及びガスケットの最小設計締付圧力（ｙ）は， 

ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 表2 備考3によりガスケットメーカ推奨値を適用する。 

 

SCMV3 

SCMV3 
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1.6 概略系統図の管継手及び仕様変更点の表示方法 

(1) 管継手の表示方法 

概略系統図において，計算対象となる管と管継手の区別をするために管継手のみの管番号

に“＊”を付け，概略系統図中に“注記＊：管継手”と表示する。 

(2) 管の仕様変更点の表示方法 

概略系統図中，管の途中において仕様変更が生じる場合は“    ”のように表示する。 
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2. クラス３管の強度計算方法 

発電用原子力設備のうちクラス３管の強度計算に用いる計算式と記号を以下に定める。 

 

2.1 共通記号 

特定の計算に限定せず，一般的に使用する記号を共通記号として次に掲げる。 

なお，以下に示す記号のうち，各計算において説明しているものはそれに従う。 
 

設計・建設 

規格の記号 
計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

 ＮＯ． 管，平板，鏡板，レジューサ，管の穴，フラン

ジ及び伸縮継手等の番号 

 数字のみ：管 

 Ｂ：平板 

 Ｃ：鏡板 

 Ｒ：レジューサ 

 Ｔ：管の穴 

 Ｆ：フランジ 

 Ｅ：伸縮継手 

 ＳＰ：穴あき管 

― 

Ｐ Ｐ 最高使用圧力（内圧） MPa 

Ｐｅ Ｐｅ 外面に受ける最高の圧力 MPa 

 Ｑ 厚さの負の許容差 ％，mm 

η 

 

η 

 

継手の効率 

管及び鏡板は設計・建設規格 PVD-3110による。

レジューサは設計・建設規格 PVC-3130による。 

― 
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2.2 管の板厚計算 

管の板厚計算は，設計・建設規格 PPD-3411を適用する。 

(1) 記号の説明 

設計・建設 

規格の記号 
計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

Ｂ Ｂ 外面に圧力を受ける場合の計算に用いる係数 

設計・建設規格 付録材料図表 Part7 図1～図

20により求めた値 

（Ｂを求める際に使用した板の厚さは繰返し計

算により最終的にｔｏｐとなる。） 

― 

Ｄ０ Ｄｏ 管の外径 mm 

  管の座屈の長さ mm 

Ｓ Ｓ 最高使用温度における材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5によ

る。 

MPa 

ｔ ｔ 管の計算上必要な厚さ mm 

ｔ ｔｏｐ 管の計算上必要な厚さ mm 

 ｔｒ 管に必要な厚さ mm 

 ｔｓ 管の最小厚さ mm 

 ｔｔ 炭素鋼鋼管の設計・建設規格上必要な最小厚さ mm 

 算  式 ｔｒとして用いる値の算式 ― 

 製  法 

S 

 

継目無管 

― 

 W 溶接管  
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(2) 算式 

管に必要な厚さは，次に掲げる値のいずれか大きい方の値とする。 

a. 内面に圧力を受ける管 

設計・建設規格 PPD-3411(1)の式より求めた値：ｔ 

Ｐ2・Ｓ・η＋0.8・

Ｐ・Ｄ
ｔ＝

ｏ
   ······························································  (Ａ) 

b. 外面に圧力を受ける管 

設計・建設規格 PPD-3411(2)の図PPD-3411-1より求めた値。ただし，図から求められな

い場合は次の式より求めた値：ｔｏｐ 

4・Ｂ

・Ｄ3・Ｐ
ｔ

ｏｅ
ｏｐ     ·································································  (Ｂ) 

c. 炭素鋼鋼管の設計・建設規格上必要な最小厚さ：ｔｔ 

設計・建設規格 PPD-3411(3)の表PPD-3411-1より求めた値   ····················  (Ｃ) 

(3) 評価 

ｔ，ｔｏｐ又はｔｔのいずれか大きい方の値をｔｒとする。 

管の最小厚さ（ｔｓ）≧管に必要な厚さ（ｔｒ）ならば強度は十分である。 

(4) 補足 

a. 計算書中，算式の項の文字は(2)a項，b項及びc項の文字Ａ，Ｂ及びＣに対応する。 

b. 曲げ管は，管に必要な厚さが確保されている場合は，直管と同等に考えるものとし，表

示はしないものとする。 
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2.3 平板の強度計算 

平板の強度計算は，設計・建設規格 PPD-3413及び設計・建設規格 PPD-3422(3)を適用す

る。 

(1) 記号の説明 

設計・建設 

規格又は 

ＪＩＳの記号 
計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

Ａｂ Ａｂ 実際に使用するボルトの総有効断面積 mm2 

Ａｍ Ａｍ ボルトの総有効断面積 mm2 

Ａｍ１ Ａｍ１ 使用状態でのボルトの総有効断面積 mm2 

Ａｍ２ Ａｍ２ ガスケット締付時のボルトの総有効断面積 mm2 

ｂ ｂ ガスケット座の有効幅 mm 

ｂ０ ｂｏ ガスケット座の基本幅（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 

附属書3 表3による。） 

mm 

Ｃ Ｃ ボルト穴の中心円の直径 mm 

ｄ ｄ 設計・建設規格の表PPD-3413-1に規定する方法

によって測った平板の径又は最小内のり 

mm 

ｄｂ ｄｂ ボルトのねじ部の谷の径と軸部の径の最小部の

小さい方の径 

mm 

 ｄｈ 穴の径 mm 

Ｆ Ｆ 全体のボルトに作用する力 N 

Ｇ Ｇ ガスケット反力円の直径 mm 

 Ｇｓ ガスケット接触面の外径 mm 

Ｈ Ｈ 内圧によってフランジに加わる全荷重 N 

ＨＰ ＨＰ 気密を十分に保つためにガスケット又は継手接

触面に加える圧縮力 

N 

ｈｇ ｈｇ ボルトのピッチ円の直径とｄとの差の2分の1 mm 

Ｋ Ｋ 平板の取付け方法による係数 ― 

  フランジの長さ mm 

ｍ ｍ ｔｒ／ｔｓ ― 

ｍ ｍｇ ガスケット係数（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属

書3 表2による。） 

― 

Ｎ Ｎ ガスケットの接触面の幅（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 

附属書3 表3による。） 

mm 

ｎ ｎ ボルトの本数 ― 

ｒ ｒ すみの丸みの内半径 mm 
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設計・建設 

規格又は 

ＪＩＳの記号 
計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

Ｓ Ｓ 最高使用温度における平板材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5に

よる。 

MPa 

σａ Ｓａ 常温におけるボルト材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表7に

よる。 

MPa 

σｂ Ｓｂ 最高使用温度におけるボルト材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表7に

よる。 

MPa 

 Ｓｘ ボルトの許容引張応力（Ｓａ又はＳｂのいずれか

小さい方の値） 

MPa 

 Ｓ１ 最高使用温度におけるねじ込み輪，分割リング

等の機械的装置の材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5又

は表6による。 

MPa 

ｔ ｔ 平板の計算上必要な厚さ mm 

ｔｃ ｔｃ 平板のすみ肉ののど厚 mm 

ｔｆ，ｔ ｔｆ 平板のフランジ部の厚さ mm 

ｔｗ ｔｉ 平板ののど厚 mm 

ｔｎ ｔｎ ガスケット溝を考慮した平板の厚さ mm 

ｔ ｔｐ 平板の最小厚さ mm 

 ｔｐｏ 平板の呼び厚さ mm 

ｔｓ ｔｓ 管の最小厚さ mm 

ｔｒ ｔｒ 継目のない管の計算上必要な厚さ mm 

ｔｗ，ｔｗ１ ｔｗ 平板の溶接部の深さ mm 

ｔｗ２ ｔｗ２ 平板の溶接部の長さ mm 

Ｗ Ｗ パッキンの外径又は平板の接触面の外径内の面

積に作用する全圧力 

N 

Ｗｇ Ｗｇ ガスケット締付時のボルト荷重 N 

Ｗｍ１ Ｗｍ１ 使用状態での必要な最小ボルト荷重 N 

Ｗｍ２ Ｗｍ２ ガスケット締付時に必要な最小ボルト荷重 N 

Ｗ０ Ｗｏ 使用状態でのボルト荷重 N 

ｙ ｙ ガスケットの最小設計締付圧力 

（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 表2によ

る。） 

N/mm2 
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設計・建設 

規格又は 

ＪＩＳの記号 
計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

π π 円周率 ― 

 σｐ 平板に作用する力によって生じる応力 MPa 

 NON-ASBESTOS 非石綿ジョイントシート ― 

 SUS-NON- 

ASBESTOS 

渦巻形金属ガスケット（非石綿）（ステンレス

鋼） 

― 

 ガスケット座

面の形状 

ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 表2による。 ― 

 平板の取付け

方法 

平板の取付け方法で設計・建設規格 PPD-3413

の表PPD-3413-1による。 

― 

(ａ)～(ｏ) 3A～3O 取付け方法の表示区分 ― 
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(2) 形状の制限 

取 付 け 方 法 形  状  の  制  限 

（ａ） 

 

 

無し 

（ｂ） 

 

 

ｄ≦600mm，ｄ／20≦ｔｐ＜ｄ／4かつ， 

ｒ≧0.25・ｔｆであること。 

（ｃ） 

 

 

ｔｆ≧2・ｔｓかつ，ｒ≧3・ｔｆであること。 

（ｄ） 

 

 

ｔｆ≧ｔｓかつ，ｒ≧1.5・ｔｆであること。 

（ｅ） 

 

 

ｒ≧3・ｔｆであること。 
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取 付 け 方 法 形  状  の  制  限 

（ｆ） 

 

  

 

0.8・Ｓ１≧σｐであること。 

（ｇ） 

 

 

0.8・Ｓｘ≧σｐであること。 

（ｈ） 

 

 

ｔｉ≧2・ｔｒかつ，ｔｉ≧1.25・ｔｓであること。 

（ｉ） 

 

 

ｔｗ＋ｔｗ２≧2・ｔｓ，ｔｗ≧ｔｓかつ， 

ｔｓ≧1.25･ｔｒであること。 
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取 付 け 方 法 形  状  の  制  限 

（ｊ） 

 

 

(1) 平板が鍛造品で，かつ，平板の面からの開先

角度が45°未満の場合 

ｔｗ≧Min（0.5・ｔｓ，0.25・ｔｐ）かつ， 

ｔｃ≧Min（0.7・ｔｓ，6mm）であること。 

(2) (1)以外の場合 

ｔｗ≧Min（ｔｓ，0.5・ｔｐ）かつ， 

ｔｃ≧Min（0.7・ｔｓ，6mm）であること。 

（ｋ） 

 

 

ｔｃ≧Min（0.7・ｔｓ，6mm）であること。 

（） 

 

 

ｔｗ＋ｔｗ２≧2・ｔｓであること。 
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取 付 け 方 法 形  状  の  制  限 

（ｍ） 

 

 

無し 

（ｎ） 

 

0.8・Ｓｘ≧σｐ，ｒ≧3・ｔｆであること。 

（ｏ） その他の場合 無し 
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(3) 算式 

平板の計算上必要な厚さは，次の式による値とする。 

a. 平板に穴がない場合 

Ｓ

Ｐ・Ｋ
＝ｄ・ｔ    

Ｋの値は以下による。 
 

取付け方法 
 

 

（ａ） 0.17 

（ｂ） 0.13 

（ｃ） 0.17 

（ｄ） Max（0.33・ｍ，0.2）  ｍ＝ｔｒ／ｔｓ 

（ｅ） 0.17＊1 

0.10 

（ｆ） 0.20 

（ｇ） 0.20＊2 

（ｈ） Max（0.33・ｍ，0.2）  ｍ＝ｔｒ／ｔｓ 

（ｉ） 0.33 

（ｊ）  

（ｋ） Max（0.33・ｍ，0.2）  ｍ＝ｔｒ／ｔｓ  

（）  

（ｍ） 0.20＋
Ｗ・ｄ

1.0・Ｆ・ｈｇ
 

ただし，ｔｎの厚さの場合は 
＊3

ｇ

Ｗ・ｄ

1.0・Ｆ・ｈ
 

（ｎ） 0.20 

（ｏ） 0.50 
 

注記＊1：取付け方法（ｅ）の場合 

ｔｆからｔｓへ移行するテーパが1対4又はそれより緩やかであり，かつ，以下の

(a)又は(b)いずれかの場合，Ｋ＝0.10とできる。 

(a) ｆ
ｆ

ｓ
ｄ・ｔ・ 

ｔ

ｔ
・1.1－0.8 

２

２

≧       







 の場合 

(b) 管が ｓｄ・ｔ2・  以上の長さにわたって 

ｆｆ ｄ・ｔ／1.1－1.12・ｔ≧ ・ｓｔ   の場合 

Ｋ    の    値 

＊3 
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注記＊2：取付け方法（ｇ）の場合のσｐは以下による。 

(a) ガスケット座の有効幅及びガスケット反力円の直径 

ガスケット座の有効幅（ｂ）及びガスケット反力円の直径（Ｇ）は，ガス

ケット座の基本幅（ｂｏ）に従い以下のように求める。 

ｂｏ≦6.35mmの場合 

－ＮＧ＝Ｇ

ｂ＝ｂ

ｓ

ｏ
 

ｂｏ＞6.35mmの場合 

－2・ｂＧ＝Ｇ

ｂｂ＝2.52・

ｓ

ｏ   

ただし，ｂｏはＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 表3による。 

ｄ＝Ｇ 

(b) 計算上必要なボルト荷重 

イ. 使用状態で必要なボルト荷重 

Ｗｍ１＝Ｈ＋ＨＰ 

・Ｐ・Ｇ
4

π
Ｈ＝  

２  

Ｗ＝Ｈ 

・Ｐ・π・ｂ・Ｇ・ｍ 2＝Ｈ ｇＰ  

ただし，Ｐは2.7項(1)のフランジの強度計算の記号の説明による。 

ロ. ガスケット締付時に必要なボルト荷重 

Ｗｍ２＝π・ｂ・Ｇ・ｙ 

(c) ボルトの総有効断面積及び実際に使用するボルトの総有効断面積 

・ｎ ・ｄ
4

π
＝Ａ

)，Ａ＝Max(ＡＡ

Ｓ

Ｗ
＝Ａ

Ｓ

Ｗ
＝Ａ

２

２１

２
２

１
１

ｂｂ

ｍｍ ｍ

ａ

ｍ
ｍ

ｂ

ｍ
ｍ

  

 

(d) フランジの計算に用いるボルト荷重 

)Ｗ,Ｆ＝Max(Ｗ

・Ｓ 
2

＋ＡＡ
＝Ｗ

＝ＷＷ

ｇｏ

ａ
ｂｍ

ｇ

ｍｏ １









 

(e) 平板に作用する力によって生じるボルトの応力 

ｂ
ｐ

Ａ

Ｆ
＝σ  

（使用状態） 

（ガスケット締付時） 

（使用状態） 

（ガスケット締付時） 
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注記＊3：取付け方法（ｍ）の場合のＦ，ｈｇ，Ｗ及びｄは以下による。 

(a) ガスケット座の有効幅及びガスケット反力円の直径 

ガスケット座の有効幅（ｂ）及びガスケット反力円の直径（Ｇ）は，ガス

ケット座の基本幅（ｂｏ）に従い以下のように求める。 

ｂｏ≦6.35mmの場合 

－ＮＧ＝Ｇ

ｂ＝ｂ

ｓ

ｏ
 

ｂｏ＞6.35mmの場合 

－2・ｂＧ＝Ｇ

ｂｂ＝2.52・

ｓ

ｏ   

ただし，ｂｏはＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 表3による。 

ｄ＝Ｇ 

(b) 計算上必要なボルト荷重 

イ. 使用状態で必要なボルト荷重 

Ｗｍ１＝Ｈ＋ＨＰ 

・Ｐ ・Ｇ
4

π
Ｈ＝ ２   

Ｗ＝Ｈ 

・Ｐ＝2・π・ｂ・Ｇ・ｍＨ ｇＰ  

ただし，Ｐは2.7項(1)のフランジの強度計算の記号の説明による。 

ロ. ガスケット締付時に必要なボルト荷重 

Ｗｍ２＝π・ｂ・Ｇ・ｙ 

(c) ボルトの総有効断面積及び実際に使用するボルトの総有効断面積 

・ｎ・ｄ
4

π
＝Ａ

)，ＡMax(Ａ＝Ａ

Ｓ

Ｗ
＝Ａ

Ｓ

Ｗ
＝Ａ

２

２１

２
２

１
１

ｂｂ

ｍｍｍ

ａ

ｍ
ｍ

ｂ

ｍ
ｍ

   

 

(d) フランジの計算に用いるボルト荷重 

)，ＷＦ＝Max(Ｗ

・Ｓ 
2

＋ＡＡ
＝Ｗ

＝ＷＷ

ｇｏ

ａ
ｂｍ

ｇ

ｍｏ １









 

(e) 使用状態でのフランジ荷重に対するモーメントアーム 

2

Ｃ－Ｇ
＝ｈｇ  

（使用状態） 

（ガスケット締付時） 

（使用状態） 

（ガスケット締付時） 
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b. 平板に穴を設ける場合は，設計・建設規格 PPD-3422(3)により平板の計算上必要な厚さ

を，次の式より計算した値とする。 

(a) 穴の径（ｄｈ）が平板の径又は最小内のり（ｄ）の値の2分の1以下の場合 

Ｓ

2・Ｋ・Ｐ
ｔ＝ｄ・   

ただし，Ｋの値は（ｍ）の取付け方法を除き0.375以上とすることを要しない。 

(b) 穴の径（ｄｈ）が平板の径又は最小内のり（ｄ）の値の2分の1を超える場合 

Ｓ

2.25・Ｋ・Ｐ
ｔ＝ｄ・   

(4) 評価 

平板の最小厚さ（ｔｐ）≧平板の計算上必要な厚さ（ｔ）ならば強度は十分である。 

(5) 補足 

a. 取付け方法は，設計・建設規格 PPD-3413の表PPD-3413-1の条件を満足するものとする。 

b. スペクタクルフランジの取付け方法は（ｇ）タイプとする。 
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2.4 鏡板の強度計算 

鏡板の強度計算は，設計・建設規格 PPD-3415.2及び設計・建設規格 PPD-3411を適用する。 

(1) 記号の説明 

設計・建設 

規格の記号 
計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

Ｂ Ｂ 中高面に圧力を受ける場合の計算に用いる係数 

設計・建設規格 付録材料図表 Part7 図1～

図20により求めた値 

（Ｂを求める際に使用した板の厚さは繰返し計

算により最終的にｔとなる。） 

― 

Ｄ Ｄ 半だ円形鏡板の内面における長径 mm 

Ｄ０ Ｄｏ 鏡板が取り付けられる管の外径 

（フランジ部の外径に同じ。） 

mm 

 Ｄｏｃ さら形鏡板の外径 mm 

ｈ ｈ 半だ円形鏡板の内面における短径の2分の1 mm 

Ｋ Ｋ 半だ円形鏡板の形状による係数 ― 

Ｋ ＫＫ 半だ円形鏡板の中高面に圧力を受ける場合の計

算に用いる係数 

設計・建設規格 PPD-3415.2(2)f.の 

表PPD-3415.2-1による。 

― 

Ｒ Ｒ さら形鏡板の中央部における内半径又は全半球

形鏡板の内半径 

mm 

Ｒ ＲＤ さら形又は全半球形鏡板の中央部の外半径 

（＝Ｒ＋（最小厚さ）） 

mm 

Ｒ ＲＲ 半だ円形鏡板の外面の長径 

（＝Ｄ＋2・（最小厚さ）） 

mm 

ｒ ｒ さら形鏡板のすみの丸みの内半径 mm 

Ｓ Ｓ 最高使用温度における材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5に

よる。 

MPa 

ｔ ｔ 鏡板の鏡部及びフランジ部の計算上必要な厚さ mm 

 ｔｃ 鏡板の最小厚さ mm 

 ｔｃｏ 鏡板の公称厚さ mm 

Ｗ Ｗ さら形鏡板の形状による係数 ― 

 形  式 鏡板の形式及び計算箇所を示す名称 ― 

 算  式 ｔとして用いる値の算式 ― 
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(2) 算式 

鏡板の計算上必要な厚さは，次に掲げる値とする。 

a. さら形鏡板鏡部 

形状は設計・建設規格 PPD-3415.2(1)a.により以下とする。 

mm50≧ｒ 　

0.06・Ｄ≧ｒ 　

3・ｔ≧ 　ｒ

Ｒ≧Ｄ

ｏｃ

ｃｏ

ｏｃ

 

設計・建設規格 PPD-3415.2(2)a.の式PPD-1.12又は設計・建設規格 PPD-3415.2(2)b.

の式PPD-1.14より求めた値 

(a) 中低面に圧力を受けるもの 

Ｐ2・Ｓ・η－0.2・

Ｐ・Ｒ・Ｗ
ｔ＝   ·····························································  (Ａ) 

ただし， 















ｒ

Ｒ
3＋ ・

4

1
Ｗ＝  

(b) 中高面に圧力を受けるもの 

Ｂ

・ＲＰ
ｔ＝

Ｄｅ
  ···········································································  (Ａ') 

b. 全半球形鏡板鏡部 

設計・建設規格 PPD-3415.2(2)c.の式PPD-1.15又は設計・建設規格 PPD-3415.2(2)d.

の式PPD-1.16より求めた値 

(a) 中低面に圧力を受けるもの 

Ｐ2・Ｓ・η－0.2・

Ｐ・Ｒ
ｔ＝   ·····························································  (Ｂ) 

(b) 中高面に圧力を受けるもの 

Ｂ

ＲＰ
ｔ＝

Ｄ・ｅ
  ···········································································  (Ｂ') 
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c. 半だ円形鏡板鏡部 

形状は設計・建設規格 PPD-3415.2(1)c.により以下とする。 

2・ｈ

Ｄ
≧2  

設計・建設規格 PPD-3415.2(2)e.の式PPD-1.17又は設計・建設規格 PPD-3415.2(2)f.

より求めた値 

(a) 中低面に圧力を受けるもの 

Ｐ2・Ｓ・η－0.2・

Ｐ・Ｄ・Ｋ
ｔ＝   ·····························································  (Ｃ) 

ただし， 





















２

2・ｈ

Ｄ
2＋ ・

6

1
Ｋ＝  

(b) 中高面に圧力を受けるもの 

Ｂ

・Ｒ・ＫＰ
ｔ＝

ＲＫｅ
  ···································································  (Ｃ') 

d. 鏡板のフランジ部 

設計・建設規格 PPD-3411により求めた値 

(a) 内面に圧力を受ける管  ··································································  (Ｄ) 

(b) 外面に圧力を受ける管  ··································································  (Ｄ') 

(c) 炭素鋼鋼管の設計・建設規格上必要な最小厚さ  ·································  (Ｄ'') 

(a)，(b)又は(c)のいずれか大きい方の値とする。 

(3) 評価 

鏡板の最小厚さ（ｔｃ）≧鏡部（上段）及びフランジ部（下段）の計算上必要な厚さ（ｔ）

ならば強度は十分である。 

(4) 補足 

計算書中，算式の項の文字は(2)a項，b項，c項及びd項の文字Ａ，Ａ'，Ｂ，Ｂ'，Ｃ，Ｃ'， 

Ｄ，Ｄ'及びＤ''に対応する。 
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2.5 レジューサの強度計算 

レジューサの強度計算は，設計・建設規格 PPD-3415.1（設計・建設規格 PVC-3124.2準用）

及び設計・建設規格 PPD-3411を適用する。 

(1) 記号の説明 

設計・建設 

規格の記号 
計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

Ｂ Ｂ 外面に圧力を受ける場合の計算に用いる係数 

設計・建設規格 付録材料図表 Part7 図1～図20

により求めた値 

（Ｂを求める際に使用した板の厚さは繰返し計算

により最終的にｔ３となる。） 

― 

Ｄｉ Ｄｉ 円すいの部分がすその丸みの部分に接続する部分

の軸に垂直な断面の内径 

mm 

Ｄ０ Ｄｏ レジューサのフランジ部の外径 mm 

 Ｄｏ 大径端側の外径 mm 

Ｋ Ｋ 設計・建設規格 PPD-3415.1(3)の図PPD-3415.1-1

より求めた係数 

― 

ｒ，ｒ０，ｒｓ ｒ 円すいのすその丸みの部分の内半径 

（円すいの丸みの外半径） 

mm 

Ｓ Ｓ 最高使用温度における材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5又は表

6による。 

MPa 

Ｓ Ｓ１ 最高使用温度における設計・建設規格 付録材料図

表 Part5 表5又は表6に定める値の2倍，又は設

計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める

値の0.9倍の値のいずれか小さい方の値 

MPa 

ｔ ｔ レジューサの計算上必要な厚さ mm 

 ｔ１ 円すいの部分の計算上必要な厚さ mm 

 ｔ２ すその丸みの部分の計算上必要な厚さ mm 

 ｔ３ 外面に圧力を受ける場合の計算上必要な厚さ mm 

 ｔｓ レジューサの最小厚さ mm 

 ｔｓ 大径端側の最小厚さ mm 

Ｗ Ｗ 円すいの形状による係数 ― 

θ θ 円すいの頂角の2分の1 ゜ 

 算  式 ｔとして用いる値の算式（計算上必要な厚さが最大

となる算式） 

― 

 端部記号 大径端，小径端及びフランジ部を示す名称 ― 
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(2) 算式 

レジューサの計算上必要な厚さは，次に掲げる値とし，大径端側及び小径端側のそれぞれ

について計算を行う。 

a. 円すいの部分（内面に圧力を受けるもの） 

設計・建設規格 PPD-3415.1(1)a.の式PPD-1.8より求めた値 

）Ｓ・η－0.6・Ｐ（ 2・cosθ・

Ｄ Ｐ・
＝ｔ

ｉ
１   ·····················································  (Ａ) 

b. すその丸みの部分（内面に圧力を受けるもの） 

大径端側 

設計・建設規格 PPD-3415.1(1)b.の式PPD-1.9より求めた値 

）Ｓ・η－0.1・Ｐ（ 4・cosθ・

・Ｗ・Ｄ Ｐ
＝ｔ

ｉ
２   ··················································  

ただし， 















cosθ 2・ｒ・

Ｄ
3＋ ・

4

1
Ｗ＝

ｉ
 

小径端側 

設計・建設規格 PPD-3415.1(3)の式PPD-1.11より求めた値 

2・Ｓ＋0.8・Ｐ

Ｐ・Ｄ
・

η

Ｋ
＝ｔ

ｏ
２   ······························································  

ただし，Ｋは設計・建設規格 PPD-3415.1(3)の図PPD-3415.1-1より求めた値 

c. レジューサのフランジ部 

設計・建設規格 PPD-3411により求めた値 

(a) 内面に圧力を受ける管  ······································································ (Ｃ) 

(b) 外面に圧力を受ける管  ····································································  (Ｃ') 

(c) 炭素鋼鋼管の設計・建設規格上必要な最小厚さ  ··································· (Ｃ'') 

(a)，(b)又は(c)のいずれか大きい方の値とする。 

(Ｂ) 
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d. 円すい及びすその丸みの部分（外面に圧力を受けるもの） 

設計・建設規格 PVC-3124.2により求める。 

(a) 円すいの頂角の2分の1が22.5°以下のもの 

イ. 外面に圧力を受ける場合の計算上必要な厚さが外径の0.1倍以下の場合 

4・Ｂ

・Ｄ3・Ｐ
＝ｔ

ｏｅ
３   ·····································································  (Ｄ) 

ただし，Ｄｏ＝Ｄｏ，長さは円すい部の軸方向の長さとする。 

ロ. 外面に圧力を受ける場合の計算上必要な厚さが外径の0.1倍を超える場合 

次の2つの式より計算したいずれか大きい方の値 



























１

３

３

Ｓ

2・Ｐ
1－1－ ・

2

Ｄ
＝ｔ

2.167

）／Ｂ＋0.0833Ｐ（ ・Ｄ
＝ｔ

ｅｏ

ｅｏ

  ····················································  (Ｄ') 

ただし，Ｄｏ＝Ｄｏ，長さは円すい部の軸方向の長さとする。 

(b) 円すいの頂角の2分の1が22.5°を超え60°以下のもの 

イ. 外面に圧力を受ける場合の計算上必要な厚さが外径の0.1倍以下の場合 

4・Ｂ

）－2・ｔＤ（ ・3・Ｐ
＝ｔ

ｓｏｅ
３   ···················································  (Ｄ'') 

ただし，Ｄｏ＝Ｄｏ，ｔｓ＝ｔｓ，長さは（Ｄｏ－2・ｔｓ）とする。 

ロ. 外面に圧力を受ける場合の計算上必要な厚さが外径の0.1倍を超える場合 

次の2つの式より計算したいずれか大きい方の値 




























１

３

３

Ｓ

2・Ｐ
1－1－ ・

2

）－2・ｔＤ（
ｔ

2.167

）／Ｂ＋0.0833Ｐ（ ・ ）－2・ｔＤ（
＝ｔ

ｅｓｏ

ｅｓｏ

  ··································  (Ｄ''') 

ただし，Ｄｏ＝Ｄｏ，ｔｓ＝ｔｓ，長さは（Ｄｏ－2・ｔｓ）とする。 

(3) 評価 

大径端側及び小径端側のそれぞれについて，レジューサの最小厚さ（ｔｓ）≧レジューサ

の計算上必要な厚さ（ｔ）ならば強度は十分である。 

(4) 補足 

a. 計算書中，ＮＯ．（レジューサの番号）に＊印の付いているものは，偏心レジューサを

示す。 

b. 偏心レジューサの場合のθは，円すいの頂角をそのまま使用する。 

c. 計算書中，算式の項の文字は(2)a項，b項，c項及びd項の文字Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｃ'，Ｃ''，

Ｄ，Ｄ'，Ｄ''及びＤ'''に対応する。 
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2.6 管の穴と補強計算 

管の穴と補強計算は，設計・建設規格 PPD-3420を適用する。 

(1) 記号の説明 

 設計・建設 

規格の記号 
計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

直 

管 

又 

は 

曲 

げ 

管 

の 

記 
号 

Ｂ 

 

 

 

 

Ｄ 

ｄ 

ｄ 

Ｋ 

 

 

 

Ｓ 

 

ｔｓ 

 

ｔｓｒ，ｔｒ３ 

η 

 

Ｂ 

 

 

 

 

Ｄｏｒ 

ｄ 

ｄｆｒ 

Ｋ 

 

 

Ｑｒ 

Ｓｒ 

 

ｔｒ 

ｔｒｏ 

ｔｒｒ 

η 

 

 

 

 

 

 

外面に圧力を受ける場合の計算に用いる係数 

設計・建設規格 付録材料図表 Part7 図1～図20

により求めた値 

（Ｂを求める際に使用した板の厚さは繰返し計算に

より最終的にｔｂｒ及びｔｒｒとなる。） 

主管の外径 

断面に現われる穴の径 

補強を要しない穴の最大径 

穴の補強計算の係数 










ｒｒ

ｏｒ

・η・ｔ1.82・Ｓ

Ｐ・Ｄ
＝  

主管の厚さの負の許容差 

最高使用温度における主管の材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5による。 

主管の最小厚さ 

主管の公称厚さ 

主管の計算上必要な厚さ 

継手の効率 

継手の効率 

設計・建設規格 PVC-3130に規定する効率（穴が管

の長手継手を通る場合，穴が鏡板を継ぎ合わせて作

る場合の当該継手を通る場合，穴が管と全半球形鏡

板との接合部の周継手を通る場合） 

1.00（その他の場合） 

― 

 

 

 

 

mm 

mm 

mm 

― 

 

 

％，mm 

MPa 

 

mm 

mm 

mm 

― 
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 設計・建設 

規格の記号 
計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

鏡 
 

板 
 

の 
 

記 
 

号 

Ｂ 

 

 

 

 

 

Ｄ 

 

ｄ 

ｄ 

Ｋ 

Ｋ１ 

 

 

 

Ｋ 

 

 

 

Ｒ 

 

Ｓ 

 

ｔｓ 

 

ｔｓｒ，ｔｒ１ 

Ｗ 

Ｂ 

 

 

 

 

Ｄ 

Ｄｏ 

 

ｄ 

ｄｆｒ 

Ｋ 

Ｋ１ 

 

 

 

ＫＫ 

 

 

 

Ｒ 

 

Ｓ 

 

ｔｃ 

ｔｃｏ 

ｔｃｒ 

Ｗ 

中高面に圧力を受ける場合の計算に用いる係数 

設計・建設規格 付録材料図表 Part7 図1～図20

により求めた値 

（Ｂを求める際に使用した板の厚さは繰返し計算に

より最終的にｔｂｒ及びｔｃｒとなる。） 

鏡板の内面における長径 

鏡板が取り付けられる管の外径 

（フランジ部の外径に同じ） 

断面に現われる穴の径 

補強を要しない穴の最大径 

穴の補強計算の係数 

半だ円形鏡板の中底面に圧力を受ける場合の計算に

用いる係数 

設計・建設規格 PPD-3424(1)の表PPD-3424-1及び表

PPD-3424-2による。 

半だ円形鏡板の中高面に圧力を受ける場合の計算に

用いる係数 

設計・建設規格 PPD-3415.2(2)f.の表PPD-3415.2-1

による。 

さら形鏡板の中央部における内面の半径又は全半球

形鏡板の内半径 

最高使用温度における鏡板の材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5による。 

鏡板の最小厚さ 

鏡板の公称厚さ 

鏡板の計算上必要な厚さ 

さら形鏡板の形状による係数  

― 

 

 

 

 

mm 

mm 

 

mm 

mm 

― 

― 

 

 

 

― 

 

 

 

mm 

 

MPa 

 

mm 

mm 

mm 

― 
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 設計・建設 

規格の記号 
計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

平 

板 

の 

記 

号 

ｄ 

ｄ 

Ｋ 

Ｓ 

 

ｔ 

ｔｓ 

 

ｔｓｒ，ｔｒ２ 

 

 

(ａ)～(ｏ) 

ｄ 

ｄＨ 

Ｋ 

Ｓ 

 

ｔ 

ｔｃ 

ｔｃｏ 

ｔｃｒ 

取付け方法 

 

3A～3O 

平板の径又は最小内のり 

断面に現われる穴の径 

平板の取付け方法による係数 

最高使用温度における平板材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5による。 

補強を要しない平板の計算上必要な厚さ 

平板の最小厚さ 

平板の呼び厚さ 

平板の計算上必要な厚さ 

平板の取付け方法で設計・建設規格 PPD-3413の表

PPD-3413-1による。 

取付け方法の表示区分 

mm 

mm 

― 

MPa 

 

mm 

mm 

mm 

mm 

― 

 

― 
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 設計・建設 

規格の記号 
計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

共 
 

通 
 

記 
 

号 
 

（
管 

の 

穴 
と 

補 

強 

計 

算
） 

Ａ 

 

 

 

 

Ａｒ 

 

 

 

 

 

 

Ａｓ 

 

 

 

 

 

 

 

Ｄｉ 

 

 

 

 

 

 

ｄ 

Ｆ 

 

 

Ａ０ 

Ａ１ 

Ａ２ 

Ａ３ 

Ａ４ 

Ａｒ 

ＡｒＤ 

Ａ０Ｄ 

Ａ１Ｄ 

Ａ２Ｄ 

Ａ３Ｄ 

Ａ４Ｄ 

Ａｓｒ 

Ａｓｏ 

Ａｒｉ 

Ａｏｉ 

Ａｒｓ 

Ａ２ｓ 

Ａ３ｓ 

Ａ４ｓ 

Ｄｉｂ 

Ｄｉｒ 

Ｄｏｂ 

Ｄｏｅ 

ｄＤ 

ｄｆｒＤ 

ｄｒ１ 

ｄｒ２ 

Ｆ 

 

Ｆ１ 

Ｆ２ 

Ｆ３ 

穴の補強に有効な面積の総和 

穴の補強に有効な主管部の面積 

穴の補強に有効な管台部の面積 

穴の補強に有効なすみ肉部の面積 

穴の補強に有効な強め材部の面積 

穴の補強に必要な面積 

大穴の補強に必要な面積 

大穴の補強に有効な面積の総和 

大穴の補強に有効な主管部の面積 

大穴の補強に有効な管台部の面積 

大穴の補強に有効なすみ肉部の面積 

大穴の補強に有効な強め材部の面積 

2つの穴の間の主管の必要な断面積 

2つの穴の間の主管の断面積 

2つの穴の補強に必要な面積の2分の1の面積 

2つの穴の間にある補強に有効な面積 

隣接する穴の補強に必要な面積 

隣接する穴の補強に有効な管台部の面積 

隣接する穴の補強に有効なすみ肉部の面積 

隣接する穴の補強に有効な強め材部の面積 

管台の内径 

主管の内径 

管台の外径 

強め材の外径 

断面に現われる隣接する穴の径 

大穴の補強を要しない限界径 

補強を要しない穴の最大径 

補強を要しない穴の最大径 

設計・建設規格 PPD-3424(1)b.により求められる係

数 

すみ肉溶接のせん断応力係数 

突合せ溶接の引張応力係数 

突合せ溶接のせん断応力係数 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

― 

 

― 

― 

― 
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 設計・建設 

規格の記号 
計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

共 
 

通 
 

記 
 

号 
 

（
管 

の 

穴 

と 

補 
強 

計 

算
） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

Ｐ，Ｐｅ 

 

Ｓ 

 

Ｓ 

 

 

 

 

ｔｎ 

 

ｔｎｒ 

 

 

Ｌ 

ＬＡ 

 

ＬＡＤ 

 

ＬＮ 

 

ＬＮＤ 

 

Ｌｓ 

Ｌ１ 

 

Ｌ２ 

Ｐ 

Ｑｂ 

Ｓｂ 

 

Ｓｅ 

 

Ｓｗ１ 

Ｓｗ２ 

Ｓｗ３ 

ｔｂ 

ｔｂｎ 

ｔｂｒ 

ｔｅ 

Ｗ 

Ｗｅ１ 

Ｗｅ２ 

2つの穴の径の平均値の1.5倍の値 

穴の中心線に平行な直線で区切られる補強に有効な

範囲 

穴の中心線に平行な直線で区切られる大穴の補強に

有効な範囲 

主管の面に平行な直線で区切られる補強に有効な範

囲 

主管の面に平行な直線で区切られる大穴の補強に有

効な範囲 

2つの穴の中心間の距離 

管台のすみ肉部の脚長（Ａ形，Ｂ形）又は管台補強

部の短辺長さ（Ｃ形）＊ 

強め材のすみ肉部の脚長＊ 

最高使用圧力又は外面に受ける最高の圧力 

管台の厚さの負の許容差 

最高使用温度における管台の材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5による。 

最高使用温度における強め材の材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5による。 

すみ肉溶接の許容せん断応力 

突合せ溶接の許容引張応力 

突合せ溶接の許容せん断応力 

管台の最小厚さ 

管台の公称厚さ 

管台の計算上必要な厚さ 

強め材の最小厚さ 

溶接部の負うべき荷重 

管台取付部すみ肉溶接部の許容せん断力 

管台取付部突合せ溶接部の許容せん断力 

mm 

mm 

 

mm 

 

mm 

 

mm 

 

mm 

mm 

 

mm 

MPa 

％，mm 

MPa 

 

MPa 

 

MPa 

MPa 

MPa 

mm 

mm 

mm 

mm 

N 

N 

N 

注記＊：設計・建設規格の図PPD-4000-4による。 
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 設計・建設 

規格の記号 
計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

共
通
記
号
（
管
の
穴
と
補
強
計
算
） 

 

 

 

 

 

 

θ 

 

Ｗｅ３ 

Ｗｅ４ 

Ｗｅ５ 

Ｗｅｂｐ１ 

Ｗｅｂｐ２ 

Ｗｅｂｐ３ 

α 

π 

形  式 

管台取付部突合せ溶接部の許容せん断力 

強め材取付部突合せ溶接部の許容引張力 

強め材取付部すみ肉溶接部の許容せん断力 

予想される破断箇所の強さ 

予想される破断箇所の強さ 

予想される破断箇所の強さ 

分岐管の中心線と主管の中心線との交角 

円周率 

管台の取付け形式 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

゜ 

― 

― 
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(2) 計算手順及び算式 

a. 穴の形状 

管に設ける穴は，設計・建設規格 PPD-3421(2)により円形又はだ円形であること。 

b. 管台の取付け形式 

図2－1～図2－5に管台の取付け形式及び予想される破断形式を示す。 

ただし，すみ肉溶接部分の破断箇所については，両方の脚長が等しいため，片側の脚長

の破断形式のみを図示する。 

 

 

 

 

図2－1 Ａ形（強め材のない場合） 
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図2－2 Ｂ形（強め材のある場合） 



 

 36 

S2
 補

 Ⅵ
-3
-2
-6
 R

1 

 

 

 

 

 

図2－3 Ａ形（鏡板で強め材のない場合） 
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図2－4 Ａ形（平板で強め材のない場合） 
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図2－5 Ｃ形（一体形で強め材のない場合） 
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c. 穴の補強の要否 

穴の補強の要否は，設計・建設規格 PPD-3422を適用する。 

(a) 算式 

補強を要しない穴の最大径は，次のイ項又はロ項で計算した値のいずれか大きい値 

（ｄｆｒ）とする。 

イ. 平板以外の管に設ける穴であって，穴の径が61mm以下で，かつ，管の内径の4分の

1以下の穴（ｄｒ１） 

ロ. 平板以外の管に設ける穴であって，イ項に掲げるものを除き，穴の径が200mm以下

で，かつ，設計・建設規格の図PPD-3422-1及び図PPD-3422-2により求めた値以下の

穴（ｄｒ２） 

直管又は曲げ管の場合 

３２ ）1－Ｋ（ ・・ｔＤ ＝8.05・ｄ ｒｏｒｒ  

鏡板の場合 
３

２ ）1－Ｋ（ ・・ｔＤ ＝8.05・ｄ ｃｏｒ  

ただし，Ｋの値は次の算式による。 

(イ) 直管又は曲げ管の場合 

ｒｒ

ｏｒ

・η・ｔ.82・Ｓ1

Ｐ・Ｄ
Ｋ＝  

(ロ) さら形鏡板又は半だ円形鏡板の場合 

ｃ

ｏ

Ｓ・η・ｔ 1.82・

Ｐ・Ｄ
Ｋ＝  

(ハ) 全半球形鏡板の場合 

ｃ

ｏ

Ｓ・η・ｔ 3.64・

Ｐ・Ｄ
Ｋ＝  

ただし，Ｋ＞0.99の場合はＫ＝0.99とする。 

ハ. 平板に穴を設ける場合であって，平板の最小厚さ（ｔｃ）が次の式により計算した

値以上のもの 

(イ) 穴の径が平板の径又は最小内のりであるｄの値の2分の1以下の場合 

Ｓ

2・Ｋ・Ｐ
ｔ＝ｄ・   

ただし，Ｋの値は設計・建設規格 PPD-3413の表PPD-3413-1中で(ｍ)の取付け方

法を除き，0.375以上とすることを要しない。 

(ロ) 穴の径が平板の径又は最小内のりであるｄの値の2分の1を超える場合 

Ｓ

2.25・Ｋ・Ｐ
ｔ＝ｄ・   
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(b) 評価 

補強を要しない穴の最大径（ｄｆｒ）≧断面に現われる穴の径（ｄ）又は平板の最小

厚さ（ｔｃ）≧補強を要しない平板の計算上必要な厚さ（ｔ）ならば，穴の補強計算及

び溶接部の強度計算は必要ない。 

必要な場合は，d項以降による。 

d. 穴の補強に有効な範囲 

穴の補強に有効な範囲は，設計・建設規格 PPD-3424(1)a.を適用する。 

ただし，構造上計算した有効範囲が取れない場合は，構造上取り得る範囲とする。 

(a) 穴の中心線に平行な直線で区切られる補強に有効な範囲（ＬＡ）は，次の2つの式より

計算したいずれか大きい方の値 

イ. 直管又は曲げ管の場合 

＝ｄＬＡ  又は ｂｒ＋ｔ＋ｔ
2

ｄ
＝ＬＡ  

ロ. 鏡板の場合 

＝ｄＬＡ  又は ｂｃ＋ｔ＋ｔ
2

ｄ
＝ＬＡ  

ハ. 平板の場合 

ＨＡ＝ｄＬ  又は ｂｃ＋ｔ＋ｔ
2

ｄ
＝Ｌ

Ｈ
Ａ  

(b) 主管の面に平行な直線で区切られる補強に有効な範囲（ＬＮ）は，次の2つの式より計

算したいずれか小さい方の値 

イ. 直管又は曲げ管の場合 

ｒ＝2.5・ｔＬＮ  又は ｅｂ＋ｔ＝2.5・ｔＬＮ  

ロ. 鏡板の場合 

ｃ＝2.5・ｔＬＮ  又は ｂ＝2.5・ｔＬＮ  

ハ. 平板の場合 

ｃ＝2.5・ｔＬＮ  又は ｂ＝2.5・ｔＬＮ  

e. 主管の厚さの計算 

主管の計算上必要な厚さ（ｔｒｒ又はｔｃｒ）は，設計・建設規格 PPD-3424(1)b.(a)を適

用する。 

(a) 直管又は曲げ管の場合 

＋0.8・Ｐ2・Ｓ

Ｐ・Ｄ
＝ｔ

・ηｒ

ｏｒ
ｒｒ   ···················································  （内圧） 

ただし，η＝1.00 

4・Ｂ

3・Ｐ・Ｄ
＝ｔ

ｏｒ
ｒｒ   ·····························································  （外圧） 
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(b) 鏡板の場合 

イ. さら形鏡板 

Ｐ2・Ｓ・η－0.2・

Ｐ・Ｒ・Ｗ
＝ｔｃｒ   ·················································  （中低面） 

ただし，Ｗ＝1.00及びη＝1.00 

Ｂ

）Ｒ＋ｔ（ Ｐ・
＝ｔ

ｃ
ｃｒ   ··························································  （中高面） 

ロ. 半だ円形鏡板 

Ｐ2・Ｓ・η－0.2・

・ＤＰ・Ｋ
＝ｔ

１
ｃｒ   ·················································  （中低面） 

Ｂ

）Ｄ＋2・ｔ（ ・Ｐ・Ｋ
＝ｔ

ｃ
ｃｒ

Ｋ
  ·············································  （中高面） 

ハ. 全半球形鏡板 

Ｐ2・Ｓ・η－0.2・

Ｐ・Ｒ
＝ｔｃｒ   ·················································  （中低面） 

Ｂ

）Ｒ＋ｔ（ Ｐ・
＝ｔ

ｃ
ｃｒ   ··························································  （中高面） 

(c) 平板の場合 

Ｓ

Ｋ・Ｐ
＝ｄ・ｔｃｒ    

f. 管台の厚さの計算 

管台の計算上必要な厚さ（ｔｂｒ）は，設計・建設規格 PPD-3424(1)b.(b)を適用する。 

－1.2・Ｐ2・Ｓ

Ｐ・Ｄ
＝ｔ

ｂ

ｉｂ
ｂｒ   ···························································  （内圧） 

4・Ｂ

3・Ｐ・Ｄ
＝ｔ

ｏｂ
ｂｒ   ································································  （外圧） 

g. 穴の補強計算 

穴の補強計算は，設計・建設規格 PPD-3424(1)を適用する。 

(a) 算式 

イ. 補強に必要な面積 

(イ) 直管又は曲げ管の場合 

・(2－sinα)＝1.07・ｄ・ｔＡ ｒｒｒ  

(ロ) 鏡板の場合 

ｃｒｒ＝ｄ・ｔＡ  

(ハ) 平板の場合 

ｃｒｒ ・ｔ＝0.5・ｄＡ Ｈ  
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ロ. 補強に有効な面積 

(イ) 直管又は曲げ管の場合 

）－ｄ2・Ｌ（ ・ ）－Ｆ・ｔη・ｔ（＝Ａ Ａｒｒｒ１  

ｒ

ｂ
ｂｒｂ

Ｓ

Ｓ
・α・Ｌ・cosec ）－ｔｔ（ ＝2・Ａ Ｎ２    

ｒ

ｂ

Ｓ

Ｓ
α・・sin）Ｌ（＝Ａ ２

１３     

ｒ

ｅ

ｒ

ｅ
ｅｏｂｏｅ

Ｓ

Ｓ
・）Ｌ（＋

Ｓ

Ｓ
・・ｔ ）α・cosec－ＤＤ（＝Ａ ２

２４        

（強め材が有効範囲ＬＡ内にある場合） 

ｒ

ｅ
ｅｏｂ

Ｓ

Ｓ
・・ｔ ）α・cosec－Ｄ2・Ｌ（＝Ａ Ａ４    

（強め材が有効範囲ＬＡの外まである場合） 

４３２１０ ＋Ａ＋Ａ＋Ａ＝ＡＡ  

(ロ) 鏡板の場合 

）－ｄ2・Ｌ（ ・ ）－Ｆ・ｔη・ｔ（＝Ａ Ａｃｒｃ１  

Ｓ

Ｓ
・・Ｌ ）－ｔｔ（ ＝2・Ａ

ｂ
ｂｒｂ Ｎ２    

Ｓ

Ｓ
・）Ｌ（＝Ａ

ｂ２
１３     

３２１０ ＋Ａ＋Ａ＝ＡＡ  

(ハ) 平板の場合 

）－ｄ2・Ｌ（ ・ ）－Ｆ・ｔη・ｔ（＝Ａ ＨＡｃｒｃ１  

Ｓ

Ｓ
・・Ｌ ）－ｔｔ（ ＝2・Ａ

ｂ
ｂｒｂ Ｎ２    

Ｓ

Ｓ
・）Ｌ（＝Ａ

ｂ２
１３     

３２１０ ＋Ａ＋Ａ＝ＡＡ  

(b) 評価 

穴の補強に有効な面積（Ａ０）＞穴の補強に必要な面積（Ａｒ）ならば穴の補強は十分

である。 
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h. 大穴の補強の要否 

大穴の補強の要否は，設計・建設規格 PPD-3424(4)を適用する。 

(a) 算式 

大穴の補強を要しない限界径（ｄｆｒＤ） 

イ. Ｄｉｒが1500mm以下の場合 

ｄｆｒＤ＝Ｄｉｒ／2 

ただし，500mmを超える場合500mmとする。 

ロ. Ｄｉｒが1500mmを超える場合 

ｄｆｒＤ＝Ｄｉｒ／3 

ただし，1000mmを超える場合1000mmとする。 

(b) 評価 

大穴の補強を要しない限界径（ｄｆｒＤ）≧断面に現われる穴の径（ｄ）ならば大穴の

補強計算は必要ない。 

必要な場合は，ｉ項以降による。 
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i. 大穴の補強に有効な範囲 

大穴の補強に有効な範囲は，設計・建設規格 PPD-3424(4)を適用する。 

ただし，構造上計算した有効範囲が取れない場合は，構造上取り得る範囲とする。 

(a) 大穴の補強における管台の取付け形式 

図2－6～図2－10に大穴の補強における管台の取付け形式を示す。 

 

 

 

 

図2－6 Ａ形（強め材のない場合） 
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図2－7 Ｂ形（強め材のある場合） 
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図2－8 Ａ形（鏡板で強め材のない場合） 
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図2－9 Ａ形（平板で強め材のない場合） 



 

 48 

S2
 補

 Ⅵ
-3
-2
-6
 R

1 

 

 

 

 

 

図2－10 Ｃ形（一体形で強め材のない場合） 
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(b) 穴の中心線に平行な直線で区切られる大穴の補強に有効な範囲 

Ｌ
ｄ

2

ｄ

4
ＡＤ＝ ＋  

(c) 主管の面に平行な直線で区切られる大穴の補強に有効な範囲 

ＬＮＤ Ｎ＝Ｌ  

j. 大穴の補強計算 

大穴の補強計算は，設計・建設規格 PPD-3424(4)を適用する。 

(a) 算式 

イ. 大穴の補強に必要な面積 

Ａ
2

3
ｒ ｒＤ

  
＝ ・Ａ  

ロ. 大穴の補強に有効な面積 

Ａ１Ｄ＝（η･ｔｒ－Ｆ･ｔｒｒ）･（2･ＬＡＤ－ｄ） 

 

Ａ２ ２Ｄ＝Ａ  

（管台の外径が有効範囲ＬＡＤ内にある場合） 

 

Ａ
ｄ

4

Ｓ

Ｓ
２Ｄ ＮＤｂｒ

ｂ

ｒ
＝2・ －ｔ ・cosec ・Ｌ ・









  

（管台の外径が有効範囲ＬＡＤの外まである場合） 

 

Ａ３ ３Ｄ＝Ａ  

（すみ肉部の脚長が有効範囲ＬＡＤ内にある場合） 

 

Ａ３Ｄ＝ 0 

（すみ肉部の脚長が有効範囲ＬＡＤの外まである場合） 

 

Ａ４ ４Ｄ＝Ａ  

（強め材が有効範囲ＬＡＤ内にある場合） 

 

Ａ 3・
ｄ

2

Ｓ

Ｓ
４Ｄ ｏｂ ｅ

ｅ

ｒ
＝ －Ｄ ・cosec ・ｔ ・









  

（強め材が有効範囲ＬＡＤの外まである場合） 

 

Ａ０ １ ２ ３ ４Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ＝Ａ ＋Ａ ＋Ａ ＋Ａ  

(b) 評価 

大穴の補強に有効な面積（Ａ０Ｄ）≧大穴の補強に必要な面積（ＡｒＤ）ならば大穴の

補強は十分である。 

α 

α 
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k. 2つ穴の補強計算 

2つ以上の穴の補強に有効な範囲が重なり合う場合の補強計算は，設計・建設規格 

PPD-3424(2)a.，b.及びc.を適用する。 

以下，直管の2つ穴の計算方法を示す。 

(a) 算式 

イ. 2つの穴の間にある主管の必要な断面積 

Ａｓｒ ｓ ｒｒ＝0.7・Ｌ ・ｔ ・Ｆ  

ロ. 2つの穴の間にある主管の断面積 

Ａ Ｌ
ｄ＋ｄ

2
ｓｏ ｓ ｒ

Ｄ
＝ － ・ｔ








  

(b) 算式 

2つの穴の径の平均値の1.5倍の値 

Ｌ＝1.5・
ｄ＋ｄ

2

Ｄ







  

(c) 算式 

イ. 2つの穴の補強に必要な面積の2分の1 

2

＋ＡＡ
＝Ａ

ｒｓｒ
ｒｉ  

Ａｒ及びＡｒｓは1つの穴の計算に準じる。 

ロ. 2つの穴の間にある補強に有効な面積 

2

＋ＡＡ
＋

2

＋ＡＡ
＋

2

＋ＡＡ
）＋－ｔｔ（・

2

＋ｄｄ
－Ｌ＝Ａ

ｓｓｓ
ｒｒｒｓｏｉ

４４３３２２Ｄ
    









Ａ２，Ａ２ｓ，Ａ３，Ａ３ｓ，Ａ４及びＡ４ｓは，1つの穴の計算に準じる。 

(d) 評価 

穴の補強は，以下の条件を満足すれば十分である。 

イ. 2つの穴の間にある主管の断面積（Ａｓｏ）≧2つの穴の間にある主管の必要な断面 

積（Ａｓｒ） 

ロ. 2つの穴の間にある補強に有効な面積（Ａｏｉ）≧2つの穴の補強に必要な面積の2分

の1（Ａｒｉ） 

ハ. 2つの穴の中心間の距離（Ｌｓ）≧2つの穴の径の平均値の1.5倍（Ｌ） 
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l. 溶接部の強度計算 

溶接部の強度計算は，設計・建設規格 PPD-3424(8)及び(9)を適用する。 

ただし，Ｃ形に関しては評価すべき溶接部がないため，強度計算は行わない。 

(a) 算式 

イ. 溶接部の負うべき荷重 

(イ) 直管又は曲げ管の場合 

Ｗ＝ｄ・ｔｒｒ・Ｓｒ－（η・ｔｒ－Ｆ・ｔｒｒ）･（2・ＬＡ－ｄ）・Ｓｒ 

(ロ) 鏡板の場合 

Ｗ＝ｄ・ｔｃｒ・Ｓ－（η・ｔｃ－Ｆ・ｔｃｒ）・（2･ＬＡ－ｄ）・Ｓ 

(ハ) 平板の場合 

Ｗ＝ｄＨ・ｔｃｒ・Ｓ－（η・ｔｃ－Ｆ・ｔｃｒ）･（2・ＬＡ－ｄＨ）・Ｓ 

ロ. 溶接部の許容応力 

(イ) 直管又は曲げ管の場合 

Ｓ

Ｓ

Ｓ

１ １

２ ２

３ ３

ｒＷ

Ｗ

Ｗ

＝Ｓ ・Ｆ

＝Ｓ ・Ｆ

＝Ｓ ・Ｆ

ｒ

ｒ  

(ロ) 鏡板又は平板の場合 

Ｓ

Ｓ

Ｓ

１ １

２ ２

３ ３

Ｗ

Ｗ

Ｗ

＝Ｓ・Ｆ

＝Ｓ・Ｆ

＝Ｓ・Ｆ  

ハ. 溶接部の破断強さ 

(イ) 直管又は曲げ管の場合 

Ｗｅ１＝π・ 
ｄ 

＋ｔｂ・cosecα ・Ｌ１・ＳＷ１ 
2 

Ｗｅ２＝π・ｄ・ｔｂ・ＳＷ３・cosecα／2 

Ｗｅ３＝π・ｄ・ｔｂ・ＳＷ３・cosecα／2 

Ｗｅ４＝π・ 
ｄ 

＋ｔｂ・cosecα ・ｔｅ・ＳＷ２ 
2 

Ｗｅ５＝π・Ｄｏｅ・Ｌ２・ＳＷ１／2 

(ロ) 鏡板の場合 

／2・Ｓ＝π・ｄ・ｔＷ

／2・Ｓ＝π・ｄ・ｔＷ

・Ｓ・Ｌ＋ｔ
2

ｄ
 ＝π・Ｗ

３３

３２

１１１

Ｗ

Ｗ

Ｗ

ｂｅ

ｂｅ

ｂｅ   







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(ハ) 平板の場合 

／2・Ｓ・ｔ＝π・ｄＷ

／2・Ｓ・ｔ＝π・ｄＷ

・Ｓ・Ｌ ＋ｔ
2

ｄ
 ＝π・Ｗ

３３

３２

１１１

ＷＨ

ＷＨ

Ｗ
Ｈ

ｂｅ

ｂｅ

ｂｅ   








 

ニ. 予想される破断箇所の強さ 

(イ) Ａ形の管台形式の場合 

Ｗｅｂｐ１＝  を通る強さ＝Ｗｅ３ 

Ｗｅｂｐ２＝ ＋  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ２ 

(ロ) Ｂ形の管台形式の場合 

Ｗｅｂｐ１＝ ＋  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ３ 

Ｗｅｂｐ２＝ ＋  を通る強さ＝Ｗｅ２＋Ｗｅ４ 

Ｗｅｂｐ３＝ ＋  を通る強さ＝Ｗｅ２＋Ｗｅ５ 

(b) 評価 

イ. 溶接部の負うべき荷重（Ｗ）が0以下の場合 

溶接部の強度は十分とみなし，溶接部の強度計算は行わない。 

ロ. 溶接部の負うべき荷重（Ｗ）が0を超える場合 

溶接部の負うべき荷重（Ｗ）≦予想される破断箇所の強さ（Ｗｅｂｐ１ ，Ｗｅｂｐ２ ，

Ｗｅｂｐ３ ）ならば溶接部の強度は十分である。 

(3) 補足 

a. 穴の補強計算，大穴の補強計算及び2つ穴の補強計算において面積の計算をする際，

Ｓ

Ｓ

Ｓ

Ｓ

Ｓ

Ｓ

ｂ

ｒ

ｂ ｅ

ｒ
又は, が1を超える場合は，値を1として計算する。 

b. 断面が長手軸となす角度により求めた係数Ｆは，1として計算する。 

c. 鏡板及び平板の補強計算は，本書では取付け角度が90°で1つ穴のものについての計算方

法を示す。 

Ｗｅ５ Ｗｅ２ 

Ｗｅ４ Ｗｅ２ 

Ｗｅ３ Ｗｅ１ 

Ｗｅ２ Ｗｅ１ 

Ｗｅ３ 
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2.7 フランジの強度計算 

フランジの強度計算は，設計・建設規格 PPD-3414を適用する。 

計算は，ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3を適用する。 

(1) 記号の説明 

設計・建設 

規格又は 

ＪＩＳの記号 
計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

Ａ Ａ フランジの外径 mm 

Ａｂ Ａｂ 実際に使用するボルトの総有効断面積 mm2 

Ａｍ Ａｍ ボルトの総有効断面積 mm2 

Ａｍ１ Ａｍ１ 使用状態でのボルトの総有効断面積 mm2 

Ａｍ２ Ａｍ２ ガスケット締付時のボルトの総有効断面積 mm2 

Ｂ Ｂ フランジの内径 mm 

Ｂ１ Ｂ１ Ｂ＋ｇ０（ｆ≧1のときの一体形フランジの場合） 

Ｂ＋ｇ１（ルーズ形フランジ(差込み形フランジ)

及び一体形フランジでｆの最小採用値は1であ

るが，ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 図4よ

り求まるｆが1未満となる場合） 

mm 

ｂ ｂ ガスケット座の有効幅 mm 

ｂ０ ｂｏ ガスケット座の基本幅（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 

附属書3 表3による。） 

mm 

Ｃ Ｃ ボルト穴の中心円の直径 mm 

ｄ ｄ 係数  

＝ 
Ｕ 

･ｈｏ･ｇ０
2 (一体形フランジの場合) 

Ｖ 

＝ 
Ｕ 

･ｈｏ･ｇ０
2 

(ルーズ形フランジ(差込 

ＶＬ  み形フランジ)の場合)  

mm3 

ｄｂ ｄｂ ボルトのねじ部の谷の径と軸部の径の最小部の

小さい方の径 

mm 

 ｄｉ 穴あきボルトの内径 mm 

ｅ ｅ 係数  

＝ 
Ｆ 

(一体形フランジの場合) 
ｈｏ 

＝ 
ＦＬ (ルーズ形フランジ(差込 

ｈｏ  み形フランジ)の場合)  

mm-1 

Ｆ Ｆ 一体形フランジの係数（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 

附属書3 図5又は表4による。） 

― 
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設計・建設 

規格又は 

ＪＩＳの記号 
計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

ＦＬ ＦＬ ルーズ形フランジの係数（ＪＩＳ Ｂ ８２６

５ 附属書3 図6又は表4による。） 

― 

ｆ ｆ ハブ応力修正係数（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附

属書3 図4又は表4による。） 

― 

Ｇ Ｇ ガスケット反力円の直径 mm 

 Ｇｓ ガスケット接触面の外径 mm 

ｇ０ ｇ０ ハブ先端の厚さ mm 

ｇ１ ｇ１ フランジ背面のハブの厚さ mm 

Ｈ Ｈ 圧力によってフランジに加わる全荷重 N 

ＨＤ ＨＤ 圧力によってフランジの内径面に加わる荷重 N 

ＨＧ，ＨＧ ＨＧ ガスケット荷重 N 

ＨＰ ＨＰ 気密を十分に保つためにガスケット又は継手接

触面に加える圧縮力 

N 

ＨＴ ＨＴ 圧力によってフランジに加わる全荷重とフラン

ジの内径面に加わる荷重との差 

N 

ｈ ｈ ハブの長さ mm 

ｈＤ ｈＤ ボルト穴の中心円からＨＤ作用点までの半径方

向の距離 

mm 

ｈＧ ｈＧ ボルト穴の中心円からＨＧ作用点までの半径方

向の距離 

mm 

ｈ０ ｈｏ Ｂ・ｇ０  mm 

ｈＴ ｈＴ ボルト穴の中心円からＨＴ作用点までの半径方

向の距離 

mm 

Ｋ Ｋ フランジの内外径の比 ― 

Ｌ Ｌ 係数 










ｄ

ｔ
＋

Ｔ

1・ｅ＋ｔ
＝

３

 

― 

ＭＤ ＭＤ 内圧によってフランジの内径面に加わるモーメ

ント 

N･mm 

ＭＧ ＭＧ ガスケット荷重によるモーメント N･mm 

Ｍｇ Ｍｇ ガスケット締付時にフランジに作用するモーメ

ント 

N･mm 

Ｍ０ Ｍｏ 使用状態でフランジに作用するモーメント N･mm 

ＭＴ ＭＴ 内圧によってフランジに加わる全荷重とフランジ

の内径面に加わる荷重との差によるモーメント 

N･mm 
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設計・建設 

規格又は 

ＪＩＳの記号 
計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

ｍ ｍｇ ガスケット係数（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属

書3 表2による。） 

― 

Ｎ Ｎ ガスケットの接触面の幅（ＪＩＳ Ｂ ８２６

５ 附属書3 表3による。） 

mm 

ｎ ｎ ボルトの本数 ― 

Ｍ Ｍｅ フランジに作用するモーメント N･mm 

ＰＦＤ Ｐ 設計圧力 

（応力計算に用いる設計圧力は最高使用圧力又は

外面に受ける最高の圧力にＰｅｑを加えたもので

ある。） 

MPa 

Ｐｅｑ Ｐｅｑ 管の自重及びその他の機械的荷重によりフラン

ジに作用する曲げモーメントを圧力に換算した

値 

 

 
３・Ｇπ

・Ｍ16
＝Ｐ

ｅ
ｅｑ

  

 

MPa 

 Ｐｏ 最高使用圧力（内圧） MPa 

Ｒ Ｒ ボルトの中心円からハブとフランジ背面との交

点までの半径方向の距離 

mm 

Ｔ Ｔ 
Ｋ（＝Ａ／Ｂ）の値によって定まる係数（ＪＩ

Ｓ Ｂ ８２６５ 附属書3 図7による。） 
― 

ｔ ｔ フランジの厚さ mm 

Ｕ Ｕ Ｋ（＝Ａ／Ｂ）の値によって定まる係数（ＪＩ

Ｓ Ｂ ８２６５ 附属書3 図7による。） 
― 

Ｖ Ｖ 一体形フランジの係数（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 

附属書3 図8又は表4による。） 

― 

ＶＬ ＶＬ ルーズ形フランジの係数（ＪＩＳ Ｂ ８２６

５ 附属書3 図9又は表4による。） 

― 

Ｗ，Ｗｇ Ｗｇ ガスケット締付時のボルト荷重 N 

Ｗｍ１ Ｗｍ１ 使用状態での必要な最小ボルト荷重 N 

Ｗｍ２ Ｗｍ２ ガスケット締付時に必要な最小ボルト荷重 N 

Ｗ０ Ｗｏ 使用状態でのボルト荷重 N 

Ｙ Ｙ 
Ｋ（＝Ａ／Ｂ）の値によって定まる係数（ＪＩ

Ｓ Ｂ ８２６５ 附属書3 図7による。） 
― 
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設計・建設 

規格又は 

ＪＩＳの記号 
計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

ｙ ｙ ガスケットの最小設計締付圧力 

（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 表2によ

る。） 

N/mm2 

Ｚ Ｚ 
Ｋ（＝Ａ／Ｂ）の値によって定まる係数（ＪＩ

Ｓ Ｂ ８２６５ 附属書3 図7による。） 
― 

π π 円周率 ― 

σａ σａ 常温におけるボルト材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表7に

よる。 

MPa 

σｂ σｂ 最高使用温度におけるボルト材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表7に

よる。 

MPa 

σｆ σｆａ 常温におけるフランジ材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5に

よる。 

MPa 

σｆ σｆｂ 最高使用温度におけるフランジ材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5に

よる。 

MPa 

σＨ σＨｇ ガスケット締付時のハブの軸方向応力 MPa＊ 

σＨ σＨｏ 使用状態でのハブの軸方向応力 MPa＊ 

σＲ σＲｇ ガスケット締付時のフランジの径方向応力 MPa＊ 

σＲ σＲｏ 使用状態でのフランジの径方向応力 MPa＊ 

σＴ σＴｇ ガスケット締付時のフランジの周方向応力 MPa＊ 

σＴ σＴｏ 使用状態でのフランジの周方向応力 MPa＊ 

 形  式 フランジの形式 ― 

 NON-ASBESTOS 非石綿ジョイントシート ― 

 SUS-NON- 

ASBESTOS 

渦巻形金属ガスケット（非石綿）（ステンレス鋼） ― 

注記＊：ＪＩＳ Ｂ ８２６５は「N/mm2」を使用しているが，設計・建設規格に合わせ「MPa」

に読み替えるものとする。 
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(2) フランジの形式 

フランジの形式及び各部の記号は，図2－11～図2－15による。 

ただし，Ｗは，Ｗｇ，Ｗｍ１，Ｗｍ２及びＷｏのボルト荷重を表す。 

 

 

注：ハブのテーパが6°以下のときは，ｇ０＝ｇ１とする。 

 

ＴＹＰＥ－1 ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 図2 a) 4) 

 

 

 

注：ハブのテーパが6°以下のときは，ｇ０＝ｇ１とする。 

 

ＴＹＰＥ－2 ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 図2 a) 4) 

 

 

図2－11 ルーズ形フランジ（差込み形フランジ） 
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注：ハブのテーパが6°以下のときは，ｇ０＝ｇ１とする。 

 

ＴＹＰＥ－3 ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 図2 a) 5) 

 

 

図2－12 ルーズ形フランジ（差込み形フランジ） 
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ＴＹＰＥ－4 ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 図2 b) 8) 

 

 

ＴＹＰＥ－5 ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 図2 b) 8) 

 

注記＊：フランジに近いハブのこう配が1／3以下の場合はｈは下図に従う。 

 

 

 

 

 

図2－13 一体形フランジ 
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ＴＹＰＥ－6 ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 図2 b) 6) 

 

 

図2－14 一体形フランジ 
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ＴＹＰＥ－7 ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 図2 c) 12) 

（一体形フランジとして計算） 

 

 

 

 

ＴＹＰＥ－8 ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 図2 c) 11) 

（一体形フランジとして計算） 

 

 

図2－15 任意形フランジ 
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(3) 内圧計算手順及び算式 

a. ガスケット座の有効幅及びガスケット反力円の直径 

ガスケット座の有効幅（ｂ）及びガスケット反力円の直径（Ｇ）は，ガスケット座の基

本幅（ｂｏ）に従い以下のように求める。 

ｂｏ≦6.35mmの場合 

ｂ＝ｂｏ 

Ｇ＝Ｇｓ－Ｎ 

ｂｏ＞6.35mmの場合 

ｂ＝ ｏｂ・2.52      

Ｇ＝Ｇｓ－2・ｂ 

ただし，ｂｏはＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 表3による。 

b. 計算上必要なボルト荷重 

(a) 使用状態で必要なボルト荷重 

Ｗｍ１＝Ｈ＋ＨＰ 

Ｈ＝ 
π 

・Ｇ2・Ｐ 
4 

ＨＰ＝2・π・ｂ・Ｇ・ｍｇ・Ｐ 

(b) ガスケット締付時に必要なボルト荷重 

Ｗｍ２＝π・ｂ・Ｇ・ｙ  

c. ボルトの総有効断面積及び実際に使用するボルトの総有効断面積 

Ａ
Ｗ

ｍ
ｍ

ｂ
１

１
＝

σ
 （使用状態） 

Ａ
Ｗ

ｍ
ｍ

ａ
２

２
＝

σ
 （ガスケット締付時） 

）・ｎ－ｄ・（ｄ
4

π
＝Ａ

），ＡＡ（Max＝Ａ

２２

２１

ｉｂｂ

ｍｍｍ

   
 

d. フランジの計算に用いるボルト荷重 

Ｗｏ ｍ１＝Ｗ    （使用状態） 

Ｗ
Ａ

2
ｇ

ｍ ｂ
ａσ＝

＋Ａ
・









  （ガスケット締付時） 
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e. 使用状態でフランジに加わる荷重 

Ｈ
π

4

Ｈ

Ｈ

Ｄ

Ｇ

Ｔ Ｄ

２

ｏ

＝ ・Ｂ ・Ｐ

＝Ｗ －Ｈ

＝Ｈ－Ｈ

 

f. 使用状態でのフランジ荷重に対するモーメントアーム 

フランジの形式 ｈＤ  ｈＧ  ｈＴ  

一体形フランジ Ｒ＋0.5・ｇ１  Ｃ－Ｇ

2
 

Ｒ＋ｇ

2

Ｇ１＋ｈ
 

ルーズ形フランジ 

（差込み形フランジ） 

Ｃ－Ｂ

2  
Ｃ－Ｇ

2  
ｈ

2

Ｄ Ｇ＋ｈ
 

 

ただし， 

Ｒ＝
Ｃ－Ｂ

2
１









－ｇ  

g. 使用状態でフランジに作用するモーメント 

Ｍ

Ｍ

Ｍ

Ｍ

Ｄ Ｄ Ｄ

Ｇ Ｇ Ｇ

Ｔ Ｔ Ｔ

Ｄ Ｇ Ｔｏ

＝Ｈ ・ｈ

＝Ｈ ・ｈ

＝Ｈ ・ｈ

＝Ｍ ＋Ｍ ＋Ｍ

 

h. ガスケット締付時にフランジに作用するモーメント 

Ｍ
Ｃ－Ｇ

2
ｇ ｇ＝Ｗ ・









  

i. 一体形フランジ及びルーズ形フランジ（差込み形フランジ）の応力 

(a) 使用状態でのフランジの応力 

ｏ
ｏ

ｏ

ｏ
ｏ

ｏｏ
ｏ

ＲＴ

Ｒ

Ｈ

σσ

σ

σ

－Ｚ・
・Ｂt

・ＭＹ
＝

Ｂ・・ｔＬ

）・Ｍ1・ｔ・ｅ＋1.33（
＝

・ｇ4

・ＢＰ
＋

・ＢＬ・ｇ

・Ｍｆ
＝

２

２

０
２

１
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(b) ガスケット締付時のフランジの応力 

ｇ
ｇ

ｇ

ｇ
ｇ

ｇ
ｇ

ＲＴ

Ｒ

Ｈ

σσ

σ

σ

－Ｚ・
・Ｂｔ

・ＭＹ
＝

・Ｂ・ｔＬ

）・Ｍ1・ｔ・ｅ＋.331（
＝

Ｂ・ｇ・Ｌ

・Ｍｆ
＝

２

２

２
１

  

  

  

  

 

ただし， 

Ｌ＝
ｔ・ｅ＋1

Ｔ

ｔ

ｄ

３

＋  

ｈ Ｂ・ｇｏ ０＝  

ｄ＝
Ｕ

Ｖ
０

２・ｈ ・ｇｏ  （一体形フランジ） 

ｄ＝
Ｕ

ＶＬ
ｏ ０

２・ｈ ・ｇ  （ルーズ形フランジ（差込み形フランジ）） 

ｅ＝
Ｆ

ｈｏ
 （一体形フランジ） 

ｅ＝
Ｆ

ｈ

Ｌ

ｏ
 （ルーズ形フランジ（差込み形フランジ）） 

また，Ｂが20・ｇ１より小さいときは，ハブの軸方向の応力（σＨｏ）及びσＨｇの計

算式のＢの代わりにＢ１を用いる。 

j. 評価 

内圧を受けるフランジは，以下の条件を満足すれば十分である。 

(a) ボルトの総有効断面積 Ａｍ＜Ａｂ 

(b) ハブの軸方向応力 

使用状態にあっては σＨｏ≦1.5・σｆｂ 

ガスケット締付時にあっては σＨｇ≦1.5・σｆａ 

(c) フランジの径方向応力 

使用状態にあっては σＲｏ≦1.5・σｆｂ 

ガスケット締付時にあっては σＲｇ≦1.5・σｆａ 

(d) フランジの周方向応力 

使用状態にあっては σＴｏ≦1.5・σｆｂ 

ガスケット締付時にあっては σＴｇ≦1.5・σｆａ 
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(4) 外圧計算手順及び算式 

a. ガスケット座の有効幅及びガスケット反力円の直径 

ガスケット座の有効幅（ｂ）及びガスケット反力円の直径（Ｇ）は，ガスケット座の基

本幅（ｂｏ）に従い以下のように求める。 

ｂｏ≦6.35mmの場合 

ｂ＝ｂｏ 

Ｇ＝Ｇｓ－Ｎ 

ｂｏ＞6.35mmの場合 

ｏｂ・ｂ＝2.52       

Ｇ＝Ｇｓ－2・ｂ 

ただし，ｂｏはＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 表3による。 

b. 計算上必要なボルト荷重 

Ｗｍ２＝π・ｂ・Ｇ・ｙ 

c. ボルトの総有効断面積及び実際に使用するボルトの総有効断面積 

Ａ ＝ｍ２
Ｗ

σ

ｍ

ａ

２
 

Ａ ＝ ・（ｄ －ｄ ）・ｎｂ ｂ ｉ
２ ２π

4
 

d. フランジの計算に用いるボルト荷重 

Ｗ ＝
Ａ ＋Ａ

・ｇ
ｍ ｂ

ａ
２

σ
2









  

e. 使用状態でフランジに加わる荷重 

Ｈ＝ ・Ｇ ・Ｐ２π

4
 

Ｈ ＝ ・Ｂ ・ＰＤ
２π

4
 

ＨＴ＝Ｈ－ＨＤ 

f. 使用状態でのフランジ荷重に対するモーメントアーム 

フランジの形式 ｈＤ ｈＧ ｈＴ 

一体形フランジ Ｒ＋0.5・ｇ１ 
Ｃ－Ｇ

2
 

Ｒ＋ｇ ＋ｈ

2

１ Ｇ
 

ルーズ形フランジ 

（差込み形フランジ） 

Ｃ－Ｂ

2
 

Ｃ－Ｇ

2
 

ｈ ＋ｈ

2

Ｄ Ｇ
 

 

ただし， 

Ｒ＝
Ｃ－Ｂ

2
－ｇ１










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g. 使用状態でフランジに作用するモーメント 

Ｍｏ＝ＨＤ・（ｈＤ－ｈＧ）＋ＨＴ・（ｈＴ－ｈＧ） 

h. ガスケット締付時にフランジに作用するモーメント 

Ｍｇ＝Ｗｇ・ｈＧ 

i. 一体形フランジ及びルーズ形フランジ（差込み形フランジ）の応力 

(a) 使用状態でのフランジの応力 

σＨｏ＝ 
ｆ・Ｍｏ 

＋ 
Ｐｅ・Ｂ 

Ｌ・ｇ１
2・Ｂ 4・ｇ０ 

σＲｏ＝ 
(1.33・ｔ・ｅ＋1)・Ｍｏ 

Ｌ・ｔ2・Ｂ 

σＴｏ＝ 
Ｙ・Ｍｏ 

－Ｚ・σＲｏ 
ｔ2・Ｂ 

 (b) ガスケット締付時のフランジの応力 

σＨｇ＝ 
ｆ・Ｍｇ 

 
 

Ｌ・ｇ１
2・Ｂ  

σＲｇ＝ 
(1.33・ｔ・ｅ＋1)・Ｍｇ 

Ｌ・ｔ2・Ｂ 

σＴｇ＝ 
Ｙ・Ｍｇ 

－Ｚ・σＲｇ 
ｔ2・Ｂ 

ただし， 

Ｌ＝
ｔ・ｅ＋1

Ｔ
＋

ｔ

ｄ

３

 

ｈ ＝ Ｂ・ｇｏ ０  

ｄ＝
Ｕ

Ｖ
ｏ ０

２・ｈ ・ｇ  （一体形フランジ） 

ｄ＝
Ｕ

ＶＬ
ｏ ０

２・ｈ ・ｇ  （ルーズ形フランジ（差込み形フランジ）） 

ｅ＝
Ｆ

ｈｏ
 （一体形フランジ） 

ｅ＝
Ｆ

ｈ

Ｌ

ｏ
 （ルーズ形フランジ（差込み形フランジ）） 

また，Ｂが20・ｇ１より小さいときは，ハブの軸方向の応力（σＨｏ）及びσＨｇの計

算式のＢの代わりにＢ１を用いる。 
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j. 評価 

外圧を受けるフランジは，以下の条件を満足すれば十分である。 

(a) ボルトの総有効断面積 Ａｍ２＜Ａｂ 

(b) ハブの軸方向応力 

使用状態にあっては σＨｏ≦1.5・σｆｂ 

ガスケット締付時にあっては σＨｇ≦1.5・σｆａ 

(c) フランジの径方向応力 

使用状態にあっては σＲｏ≦1.5・σｆｂ 

ガスケット締付時にあっては σＲｇ≦1.5・σｆａ 

(d) フランジの周方向応力 

使用状態にあっては σＴｏ≦1.5・σｆｂ 

ガスケット締付時にあっては σＴｇ≦1.5・σｆａ 
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2.8 伸縮継手の強度計算 

伸縮継手の強度計算は，設計・建設規格 PPD-3416を適用する。 

(1) 記号の説明 

設計・建設 

規格の記号 
計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

ｂ ｂ 継手部の波のピッチの2分の1 mm 

ｃ ｃ 継手部の層数 ― 

Ｅ Ｅ 材料の縦弾性係数 

設計・建設規格 付録材料図表 Part6 表1に

よる。 

MPa 

ｈ ｈ 継手部の波の高さ mm 

Ｎ Ｎ 許容繰返し回数 ― 

 Ｎｒ 実際の繰返し回数 ― 

ｎ ｎ 継手部の波数の2倍の値 ― 

ｔ ｔ 継手部の板の厚さ mm 

 Ｕ 実際の繰返し回数(Ｎｒ)／許容繰返し回数(Ｎ) ― 

δ δ 全伸縮量 mm 

σ σ 継手部応力 MPa 

 算  式 

A 

 

調整リング無しの場合 

 

― 

 B 調整リング付きの場合 ― 

 

(2) 継手部の形状 

継手部の形状を図2－16に示す。 

 

 

 

 

図2－16 継手部の形状 
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(3) 算式 

伸縮継手の許容繰返し回数は 

3.5

σ

11031
Ｎ＝ 








 

ただし，材料がステンレス鋼及び高ニッケル合金のものに限る。 

a. 調整リングが付いていない場合の継手部応力 

  ······················································· (Ａ) 

b. 調整リングが付いている場合の継手部応力 

  ·························································· (Ｂ) 

(4) 評価 

実際の繰返し回数（Ｎｒ）と許容繰返し回数（Ｎ）の比（Ｕ＝Ｎｒ／Ｎ）がＵ≦1であれば

伸縮継手の強度は十分である。 

実際の繰返し回数が2種類以上の場合は，実際の繰返し回数と許容繰返し回数の比を加えた

値（Ｕ＝
i

ｒｉ ｉ ( )Ｎ ／Ｎ ）がＵ≦1であれば伸縮継手の強度は十分である。
 

 

σ＝ 
1.5・Ｅ・ｔ・δ 

＋ 
Ｐ・ｈ 

ｎ・ ｂ・ｈ3 ｔ・ｃ 

 

 

ｔ・ｃ

・ｈＰ
＋

・ｈｂ・ｎ

・Ｅ・ｔ・1.5
＝

３

δ
σ

σ＝ 
1.5・Ｅ・ｔ・δ 

＋ 
Ｐ・ｈ2 

ｎ・ ｂ・ｈ3 2・ｔ2・ｃ 

 

 

ｔ・ｃ

・ｈＰ
＋

・ｈｂ・ｎ

・Ｅ・ｔ・1.5
＝

３

δ
σ
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別紙 1 基本板厚計算書の概略系統図記載要領 
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基本板厚計算書の概略系統図記載要領については，Ⅵ-3-2-2「クラス１管の強度計算方法 別紙

1 基本板厚計算書の概略系統図記載要領」による。 
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別紙 2 管の基本板厚計算書のフォーマット 
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管の基本板厚計算書のフォーマットについては，Ⅵ-3-2-2「クラス１管の強度計算方法 別紙 2 

管の基本板厚計算書のフォーマット」による。 
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Ⅵ-3-2-7 重大事故等クラス２容器の強度計算方法 
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1. 一般事項 

1.1 概要 

本書は，Ⅵ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計算の

基本方針」に基づき，重大事故等クラス２容器が十分な強度を有することを確認するための方法

を説明するものである。 

 

1.2 適用規格及び基準との適合性 

(1) 強度計算は，昭和55年通商産業省告示第５０１号「発電用原子力設備に関する構造等の

技術基準」（以下「告示第５０１号」という。）又は発電用原子力設備規格（設計・建設

規格（2005年版（2007年追補版含む。））ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１-2005/2007）（日本機械

学会 2007年9月）（以下「設計・建設規格」という。）により行う。 

告示第５０１号と設計・建設規格の比較に基づく，告示第５０１号各条項及び設計・建

設規格各規格番号と強度計算書との対応は表1－1に示すとおりである。 

(2)  告示第５０１号又は設計・建設規格に計算式の規定がないものについては他の規格及び

基準を適用して行う。 

日本産業規格（以下「ＪＩＳ」という。）と強度計算書との対応は表1－2に示すとおり

である。 

(3)  強度計算書で計算するもの以外のフランジは，以下に掲げる規格（材料に関する部分を除

く。）又は設計・建設規格 別表2に掲げるものを使用する。（設計・建設規格 PVC-

3700） 

a. ＪＩＳ Ｂ ２２３８（1996）「鋼製管フランジ通則」 

b. ＪＩＳ Ｂ ２２３９（1996）「鋳鉄製管フランジ通則」 

 

1.3 強度計算書の構成とその見方 

(1)  強度計算書は，本書と各容器の強度計算書からなる。 

(2)  各容器の強度計算書では，記号の説明及び計算式を省略しているので，本書によるもの

とする。 
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表1－1 告示第５０１号各条項又は設計・建設規格各規格番号と強度計算書との対応 

（重大事故等クラス２容器） 

 

告示第５０１号 条項 

設計・建設規格 規格番号 

強度計算書の計算式 

（章節番号） 
備        考 

PVC-3100（容器の胴の規定）   

PVC-3121 

PVC-3122(1) 

 

2.2 円筒形の胴の計算 

PVC-3150(2) 2.3 

 

容器の胴の補強を要しない穴

の最大径の計算 

PVC-3160 3.2 容器の穴の補強計算 

PVC-3162 3.5 2つ以上の穴が接近している

ときの補強計算 

PVC-3200（容器の鏡板についての規定）   

PVC-3210(1) 

PVC-3220 

PVC-3221 

 

2.4 さら形鏡板の計算 

PVC-3210(2) 

PVC-3223(1) 

 

2.5 全半球形鏡板の計算 

PVC-3210(3) 

PVC-3220 

PVC-3225 

 

2.6 半だ円形鏡板の計算 

PVC-3230(2) 2.7 容器の鏡板の補強を要しない

穴の最大径の計算 

PVC-3240 3.2 容器の穴の補強計算 
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告示第５０１号 条項 

設計・建設規格 規格番号 

強度計算書の計算式 

（章節番号） 
備        考 

第34条（容器の平板についての規定）   

第1項 

第2項 

2.8 円形平板の計算 

PVC-3300（容器の平板についての規定）   

PVC-3310 

PVC-3320 

2.8 円形平板の計算 

 

PVC-3320(2) 3.2 容器の穴の補強計算 

PVC-3500（容器の管板についての規定）   

PVC-3510 2.10 容器の管板の計算 

PVC-3600（管台についての規定）   

PVC-3610 2.11 容器の管台の計算 

PVC-3610(1) 

PVC-3610(2) 

2.15 熱交換器の伝熱管の計算 

PVC-3900（開放タンクについての規定）   

PVC-3920 2.12 開放タンクの胴の計算 

PVC-3940 

PVC-3950 

3.3(3.4) 開放タンクの胴の穴の補強計

算（開放タンクの鏡板の穴の

補強計算） 

PVC-3960 

PVC-3970 

2.13 開放タンクの底板の計算 

PVC-3980 2.14 開放タンクの管台の計算 
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表1－2 ＪＩＳと強度計算書との対応 

Ｊ Ｉ Ｓ  強度計算書の計算式 

（章節番号） 
備       考 

№ 項 

ＪＩＳ Ｂ ８２０１

（2005） 

「陸用鋼製ボイラー構造」 

ＪＩＳ Ｂ ８２６５

（2003） 

「圧力容器の構造－一般事

項」附属書3（規定）「圧力

容器のボルト締めフランジ」 

6.6.8 

 

 

3 

4 

5 

2.9 

 

 

4 

だ円形マンホール平板の計算＊1 

 

 

フランジの強度計算＊2 

注記＊1：ＪＩＳ Ｂ ８２０１（2005）「陸用鋼製ボイラー構造」（以下「ＪＩＳ Ｂ 

８２０１」という。）を用いて計算を行う。 

＊2：設計・建設規格 PVC-3710によりＪＩＳ Ｂ ８２６５（2003）「圧力容器の構

造－一般事項」（以下「ＪＩＳ Ｂ ８２６５」という。）の附属書3（規定）

「圧力容器のボルト締めフランジ」を用いて計算を行う。 
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1.4 計算精度と数値の丸め方 

計算の精度は6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表1－3に示すとおりとする。 

 

表1－3 表示する数値の丸め方 

数 値 の 種 類  単  位 処 理 桁 処理方法 表 示 桁 

圧 
 
 

力 

最 高 使 用 圧 力 
（開放タンクを除く） MPa ― ― 小数点以下第2位 

最 高 使 用 圧 力 
（ 開 放 タ ン ク ） MPa 小数点以下第3位 四捨五入 小数点以下第2位 

外 面 に 受 け る 
最 高  の 圧 力 MPa ― ― 小数点以下第2位 

温 度 ℃ ― ― 整 数 位 

許 容 応 力＊1 MPa 小数点以下第1位 切 捨 て 整 数 位 

降 伏 点＊1 MPa 小数点以下第1位 切 捨 て 整 数 位 

算 出 応 力 MPa 小数点以下第1位 切 上 げ 整 数 位 

長 
 
 
 

さ 

下 記 以 外 の 長 さ 
mm 

m＊2 小数点以下第3位 四捨五入 小数点以下第2位 

計算上必要な厚さ mm 小数点以下第3位 切 上 げ 小数点以下第2位 

最 小 厚 さ mm 小数点以下第3位 切 捨 て 小数点以下第2位 

ボ ル ト 谷 径 mm ― ― 小数点以下第3位 

開放タンクの水頭 
及 び 管 台 の 内 径 

m 小数点以下第5位 四捨五入 小数点以下第4位 

ガ ス ケ ッ ト 厚 さ mm ― ― 小数点以下第1位 

面 積 mm2 有効数字5桁目 四捨五入 有効数字4桁＊3 

力 N 有効数字5桁目 四捨五入 有効数字4桁＊3 

モ ー メ ン ト N･mm 有効数字5桁目 四捨五入 有効数字4桁＊3 

角 度 ° 小数点以下第2位 四捨五入 小数点以下第1位 

比 重 ― 小数点以下第3位 四捨五入 小数点以下第2位 

慣 性 モ ー メ ン ト mm4 有効数字5桁目 四捨五入 有効数字4桁 
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注記＊1：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における許容引張応力及び設

計降伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第1位を切り捨て，整数位までの

値とする。ただし，許容引張応力及び設計降伏点が設計・建設規格 付録材料図表に

定められた値のａ倍である場合は次のようにして定める。 

(1) 比例法により補間した値の小数点以下第2位を切り捨て，小数点以下第1位まで

の値をａ倍する。 

(2) (1)で得られた値の小数点以下第1位を切り捨て，整数位までの値とする。 

また，告示第５０１号 別表に記載された許容引張応力及び設計降伏点は，各温度の

値をSI単位に換算し，SI単位に換算した値の小数点以下第1位を四捨五入して，整数

位までの値とする。その後，設計・建設規格と同様の換算と桁処理を行う。 

＊2：開放タンクの胴内径 

＊3：絶対値が1000以上のときはべき数表示とする。 
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1.5 材料の表示方法 

材料は次に従い表示するものとする。 

(1) 設計・建設規格に定める材料記号を原則とする。 

設計・建設規格に記載されていないが設計・建設規格に相当材が記載されている場合は，

次のように表示する。 

    相当材記号 相当（当該材記号） 

（例1） SM400A 相当（SMA400AP） 

（例2） SCMV3-1 相当（ASME SA387 Gr.11C1.1） 

(2) 管材の許容引張応力の値は継目無管，電気抵抗溶接管及び鍛接管等，製造方法により

異なる場合があるため材料記号の後に“-”を入れ，その製法による記号を付記して表示

する。 

（例） STPT410-S（継目無管の場合） 

(3) 強度区分により許容引張応力が異なる場合，材料記号の後にＪＩＳで定める強度区分

を付記して表示する。 

（例） 

設計・建設規格の表示 計算書の表示 

SCMV3 
付録材料図表 Part5 表5 

の許容引張応力の上段 
SCMV3-1 

SCMV3 
付録材料図表 Part5 表5 

の許容引張応力の下段 
SCMV3-2 

(4) 使用する厚さ又は径等によって許容引張応力の値が異なる場合，材料記号の後に該当

する厚さ又は径等の範囲を付記して表示する。 

（例） S45C（直径40mm以下） 

(5) 熱処理によって許容引張応力の値が異なる場合，材料記号の後にＪＩＳに定める熱処

理記号を付記して表示する。 

（例） SUS630 H1075（固溶化熱処理後570～590℃空冷の場合） 

(6) ガスケット材料で非石綿の場合の表示は以下とする。 

（例） 非石綿ジョイントシート 

渦巻形金属ガスケット（非石綿）（ステンレス鋼） 

平形金属被覆ガスケット（非石綿板）（ステンレス鋼） 

なお，この場合のガスケット係数（ｍ）及びガスケットの最小設計締付圧力（ｙ）は， 

ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 表2 備考3より，ガスケットメーカ推奨値を適用する。 
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2. 重大事故等クラス２容器（クラス１容器又は原子炉格納容器を除く。）の強度計算方法 

発電用原子力設備のうち重大事故等クラス２容器（クラス１容器又は原子炉格納容器を除

く。）の強度計算に用いる計算式と記号を以下に定める。 

2.1 共通記号 

特定の計算に限定せず，一般的に使用する記号を共通記号として次に掲げる。 

なお，以下に示す記号のうち，各計算において説明しているものはそれに従う。 

告示第５０１号

又は 

設計・建設規格

の記号 

計算書の表示 表   示   内   容 単 位 

Ｐ Ｐ 最高使用圧力 MPa 

Ｐｅ Ｐｅ 外面に受ける最高の圧力 MPa 

Ｓｙ Ｓｙ 材料の設計降伏点 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8

による。 

MPa 

η η 継手の効率 

クラス２容器については設計・建設規格 

PVC-3130に規定している継手の種類に応じた

効率を使用する。設計・建設規格 PVC-3140

に規定している連続した穴がある場合におけ

る当該部分の効率については該当するものが

ないので強度計算書には記載しない。 

― 

 継手の種類 

継手無し 

突合せ両側 

溶接 

 

同左 

同左 

 

― 

― 

 裏当金（取り

除く。）を使

用した突合せ

片側溶接 

裏当金を使用した突合せ片側溶接（溶接後裏

当金を取り除いたものに限る。）並びにこれ

と同等以上の効果が得られる方法による溶接 

 

― 

 

 

 

 裏当金（取り

除かず。）を

使用した突合

せ片側溶接 

裏当金を使用した突合せ片側溶接（溶接後裏

当金を取り除いたものを除く。） 

― 
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告示第５０１号

又は 

設計・建設規格

の記号 

計算書の表示 表   示   内   容 単 位 

 裏当金を使用

しない突合せ

片側溶接 

同左 ― 

 両側全厚すみ

肉重ね溶接 

同左 ― 

 プラグ溶接を

行う片側全厚

すみ肉重ね溶

接 

同左 ― 

 プラグ溶接を

行わない片側

全厚すみ肉重

ね溶接 

同左 ― 

 放射線検査の 

有無 

有り 

 

 

 

 

無し 

 

 

発電用原子力設備規格（溶接規格 ＪＳＭＥ 

Ｓ ＮＢ１-2001）（日本機械学会 2001年2

月）N-3140及びN-4140（N-1100(1)a.準用）の

規定に準じて放射線透過試験を行い，同規格

の規定に適合するもの 

その他のもの 

 

 

― 

 

 

 

 

― 
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2.2 円筒形の胴の計算 

重大事故等クラス２容器については設計・建設規格 PVC-3121，PVC-3122(1)を適用する。 

(1) 記号の説明 

設計・建設

規格の記号 
計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

Ｄｉ Ｄｉ 胴の内径 mm 

Ｓ Ｓ 内圧時の最高使用温度における材料の許容引

張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5

又は表6による。 

MPa 

 ｔ 胴に必要な厚さ mm 

 ｔ１ 胴の規格上必要な最小厚さ mm 

ｔ ｔ２ 胴の計算上必要な厚さ mm 

 ｔｓ 胴の最小厚さ mm 

 ｔｓｏ 胴の呼び厚さ mm 

 

(2) 算式 

円筒形の胴に必要な厚さは次に掲げる値のうちいずれか大きい値とする。 

a. 規格上必要な最小厚さ：ｔ１ 

炭素鋼鋼板又は低合金鋼鋼板で作られたものにあっては3mm，その他の材料で作られ

たものにあっては1.5mmとする。 

b. 内面に圧力を受ける胴：ｔ２ 

 2・Ｐ12・Ｓ・

Ｐ・Ｄ
t

η
ｉ

２

.
  

 

(3) 評価 

胴の最小厚さ（ｔｓ）≧胴に必要な厚さ（ｔ）ならば十分である。 
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2.3 容器の胴の補強を要しない穴の最大径の計算 

重大事故等クラス２容器については設計・建設規格 PVC-3150(2)を適用する。 

(1) 記号の説明 

設計・建設

規格の記号 
計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

Ｄ Ｄ 穴の中心における胴の外径。 mm 

 ｄｒ１ 補強を要しない穴の最大径（だ円穴の場合は

長径） 

mm 

ｄ ｄｒ２ 補強を要しない穴の最大径（だ円穴の場合は

長径） 

mm 

Ｋ Ｋ 係数 ただしＫ≦0.99 ― 

Ｓ Ｓ 内圧時の最高使用温度における材料の許容引

張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5

又は表6による。 

MPa 

ｔｓ ｔｓ 胴の最小厚さ mm 

η η 穴が長手継手を通る場合はその継手の効率 

その他の場合は1.00 

― 

 

(2) 算式 

胴の補強を要しない穴の最大径は，次のa項及びb項で計算した値のうちいずれか大き

い方の値とする。 

a. 穴の径が61mm以下で，かつ，次の式により計算した値以下の穴 

 
4

2・ｔＤ
ｄ

ｓ
ｒ１


  

b. 穴の径が200mm以下で，かつ，クラス２容器は設計・建設規格 図PVC-3150-1及び図

PVC-3150-2により求めた値以下の穴 

 ３２ Ｋ)・(1Ｄ・ｔ05・8ｄ ｓｒ  .  

Ｋは，次の式により計算した値で，Ｋ＞0.99のときは，Ｋ＝0.99とする。 

(a) 円筒形の場合 

 
ｓ・ｔ82・Ｓ・1

Ｐ・Ｄ
Ｋ

η.
  

 

(3) 評価 

穴の径＞補強を要しない穴の最大径となる穴を判別する。 

穴の補強が不要な場合は，穴の補強計算を行わない。 
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2.4 さら形鏡板の計算 

重大事故等クラス２容器については設計・建設規格 PVC-3210(1)，PVC-3220を適用する。 

(1) 記号の説明 

設計・建設

規格の記号 
計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

Ｄｉ Ｄｉ 鏡板が取り付けられる胴の内径 mm 

 Ｄｏｃ 鏡板の外径 mm 

Ｒ Ｒ 鏡板の中央部における内面の半径 mm 

ｒ ｒ 鏡板のすみの丸みの内半径 mm 

Ｓ Ｓ 内圧時（中低面に圧力を受けるとき）の最高

使用温度における材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5

又は表6による。 

MPa 

 

 ｔ 鏡板に必要な厚さ mm 

ｔ ｔ１ 鏡板のフランジ部の計算上必要な厚さ mm 

ｔ ｔ２ 鏡板の計算上必要な厚さ mm 

 ｔｃ 鏡板の最小厚さ mm 

 ｔｃｏ 鏡板の呼び厚さ mm 

Ｗ Ｗ さら形鏡板の形状による係数 ― 

 

(2) 形状の制限 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｄｏｃ≧Ｒ，ｒ≧3・ｔｃｏ，ｒ≧0.06・Ｄｏｃ，ｒ≧50mmであること。 

 

 

 

 

ｒ 

Ｒ 

ＤＯＣ 

図2－1  さら形鏡板の形状 

ｔｃｏ 
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(3) 算式 

さら形鏡板に必要な厚さは，次に掲げる値のうちいずれか大きい値とする。 

a. 中低面に圧力を受ける鏡板：ｔ１，ｔ２ 

(a) フランジ部：ｔ１ 

 
2・Ｐ12・Ｓ・

Ｐ・Ｄ
t

η
ｉ

１

.
  

(b) 鏡板：ｔ２ 

 
2・Ｐ02・Ｓ・

Ｐ・Ｒ・Ｗ
t

η
２

.
  

ただし，Ｗ
1

4
・ 3

Ｒ

ｒ
 











  

 

(4) 評価 

鏡板の最小厚さ（ｔｃ）≧鏡板に必要な厚さ（ｔ）ならば十分である。 
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2.5 全半球形鏡板の計算 

重大事故等クラス２容器については設計・建設規格 PVC-3210(2)，PVC-3220及びPVC-

3223(1)を適用する。 

(1) フランジ部を有する場合 

a. 記号の説明 

設計・建設

規格の記号 
計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

Ｄｉ Ｄｉ 鏡板が取り付けられる胴の内径 mm 

Ｒ Ｒ 鏡板の内半径 mm 

Ｓ Ｓ 内圧時（中低面に圧力を受けるとき）の最高

使用温度における材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5

又は表6による。 

MPa 

 ｔ 鏡板に必要な厚さ mm 

ｔ ｔ１ 鏡板のフランジ部の計算上必要な厚さ mm 

ｔ ｔ２ 鏡板の計算上必要な厚さ mm 

 ｔｃ 鏡板の最小厚さ mm 

 ｔｃｏ 鏡板の呼び厚さ mm 

 

b. 形状の制限 

 

 

 

 

 

全半球形であること。 

 

c. 算式 

全半球形鏡板に必要な厚さは，次に掲げる値のうちいずれか大きい値とする。 

(a) 中低面に圧力を受ける鏡板：ｔ１，ｔ２ 

イ. フランジ部：ｔ１ 

 
2・Ｐ12・Ｓ・

Ｐ・Ｄ
t

η
ｉ

１

.
  

ロ. 鏡板：ｔ２ 

 
2・Ｐ02・Ｓ・

Ｐ・Ｒ
t

η
２

.
  

d. 評価 

鏡板の最小厚さ（ｔｃ）≧鏡板に必要な厚さ（ｔ）ならば十分である。 

Ｒ 

図2－2  全半球形鏡板の形状 
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(2) フランジ部を有しない場合 

a. 記号の説明 

設計・建設

規格の記号 
計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

Ｒ Ｒ 鏡板の内半径 mm 

Ｓ Ｓ 内圧時（中低面に圧力を受けるとき）の最高

使用温度における材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5

又は表6による。 

MPa 

 ｔ 鏡板に必要な厚さ mm 

ｔ ｔ１ 鏡板の計算上必要な厚さ mm 

 ｔｃ 鏡板の最小厚さ mm 

 ｔｃｏ 鏡板の呼び厚さ mm 

 

b. 形状の制限 

 

 

 

 

 

全半球形であること。 

 

c. 算式 

全半球形鏡板に必要な厚さは，次に掲げる値とする。 

(a) 中低面に圧力を受ける鏡板：ｔ１ 

 
2・Ｐ02・Ｓ・

Ｐ・Ｒ
t

η
１

.
  

d. 評価 

鏡板の最小厚さ（ｔｃ）≧鏡板に必要な厚さ（ｔ）ならば十分である。 

Ｒ 

図2－3 全半球形鏡板の形状 
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2.6 半だ円形鏡板の計算 

重大事故等クラス２容器については設計・建設規格 PVC-3210(3)，PVC-3220及びPVC-3225

を適用する。 

(1) 記号の説明 

設計・建設

規格の記号 
計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

Ｄｉ Ｄｉ 鏡板が取り付けられる胴の内径 mm 

Ｄ ＤｉＬ 鏡板の内面における長径 mm 

ｈ ｈ 鏡板の内面における短径の2分の1 mm 

Ｋ Ｋ 半だ円形鏡板の形状による係数 ― 

Ｓ 

 

Ｓ 内圧時（中低面に圧力を受けるとき）の最高

使用温度における材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5

又は表6による。 

MPa 

 ｔ 鏡板に必要な厚さ mm 

ｔ ｔ１ 鏡板のフランジ部の計算上必要な厚さ mm 

ｔ ｔ２ 鏡板の計算上必要な厚さ mm 

 ｔｃ 鏡板の最小厚さ mm 

 ｔｃｏ 鏡板の呼び厚さ mm 

 

(2) 形状の制限 

 

 

 

 

 

 

 

 

2≦
2・ｈ

Ｄ Ｌi
であること。 

 

ｔｃｏ 

ＤｉＬ 

ｈ 

図2－4  半だ円形鏡板の形状 
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(3) 算式 

半だ円形鏡板に必要な厚さは，次に掲げる値のうちいずれか大きい値とする。 

a. 中低面に圧力を受ける鏡板：ｔ１，ｔ２ 

(a) フランジ部：ｔ１ 

 
2・Ｐ12・Ｓ・

Ｐ・Ｄ
t

η
ｉ

１

.
  

(b) 鏡板：ｔ２ 

 
2・Ｐ02・Ｓ・

・ＫＰ・Ｄ
t

η
Ｌ

２
i

.
  

ただし，Ｋ
1

6
・ 2

Ｄ

2・ｈ

iＬ
2

 





















 

 

(4) 評価 

鏡板の最小厚さ（ｔｃ）≧鏡板に必要な厚さ（ｔ）ならば十分である。 
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2.7 容器の鏡板の補強を要しない穴の最大径の計算 

重大事故等クラス２容器については設計・建設規格 PVC-3230(2)を適用する。 

(1) 記号の説明 

設計・建設

規格の記号 
計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

Ｄ Ｄ 鏡板のフランジ部の外径 mm 

ｄ ｄｒ１ 補強を要しない穴の最大径（だ円穴の場合は

長径） 

mm 

 ｄｒ２ 補強を要しない穴の最大径（だ円穴の場合は

長径） 

mm 

Ｋ Ｋ 係数 ただしＫ≦0.99 ― 

Ｓ Ｓ 内圧時（中低面に圧力を受けるとき）の最高

使用温度における材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5

又は表6による。 

MPa 

ｔｓ ｔｃ 鏡板の最小厚さ mm 

η η 穴が継手を通る場合はその継手の効率。その

他の場合は1.00 

― 

 

(2) 算式 

鏡板の補強を要しない穴の最大径は，次のa項及びb項で計算した値のうちいずれか大

きい方の値とする。 

a. 穴の径が61mm以下で，かつ，次の式により計算した値以下の穴 

 
4

2・ｔＤ
ｄ

ｃ
ｒ１


  

b. 穴の径が200mm以下で，かつ，設計・建設規格 図PVC-3150-1及び図PVC-3150-2によ

り求めた値以下の穴 

 ３
２ Ｋ)・(1Ｄ・ｔ05・8ｄ ｃｒ  .  

Ｋは，次の式により計算した値で，Ｋ＞0.99のときは，Ｋ＝0.99とする。 

(a) さら形鏡板及び半だ円形鏡板の場合 

 
ｃ・ｔ82・Ｓ・1

Ｐ・Ｄ
Ｋ

η.
  

(b) 全半球形鏡板の場合 

 
ｓ・ｔ64・Ｓ・3

Ｐ・Ｄ
Ｋ

η.
  

 



 

19 

S2
 補

 Ⅵ
-3
-2
-7

 R
1 

 

(3) 評価 

穴の径＞補強を要しない穴の最大径となる穴を判別する。 

穴の補強が不要な場合は，穴の補強計算を行わない。 
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2.8 円形平板の計算 

重大事故等クラス２容器については告示第５０１号第34条第1項及び第2項又は設計・建設

規格 PVC-3310及びPVC-3320を適用する。 

(1) 記号の説明 

告示第５０１号 
又は設計・建設 

規格又は 
ＪＩＳの記号 

計算書の 
表示 表   示   内   容 単  位 

Ａｂ Ａｂ 実際に使用するボルトの総有効断面積 mm2 

Ａｍ Ａｍ ボルトの総有効断面積 mm2 

Ａｍ１ Ａｍ１ 使用状態でのボルトの総有効断面積 mm2 

Ａｍ２ Ａｍ２ ガスケット締付時のボルトの総有効断面積 mm2 

ｂ ｂ ガスケット座の有効幅 mm 

ｂｏ ｂｏ ガスケット座の基本幅（ＪＩＳ Ｂ ８２４３ 

附属書2 表1又はＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 

表3による。） 

mm 

Ｃ Ｃ ボルト穴の中心円の直径 mm 

ｄ，Ｇ ｄ クラス２容器は告示第５０１号第34条第1項の表又

は設計・建設規格 表PVC-3310-1に規定する方法

によって測った平板の径又は最小内のり（ガスケ

ットの場合ｄ＝Ｇ） 

mm 

ｄｂ ｄｂ ボルトのねじ部の谷の径と軸部の径の最小部のい

ずれか小さい方の径 

mm 

 ｄｈ 平板の断面に現われる穴の径（だ円穴の場合は長

径） 

mm 

Ｄｇ Ｄｇ セルフシールガスケットの外径 mm 

Ｆ Ｆ 全体のボルトに作用する力 N 

Ｇ Ｇ ガスケット反力円の直径 mm 

 Ｇｓ ガスケット接触面の外径 mm 

Ｈ Ｈ 内圧によってフランジに加わる全荷重 N 

ｈＧ ｈＧ ボルト穴の中心円からＨＧ作用点までの半径方向の

距離 

mm 

ｈｇ ｈｇ モーメントアームでボルトのピッチ円の直径とｄ

との差の2分の1 

mm 

Ｋ Ｋ 平板の厚さ計算における取付け方法による係数 ― 

  フランジ部の長さ mm 
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告示第５０１号 
又は設計・建設

規格又は 
ＪＩＳの記号 

計算書の 
表示 表   示   内   容 単  位 

ｍ ｍ ガスケット係数（ＪＩＳ Ｂ ８２４３ 附属書2

表2又はＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 表2によ

る。） 

― 

Ｎ Ｎ ガスケットの接触面の幅（ＪＩＳ Ｂ ８２４３ 

附属書2 表1又はＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 

表3による。） 

mm 

ｎ ｎ ボルトの本数 ― 

Ｐ Ｐ 最高使用圧力又は外面に受ける最高の圧力 MPa 

ｒ ｒ すみの丸みの内半径 mm 

Ｓ Ｓ 内圧時の最高使用温度における材料の許容引張応

力 

告示第５０１号別表第6又は別表第7，設計・建設

規格 付録材料図表 Part5 表5又は表6による。 

MPa 

σａ Ｓａ 常温におけるボルト材料の許容引張応力 

告示第５０１号別表第8又は設計・建設規格 付録

材料図表 Part5 表7による。 

MPa 

σｂ Ｓｂ 最高使用温度におけるボルト材料の許容引張応力 

告示第５０１号別表第8又は設計・建設規格 付録

材料図表 Part5 表7による。 

MPa 

ｔ ｔ 平板の計算上必要な厚さ mm 

ｔｃ ｔｃ 平板のすみ肉ののど厚 mm 

ｔｆ ｔｆ 平板のフランジ部の厚さ mm 

ｔｎ ｔｎ ガスケット溝を考慮した平板の厚さ mm 

 ｔｐ 平板の最小厚さ mm 

 ｔｐｏ 平板の呼び厚さ mm 

ｔｓ ｔｓ 胴又は管の最小厚さ mm 

ｔｒ ｔｓｒ 胴又は管の継目がない場合の計算上必要な厚さ mm 

ｔｉ ｔｉ 平板ののど厚。告示第５０１号第34条第1項の表によ

る。 

mm 

ｔｗ ｔｗ 告示第５０１号第34条第1項の表又は設計・建設規格 

表PVC-3310-1による。 

mm 

 

ｔｗ１ ｔｗ１ 設計・建設規格 表PVC-3310-1による。 mm 
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告示第５０１号 
又は設計・建設 

規格又は 
ＪＩＳの記号 

計算書の 
表示 表   示   内   容 単  位 

ｔｗ２ ｔｗ２ 設計・建設規格 表PVC-3310-1による。 mm 

Ｗ Ｗ パッキンの外径又は平板の接触面の外径内の面積

に作用する全圧力 

N 

Ｗｇ Ｗｇ ガスケット締付時のボルト荷重 N 

Ｗｍ１ Ｗｍ１ 使用状態での必要な最小ボルト荷重 N 

Ｗｍ２ Ｗｍ２ ガスケット締付時に必要な最小ボルト荷重 N 

Ｗｏ Ｗｏ 使用状態でのボルト荷重 N 

ｙ ｙ ガスケットの最小設計締付圧力 

（ＪＩＳ Ｂ ８２４３ 附属書2 表2又は  

ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 表2による。） 

N/mm2 

π π 円周率 ― 

 σｐ 平板に作用する力によって生じる応力 MPa 

 ガスケット 

座面の形状 

ガスケット座面の形状 

（ＪＩＳ Ｂ ８２４３ 附属書2 表1又は  

ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 表3による。） 

― 
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(2) 形状の制限（告示第５０１号） 

取 付 け 方 法 形 状 の 制 限 

(ａ) 

 

 

 

 

  

無し 

(ｂ) 

 

 

 

 

  

ｄ≦600mm， 

ｔｐｏ≧ｄ／20であること。 

(ｃ) 

 

 

 

 

  

ｄ≦600mm， 

ｔｐｏ≧ｄ／20であること。 

(ｄ) 

 

 

 

 

  

ｒ≧3・ｔｆであること。 

(ｅ) 

 

 

 

 

  

ｄ≦600mm， 

ｔｐｏ≧ｄ／20， 

ｒ≧3・ｔｆであること。 
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取 付 け 方 法 形 状 の 制 限 

(ｆ) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0.8・Ｓ≧σｐであること。 

(ｇ) 

 

 

 

 

 
 

0.8・Ｓｂ≧σｐであること。 

(ｈ) 

 

 

 

 

  

ｔｉ≧2・ｔｓｒかつ， 

ｔｉ≧1.25・ｔｓであること。 

 

ｔｉ 
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取 付 け 方 法 形 状 の 制 限 

(ｉ) 

 

 

 

 

  

ｔｉ≧2・ｔｓｒかつ， 

ｔｉ≧1.25・ｔｓであること。 

(ｊ) 

 

 

 

 

  

ｔｗ≧2・ｔｓｒかつ， 

ｔｗ≧1.25・ｔｓであること。 

かつ， 

ｔｃ≧Min(0.7・ｔｓ，6mm)であること。 

(ｋ) 

 

 

 

 

 

 
 

 

無し 

（ ） その他の場合 無し 

ｔｉ 

ｔ
ｓ

 

ｔ
ｃ

 

ｄ
 ｄ

 
ｔ

ｓ
 

ｔｗ 

ｔｃ 
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形状の制限（設計・建設規格） 

取 付 け 方 法 形 状 の 制 限 

(ａ) 

 

 無し 

 

 

 

 

 

 

(ｂ) 

 

 ｄ≦600mm， 

ｄ／4＞tｐｏ≧ｄ／20かつ 

ｒ≧ｔｆ／4であること。 

 

 

 

 

(ｃ) 

 

 ｔｆ≧2・ｔｓかつ 

ｒ≧3・ｔｆであること。 

 

 

 

 

 

(ｄ) 

 

 ｔｆ≧ｔｓかつ 

ｒ≧1.5・ｔｆであること。 

 

 

 

 

 

(ｅ) 

 

 ｒ≧3・ｔｆであること。 

 

 

 

 

 

ｄ 

ｔｐｏ 

ｒ≧0.25・ｔｆ 

ｔｆ 

ｄ
 

ｔｐｏ 

r≧3・ｔｆ 

ｔｆ≧2・ｔｓ 
ｔｓ 

ｔｐｏ ｄ
 

ｔｆ 

ｒ≧1.5・ｔｆ 

ｔｓ 

 

ｔｆ≧ｔｓ 

ｄ
 ｔｐｏ 

ｔｆ 

 

ｒ≧3・ｔｆ 

 

ｔｆ 

ｔｐｏ 

ｔｓ 

ｄ
 

溶接部中心 
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取 付 け 方 法 形 状 の 制 限 

(ｆ) 

 

 

 

0.8・Ｓ≧σｐであること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｇ) 

 

 

 

0.8・Ｓｂ≧σｐであること。 

 

 

 

 

 

 

(ｈ) 

 

 

 

ｔｗ≧2・ｔｓｒかつ 

ｔｗ≧1.25・ｔｓであること。 

 

 

 

 

 

ｄ
 ｔｐｏ 

 

分割リング 

ｄ
 

ｔｐｏ 
 

ね
じ
込
み
輪 

ｄ
 

ｔｐｏ 
t 

ｔｗ  

45°以下 

ｔ
ｓ
 

ｄ
 

ｔｐｏ 
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取 付 け 方 法 形 状 の 制 限 

(ｉ) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｔｗ１＋ｔｗ２≧2・ｔｓ 

ｔｗ１≧ｔｓ 

ｔｗ１＋ｔｗ２≧2・ｔｓ， 

ｔｗ１≧ｔｓかつ， 

ｔｓ≧1.25・ｔｓｒであること。 

 

 

 

 

 

(ｊ)(1) 

 

 

 

ｔｗ≧Min(0.5・ｔｓ，0.25・ｔｐｏ) 

かつ，ｔｃ≧Min(0.7・ｔｓ，

6mm)であること。 

 

 

 

 

 

 

(ｊ)(2) 

 

 

 

ｔｗ≧Min(1.0・ｔｓ，0.5・ｔｐｏ) 

かつ，ｔｃ≧Min(0.7・ｔｓ，

6mm)であること。 

 

 

 

 

 

 

(ｋ) 

 

 

 

 

 

 

ｔｃ≧Min(0.7・ｔｓ，6mm)であ

ること。 

 

 

 

 

 

 

ｔ
ｓ
 ｔ

ｗ
１
 

ｄ
 

ｔｐｏ 
 

ｔw２ 

ｔ
ｓ
 

ｄ
 

ｔｐｏ 
 

ｔｗ 

 

ｔｃ 

ｔ
ｓ
 

ｔｐｏ 

ｄ
 

ｔｃ 

c 

ｄ 

ｔ
ｐ
ｏ
 

ｔｓ 

ｔｃ 

ｔｃ 

ｔ
ｗ
 ｔ

ｗ
 

t
w
 

ｔ
ｐ
ｏ
 

  

ｄ 

ｔｃ 
 

ｔｃ 
 

ｔｓ 
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取 付 け 方 法 形 状 の 制 限 

() 

 

 

 

ｔｗ１＋ｔｗ２≧2・ｔｓ 

（ｔｗ２＝0を含む。） 

 

 

 

 

 

(ｍ) 

 

 

 

無し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｏ) その他の場合 無し 

ｔ
ｗ

１
 ｔ

ｓ
 

ｔｐｏ 
 

ｔｗ２ 

ｄ
 

ｔｗ１＋ｔｗ２≧2・ｔｓ 

（ｔｗ２＝0を含む。） 

ｔｎ 

ｈ
ｇ
 

ｄ
 

ｔｐｏ 
 

ｔｎ 

ｈ
ｇ
  

ｄ
 

ｔｐｏ 
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(3) 算式 

平板の計算上必要な厚さは，次の式による値とする。 

a. 平板に穴がない場合 

 t ｄ・
Ｋ・Ｐ

Ｓ
  

Ｋの値は以下による。（告示第５０１号） 

取付け方法 Ｋ     の     値 

(ａ) 

0.20 (ｂ) 

(ｃ) 

(d) 
0.25 

(ｅ) 

(ｆ) 
0.30 

(ｇ) 

(ｈ) 

0.50 (ｉ) 

(ｊ) 

(ｋ) 

 

ｄＷ

ｈＦ1.4
＋0.30 ｇ




 

(  ) 0.75 

注記＊：4項「フランジの強度計算」における記号との対応は次のとおり。 

ＦはＷｏとＷｇのいずれか大きい方，ｈｇはｈＧ，ＷはＨ，ｄはＧ（セルフシールガ 

スケットを用いる場合はＤｇ）とする。 

＊ 
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Ｋの値は以下による。（設計・建設規格） 

取付け方法 Ｋ     の     値 

(ａ) 0.17 

(ｂ) 0.13 

(ｃ) 0.17 

(ｄ) Max(0.2，0.33・ｍ) 
ｓ

ｓｒ

t

t
ｍ   

(ｅ) 

 

0.17 

0.10＊1 

(ｆ) 
0.20 

(ｇ) 

(ｈ) 

 

Max(0.2，0.33・ｍ) 
ｓ

ｓｒ

t

t
ｍ  

(ｉ) 0.33 

(ｊ)(1) 

Max(0.2，0.33・ｍ) 
ｓ

ｓｒ

t

t
ｍ  (ｊ)(2) 

(ｋ) 

() 

(ｍ) 

 
Ｗ・ｄ

ｇ1.0・Ｆ・ｈ
0.20＋  

ただし，ｔｎの厚さにあっては 
Ｗ・ｄ

1.0・Ｆ・ｈｇ
 
＊2

 

(ｏ) 0.50 

注記＊1：取付け方法(e)においてｔｆからｔｓへ移行するテーパが1対4又はそれより緩

やかであり，かつ，以下の(a)又は(b)いずれかの場合，Ｋ＝0.10とする。 

 (a)  ≧ ｆ
2

ｆ

2

ｄ・ｔ・
ｔ

ｔ
8・011

ｓ














 .. の場合 

 (b)  ｔＳが ｓｔｄ2  以上の長さにわたって 

   ts≧ ｆf ｄ・ｔ11・12・ｔ1 ／.. の場合 

＊2： 4項「フランジの強度計算」における記号との対応は次のとおり。 

ＦはＷｏとＷｇのいずれか大きい方，ｈｇはｈＧ，ＷはＨ，ｄはＧ（セルフシ

ールガスケットを用いる場合はＤｇ）とする。 
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b. 平板に穴を設ける場合であって，穴の径（ｄｈ）がｄの2分の1以下で容器の胴の穴の

補強に準じて補強するものの計算上必要な厚さは，次の式による値とする。 

 t ｄ・
Ｋ・Ｐ

Ｓ
  

この場合において，平板の補強に用いる必要厚さ（ｔｐｒ）はｔとし，かつ，補強に

有効な面積は，補強に必要な面積の2分の1以上とする。 

c. 平板に穴を設ける場合であって，穴の径（ｄｈ）がｄの2分の1以下でｂ項以外のもの

の計算上必要な厚さは，次の式による値とする。 

 t ｄ・
2・Ｋ・Ｐ

Ｓ
  

ただし，平板の取付け方法が，告示第５０１号第34条第1項の表中（ｋ）又は設計・

建設規格 表PVC-3310-1中（ｍ）の場合を除き，Ｋの値が0.375を超えるときはその値

を0.375とする。 

d. 平板に穴を設ける場合であって，穴の径（ｄｈ）がｄの2分の1を超えるものの計算上

必要な厚さは，次の式による値とする。 

 t ｄ・
2 25・Ｋ・Ｐ

Ｓ


.
 

 

(4) 評価 

平板の最小厚さ（ｔｐ）≧平板の計算上必要な厚さ（ｔ）ならば十分である。 
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2.9 だ円形マンホール平板の計算 

重大事故等クラス２容器についてはＪＩＳ Ｂ ８２０１ 6.6.8項 マンホールカバー

の最小厚さを適用する。 

(1) 記号の説明 

ＪＩＳの記号 計算書の表示 表   示   内   容 単 位 

ａ ａ 穴の長径 mm 

ｂ ｂ 穴の短径 mm 

ｃ ｃ 穴の短径と長径との比によって定まる係数 

（ＪＩＳ Ｂ ８２０１ 図6.20による。） 

― 

 ｔ マンホール平板に必要な厚さ mm 

ｔ ｔ１ マンホール平板の計算上必要な厚さ mm 

 ｔ２ マンホール平板の中央部の規格上必要な最小

厚さ 

mm 

 ｔｐ マンホール平板の最小厚さ mm 

 ｔｐｏ マンホール平板の呼び厚さ mm 

α α 付け代で，1mm以上とする。ただし，取替えの

できるマンホール平板にあっては，0とする。 

mm 

σａ σａ 材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5

又は表6による。 

MPa 

 

(2) 算式 

だ円形マンホール平板に必要な厚さは次に掲げる値のうちいずれか大きい値とする。 

a. 平板の計算上必要な厚さ：ｔ１ 

 α
σ

＋
Ｐ

 ・ 
ｃ

5・ｂ
＝ｔ

ａ
１  

b. 規格上必要な最小厚さ：ｔ２ 

平板の中央部の厚さは14mm以下としてはならない。 

 

(3) 評価 

マンホール平板の最小厚さ（ｔｐ）≧マンホール平板に必要な厚さ（ｔ）ならば十分で

ある。 
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2.10 容器の管板の計算 

重大事故等クラス２容器については設計・建設規格 PVC-3510を適用する。 

(1) 記号の説明 

設計・建設

規格の記号 
計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

Ａ Ａ 管板に取り付けられる任意の管の中心が囲む

面積 

mm2 

Ｄ Ｄ パッキンの中心円の径（胴と一体となった管

板にあっては，胴の内径） 

mm 

 ｄｔ 管の外径 mm 

Ｆ Ｆ 管及び管板の支え方による係数 ― 

Ｌ Ｌ 面積Ａの周のうち穴の径以外の部分の長さ mm 

Ｐ Ｐ 計算上必要な厚さが大きい値の方の最高使用

圧力 

MPa 

 Ｐｔ 管穴の中心間の距離 mm 

Ｓ Ｓ 最高使用温度における材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5

又は表6による。 

MPa 

 ｔ 管板に必要な厚さ mm 

ｔ ｔ１ 管板の計算上必要な厚さ mm 

ｔ ｔ２ 管板の計算上必要な厚さ mm 

 ｔｂ 管板の最小厚さ mm 

 ｔｂｏ 管板の呼び厚さ mm 

 ｔｓ 胴と管板が一体となっている場合の胴の最小

厚さ 

mm 

 ｚ 管穴の中心間に必要な距離 mm 

 伝熱管の形式 

直  管 

Ｕ 字 管 

 

同左 

同左 

 

― 

― 

 管板の支え方 

管側胴と一

体でない。 

 

同左 

 

― 

 管側胴と一

体である。 

同左 ― 

 胴側胴と一

体でない。 

同左 ― 

 胴側胴と一

体である。 

同左 ― 
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(2) 形状の制限 

Ｐｔ≧ｚ，ｚ＝ｄｔ＋0.25・ｄｔであること。 

 

(3) 算式 

管板の計算上必要な厚さは，次の式により計算したいずれか大きい方の値（10mm未満

の場合は10mm）とする。 

 
Ｓ

Ｐ
・

2

Ｆ・Ｄ
t１  

 
MaxＬ

Ａ
・

85・Ｓ0

Ｐ
t２ 










.  

ここで MaxＬ

Ａ








は， 









Ｌ

Ａ
の最大値であり，通常一番外側の管穴の中心を順次結んで

得られる多角形が最大値となる。 

以下にＡ及びＬの取り方の例を示す。 

Ａは，一番外側の管穴の中心を順次結んで得られる多角形の面積（図2－5参照） 

Ｌは，一番外側の管穴の中心を順次結んで得られる多角形の外周の長さから外周上

の管穴の直径の合計を差し引いた長さ 

 

  

Ａ

  

Ｐｔ

Ａ 部詳細図
 

 

図2－5  管板の計算に用いる多角形 

 

なお，計算は管側と胴側各々の条件に対して行い，計算上必要な厚さが大きい側の結

果を強度計算書に記載する。 

 

(4) 評価 

管板の最小厚さ（ｔｂ）≧管板に必要な厚さ（ｔ）ならば十分である。 
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2.11 容器の管台の計算 

重大事故等クラス２容器については設計・建設規格 PVC-3610を適用する。 

(1) 記号の説明 

設計・建設

規格の記号 
計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

Ｂ 

 

Ｂ 

 

設計・建設規格 付録材料図表 Part7 図1

～図20より求めた値（Ｂを求める際に使用し

た板の厚さは繰返し計算により最終的にｔ２と

なる。） 

－ 

 

Ｄｏ Ｄｏ 管台の外径＊2 mm 

Ｓ Ｓ〔Ｓ１〕＊1 内圧時の最高使用温度における材料の許容引

張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5

又は表6による。 

MPa 

Ｓ 

 

Ｓ２ 

 

外圧時の最高使用温度における材料の許容引

張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5

又は表6による。 

MPa 

 

 ｔ 管台に必要な厚さ mm 

ｔ ｔ１ 管台の計算上必要な厚さ mm 

ｔ ｔ２ 管台の計算上必要な厚さ mm 

 ｔ３ 管台の規格上必要な最小厚さ mm 

 ｔｎ 管台の最小厚さ mm 

 ｔｎｏ 管台の呼び厚さ＊2 mm 

注記＊1：Ｓ〔Ｓ１〕は内圧時の計算のみの場合はＳを，内圧時及び外圧時の計算の場合は 

Ｓ１を用いる。 

なお，Ｓ１＝Ｓ２の場合は，Ｓ２をＳ１と置き換える。 

＊2：管台の外径及び呼び厚さは，下図参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｔｎｏ 

Ｄｏ 
ｔｎｏ 

Ｄｏ 

注：本図は，管台の外径及び呼び厚さの寸法を

説明するものであり，管台の取付け形式を

示すものではない。 
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(2) 算式 

管台に必要な厚さは，次に掲げる値のうちいずれか大きい値とする。 

a. 内面に圧力を受ける管台：ｔ１ 

 8・Ｐ02・Ｓ・

Ｐ・Ｄ
t

η
ｏ

１

.


 

b. 外面に圧力を受ける管台：ｔ２ 

設計・建設規格 図PVC-3610-1よりＰｅ，Ｓ２に対して求めた厚さ。ただし，図より

求められない場合は次の式による値とする。 

 4・Ｂ

・Ｄ3・Ｐ
＝ｔ

ｏｅ
２

 

c. 規格上必要な最小厚さ：ｔ３ 

炭素鋼鋼管を使用する管台にあっては，管台の外径に応じて設計・建設規格 表

PVC-3610-1より求めた管台の厚さとする。 

 

(3) 評価 

管台の最小厚さ（ｔｎ）≧管台に必要な厚さ（ｔ）ならば十分である。 
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2.12 開放タンクの胴の計算 

重大事故等クラス２容器については設計・建設規格 PVC-3920を適用する。 

(1) 記号の説明 

設計・建設

規格の記号 
計算書の表示 表   示   内   容 単 位 

Ｄｉ Ｄｉ 胴の内径 m 

Ｈ Ｈ 水頭＊ m 

Ｓ Ｓ 最高使用温度における材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5

又は表6による。 

MPa 

 ｔ 胴に必要な厚さ mm 

 ｔ１ 胴の規格上必要な最小厚さ mm 

ｔ ｔ２ 胴の計算上必要な厚さ mm 

 ｔ３ 胴の内径に応じた必要厚さ mm 

 ｔｓ 胴の最小厚さ mm 

 ｔｓｏ 胴の呼び厚さ mm 

ρ ρ 液体の比重。ただし，1.00未満の場合は1.00

とする。 

― 

注記＊：開放タンクの水頭の取り方は，強度評価上は次のいずれかとする。 

a. タンク上部フランジ上端又はタンク胴板上端より底板内側まで 

b. 底板に管台が取り付く場合は，第1溶接継手まで 
 

                 

ａ項の場合 ｂ項の場合 

なお，この水頭の取り方は，底板及び管台の計算で用いる水頭も同じである。 

 

(2) 算式 

開放タンクの胴に必要な厚さは，次に掲げる値のうちいずれか大きい値とする。 

a. 規格上必要な最小厚さ：ｔ１ 

炭素鋼鋼板又は低合金鋼鋼板で作られた場合は3mm，その他の材料で作られた場合は

1.5mmとする。 

b. 胴の計算上必要な厚さ：ｔ２ 

 η
ρ

204・Ｓ・0

・Ｈ・Ｄ
t

ｉ
２

.
  

Ｈ Ｈ 
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c. 胴の内径に応じた必要厚さ：ｔ３ 

胴の内径が5mを超えるものについては，胴の内径の区分に応じ設計・建設規格 表

PVC-3920-1より求めた胴の厚さとする。 

 

(3) 評価 

胴の最小厚さ（ｔｓ）≧胴に必要な厚さ（ｔ）ならば十分である。 
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2.13 開放タンクの底板の計算 

重大事故等クラス２容器については設計・建設規格 PVC-3960及びPVC-3970を適用する。 

(1) 記号の説明 

設計・建設

規格の記号 
計算書の表示 表   示   内   容 単 位 

Ｈ Ｈ 水頭 m 

Ｐ Ｐ 最高使用圧力 MPa 

 ｔ 底板の規格上必要な厚さ mm 

 ｔｂ 底板の最小厚さ mm 

 ｔｂｏ 底板の呼び厚さ mm 

ρ ρ 液体の比重。ただし，1.00未満の場合は1.00

とする。 

― 

下記(3)b項の場合の記号の説明で上記以外の記号については，鏡板又は平板の項を参

照のこと。ただし，鏡板の計算にあっては，ｔｂをｔｃ，ｔｂｏをｔｃｏに読み替える。 

 

(2) 形状の制限 

次のいずれかであること。 

a. 平板 

b. 設計・建設規格 PVC-3210に規定されている鏡板であること。 

 

(3) 算式 

開放タンクの底板に必要な厚さは次によるものとする。 

a. 地面，基礎等に直接接触するものの厚さ：ｔ 

重大事故等クラス２容器については設計・建設規格 PVC-3970(1)により6mm以上と

する。 

b. 上記以外のものの底板に必要な厚さ：ｔ 

重大事故等クラス２容器については設計・建設規格 PVC-3970(2)を適用する。 

ここで，最高使用圧力Ｐは次の式による値とする。 

 Ｐ＝9.80665×10－3・Ｈ・ρ 

(a) 鏡板 

重大事故等クラス２容器については設計・建設規格 PVC-3970(2)より，設計・建

設規格 PVC-3220を準用する。 

さら形鏡板にあっては，2.4項「さら形鏡板の計算」による厚さとする。 

全半球形鏡板にあっては，2.5項「全半球形鏡板の計算」による厚さとする。 

半だ円形鏡板にあっては，2.6項「半だ円形鏡板の計算」による厚さとする。 



 

41 

S2
 補

 Ⅵ
-3
-2
-7

 R
1 

 

(b) 平板 

重大事故等クラス２容器については設計・建設規格 PVC-3970(2)より，設計・建

設規格 PVC-3310を準用する。 

2.8項「円形平板の計算」による厚さとする。 

 

(4) 評価 

底板の最小厚さ（ｔｂ）≧底板に必要な厚さ（ｔ）ならば十分である。 
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2.14 開放タンクの管台の計算 

重大事故等クラス２容器については設計・建設規格 PVC-3980を適用する。 

(1) 記号の説明 

設計・建設

規格の記号 
計算書の表示 表   示   内   容 単 位 

Ｄｉ Ｄｉ 管台の内径＊ m 

Ｈ Ｈ 水頭 m 

Ｓ Ｓ 最高使用温度における材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5

又は表6による。 

MPa 

 ｔ 管台に必要な厚さ mm 

ｔ ｔ１ 管台の計算上必要な厚さ mm 

 ｔ２ 管台の規格上必要な最小厚さ mm 

 ｔｎ 管台の最小厚さ mm 

 ｔｎｏ 管台の呼び厚さ＊ mm 

ρ ρ 液体の比重。ただし，1.00未満の場合は1.00

とする。 

― 

注記＊：管台の内径及び呼び厚さは，下図参照 

 

 

 

 

 

注：本図は，管台の内径及び呼び厚さの寸法を

説明するものであり，管台の取付け形式を

示すものではない。 

 

(2) 算式 

開放タンクの管台に必要な厚さは，次に掲げる値のうちいずれか大きい値とする。 

a. 管台の計算上必要な厚さ：ｔ１ 

 η
ρ

204・Ｓ・0

・Ｈ・Ｄ
t

ｉ
１

.
  

b. 規格上必要な最小厚さ：ｔ２ 

管台の外径に応じ設計・建設規格 表PVC-3980-1より求めた管台の厚さとする。 

 

(3) 評価 

管台の最小厚さ（ｔｎ）≧管台に必要な厚さ（ｔ）ならば十分である。 

ｔｎｏ Ｄｉ 
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2.15 熱交換器の伝熱管の計算 

重大事故等クラス２容器の熱交換器の伝熱管については設計・建設規格 PVC-3610(1)及

びPVC-3610(2)を適用する。 

(1) 記号の説明 

設計・建設

規格の記号 
計算書の表示 表   示   内   容 単 位 

Ｂ Ｂ 設計・建設規格 付録材料図表 Part7 図1～

図20より求めた値（Ｂを求める際に使用した板

の厚さは繰返し計算により最終的にｔ２とな

る。） 

― 

Ｄｏ Ｄｏ 伝熱管の外径 mm 

Ｐｅ Ｐｅ 外面に受ける最高の圧力 MPa 

Ｓ Ｓ 最高使用温度における材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5

又は表6による。 

MPa 

 ｔ 伝熱管に必要な厚さ mm 

ｔ ｔ１ 内圧時の伝熱管の計算上必要な厚さ mm 

ｔ ｔ２ 外圧時の伝熱管の計算上必要な厚さ mm 

 ｔｔ 伝熱管の最小厚さ mm 

 ｔｔｏ 伝熱管の呼び厚さ mm 

 

(2) 算式 

伝熱管に必要な厚さは，次に掲げる値のうちいずれか大きい値とする。 

a. 内面に圧力を受ける伝熱管：ｔ１ 

 8・Ｐ02・Ｓ・

Ｐ・Ｄ
t

η
o

１

.
  

b. 外面に圧力を受ける伝熱管：ｔ２ 

設計・建設規格 図PVC-3610-1よりＰｅ及びＳに対応して求めた厚さ。ただし，図よ

り求められない場合は，次の式により計算した値とする。 

 4・Ｂ

・Ｄ3・Ｐ
t

ｏｅ
２  

 

(3) 評価 

伝熱管の最小厚さ（ｔｔ）≧伝熱管に必要な厚さ（ｔ）ならば十分である。 
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3. 穴の補強計算 

3.1 記号の説明 

 

設計・建設

規格の記号 
計算書の表示 表   示   内   容 単 位 

 Ａ０ 補強に有効な総面積 mm2 

Ａ Ａ１ 胴，鏡板又は平板の部分の補強に有効な面積 mm2 

 Ａ２ 管台の部分の補強に有効な面積 mm2 

 Ａ３ すみ肉溶接の部分の補強に有効な面積 mm2 

 Ａ４ 強め板の部分の補強に有効な面積 mm2 

 

 

Ａ０Ｄ 

 

Ｘ１≠Ｘ２の場合の片側断面についての補強に有

効な総面積 

mm2 

 

 

 

Ａ１Ｄ 

 

Ｘ１≠Ｘ２の場合の片側断面についての胴，鏡板

又は平板の部分の補強に有効な面積 

mm2 

 

 

 

Ａ２Ｄ 

 

Ｘ１≠Ｘ２の場合の片側断面についての管台の部

分の補強に有効な面積 

mm2 

 

 

 

Ａ３Ｄ 

 

Ｘ１≠Ｘ２の場合の片側断面についてのすみ肉溶

接の部分の補強に有効な面積 

mm2 

 

 

 

Ａ４Ｄ 

 

Ｘ１≠Ｘ２の場合の片側断面についての強め板の

部分の補強に有効な面積 

mm2 

 

 Ａｊ０ 大きい穴の補強に有効な総面積 mm2 

 Ａｊ１ 大きい穴の胴，鏡板又は平板の部分の補強に有効

な面積 

mm2 

 Ａｊ２ 大きい穴の管台の部分の補強に有効な面積 mm2 

 Ａｊ３ 大きい穴のすみ肉溶接の部分の補強に有効な面積 mm2 

 Ａｊ４ 大きい穴の強め板の部分の補強に有効な面積 mm2 

 Ａｊｒ 大きい穴の補強に有効な面積 mm2 

Ａｒ Ａｒ 穴の補強に必要な面積 mm2 

 ＡｒＤ 片側断面についての穴の補強に必要な面積 mm2 

Ｂ Ｂ 設計・建設規格 付録材料図表 Part7 図1～ 

図20より求めた値（Ｂを求める際に使用した板の

厚さは繰返し計算により最終的にｔｎｒとなる。） 

― 

 Ｂｅ 強め板の外径 mm 

ｄ ｄ 胴又は鏡板の断面に現われる穴の径 

平板の場合は設計・建設規格の表中に規定する方

法によって測った平板の径又は，最小内のり断面

に現われる穴の径 

mm 
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設計・建設

規格の記号 
計算書の表示 表   示   内   容 単 位 

 ｄｈ 平板の断面に現われる穴の径 mm 

 ｄｊ 大きい穴の補強を要する限界径 mm 

 ｄｗ 管台の取り付く穴の径（完全溶込み溶接により溶

接された管台については，ｄｗ＝Ｄｏｎ＋α（α

はルート間隔の2倍），それ以外の管台について

は，ｄｗ＝Ｄｏｎ） 

mm 

Ｄｉ Ｄｉ 円筒胴にあっては胴の内径。さら形鏡板及び半だ

円形鏡板にあっては鏡板のフランジ部の内径。全

半球形鏡板にあっては鏡板の内径 

mm 

Ｄ ＤｉＬ 半だ円形鏡板の内面における長径 mm 

 ＤｉＳ 半だ円形鏡板の内面における短径 mm 

 Ｄｏｎ 管台の外径 mm 

Ｆ Ｆ 係数 ― 

 Ｆ１ すみ肉溶接の許容せん断応力の係数 ― 

 Ｆ２ 突合せ溶接の許容せん断応力の係数 ― 

 Ｆ３ 突合せ溶接の許容引張応力の係数 ― 

 Ｆ４ 管台壁の許容せん断応力の係数 ― 

Ｋ１ Ｋ１ 半だ円形鏡板の長径と短径との比による係数 ― 

 Ｌ１ 溶接の脚長＊1 mm 

 Ｌ２ 溶接の脚長＊1 mm 

 Ｌ３ 溶接の脚長＊1 mm 

 Ｌ４ 溶接の脚長＊1 mm 

 Ｌ５ 溶接の脚長＊1 mm 

 Ｐ 最高使用圧力又は外面に受ける最高の圧力 MPa 

 ＰＬＡＴＥ－ 管台のない平板形式（図3－20参照） ― 

 Ｒ さら形鏡板にあっては鏡板の中央部における内面

の半径。半だ円形鏡板にあってはＤｉＬ・Ｋ１ 

全半球形鏡板にあっては鏡板の内半径 

mm 

 Ｓｃ 鏡板材の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5又は

表6による。 

MPa 

 Ｓｅ 強め板材の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5又は

表6による。 

MPa 
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設計・建設

規格の記号 
計算書の表示 表   示   内   容 単 位 

Ｓ Ｓｎ 管台材の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5又は

表6による。 

MPa 

 Ｓｐ 平板材の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5又は

表6による。 

MPa 

Ｓ Ｓｓ 胴板材の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5又は

表6による。 

MPa 

 Ｓｗ１ すみ肉溶接部の許容せん断応力 MPa 

 Ｓｗ２ 突合せ溶接部の許容せん断応力 MPa 

 Ｓｗ３ 突合せ溶接部の許容引張応力 MPa 

 Ｓｗ４ 管台壁の許容せん断応力 MPa 

ｔｓ ｔｃ 鏡板の最小厚さ mm 

ｔｓｒ ｔｃｒ 穴の補強計算に用いる鏡板の計算上必要な厚さ mm 

 ｔｅ 強め板の最小厚さ mm 

ｔｎ ｔｎ 管台の最小厚さ mm 

 ｔｎｏ 管台の呼び厚さ mm 

ｔｎｒ ｔｎｒ 管台の計算上必要な厚さ mm 

ｔｓ ｔｐ 平板の最小厚さ mm 

ｔｓｒ ｔｐｒ 平板の計算上必要な厚さ mm 

ｔｓ ｔｓ 胴の最小厚さ mm 

ｔｓｒ ｔｓｒ 胴の継目がない場合の計算上必要な厚さ mm 

 Ｗ 溶接部の負うべき荷重 N 

 Ｗ1
＊2 Ｗ１＝（Ａ２＋Ａ３＋Ａ４）・Ｓｓ N 

 Ｗ2
＊2 Ｗ２＝（ｄ・ｔｓｒ－Ａ１）・Ｓｓ又は 

Ｗ２＝（ｄｗ・ｔｓｒ－Ａ１）・Ｓｓ 

N 

 Ｗｅ１ すみ肉溶接部のせん断力（管台取付部：胴，鏡板

又は平板の外側） 

N 

 Ｗｅ２ すみ肉溶接部のせん断力（管台取付部：胴，鏡板

又は平板の内側） 

N 

 Ｗｅ３ すみ肉溶接部のせん断力（強め板取付部） N 

 Ｗｅ４ 突合せ溶接部のせん断力（胴，鏡板又は平板と強

め板との突合せ部） 

N 



 

47 

S2
 補

 Ⅵ
-3
-2
-7

 R
1 

 

 

設計・建設

規格の記号 
計算書の表示 表   示   内   容 単 位 

 Ｗｅ５ 突合せ溶接部のせん断力（管台取付部） N 

 Ｗｅ５Ｄ 突合せ溶接部のせん断力（管台取付部） N 

 Ｗｅ６ 突合せ溶接部の引張力（胴，鏡板又は平板の部分

径Ｄｏｎにおいて） 

N 

 Ｗｅ７ 突合せ溶接部の引張力（胴，鏡板又は平板の部分

径ｄｗにおいて） 

N 

 Ｗｅ８ 突合せ溶接部の引張力（強め板の部分径Ｄｏｎに

おいて） 

N 

 Ｗｅ９ 突合せ溶接部の引張力（強め板の部分径ｄｗにお

いて） 

N 

 Ｗｅ１０ 管台のせん断力 N 

 Ｗｅ１１ すみ肉溶接部のせん断力（管台取付部の胴，鏡板

又は平板の部分径ｄＷより外側） 

N 

 Ｗｅｂｐ１ 予想される破断箇所の強さ N 

 Ｗｅｂｐ２ 予想される破断箇所の強さ N 

 Ｗｅｂｐ３ 予想される破断箇所の強さ N 

 Ｗｅｂｐ４ 予想される破断箇所の強さ N 

 Ｗｅｂｐ５ 予想される破断箇所の強さ N 

 Ｗｅｂｐ６ 予想される破断箇所の強さ N 

 ＷＥＬＤ－ 管台溶接形式（図3－1～図3－19を参照） ― 

 Ｘ 

 

補強の有効範囲（胴，鏡板又は平板の面に沿った

方向） 

mm 

 Ｘ１ 補強の有効範囲 mm 

 Ｘ２ 補強の有効範囲 mm 

 Ｘｊ 大きい穴の補強に有効な範囲 mm 

 Ｘｊ１ 大きい穴の補強に有効な範囲 mm 

 Ｘｊ２ 大きい穴の補強に有効な範囲 mm 

 Ｙ１ 補強の有効範囲（胴，鏡板又は平板より外側） mm 

 Ｙ２ 補強の有効範囲（胴，鏡板又は平板より内側） mm 

η η 穴が長手継手又は胴と全半球形鏡板との接合部の

周継手を通る場合はその継手の効率。その他の場

合は1.00 

― 

 π 円周率 ― 

 



 

48 

S2
 補

 Ⅵ
-3
-2
-7

 R
1 

 

 

設計・建設

規格の記号 
計算書の表示 表   示   内   容 単 位 

 応力除去の 

有無 

有り 

無し 

 

 

同左 

同左 

 

 

― 

― 

注記＊1：重大事故等クラス２容器については設計・建設規格 図PVC-4212-3による。 

＊2：本記号の表示内容は胴の場合を示す。 

なお，鏡板の場合はＳｓをＳｃ，ｔｓｒをｔｃｒに読み替える。平板の場合は，Ｓｓ

をＳｐ，ｄをｄｈ，ｔｓｒをｔｐｒに読み替える。 
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3.2 容器の穴の補強計算 

容器に穴を設ける場合は以下の手順により補強計算を行う。 

なお，穴の補強計算上必要のない強め板を取り付けるものもあるが，その場合は強め板が

あるものとして計算する。 

(1) 胴の場合 

重大事故等クラス２容器については設計・建設規格 PVC-3160を適用する。 

a. 管台の形式 

図3－1～図3－19に管台の形式，補強に有効な面積，補強に必要な面積，破断形式等

を示す。 

ただし，すみ肉溶接部分の破断箇所については，両方の脚長が等しいため，片側の

脚長の破断形式のみを図示する。 

b. 穴の補強 

(a) 補強に必要な面積 

重大事故等クラス２容器については設計・建設規格 PVC-3161.3を適用する。 

イ. 円筒形の胴の場合 

(イ) 管台の一部分が胴の部分となっていない場合及びＷＥＬＤ－8，22の場合 

 Ａｒ＝ｄ・ｔｓｒ・Ｆ 

(ロ) 管台の一部分が胴の部分となっている場合 

 Ａｒ＝ｄ・ｔｓｒ・Ｆ＋2・（1－Ｓｎ／Ｓｓ）・ｔｓｒ・Ｆ・ｔｎ 

（Ｓｎ／Ｓｓ＞1の場合はＳｎ／Ｓｓ＝1とする。以下胴の場合において同じ。） 

(b) 補強に有効な範囲 

重大事故等クラス２容器については設計・建設規格 PVC-3161.1を適用する。 

 Ｘ＝Ｘ１＋Ｘ２ 

 Ｘ１＝Ｘ２＝ Max（ｄ，ｄ／2＋ｔｓ＋ｔｎ） 

 Ｙ１＝ Min（2.5・ｔｓ，2.5・ｔｎ＋ｔｅ） 

 Ｙ２＝ Min（2.5・ｔｓ，2.5・ｔｎ） 

ただし，構造上計算した有効範囲がとれない場合は，構造上取り得る範囲とする。 

また，強め板がない場合にはｔｅ＝0とする。 
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(c) 補強に有効な面積 

重大事故等クラス２容器については設計・建設規格 PVC-3161.2を適用する。 

イ. 胴の部分の補強に有効な面積 

(イ) 管台の一部分が胴の部分となっていない場合及びＷＥＬＤ－8，22の場合 

 Ａ１＝（η・ｔｓ－Ｆ・ｔｓｒ）・（Ｘ－ｄ） 

(ロ) 管台の一部分が胴の部分となっている場合 

 Ａ１＝（η・ｔｓ－Ｆ・ｔｓｒ）・（Ｘ－ｄ）－（1－Ｓｎ／Ｓｓ） 

     ・（η・ｔｓ－Ｆ・ｔｓｒ）・2・ｔｎ 

ロ. 管台の部分の補強に有効な面積 

(イ) 管台が胴の内側に突出していない場合及びＷＥＬＤ－8，22の場合 

 Ａ２＝2・（ｔｎ－ｔｎｒ）・Ｙ１・Ｓｎ／Ｓｓ 

(ロ) 管台が胴の内側に突出している場合 

 Ａ２＝2・｛（ｔｎ－ｔｎｒ）・Ｙ１＋ｔｎ・Ｙ２｝・Ｓｎ／Ｓｓ 

ただし， 

 2・Ｐ12・Ｓ

)2・tＰ・(Ｄ
t

ｎ

ｎｏｎ
ｎｒ

.




  

ハ. すみ肉溶接の部分の補強に有効な面積 

 Ａ３＝Ｌ１・Ｌ１＋Ｌ２・Ｌ２＋Ｌ３・Ｌ３ 

ただし，補強の有効範囲にないすみ肉溶接の部分は除く。 

ニ. 強め板の部分の補強に有効な面積 

 Ａ４＝｛Min（Ｂｅ ，Ｘ）－Ｄｏｎ ｝・ｔｅ・Ｓｅ／Ｓｓ 

（Ｓｅ／Ｓｓ＞1の場合はＳｅ／Ｓｓ＝1とする。以下胴の場合において同じ。） 

ホ. 補強に有効な総面積 

 Ａ０＝Ａ１＋Ａ２＋Ａ３＋Ａ４ 
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(d) 補強に有効な範囲Ｘ１≠Ｘ２の場合の補強に有効な面積の確認 

重大事故等クラス２容器については設計・建設規格 PVC-3165を適用する。 

補強に必要な面積の2分の1以上の補強に有効な面積は穴の中心線の両側にある必

要がある。 

ただし，補強に有効な範囲Ｘ１＝Ｘ２の場合は上記条件を満足することが明らかで

あり，以下の計算は行わない。 

イ. 補強に必要な面積の2分の1 

 ＡｒＤ＝Ａｒ／2 

ロ. Ｘ１又はＸ２のいずれか小さい方の断面における補強に有効な面積 

(イ) 胴の部分の補強に有効な面積 

管台の一部分が胴の部分となっていない場合及びＷＥＬＤ－8，22の場合 

 Ａ１Ｄ＝（η・ｔｓ－Ｆ・ｔｓｒ）・｛Min（Ｘ１，Ｘ２）－ｄ／2｝ 

管台の一部分が胴の部分となっている場合 

 Ａ１Ｄ＝（η・ｔｓ－Ｆ・ｔｓｒ）・｛Min（Ｘ１，Ｘ２）－ｄ／2｝ 

     －（1－Ｓｎ／Ｓｓ）・（η・ｔｓ－Ｆ・ｔｓｒ）・ｔｎ 

(ロ) 管台の部分の補強に有効な面積 

 Ａ２Ｄ＝Ａ２／2 

(ハ) すみ肉溶接の部分の補強に有効な面積 

 Ａ３Ｄ＝Ａ３／2 

(ニ) 強め板の部分の補強に有効な面積 

 Ａ４Ｄ＝Ａ４／2 

(ホ) 補強に有効な総面積 

 Ａ０Ｄ＝Ａ１Ｄ＋Ａ２Ｄ＋Ａ３Ｄ＋Ａ４Ｄ 
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c. 大きい穴の補強 

重大事故等クラス２容器については設計・建設規格 PVC-3164を適用する。 

(a) 大きい穴の補強を要する限界径 

イ. Ｄｉが1500mm以下の場合 

 ｄｊ＝Ｄｉ／2 

ただし，500mmを超える場合は500mmとする。 

ロ. Ｄｉが1500mmを超える場合 

 ｄｊ＝Ｄｉ／3 

ただし，1000mmを超える場合は1000mmとする。 

ここで，ｄ≦ｄｊの場合は大きい穴の補強計算は必要ない。 

一方，ｄ＞ｄｊの場合は補強に必要な面積の3分の2以上が穴の周囲から穴の径の

4分の1の範囲内にある必要がある。 

(b) 大きい穴の補強における管台の形式 

図3－21～図3－39に大きい穴の補強における管台の形式を示す。 

(c) 大きい穴の補強に必要な面積 

 ｒｊｒ ・Ａ
3

2
Ａ   

(d) 大きい穴の補強に有効な範囲 

 Ｘｊ＝Ｘｊ１＋Ｘｊ２ 

 Ｘｊ１＝Ｘｊ２＝ｄ／2＋ｄ／4 

ただし，構造上計算した有効範囲がとれない場合は，構造上取り得る範囲とする。 

(e) 大きい穴の補強に有効な面積 

イ. 胴の部分の補強に有効な面積 

(イ) 管台の一部分が胴の部分となっていない場合及びＷＥＬＤ－8，22の場合 

 Ａｊ１＝（η・ｔｓ－Ｆ・ｔｓｒ）・（Ｘｊ－ｄ） 

(ロ) 管台の一部分が胴の部分となっている場合 

 Ａｊ１＝（η・ｔｓ－Ｆ・ｔｓｒ）・（Ｘｊ－ｄ）－（1－Ｓｎ／Ｓｓ） 

      ・（η・ｔｓ－Ｆ・ｔｓｒ）・2・ｔｎ 
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ロ. 管台の部分の補強に有効な面積 

(イ) 管台が胴の内側に突出していない場合及びＷＥＬＤ－8，22の場合 

 Ａｊ２＝2・［｛Min（Ｘｊ，Ｄｏｎ）－ｄ｝／2－ｔｎｒ］・Ｙ１・Ｓｎ／Ｓｓ 

(ロ) 管台が胴の内側に突出している場合 

 Ａｊ２＝2・［｛（Min（Ｘｊ ，Ｄｏｎ ）－ｄ）／2－ｔｎｒ ｝・Ｙ１ 

    ＋（Min（Ｘｊ ，Ｄｏｎ ）－ｄ）／2・Ｙ２］・Ｓｎ／Ｓｓ 

ハ. すみ肉溶接の部分の補強に有効な面積 

 Ａｊ３＝Ｌ１・Ｌ１＋Ｌ２・Ｌ２＋Ｌ３・Ｌ３ 

ただし，大きい穴の補強の有効範囲にないすみ肉溶接の部分は除く。 

ニ. 強め板の部分の補強に有効な面積 

 Ａｊ４＝｛Min（Ｂｅ ，Ｘｊ）－Ｄｏｎ｝・ｔｅ・Ｓｅ／Ｓｓ 

ホ. 大きい穴の補強に有効な総面積 

 Ａｊ０＝Ａｊ１＋Ａｊ２＋Ａｊ３＋Ａｊ４ 

d. 溶接部の強度 

重大事故等クラス２容器については設計・建設規格 PVC-3168及びPVC-3169を適用

する。 

(a) 溶接部の負うべき荷重 

次の2つの計算式（Ｗ１及びＷ２）により求めた荷重のうちいずれか小さい方 

 Ｗ１＝（Ａ２＋Ａ３＋Ａ４）・Ｓｓ 

管台の一部分が胴の部分となっていない場合及びＷＥＬＤ－8，22の場合 

 Ｗ２＝（ｄ・ｔｓｒ－Ａ１）・Ｓｓ 

管台の一部分が胴の部分となっている場合 

 Ｗ２＝（ｄｗ・ｔｓｒ－Ａ１）・Ｓｓ 

よって，Ｗ＝Min（Ｗ１，Ｗ２） 

ここで，Ｗ＜0の場合は溶接部の強度計算は必要ない。 

一方，Ｗ≧0の場合は以下の溶接部の強度計算を行う。 
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(b) 溶接部の単位面積当たりの強さ 

 Ｓｗ１＝Ｓｓ・Ｆ１ 

 Ｓｗ２＝Ｓｓ・Ｆ２ 

 Ｓｗ３＝Ｓｓ・Ｆ３ 

 Ｓｗ４＝Min（Ｓｓ，Ｓｎ）・Ｆ４ 

(c) 継手部の強さ 

 ／2・Ｓ・Ｌπ・ＤＷ １１１ ｗｏｎｅ   

 ／2・Ｓ・Ｌπ・ＤＷ １３２ ｗｏｎｅ  （ＷＥＬＤ－17以外の場合） 

 Ｗｅ２＝π･(ｄ－2･Ｌ２)･Ｌ２・Ｓｗ１／2（ＷＥＬＤ－17の場合） 

 ／2・Ｓ・Ｌπ・ＢＷ １２３ ｗｅｅ   

 ／2・Ｓ
2

Ｄｄ
・π・ＤＷ ２４ ｗ

ｏｎｗ
ｏｎｅ 







 
  

 ／2・Ｓ・t
2

ｄＤ
π・Ｗ ２５ ｗｎ

ｏｎ
ｅ 







 
  

 ／2・Ｓ・tπ・ＤＷ ３６ ｗｓｏｎｅ  （ＷＥＬＤ－5，6，14以外の場合） 

 ／2・Ｓ・Ｌπ・ＤＷ ３４６ ｗｏｎｅ  （ＷＥＬＤ－5，6，14の場合） 

 ／2・Ｓ・tπ・ｄＷ ３７ ｗｓｗｅ  （ＷＥＬＤ－6以外の場合） 

 ／2・Ｓ・Ｌπ・ｄＷ ３４７ ｗｗｅ  （ＷＥＬＤ－6の場合） 

 ／2・Ｓ・tπ・ＤＷ ３８ ｗｅｏｎｅ  （ＷＥＬＤ－14以外の場合） 

 ／2・Ｓ・Ｌπ・ＤＷ ３５８ ｗｏｎｅ  （ＷＥＬＤ－14の場合） 

 ／2・Ｓ・tπ・ｄＷ ３９ ｗｅｗｅ   

 ／2・Ｓ・t
2

ｄＤ
π・Ｗ ４１０ ｗｎ

ｏｎ
ｅ 







 
  

 ／2・ＳＬ
2

ｄＤ
・π・ｄＷ １１１１ ｗ

ｗｏｎ
ｗｅ 











  
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(d) 予想される破断箇所の強さ 

イ. ＷＥＬＤ－1の場合 

 Ｗｅｂｐ１＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ５ 

 Ｗｅｂｐ２＝  を通る強さ＝Ｗｅ５ 

ロ. ＷＥＬＤ－2の場合 

 Ｗｅｂｐ１＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ２ 

 Ｗｅｂｐ２＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ１０ 

ハ. ＷＥＬＤ－3の場合 

 Ｗｅｂｐ１＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ６ 

 Ｗｅｂｐ２＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ１０ 

 Ｗｅｂｐ３＝  を通る強さ＝Ｗｅ７ 

ニ. ＷＥＬＤ－4の場合 

 Ｗｅｂｐ１＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ６ 

 Ｗｅｂｐ２＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ１０ 

 Ｗｅｂｐ３＝  を通る強さ＝Ｗｅ１１＋Ｗｅ７ 

ただし，Ｄｏｎ＝ｄｗの場合はＷｅｂｐ１＝Ｗｅｂｐ３となるためＷｅｂｐ３を省略す

る。 

ホ. ＷＥＬＤ－5の場合 

 Ｗｅｂｐ１＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ６ 

 Ｗｅｂｐ２＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ１０ 

ヘ. ＷＥＬＤ－6の場合 

 Ｗｅｂｐ１＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ６＋Ｗｅ２ 

 Ｗｅｂｐ２＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ１０ 

 Ｗｅｂｐ３＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ７ 

ト. ＷＥＬＤ－8の場合 

 Ｗｅｂｐ１＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ２ 

 Ｗｅｂｐ２＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ１０ Ｗｅ１０ Ｗｅ１ 

Ｗｅ２ Ｗｅ１ 

Ｗｅ７ Ｗｅ１ 

Ｗｅ１０ Ｗｅ１ 

Ｗｅ２ Ｗｅ６ Ｗｅ１ 

Ｗｅ１０ Ｗｅ１ 

Ｗｅ６ Ｗｅ１ 

Ｗｅ７ Ｗｅ１１ 

Ｗｅ１０ Ｗｅ１ 

Ｗｅ６ Ｗｅ１ 

Ｗｅ７ 

Ｗｅ１０ Ｗｅ１ 

Ｗｅ６ Ｗｅ１ 

Ｗｅ１０ Ｗｅ１ 

Ｗｅ２ Ｗｅ１ 

Ｗｅ５Ｄ 

Ｗｅ５ Ｗｅ１ 
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チ. ＷＥＬＤ－9の場合 

 Ｗｅｂｐ１＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ６＋Ｗｅ２ 

 Ｗｅｂｐ２＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ１０ 

 Ｗｅｂｐ３＝  を通る強さ＝Ｗｅ７ 

リ. ＷＥＬＤ－11の場合 

 Ｗｅｂｐ１＝  を通る強さ＝Ｗｅ３＋Ｗｅ４＋Ｗｅ２ 

 Ｗｅｂｐ２＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ８＋Ｗｅ２ 

 Ｗｅｂｐ３＝  を通る強さ＝Ｗｅ９＋Ｗｅ４＋Ｗｅ２ 

 Ｗｅｂｐ４＝  を通る強さ＝Ｗｅ３＋Ｗｅ４＋Ｗｅ１０ 

 Ｗｅｂｐ５＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ１０ 

ヌ. ＷＥＬＤ－12の場合 

 Ｗｅｂｐ１＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ６ 

 Ｗｅｂｐ２＝  を通る強さ＝Ｗｅ３＋Ｗｅ７ 

 Ｗｅｂｐ３＝  を通る強さ＝Ｗｅ３＋Ｗｅ４＋Ｗｅ６ 

 Ｗｅｂｐ４＝  を通る強さ＝Ｗｅ３＋Ｗｅ４＋Ｗｅ１０ 

 Ｗｅｂｐ５＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ１０ 

ル. ＷＥＬＤ－13の場合 

 Ｗｅｂｐ１＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ５ 

 Ｗｅｂｐ２＝  を通る強さ＝Ｗｅ３＋Ｗｅ４＋Ｗｅ５ 

ヲ. ＷＥＬＤ－14の場合 

 Ｗｅｂｐ１＝  を通る強さ＝Ｗｅ３＋Ｗｅ６ 

 Ｗｅｂｐ２＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ８＋Ｗｅ６ 

 Ｗｅｂｐ３＝  を通る強さ＝Ｗｅ３＋Ｗｅ１０ 

 Ｗｅｂｐ４＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ１０ Ｗｅ１０ Ｗｅ１ 

Ｗｅ１０ Ｗｅ３ 

Ｗｅ６ Ｗｅ８ Ｗｅ１ 

Ｗｅ６ Ｗｅ３ 

Ｗｅ５ Ｗｅ４ Ｗｅ３ 

Ｗｅ５Ｄ Ｗｅ１ 

Ｗｅ１ Ｗｅ１０ 

Ｗｅ１０ Ｗｅ４ Ｗｅ３ 

Ｗｅ６ Ｗｅ４ Ｗｅ３ 

Ｗｅ７ Ｗｅ３ 

Ｗｅ６ Ｗｅ１ 

Ｗｅ１ Ｗｅ１０ 

Ｗｅ１０ Ｗｅ４ Ｗｅ３ 

Ｗｅ２ Ｗｅ４ Ｗｅ９ 

Ｗｅ２ Ｗｅ８ Ｗｅ１ 

Ｗｅ２ Ｗｅ４ Ｗｅ３ 

Ｗｅ７ 

Ｗｅ１０ Ｗｅ１ 

Ｗｅ２ Ｗｅ６ Ｗｅ１ 
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ワ. ＷＥＬＤ－15，16，22の場合 

 Ｗｅｂｐ１＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ８＋Ｗｅ６ 

 Ｗｅｂｐ２＝  を通る強さ＝Ｗｅ３＋Ｗｅ７ 

 Ｗｅｂｐ３＝  を通る強さ＝Ｗｅ３＋Ｗｅ４＋Ｗｅ６ 

 Ｗｅｂｐ４＝  を通る強さ＝Ｗｅ３＋Ｗｅ４＋Ｗｅ１０ 

 Ｗｅｂｐ５＝  を通る強さ＝Ｗｅ９＋Ｗｅ７ 

 Ｗｅｂｐ６＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ１０ 

カ. ＷＥＬＤ－17の場合 

 Ｗｅｂｐ１＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ２ 

ヨ. ＷＥＬＤ－18の場合 

 Ｗｅｂｐ１＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ６＋Ｗｅ２ 

 Ｗｅｂｐ２＝  を通る強さ＝Ｗｅ３＋Ｗｅ７ 

 Ｗｅｂｐ３＝  を通る強さ＝Ｗｅ３＋Ｗｅ４＋Ｗｅ６＋Ｗｅ２ 

 Ｗｅｂｐ４＝  を通る強さ＝Ｗｅ３＋Ｗｅ４＋Ｗｅ１０ 

 Ｗｅｂｐ５＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ１０ 

タ. ＷＥＬＤ－19，19′の場合 

 Ｗｅｂｐ１＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ８＋Ｗｅ６＋Ｗｅ２ 

 Ｗｅｂｐ２＝  を通る強さ＝Ｗｅ３＋Ｗｅ７ 

 Ｗｅｂｐ３＝  を通る強さ＝Ｗｅ３＋Ｗｅ４＋Ｗｅ６＋Ｗｅ２ 

 Ｗｅｂｐ４＝  を通る強さ＝Ｗｅ３＋Ｗｅ４＋Ｗｅ１０ 

 Ｗｅｂｐ５＝  を通る強さ＝Ｗｅ９＋Ｗｅ７ 

 Ｗｅｂｐ６＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ１０ Ｗｅ１０ Ｗｅ１ 

Ｗｅ７ Ｗｅ９ 

Ｗｅ１０ Ｗｅ４ Ｗｅ３ 

Ｗｅ２ Ｗｅ６ Ｗｅ４ Ｗｅ３ 

Ｗｅ７ Ｗｅ３ 

Ｗｅ２ Ｗｅ６ Ｗｅ８ Ｗｅ１ 

Ｗｅ１０ Ｗｅ１ 

Ｗｅ１０ Ｗｅ４ Ｗｅ３ 

Ｗｅ２ Ｗｅ６ Ｗｅ４ Ｗｅ３ 

Ｗｅ７ Ｗｅ３ 

Ｗｅ２ Ｗｅ６ Ｗｅ１ 

Ｗｅ２ Ｗｅ１ 

Ｗｅ１０ Ｗｅ１ 

Ｗｅ７ Ｗｅ９ 

Ｗｅ１０ Ｗｅ４ Ｗｅ３ 

Ｗｅ６ Ｗｅ４ Ｗｅ３ 

Ｗｅ７ Ｗｅ３ 

Ｗｅ６ Ｗｅ８ Ｗｅ１ 
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e. 評価 

胴の穴の補強は下記の条件を満足すれば十分である。 

 Ａ０＞Ａｒ 

 Ａ０Ｄ≧ＡｒＤ（ただし，Ｘ１≠Ｘ２の場合のみ） 

 Ａｊ０≧Ａｊｒ（ただし，大きい穴の補強を要する場合のみ） 

      すべての破断箇所の強さ≧Ｗ（ただし，Ｗが正の場合のみ） 

 

(2) 鏡板の場合 

重大事故等クラス２容器については設計・建設規格 PVC-3240を適用する。 

a. 管台の形式 

図3－1～図3－19に管台の形式，補強に有効な面積，補強に必要な面積，破断形式等

を示す。 

ただし，すみ肉溶接部分の破断箇所については，両方の脚長が等しいため，片側の

脚長の破断形式のみを図示する。 

b. 穴の補強 

(a) 補強に必要な面積 

重大事故等クラス２容器については設計・建設規格 PVC-3241（設計・建設規格 

PVC-3161.3準用）を適用する。 

イ. 半だ円形鏡板，さら形鏡板及び全半球形鏡板の場合 

(イ) 管台の一部分が鏡板の部分となっていない場合及びＷＥＬＤ－38の場合 

Ａｒ＝ｄ・ｔｃｒ・Ｆ 

（Ｆ＝1とする。以下鏡板の場合において同じ。） 

(ロ) 管台の一部分が鏡板の部分となっている場合 

 Ａｒ＝ｄ・ｔｃｒ・Ｆ＋2・（1－Ｓｎ／Ｓｃ）・ｔｃｒ・Ｆ・ｔｎ 

（Ｓｎ／Ｓｃ＞1の場合はＳｎ／Ｓｃ＝1とする。以下鏡板の場合において同

じ。） 

ただし，ｔｃｒは次による。 

さら形鏡板であって，中低面に圧力を受けるものは 

 2・Ｐ0・2・Ｓ

Ｐ・Ｒ・Ｗ
t

ηｃ
ｃｒ

.
 （Ｗ＝1.00，η＝1.00とする。） 

半だ円形鏡板であって，中低面に圧力を受けるものは 

 2・Ｐ0・2・Ｓ

Ｐ・Ｒ
t

ηｃ
ｃｒ

.

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全半球形鏡板にあって（厚さが内半径の0.356倍以下のもの），中低面に圧力

を受けるものは 

 2・Ｐ0・2・Ｓ

Ｐ・Ｒ
t

ηｃ
ｃｒ

.


 

(b) 補強に有効な範囲 

重大事故等クラス２容器については設計・建設規格 PVC-3241（設計・建設規格 

PVC-3161.1準用）を適用する。 

 Ｘ＝Ｘ１＋Ｘ２ 

 Ｘ１＝Ｘ２＝Max（ｄ，ｄ／2＋ｔｃ＋ｔｎ） 

 Ｙ１＝Min（2.5・ｔｃ，2.5・ｔｎ＋ｔｅ） 

 Ｙ２＝Min（2.5・ｔｃ，2.5・ｔｎ） 

ただし，構造上計算した有効範囲がとれない場合は，構造上取り得る範囲とする。 

また，強め板がない場合にはｔｅ＝0とする。 

(c) 補強に有効な面積 

重大事故等クラス２容器については設計・建設規格 PVC-3241（設計・建設規格 

PVC-3161.2準用）を適用する。 

イ. 鏡板の部分の補強に有効な面積 

(イ) 管台の一部分が鏡板の部分となっていない場合及びＷＥＬＤ－38の場合 

 Ａ１＝（η・ｔｃ－Ｆ・ｔｃｒ）・（Ｘ－ｄ） 

(ロ) 管台の一部分が鏡板の部分となっている場合 

 Ａ１＝（η・ｔｃ－Ｆ・ｔｃｒ）・（Ｘ－ｄ）－（1－Ｓｎ／Ｓｃ） 

     ・（η・ｔｃ－Ｆ・ｔｃｒ）・2・ｔｎ 

ロ. 管台の部分の補強に有効な面積 

(イ) 管台が鏡板の内側に突出していない場合及びＷＥＬＤ－38の場合 

 Ａ２＝2・（ｔｎ－ｔｎｒ）・Ｙ１・Ｓｎ／Ｓｃ 

(ロ) 管台が鏡板の内側に突出している場合 

 Ａ２＝2・｛（ｔｎ－ｔｎｒ）・Ｙ１＋ｔｎ・Ｙ２｝・Ｓｎ／Ｓｃ 

ただし， 

 2・Ｐ12・Ｓ

)2・tＰ・(Ｄ
t

ｎ

ｎｏｎ
ｎｒ

.



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ハ. すみ肉溶接の部分の補強に有効な面積 

 Ａ３＝Ｌ１・Ｌ１＋Ｌ２・Ｌ２＋Ｌ３・Ｌ３ 

ただし，補強の有効範囲にないすみ肉溶接の部分は除く。 

ニ. 強め板の部分の補強に有効な面積 

 Ａ４＝｛Min（Ｂｅ，Ｘ）－Ｄｏｎ｝・ｔｅ・Ｓｅ／Ｓｃ 

（Ｓｅ／Ｓｃ＞1の場合はＳｅ／Ｓｃ＝1とする。以下鏡板の場合において同じ。） 

ホ. 補強に有効な総面積 

 Ａ０＝Ａ１＋Ａ２＋Ａ３＋Ａ４ 

(d) 補強に有効な範囲Ｘ１≠Ｘ２の場合の補強に有効な面積の確認 

重大事故等クラス２容器については設計・建設規格 PVC-3241（設計・建設規格 

PVC-3165準用）を適用する。 

補強に必要な面積の2分の1以上の補強に有効な面積は穴の中心線の両側にある必

要がある。 

ただし，補強に有効な範囲Ｘ１＝Ｘ２の場合は上記条件を満足することが明らかで

あり，以下の計算は行わない。 

イ. 補強に必要な面積の2分の1 

 ＡｒＤ＝Ａｒ／2 

ロ. Ｘ１又はＸ２のいずれか小さい方の断面における補強に有効な面積 

(イ) 鏡板の部分の補強に有効な面積 

管台の一部分が鏡板の部分となっていない場合及びＷＥＬＤ－38の場合 

 Ａ１Ｄ＝（η・ｔｃ－Ｆ・ｔｃｒ）・｛Min（Ｘ１，Ｘ２）－ｄ／2｝ 

管台の一部分が鏡板の部分となっている場合 

 Ａ１Ｄ＝（η・ｔｃ－Ｆ・ｔｃｒ）・｛Min（Ｘ１，Ｘ２）－ｄ／2｝ 

     －（1－Ｓｎ／Ｓｃ）・（η・ｔｃ－Ｆ・ｔｃｒ）・ｔｎ 

(ロ) 管台の部分の補強に有効な面積 

 Ａ２Ｄ＝Ａ２／2 

(ハ) すみ肉溶接の部分の補強に有効な面積 

 Ａ３Ｄ＝Ａ３／2 

(ニ) 強め板の部分の補強に有効な面積 

 Ａ４Ｄ＝Ａ４／2 

(ホ) 補強に有効な総面積 

 Ａ０Ｄ＝Ａ１Ｄ＋Ａ２Ｄ＋Ａ３Ｄ＋Ａ４Ｄ 
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c. 大きい穴の補強 

重大事故等クラス２容器については設計・建設規格 PVC-3241（設計・建設規格 

PVC-3164準用）を適用する。 

(a) 大きい穴の補強を要する限界径 

イ. Ｄｉが1500mm以下の場合 

 ｄｊ＝Ｄｉ／2 

ただし，500mmを超える場合は500mmとする。 

ロ. Ｄｉが1500mmを超える場合 

 ｄｊ＝Ｄｉ／3 

ただし，1000mmを超える場合は1000mmとする。 

ここで，ｄ≦ｄｊの場合は大きい穴の補強計算は必要ない。 

一方，ｄ＞ｄｊの場合は補強に必要な面積の3分の2以上が穴の周囲から穴の径の

4分の1の範囲内にある必要がある。 

(b) 大きい穴の補強における管台の形式 

図3－21～図3－39に大きい穴の補強における管台の形式を示す。 

(c) 大きい穴の補強に必要な面積 

 ｒｊｒ ・Ａ
3

2
Ａ   

(d) 大きい穴の補強に有効な範囲 

 Ｘｊ＝Ｘｊ１＋Ｘｊ２ 

 Ｘｊ１＝Ｘｊ２＝ｄ／2＋ｄ／4 

ただし，構造上計算した有効範囲がとれない場合は，構造上取り得る範囲とする。 

(e) 大きい穴の補強に有効な面積 

イ. 鏡板の部分の補強に有効な面積 

(イ) 管台の一部分が鏡板の部分となっていない場合及びＷＥＬＤ－38の場合 

 Ａｊ１＝（η・ｔｃ－Ｆ・ｔｃｒ）・（Ｘｊ－ｄ） 

(ロ) 管台の一部分が鏡板の部分となっている場合 

 Ａｊ１＝（η・ｔｃ－Ｆ・ｔｃｒ）・（Ｘｊ－ｄ）－（1－Ｓｎ／Ｓｃ） 

      ・（η・ｔｃ－Ｆ・ｔｃｒ）・2・ｔｎ 
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ロ. 管台の部分の補強に有効な面積 

(イ) 管台が鏡板の内側に突出していない場合及びＷＥＬＤ－38の場合 

 Ａｊ２＝2・［｛Min（Ｘｊ，Ｄｏｎ）－ｄ｝／2－ｔｎｒ］・Ｙ１・Ｓｎ／Ｓｃ 

(ロ) 管台が鏡板の内側に突出している場合 

 Ａｊ２＝2・［｛（Min（Ｘｊ，Ｄｏｎ）－ｄ）／2－ｔｎｒ｝ 

     ・Ｙ１＋（Min（Ｘｊ，Ｄｏｎ）－ｄ）／2・Ｙ２］・Ｓｎ／Ｓｃ 

ハ. すみ肉溶接の部分の補強に有効な面積 

 Ａｊ３＝Ｌ１・Ｌ１＋Ｌ２・Ｌ２＋Ｌ３・Ｌ３ 

ただし，大きい穴の補強の有効範囲にないすみ肉溶接の部分は除く。 

ニ. 強め板の部分の補強に有効な面積 

 Ａｊ４＝｛Min（Ｂｅ，Ｘｊ）－Ｄｏｎ｝・ｔｅ・Ｓｅ／Ｓｃ 

ホ. 大きい穴の補強に有効な総面積 

 Ａｊ０＝Ａｊ１＋Ａｊ２＋Ａｊ３＋Ａｊ４ 

d. 溶接部の強度 

重大事故等クラス２容器については設計・建設規格 PVC-3241（設計・建設規格 

PVC-3168及びPVC-3169準用）を適用する。 

(a) 溶接部の負うべき荷重 

次の2つの計算式（Ｗ１及びＷ２）により求めた荷重のうちいずれか小さい方 

 Ｗ１＝（Ａ２＋Ａ３＋Ａ４）・Ｓｃ 

管台の一部分が鏡板の部分となっていない場合及びＷＥＬＤ－38の場合 

 Ｗ２＝（ｄ・ｔｃｒ－Ａ１）・Ｓｃ 

管台の一部分が鏡板の部分となっている場合 

 Ｗ２＝（ｄｗ・ｔｃｒ－Ａ１）・Ｓｃ 

よって，Ｗ＝Min（Ｗ１，Ｗ２） 

ここで，Ｗ＜0の場合は溶接部の強度計算は必要ない。 

一方，Ｗ≧0の場合は以下の溶接部の強度計算を行う。 
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(b) 溶接部の単位面積当たりの強さ 

 Ｓｗ１＝Ｓｃ・Ｆ１ 

 Ｓｗ２＝Ｓｃ・Ｆ２ 

 Ｓｗ３＝Ｓｃ・Ｆ３ 

 Ｓｗ４＝Min（Ｓｃ，Ｓｎ）・Ｆ４ 

(c) 継手部の強さ 

 ／2・Ｓ・Ｌπ・ＤＷ １１１ ｗｏｎｅ   

 ／2・Ｓ・Ｌπ・ＤＷ １３２ ｗｏｎｅ   

 ／2・Ｓ・Ｌπ・ＢＷ １２３ ｗｅｅ   

 ／2・Ｓ
2

Ｄｄ
・π・ＤＷ ２４ ｗ

ｏｎｗ
ｏｎｅ 







 
  

 ／2・Ｓ・t
2

ｄＤ
π・Ｗ ２５ ｗｎ

ｏｎ
ｅ 







 
  

 ／2・Ｓ・tπ・ＤＷ ３６ ｗｃｏｎｅ  （ＷＥＬＤ－35，36，44以外の場合） 

 ／2・Ｓ・Ｌπ・ＤＷ ３４６ ｗｏｎｅ  （ＷＥＬＤ－35，36，44の場合） 

 ／2・Ｓ・tπ・ｄＷ ３７ ｗｃｗｅ  （ＷＥＬＤ－36以外の場合） 

 ／2・Ｓ・Ｌπ・ｄＷ ３４７ ｗｗｅ  （ＷＥＬＤ－36の場合） 

 ／2・Ｓ・tπ・ＤＷ ３８ ｗｅｏｎｅ  （ＷＥＬＤ－44以外の場合） 

 ／2・Ｓ・Ｌπ・ＤＷ ３５８ ｗｏｎｅ  （ＷＥＬＤ－44の場合） 

 ／2・Ｓ・tπ・ｄＷ ３９ ｗｅｗｅ   

 ／2・Ｓ・t
2

ｄＤ
π・Ｗ ４１０ ｗｎ

ｏｎ
ｅ 







 
  

 ／2・ＳＬ
2

ｄＤ
・π・ｄＷ １１１１ ｗ

ｗｏｎ
ｗｅ 











  
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(d) 予想される破断箇所の強さ 

イ. ＷＥＬＤ－31の場合 

 Ｗｅｂｐ１＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ５ 

 Ｗｅｂｐ２＝  を通る強さ＝Ｗｅ５ 

ロ. ＷＥＬＤ－32の場合 

 Ｗｅｂｐ１＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ２ 

 Ｗｅｂｐ２＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ１０ 

ハ. ＷＥＬＤ－33の場合 

 Ｗｅｂｐ１＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ６ 

 Ｗｅｂｐ２＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ１０ 

 Ｗｅｂｐ３＝  を通る強さ＝Ｗｅ７ 

ニ. ＷＥＬＤ－34の場合 

 Ｗｅｂｐ１＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ６ 

 Ｗｅｂｐ２＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ１０ 

 Ｗｅｂｐ３＝  を通る強さ＝Ｗｅ１１＋Ｗｅ７ 

ただし，Ｄｏｎ＝ｄｗの場合はＷｅｂｐ１＝Ｗｅｂｐ３となるためＷｅｂｐ３を省略する。 

ホ. ＷＥＬＤ－35の場合 

 Ｗｅｂｐ１＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ６ 

 Ｗｅｂｐ２＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ１０ 

ヘ. ＷＥＬＤ－36の場合 

 Ｗｅｂｐ１＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ６＋Ｗｅ２ 

 Ｗｅｂｐ２＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ１０ 

 Ｗｅｂｐ３＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ７ 

ト. ＷＥＬＤ－38の場合 

 Ｗｅｂｐ１＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ２ 

 Ｗｅｂｐ２＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ１０ Ｗｅ１０ Ｗｅ１ 

Ｗｅ２ Ｗｅ１ 

Ｗｅ７ Ｗｅ１ 

Ｗｅ１０ Ｗｅ１ 

Ｗｅ２ Ｗｅ６ Ｗｅ１ 

Ｗｅ１０ Ｗｅ１ 

Ｗｅ６ Ｗｅ１ 

Ｗｅ７ Ｗｅ１１ 

Ｗｅ１０ Ｗｅ１ 

Ｗｅ６ Ｗｅ１ 

Ｗｅ７ 

Ｗｅ１０ Ｗｅ１ 

Ｗｅ６ Ｗｅ１ 

Ｗｅ１０ Ｗｅ１ 

Ｗｅ２ Ｗｅ１ 

Ｗｅ５Ｄ 

Ｗｅ５ Ｗｅ１ 
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チ. ＷＥＬＤ－39の場合 

 Ｗｅｂｐ１＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ６＋Ｗｅ２ 

 Ｗｅｂｐ２＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ１０ 

 Ｗｅｂｐ３＝  を通る強さ＝Ｗｅ７ 

リ. ＷＥＬＤ－41の場合 

 Ｗｅｂｐ１＝  を通る強さ＝Ｗｅ３＋Ｗｅ４＋Ｗｅ２ 

 Ｗｅｂｐ２＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ８＋Ｗｅ２ 

 Ｗｅｂｐ３＝  を通る強さ＝Ｗｅ９＋Ｗｅ４＋Ｗｅ２ 

 Ｗｅｂｐ４＝  を通る強さ＝Ｗｅ３＋Ｗｅ４＋Ｗｅ１０ 

 Ｗｅｂｐ５＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ１０ 

ヌ. ＷＥＬＤ－42の場合 

 Ｗｅｂｐ１＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ６ 

 Ｗｅｂｐ２＝  を通る強さ＝Ｗｅ３＋Ｗｅ７ 

 Ｗｅｂｐ３＝  を通る強さ＝Ｗｅ３＋Ｗｅ４＋Ｗｅ６ 

 Ｗｅｂｐ４＝  を通る強さ＝Ｗｅ３＋Ｗｅ４＋Ｗｅ１０ 

 Ｗｅｂｐ５＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ１０ 

ル. ＷＥＬＤ－43の場合 

 Ｗｅｂｐ１＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ５ 

 Ｗｅｂｐ２＝  を通る強さ＝Ｗｅ３＋Ｗｅ４＋Ｗｅ５ 

ヲ. ＷＥＬＤ－44の場合 

 Ｗｅｂｐ１＝  を通る強さ＝Ｗｅ３＋Ｗｅ６ 

 Ｗｅｂｐ２＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ８＋Ｗｅ６ 

 Ｗｅｂｐ３＝  を通る強さ＝Ｗｅ３＋Ｗｅ１０ 

 Ｗｅｂｐ４＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ１０ Ｗｅ１０ Ｗｅ１ 

Ｗｅ１０ Ｗｅ３ 

Ｗｅ６ Ｗｅ８ Ｗｅ１ 

Ｗｅ６ Ｗｅ３ 

Ｗｅ５ Ｗｅ４ Ｗｅ３ 

Ｗｅ５Ｄ Ｗｅ１ 

Ｗｅ１０ Ｗｅ１ 

Ｗｅ１０ Ｗｅ４ Ｗｅ３ 

Ｗｅ６ Ｗｅ４ Ｗｅ３ 

Ｗｅ７ Ｗｅ３ 

Ｗｅ６ Ｗｅ１ 

Ｗｅ１ Ｗｅ１０ 

Ｗｅ１０ Ｗｅ４ Ｗｅ３ 

Ｗｅ２ Ｗｅ４ Ｗｅ９ 

Ｗｅ２ Ｗｅ８ Ｗｅ１ 

Ｗｅ２ Ｗｅ４ Ｗｅ３ 

Ｗｅ７ 

Ｗｅ１０ Ｗｅ１ 

Ｗｅ２ Ｗｅ６ Ｗｅ１ 
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ワ. ＷＥＬＤ－45，46の場合 

 Ｗｅｂｐ１＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ８＋Ｗｅ６ 

 Ｗｅｂｐ２＝  を通る強さ＝Ｗｅ３＋Ｗｅ７ 

 Ｗｅｂｐ３＝  を通る強さ＝Ｗｅ３＋Ｗｅ４＋Ｗｅ６ 

 Ｗｅｂｐ４＝  を通る強さ＝Ｗｅ３＋Ｗｅ４＋Ｗｅ１０ 

 Ｗｅｂｐ５＝  を通る強さ＝Ｗｅ９＋Ｗｅ７ 

 Ｗｅｂｐ６＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ１０ 

カ. ＷＥＬＤ－48の場合 

 Ｗｅｂｐ１＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ６＋Ｗｅ２ 

 Ｗｅｂｐ２＝  を通る強さ＝Ｗｅ３＋Ｗｅ７ 

 Ｗｅｂｐ３＝  を通る強さ＝Ｗｅ３＋Ｗｅ４＋Ｗｅ６＋Ｗｅ２ 

 Ｗｅｂｐ４＝  を通る強さ＝Ｗｅ３＋Ｗｅ４＋Ｗｅ１０ 

 Ｗｅｂｐ５＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ１０ 

ヨ. ＷＥＬＤ－49の場合 

 Ｗｅｂｐ１＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ８＋Ｗｅ６＋Ｗｅ２ 

 Ｗｅｂｐ２＝  を通る強さ＝Ｗｅ３＋Ｗｅ７ 

 Ｗｅｂｐ３＝  を通る強さ＝Ｗｅ３＋Ｗｅ４＋Ｗｅ６＋Ｗｅ２ 

 Ｗｅｂｐ４＝  を通る強さ＝Ｗｅ３＋Ｗｅ４＋Ｗｅ１０ 

 Ｗｅｂｐ５＝  を通る強さ＝Ｗｅ９＋Ｗｅ７ 

 Ｗｅｂｐ６＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ１０ Ｗｅ１０ Ｗｅ１ 

Ｗｅ７ Ｗｅ９ 

Ｗｅ１０ Ｗｅ４ Ｗｅ３ 

Ｗｅ２ Ｗｅ６ Ｗｅ４ Ｗｅ３ 

Ｗｅ７ Ｗｅ３ 

Ｗｅ２ Ｗｅ６ Ｗｅ８ Ｗｅ１ 

Ｗｅ１０ Ｗｅ１ 

Ｗｅ１０ Ｗｅ４ Ｗｅ３ 

Ｗｅ２ Ｗｅ６ Ｗｅ４ Ｗｅ３ 

Ｗｅ７ Ｗｅ３ 

Ｗｅ２ Ｗｅ６ Ｗｅ１ 

Ｗｅ１０ Ｗｅ１ 

Ｗｅ７ Ｗｅ９ 

Ｗｅ１０ Ｗｅ４ Ｗｅ３ 

Ｗｅ６ Ｗｅ４ Ｗｅ３ 

Ｗｅ７ Ｗｅ３ 

Ｗｅ６ Ｗｅ８ Ｗｅ１ 
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e. 評価 

鏡板の穴の補強は下記の条件を満足すれば十分である。 

 Ａ０＞Ａｒ 

 Ａ０Ｄ≧ＡｒＤ（ただし，Ｘ１≠Ｘ２の場合のみ） 

 Ａｊ０≧Ａｊｒ（ただし，大きい穴の補強を要する場合のみ） 

すべての破断箇所の強さ≧Ｗ（ただし，Ｗが正の場合のみ） 

 

(3) 平板の場合 

重大事故等クラス２容器については設計・建設規格 PVC-3320(2)を適用する。 

a. 管台の形式 

図3－1～図3－10及び図3－20に管台の形式，補強に有効な面積，補強に必要な面積，

破断形式等を示す。 

ただし，すみ肉溶接部分の破断箇所については，両方の脚長が等しいため，片側の

脚長の破断形式のみを図示する。 

b. 穴の補強 

(a) 補強に必要な面積 

重大事故等クラス２容器については設計・建設規格 PVC-3320(2)（設計・建設規

格 PVC-3161.3準用）を適用する。 

イ. 管台の一部分が平板の部分となっていない場合及びＷＥＬＤ－8，22の場合 

 Ａｒ＝ｄｈ・ｔｐｒ 

ロ. 管台の一部分が平板の部分となっている場合 

 Ａｒ＝ｄｈ・ｔｐｒ＋2・（1－Ｓｎ／Ｓｐ）・ｔｐｒ・ｔｎ 

（Ｓｎ／Ｓｐ＞1の場合はＳｎ／Ｓｐ＝1とする。以下平板の場合において同

じ。） 

(b) 補強に有効な範囲 

重大事故等クラス２容器については設計・建設規格 PVC-3320(2)（設計・建設規

格 PVC-3161.1準用）を適用する。 

 Ｘ＝Ｘ１＋Ｘ２ 

 Ｘ１＝Ｘ２＝ Max（ｄｈ，ｄｈ／2＋ｔｐ＋ｔｎ） 

 Ｙ１＝ Min（2.5・ｔｐ，2.5・ｔｎ＋ｔｅ） 

 Ｙ２＝ Min（2.5・ｔｐ，2.5・ｔｎ） 

ただし，構造上計算した有効範囲がとれない場合は，構造上取り得る範囲とする。 

また，強め板がない場合はｔｅ＝0とする。 
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(c) 補強に有効な面積 

重大事故等クラス２容器については設計・建設規格 PVC-3320(2)（設計・建設規

格 PVC-3161.2準用）を適用する。 

イ. 平板の部分の補強に有効な面積 

(イ) 管台の一部分が平板の部分となっていない場合及びＷＥＬＤ－8，22の場合 

 Ａ１＝（ｔｐ－ｔｐｒ）・（Ｘ－ｄｈ） 

(ロ) 管台の一部分が平板の部分となっている場合 

Ａ１＝（ｔｐ－ｔｐｒ）・（Ｘ－ｄｈ）－（1－Ｓｎ／Ｓｐ） 

     ・（ｔｐ－ｔｐｒ）・2・ｔｎ 

ロ. 管台の部分の補強に有効な面積 

(イ) 管台が平板の内側に突出していない場合及びＷＥＬＤ－8，22の場合 

 Ａ２＝2・（ｔｎ－ｔｎｒ）・Ｙ１・Ｓｎ／Ｓｐ 

(ロ) 管台が平板の内側に突出している場合 

 Ａ２＝2・｛（ｔｎ－ｔｎｒ）・Ｙ１＋ｔｎ・Ｙ２｝・Ｓｎ／Ｓｐ 

ただし， 

 2・Ｐ12・Ｓ

)2・tＰ・(Ｄ
t

ｎ

ｎｏｎ
ｎｒ

.




  

ハ. すみ肉溶接の部分の補強に有効な面積 

 Ａ３＝Ｌ１・Ｌ１＋Ｌ２・Ｌ２＋Ｌ３・Ｌ３ 

ただし，補強の有効範囲にないすみ肉溶接の部分は除く。 

ニ. 強め板の部分の補強に有効な面積 

 Ａ４＝｛Min（Ｂｅ ，Ｘ）－Ｄｏｎ ｝・ｔｅ・Ｓｅ／Ｓｐ 

（Ｓｅ／Ｓｐ＞1の場合はＳｅ／Ｓｐ＝1とする。以下平板の場合において同じ。） 

ホ. 補強に有効な総面積 

 Ａ０＝Ａ１＋Ａ２＋Ａ３＋Ａ４ 

(d) 補強に有効な範囲Ｘ１≠Ｘ２の場合の補強に有効な面積の確認 

重大事故等クラス２容器については設計・建設規格 PVC-3320(2)（設計・建設規

格 PVC-3165準用）を適用する。 

補強に必要な面積の2分の1以上の補強に有効な面積は穴の中心線の両側にある必

要がある。 

ただし，補強に有効な範囲Ｘ１＝Ｘ２の場合は上記条件を満足することが明らかで

あり以下の計算は行わない。 
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イ. 補強に必要な面積の2分の1 

 ＡｒＤ＝Ａｒ／2 

ロ. Ｘ１又はＸ２のいずれか小さい方の断面における補強に有効な面積 

(イ) 平板の部分の補強に有効な面積 

管台の一部分が平板の部分となっていない場合及びＷＥＬＤ－8，22の場合 

 Ａ１Ｄ＝（ｔｐ－ｔｐｒ）・｛Min（Ｘ１，Ｘ２）－ｄｈ／2｝ 

管台の一部分が平板の部分となっている場合 

 Ａ１Ｄ＝（ｔｐ－ｔｐｒ）・｛Min（Ｘ１，Ｘ２）－ｄｈ／2｝ 

     －（1－Ｓｎ／Ｓｐ）・（ｔｐ－ｔｐｒ）・ｔｎ 

(ロ) 管台の部分の補強に有効な面積 

 Ａ２Ｄ＝Ａ２／2 

(ハ) すみ肉溶接の部分の補強に有効な面積 

 Ａ３Ｄ＝Ａ３／2 

(ニ) 強め板の部分の補強に有効な面積 

 Ａ４Ｄ＝Ａ４／2 

(ホ) 補強に有効な総面積 

 Ａ０Ｄ＝Ａ１Ｄ＋Ａ２Ｄ＋Ａ３Ｄ＋Ａ４Ｄ 

c. 溶接部の強度 

重大事故等クラス２容器については設計・建設規格 PVC-3320(2)（設計・建設規格 

PVC-3168及びPVC-3169準用）を適用する。 

(a) 溶接部の負うべき荷重 

次の2つの計算式（Ｗ１及びＷ２）により求めた荷重のうちいずれか小さい方 

 Ｗ１＝（Ａ２＋Ａ３＋Ａ４）・Ｓｐ 

管台の一部分が平板の部分となっていない場合及びＷＥＬＤ－8，22の場合 

 Ｗ２＝（ｄｈ・ｔｐｒ－Ａ１）・Ｓｐ 

管台の一部分が平板の部分となっている場合 

 Ｗ２＝（ｄｗ・ｔｐｒ－Ａ１）・Ｓｐ 

よって，Ｗ＝Min（Ｗ１，Ｗ２） 

ここで，Ｗ＜0の場合は溶接部の強度計算は必要ない。 

一方，Ｗ≧0の場合は以下の溶接部の強度計算を行う。 
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(b) 溶接部の単位面積当たりの強さ 

 Ｓｗ１＝Ｓｐ・Ｆ１ 

 Ｓｗ２＝Ｓｐ・Ｆ２ 

 Ｓｗ３＝Ｓｐ・Ｆ３ 

 Ｓｗ４＝Min（Ｓｐ，Ｓｎ）・Ｆ４ 

(c) 継手部の強さ 

 ／2・Ｓ・Ｌπ・ＤＷ １１１ ｗｏｎｅ   

 ／2・Ｓ・Ｌπ・ＤＷ １３２ ｗｏｎｅ  （ＷＥＬＤ－17以外の場合） 

 Ｗｅ２＝π･(ｄｈ－2･Ｌ２)･Ｌ２･Ｓｗ１／2（ＷＥＬＤ－17の場合） 

 ／2・Ｓ・Ｌπ・ＢＷ １２３ ｗｅｅ   

 ／2・Ｓ
2

Ｄｄ
・π・ＤＷ ２４ ｗ

ｏｎｗ
ｏｎｅ 







 
  

 ／2・Ｓ・t
2

ｄＤ
π・Ｗ ２５ ｗｎ

ｈｏｎ
ｅ 







 
  

 ／2・Ｓ・tπ・ＤＷ ３６ ｗｐｏｎｅ  （ＷＥＬＤ－5，6，14以外の場合） 

 ／2・Ｓ・Ｌπ・ＤＷ ３４６ ｗｏｎｅ  （ＷＥＬＤ－5，6，14の場合） 

 ／2・Ｓ・tπ・ｄＷ ３７ ｗｐｗｅ  （ＷＥＬＤ－6以外の場合） 

 ／2・Ｓ・Ｌπ・ｄＷ ３４７ ｗｗｅ  （ＷＥＬＤ－6の場合） 

 ／2・Ｓｅ・tπ・ＤＷ ３８ ｗｏｎｅ  （ＷＥＬＤ－14以外の場合） 

 ／2・Ｓ・Ｌπ・ＤＷ ３５８ ｗｏｎｅ  （ＷＥＬＤ－14の場合） 

 ／2・Ｓ・tπ・ｄＷ ３９ ｗｅｗｅ   

 ／2・Ｓ・t
2

ｄＤ
π・Ｗ ４１０ ｗｎ

ｈｏｎ
ｅ 







 
  

 
／2・ＳＬ

2

ｄＤ
・π・ｄＷ １１１１ ｗ

ｗｏｎ
ｗｅ 












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(d) 予想される破断箇所の強さ 

イ. ＷＥＬＤ－1の場合 

 Ｗｅｂｐ１＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ５ 

 Ｗｅｂｐ２＝  を通る強さ＝Ｗｅ５ 

ロ. ＷＥＬＤ－2の場合 

 Ｗｅｂｐ１＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ２ 

 Ｗｅｂｐ２＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ１０ 

ハ. ＷＥＬＤ－3の場合 

 Ｗｅｂｐ１＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ６ 

 Ｗｅｂｐ２＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ１０ 

 Ｗｅｂｐ３＝  を通る強さ＝Ｗｅ７ 

ニ. ＷＥＬＤ－4の場合 

 Ｗｅｂｐ１＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ６ 

 Ｗｅｂｐ２＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ１０ 

 Ｗｅｂｐ３＝  を通る強さ＝Ｗｅ１１＋Ｗｅ７ 

ただし，Ｄｏｎ＝ｄｗの場合はＷｅｂｐ１＝Ｗｅｂｐ３となるためＷｅｂｐ３を省略する。 

ホ. ＷＥＬＤ－5の場合 

 Ｗｅｂｐ１＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ６ 

 Ｗｅｂｐ２＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ１０ 

ヘ. ＷＥＬＤ－6の場合 

 Ｗｅｂｐ１＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ６＋Ｗｅ２ 

 Ｗｅｂｐ２＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ１０ 

 Ｗｅｂｐ３＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ７ 

ト. ＷＥＬＤ－8の場合 

 Ｗｅｂｐ１＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ２ 

 Ｗｅｂｐ２＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ１０ Ｗｅ１０ Ｗｅ１ 

Ｗｅ２ Ｗｅ１ 

Ｗｅ７ Ｗｅ１ 

Ｗｅ１０ Ｗｅ１ 

Ｗｅ２ Ｗｅ６ Ｗｅ１ 

Ｗｅ１０ Ｗｅ１ 

Ｗｅ６ Ｗｅ１ 

Ｗｅ７ Ｗｅ１１ 

Ｗｅ１０ Ｗｅ１ 

Ｗｅ６ Ｗｅ１ 

Ｗｅ７ 

Ｗｅ１０ Ｗｅ１ 

Ｗｅ６ Ｗｅ１ 

Ｗｅ１０ Ｗｅ１ 

Ｗｅ２ Ｗｅ１ 

Ｗｅ５Ｄ 

Ｗｅ５ Ｗｅ１ 
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チ. ＷＥＬＤ－9の場合 

 Ｗｅｂｐ１＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ６＋Ｗｅ２ 

 Ｗｅｂｐ２＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ１０ 

 Ｗｅｂｐ３＝  を通る強さ＝Ｗｅ７ 

リ. ＷＥＬＤ－11の場合 

 Ｗｅｂｐ１＝  を通る強さ＝Ｗｅ３＋Ｗｅ４＋Ｗｅ２ 

 Ｗｅｂｐ２＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ８＋Ｗｅ２ 

 Ｗｅｂｐ３＝  を通る強さ＝Ｗｅ９＋Ｗｅ４＋Ｗｅ２ 

 Ｗｅｂｐ４＝  を通る強さ＝Ｗｅ３＋Ｗｅ４＋Ｗｅ１０ 

 Ｗｅｂｐ５＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ１０ 

ヌ. ＷＥＬＤ－12の場合 

 Ｗｅｂｐ１＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ６ 

 Ｗｅｂｐ２＝  を通る強さ＝Ｗｅ３＋Ｗｅ７ 

 Ｗｅｂｐ３＝  を通る強さ＝Ｗｅ３＋Ｗｅ４＋Ｗｅ６ 

 Ｗｅｂｐ４＝  を通る強さ＝Ｗｅ３＋Ｗｅ４＋Ｗｅ１０ 

 Ｗｅｂｐ５＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ１０ 

ル. ＷＥＬＤ－13の場合 

 Ｗｅｂｐ１＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ５ 

 Ｗｅｂｐ２＝  を通る強さ＝Ｗｅ３＋Ｗｅ４＋Ｗｅ５ 

ヲ. ＷＥＬＤ－14の場合 

 Ｗｅｂｐ１＝  を通る強さ＝Ｗｅ３＋Ｗｅ６ 

 Ｗｅｂｐ２＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ８＋Ｗｅ６ 

 Ｗｅｂｐ３＝  を通る強さ＝Ｗｅ３＋Ｗｅ１０ 

 Ｗｅｂｐ４＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ１０ 

Ｗｅ６ Ｗｅ４ Ｗｅ３ 

Ｗｅ１０ Ｗｅ１ 

Ｗｅ１０ Ｗｅ３ 

Ｗｅ６ Ｗｅ８ Ｗｅ１ 

Ｗｅ６ Ｗｅ３ 

Ｗｅ５ Ｗｅ４ Ｗｅ３ 

Ｗｅ５Ｄ Ｗｅ１ 

Ｗｅ１０ Ｗｅ１ 

Ｗｅ１０ Ｗｅ４ Ｗｅ３ 

Ｗｅ７ Ｗｅ３ 

Ｗｅ６ Ｗｅ１ 

Ｗｅ１０ Ｗｅ１ 

Ｗｅ１０ Ｗｅ４ Ｗｅ３ 

Ｗｅ２ Ｗｅ４ Ｗｅ９ 

Ｗｅ２ Ｗｅ８ Ｗｅ１ 

Ｗｅ２ Ｗｅ４ Ｗｅ３ 

Ｗｅ７ 

Ｗｅ１０ Ｗｅ１ 

Ｗｅ２ Ｗｅ６ Ｗｅ１ 
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ワ. ＷＥＬＤ－15，16，22の場合 

 Ｗｅｂｐ１＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ８＋Ｗｅ６ 

 Ｗｅｂｐ２＝  を通る強さ＝Ｗｅ３＋Ｗｅ７ 

 Ｗｅｂｐ３＝  を通る強さ＝Ｗｅ３＋Ｗｅ４＋Ｗｅ６ 

 Ｗｅｂｐ４＝  を通る強さ＝Ｗｅ３＋Ｗｅ４＋Ｗｅ１０ 

 Ｗｅｂｐ５＝  を通る強さ＝Ｗｅ９＋Ｗｅ７ 

 Ｗｅｂｐ６＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ１０ 

カ. ＷＥＬＤ－17の場合 

 Ｗｅｂｐ１＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ２ 

ヨ. ＷＥＬＤ－18の場合 

 Ｗｅｂｐ１＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ６＋Ｗｅ２ 

 Ｗｅｂｐ２＝  を通る強さ＝Ｗｅ３＋Ｗｅ７ 

 Ｗｅｂｐ３＝  を通る強さ＝Ｗｅ３＋Ｗｅ４＋Ｗｅ６＋Ｗｅ２ 

 Ｗｅｂｐ４＝  を通る強さ＝Ｗｅ３＋Ｗｅ４＋Ｗｅ１０ 

 Ｗｅｂｐ５＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ１０ 

タ. ＷＥＬＤ－19，19′の場合 

 Ｗｅｂｐ１＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ８＋Ｗｅ６＋Ｗｅ２ 

 Ｗｅｂｐ２＝  を通る強さ＝Ｗｅ３＋Ｗｅ７ 

 Ｗｅｂｐ３＝  を通る強さ＝Ｗｅ３＋Ｗｅ４＋Ｗｅ６＋Ｗｅ２ 

 Ｗｅｂｐ４＝  を通る強さ＝Ｗｅ３＋Ｗｅ４＋Ｗｅ１０ 

 Ｗｅｂｐ５＝  を通る強さ＝Ｗｅ９＋Ｗｅ７ 

 Ｗｅｂｐ６＝  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ１０ Ｗｅ１０ Ｗｅ１ 

Ｗｅ７ Ｗｅ９ 

Ｗｅ１０ Ｗｅ４ Ｗｅ３ 

Ｗｅ２ Ｗｅ６ Ｗｅ４ Ｗｅ３ 

Ｗｅ７ Ｗｅ３ 

Ｗｅ２ Ｗｅ６ Ｗｅ８ Ｗｅ１ 

Ｗｅ１０ Ｗｅ１ 

Ｗｅ１０ Ｗｅ４ Ｗｅ３ 

Ｗｅ２ Ｗｅ６ Ｗｅ４ Ｗｅ３ 

Ｗｅ７ Ｗｅ３ 

Ｗｅ２ Ｗｅ６ Ｗｅ１ 

Ｗｅ２ Ｗｅ１ 

Ｗｅ１０ Ｗｅ１ 

Ｗｅ７ Ｗｅ９ 

Ｗｅ１０ Ｗｅ４ Ｗｅ３ 

Ｗｅ６ Ｗｅ４ Ｗｅ３ 

Ｗｅ７ Ｗｅ３ 

Ｗｅ６ Ｗｅ８ Ｗｅ１ 
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d. 評価 

平板の穴の補強は下記の条件を満足すれば十分である。 

 Ａ０＞Ａｒ／2 

 Ａ０Ｄ≧ＡｒＤ（ただし，Ｘ１≠Ｘ２の場合のみ） 

すべての破断箇所の強さ≧Ｗ（ただし，Ｗが正の場合のみ） 
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3.3 開放タンクの胴の穴の補強計算 

重大事故等クラス２容器については設計・建設規格 PVC-3940及びPVC-3950を適用する。 

ただし，穴の径が85mm以下の場合は計算を行わない。 

ここで，最高使用圧力Ｐは，次の式による値とする。 

 Ｐ＝9.80665×10-3・Ｈ・ρ 

開放タンクの胴に穴を設ける場合は，3.2項「容器の穴の補強計算」を適用する。 

 

3.4 開放タンクの鏡板の穴の補強計算 

重大事故等クラス２容器については設計・建設規格 PVC-3240，PVC-3940及びPVC-3950を

使用して評価する。 

ただし，穴の径が85mm以下の場合は計算を行わない。 

ここで，最高使用圧力Ｐは，次の式による値とする。 

 Ｐ＝9.80665×10-3・Ｈ・ρ 

開放タンクの鏡板に穴を設ける場合は，3.2項「容器の穴の補強計算」を適用する。 
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3.5 2つ以上の穴が接近しているときの補強計算 

重大事故等クラス２容器については設計・建設規格 PVC-3162を適用する。 

(1) 記号の説明 

設計・建設

規格の記号 
計算書の表示 表   示   内   容 単 位 

 Ａ１ 2つの穴の間及び強め板の断面積の和 mm2 

 Ａ２ 2つの穴の間の胴板内に溶着された管壁の断面

積 

mm2 

 Ａｄ Ａ１とＡ２の和 mm2 

 Ａｒ Ａｒ１とＡｒ２の和の1/2 mm2 

 Ａｒ１，Ａｒ２ 2つの穴のそれぞれの補強に必要な断面積 mm2 

 Ａｒｓ 2つの穴の間の強め材の断面積 mm2 

Ａｓ Ａｓ 2つの穴の間に必要な胴の断面積（胴板内に溶

着された管壁を含む。） 

mm2 

 ｄ 2つの穴の中心間に必要な距離 mm 

 ｄ１，ｄ２ 2つの穴のそれぞれの直径 mm 

Ｆ Ｆ 係数 ― 

  2つの穴の中心間の距離 mm 

 Ｌ１ｉ，Ｌ２ｉ 2つの穴のそれぞれの内側溶け込み深さ mm 

 Ｌ１ｏ，Ｌ２ｏ 2つの穴のそれぞれの外側溶け込み深さ mm 

 ｔ１，ｔ２ 2つの穴のそれぞれの管壁の厚さ mm 

ｔｓｒ ｔｓｒ 胴の継手がない場合の計算上必要な厚さ mm 

ｔｓｒ ｔｃｒ 鏡板の継手がない場合の計算上必要な厚さ mm 

ｔｓｒ ｔｐｒ 平板の計算上必要な厚さ mm 
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(2) 算式 

2以上の穴が接近しているためそれぞれの補強に有効な範囲が重なり合うときは次によ

る。 

 







 


2

ｄｄ
5・1ｄ

２１
.

 

 Ａｒ＝0.5・(Ａｒ１＋Ａｒ２ ) 

 Ａｓ＝0.7・・ｔｓｒ・Ｆ（胴の補強計算の場合） 

 Ａｓ＝0.7・・ｔｃｒ・Ｆ（鏡板の補強計算の場合） 

 Ａｓ＝0.7・・ｔｐｒ・Ｆ（平板の補強計算の場合） 

 Ａｄ＝Ａ１＋Ａ２ 

 

(3) 評価 

下記の条件を満足すれば十分である。 

 ≧ｄ，Ａｒｓ≧Ａｒ，Ａｄ≧Ａｓ 
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注1：各形式図（図3－1～図3－39）において，胴，鏡板又は平板の最小厚さ及び穴の補強計算に

用いる計算上必要な厚さは，それぞれ胴の場合はｔｓ，ｔｓｒ，鏡板の場合はｔｃ，ｔｃｒ，

平板の場合はｔｐ，ｔｐｒと読み替えを行う。 

また，各形式図中のｄは，平板の場合はｄｈと読み替えを行う。 

注2：Ｗe１等で示される図中の太線は，予想される破断形式を示す。 

 

 

 

 

 

補強に有効な面積

補強に必要な面積
 

図3－1 
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補強に有効な面積

補強に必要な面積
 

 

図3－2 
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補強に有効な面積

補強に必要な面積
 

 

図3－3 
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補強に有効な面積

補強に必要な面積
 

 

図3－4 
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補強に有効な面積

補強に必要な面積
 

図3－5 
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補強に有効な面積

補強に必要な面積
 

 

図3－6 
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補強に有効な面積

補強に必要な面積
 

 

図3－7 
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補強に有効な面積

補強に必要な面積
 

図3－8 
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補強に有効な面積

補強に必要な面積
 

図3－9 
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補強に有効な面積

補強に必要な面積
 

 

 

図3－10 
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補強に有効な面積

補強に必要な面積
 

 

 

図3－11 
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補強に有効な面積

補強に必要な面積
 

 

図3－12 
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補強に有効な面積

補強に必要な面積
 

 

図3－13 
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補強に有効な面積

補強に必要な面積
 

 

図3－14 
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補強に有効な面積

補強に必要な面積
 

図3－15 
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補強に有効な面積

補強に必要な面積
 

図3－16 
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補強に有効な面積

補強に必要な面積
 

図3－17 
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図3－18 

 

補強に有効な面積

補強に必要な面積
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補強に有効な面積

補強に必要な面積
 

 

図3－19 

 

 

補強に有効な面積

補強に必要な面積
 

 

図3－20 
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大きい穴の補強に有効な面積

大きい穴の補強に必要な面積
 

 

図3－21 
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大きい穴の補強に有効な面積

大きい穴の補強に必要な面積
 

 

図3－22 
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大きい穴の補強に有効な面積

大きい穴の補強に必要な面積
 

図3－23 
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大きい穴の補強に有効な面積

大きい穴の補強に必要な面積
 

 

図3－24 
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大きい穴の補強に有効な面積

大きい穴の補強に必要な面積
 

図3－25 
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大きい穴の補強に有効な面積

大きい穴の補強に必要な面積
 

 

図3－26 
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大きい穴の補強に有効な面積

大きい穴の補強に必要な面積
 

 

図3－27 
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大きい穴の補強に有効な面積

大きい穴の補強に必要な面積
 

図3－28 



 

105 

S2
 補

 Ⅵ
-3
-2
-7

 R
1 

 

 

 

 

大きい穴の補強に有効な面積

大きい穴の補強に必要な面積
 

図3－29
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大きい穴の補強に有効な面積

大きい穴の補強に必要な面積
 

 

 

図3－30 
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大きい穴の補強に有効な面積

大きい穴の補強に必要な面積
 

 

 

図3－31 
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大きい穴の補強に有効な面積

大きい穴の補強に必要な面積
 

 

図3－32 
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大きい穴の補強に有効な面積

大きい穴の補強に必要な面積
 

 

図3－33 
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大きい穴の補強に有効な面積

大きい穴の補強に必要な面積
 

図3－34 
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大きい穴の補強に有効な面積

大きい穴の補強に必要な面積
 

図3－35 
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大きい穴の補強に有効な面積

大きい穴の補強に必要な面積
 

図3－36 
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大きい穴の補強に有効な面積

大きい穴の補強に必要な面積
 

図3－37 
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大きい穴の補強に有効な面積

大きい穴の補強に必要な面積
 

図3－38 
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大きい穴の補強に有効な面積

大きい穴の補強に必要な面積
 

 

 

 

図3－39 
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4. フランジの強度計算 

重大事故等クラス２容器については設計・建設規格 PVC-3710を適用する。 

計算は，ＪＩＳ Ｂ ８２６５を適用する。 

フランジ形式及び各部の記号は図4－1～図4－3による。 

なお，設計圧力及び使用温度は設計・建設規格における最高使用圧力及び最高使用温度とす

る。 

4.1 記号の説明 

ＪＩＳの記号 計算書の表示 表   示   内   容 単 位 

Ａ Ａ フランジの外径 mm 

Ａｂ Ａｂ 実際に使用するボルトの総有効断面積 mm2 

Ａｍ Ａｍ ボルトの総有効断面積 mm2 

Ａｍ１ Ａｍ１ 使用状態でのボルトの総有効断面積 mm2 

Ａｍ２ Ａｍ２ ガスケット締付時のボルトの総有効断面積 mm2 

Ｂ Ｂ フランジの内径 mm 

ｂ ｂ ガスケット座の有効幅 mm 

ｂｏ ｂｏ ガスケット座の基本幅（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 

附属書3 表3による。） 

mm 

 

Ｃ Ｃ ボルト穴の中心円の直径 mm 

ｄ ｄ 

（
2

０・ｇ・ｈ
Ｖ

Ｕ
＝ ｏ  

（一体形フランジ及び一体形フランジと

して計算する任意形フランジの場合）） 

（
2

０

L

・ｇ・ｈ
Ｖ

Ｕ
＝ ｏ  

（ルーズ形フランジ及びルーズ形フラン

ジとして計算する任意形フランジの場

合）） 

mm3 

ｄｂ ｄｂ ボルトのねじ部の谷の径と軸部の径の最小部の小

さい方の径 

mm 

Ｄｇ Ｄｇ セルフシールガスケットの外径 mm 

 

 

 

ｅ 

 

 

 

ｅ 

（
ｏｈ

Ｆ
＝  

（一体形フランジ及び一体形フランジと

して計算する任意形フランジの場合）） 

（
ｏｈ

Ｆ
＝

Ｌ
 

（ルーズ形フランジ及びルーズ形フラン

ジとして計算する任意形フランジの場

合）） 

 

 

 

mm-1 

係数 

係数 
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ＪＩＳの記号 計算書の表示 表   示   内   容 単 位 

Ｆ Ｆ 一体形フランジ及び一体形フランジとして計

算する任意形フランジの係数（ＪＩＳ Ｂ  

８２６５ 附属書3 図5又は附属書3 表4によ

る。） 

― 

ＦＬ ＦＬ ルーズ形フランジ及びルーズ形フランジとし

て計算する任意形フランジの係数（ＪＩＳ Ｂ 

８２６５ 附属書3 図6又は附属書3 表4によ

る。） 

― 

 ｆ ハブ応力修正係数（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附

属書3 図4又は附属書3 表4による。） 

― 

 ＦＬＡＮＧＥ－ フランジの形式（ＪＩＳ Ｂ ８２６５によ

る。図4－1～図4－3参照） 

― 

Ｇ Ｇ ガスケット反力円の直径 mm 

 Ｇｓ ガスケット接触面の外径 mm 

ｇ０ ｇ０ ハブ先端の厚さ mm 

ｇ１ ｇ１ フランジ背面のハブの厚さ mm 

Ｈ Ｈ 内圧によってフランジに加わる全荷重 N 

ｈ ｈ ハブの長さ mm 

ＨＤ ＨＤ 圧力によってフランジの内径面に加わる荷重 N 

ｈＤ ｈＤ ボルト穴の中心円からＨＤ作用点までの半径方

向の距離 

mm 

ＨＧ ＨＧ ガスケット荷重 N 

ｈＧ ｈＧ ボルト穴の中心円からＨＧ作用点までの半径方

向の距離 

mm 

ｈo ｈo ０Ｂ・ｇ  mm 

ＨＰ ＨＰ 気密を十分に保つために，ガスケット又は継

手接触面に加える圧縮力 

N 

ＨＴ ＨＴ 圧力によってフランジに加わる全荷重とフラ

ンジの内径面に加わる荷重との差 

N 

ｈＴ ｈＴ ボルト穴の中心円からＨＴ作用点までの半径方

向の距離 

mm 

Ｋ Ｋ フランジの内外径の比（＝Ａ／Ｂ） ― 

Ｌ Ｌ 係数 










t・e＋１

Ｔ
＋

t

ｄ

3

 ― 
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ＪＩＳの記号 計算書の表示 表   示   内   容 単 位 

ｍ ｍ ガスケット係数（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属

書3 表2による。） 

― 

ＭＤ ＭＤ 内圧力によってフランジの内径面に加わる荷

重によるモーメント 

N･mm 

ＭＧ ＭＧ ガスケット荷重によるモーメント N･mm 

Ｍｇ Ｍｇ ガスケット締付時にフランジに作用するモー

メント 

N･mm 

Ｍｏ Ｍｏ 使用状態でフランジに作用する全モーメント N･mm 

ＭＴ ＭＴ 内圧によってフランジに加わる全荷重とフラ

ンジの内径面に加わる荷重との差によるモー

メント 

N･mm 

Ｎ Ｎ ガスケットの接触面の幅（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 

附属書3 表3による。） 

mm 

ｎ ｎ ボルトの本数 ― 

Ｒ Ｒ ボルトの中心円からハブとフランジ背面との

交点までの半径方向の距離 

mm 

Ｔ Ｔ Ｋ（＝Ａ／Ｂ）の値によって定まる係数（ＪＩ

Ｓ Ｂ ８２６５ 附属書3 図7又は図中の算

式による。） 

― 

ｔ ｔ フランジの厚さ mm 

Ｕ Ｕ Ｋ（＝Ａ／Ｂ）の値によって定まる係数（ＪＩ

Ｓ Ｂ ８２６５ 附属書3 図7又は図中の算

式による。） 

― 

Ｖ Ｖ 一体形フランジ及び一体形フランジとして計算する任

意形フランジの係数（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書

3 図8又は附属書3 表4による。） 

― 

ＶＬ ＶＬ ルーズ形フランジ及びルーズ形フランジとし

て計算する任意形フランジの係数 

（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 図9又は附属

書3 表4による。） 

― 

Ｗｇ Ｗｇ ガスケット締付時のボルト荷重 N 

Ｗｍ１ Ｗｍ１ 使用状態での必要な最小ボルト荷重 N 

Ｗｍ２ Ｗｍ２ ガスケット締付時に必要な最小ボルト荷重 N 

Ｗｏ Ｗｏ 使用状態でのボルト荷重 N 
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ＪＩＳの記号 計算書の表示 表   示   内   容 単 位 

Ｙ Ｙ Ｋ（＝Ａ／Ｂ）の値によって定まる係数（ＪＩ

Ｓ Ｂ ８２６５ 附属書3 図7又は図中の算

式による。） 

― 

ｙ ｙ ガスケットの最小設計締付圧力（ＪＩＳ Ｂ 

８２６５ 附属書3 表2による。） 

N/mm2 

Ｚ Ｚ Ｋ（＝Ａ／Ｂ）の値によって定まる係数（ＪＩ

Ｓ Ｂ ８２６５ 附属書3 図7又は図中の算

式による。） 

― 

π π 円周率 ― 

σａ σａ 常温におけるボルト材料の許容引張応力 

（設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表7

による。） 

MPa 

σｂ σｂ 最高使用温度におけるボルト材料の許容引張

応力（設計・建設規格 付録材料図表 Part5 

表7による。） 

MPa 

σƒ σｆａ 常温におけるフランジ材料の許容引張応力 

（設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5

又は表6による。） 

MPa 

σƒ σｆ 最高使用温度におけるフランジ材料の許容引張

応力（設計・建設規格 付録材料図表 Part5 

表5又は表6による。） 

MPa 

σｎ σｎａ 管台又は胴の材料の常温における許容引張応

力（設計・建設規格 付録材料図表 Part5 

表5又は表6による。） 

MPa 

σｎ σｎ 管台又は胴の材料の最高使用温度における許

容引張応力（設計・建設規格 付録材料図表 

Part5 表5又は表6による。） 

MPa 

σＨ σＨ ハブの軸方向応力 MPa＊ 

σＲ σＲ フランジの径方向応力 MPa＊ 

σＴ σＴ フランジの周方向応力 MPa＊ 

 ガスケット座面

の形状 

ガスケット座面の形状（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 

附属書3 表3による。） 

― 

注記＊：ＪＩＳ Ｂ ８２６５は「N/mm2」を使用しているが，設計・建設規格に合わせ

「MPa」に読み替えるものとする。 
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4.2 フランジの計算 

(1) フランジの内圧計算 

任意形フランジは，一体形フランジとして計算する。 

ただし，下記条件をすべて満足する場合には，ハブなしルーズ形フランジとして計算

する。 

 ｇ０≦16mm ， Ｂ／ｇ０≦300 

 Ｐ≦2MPa ， 最高使用温度≦370℃ 

a. ガスケット座の有効幅及びガスケット反力円の直径 

ガスケット座の有効幅ｂ及びガスケット反力円の直径Ｇは，ガスケット座の基本幅 

ｂｏに従い以下のように求める。 

ｂｏ≦6.35mmの場合 

 ｏｂｂ  

 －ＮＧＧ ｓ  

ｂｏ＞6.35mmの場合 

 ｏb52・2ｂ .  

 －2・ｂＧＧ ｓ  

 ｂｏはＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 表3による。 

b. 計算上必要なボルト荷重 

(a) 使用状態で必要なボルト荷重 

 Ｗｍ１=Ｈ＋ＨＰ 

 
Ｈ

π

4
・Ｇ ・Ｐ2

 

 Ｐ2・π・ｂ・Ｇ・ｍ・Ｈｐ  
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(b) ガスケット締付時に必要なボルト荷重 

 π・ｂ・Ｇ・ｙＷ ２ｍ   

熱交換器の管板を挟む一対のフランジのように，フランジ又はガスケットが同一

でない場合は，Ｗｍ１及びＷｍ２の値は，それぞれのフランジ又はガスケットについ

て計算した値のうちの大きい方とし，その値を両方のフランジの計算に用いる。 

また，セルフシールガスケットを用いる場合は， 

 
・Ｐ・Ｄ

4

π
Ｈ)(Ｗ 2

１ ｇｍ 
 

 0Ｗ ２ｍ   

とする。 

c. ボルトの総有効断面積及び実際に使用するボルトの総有効断面積 

 ｂｍｍ σ／ＷＡ １１ （使用状態） 

 ａｍｍ σ／ＷＡ ２２ （ガスケット締付時） 

 Ａｍ＝Max(Ａｍ１，Ａｍ２) 

 ・ｎ・ｄ
4

π
Ａ 2

ｂｂ  

d. フランジの計算に用いるボルト荷重 

 １ｍｏ ＷＷ  （使用状態） 

 Ｗｇ＝(Ａｍ＋Ａｂ)･σａ／2（ガスケット締付時） 

e. 使用状態でフランジに加わる荷重 

 
・Ｐ・Ｂ

4

π
Ｈ 2

Ｄ
 

 ＨＷＨ oＧ   

 ＤＴ ＨＨＨ   
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f. 使用状態でのフランジ荷重に対するモーメントアーム 

フランジの形式 ｈＤ ｈＧ ｈＴ 

一体形フランジ及び一体形フ

ランジとして計算する任意形

フランジ 

１5・ｇ0Ｒ .  
2

ＧＣ

 2

ｈｇＲ Ｇ１

 

差込み形フランジ及びルーズ

形フランジとして計算する任

意形フランジ 
2

ＢＣ

 2

ＧＣ

 2

ｈｈ ＧＤ

 

ラップジョイント形フランジ 
2

ＢＣ

 2

ＧＣ

 

Ｃ Ｇ

2



 

ただし， 

 
１ｇ

2

ＢＣ
Ｒ 







 


 

また，セルフシールガスケットを用いる場合は，ＧはＤｇと読み替える。 

（ｈ項においても同じ。） 

g. 使用状態でフランジに作用するモーメント 

 ＤＤＤ ｈ・ＨＭ   

 ＧＧＧ ｈ・ＨＭ   

 ＴＴＴ ｈ・ＨＭ   

 ＴＧＤ ＭＭＭＭｏ   

h. ガスケット締付時にフランジに作用するモーメント 

 







 


2

ＧＣ
・ＷＭ ｇｇ

 

i. 一体形フランジ，一体形フランジとして計算する任意形フランジ及びルーズ形フラ

ンジでハブを考慮して計算するものの応力 

(a) 使用状態でのフランジの応力 

 σＨ
・ＢＬ・ｇ

ｆ・Ｍ
2

１

ｏ
  

 σＲ ・ＢＬ・t

1)・Ｍ33・ｔ・e(1
2

ｏ


.
 

 σＴ
Ｚ

・Ｂt

Ｙ・Ｍ
2

ｏ
 ･σＲ 
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(b) ガスケット締付時のフランジの応力 

 σＨ
・ＢＬ・ｇ

ｆ・Ｍ
2

１

ｇ
  

 σＲ ・ＢＬ・t

1)・Ｍ33・t・e(1
2

ｇ


.
 

 σＴ
Ｚ

・Ｂt

Ｙ・Ｍ
2

ｇ
 ･σＲ 

ここで， 

 
Ｌ

t・e 1

Ｔ

t

ｄ

3





 

 ０Ｂ・ｇhｏ  

 
2

０・ｇｈ・
Ｖ

Ｕ
ｄ ｏ

 

 
2

０

Ｌ

・ｇｈ・
Ｖ

Ｕ
ｄ ｏ

 

 ｏｈ

Ｆ
ｅ

 

 ｏｈ

Ｆ
ｅ

Ｌ


 

j. ルーズ形フランジでハブがないもの，ハブを無視して計算するもの及びハブなしル

ーズ形フランジとして計算する任意形フランジの応力 

(a) 使用状態でのフランジの応力 

 σＨ = 0 

 σＲ = 0 

 σＴ =
・Ｂt

Ｙ・Ｍ
2

ｏ
 

(b) ガスケット締付時のフランジの応力 

 σＨ = 0 

 σＲ = 0 

 σＴ =
・Ｂt

Ｙ・Ｍ
2

ｇ
 

（一体形フランジ及び一体形フランジとして計算す

る任意形フランジの場合） 

（ルーズ形フランジ及びルーズ形フランジとして計

算する任意形フランジの場合） 

（一体形フランジ及び一体形フランジとして計算する任意形フ

ランジの場合） 

（ルーズ形フランジ及びルーズ形フランジとして計算する任意

形フランジの場合） 
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k. 評価 

内圧を受けるフランジは，下記の条件を満足すれば十分である。 

(a) 一体形フランジ，一体形フランジとして計算する任意形フランジ及びルーズ形フ

ランジでハブを考慮するもの 

イ. ボルトの総有効断面積 Ａｂ＞Ａｍ 

ロ. ハブの軸方向応力 

一体形フランジとして計算するものの場合 

 使用状態にあっては σＨ≦Min(1.5・σｆ，1.5・σｎ) 

 ガスケット締付時にあっては σＨ≦Min(1.5・σｆａ，1.5・σｎａ) 

図4－1 ＦＬＡＮＧＥ－2に示すハブ付一体形フランジの場合 

 使用状態にあっては σＨ≦Min(1.5・σｆ，2.5・σｎ) 

 ガスケット締付時にあっては σＨ≦Min(1.5・σｆａ，2.5・σｎａ) 

上記以外で鋳鉄以外の材料の場合 

 使用状態にあっては σＨ≦1.5・σｆ 

 ガスケット締付時にあっては σＨ≦1.5・σｆａ 

ハ. フランジの径方向応力 

使用状態にあっては σＲ≦σｆ 

ガスケット締付時にあっては σＲ≦σｆａ 

ニ. フランジの周方向応力 

使用状態にあっては σＴ≦σｆ 

ガスケット締付時にあっては σＴ≦σｆａ 

ホ. 軸方向と径方向応力の平均 

使用状態にあっては ｆσσσ
≦

2

ＲＨ
 

ガスケット締付時にあっては ｆａσσσ
≦

2

ＲＨ
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ヘ. 軸方向と周方向応力の平均 

使用状態にあっては ｆσσσ
≦

2

ＴＨ
 

ガスケット締付時にあっては ｆａσσσ
≦

2

ＴＨ
 

(b) ルーズ形フランジでハブがないもの，ハブを無視して計算するもの及びハブなし

ルーズ形フランジとして計算する任意形フランジ 

イ. ボルトの総有効断面積 Ａｂ＞Ａｍ 

ロ. フランジの周方向応力 

使用状態にあっては σＴ≦σｆ 

ガスケット締付時にあっては σＴ≦σｆａ 
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φ
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ＦＬＡＮＧＥ－1（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 図2 3)，4)，5)） 

〔ルーズ形フランジ（差込み形フランジ）〕 
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ＦＬＡＮＧＥ－2（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 図2 7)，8)，9)） 

〔一体形フランジ〕 

 

注1：ここに示すフランジ形状は基本形式とする。 

注2：Ｗは，Ｗｇ，Ｗｍ１，Ｗｍ２及びＷｏのボルト荷重を表す。 

 

図4－1 
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ｈ
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一体形フランジと
して計算する場合

ハブなしルーズ形フランジ
として計算する場合

ガスケット

φ
Ｂ

ｂ
 

 

ＦＬＡＮＧＥ－3（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 図2 11)，12)，13)，14)，15)） 

〔任意形フランジ〕 
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ＦＬＡＮＧＥ－4（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 図2 6)） 

〔一体形フランジ〕 

 

注1：ここに示すフランジ形状は基本形式とする。 

注2：Ｗは，Ｗｇ，Ｗｍ１，Ｗｍ２及びＷｏのボルト荷重を表す。 

 

図4－2 
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ＦＬＡＮＧＥ－5（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 図2 10)） 

〔一体形フランジ〕 
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ＦＬＡＮＧＥ－6（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 図2 1)） 

〔ルーズ形フランジ（ラップジョイント形フランジ）〕 

 

注1：ここに示すフランジ形状は基本形式とする。 

注2：Ｗは，Ｗｇ，Ｗｍ１，Ｗｍ２及びＷｏのボルト荷重を表す。 

 

図4－3 
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5. 既工認における評価結果の確認による強度評価方法 

クラス２容器を重大事故等クラス２容器として兼用する容器の強度評価について，以下の確

認内容のとおり，クラス２容器の既に認可された工事計画（以下「既工認」という。）の添付

書類における評価結果を用いることにより，重大事故等クラス２容器の評価ができることから，

クラス２容器の既工認の確認による評価を実施する。 

 

5.1 確認内容 

(1) 技術基準規則第17条において，クラス２容器の材料，構造及び強度の要求は，重大事故

等クラス２容器に要求される適切な機械的強度及び化学的成分，延性破断防止等の要求と

同じである。 

(2) 重大事故等時の使用圧力及び使用温度は設計基準の最高使用圧力及び最高使用温度に包

絡されている。 

 

5.2 強度評価方法 

クラス２容器の既工認における評価結果にてクラス２容器としての強度が十分であること

を確認することにより，重大事故等クラス２容器として要求される強度が十分であることを

確認する。 

 

6. 重大事故等クラス２容器であってクラス１容器の強度計算方法 

重大事故等クラス２容器であってクラス１容器については5項「既工認における評価結果の確

認による強度評価方法」に従い評価を実施する。 

 

7. 重大事故等クラス２容器であって原子炉格納容器の強度計算方法  

重大事故等クラス２容器であって原子炉格納容器の強度計算方法については，Ⅵ-3-1-5「重

大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計算の基本方針」の記載内容

に基づき，設計上定める条件である重大事故等時における使用圧力及び使用温度を上回る原子

炉格納容器の健全性評価の評価条件に対して，供用状態Ｄの許容応力を目安とした設計・建設

規格による評価を実施する。 

対象となる添付書類を以下に示す。これら添付書類については，評価の対象となる機器の形

状，設計条件により計算方法が異なることから，計算方法については各計算書に個別に示すこ

ととする。 

 

Ⅵ-3-3-7-1-1 ドライウェルの強度計算書 

Ⅵ-3-3-7-1-2  ドライウェルの基本板厚計算書 

Ⅵ-3-3-7-1-3  サプレッションチェンバの強度計算書 

Ⅵ-3-3-7-1-4  サプレッションチェンバの基本板厚計算書 

Ⅵ-3-3-7-1-5  機器搬入口の強度計算書 

Ⅵ-3-3-7-1-6  機器搬入口の基本板厚計算書 



 

130 

S2
 補

 Ⅵ
-3
-2
-
7 

R1
E 

 

Ⅵ-3-3-7-1-7  逃がし安全弁搬出ハッチの強度計算書 

Ⅵ-3-3-7-1-8 逃がし安全弁搬出ハッチの基本板厚計算書 

Ⅵ-3-3-7-1-9 制御棒駆動機構搬出ハッチの強度計算書 

Ⅵ-3-3-7-1-10 制御棒駆動機構搬出ハッチの基本板厚計算書 

Ⅵ-3-3-7-1-11 サプレッションチェンバアクセスハッチの強度計算書 

Ⅵ-3-3-7-1-12 サプレッションチェンバアクセスハッチの基本板厚計算書 

Ⅵ-3-3-7-1-13 所員用エアロックの強度計算書 

Ⅵ-3-3-7-1-14 所員用エアロックの基本板厚計算書 

Ⅵ-3-3-7-1-15 配管貫通部の強度計算書 

Ⅵ-3-3-7-1-16 配管貫通部の基本板厚計算書 

Ⅵ-3-3-7-1-17 配管貫通部ベローズ及びベント管ベローズの強度計算書 

Ⅵ-3-3-7-1-18 電気配線貫通部の強度計算書 

Ⅵ-3-3-7-1-19 電気配線貫通部の基本板厚計算書 

Ⅵ-3-3-7-2-1-3 ベント管の強度計算書 

Ⅵ-3-3-7-2-1-4 ベント管の基本板厚計算書 
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別紙 容器の強度計算書のフォーマット 
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Ⅵ-3-○-○-○ ○○○の強度計算書 



 

 

S2 補 Ⅵ-3-2-7別紙 R1 

 

2 

まえがき 

 

本計算書は，Ⅵ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計算の基本方針」及びⅥ-3-2-7「重大事故等クラス２

容器の強度計算方法」に基づいて計算を行う。 

評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び略語については，Ⅵ-3-2-1「強度計算方法の概要」に定義し

たものを使用する。 

 

・評価条件整理表 

機器名 

既設 

or 

新設 

施設時の 

技術基準 

に対象と 

する施設 

の規定が 

あるか 

クラスアップするか 条件アップするか 
既工認に 

おける 

評価結果 

の有無 

施設時の 

適用規格 
評価区分 

同等性 

評価 

区分 

評価 

クラス 
クラス 

アップ 

の有無 

施設時 

機器 

クラス 

ＤＢ 

クラス 

ＳＡ 

クラス 

条件 

アップ

の有無 

ＤＢ条件 ＳＡ条件 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 
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1. 計算条件 

1.1 計算部位 

概要図に強度計算箇所を示す。 

 

図中の番号は次頁以降の 

計算項目番号を示す。 

図1－1 概要図 

 

1.2 設計条件 

最高使用圧力(MPa) ＊＊＊＊ 

最高使用温度(℃) ＊＊＊ 

 

2.2(1) 

2.6(2) 

2.4(2) 

2.1(1) 2.5(1) 

) 

2.4(4) 

2.6(1) 

2.4(1) 

2.4(9) 

2.4(5) 
2.2(1) 2.5(2) 

) 

2.4(6) 

2.4(8) 

2.3(1) 

2.6(4) 

2.4(7) 

2.4(3) 

2.6(3) 
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2. 強度計算 

2.1 容器の胴の厚さの計算 

   設計・建設規格 PVC-3120 

 

胴板名称 (1) 胴板 

材料 SUS316L 

最高使用圧力       Ｐ (MPa)  

最高使用温度 (℃)  

胴の内径         Ｄｉ (mm)  

許容引張応力       Ｓ (MPa) 107 

継手効率         η  1.00 

継手の種類  突合せ両側溶接 

放射線検査の有無  有り 

必要厚さ         ｔ１ (mm)  

必要厚さ         ｔ２ (mm)  

ｔ１，ｔ２の大きい値     ｔ (mm)  

呼び厚さ         ｔｓｏ (mm)  

最小厚さ         ｔｓ (mm)  

評価：ｔｓ≧ｔ，よって十分である。 
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2.2 容器の鏡板の厚さの計算 

(イ) 設計・建設規格 PVC-3210 

鏡板の形状 

鏡板名称 (1) 鏡板 

鏡板の外径            Ｄｏｃ (mm) 2240.00 

鏡板の中央部における内面の半径 Ｒ (mm) 2200.00 

鏡板のすみの丸みの内半径    ｒ (mm) 220.00 

3・ｔｃｏ (mm) 60.00 

0.06・Ｄｏｃ (mm) 134.40 

評価：Ｄｏｃ≧Ｒ，ｒ≧3・ｔｃｏ，ｒ≧0.06・Ｄｏｃ，ｒ≧50mm，よってさら形鏡板である。 

 

(ロ) 設計・建設規格 PVC-3220 

鏡板の厚さ 

鏡板名称 (1) 鏡板 

材料 SUS316L 

最高使用圧力        Ｐ (MPa)  

最高使用温度 (℃)  

胴の内径          Ｄｉ (mm)  

さら形鏡板の形状による係数 Ｗ   

許容引張応力        Ｓ (MPa) 107 

継手効率          η  1.00 

継手の種類  継手無し 

放射線検査の有無  ― 

必要厚さ          ｔ１ (mm)  

必要厚さ          ｔ２ (mm)  

ｔ１，ｔ２の大きい値      ｔ (mm)  

呼び厚さ          ｔｃｏ (mm)  

最小厚さ          ｔｃ (mm)  

評価：ｔｃ≧ｔ，よって十分である。 
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2.3 容器の平板の厚さの計算 

(イ) 設計・建設規格 PVC-3310 

取付け方法及び穴の有無 

平板名称 (1) マンホール平板 

平板の取付け方法 （ｉ） 

平板の穴の有無 無し 

溶接部の寸法        ｔｗ１ (mm)  

溶接部の寸法        ｔｗ２ (mm)  

胴又は管の計算上必要な厚さ ｔｓｒ (mm)  

胴又は管の最小厚さ     ｔｓ (mm)  

ｔｗ１＋ｔｗ２ (mm)  

2・ｔｓ (mm)  

1.25・ｔｓｒ (mm)  

評価：ｔｗ１＋ｔｗ２≧2･ｔｓ，ｔｗ１≧ｔｓ，ｔｓ≧1.25･ｔｓｒ，よって十分である。 

 

(イ) 告示第５０１号第34条第1項 

取付け方法及び穴の有無 

平板名称 (1) マンホール平板 

平板の取付け方法 （ｉ） 

平板の穴の有無 無し 

溶接部の寸法        ｔｉ (mm)  

胴又は管の計算上必要な厚さ ｔｓｒ (mm)  

胴又は管の最小厚さ     ｔｓ (mm)  

2・ｔｓｒ (mm)  

1.25・ｔｓ (mm)  

評価：ｔｉ≧2･ｔｓｒ，ｔｉ≧1.25･ｔｓ，よって十分である。 
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(ロ) 設計・建設規格 PVC-3310（告示第５０１号第34条第1項） 

平板の厚さ 

平板名称 (1) マンホール平板 

材料 SUSF316L（厚さ130mm未満） 

最高使用圧力        Ｐ (MPa)  

最高使用温度 (℃)  

許容引張応力        Ｓ (MPa) 107 

取付け方法による係数    Ｋ  

平板の径          ｄ (mm)  

必要厚さ          ｔ (mm)  

呼び厚さ          ｔｐｏ (mm)  

最小厚さ          ｔｐ (mm)  

評価：ｔＰ≧ｔ，よって十分である。 
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2.4 容器の管台の厚さの計算 

設計・建設規格 PVC-3610 

 

管台名称 (1) ○○○入口 

材料 SUS316LTP-S 

最高使用圧力        Ｐ (MPa)  

最高使用温度 (℃)  

管台の外径         Ｄо (mm)  

許容引張応力        Ｓ (MPa) 107 

継手効率          η  1.00 

継手の種類 継手無し 

放射線検査の有無 ― 

必要厚さ          ｔ１ (mm)  

必要厚さ          ｔ３ (mm)  

ｔ１，ｔ３の大きい値     ｔ (mm)  

呼び厚さ          ｔｎｏ (mm)  

最小厚さ          ｔｎ (mm)  

評価：ｔｎ≧ｔ，よって十分である。 
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2.5 容器の補強を要しない穴の最大径の計算 

設計・建設規格 PVC-3150(2) 

 

胴板名称 (1) 胴板 

材料 SUS316L 

最高使用圧力        Ｐ (MPa)  

最高使用温度 (℃)  

胴の外径          Ｄ (mm)  

許容引張応力        Ｓ (MPa) 107 

胴板の最小厚さ       ｔｓ (mm)  

継手効率          η   1.00 

継手の種類  継手無し 

放射線検査の有無  ― 

ｄｒ１＝（Ｄ－２・ｔｓ）／4 (mm)  

61，ｄｒ１の小さい値 (mm) 61.00 

Ｋ   

Ｄ・ｔｓ (mm2)  

200，ｄｒ２の小さい値 (mm) 200.00 

補強を要しない穴の最大径 (mm) 200.00 

評価：補強の計算を要する穴の名称 ○○○入口(3.6(1)) 

○○○出口(3.6(2)) 

○○○出口(3.6(3)) 

マンホール(3.6(4)) 
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 容器の補強を要しない穴の最大径の計算 

設計・建設規格 PVC-3230(2) 

 

鏡板名称 (2) 鏡板 

材料 SUS316L 

最高使用圧力        Ｐ (MPa)  

最高使用温度 (℃)  

鏡板のフランジ部の外径   Ｄ (mm)  

許容引張応力        Ｓ (MPa) 107 

鏡板の最小厚さ       ｔｃ (mm)  

継手効率          η   1.00 

継手の種類  継手無し 

放射線検査の有無  ― 

ｄｒ１＝（Ｄ－２・ｔｃ）／4 (mm)  

61，ｄｒ１の小さい値 (mm) 61.00 

Ｋ   

Ｄ・ｔｃ (mm2)  

200，ｄｒ２の小さい値 (mm)  

補強を要しない穴の最大径 (mm)  

評価：補強の計算を要する穴の名称 無し 
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2.6 容器の穴の補強計算 

設計・建設規格 PVC-3160 

参照附図 ＷＥＬＤ－１１ 

部材名称 (1) ○○○入口 

胴板材料 SUS316L 

管台材料 SUS316LTP-S 

強め板材料 SUS316L 

最高使用圧力       Ｐ (MPa)  

最高使用温度 (℃)  

胴板の許容引張応力    Ｓｓ (MPa) 107 

管台の許容引張応力    Ｓｎ (MPa) 107 

強め板の許容引張応力   Ｓｅ (MPa) 107 

穴の径          ｄ (mm)  

管台が取り付く穴の径   ｄｗ (mm)  

胴板の最小厚さ      ｔｓ (mm)  

管台の最小厚さ      ｔｎ (mm)  

胴板の継手効率      η  1.00 

係数           Ｆ  1.00 

胴の内径         Ｄｉ (mm)  

胴板の計算上必要な厚さ  ｔｓｒ (mm)  

管台の計算上必要な厚さ  ｔｎｒ (mm)  

穴の補強に必要な面積   Ａｒ (mm2)  

補強の有効範囲      Ｘ１ (mm)  

補強の有効範囲      Ｘ２ (mm)  

補強の有効範囲      Ｘ (mm)  

補強の有効範囲      Ｙ１ (mm)  

補強の有効範囲      Ｙ２ (mm)  

強め板の最小厚さ     ｔｅ (mm)  

強め板の外径       Ｂｅ (mm)  

管台の外径        Ｄｏｎ (mm)  

溶接寸法         Ｌ１ (mm)  

溶接寸法         Ｌ２ (mm)  

溶接寸法         Ｌ３ (mm)  

胴板の有効補強面積    Ａ１ (mm2)  

管台の有効補強面積    Ａ２ (mm2)  

すみ肉溶接部の有効補強面積Ａ３ (mm2)  
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部材名称 (1) ○○○入口 

強め板の有効補強面積    Ａ４ (mm2)  

補強に有効な総面積積    Ａ０ (mm2)  

評価：Ａ０＞Ａｒ，よって十分である。 

  

大きい穴の補強  

補強を要する穴の限界径   ｄｊ (mm)  

評価：ｄ≦ｄｊ，よって大きい穴の補強計算は必要ない。 

溶接部にかかる荷重     Ｗ１ (N)  

溶接部にかかる荷重     Ｗ２ (N)  

溶接部の負うべき荷重    Ｗ (N)  

すみ肉溶接の許容せん断応力 Ｓｗ１ (MPa)  

突合せ溶接の許容せん断応力 Ｓｗ２ (MPa)  

突合せ溶接の許容引張応力  Ｓｗ３ (MPa)  

管台壁の許容せん断応力   Ｓｗ４ (MPa)  

応力除去の有無  

すみ肉溶接の許容せん断応力係数 Ｆ１  

突合せ溶接の許容せん断応力係数 Ｆ２  

突合せ溶接の許容引張応力係数  Ｆ３  

管台壁の許容せん断応力係数   Ｆ４  

すみ肉溶接部のせん断力  Ｗｅ１ (N)  

すみ肉溶接部のせん断力  Ｗｅ２ (N)  

すみ肉溶接部のせん断力  Ｗｅ３ (N)  

突合せ溶接部のせん断力  Ｗｅ４ (N)  

突合せ溶接部の引張力   Ｗｅ８ (N)  

突合せ溶接部の引張力   Ｗｅ９ (N)  

管台のせん断力      Ｗｅ１０ (N)  

予想される破断箇所の強さ Ｗｅｂｐ1 (N)  

予想される破断箇所の強さ Ｗｅｂｐ２ (N)  

予想される破断箇所の強さ Ｗｅｂｐ３ (N)  

予想される破断箇所の強さ Ｗｅｂｐ４ (N)  

予想される破断箇所の強さ Ｗｅｂｐ５ (N)  

評価：Ｗｅｂｐ1≧Ｗ，Ｗｅｂｐ２≧Ｗ，Ｗｅｂｐ３≧Ｗ，Ｗｅｂｐ４≧Ｗ，Ｗｅｂｐ５≧Ｗ 

以上より十分である。 
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2.7 設計・建設規格における材料の規定によらない場合の評価 

   胴側胴板（使用材料規格：ＪＩＳ Ｇ ○○○○ △△△△）の評価結果 

   （比較材料：ＪＩＳ Ｇ ○○○○ △△△△） 

   ○○○に使用している○○○は，材料の許容引張応力が設計・建設規格に記載されていない 

  ことから，材料の許容引張応力が設計・建設規格に記載されている材料と機械的強度及び化学

成分を比較し，同等であることを示す。 

 

(1) 機械的強度 

 引張強さ 降伏点又は耐力 比較結果 

使用材料 370N/mm2以上 215N/mm2以上 
引張強さ及び降伏点は同等である。 

比較材料 370N/mm2以上 215N/mm2以上 

 

(2) 化学的成分 

 化学成分(％) 

C Si Mn P S Cu Ni Cr Mo V 

使用 

材料 

0.25 

以下 

0.35 

以下 

0.30 

～ 

0.90 

0.040 

以下 

0.040 

以下 
― ― ― ― ― 

比較 

材料 

0.25 

以下 

0.10 

～ 

0.35 

0.30 

～ 

0.90 

0.035 

以下 

0.035 

以下 
― ― ― ― ― 

比較 

結果 

Si，P，Sの成分規定に差異があるが，以下により，本設備の環境下での使用は問題ない

と考える。 

Si：一般的に機械的強度に影響を与える成分であるが，(1)の評価結果からも機械的強

度は同等以上であること。 

P ：じん性に影響を与える成分であるが，設計・建設規格クラス２の規定でも破壊じん

性試験が要求されない範囲であること。 

S ：じん性に影響を与える成分であるが，設計・建設規格クラス２の規定でも破壊じん

性試験が要求されない範囲であること。 

 

(3) 評価結果 

(1)，(2)の評価により，機械的強度，化学成分，いずれにおいても比較材料と同等であ

ることを確認したため，本設備において，△△△△を重大事故等クラス２材料として使用

することに問題ないと考える。 

(材料記号を記載) 

設計・建設規格における材料の規定によらない場合の評価の評価結果例 

(材料記号を記載) 
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Ⅵ-3-2-8 重大事故等クラス２ポンプの強度計算方法 
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1. 一般事項 

1.1 概要 

本書は，Ⅵ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計算

の基本方針」に基づき，重大事故等クラス２ポンプが十分な強度を有することを確認するため

の方法を説明するものである。 

 

1.2 適用規格及び基準との適合性 

(1) 強度計算は，昭和 55 年通商産業省告示第５０１号「発電用原子力設備に関する構造等の技

術基準」（以下「告示第５０１号」という。）又は発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005

年版（2007 年追補版含む。））ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１-2005/2007）（日本機械学会 2007 年 9

月）（以下「設計・建設規格」という。）により行う。なお，設計基準対象施設のクラス３ポ

ンプで重大事故等対処設備兼用となるポンプのうち，設計・建設規格のクラス２ポンプに規

定がないものについては，クラス３ポンプの規定を準用する。 

（例） 軸垂直割りケーシングをもった 1段あるいは多段の立型ポンプ 

告示第５０１号と設計・建設規格の比較に基づく，告示第５０１号各条項又は設計・建設

規格各規格番号と強度計算書との対応は，表 1－1に示すとおりである。 

(2) 告示第５０１号又は設計・建設規格に計算式の規定がないものについては，他の規格及び

基準を適用して行う。 

日本産業規格（以下「ＪＩＳ」という。）と強度計算書との対応は，表1－2に示すとおりで

ある。 

(3) 強度計算書で計算するもの以外のフランジは，以下に掲げる規格（材料に係る部分を除く。）

又は設計・建設規格 別表 2に掲げるものを使用する。（設計・建設規格 PMC-3710） 

a. ＪＩＳ Ｂ ２２３８（1996）「鋼製管フランジ通則」 
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表1－1 告示第５０１号各条項又は設計・建設規格各規格番号と強度計算書との対応 

告示第５０１号 

条項 

設計・建設規格 

規格番号 

強度計算書の計算式 

（章節番号） 
備    考 

（重大事故等クラス

２ポンプ） 

PMC-3110 

 

PMC-3320 

 

PMC-3330 

 

 

第77条第7項 

PMC-3340 

 

PMC-3350 

 

 

第77条第5項 

PMC-3410 

 

第77条第6項 

PMC-3510 

 

PMC-3610 

 

 

PMC-3710 

 

 

2.1 

 

3.2 

 

3.3 

 

 

3.4 

 

 

3.5 

 

 

3.6 

 

 

3.7 

 

 

3.8 

 

 

3.9 

 

 

ポンプの形式判別 

 

うず巻ポンプ又はターボポンプのケーシングの厚さ 

 

うず巻ポンプ又はターボポンプのケーシングの吸込

み及び吐出口部分の厚さ 

 

ケーシング各部形状の規定 

 

 

往復ポンプのリキッドシリンダー及びマニホールド

に関するものの厚さ 

 

うず巻ポンプ，ターボポンプ又は往復ポンプの 

ケーシングカバーの厚さ 

 

ボルトの平均引張応力 

 

 

耐圧部分等のうち管台に係るもの（ケーシングの 

吸込口部分及び吐出口部分を除く。）の厚さ 

 

吸込み及び吐出フランジ 
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表1－2 ＪＩＳと強度計算書との対応 

ＪＩＳ 
強度計算書の 

計算式 

（章節番号） 

備         考 

No. 項 

ＪＩＳ Ｂ ８２４３（1981） 

「圧力容器の構造」附属書2「フランジの応

力計算方法」 

ＪＩＳ Ｂ ８２６５（2003）＊ 

「圧力容器の構造－一般事項」附属書3（規

定）「圧力容器のボルト締めフランジ」 

 

 

 

3 

4 

 

3.7 ボルトの平均引張応力 

3.9 吸込み及び吐出フランジ＊ 

注記＊：設計・建設規格 PMC-3710によりＪＩＳ Ｂ ８２６５（2003）「圧力容器の構造－一般

事項」（以下「ＪＩＳ Ｂ ８２６５」という。）の附属書3（規定）「圧力容器のボルト締

めフランジ」を用いて計算を行う。 

 

1.3 強度計算書の構成とその見方 

(1) 強度計算書は，本書と各ポンプの強度計算書からなる。 

(2) 各ポンプの強度計算書では，記号の説明及び計算式を省略しているので，本書によるもの

とする。 
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1.4 計算精度と数値の丸め方 

計算の精度は，6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は，表1－3に示すとおりとする。 

 

表1－3 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

最高使用圧力 MPa ― ― 小数点以下第2位 

最高使用温度 ℃ ― ― 整数位 

許容応力
＊1
 MPa 小数点以下第1位 切捨て 整数位 

算出応力 MPa 小数点以下第1位 切上げ 整数位 

 下記以外の長さ mm 小数点以下第2位 四捨五入 小数点以下第1位 

長 計算上必要な厚さ mm 小数点以下第2位 切上げ 小数点以下第1位 

さ 最小厚さ mm 小数点以下第2位 切捨て 小数点以下第1位 

 ボルト谷径 mm ― ― 小数点以下第3位 

面積 mm2 有効数字5桁目 四捨五入 有効数字4桁＊2 

力 N 有効数字5桁目 四捨五入 有効数字4桁＊2 

注記＊1：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における許容引張応力は，比例

法により補間した値の小数点以下第1位を切り捨て，整数位までの値とする。また，告示

第５０１号別表に記載された許容引張応力は，各温度の値をSI単位に換算し，SI単位に

換算した値の小数点以下第1位を四捨五入して，整数位までの値とする。その後，設計・

建設規格と同様の換算と桁処理を行う。 

＊2：絶対値が1000以上のときは，べき数表示とする。 
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1.5 材料の表示方法 

材料は次に従い表示するものとする。 

(1) 設計・建設規格に定める材料記号を原則とする。 

設計・建設規格に記載されていないが設計・建設規格に相当材が記載されている場合は，

次のように表示する。 

 相当材記号 相当（当該材記号） 

（例1）     SM400A 相当（SMA400AP） 

（例2）     SCS14  相当（ASME SA351 Gr.CF8M） 

(2) 使用する厚さ又は径等によって許容引張応力が異なる場合，材料記号の後に該当する厚さ

又は径等の範囲を付記して表示する。 

（例） SNB7（径≦63mm） 

(3) ガスケット材料で非石綿の場合の表示は以下とする。 

（例） 非石綿ジョイントシート 

渦巻形金属ガスケット（非石綿）（ステンレス鋼） 

平形金属被覆ガスケット（非石綿板）（ステンレス鋼） 

なお，この場合のガスケット係数ｍ及びガスケットの最小設計締付圧力ｙは，ＪＩＳ 

Ｂ ８２６５ 附属書3 表2 備考3より，ガスケットメーカ推奨値を適用する。 
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2. 計算条件 

2.1 ポンプの形式判別 

ポンプの形式が，設計・建設規格 PMC-3110 に掲げるもののうち，いずれかの形式に該当

するかを判別する。 

(1) うず巻ポンプであって，ケーシングが軸垂直割り又は軸平行割りであるもの 

(2) ターボポンプであって，ケーシングが軸垂直割りで軸対称であるもの又は軸平行割りであ

るもの 

(3) 往復ポンプ 

上記(1)及び(2)に掲げるポンプについては，設計・建設規格 PMC-3320 から PMC-3340 及

び PMC-3400 から PMC-3700，(3)に掲げるポンプについては設計・建設規格 PMC-3350 から

PMC-3700 の規定に従って計算を行う。 

 

2.2 計算部位 

設計・建設規格 PMC-3000において強度計算の対象となる部位を略図を用いて明らかにする。 

 

2.3 設計条件 

ポンプの強度計算は，最高使用圧力及び最高使用温度に対して行う。 

耐圧部（吸込口及び吐出口を除く。）の厚さを求める計算において，使用する最高使用圧力は，

以下の(1)又は(2)による。 

(1) 最高使用圧力がポンプの吐出側，吸込側で同一の場合は，その最高使用圧力を使用する。 

(2) 最高使用圧力がポンプの吐出側，吸込側で相違している場合は，以下の条件のうちいずれ

かにする。 

   a. ケーシングの耐圧部（吸込口及び吐出口を除く。）を吸込側，吐出側に分けそれぞれの

最高使用圧力を使用する。 

（分けない場合は，吐出側のみの最高使用圧力を使用する。） 

   b. ピットバレル型（軸垂直割り軸対称ケーシング）ポンプの場合は，吸込側の最高使用圧

力のみを使用する。（ただし，一部管台の計算においては，吐出側の最高使用圧力を使用

する。） 
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3. 重大事故等クラス２ポンプのうちクラス２ポンプの規定に基づく評価 

3.1 共通記号 

重大事故等クラス２ポンプの強度計算において，特定の計算に限定せず，一般的に使用する

共通記号を以下に示す。 

告示第５０１号 

又は 

設計・建設規格 

の記号 

強度計算書の 

表示 
表 示 内 容 単 位 

Ｐ Ｐ 最高使用圧力 MPa 

Ｓ Ｓ 最高使用温度における告示第５０１号別表第6又

は設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5

に規定する材料の許容引張応力 

MPa 

ｔ ｔ ケーシングの計算上必要な厚さ mm 

 ｔｓ 最小厚さ mm 

 ｔｓｏ 呼び厚さ mm 

η η 長手継手の効率で，設計・建設規格 PVC-3130

を適用する。 

― 
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3.2 うず巻ポンプ又はターボポンプのケーシングの厚さ 

重大事故等クラス２ポンプにおけるうず巻ポンプ又はターボポンプのケーシング厚さは，

設計・建設規格 PMC-3320を適用する。 

 

(1) 記号の説明 

設計・建設規格 

の記号 

強度計算書の 

表示 
表 示 内 容 単 位 

Ａ Ａ 図3－1～2（設計・建設規格 図PMC-3320-1，5）

に示す寸法 

mm 

 

(2) 算式 

2・Ｓ

Ｐ・Ａ
＝t  

ただし，片吸込み 1重うず巻ポンプについては， 

     
Ｓ

Ｐ・Ａ
＝t  

 

(3) 評価 

最小厚さ（ｔｓ）≧計算上必要な厚さ（ｔ）ならば十分である。 

 

      

 

 

 

 

図3－1 1重うず巻ポンプの例      図3－2 ターボポンプの例 

（設計・建設規格           （設計・建設規格 

図 PMC-3320-1）                       図 PMC-3320-5） 
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3.3 うず巻ポンプ又はターボポンプのケーシングの吸込み及び吐出口部分の厚さ 

重大事故等クラス２ポンプにおけるうず巻ポンプ又はターボポンプのケーシングの吸込み及

び吐出口部分の厚さは，設計・建設規格 PMC-3330を適用する。 

 

(1) 記号の説明 

設計・建設規格 

の記号 

強度計算書の 

表示 
表 示 内 容 単 位 

  図3－3（設計・建設規格 図PMC-3330-1）に示す

範囲 

mm 

ｒｉ ｒｉ 吸込口部分又は吐出口部分の内半径 mm 

ｒｍ 

 

ｒｍ 

 

ｔ 

ｔｏ 

次式により計算した値 

＋0.5・ｔ＝ｒｒ ｉｍ  

の範囲の最小厚さ 

の範囲の呼び厚さ 

mm 

 

mm 

mm 

 

(2) 算式 

・ｔｒ・0.5＝ ｍ  

ただし， ＋0.5・ｔ＝ｒｒ ｉｍ  

(3) 評価 

の範囲の最小厚さ（ｔ）≧計算上必要な厚さ（ｔ）＊ならば十分である。 

注記＊：ピットバレル型ポンプの吐出口部分については，吐出口の内径と吐出側の最高使

用圧力を用いて求めた必要厚さと，ケーシング内径と吸込側の最高使用圧力を用

いて求めた必要厚さの大きい値とする。 

 

 

 

図3－3 吸込み及び吐出口部分の厚さの規定範囲の例 

（設計・建設規格 図 PMC-3330-1） 
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3.4 ケーシング各部形状の規定 

3.4.1 うず巻ポンプであって，ケーシングが軸垂直割り又は軸平行割りの形状の規定 

2.1 項の(1)に掲げるポンプの形状は，告示第５０１号第 77 条第 7 項第 1 号から第 6 号

又は，設計・建設規格 PMC-3340(1)から(7)によるものとする。 

(1) 記号の説明 

告示第５０１号 

又は 

設計・建設規格 

の記号 

強度計算書

の表示 
表 示 内 容 単 位 

 ｒ１ 図3－4(a)（設計・建設規格 図PMC-3340-1(a)）に示

す分流壁の両端の丸みの計算上必要な半径 

mm 

 ｒ１ｓ 図3－4(a)（設計・建設規格 図PMC-3340-1(a)）に示

す分流壁の両端の丸みの最小半径 

mm 

 ｒ１ｓｏ 図3－4(a)（設計・建設規格 図PMC-3340-1(a)）に示

す分流壁の両端の丸みの呼び半径 

mm 

 ｒ２ 図3－4(a)（告示第５０１号第77条第7項図1又は設計・

建設規格 図PMC-3340-1(a)）に示す分流壁がケーシン

グ壁面に交わる部分のすみの丸みの計算上必要な半径 

mm 

 ｒ２ｓ 図3－4(a)（告示第５０１号第77条第7項図1又は設計・

建設規格 図PMC-3340-1(a)）に示す分流壁がケーシン

グ壁面に交わる部分のすみの丸みの最小半径 

mm 

 ｒ２ｓｏ 図3－4(a)（告示第５０１号第77条第7項図1又は設計・

建設規格 図PMC-3340-1(a)）に示す分流壁がケーシン

グ壁面に交わる部分のすみの丸みの呼び半径 

mm 

 ｒ３ 図3－4(b)（設計・建設規格 図PMC-3340-1(b)）に示

すボリュート巻始めの丸みの計算上必要な半径 

mm 

 ｒ３ｓ 図3－4(b)（設計・建設規格 図PMC-3340-1(b)）に示

すボリュート巻始めの丸みの最小半径 

mm 

 ｒ３ｓｏ 図3－4(b)（設計・建設規格 図PMC-3340-1(b)）に示

すボリュート巻始めの丸みの呼び半径 

mm 

 ｒ４ 図3－4(b)（設計・建設規格 図PMC-3340-1(b)）に示

すクロッチの丸みの計算上必要な半径 

mm 

 ｒ４ｓ 図3－4(b)（設計・建設規格 図PMC-3340-1(b)）に示

すクロッチの丸みの最小半径 

mm 

 ｒ４ｓｏ 図3－4(b)（設計・建設規格 図PMC-3340-1(b)）に示

すクロッチの丸みの呼び半径 

mm 
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告示第５０１号

又は 

設計・建設規格 

の記号 

強度計算書

の表示 
表 示 内 容 単 位 

 ｒ５ 図3－4(b)（告示第５０１号第77条第7項図2又は設計・

建設規格 図PMC-3340-1(b)）に示すボリュート巻始め

とケーシング壁面の交わる部分のすみの丸みの計算上

必要な半径 

mm 

 ｒ５ｓ 図3－4(b)（告示第５０１号第77条第7項図2又は設計・

建設規格 図PMC-3340-1(b)）に示すボリュート巻始め

とケーシング壁面の交わる部分のすみの丸みの最小半

径 

mm 

 ｒ５ｓｏ 図3－4(b)（告示第５０１号第77条第7項図2又は設計・

建設規格 図PMC-3340-1(b)）に示すボリュート巻始め

とケーシング壁面の交わる部分のすみの丸みの呼び半

径 

mm 

 ｔ１ 

 

図3－4(a)（設計・建設規格 図PMC-3340-1(a)）に示

す分流壁の点Ｂから点Ｃまでの範囲の計算上必要な厚

さ 

mm 

 ｔ１ｓ 

 

図3－4(a)（設計・建設規格 図PMC-3340-1(a)）に示

す分流壁の点Ｂから点Ｃまでの範囲の最小厚さ 

mm 

 ｔ１ｓｏ 

 

図3－4(a)（設計・建設規格 図PMC-3340-1(a)）に示

す分流壁の点Ｂから点Ｃまでの範囲の呼び厚さ 

mm 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3－4 うず巻ポンプのケーシング各部形状  

（告示第５０１号第77条第7項図1，図2又は設計・建設規格 図PMC-3340-1） 

Ｘ～Ｘ断面 

点Ｂ 

点Ｃ 

135 °以上 

Ｘ 

Ｘ 

分流壁の両端の丸みの半径 

分流壁がケーシング

の壁面に交わる部分

のすみの丸みの半径 

Ｘ Ｘ 

Ｘ～Ｘ断面 

ボリュート 

巻始めの 

丸みの半径 
クロッチの丸みの半径 

ボリュート巻始めとケー

シング壁面の交わる部分

のすみの丸みの半径 

（b） （a） 

ｒ１ 

ｔ 

 

ｔ 

r5 

ｔ１ 

ｒ１ 
ｒ２ ｒ２ 

ｒ４ 

ｒ３ 

ｒ５ 


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(2) 算式 

a. ｔ１＝0.7・ｔ 

b. ｒ１＝0.05・ｔ 

c. ｒ２＝0.1・ｔ又は 7mm のうちいずれか大きい値 

（告示第５０１号の場合） 

d. ｒ３＝0.05・ｔ 

e. ｒ４＝0.3・ｔ 

f. ｒ５＝0.1・ｔ又は 7mm のうちいずれか大きい値 

（告示第５０１号の場合） 

 

(3) 評価 

a. 最小厚さ（ｔ１ｓ）≧計算上必要な厚さ（ｔ１）ならば十分である。 

b. 最小半径（ｒ１ｓ）≧計算上必要な半径（ｒ１）ならば十分である。 

c. 最小半径（ｒ２ｓ）≧計算上必要な半径（ｒ２）ならば十分である。 

d. 最小半径（ｒ３ｓ）≧計算上必要な半径（ｒ３）ならば十分である。 

e. 最小半径（ｒ４ｓ）≧計算上必要な半径（ｒ４）ならば十分である。 

f. 最小半径（ｒ５ｓ）≧計算上必要な半径（ｒ５）ならば十分である。 

 

図 3－4(a)型 

図 3－4(b)型 
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3.4.2 横軸であって軸垂直割り軸対称ケーシングをもつ多段のターボポンプのケーシングのボ

ルト穴の規定 

重大事故等クラス２ポンプにおける2.1項の(2)に掲げるポンプのうち，横軸であって軸

垂直割り軸対称ケーシングをもつ多段ポンプのケーシングのボルト穴は，設計・建設規格 

PMC-3340(8)，(9)を適用する。 

 

(1) 記号の説明 

 

設計・建設規格 

の記号 

強度計算書の 

表示 
表 示 内 容 単 位 

 ａ 図3－5(a)（設計・建設規格 図PMC-3340-3(a)）

に示すケーシングボルト中心円上の隣り合うボル

ト穴の中心間の弧の計算上必要な長さ 

mm 

 ａｓ 図3－5(a)（設計・建設規格 図PMC-3340-3(a)）

に示すケーシングボルト中心円上の隣り合うボル

ト穴の中心間の弧の最小長さ 

mm 

 ａｓｏ 図3－5(a)（設計・建設規格 図PMC-3340-3(a)）

に示すケーシングボルト中心円上の隣り合うボル

ト穴の中心間の弧の呼び長さ 

mm 

Ｘ Ｘ 図3－5(b)（設計・建設規格 図PMC-3340-3(b)）

に示すケーシングボルト穴と吐出ノズル内面との

間の計算上必要な距離 

mm 

 Ｘｓ 図3－5(b)（設計・建設規格 図PMC-3340-3(b)）

に示すケーシングボルト穴と吐出ノズル内面との

間の最小距離 

mm 

 Ｘｓｏ 図3－5(b)（設計・建設規格 図PMC-3340-3(b)）

に示すケーシングボルト穴と吐出ノズル内面との

間の呼び距離 

mm 

ｄ ｄｂｍ ケーシングボルトの呼び径 mm 



 

 14 

S2
 補

 Ⅵ
-3
-2
-8
 R

1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) (b) 

 

図3－5 横軸であって軸垂直割り軸対称ケーシングをもつ多段の 

ターボポンプのケーシングのボルト穴回りの形状 

（設計・建設規格 図 PMC-3340-3） 

 

(2) 算式 

a. ａ＝2・ｄｂｍ 

b. Ｘ＝ｔ又は 0.5・ｄｂｍ のうちいずれか大きい値 

(3) 評価 

a. 最小長さ（ａｓ）≧計算上必要な長さ（ａ）ならば十分である。 

b. 最小距離（Ｘｓ）≧計算上必要な距離（Ｘ）ならば十分である。 

 

ケーシング Ａ視 
ケーシングノズル取出し部 Ｂ視 
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3.5 往復ポンプのリキッドシリンダー及びマニホールドに関するものの厚さ 

重大事故等クラス２ポンプにおける往復ポンプのリキッドシリンダー及びマニホールドに関

するものの厚さは，設計・建設規格 PMC-3350 を適用する。 

 

(1) 記号の説明 

設計・建設規格 

の記号 

強度計算書の 

表示 
表 示 内 容 単 位 

Ｄｉ Ｄｉ リキッドシリンダー又はマニホールドの内径 mm 

Ｒｉ Ｒｉ リキッドシリンダー又はマニホールドの内半径 mm 

Ｚ Ｚ 次式により計算された値 

Ｓ・η－Ｐ

＋ＰＳ・η
Ｚ＝  

― 

 継手の種類 

継手有り 

継手無し 

 

同 左 

同 左 

 

― 

― 

 

(2) 算式 

厚さが内半径の2分の1以下のもの 

－1.2・Ｐ2・Ｓ・

Ｐ・Ｄ
ｔ＝

η
ｉ

 

厚さが内半径の2分の1を超えるもの 

－1)Ｚ(・ｔ＝Ｒｉ  

ただし，
Ｓ・η－Ｐ

Ｓ・η＋Ｐ
Ｚ＝  

(3) 評価 

最小厚さ（ｔｓ）≧計算上必要な厚さ（ｔ）ならば十分である。 
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3.6 うず巻ポンプ，ターボポンプ又は往復ポンプのケーシングカバーの厚さ 

3.6.1 うず巻ポンプ又はターボポンプのケーシングカバー（軸封部を除く。）の厚さ 

重大事故等クラス２ポンプにおけるうず巻ポンプ又はターボポンプのケーシングカバー

（軸封部を除く。）の厚さは，告示第５０１号第77条第5項第1号又は設計・建設規格 

PMC-3410(1)を適用する。 

 

(1) 記号の説明 

告示第５０１号 

又は 

設計・建設規格 

の記号 

強度計算書の 

表示 
表 示 内 容 単 位 

ｄ ｄ 告示第５０１号第77条第5項第1号の表又は設計・

建設規格 表PMC-3410-1に示すケーシングカバー

の取付け方法に応じたケーシングカバーの径又は

最小内のり 

mm 

Ｋ Ｋ 告示第５０１号第77条第5項第1号の表又は設計・

建設規格 表PMC-3410-1に規定するケーシングカ

バーの取付け方法による係数 

― 

 

(2) 算式 

Ｓ

Ｋ・Ｐ
ｔ＝ｄ・  

(3) 評価 

最小厚さ（ｔｓ）≧計算上必要な厚さ（ｔ）ならば十分である。 



 

 17 

S2
 補

 Ⅵ
-3
-2
-8
 R

1 

3.6.2 往復ポンプのケーシングカバー（リキッドシリンダーカバー及びマニホールドカバー）

の厚さ 

重大事故等クラス２ポンプにおける往復ポンプのケーシングカバー（リキッドシリンダ

ーカバー及びマニホールドカバー）の厚さは，告示第５０１号第 77 条第 5項第 1号又は設

計・建設規格 PMC-3410(1)を適用する。 

 

(1) 記号の説明 

告示第５０１号 

又は 

設計・建設規格 

の記号 

強度計算書の 

表示 
表 示 内 容 単 位 

ｄ ｄ 告示第５０１号第77条第5項第1号の表又は設

計・建設規格 表PMC-3410-1に示すケーシング

カバー（リキッドシリンダーカバー又はマニホ

ールドカバー）の取付け方法に応じたケーシン

グカバー（リキッドシリンダーカバー又はマニ

ホールドカバー）の径又は最小内のり 

mm 

Ｆ Ｆ 全体のボルトに作用する力（セルフシールガス

ケットを用いる場合，Ｆはボルト等に加わる平

均引張応力の計算におけるＷと等しい。） 

N 

ｈｇ ｈｇ ボルト中心円直径とｄとの差の2分の1 mm 

Ｋ Ｋ 告示第５０１号第77条第5項第1号の表又は設

計・建設規格 表PMC-3410-1に規定するケーシ

ングカバー（リキッドシリンダーカバー又はマ

ニホールドカバー）の取付け方法による係数 

― 

Ｗ Ｗ パッキンの外径又はケーシングカバーの接触面

の外径内の面積に作用する全圧力 

MPa 

 

(2) 算式 

平板形の場合 

Ｓ

Ｋ・Ｐ
ｔ＝ｄ・  

(3) 評価 

最小厚さ（ｔｓ）≧計算上必要な厚さ（ｔ）ならば十分である。 
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3.7 ボルトの平均引張応力 

重大事故等クラス２ポンプのボルトの平均引張応力は，告示第５０１号第77条第6項又は設

計・建設規格 PMC-3510を適用し，以下の方法により求める。 

 

(1) 記号の説明 

告示第５０１号 

又は 

設計・建設規格 

の記号 

強度計算書の 

表示 
表 示 内 容 単 位 

Ａｂ Ａｂ ボルト1本当たりの最小軸断面積 
2

ｂｂ )・ｄ＝(π／Ａ 4  

mm
2
 

 ｂ ガスケット座の有効幅 mm 

 ｂｏ ガスケット座の基本幅（ＪＩＳ Ｂ ８２４３ 

附属書2 表1又はＪＩＳ Ｂ ８２６５附属書3 

表3による。） 

mm 

 ｄｂ ボルトのねじ部の谷の径と軸部の径の最小部の

いずれか小さい方の径 

mm 

 Ｄｇ セルフシールガスケットの外径 mm 

 Ｇ ガスケット反力円の直径 mm 

 Ｇｓ ガスケット接触面の外径 mm 

 Ｈ 圧力によってフランジに加わる全荷重 N 

 Ｈｐ 気密を十分に保つために，ガスケット又は継手接

触面に加える圧縮力 

N 

ｍ ｍ ガスケット係数（ＪＩＳ Ｂ ８２４３ 附属書

2 表2又はＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 表

2による。） 

― 

 Ｎ ガスケットの接触面の幅（ＪＩＳ Ｂ ８２４３ 

附属書2 表1又はＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書

3 表3による。） 

mm 

 ｎ ボルトの本数 ― 

 Ｓｂ 最高使用温度における告示第５０１号別表第8又

は設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表7

に規定する材料の許容引張応力 

MPa 

Ｗ Ｗ ボルトに作用する引張荷重 

（注：立形ポンプで評価対象ボルトに部品の自重

が掛かる場合はその自重を荷重として加

える。） 

N 
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告示第５０１号 

又は 

設計・建設規格 

の記号 

強度計算書の 

表示 
表 示 内 容 単 位 

Ｗｍ１ Ｗｍ１ 使用状態における必要な最小ボルト荷重 N 

Ｗｍ２ Ｗｍ２ ガスケット締付けに必要な最小ボルト荷重 N 

ｙ 

 

ｙ 

 

ガスケットの最小設計締付圧力 

（ＪＩＳ Ｂ ８２４３ 附属書2 表2又は 

ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 表2による。） 

N/mm
2 

 

 π 円周率 ― 

Ｓｂ σ 耐圧部分等のうちボルト等に係るものの最高使

用圧力又はガスケット締付時のボルト荷重と釣

り合う場合に生じる平均引張応力 

MPa 

 

(2) 算式 

    円形フランジをボルト等により締付ける場合 

ＪＩＳ Ｂ ８２４３ 附属書 2又は設計・建設規格 PVB-3121 の解説及びＪＩＳ Ｂ 

８２６５ 附属書 3の方法により計算する。 

ｂｎ・Ａ

Ｗ
＝σ  

ただし，Ｗは次式で計算されるＷｍ１，Ｗｍ２のいずれか大きい値とする。 

ｐｍ Ｈ＋Ｈ＝Ｗ １  

ここで， ・ＰＧ・
4

＝Ｈ 2π
 

・Ｐ＝2・π・ｂ・Ｇ・ｍＨｐ  

＝π・ｂ・Ｇ・ｙＷ ２ｍ  

6.35mm≦ｂｏ の場合 

ｏｂ＝ｂ  

－ＮＧ＝Ｇ ｓ  

6.35mmｂｏ＞ の場合 

ｏｂ2.52・＝ｂ  

－2・ｂＧ＝Ｇ ｓ  

なお，セルフシールガスケットを使用する場合は，次式を用いる。 

・Ｐ・Ｄ
4

＝Ｈ＝Ｗ 2
ｇｍ

π
１  

0＝Ｗ ２ｍ  

(3) 評価 

ボルトの平均引張応力（σ）≦許容引張応力（Ｓｂ）ならば十分である。 
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3.8 耐圧部分等のうち管台に係るもの（ケーシングの吸込口部分及び吐出口部分を除く。）の厚

さ 

重大事故等クラス２ポンプについては設計・建設規格 PMC-3610 を適用する。 

 

(1) 記号の説明 

設計・建設規格 

の記号 

強度計算書の 

表示 
表 示 内 容 単 位 

Ｄｏ Ｄｏ 管台の外径 mm 

 継手の種類 

継手有り 

継手無し 

 

同 左 

同 左 

 

― 

― 

 

(2) 算式 

＋0.8・Ｐ2・Ｓ・

Ｐ・Ｄ
＝ｔ

η
ｏ

 

(3) 評価 

最小厚さ（ｔｓ）≧計算上必要な厚さ（ｔ）ならば十分である。 

 

3.9 吸込み及び吐出フランジ 

重大事故等クラス２ポンプについては設計・建設規格 PMC-3710に規定されるフランジ（ＪＩ

Ｓ規格（材料に係る部分を除く。）又は，設計・建設規格 別表2のいずれか）を用いる。 

これ以外のフランジを用いる場合は，ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3により応力計算を行い，

必要な強度を有することを確認する。 
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4. 重大事故等クラス２ポンプのうちクラス２ポンプの規定によらない場合の評価 

4.1 立形ポンプの強度計算方法 

重大事故等クラス２ポンプのうち立形ポンプについては，設計・建設規格におけるクラス２

ポンプに評価式が規定されていないため，立形ポンプの強度評価については，以下に示す重大

事故等クラス２ポンプの評価手法として妥当性を確認した，設計・建設規格に規定されている

クラス３ポンプの評価式及び判断基準を用いた評価を実施する。 

4.1.1 軸垂直割りケーシングをもった 1段あるいは多段の立形ポンプの吐出エルボ，揚水管及

びボウルの厚み 

 

(1) 記号の説明 

設計・建設規格

の記号 

強度計算書

の表示 
表 示 内 容 単位 

Ｄｏ 

 

 

ｄ 

ｙ 

 

η 

Ｄｏ 

 

 

ｄ 

ｙ 

 

η 

図 4－1（設計・建設規格 図 PMD-3310-7）に示す吐

出エルボの外径寸法，揚水管の外径寸法又は個々の

ボウルの吸込側の最大外径寸法 

吐出エルボ，揚水管又はボウルの内径寸法 

0.4（Ｄｏ／ｔ≧6.0 の場合） 

ｄ／（ｄ＋Ｄｏ）（Ｄｏ／ｔ＜6.0 の場合） 

長手継手の効率で，設計・建設規格 PVD-3110 を適

用する。 

mm 

 

 

mm 

― 

 

― 

 

(2) 算式 

 

 

 

ｔ 
２・（Ｓ・η ＋Ｐ・ｙ）

 ＝
    Ｐ・Ｄｏ    
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(3) 評価 

最小厚さ（ｔｓ）≧計算上必要な厚さ（ｔ）ならば十分である。 

 

 

 

図 4－1 軸垂直割りケーシングをもった多段の立形ポンプの例 

（設計・建設規格 図 PMD-3310-7） 
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別紙 ポンプの強度計算書のフォーマット 
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Ⅵ-○-○-○-○ ○○○ポンプの強度計算書 

 



 

 

2
 

 

S2 補 Ⅵ-3-2-8 別紙 R1 

 

まえがき 

 

本計算書は，Ⅵ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計算の基本方針」及びⅥ-3-2-8「重大事故等クラス２

ポンプの強度計算方法」に基づいて計算を行う。 

評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び略語については，Ⅵ-3-2-1「強度計算方法の概要」に定義し

たものを使用する。 

 

・評価条件整理表 

機器名 
既設 
or 

新設 

施設時の 

技術基準 

に対象と 

する施設 

の規定が 

あるか 

クラスアップするか 条件アップするか 
既工認に 

おける 

評価結果 

の有無 

施設時の 

適用規格 
評価区分 

同等性 

評価 

区分 

評価 
クラス 

クラス 

アップ 
の有無 

施設時 

機器 
クラス 

ＤＢ 
クラス 

ＳＡ 
クラス 

条件 

アップ 
の有無 

ＤＢ条件 ＳＡ条件 

圧力 
(MPa) 

温度 
(℃) 

圧力 
(MPa) 

温度 
(℃) 
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1. 計算条件 

1.1 ポンプ形式 

ターボポンプであって，ケーシングが軸垂直割りで軸対称であるものに相当する。 

 

1.2 計算部位 

概要図に強度計算箇所を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 1－1 概要図 
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1.3 設計条件 

設計条件 

最高使用圧力(MPa)  

最高使用温度(℃)  

 

2. 強度計算 

2.1 ケーシングの厚さ 

設計・建設規格 PMC-3320 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価：ｔｓ≧ｔ，よって十分である。 

 

2.2 ケーシングの吸込み及び吐出口部分の厚さ 

設計・建設規格 PMC-3330                      （単位：mm） 

 

評価： ｔ ≧ｔ，よって十分である。 

  

計算部位 材料 
Ｐ 

(MPa) 

Ｓ 

(MPa) 

Ａ 

(mm) 

①     

ｔ 

(mm) 

ｔｓｏ 

(mm) 

ｔｓ 

(mm) 

   

計算部位 ｒｉ ｒｍ   ｔ ｏｔ  ｔ  

②       

③       
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2.3 ケーシングのボルト穴 

設計・建設規格 PMC-3340（告示第５０１号第77条第7項）        （単位：mm） 

評価：ａｓ≧ａ，よって十分である。 

評価：Ｘｓ≧Ｘ，よって十分である。 

 

2.4 ケーシングカバーの厚さ 

設計・建設規格 PMC-3410（告示第５０１号第 77条第 5項第 1号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価：ｔｓ≧ｔ，よって十分である。 

 

 

  

計算部位 ｄｂｍ ａ ａｓｏ ａｓ Ｘ Ｘｓｏ Ｘｓ 

④        

計算部位 材料 
Ｐ 

(MPa) 

Ｓ 

(MPa) 

平板形 

ｄ(mm) Ｋ 

⑤      

⑥      

⑦      

ｔ 

(mm) 

ｔｓｏ 

(mm) 

ｔｓ 

(mm) 
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2.5 ボルトの平均引張応力 

設計・建設規格 PMC-3510（告示第５０１号第 77条第 6項） 

 

ガスケット材料 
ガスケット厚さ 

(mm) 

ガスケット

座面形状 

Ｇｓ 

(mm) 

Ｇ 

(mm) 

Ｄｇ 

(mm) 

      

      

 

Ｈ 

(N) 

Ｈｐ 

(N) 

Ｗｍ１ 

(N) 

Ｗｍ２ 

(N) 

Ｗ 

(N) 

σ 

(MPa) 

      

      

評価：σ≦Ｓｂ，よって十分である。 

  

計算部位 材料 
Ｐ 

(MPa) 

Ｓｂ 

(MPa) 

ｄｂ 

(mm) 
ｎ 

Ａｂ 

(mm2) 

⑧       

⑨       
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2.6 耐圧部分等のうち管台に係るものの厚さ 

設計・建設規格 PMC-3610 

計算部位 材料 
Ｐ 

(MPa) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｄｏ 

(mm) 

⑩     

⑪     

 

継手の種類 放射線透過試験の有無 η 

   

   

 

ｔ 

(mm) 

ｔｓｏ 

(mm) 

ｔｓ 

(mm) 

   

   

評価：ｔｓ≧ｔ，よって十分である。 
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2.7 設計・建設規格における材料の規定によらない場合の評価 

ケーシング（使用材料規格：ＪＩＳ Ｇ ○○○○ △△△△）の評価結果 

（比較材料：ＪＩＳ Ｇ ○○○○ △△△△） 

ケーシング及びケーシングカバーに使用している△△△△は，材料の許容引張応力が設計・

建設規格に記載されていないことから，材料の許容引張応力が設計・建設規格に記載されてい

る材料と機械的強度及び化学成分を比較し，同等であることを示す。 

 

(1) 機械的強度 

 引張強さ 降伏点又は耐力 比較結果 

使用材料 370N/mm2以上 215N/mm2以上 
引張強さ及び降伏点は同等である。 

比較材料 370N/mm2以上 215N/mm2以上 

(2) 化学的成分 

 
化学成分(％) 

C Si Mn P S Cu Ni Cr Mo V 

使用

材料 

0.25 

以下 

0.35 

以下 

0.30 

～ 

0.90 

0.040 

以下 

0.040 

以下 
― ― ― ― ― 

比較

材料 

0.25 

以下 

0.10 

～ 

0.35 

0.30 

～ 

0.90 

0.035 

以下 

0.035 

以下 
― ― ― ― ― 

比較

結果 

Si，P，Sの成分規定に差異があるが，以下により，本設備の環境下での使用は問

題ないと考える。 

Si：一般的に機械的強度に影響を与える成分であるが，(1)の評価結果からも機

械的強度は同等以上であること。 

P ：じん性に影響を与える成分であるが，設計・建設規格クラス２の規定でも破

壊じん性試験が要求されない範囲であること。 

S ：じん性に影響を与える成分であるが，設計・建設規格クラス２の規定でも破

壊じん性試験が要求されない範囲であること。 

(3) 評価結果 

(1)，(2)の評価により，機械的強度，化学成分，いずれにおいても比較材料と同等であ

ることを確認したため，本設備において，△△△△を重大事故等クラス２材料として使用

することに問題ないと考える。 

 

 

設計・建設規格における材料の規定によらない場合の評価の評価結果例 

（材料記号を記載） 

（材料記号を記載） 
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Ⅵ-3-2-9 重大事故等クラス２管の強度計算方法
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まえがき 

 

本書は，工事計画認可申請書に添付する重大事故等クラス２管の強度計算について説明するもの

である。 

本書は，Ⅵ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計算の基

本方針」に基づき以下により構成される。 

 

(1) 重大事故等クラス２管であってクラス２管の基本板厚計算方法 

(2) 重大事故等クラス２管であってクラス２管の応力計算方法 

(3) 重大事故等クラス２管であってクラス２管の規定によらない場合の強度計算方法 

(4) 重大事故等クラス２管であってクラス１管の応力計算方法 
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(1) 重大事故等クラス２管であってクラス２管の基本板厚計算方法 
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1. 一般事項 

1.1 概要 

本書は，発電用原子力設備のうち重大事故等クラス２管であってクラス２管の基本板厚計算

書（以下「強度計算書」という。）について説明するものである。 

 

1.2 適用規格及び基準との適合性 

(1) 強度計算は，昭和55年通商産業省告示第５０１号「発電用原子力設備に関する構造等の技

術基準」（以下「告示第５０１号」という。）又は発電用原子力設備規格（設計・建設規格

（2005年版（2007年追補版含む。））ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１-2005/2007）（日本機械学会 2007

年9月）（以下「設計・建設規格」という。）により行う。 

なお，告示第５０１号及び設計・建設規格による評価について，評価式及び許容値の2つの

項目について比較を実施した結果，両規格に相違のないことを確認した。そのため，設計・

建設規格による評価を行う。 

新設・改造設備は設計・建設規格による評価を行う。 

設計・建設規格各規格番号と強度計算書との対応は，表1－1に示すとおりである。 

(2) 設計・建設規格に計算式の規定がないものについては，他の規格及び基準を適用して行う。 

日本産業規格（以下「ＪＩＳ」という。）と強度計算書との対応は，表1－2に示すとおり

である。 

(3) 強度計算書で計算するもの以外の管継手は，以下に掲げる規格（形状及び寸法に関する部

分に限る。）又は設計・建設規格 別表4に掲げるものとし，接続配管のスケジュール番号と

同等以上のものを使用する。（設計・建設規格 PPC-3415） 

a. ＪＩＳ Ｂ ２３１２（2001）「配管用鋼製突合せ溶接式管継手」 

b. ＪＩＳ Ｂ ２３１３（2001）「配管用鋼板製突合せ溶接式管継手」 

c. ＪＩＳ Ｂ ２３１６（1997）「配管用鋼製差込み溶接式管継手」 

(4) 強度計算書で計算するもの以外のフランジ継手については，以下に掲げる規格（材料に関

する部分を除く。）又は設計・建設規格 別表2に掲げるものを使用する。（設計・建設規格 

PPC-3414） 

a. ＪＩＳ Ｂ ２２３８（1996）「鋼製管フランジ通則」 

b. ＪＩＳ Ｂ ２２３９（1996）「鋳鉄製管フランジ通則」 

c. ＪＩＳ Ｂ ８２１０（1994）「蒸気用及びガス用ばね安全弁」 

(5) 管の接続 

管と管を接続する場合は，設計・建設規格 PPC-3430により溶接継手又はフランジ継手と

する。 
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表1－1 設計・建設規格各規格番号と強度計算書との対応 

設計・建設規格 規格番号 

強度計算書の 

計算式 備     考 

（章節番号） 

PPC-3411（直管） 

 

 

 

PPC-3411(1) 

PPC-3411(2) 

PPC-3411(3) 

 

2.2 

2.4 

2.5 

管の板厚計算 

鏡板の強度計算（フランジ部） 

レジューサの強度計算（フランジ

部） 

PPC-3412（曲げ管） 

PPC-3411（直管）を準用する。 

  

PPC-3413（平板） 

 

2.3 平板の強度計算 

PPC-3414（フランジ） 

PPC-3414(1) 

PPC-3414(2) 

PPC-3414(3) 

 

2.7 フランジの強度計算 

（1.2(4) フランジ継手） 

 

PPC-3415（管継手） 

PPC-3415(1) 

 

 1.2(3)管継手 

 

PPC-3415.1（レジューサ） 

PPC-3415.1(1) 

PPC-3415.1(2) 

PPC-3415.1(3) 

 

準用 

PVC-3124.2（外面に圧力を受ける円

すい形の胴の厚さ） 

2.5 レジューサの強度計算 

 

 

 

 

 

レジューサの強度計算（円すい及び

すその丸みの部分（外面に圧力を受

けるもの）） 
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設計・建設規格 規格番号 

強度計算書の 

計算式 備     考 

（章節番号） 

PPC-3415.2（鏡板） 

PPC-3415.2(1) 

PPC-3415.2(2) 

 

 

2.4 鏡板の強度計算 

 

 

 

PPC-3416（伸縮継手） 2.8 伸縮継手の強度計算 

PPC-3420（穴と補強） 

PPC-3421 

PPC-3422 

PPC-3423 

PPC-3424 

 

PPC-3422(3) 

 

2.6 

 

 

 

 

 

2.3 

管の穴と補強計算 

 

 

 

 

 

平板の強度計算 

 

表1－2 ＪＩＳと強度計算書との対応 

ＪＩＳ 強度計算書の 

計算式 備   考 

No. 項 （章節番号） 

ＪＩＳ Ｂ ８２６５（2003）「圧

力容器の構造－一般事項」附属書3

（規定）「圧力容器のボルト締めフ

ランジ」 

2 

3 

4 

5 

2.7 フランジの強度計算＊ 

 

注記＊：設計・建設規格 PPC-3414(2)によりＪＩＳ Ｂ ８２６５（2003）「圧力容器の構造－

一般事項」（以下「ＪＩＳ Ｂ ８２６５」という。）の附属書3（規定）「圧力容器の

ボルト締めフランジ」を用いて計算を行う。 
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1.3 強度計算書の構成とその見方 

(1) 強度計算書は，本書と各配管の強度計算書からなる。 

(2) 各配管の強度計算書では，記号の説明及び計算式を省略しているので，本書によるものと

する。 

(3) 各配管の強度計算書において，ＮＯ．の番号は概略系統図の丸で囲んだ番号を表す。 
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1.4 計算精度と数値の丸め方 

計算の精度は6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表1－3に示すとおりとする。 

 

表1－3 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単 位 処 理 桁 処理方法 表 示 桁 

 下記以外の圧力 MPa 小数点以下第3位 四捨五入 小数点以下第2位 

 最高使用圧力 MPa ― ― 小数点以下第2位＊1 

 
外面に受ける最高

の圧力 
MPa ― ― 

 

小数点以下第2位＊2 

 

温度 ℃ ― ― 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第1位 切捨て 整数位 

算出応力 MPa 小数点以下第1位 切上げ 整数位 

 下記以外の長さ mm 小数点以下第3位 四捨五入 小数点以下第2位 

長 計算上必要な厚さ mm 小数点以下第3位 切上げ 小数点以下第2位 

 最小厚さ mm 小数点以下第3位 切捨て 小数点以下第2位 

さ ボルト谷径 mm ― ― 小数点以下第3位 

 ガスケット厚さ mm ― ― 小数点以下第1位 

面積 mm
2
 有効数字5桁目 四捨五入 有効数字4桁＊4 

力 N 有効数字5桁目 四捨五入 有効数字4桁＊4 

モーメント N･mm 有効数字5桁目 四捨五入 有効数字4桁＊4 

角度 ゜ 
小数点以下第2位 

（小数点以下第1位）＊5 
四捨五入 

小数点以下第1位 

(整数位)＊5 

注記＊1：最高使用圧力が小数点以下第3位，第4位で表示されている場合はその値を用いる。  

＊2：必要に応じて小数点以下第3位を用いる。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における許容引張応力及び設計降

伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第1位を切り捨て，整数位までの値とする。 

＊4：絶対値が1000以上のときは，べき数表示とする。 

＊5：管の穴と補強計算の分岐管の中心線と主管の中心線との交角に用いる。 

圧 
 
 
 

力 
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1.5 材料の表示方法 

材料は次に従い表示するものとする。 

(1) 設計・建設規格に定める材料記号を原則とする。 

設計・建設規格に記載されていないが設計・建設規格に相当材が記載されている場合は，

次のように表示する。 

    相当材記号 相当（当該材記号） 

（例1）  SM400A 相当（SMA400AP） 

（例2）  SCMV3-1 相当（ASME SA387 Gr.11Cl.1） 

(2) 管の強度計算書において管の製造方法の区別を表示するので，材料表示としては，製造方

法の区別を特に表示しない。 

（例） （継目無管：S，溶接管：W） 

(3) 強度区分により許容引張応力の値が異なる場合，材料記号の後にＪＩＳで定める強度区分

を付記する。 

（例） 

設計・建設規格の表示 計算書の表示 

付録材料図表 

Part5 表5の許容 

引張応力の上段 

SCMV3-1 

付録材料図表 

Part5 表5の許容 

引張応力の下段 

SCMV3-2 

(4) 使用する厚さ又は径等によって許容引張応力の値が異なる場合，材料記号の後に該当する

厚さ又は径等の範囲を付記して表示する。 

（例） SS400（16mm＜径≦40mm） 

(5) ガスケット材料で非石綿の場合の表示は，各計算「記号の説明」の「計算書の表示」によ

る。 

（例） NON-ASBESTOS 

なお，この場合のガスケット係数（ｍ）及びガスケットの最小設計締付圧力（ｙ）は， 

ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 表2 備考3によりガスケットメーカ推奨値を適用する。 

 

SCMV3 

SCMV3 
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1.6 概略系統図の管継手及び仕様変更点の表示方法 

(1) 管継手の表示方法 

概略系統図において，計算対象となる管と管継手の区別をするために管継手のみの管番号

に“＊”を付け，概略系統図中に“注記＊：管継手”と表示する。 

(2) 管の仕様変更点の表示方法 

概略系統図中，管の途中において仕様変更が生じる場合は“    ”のように表示する。 
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2. 重大事故等クラス２管であってクラス２管の強度計算方法 

発電用原子力設備のうち重大事故等クラス２管であってクラス２管の強度計算に用いる計算式

と記号を以下に定める。 

 

2.1 共通記号 

特定の計算に限定せず，一般的に使用する記号を共通記号として次に掲げる。 

なお，以下に示す記号のうち，各計算において説明しているものはそれに従う。 

 

設計・建設 

規格の記号 
計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

 ＮＯ． 管，平板，鏡板，レジューサ，管の穴，フラン

ジ及び伸縮継手等の番号 

 数字のみ：管 

 Ｂ：平板 

 Ｃ：鏡板 

 Ｒ：レジューサ 

 Ｔ：管の穴 

 Ｆ：フランジ 

 Ｅ：伸縮継手 

 ＳＰ：穴あき管 

― 

Ｐ Ｐ 最高使用圧力（内圧） MPa 

Ｐｅ Ｐｅ 外面に受ける最高の圧力 MPa 

 Ｑ 厚さの負の許容差 ％，mm 

η 

 

 

η 

 

 

継手の効率 

管及び鏡板は設計・建設規格 PVC-3130による。

レジューサは設計・建設規格 PVC-3130及び

PVC-3140による。 

― 
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2.2 管の板厚計算 

管の板厚計算は，設計・建設規格 PPC-3411を適用する。 

(1) 記号の説明 

設計・建設 

規格の記号 
計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

Ｂ Ｂ 外面に圧力を受ける場合の計算に用いる係数 

設計・建設規格 付録材料図表 Part7 図1～

図20により求めた値 

（Ｂを求める際に使用した板の厚さは繰返し計

算により最終的にｔｏｐとなる。） 

― 

Ｄ０ Ｄｏ 管の外径 mm 

  管の座屈の長さ mm 

Ｓ Ｓ 最高使用温度における材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5に

よる。 

MPa 

ｔ ｔ 管の計算上必要な厚さ mm 

ｔ ｔｏｐ 管の計算上必要な厚さ mm 

 ｔｒ 管に必要な厚さ mm 

 ｔｓ 管の最小厚さ mm 

 ｔｔ 炭素鋼鋼管の設計・建設規格上必要な最小厚さ mm 

 算  式 ｔｒとして用いる値の算式 ― 

 製  法 

S 

 

継目無管 

― 

 W 溶接管  
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(2) 算式 

管に必要な厚さは，次に掲げる値のいずれか大きい方の値とする。 

a. 内面に圧力を受ける管 

設計・建設規格 PPC-3411(1)の式より求めた値：ｔ 

Ｐ2・Ｓ・η＋0.8・

Ｐ・Ｄ
ｔ＝

ｏ
   ·······························································  (Ａ) 

b. 外面に圧力を受ける管 

設計・建設規格 PPC-3411(2)の図PPC-3411-1より求めた値。ただし，図から求められな

い場合は次の式より求めた値：ｔｏｐ 

4・Ｂ

・Ｄ3・Ｐ
＝ｔ

ｏｅ
ｏｐ    ····································································  (Ｂ) 

c. 炭素鋼鋼管の設計・建設規格上必要な最小厚さ：ｔｔ 

設計・建設規格 PPC-3411(3)の表PPC-3411-1より求めた値   ····················  (Ｃ) 

(3) 評価 

ｔ，ｔｏｐ又はｔｔのいずれか大きい方の値をｔｒとする。 

管の最小厚さ（ｔｓ）≧管に必要な厚さ（ｔｒ）ならば強度は十分である。 

(4) 補足 

a. 計算書中，算式の項の文字は(2)a項，b項及びc項の文字Ａ，Ｂ及びＣに対応する。 

b. 曲げ管は，管に必要な厚さが確保されている場合は，直管と同等に考えるものとし，表

示はしないものとする。 
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2.3 平板の強度計算 

平板の強度計算は，設計・建設規格 PPC-3413及び設計・建設規格 PPC-3422(3)を適用する。 

(1) 記号の説明 

設計・建設 

規格又は 

ＪＩＳの記号 

計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

Ａｂ Ａｂ 実際に使用するボルトの総有効断面積 mm2 

Ａｍ Ａｍ ボルトの総有効断面積 mm2 

Ａｍ１ Ａｍ１ 使用状態でのボルトの総有効断面積 mm2 

Ａｍ２ Ａｍ２ ガスケット締付時のボルトの総有効断面積 mm2 

ｂ ｂ ガスケット座の有効幅 mm 

ｂ０ ｂｏ ガスケット座の基本幅（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 

附属書3 表3による。） 

mm 

Ｃ Ｃ ボルト穴の中心円の直径 mm 

ｄ ｄ 設計・建設規格の表PPC-3413-1に規定する方法

によって測った平板の径又は最小内のり 

mm 

ｄｂ ｄｂ ボルトのねじ部の谷の径と軸部の径の最小部の

小さい方の径 

mm 

 ｄｈ 穴の径 mm 

Ｆ Ｆ 全体のボルトに作用する力 N 

Ｇ Ｇ ガスケット反力円の直径 mm 

 Ｇｓ ガスケット接触面の外径 mm 

Ｈ Ｈ 内圧によってフランジに加わる全荷重 N 

ＨＰ ＨＰ 気密を十分に保つためにガスケット又は継手接

触面に加える圧縮力 

N 

ｈｇ ｈｇ ボルトのピッチ円の直径とｄとの差の2分の1 mm 

Ｋ Ｋ 平板の取付け方法による係数 ― 

  フランジの長さ mm 

ｍ ｍ ｔｒ／ｔｓ ― 

ｍ ｍｇ ガスケット係数（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 

表2による。） 

― 

Ｎ Ｎ ガスケットの接触面の幅（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 

附属書3 表3による。） 

mm 

ｎ ｎ ボルトの本数 ― 

ｒ ｒ すみの丸みの内半径 mm 
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設計・建設 

規格又は 

ＪＩＳの記号 

計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

Ｓ Ｓ 最高使用温度における平板材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5に

よる。 

MPa 

σａ Ｓａ 常温におけるボルト材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表7に

よる。 

MPa 

σｂ Ｓｂ 最高使用温度におけるボルト材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表7に

よる。 

MPa 

 Ｓｘ ボルトの許容引張応力（Ｓａ又はＳｂのいずれか

小さい方の値） 

MPa 

 Ｓ１ 最高使用温度におけるねじ込み輪，分割リング

等の機械的装置の材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5又

は表6による。 

MPa 

ｔ ｔ 平板の計算上必要な厚さ mm 

ｔｃ ｔｃ 平板のすみ肉ののど厚 mm 

ｔｆ，ｔ ｔｆ 平板のフランジ部の厚さ mm 

ｔｗ ｔｉ 平板ののど厚 mm 

ｔｎ ｔｎ ガスケット溝を考慮した平板の厚さ mm 

ｔ ｔｐ 平板の最小厚さ mm 

 ｔｐｏ 平板の呼び厚さ mm 

ｔｓ ｔｓ 管の最小厚さ mm 

ｔｒ ｔｒ 継目のない管の計算上必要な厚さ mm 

ｔｗ，ｔｗ１ ｔｗ 平板の溶接部の深さ mm 

ｔｗ２ ｔｗ２ 平板の溶接部の長さ mm 

Ｗ Ｗ パッキンの外径又は平板の接触面の外径内の面

積に作用する全圧力 

N 

Ｗｇ Ｗｇ ガスケット締付時のボルト荷重 N 

Ｗｍ１ Ｗｍ１ 使用状態での必要な最小ボルト荷重 N 

Ｗｍ２ Ｗｍ２ ガスケット締付時に必要な最小ボルト荷重 N 

Ｗ０ Ｗｏ 使用状態でのボルト荷重 N 

ｙ ｙ ガスケットの最小設計締付圧力 

（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 表2による。） 

N/mm2 
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設計・建設 

規格又は 

ＪＩＳの記号 

計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

π π 円周率 ― 

 σｐ 平板に作用する力によって生じる応力 MPa 

 NON-ASBESTOS 非石綿ジョイントシート ― 

 SUS-NON- 

ASBESTOS 

渦巻形金属ガスケット（非石綿）（ステンレス

鋼） 

― 

 ガスケット座

面の形状 

ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 表2による。 ― 

 平板の取付け 

方法 

平板の取付け方法で設計・建設規格 PPC-3413

の表PPC-3413-1による。 

― 

(ａ)～(ｎ) 2A～2N 取付け方法の表示区分 ― 
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(2) 形状の制限 

取 付 け 方 法 形  状  の  制  限 

（ａ） 

 

 

無し 

（ｂ） 

 

 

ｄ≦600mm，ｄ／20≦ｔｐ＜ｄ／4かつ， 

ｒ≧0.25・ｔｆであること。 

（ｃ） 

 

 

ｔｆ≧2・ｔｓかつ，ｒ≧3・ｔｆであること。 

（ｄ） 

 

 

ｔｆ≧ｔｓかつ，ｒ≧1.5・ｔｆであること。 

（ｅ） 

 

 

ｒ≧3・ｔｆであること。 
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取 付 け 方 法 形  状  の  制  限 

（ｆ） 

 

  

 

0.8・Ｓ１≧σｐであること。 

（ｇ） 

 

 

0.8・Ｓｘ≧σｐであること。 

（ｈ） 

 

 

ｔｉ≧2・ｔｒかつ，ｔｉ≧1.25・ｔｓであること。 

（ｉ） 

 

 

ｔｗ＋ｔｗ２≧2・ｔｓ，ｔｗ≧ｔｓかつ， 

ｔｓ≧1.25・ｔｒであること。 
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取 付 け 方 法 形  状  の  制  限 

（ｊ） 

 

 

(1) 平板が鍛造品で，かつ，平板の面からの開先

角度が45°未満の場合 

ｔｗ≧Min（0.5・ｔｓ，0.25・ｔｐ）かつ， 

ｔｃ≧Min（0.7・ｔｓ，6mm）であること。 

(2) (1)以外の場合 

ｔｗ≧Min（ｔｓ，0.5・ｔｐ）かつ， 

ｔｃ≧Min（0.7・ｔｓ，6mm）であること。 

（ｋ） 

 

 

ｔｃ≧Min（0.7・ｔｓ，6mm）であること。 

（） 

 

 

ｔｗ＋ｔｗ２≧2・ｔｓであること。 
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取 付 け 方 法 形  状  の  制  限 

（ｍ） 

 

 

無し 

（ｎ） その他の場合 無し 
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(3) 算式 

平板の計算上必要な厚さは，次の式による値とする。 

a. 平板に穴がない場合 

Ｓ

Ｐ・Ｋ
＝ｄ・ｔ    

Ｋの値は以下による。 
 

取付け方法 Ｋ    の    値 

（ａ） 0.17 

（ｂ） 0.13 

（ｃ） 0.17 

（ｄ） Max（0.33・ｍ，0.2）  ｍ＝ｔｒ／ｔｓ 

（ｅ） 0.17＊1 

0.10 

（ｆ） 0.20 

（ｇ） 0.20＊2 

（ｈ） Max（0.33・ｍ，0.2）  ｍ＝ｔｒ／ｔｓ 

（ｉ） 0.33 

（ｊ）  

（ｋ） Max（0.33・ｍ，0.2）  ｍ＝ｔｒ／ｔｓ  

（）  

（ｍ） 0.20＋
Ｗ・ｄ

1.0・Ｆ・ｈｇ
 

ただし，ｔｎの厚さの場合は 
＊3

ｇ

Ｗ・ｄ

1.0・Ｆ・ｈ
 

（ｎ） 0.50 
 

注記＊1：取付け方法（ｅ）の場合 

ｔｆからｔｓへ移行するテーパが1対4又はそれより緩やかであり，かつ，以下の

(a)又は(b)いずれかの場合，Ｋ＝0.10とできる。 

(a) ｆ
ｆ

ｓ
ｄ・ｔ・ 

ｔ

ｔ
1.1－0.8・ 

２

２

≧   







 の場合 

(b) 管が ｓｄ・ｔ2・  以上の長さにわたって

ｆｆｓ ｄ・ｔ／1.1－・1.12・ｔ≧ｔ   の場合 

＊3 
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注記＊2：取付け方法（ｇ）の場合のσｐは以下による。 

(a) ガスケット座の有効幅及びガスケット反力円の直径 

ガスケット座の有効幅（ｂ）及びガスケット反力円の直径（Ｇ）は，ガス

ケット座の基本幅（ｂｏ）に従い以下のように求める。 

6.35≦ｂｏ mmの場合 

－ＮＧ＝Ｇ

ｂ＝ｂ

ｓ

ｏ
 

＞6.35ｂｏ mmの場合 

－2・ｂＧ＝Ｇ

ｂｂ＝2.52・

ｓ

ｏ   

ただし，ｂｏはＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 表3による。 

ｄ＝Ｇ 

(b) 計算上必要なボルト荷重 

イ. 使用状態で必要なボルト荷重 

Ｗｍ１＝Ｈ＋ＨＰ 

・Ｐ・Ｇ
4

π
Ｈ＝  

２  

Ｗ＝Ｈ 

ＨＰ＝2・π・ｂ・Ｇ・ｍｇ・Ｐ 

ただし，Ｐは2.7項(1)のフランジの強度計算の記号の説明による。 

ロ. ガスケット締付時に必要なボルト荷重 

Ｗｍ２＝π・ｂ・Ｇ・ｙ 

(c) ボルトの総有効断面積及び実際に使用するボルトの総有効断面積 

・ｎ ・ｄ
4

π
＝Ａ

)，Ａ＝Max(ＡＡ

Ｓ

Ｗ
＝Ａ

Ｓ

Ｗ
＝Ａ

２

２１

２
２

１
１

ｂｂ

ｍｍ ｍ

ａ

ｍ
ｍ

ｂ

ｍ
ｍ

  

 

(d) フランジの計算に用いるボルト荷重 

)Ｗ,Ｆ＝Max(Ｗ

・Ｓ 
2

＋ＡＡ
＝Ｗ

＝ＷＷ

ｇｏ

ａ
ｂｍ

ｇ

ｍｏ １









 

(e) 平板に作用する力によって生じるボルトの応力 

ｂ
ｐ

Ａ

Ｆ
＝σ  

（使用状態） 

（ガスケット締付時） 

（使用状態） 

（ガスケット締付時） 
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注記＊3：取付け方法（ｍ）の場合のＦ，ｈｇ，Ｗ及びｄは以下による。 

(a) ガスケット座の有効幅及びガスケット反力円の直径 

ガスケット座の有効幅（ｂ）及びガスケット反力円の直径（Ｇ）は，ガス

ケット座の基本幅（ｂｏ）に従い以下のように求める。 

6.35≦ｂｏ mmの場合 

－ＮＧ＝Ｇ

ｂ＝ｂ

ｓ

ｏ
 

＞6.35ｂｏ mmの場合 

－2・ｂＧ＝Ｇ

ｂｂ＝2.52・

ｓ

ｏ   

ただし，ｂｏはＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 表3による。 

ｄ＝Ｇ 

(b) 計算上必要なボルト荷重 

イ. 使用状態で必要なボルト荷重 

Ｗｍ１＝Ｈ＋ＨＰ 

・Ｐ ・Ｇ
4

π
Ｈ＝ ２  

Ｗ＝Ｈ 

・Ｐ＝2・π・ｂ・Ｇ・ｍＨ ｇＰ  

ただし，Ｐは2.7項(1)のフランジの強度計算の記号の説明による。 

ロ. ガスケット締付時に必要なボルト荷重 

Ｗｍ２＝π・ｂ・Ｇ・ｙ 

(c) ボルトの総有効断面積及び実際に使用するボルトの総有効断面積 

・ｎ・ｄ
4

π
＝Ａ

)，ＡMax(Ａ＝Ａ

Ｓ

Ｗ
＝Ａ

Ｓ

Ｗ
＝Ａ

２

２１

２
２

１
１

ｂｂ

ｍｍｍ

ａ

ｍ
ｍ

ｂ

ｍ
ｍ

   

 

(d) フランジの計算に用いるボルト荷重 

)，ＷＦ＝Max(Ｗ

・Ｓ 
2

＋ＡＡ
＝Ｗ

＝ＷＷ

ｇｏ

ａ
ｂｍ

ｇ

ｍｏ １









 

(e) 使用状態でのフランジ荷重に対するモーメントアーム 

2

Ｃ－Ｇ
＝ｈｇ  

（使用状態） 

（ガスケット締付時） 

（使用状態） 

（ガスケット締付時） 
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b. 平板に穴を設ける場合は，設計・建設規格 PPC-3422(3)により平板の計算上必要な厚さ

を，次の式より計算した値とする。 

(a) 穴の径（ｄｈ）が平板の径又は最小内のり（ｄ）の値の2分の1以下の場合 

Ｓ

2・Ｋ・Ｐ
ｔ＝ｄ・   

ただし，Ｋの値は（ｍ）の取付け方法を除き0.375以上とすることを要しない。 

(b) 穴の径（ｄｈ）が平板の径又は最小内のり（ｄ）の値の2分の1を超える場合 

Ｓ

2.25・Ｋ・Ｐ
ｔ＝ｄ・   

(4) 評価 

平板の最小厚さ（ｔｐ）≧平板の計算上必要な厚さ（ｔ）ならば強度は十分である。 

(5) 補足 

a. 取付け方法は，設計・建設規格 PPC-3413の表PPC-3413-1の条件を満足するものとする。 

b. スペクタクルフランジの取付け方法は（ｇ）タイプとする。 
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2.4 鏡板の強度計算 

鏡板の強度計算は，設計・建設規格 PPC-3415.2及び設計・建設規格 PPC-3411を適用する。 

(1) 記号の説明 

設計・建設 

規格の記号 
計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

Ｂ Ｂ 中高面に圧力を受ける場合の計算に用いる係数 

設計・建設規格 付録材料図表 Part7 図1～

図20により求めた値 

（Ｂを求める際に使用した板の厚さは繰返し計

算により最終的にｔとなる。） 

― 

Ｄ Ｄ 半だ円形鏡板の内面における長径 mm 

Ｄ０ Ｄｏ 鏡板が取り付けられる管の外径 

（フランジ部の外径に同じ。） 

mm 

 Ｄｏｃ さら形鏡板の外径 mm 

ｈ ｈ 半だ円形鏡板の内面における短径の2分の1 mm 

Ｋ Ｋ 半だ円形鏡板の形状による係数 ― 

Ｋ ＫＫ 半だ円形鏡板の中高面に圧力を受ける場合の計

算に用いる係数 

設計・建設規格 PPC-3415.2(2)f.の表

PPC-3415.2-1による。 

― 

Ｒ Ｒ さら形鏡板の中央部における内半径又は全半球

形鏡板の内半径 

mm 

Ｒ ＲＤ さら形又は全半球形鏡板の中央部の外半径 

（＝Ｒ＋（最小厚さ）） 

mm 

Ｒ ＲＲ 半だ円形鏡板の外面の長径 

（＝Ｄ＋2・（最小厚さ）） 

mm 

ｒ ｒ さら形鏡板のすみの丸みの内半径 mm 

Ｓ Ｓ 最高使用温度における材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5に

よる。 

MPa 

ｔ ｔ 鏡板の鏡部及びフランジ部の計算上必要な厚さ mm 

 ｔｃ 鏡板の最小厚さ mm 

 ｔｃｏ 鏡板の公称厚さ mm 

Ｗ Ｗ さら形鏡板の形状による係数 ― 

 形  式 鏡板の形式及び計算箇所を示す名称 ― 

 算  式 ｔとして用いる値の算式 ― 
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(2) 算式 

鏡板の計算上必要な厚さは，次に掲げる値とする。 

a. さら形鏡板鏡部 

形状は設計・建設規格 PPC-3415.2(1)a.により以下とする。 

mm50≧ｒ 　

0.06・Ｄ≧ｒ 　

3・ｔ≧ 　ｒ

Ｒ≧Ｄ

ｏｃ

ｃｏ

ｏｃ

 

設計・建設規格 PPC-3415.2(2)a.の式PPC-1.12又は設計・建設規格 PPC-3415.2(2)b.

の式PPC-1.14より求めた値 

(a) 中低面に圧力を受けるもの 

Ｐ2・Ｓ・η－0.2・

Ｐ・Ｒ・Ｗ
ｔ＝   ······························································  (Ａ) 

ただし， 















ｒ

Ｒ
3＋ ・

4

1
Ｗ＝  

(b) 中高面に圧力を受けるもの 

Ｂ

・ＲＰ
ｔ＝

Ｄｅ
  ············································································  (Ａ') 

b. 全半球形鏡板鏡部 

設計・建設規格 PPC-3415.2(2)c.の式PPC-1.15又は設計・建設規格 PPC-3415.2(2)d.

の式PPC-1.16より求めた値 

(a) 中低面に圧力を受けるもの 

Ｐ2・Ｓ・η－0.2・

Ｐ・Ｒ
ｔ＝   ······························································  (Ｂ) 

(b) 中高面に圧力を受けるもの 

Ｂ

ＲＰ
ｔ＝

Ｄ・ｅ
  ············································································  (Ｂ') 
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c. 半だ円形鏡板鏡部 

形状は設計・建設規格 PPC-3415.2(1)c.により以下とする。 

2・ｈ

Ｄ
≧2  

設計・建設規格 PPC-3415.2(2)e.の式PPC-1.17又は設計・建設規格 PPC-3415.2(2)f.

より求めた値 

(a) 中低面に圧力を受けるもの 

Ｐ2・Ｓ・η－0.2・

Ｐ・Ｄ・Ｋ
ｔ＝   ·····························································  (Ｃ) 

ただし， 





















２

2・ｈ

Ｄ
2＋ ・

6

1
Ｋ＝  

(b) 中高面に圧力を受けるもの 

Ｂ

・Ｒ・ＫＰ
ｔ＝

ＲＫｅ
  ····································································  (Ｃ') 

d. 鏡板のフランジ部 

設計・建設規格 PPC-3411により求めた値 

(a) 内面に圧力を受ける管  ··································································  (Ｄ) 

(b) 外面に圧力を受ける管  ··································································  (Ｄ') 

(c) 炭素鋼鋼管の設計・建設規格上必要な最小厚さ  ·································  (Ｄ'') 

(a)，(b)又は(c)のいずれか大きい方の値とする。 

(3) 評価 

鏡板の最小厚さ（ｔｃ）≧鏡部（上段）及びフランジ部（下段）の計算上必要な厚さ（ｔ）

ならば強度は十分である。 

(4) 補足 

計算書中，算式の項の文字は(2)a項，b項，c項及びd項の文字Ａ，Ａ'，Ｂ，Ｂ'，Ｃ，Ｃ'， 

Ｄ，Ｄ'及びＤ''に対応する。 
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2.5 レジューサの強度計算 

レジューサの強度計算は，設計・建設規格 PPC-3415.1（設計・建設規格 PVC-3124.2準用）

及び設計・建設規格 PPC-3411を適用する。 

(1) 記号の説明 

設計・建設 

規格の記号 
計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

Ｂ Ｂ 外面に圧力を受ける場合の計算に用いる係数 

設計・建設規格 付録材料図表 Part7 図1～

図20により求めた値 

（Ｂを求める際に使用した板の厚さは繰返し計

算により最終的にｔ３となる。） 

― 

Ｄｉ Ｄｉ 円すいの部分がすその丸みの部分に接続する部

分の軸に垂直な断面の内径 

mm 

Ｄ０ Ｄｏ レジューサのフランジ部の外径 mm 

 Ｄｏ 大径端側の外径 mm 

Ｋ Ｋ 設計・建設規格 PPC-3415.1(3)の 

図PPC-3415.1-1より求めた係数 

― 

ｒ，ｒ０，ｒｓ ｒ 円すいのすその丸みの部分の内半径 

（円すいの丸みの外半径） 

mm 

Ｓ Ｓ 最高使用温度における材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5又

は表6による。 

MPa 

Ｓ Ｓ１ 最高使用温度における設計・建設規格 付録材料

図表 Part5 表5又は表6に定める値の2倍，又は

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に

定める値の0.9倍の値のいずれか小さい方の値 

MPa 

ｔ ｔ レジューサの計算上必要な厚さ mm 

 ｔ１ 円すいの部分の計算上必要な厚さ mm 

 ｔ２ すその丸みの部分の計算上必要な厚さ mm 

 ｔ３ 外面に圧力を受ける場合の計算上必要な厚さ mm 

 ｔｓ レジューサの最小厚さ mm 

 ｔｓ 大径端側の最小厚さ mm 

Ｗ Ｗ 円すいの形状による係数 ― 

θ θ 円すいの頂角の2分の1 ゜ 

 算  式 ｔとして用いる値の算式（計算上必要な厚さが

最大となる算式） 

― 

 端部記号 大径端，小径端及びフランジ部を示す名称 ― 
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(2) 算式 

レジューサの計算上必要な厚さは，次に掲げる値とし，大径端側及び小径端側のそれぞれ

について計算を行う。 

a. 円すいの部分（内面に圧力を受けるもの） 

設計・建設規格 PPC-3415.1(1)a.の式PPC-1.8より求めた値 

）Ｓ・η－0.6・Ｐ（ 2・cosθ・

Ｄ Ｐ・
＝ｔ

ｉ
１   ·················································· （Ａ） 

b. すその丸みの部分（内面に圧力を受けるもの） 

大径端側 

設計・建設規格 PPC-3415.1(1)b.の式PPC-1.9より求めた値 

）Ｓ・η－0.1・Ｐ（ 4・cosθ・

・Ｗ・Ｄ Ｐ
＝ｔ

ｉ
２   ···············································  

ただし， 















cosθ 2・ｒ・

Ｄ
3＋ ・

4

1
Ｗ＝

ｉ
 

小径端側 

設計・建設規格 PPC-3415.1(3)の式PPC-1.11より求めた値 

2・Ｓ＋0.8・Ｐ

Ｐ・Ｄ
・

η

Ｋ
＝ｔ

ｏ
２   ···························································  

ただし，Ｋは設計・建設規格 PPC-3415.1(3)の図PPC-3415.1-1より求めた値 

c. レジューサのフランジ部 

設計・建設規格 PPC-3411により求めた値 

(a) 内面に圧力を受ける管  ····································································  (Ｃ) 

(b) 外面に圧力を受ける管  ····································································  (Ｃ') 

(c) 炭素鋼鋼管の設計・建設規格上必要な最小厚さ  ···································  (Ｃ'') 

(a)，(b)又は(c)のいずれか大きい方の値とする。 

(Ｂ) 
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d. 円すい及びすその丸みの部分（外面に圧力を受けるもの） 

設計・建設規格 PVC-3124.2により求める。 

(a) 円すいの頂角の2分の1が22.5°以下のもの 

イ. 外面に圧力を受ける場合の計算上必要な厚さが外径の0.1倍以下の場合 

4・Ｂ

・Ｄ3・Ｐ
＝ｔ

ｏｅ
３   ·································································  (Ｄ) 

ただし，Ｄｏ＝Ｄｏ，長さは円すい部の軸方向の長さとする。 

ロ. 外面に圧力を受ける場合の計算上必要な厚さが外径の0.1倍を超える場合 

次の2つの式より計算したいずれか大きい方の値 



























１

３

３

Ｓ

2・Ｐ
1－1－ ・

2

Ｄ
＝ｔ

2.167

）／Ｂ＋0.0833Ｐ（ ・Ｄ
＝ｔ

ｅｏ

ｅｏ

  

  ·················································  (Ｄ') 

ただし，Ｄｏ＝Ｄｏ，長さは円すい部の軸方向の長さとする。 

(b) 円すいの頂角の2分の1が22.5°を超え60°以下のもの 

イ. 外面に圧力を受ける場合の計算上必要な厚さが外径の0.1倍以下の場合 

4・Ｂ

）－2・ｔＤ（ ・3・Ｐ
＝ｔ

ｓｏｅ
３   ···················································  (Ｄ'') 

ただし，Ｄｏ＝Ｄｏ，ｔｓ＝ｔｓ，長さは（Ｄｏ－2・ｔｓ）とする。 

ロ. 外面に圧力を受ける場合の計算上必要な厚さが外径の0.1倍を超える場合 

次の2つの式より計算したいずれか大きい方の値 




























１

３

３

Ｓ

2・Ｐ
1－1－ ・

2

）－2・ｔＤ（
ｔ

2.167

）／Ｂ＋0.0833Ｐ（ ・ ）－2・ｔＤ（
＝ｔ

ｅｓｏ

ｅｓｏ

  

  ··································  (Ｄ''') 

ただし，Ｄｏ＝Ｄｏ，ｔｓ＝ｔｓ，長さは（Ｄｏ－2・ｔｓ）とする。 

(3) 評価 

大径端側及び小径端側のそれぞれについて，レジューサの最小厚さ（ｔｓ）≧レジューサ

の計算上必要な厚さ（ｔ）ならば強度は十分である。 

(4) 補足 

a. 計算書中，ＮＯ.（レジューサの番号）に＊印の付いているものは，偏心レジューサを示

す。 

b. 偏心レジューサの場合のθは，円すいの頂角をそのまま使用する。 

c. 計算書中，算式の項の文字は(2)a項，b項，c項及びd項の文字Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｃ'，Ｃ''，

Ｄ，Ｄ'，Ｄ''及びＤ'''に対応する。 
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2.6 管の穴と補強計算 

管の穴と補強計算は，設計・建設規格 PPC-3420を適用する。 

(1) 記号の説明 

 設計・建設 

規格の記号 
計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

直 
 

管 
 

又 
 

は 
 

曲 
 

げ 
 

管 
 

の 
 

記 
 

号 

Ｂ 

 

 

 

 

Ｄ 

ｄ 

ｄ 

Ｋ 

 

 

Ｂ 

 

 

 

 

Ｄｏｒ 

ｄ 

ｄｆｒ 

Ｋ 

 

 

外面に圧力を受ける場合の計算に用いる係数 

設計・建設規格 付録材料図表 Part7 図1～図20

により求めた値 

（Ｂを求める際に使用した板の厚さは繰返し計算に

より最終的にｔｂｒ及びｔｒｒとなる。） 

主管の外径 

断面に現われる穴の径 

補強を要しない穴の最大径 

穴の補強計算の係数 










ｒｒ

ｏｒ

・η・ｔ1.82・Ｓ

Ｐ・Ｄ
＝

 

― 

 

 

 

 

mm 

mm 

mm 

― 

 

 

 

Ｓ 

 

ｔｓ 

 

ｔｓｒ，ｔｒ３ 

η 

 

Ｑｒ 

Ｓｒ 

 

ｔｒ 

ｔｒｏ 

ｔｒｒ 

η 

 

主管の厚さの負の許容差 

最高使用温度における主管の材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5による。 

主管の最小厚さ 

主管の公称厚さ 

主管の計算上必要な厚さ 

継手の効率 

設計・建設規格 PVC-3130に規定する効率（穴が管

の長手継手を通る場合，穴が鏡板を継ぎ合わせて作

る場合の当該継手を通る場合，穴が管と全半球形鏡

板との接合部の周継手を通る場合） 

1.00（その他の場合） 

％，mm 

MPa 

 

mm 

mm 

mm 

― 

 

 

  



 

 29 

S2
 補

 Ⅵ
-3
-2
-9
(1
) 
R
1 

 

 

 設計・建設 

規格の記号 
計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

鏡 
 
 
 
 

板 
 
 
 
 

の 
 
 
 
 

記 
 
 
 
 

号 

Ｂ 

 

 

 

 

 

Ｄ 

 

ｄ 

ｄ 

Ｋ 

Ｋ１ 

 

 

 

Ｋ 

 

 

 

Ｒ 

 

Ｓ 

 

ｔｓ 

 

ｔｓｒ，ｔｒ１ 

Ｗ 

Ｂ 

 

 

 

 

Ｄ 

Ｄｏ 

 

ｄ 

ｄｆｒ 

Ｋ 

Ｋ１ 

 

 

 

ＫＫ 

 

 

 

Ｒ 

 

Ｓ 

 

ｔｃ 

ｔｃｏ 

ｔｃｒ 

Ｗ 

中高面に圧力を受ける場合の計算に用いる係数 

設計・建設規格 付録材料図表 Part7 図1～図20

により求めた値 

（Ｂを求める際に使用した板の厚さは繰返し計算に

より最終的にｔｂｒ及びｔｃｒとなる。） 

鏡板の内面における長径 

鏡板が取り付けられる管の外径 

（フランジ部の外径に同じ。） 

断面に現われる穴の径 

補強を要しない穴の最大径 

穴の補強計算の係数 

半だ円形鏡板の中底面に圧力を受ける場合の計算に

用いる係数 

設計・建設規格 PPC-3424(1)の表PPC-3424-1及び表

PPC-3424-2による。 

半だ円形鏡板の中高面に圧力を受ける場合の計算に

用いる係数 

設計・建設規格 PPC-3415.2(2)f.の表PPC-3415.2-1

による。 

さら形鏡板の中央部における内面の半径又は全半球

形鏡板の内半径 

最高使用温度における鏡板の材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5による。 

鏡板の最小厚さ 

鏡板の公称厚さ 

鏡板の計算上必要な厚さ 

さら形鏡板の形状による係数  

― 

 

 

 

 

mm 

mm 

 

mm 

mm 

― 

― 

 

 

 

― 

 

 

 

mm 

 

MPa 

 

mm 

mm 

mm 

― 
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 設計・建設 

規格の記号 
計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

平 
 

板 
 

の 
 

記 
 

号 

ｄ 

ｄ 

Ｋ 

Ｓ 

 

ｔ 

ｔｓ 

 

ｔｓｒ，ｔｒ２ 

 

 

(ａ)～(ｎ) 

ｄ 

ｄＨ 

Ｋ 

Ｓ 

 

ｔ 

ｔｃ 

ｔｃｏ 

ｔｃｒ 

取付け方法 

 

2A～2N 

平板の径又は最小内のり 

断面に現われる穴の径 

平板の取付け方法による係数 

最高使用温度における平板材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5による。 

補強を要しない平板の計算上必要な厚さ 

平板の最小厚さ 

平板の呼び厚さ 

平板の計算上必要な厚さ 

平板の取付け方法で設計・建設規格 PPC-3413の 

表PPC-3413-1による。 

取付け方法の表示区分 

mm 

mm 

― 

MPa 

 

mm 

mm 

mm 

mm 

― 

 

― 
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 設計・建設 

規格の記号 
計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

 Ａ 

 

 

 

 

Ａｒ 

 

 

 

 

 

 

Ａｓ 

 

 

 

 

 

 

 

Ｄｉ 

 

 

 

 

 

 

ｄ 

Ｆ 

 

 

Ａ０ 

Ａ１ 

Ａ２ 

Ａ３ 

Ａ４ 

Ａｒ 

ＡｒＤ 

Ａ０Ｄ 

Ａ１Ｄ 

Ａ２Ｄ 

Ａ３Ｄ 

Ａ４Ｄ 

Ａｓｒ 

Ａｓｏ 

Ａｒｉ 

Ａｏｉ 

Ａｒｓ 

Ａ２ｓ 

Ａ３ｓ 

Ａ４ｓ 

Ｄｉｂ 

Ｄｉｒ 

Ｄｏｂ 

Ｄｏｅ 

ｄＤ 

ｄｆｒＤ 

ｄｒ１ 

ｄｒ２ 

Ｆ 

 

Ｆ１ 

Ｆ２ 

Ｆ３ 

穴の補強に有効な面積の総和 

穴の補強に有効な主管部の面積 

穴の補強に有効な管台部の面積 

穴の補強に有効なすみ肉部の面積 

穴の補強に有効な強め材部の面積 

穴の補強に必要な面積 

大穴の補強に必要な面積 

大穴の補強に有効な面積の総和 

大穴の補強に有効な主管部の面積 

大穴の補強に有効な管台部の面積 

大穴の補強に有効なすみ肉部の面積 

大穴の補強に有効な強め材部の面積 

2つの穴の間の主管の必要な断面積 

2つの穴の間の主管の断面積 

2つの穴の補強に必要な面積の2分の1の面積 

2つの穴の間にある補強に有効な面積 

隣接する穴の補強に必要な面積 

隣接する穴の補強に有効な管台部の面積 

隣接する穴の補強に有効なすみ肉部の面積 

隣接する穴の補強に有効な強め材部の面積 

管台の内径 

主管の内径 

管台の外径 

強め材の外径 

断面に現われる隣接する穴の径 

大穴の補強を要しない限界径 

補強を要しない穴の最大径 

補強を要しない穴の最大径 

設計・建設規格 PPC-3424(1)b.により求められる係

数 

すみ肉溶接のせん断応力係数 

突合せ溶接の引張応力係数 

突合せ溶接のせん断応力係数 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

― 

 

― 

― 

― 

共 
 

通 
 

記 
 

号 
 

（
管 

の 

穴 
と 

補 

強 

計 

算
） 
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 設計・建設 

規格の記号 
計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

  

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

Ｐ，Ｐｅ 

 

Ｓ 

 

Ｓ 

 

 

 

 

ｔｎ 

 

ｔｎｒ 

 

 

Ｌ 

ＬＡ 

 

ＬＡＤ 

 

ＬＮ 

 

ＬＮＤ 

 

Ｌｓ 

Ｌ１ 

 

Ｌ２ 

Ｐ 

Ｑｂ 

Ｓｂ 

 

Ｓｅ 

 

Ｓｗ１ 

Ｓｗ２ 

Ｓｗ３ 

ｔｂ 

ｔｂｎ 

ｔｂｒ 

ｔｅ 

Ｗ 

Ｗｅ１ 

Ｗｅ２ 

2つの穴の径の平均値の1.5倍の値 

穴の中心線に平行な直線で区切られる補強に有効な

範囲 

穴の中心線に平行な直線で区切られる大穴の補強に

有効な範囲 

主管の面に平行な直線で区切られる補強に有効な範

囲 

主管の面に平行な直線で区切られる大穴の補強に有

効な範囲 

2つの穴の中心間の距離 

管台のすみ肉部の脚長（Ａ形，Ｂ形）又は管台補強

部の短辺長さ（Ｃ形）＊ 

強め材のすみ肉部の脚長＊ 

最高使用圧力又は外面に受ける最高の圧力 

管台の厚さの負の許容差 

最高使用温度における管台の材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5による。 

最高使用温度における強め材の材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5による。 

すみ肉溶接の許容せん断応力 

突合せ溶接の許容引張応力 

突合せ溶接の許容せん断応力 

管台の最小厚さ 

管台の公称厚さ 

管台の計算上必要な厚さ 

強め材の最小厚さ 

溶接部の負うべき荷重 

管台取付部すみ肉溶接部の許容せん断力 

管台取付部突合せ溶接部の許容せん断力 

mm 

mm 

 

mm 

 

mm 

 

mm 

 

mm 

mm 

 

mm 

MPa 

％，mm 

MPa 

 

MPa 

 

MPa 

MPa 

MPa 

mm 

mm 

mm 

mm 

N 

N 

N 

注記＊：設計・建設規格の図PPC-4010-4による。 

 

共 
 

通 
 

記 
 

号 
 

（
管 

の 

穴 

と 
補 

強 

計 

算
） 
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 設計・建設 

規格の記号 
計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

  

 

 

 

 

 

θ 

 

Ｗｅ３ 

Ｗｅ４ 

Ｗｅ５ 

Ｗｅｂｐ１ 

Ｗｅｂｐ２Ｗｅｂ

ｐ３ 

α 

π 

形  式 

管台取付部突合せ溶接部の許容せん断力 

強め材取付部突合せ溶接部の許容引張力 

強め材取付部すみ肉溶接部の許容せん断力 

予想される破断箇所の強さ 

予想される破断箇所の強さ 

予想される破断箇所の強さ 

分岐管の中心線と主管の中心線との交角 

円周率 

管台の取付け形式 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

゜ 

― 

― 

共
通
記
号
（
管
の
穴
と
補
強
計
算
） 
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(2) 計算手順及び算式 

a. 穴の形状 

管に設ける穴は，設計・建設規格 PPC-3421(2)により円形又はだ円形であること。 

b. 管台の取付け形式 

図2－1～図2－5に管台の取付け形式及び予想される破断形式を示す。 

ただし，すみ肉溶接部分の破断箇所については，両方の脚長が等しいため，片側の脚長

の破断形式のみを図示する。 

 

 

 

 

図2－1 Ａ形（強め材のない場合） 
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図2－2 Ｂ形（強め材のある場合） 



 

 36 

S2
 補

 Ⅵ
-3
-2
-9
(1
) 
R
1 

 

 

 

 

 

図2－3 Ａ形（鏡板で強め材のない場合） 
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図2－4 Ａ形（平板で強め材のない場合） 
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図2－5 Ｃ形（一体形で強め材のない場合） 
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c. 穴の補強の要否 

穴の補強の要否は，設計・建設規格 PPC-3422を適用する。 

(a) 算式 

補強を要しない穴の最大径は，次のイ項又はロ項で計算した値のいずれか大きい値

（ｄｆｒ）とする。 

イ. 平板以外の管に設ける穴であって，穴の径が61mm以下で，かつ，管の内径の4分の1

以下の穴（ｄｒ１） 

ロ. 平板以外の管に設ける穴であって，イ項に掲げるものを除き，穴の径が200mm以下

で，かつ，設計・建設規格の図PPC-3422-1及び図PPC-3422-2により求めた値以下の穴

（ｄｒ２） 

直管又は曲げ管の場合   

３２ ）1－Ｋ（ ・・ｔＤ ＝8.05・ｄ ｒｏｒｒ  

鏡板の場合 
３

２ ）1－Ｋ（ ・・ｔＤ ＝8.05・ｄ ｃｏｒ  

ただし，Ｋの値は次の算式による。 

(イ) 直管又は曲げ管の場合 

ｒｒ

ｏｒ

・η・ｔ.82・Ｓ1

Ｐ・Ｄ
Ｋ＝  

(ロ) さら形鏡板又は半だ円形鏡板の場合 

ｃ

ｏ

Ｓ・η・ｔ 1.82・

Ｐ・Ｄ
Ｋ＝  

(ハ) 全半球形鏡板の場合 

ｃ

ｏ

Ｓ・η・ｔ 3.64・

Ｐ・Ｄ
Ｋ＝  

ただし，Ｋ＞0.99の場合はＫ＝0.99とする。 

ハ. 平板に穴を設ける場合であって，平板の最小厚さ（ｔｃ）が次の式により計算した

値以上のもの 

(イ) 穴の径が平板の径又は最小内のりであるｄの値の2分の1以下の場合 

Ｓ

2・Ｋ・Ｐ
ｔ＝ｄ・   

ただし，Ｋの値は設計・建設規格 PPC-3413の表PPC-3413-1中で(ｍ)の取付け方

法を除き，0.375以上とすることを要しない。 

(ロ) 穴の径が平板の径又は最小内のりであるｄの値の2分の1を超える場合 

Ｓ

2.25・Ｋ・Ｐ
ｔ＝ｄ・   
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(b) 評価 

補強を要しない穴の最大径（ｄｆｒ）≧断面に現われる穴の径（ｄ）又は平板の最小

厚さ（ｔｃ）≧補強を要しない平板の計算上必要な厚さ（ｔ）ならば，穴の補強計算及

び溶接部の強度計算は必要ない。 

必要な場合は，d項以降による。 

d. 穴の補強に有効な範囲 

穴の補強に有効な範囲は，設計・建設規格 PPC-3424(1)a.を適用する。 

ただし，構造上計算した有効範囲が取れない場合は，構造上取り得る範囲とする。 

(a) 穴の中心線に平行な直線で区切られる補強に有効な範囲（ＬＡ）は，次の2つの式より

計算したいずれか大きい方の値 

イ. 直管又は曲げ管の場合 

＝ｄＬＡ  又は ｂｒ＋ｔ＋ｔ
2

ｄ
＝ＬＡ  

ロ. 鏡板の場合 

＝ｄＬＡ  又は ｂｃ＋ｔ＋ｔ
2

ｄ
＝ＬＡ  

ハ. 平板の場合 

ＨＡ＝ｄＬ  又は ｂｃ＋ｔ＋ｔ
2

ｄ
＝Ｌ

Ｈ
Ａ  

(b) 主管の面に平行な直線で区切られる補強に有効な範囲（ＬＮ）は，次の2つの式より計

算したいずれか小さい方の値 

イ. 直管又は曲げ管の場合 

ｒ＝2.5・ｔＬＮ  又は ｅｂ＋ｔ＝2.5・ｔＬＮ  

ロ. 鏡板の場合 

ｃ＝2.5・ｔＬＮ  又は ｂ＝2.5・ｔＬＮ  

ハ. 平板の場合 

ｃ＝2.5・ｔＬＮ  又は ｂ＝2.5・ｔＬＮ  

e. 主管の厚さの計算 

主管の計算上必要な厚さ（ｔｒｒ又はｔｃｒ）は，設計・建設規格 PPC-3424(1)b.(a)を適

用する。 

(a) 直管又は曲げ管の場合 

＋0.8・Ｐ2・Ｓ

Ｐ・Ｄ
＝ｔ

・ηｒ

ｏｒ
ｒｒ   ···················································  （内圧） 

ただし，η＝1.00 

4・Ｂ

3・Ｐ・Ｄ
＝ｔ

ｏｒ
ｒｒ   ·····························································  （外圧） 
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(b) 鏡板の場合 

イ. さら形鏡板 

Ｐ2・Ｓ・η－0.2・

Ｐ・Ｒ・Ｗ
＝ｔｃｒ   ·················································  （中低面） 

ただし，Ｗ＝1.00及びη＝1.00 

Ｂ

）Ｒ＋ｔ（ Ｐ・
＝ｔ

ｃ
ｃｒ   ··························································  （中高面） 

ロ. 半だ円形鏡板 

Ｐ2・Ｓ・η－0.2・

・ＤＰ・Ｋ
＝ｔ

１
ｃｒ   ·················································  （中低面） 

Ｂ

）Ｄ＋2・ｔ（ ・Ｐ・Ｋ
＝ｔ

ｃ
ｃｒ

Ｋ
  ·············································  （中高面） 

ハ. 全半球形鏡板 

Ｐ2・Ｓ・η－0.2・

Ｐ・Ｒ
＝ｔｃｒ   ·················································  （中低面） 

Ｂ

）Ｒ＋ｔ（ Ｐ・
＝ｔ

ｃ
ｃｒ   ··························································  （中高面） 

(c) 平板の場合 

Ｓ

Ｋ・Ｐ
＝ｄ・ｔｃｒ    

f. 管台の厚さの計算 

管台の計算上必要な厚さ（ｔｂｒ）は，設計・建設規格 PPC-3424(1)b.(b)を適用する。 

－1.2・Ｐ2・Ｓ

Ｐ・Ｄ
＝ｔ

ｂ

ｉｂ
ｂｒ   ···························································  （内圧） 

4・Ｂ

3・Ｐ・Ｄ
＝ｔ

ｏｂ
ｂｒ   ································································  （外圧） 

g. 穴の補強計算 

穴の補強計算は，設計・建設規格 PPC-3424(1)を適用する。 

(a) 算式 

イ. 補強に必要な面積 

(イ) 直管又は曲げ管の場合 

・(2－sinα)＝1.07・ｄ・ｔＡ ｒｒｒ  

(ロ) 鏡板の場合 

ｃｒｒ＝ｄ・ｔＡ  

(ハ) 平板の場合 

ｃｒｒ ・ｔ＝0.5・ｄＡ Ｈ  
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ロ. 補強に有効な面積 

(イ) 直管又は曲げ管の場合 

）－ｄ2・Ｌ（ ・ ）－Ｆ・ｔη・ｔ（＝Ａ Ａｒｒｒ１

ｒ

ｂ
ｂｒｂ

Ｓ

Ｓ
・α・Ｌ・cosec ）－ｔｔ（ ＝2・Ａ Ｎ２    

ｒ

ｂ

Ｓ

Ｓ
α・・sin）Ｌ（＝Ａ ２

１３    

ｒ

ｅ

ｒ

ｅ
ｅｏｂｏｅ

Ｓ

Ｓ
・）Ｌ（＋

Ｓ

Ｓ
・・ｔ ）α・cosec－ＤＤ（＝Ａ ２

２４        

（強め材が有効範囲ＬＡ内にある場合） 

ｒ

ｅ
ｅｏｂ

Ｓ

Ｓ
・・ｔ ）α・cosec－Ｄ2・Ｌ（＝Ａ Ａ４    

（強め材が有効範囲ＬＡの外まである場合） 

４３２１０ ＋Ａ＋Ａ＋Ａ＝ＡＡ  

(ロ) 鏡板の場合 

）－ｄ2・Ｌ（ ・ ）－Ｆ・ｔη・ｔ（＝Ａ Ａｃｒｃ１  

Ｓ

Ｓ
・Ｌ ）－ｔｔ（ ＝2・Ａ

ｂ
・ｂｒｂ Ｎ２    

Ｓ

Ｓ
・ ）Ｌ（＝Ａ

ｂ２
１３    

３２１０ ＋Ａ＋Ａ＝ＡＡ  

(ハ) 平板の場合 

）－ｄ2・Ｌ（ ・ ）－Ｆ・ｔη・ｔ（＝Ａ ＨＡｃｒｃ１  

Ｓ

Ｓ
・・Ｌ ）－ｔｔ（ ＝2・Ａ

ｂ
ｂｒｂ Ｎ２    

Ｓ

Ｓ
・）Ｌ（＝Ａ

ｂ２
１３     

３２１０ ＋Ａ＋Ａ＝ＡＡ  

(b) 評価 

穴の補強に有効な面積（Ａ０）＞穴の補強に必要な面積（Ａｒ）ならば穴の補強は十分

である。 
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h. 大穴の補強の要否 

大穴の補強の要否は，設計・建設規格 PPC-3424(4)を適用する。 

(a) 算式 

大穴の補強を要しない限界径（ｄｆｒＤ） 

イ. Ｄｉｒが1500mm以下の場合 

ｄｆｒＤ＝Ｄｉｒ／2 

ただし，500mmを超える場合500mmとする。 

ロ. Ｄｉｒが1500mmを超える場合 

ｄｆｒＤ＝Ｄｉｒ／3 

ただし，1000mmを超える場合1000mmとする。 

(b) 評価 

大穴の補強を要しない限界径（ｄｆｒＤ）≧断面に現われる穴の径（ｄ）ならば大穴の

補強計算は必要ない。 

必要な場合は，ｉ項以降による。 
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i. 大穴の補強に有効な範囲 

大穴の補強に有効な範囲は，設計・建設規格 PPC-3424(4)を適用する。 

ただし，構造上計算した有効範囲が取れない場合は，構造上取り得る範囲とする。 

(a) 大穴の補強における管台の取付け形式 

図2－6～図2－10に大穴の補強における管台の取付け形式を示す。 

 

 

 

 

図2－6 Ａ形（強め材のない場合） 
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図2－7 Ｂ形（強め材のある場合） 
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図2－8 Ａ形（鏡板で強め材のない場合） 
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図2－9 Ａ形（平板で強め材のない場合） 
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図2－10 Ｃ形（一体形で強め材のない場合） 
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(b) 穴の中心線に平行な直線で区切られる大穴の補強に有効な範囲 

Ｌ
ｄ

2

ｄ

4
ＡＤ＝ ＋  

(c) 主管の面に平行な直線で区切られる大穴の補強に有効な範囲 

ＬＮＤ Ｎ＝Ｌ  

j. 大穴の補強計算 

大穴の補強計算は，設計・建設規格 PPC-3424(4)を適用する。 

(a) 算式 

イ. 大穴の補強に必要な面積 

Ａ
2

3
ｒ ｒＤ

  
＝ ・Ａ  

ロ. 大穴の補強に有効な面積 

Ａ１Ｄ＝（η･ｔｒ－Ｆ･ｔｒｒ）･（2･ＬＡＤ－ｄ） 

 

Ａ２ ２Ｄ＝Ａ  

（管台の外径が有効範囲ＬＡＤ内にある場合） 

 

Ａ
ｄ

4

Ｓ

Ｓ
２Ｄ ＮＤｂｒ

ｂ

ｒ
＝2・ －ｔ ・cosec ・Ｌ ・









  

（管台の外径が有効範囲ＬＡＤの外まである場合） 

 

Ａ３ ３Ｄ＝Ａ  

（すみ肉部の脚長が有効範囲ＬＡＤ内にある場合） 

 

Ａ３Ｄ＝ 0 

（すみ肉部の脚長が有効範囲ＬＡＤの外まである場合） 

 

Ａ４ ４Ｄ＝Ａ  

（強め材が有効範囲ＬＡＤ内にある場合） 

 

Ａ 3・
ｄ

2

Ｓ

Ｓ
４Ｄ ｏｂ ｅ

ｅ

ｒ
＝ －Ｄ ・cosec ・ｔ ・









  

（強め材が有効範囲ＬＡＤの外まである場合） 

 

Ａ０ １ ２ ３ ４Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ＝Ａ ＋Ａ ＋Ａ ＋Ａ  

(b) 評価 

大穴の補強に有効な面積（Ａ０Ｄ）≧大穴の補強に必要な面積（ＡｒＤ）ならば大穴の

補強は十分である。 

α 

α 
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k. 2つ穴の補強計算 

2つ以上の穴の補強に有効な範囲が重なり合う場合の補強計算は，設計・建設規格 

PPC-3424(2)a.，b.及びc.を適用する。 

以下，直管の2つ穴の計算方法を示す。 

(a) 算式 

イ. 2つの穴の間にある主管の必要な断面積 

Ａｓｒ ｓ ｒｒ＝0.7・Ｌ ・ｔ ・Ｆ  

ロ. 2つの穴の間にある主管の断面積 

Ａ Ｌ
ｄ＋ｄ

2
ｓｏ ｓ ｒ

Ｄ
＝ － ・ｔ








  

(b) 算式 

2つの穴の径の平均値の1.5倍の値 

Ｌ＝1.5・
ｄ＋ｄ

2

Ｄ







  

(c) 算式 

イ. 2つの穴の補強に必要な面積の2分の1 

Ａ
Ａ

2
ｒｉ

ｒ ｒｓ
＝

＋Ａ
 

Ａｒ及びＡｒｓは1つの穴の計算に準じる。 

ロ. 2つの穴の間にある補強に有効な面積 

2

＋ＡＡ
＋

2

＋ＡＡ
＋

2

＋ＡＡ
）＋－ｔｔ（・

2

＋ｄｄ
－Ｌ＝Ａ

ｓｓｓ
ｒｒｒｓｏｉ

４４３３２２Ｄ
    









Ａ２，Ａ２ｓ，Ａ３，Ａ３ｓ，Ａ４及びＡ４ｓは，1つの穴の計算に準じる。 

(d) 評価 

穴の補強は，以下の条件を満足すれば十分である。 

イ. 2つの穴の間にある主管の断面積（Ａｓｏ）≧2つの穴の間にある主管の必要な断面 

積（Ａｓｒ） 

ロ. 2つの穴の間にある補強に有効な面積（Ａｏｉ）≧2つの穴の補強に必要な面積の2分

の1（Ａｒｉ） 

ハ. 2つの穴の中心間の距離（Ｌｓ）≧2つの穴の径の平均値の1.5倍（Ｌ） 
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l. 溶接部の強度計算 

溶接部の強度計算は，設計・建設規格 PPC-3424(8)及び(9)を適用する。 

ただし，Ｃ形に関しては評価すべき溶接部がないため，強度計算は行わない。 

(a) 算式 

イ. 溶接部の負うべき荷重 

(イ) 直管又は曲げ管の場合 

Ｗ＝ｄ・ｔｒｒ・Ｓｒ－（η・ｔｒ－Ｆ・ｔｒｒ）・（2・ＬＡ－ｄ）・Ｓｒ 

(ロ) 鏡板の場合 

Ｗ＝ｄ・ｔｃｒ・Ｓ－（η・ｔｃ－Ｆ・ｔｃｒ）・（2・ＬＡ－ｄ）・Ｓ 

(ハ) 平板の場合 

Ｗ＝ｄＨ・ｔｃｒ・Ｓ－（η・ｔｃ－Ｆ・ｔｃｒ）・（2・ＬＡ－ｄＨ）・Ｓ 

ロ. 溶接部の許容応力 

(イ) 直管又は曲げ管の場合 

３３

２２

１

・Ｆ＝ＳＳ

・Ｆ＝ＳＳ

・Ｆ＝ＳＳ

ｒ

ｒ

ｒ１

Ｗ

Ｗ

Ｗ

 

(ロ) 鏡板又は平板の場合 

Ｓ

Ｓ

Ｓ

１ １

２ ２

３ ３

Ｗ

Ｗ

Ｗ

＝Ｓ・Ｆ

＝Ｓ・Ｆ

＝Ｓ・Ｆ

 

ハ. 溶接部の破断強さ 

(イ) 直管又は曲げ管の場合 

／2・Ｓ・Ｌ＝π・ＤＷ

・Ｓ・ｔ α・cosec＋ｔ
2

ｄ
 ＝π・Ｗ

α／2・cosec・Ｓ＝π・ｄ・ｔＷ

α／2・cosec・Ｓ＝π・ｄ・ｔＷ

・Ｓ・Ｌ α・cosec＋ｔ
2

ｄ
 ＝π・Ｗ

１２５

２４

３３

３２

１１１

Ｗ

Ｗ

Ｗ

Ｗ

Ｗ

ｏｅｅ

ｅｂｅ

ｂｅ

ｂｅ

ｂｅ



















 

(ロ) 鏡板の場合 

／2・Ｓ＝π・ｄ・ｔＷ

／2・Ｓ＝π・ｄ・ｔＷ

・Ｓ・Ｌ ＋ｔ
2

ｄ
 ＝π・Ｗ

３

３２

１１１

Ｗ

Ｗ

Ｗ

ｂｅ３

ｂｅ

ｂｅ 







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(ハ) 平板の場合 

／2・Ｓ・ｔ＝π・ｄＷ

／2・Ｓ・ｔ＝π・ｄＷ

・Ｓ・Ｌ＋ｔ
2

ｄ
＝π・Ｗ

３３

３２

１１１

ＷＨ

ＷＨ

Ｗ
Ｈ

ｂｅ

ｂｅ

ｂｅ     








 

ニ. 予想される破断箇所の強さ 

(イ) Ａ形の管台形式の場合 

Ｗｅｂｐ１＝  を通る強さ＝Ｗｅ３ 

Ｗｅｂｐ２＝ ＋  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ２ 

(ロ) Ｂ形の管台形式の場合 

Ｗｅｂｐ１＝ ＋  を通る強さ＝Ｗｅ１＋Ｗｅ３ 

Ｗｅｂｐ２＝ ＋  を通る強さ＝Ｗｅ２＋Ｗｅ４ 

Ｗｅｂｐ３＝ ＋  を通る強さ＝Ｗｅ２＋Ｗｅ５ 

(b) 評価 

イ. 溶接部の負うべき荷重（Ｗ）が0以下の場合 

溶接部の強度は十分とみなし，溶接部の強度計算は行わない。 

ロ. 溶接部の負うべき荷重（Ｗ）が0を超える場合 

溶接部の負うべき荷重（Ｗ）≦予想される破断箇所の強さ（Ｗｅｂｐ１ ，Ｗｅｂｐ２ ，

Ｗｅｂｐ３ ）ならば溶接部の強度は十分である。 

(3) 補足 

a. 穴の補強計算，大穴の補強計算及び2つ穴の補強計算において面積の計算をする際，

Ｓ

Ｓ

Ｓ

Ｓ

Ｓ

Ｓ

ｂ

ｒ

ｂ ｅ

ｒ
又は, が1を超える場合は，値を1として計算する。 

b. 断面が長手軸となす角度により求めた係数Ｆは，1として計算する。 

c. 鏡板及び平板の補強計算は，本書では取付け角度が90°で1つ穴のものについての計算方

法を示す。 

Ｗｅ５ Ｗｅ２ 

Ｗｅ４ Ｗｅ２ 

Ｗｅ３ Ｗｅ１ 

Ｗｅ２ Ｗｅ１ 

Ｗｅ３ 
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2.7 フランジの強度計算 

フランジの強度計算は，設計・建設規格 PPC-3414を適用する。 

計算は，ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3を適用する。 

(1) 記号の説明 

設計・建設 

規格又は 

ＪＩＳの記号 
計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

Ａ Ａ フランジの外径 mm 

Ａｂ Ａｂ 実際に使用するボルトの総有効断面積 mm2 

Ａｍ Ａｍ ボルトの総有効断面積 mm2 

Ａｍ１ Ａｍ１ 使用状態でのボルトの総有効断面積 mm2 

Ａｍ２ Ａｍ２ ガスケット締付時のボルトの総有効断面積 mm2 

Ｂ Ｂ フランジの内径 mm 

Ｂ１ Ｂ１ Ｂ＋ｇ０（ｆ≧1のときの一体形フランジの場合） 

Ｂ＋ｇ１（ルーズ形フランジ（差込み形フランジ）

及び一体形フランジでｆの最小採用値は1である

が，ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 図4より求

まるｆが1未満となる場合） 

mm 

ｂ ｂ ガスケット座の有効幅 mm 

ｂ０ ｂｏ ガスケット座の基本幅（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 

附属書3 表3による。） 

mm 

Ｃ Ｃ ボルト穴の中心円の直径 mm 

ｄ ｄ 係数 









合）（一体形フランジの場・ｇ・ｈ

Ｖ

Ｕ
＝ ２

０ｏ  












）み形フランジ）の場合

差込（ルーズ形フランジ（
・ｇ・ｈ

Ｖ

Ｕ
＝ ２

０ｏ
Ｌ

   

mm3 

ｄｂ ｄｂ ボルトのねじ部の谷の径と軸部の径の最小部の小

さい方の径 

mm 

 ｄｉ 穴あきボルトの内径 mm 

ｅ ｅ 係数 









場合）　（一体形フランジの

ｈ

Ｆ
＝

ｏ
 












）み形フランジ）の場合

差込（ルーズ形フランジ（
　

ｈ

Ｆ
＝

ｏ

Ｌ
 

mm-1 

Ｆ Ｆ 一体形フランジの係数（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 

附属書3 図5又は表4による。） 

― 
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設計・建設 

規格又は 

ＪＩＳの記号 
計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

ＦＬ ＦＬ ルーズ形フランジの係数（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 

附属書3 図6又は表4による。） 

― 

ｆ ｆ ハブ応力修正係数（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属

書3 図4又は表4による。） 

― 

Ｇ Ｇ ガスケット反力円の直径 mm 

 Ｇｓ ガスケット接触面の外径 mm 

ｇ０ ｇ０ ハブ先端の厚さ mm 

ｇ１ ｇ１ フランジ背面のハブの厚さ mm 

Ｈ Ｈ 圧力によってフランジに加わる全荷重 N 

ＨＤ ＨＤ 圧力によってフランジの内径面に加わる荷重 N 

ＨＧ，ＨＧ ＨＧ ガスケット荷重 N 

ＨＰ ＨＰ 気密を十分に保つためにガスケット又は継手接触

面に加える圧縮力 

N 

ＨＴ ＨＴ 圧力によってフランジに加わる全荷重とフランジ

の内径面に加わる荷重との差 

N 

ｈ ｈ ハブの長さ mm 

ｈＤ ｈＤ ボルト穴の中心円からＨＤ作用点までの半径方向

の距離 

mm 

ｈＧ ｈＧ ボルト穴の中心円からＨＧ作用点までの半径方向

の距離 

mm 

ｈ０ ｈｏ Ｂ・ｇ０  mm 

ｈＴ ｈＴ ボルト穴の中心円からＨＴ作用点までの半径方向

の距離 

mm 

Ｋ Ｋ フランジの内外径の比 ― 

Ｌ Ｌ 係数 

＝ ＋
ｔ・ｅ＋1

Ｔ

ｔ

ｄ

３

 

― 

ＭＤ ＭＤ 内圧によってフランジの内径面に加わるモーメン

ト 

N･mm 

ＭＧ ＭＧ ガスケット荷重によるモーメント N･mm 

Ｍｇ Ｍｇ ガスケット締付時にフランジに作用するモーメン

ト 

N･mm 

Ｍ０ Ｍｏ 使用状態でフランジに作用するモーメント N･mm 

ＭＴ ＭＴ 内圧によってフランジに加わる全荷重とフランジの

内径面に加わる荷重との差によるモーメント 

N･mm 
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設計・建設 

規格又は 

ＪＩＳの記号 
計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

ｍ ｍｇ ガスケット係数（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書

3 表2による。） 

― 

Ｎ Ｎ ガスケットの接触面の幅（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 

附属書3 表3による。） 

mm 

ｎ ｎ ボルトの本数 ― 

Ｍ Ｍｅ フランジ部に作用するモーメント N･mm 

ＰＦＤ Ｐ 設計圧力 

（応力計算に用いる設計圧力は最高使用圧力又は外

面に受ける最高の圧力にＰｅｑを加えたものであ

る。） 

MPa 

Ｐｅｑ Ｐｅｑ 管の自重及びその他の機械的荷重によりフランジ

部に作用する曲げモーメントを圧力に換算した値 

 

 
３・Ｇπ

・Ｍ16
＝Ｐ

ｅ
ｅｑ

  

 

MPa 

 Ｐｏ 最高使用圧力（内圧） MPa 

Ｒ Ｒ ボルトの中心円からハブとフランジ背面との交点

までの半径方向の距離 

mm 

Ｔ Ｔ Ｋ（＝Ａ／Ｂ）の値によって定まる係数（ＪＩＳ 

Ｂ ８２６５ 附属書3 図7による。） 
― 

ｔ ｔ フランジの厚さ mm 

Ｕ Ｕ 
Ｋ（＝Ａ／Ｂ）の値によって定まる係数（ＪＩＳ 

Ｂ ８２６５ 附属書3 図7による。） 
― 

Ｖ Ｖ 一体形フランジの係数（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 

附属書3 図8又は表4による。） 

― 

ＶＬ ＶＬ ルーズ形フランジの係数（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 

附属書3 図9又は表4による。） 

― 

Ｗ，Ｗｇ Ｗｇ ガスケット締付時のボルト荷重 N 

Ｗｍ１ Ｗｍ１ 使用状態での必要な最小ボルト荷重 N 

Ｗｍ２ Ｗｍ２ ガスケット締付時に必要な最小ボルト荷重 N 

Ｗ０ Ｗｏ 使用状態でのボルト荷重 N 

Ｙ Ｙ Ｋ（＝Ａ／Ｂ）の値によって定まる係数（ＪＩＳ 

Ｂ ８２６５ 附属書3 図7による。） 
― 

ｙ ｙ ガスケットの最小設計締付圧力（ＪＩＳ Ｂ ８

２６５ 附属書3 表2による。） 

N/mm2 
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設計・建設 

規格又は 

ＪＩＳの記号 
計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

Ｚ Ｚ Ｋ（＝Ａ／Ｂ）の値によって定まる係数（ＪＩＳ 

Ｂ ８２６５ 附属書3 図7による。） 
― 

π π 円周率 ― 

σａ σａ 常温におけるボルト材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表7によ

る。 

MPa 

σｂ σｂ 最高使用温度におけるボルト材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表7によ

る。 

MPa 

σｆ σｆａ 常温におけるフランジ材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5によ

る。 

MPa 

σｆ σｆｂ 最高使用温度におけるフランジ材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5によ

る。 

MPa 

σＨ σＨｇ ガスケット締付時のハブの軸方向応力 MPa＊ 

σＨ σＨｏ 使用状態でのハブの軸方向応力 MPa＊ 

σＲ σＲｇ ガスケット締付時のフランジの径方向応力 MPa＊ 

σＲ σＲｏ 使用状態でのフランジの径方向応力 MPa＊ 

σＴ σＴｇ ガスケット締付時のフランジの周方向応力 MPa＊ 

σＴ σＴｏ 使用状態でのフランジの周方向応力 MPa＊ 

 形  式 フランジの形式 ― 

 NON-ASBESTOS 非石綿ジョイントシート ― 

 SUS-NON- 

ASBESTOS 

渦巻形金属ガスケット（非石綿）（ステンレス鋼） ― 

注記＊：ＪＩＳ Ｂ ８２６５は「N/mm2」を使用しているが，設計・建設規格に合わせ「MPa」

に読み替えるものとする。 
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(2) フランジの形式 

フランジの形式及び各部の記号は，図2－11～図2－15による。 

ただし，Ｗは，Ｗｇ，Ｗｍ１，Ｗｍ２及びＷｏのボルト荷重を表す。 

 

 

注：ハブのテーパが6°以下のときは，ｇ０＝ｇ１とする。 

 

ＴＹＰＥ－1 ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 図2 a) 4) 

 

 

 

注：ハブのテーパが6°以下のときは，ｇ０＝ｇ１とする。 

 

ＴＹＰＥ－2 ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 図2 a) 4) 

 

 

図2－11 ルーズ形フランジ（差込み形フランジ） 
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注：ハブのテーパが6°以下のときは，ｇ０＝ｇ１とする。 

 

ＴＹＰＥ－3 ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 図2 a) 5) 

 

 

図2－12 ルーズ形フランジ（差込み形フランジ） 
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ＴＹＰＥ－4 ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 図2 b) 8) 

 

 

 

ＴＹＰＥ－5 ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 図2 b) 8) 

 

注記＊：フランジに近いハブのこう配が1/3以下の場合は，ｈは下図に従う。 

 

 

 

 

図2－13 一体形フランジ 
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ＴＹＰＥ－6 ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 図2 b) 6) 

 

 

図2－14 一体形フランジ 
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ＴＹＰＥ－7 ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 図2 c) 12) 

（一体形フランジとして計算） 

 

 

 

ＴＹＰＥ－8 ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 図2 c) 11) 

（一体形フランジとして計算） 

 

 

図2－15 任意形フランジ 
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(3) 内圧計算手順及び算式 

a. ガスケット座の有効幅及びガスケット反力円の直径 

ガスケット座の有効幅（ｂ）及びガスケット反力円の直径（Ｇ）は，ガスケット座の基

本幅（ｂｏ）に従い以下のように求める。 

ｂｏ≦6.35mmの場合 

ｂ＝ｂｏ 

Ｇ＝Ｇｓ－Ｎ 

ｂｏ＞6.35mmの場合 

ｂ＝ ｏｂ2.52・  

Ｇ＝Ｇｓ－2・ｂ 

ただし，ｂｏはＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 表3による。 

b. 計算上必要なボルト荷重 

(a) 使用状態で必要なボルト荷重 

・Ｐ＝2・π・ｂ・Ｇ・ｍＨ

・Ｐ・Ｇ
4

π
Ｈ＝

＝Ｈ＋ＨＷ

ｇ

ｍ

Ｐ

Ｐ

２

１

    

(b) ガスケット締付時に必要なボルト荷重 

Ｗｍ２＝π・ｂ・Ｇ・ｙ  

c. ボルトの総有効断面積及び実際に使用するボルトの総有効断面積 

Ａ
Ｗ

ｍ
ｍ

ｂ
１

１
＝

σ
 （使用状態） 

Ａ
Ｗ

ｍ
ｍ

ａ
２

２
＝

σ
 （ガスケット締付時） 

）・ｎ－ｄ・（ｄ
4

π
＝Ａ

），ＡＡ（Max＝Ａ

２２

２１

ｉｂｂ

ｍｍｍ

  
 

d. フランジの計算に用いるボルト荷重 

Ｗｏ ｍ１＝Ｗ    （使用状態） 

Ｗ
Ａ

2
ｇ

ｍ ｂ
ａσ＝

＋Ａ
・









  （ガスケット締付時） 
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e. 使用状態でフランジに加わる荷重 

Ｈ
π

4

Ｈ

Ｈ

Ｄ

Ｇ

Ｔ Ｄ

２

ｏ

＝ ・Ｂ ・Ｐ

＝Ｗ －Ｈ

＝Ｈ－Ｈ

 

f. 使用状態でのフランジ荷重に対するモーメントアーム 

フランジの形式 ｈＤ  ｈＧ  ｈＴ  

一体形フランジ Ｒ＋0.5・ｇ１  Ｃ－Ｇ

2
 

Ｒ＋ｇ

2

Ｇ１＋ｈ
 

ルーズ形フランジ 

（差込み形フランジ） 

Ｃ－Ｂ

2  
Ｃ－Ｇ

2  
ｈ

2

Ｄ Ｇ＋ｈ
 

 

ただし， 

Ｒ＝
Ｃ－Ｂ

2
１









－ｇ  

g. 使用状態でフランジに作用するモーメント 

Ｍ

Ｍ

Ｍ

Ｍ

Ｄ Ｄ Ｄ

Ｇ Ｇ Ｇ

Ｔ Ｔ Ｔ

Ｄ Ｇ Ｔｏ

＝Ｈ ・ｈ

＝Ｈ ・ｈ

＝Ｈ ・ｈ

＝Ｍ ＋Ｍ ＋Ｍ

 

h. ガスケット締付時にフランジに作用するモーメント 

Ｍ
Ｃ－Ｇ

2
ｇ ｇ＝Ｗ ・









  

i. 一体形フランジ及びルーズ形フランジ（差込み形フランジ）の応力 

(a) 使用状態でのフランジの応力 

ｏ
ｏ

ｏ

ｏ
ｏ

ｏｏ
ｏ

ＲＴ

Ｒ

Ｈ

σσ

σ

σ

－Ｚ・
・Ｂt

・ＭＹ
＝

Ｂ・・ｔＬ

）・Ｍ1・ｔ・ｅ＋1.33（
＝

・ｇ4

・ＢＰ
＋

・ＢＬ・ｇ

・Ｍｆ
＝

２

２

０
２

１
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(b) ガスケット締付時のフランジの応力 

ｇ
ｇ

ｇ

ｇ
ｇ

ｇ
ｇ

ＲＴ

Ｒ

Ｈ

σσ

σ

σ

－Ｚ・
・Ｂｔ

・ＭＹ
＝

・Ｂ・ｔＬ

Ｍ）・1・ｔ・ｅ＋.331（
＝

Ｂ・ｇ・Ｌ

・Ｍｆ
＝

２

２

２
１

  

  

    

  

 

ただし， 

Ｌ＝
ｔ・ｅ＋1

Ｔ

ｔ

ｄ

３

＋  

ｈ Ｂ・ｇｏ ０＝  

ｄ＝
Ｕ

Ｖ
０

２・ｈ ・ｇｏ  （一体形フランジ） 

ｄ＝
Ｕ

ＶＬ
ｏ ０

２・ｈ ・ｇ  （ルーズ形フランジ（差込み形フランジ）） 

ｅ＝
Ｆ

ｈｏ
 （一体形フランジ） 

ｅ＝
Ｆ

ｈ

Ｌ

ｏ
 （ルーズ形フランジ（差込み形フランジ）） 

また，Ｂが20・ｇ１より小さいときは，ハブの軸方向の応力（σＨｏ）及びσＨｇの計

算式のＢの代わりにＢ１を用いる。 

j. 評価 

内圧を受けるフランジは，以下の条件を満足すれば十分である。 

(a) ボルトの総有効断面積 Ａｍ＜Ａｂ 

(b) ハブの軸方向応力 

使用状態にあっては σＨｏ≦1.5・σｆｂ 

ガスケット締付時にあっては σＨｇ≦1.5・σｆａ 

(c) フランジの径方向応力 

使用状態にあっては σＲｏ≦1.5・σｆｂ 

ガスケット締付時にあっては σＲｇ≦1.5・σｆａ 

(d) フランジの周方向応力 

使用状態にあっては σＴｏ≦1.5・σｆｂ 

ガスケット締付時にあっては σＴｇ≦1.5・σｆａ 
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(4) 外圧計算手順及び算式 

a. ガスケット座の有効幅及びガスケット反力円の直径 

ガスケット座の有効幅（ｂ）及びガスケット反力円の直径（Ｇ）は，ガスケット座の基

本幅（ｂｏ）に従い以下のように求める。 

ｂｏ≦6.35mmの場合 

ｂ＝ｂｏ 

Ｇ＝Ｇｓ－Ｎ 

ｂｏ＞6.35mmの場合 

ｏｂｂ＝2.52・   

Ｇ＝Ｇｓ－2・ｂ 

ただし，ｂｏはＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 表3による。 

b. 計算上必要なボルト荷重 

Ｗｍ２＝π・ｂ・Ｇ・ｙ 

c. ボルトの総有効断面積及び実際に使用するボルトの総有効断面積 

Ａ ＝ｍ２
Ｗ

σ

ｍ

ａ

２
 

Ａ ＝ ・（ｄ －ｄ ）・ｎｂ ｂ ｉ
２ ２π

4
 

d. フランジの計算に用いるボルト荷重 

Ｗ ＝
Ａ ＋Ａ

・ｇ
ｍ ｂ

ａ
２

σ
2









  

e. 使用状態でフランジに加わる荷重 

Ｈ＝ ・Ｇ ・Ｐ２π

4
 

Ｈ ＝ ・Ｂ ・ＰＤ
２π

4
 

ＨＴ＝Ｈ－ＨＤ 

f. 使用状態でのフランジ荷重に対するモーメントアーム 

 

フランジの形式 ｈＤ ｈＧ ｈＴ 

一体形フランジ Ｒ＋0.5・ｇ１ 
Ｃ－Ｇ

2
 

Ｒ＋ｇ ＋ｈ

2

１ Ｇ
 

ルーズ形フランジ 

（差込み形フランジ） 

Ｃ－Ｂ

2
 

Ｃ－Ｇ

2
 

ｈ ＋ｈ

2

Ｄ Ｇ
 

 

ただし， 

Ｒ＝
Ｃ－Ｂ

2
－ｇ１










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g. 使用状態でフランジに作用するモーメント 

Ｍｏ＝ＨＤ・（ｈＤ－ｈＧ）＋ＨＴ・（ｈＴ－ｈＧ） 

h. ガスケット締付時にフランジに作用するモーメント 

Ｍｇ＝Ｗｇ・ｈＧ 

i. 一体形フランジ及びルーズ形フランジ（差込み形フランジ）の応力 

(a) 使用状態でのフランジの応力 

ｏ
ｏ

ｏ

ｏ
ｏ

ｅ

２

ｏ
ｏ

ＲＴ

Ｒ

Ｈ

σσ

σ

σ

－Ｚ・
・Ｂt

・ＭＹ
＝

Ｂ・・ｔＬ

・Ｍ1）・ｔ・ｅ＋（1.33
＝

・ｇ4

・ＢＰ
＋

・ＢｇＬ・

・Ｍｆ
＝

２

２

０１

 

(b) ガスケット締付時のフランジの応力 

ｇ
２

ｇ
ｇ

２

ｇ
ｇ

２
１

ｇ
ｇ

ＲＴ

Ｒ

Ｈ

σσ

σ

σ

－Ｚ・
・Ｂｔ

・ＭＹ
＝

・Ｂ・ｔＬ

）・Ｍ1・ｔ・ｅ＋1.33（
＝

Ｂ・Ｌ・ｇ

・Ｍｆ
＝

 

ただし， 

Ｌ＝
ｔ・ｅ＋1

Ｔ
＋

ｔ

ｄ

３

 

ｈ ＝ Ｂ・ｇｏ ０  

ｄ＝
Ｕ

Ｖ
ｏ ０

２・ｈ ・ｇ  （一体形フランジ） 

ｄ＝
Ｕ

ＶＬ
ｏ ０

２・ｈ ・ｇ  （ルーズ形フランジ（差込み形フランジ）） 

ｅ＝
Ｆ

ｈｏ
 （一体形フランジ） 

ｅ＝
Ｆ

ｈ

Ｌ

ｏ
 （ルーズ形フランジ（差込み形フランジ）） 

また，Ｂが20・ｇ１より小さいときは，ハブの軸方向の応力（σＨｏ）及びσＨｇの計

算式のＢの代わりにＢ１を用いる。 
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j. 評価 

外圧を受けるフランジは，以下の条件を満足すれば十分である。 

(a) ボルトの総有効断面積 Ａｍ２＜Ａｂ 

(b) ハブの軸方向応力 

使用状態にあっては σＨｏ≦1.5・σｆｂ 

ガスケット締付時にあっては σＨｇ≦1.5・σｆａ 

(c) フランジの径方向応力 

使用状態にあっては σＲｏ≦1.5・σｆｂ 

ガスケット締付時にあっては σＲｇ≦1.5・σｆａ 

(d) フランジの周方向応力 

使用状態にあっては σＴｏ≦1.5・σｆｂ 

ガスケット締付時にあっては σＴｇ≦1.5・σｆａ 
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2.8 伸縮継手の強度計算 

伸縮継手の強度計算は，設計・建設規格 PPC-3416を適用する。 

(1) 記号の説明 

設計・建設 

規格の記号 
計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

ｂ ｂ 継手部の波のピッチの2分の1 mm 

ｃ ｃ 継手部の層数 ― 

Ｅ Ｅ 材料の縦弾性係数 

設計・建設規格 付録材料図表 Part6 

表1による。 

MPa 

ｈ ｈ 継手部の波の高さ mm 

Ｎ Ｎ 許容繰返し回数 ― 

 Ｎｒ 実際の繰返し回数 ― 

ｎ ｎ 継手部の波数の2倍の値 ― 

ｔ ｔ 継手部の板の厚さ mm 

 Ｕ 実際の繰返し回数(Ｎｒ)／許容繰返し回数

(Ｎ) 

― 

δ δ 全伸縮量 mm 

σ σ 継手部応力 MPa 

 
算  式 

A 

 

調整リング無しの場合 

 

― 

 B 調整リング付きの場合 ― 

 

(2) 継手部の形状 

継手部の形状を図2－16に示す。 

 

 

 

図2－16 継手部の形状 
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(3) 算式 

伸縮継手の許容繰返し回数は 

3.5

σ

11031
Ｎ＝ 








 

ただし，材料がステンレス鋼及び高ニッケル合金のものに限る。 

a. 調整リングが付いていない場合の継手部応力 

・ｃ・ｔ2

・ｈＰ
＋

・ｈｂ・ｎ

・Ｅ・ｔ・1.5
＝

２

２

３

δ
σ   ····························································· (Ａ) 

b. 調整リングが付いている場合の継手部応力 

ｔ・ｃ

・ｈＰ
＋

・ｈｂ・ｎ

・Ｅ・ｔ・1.5
＝

３

δ
σ   ································································ (Ｂ) 

(4) 評価 

実際の繰返し回数（Ｎｒ）と許容繰返し回数（Ｎ）の比（Ｕ＝Ｎｒ／Ｎ）がＵ≦1であれば，

伸縮継手の強度は十分である。 

実際の繰返し回数が2種類以上の場合は，実際の繰返し回数と許容繰返し回数の比を加えた

値（Ｕ＝
i

ｒｉ ｉ ( )Ｎ ／Ｎ ）がＵ≦1であれば，伸縮継手の強度は十分である。
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別紙 1 基本板厚計算書の概略系統図記載要領 
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基本板厚計算書の概略系統図記載要領については，Ⅵ-3-2-2「クラス１管の強度計算方法 別紙

1 基本板厚計算書の概略系統図記載要領」による。 
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別紙 2 管の基本板厚計算書のフォーマット 
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管の基本板厚計算書のフォーマットについては，Ⅵ-3-2-2「クラス１管の強度計算方法 別紙 2 

管の基本板厚計算書のフォーマット」による。 
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(2) 重大事故等クラス２管であってクラス２管の応力計算方法 
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1. 一般事項 

1.1 概要 

本書は，発電用原子力設備のうち重大事故等クラス２管であってクラス２管の応力計算書

（以下「計算書」という。）について説明するものである。 

 

1.2 適用規格 

適用規格を以下に示す。 

(1) 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則（原子力規制委員会 2013 年

6 月）（以下「技術基準規則」という。） 

(2) 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈（原子力規制委員会

2013 年 6月）（以下「技術基準規則解釈」という。） 

(3) 発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。））ＪＳＭＥ

Ｓ ＮＣ１-2005/2007）（日本機械学会 2007 年 9 月）（以下「設計・建設規格」という。） 

(4) 発電用原子力設備に関する構造等の技術基準（昭和 55 年通商産業省告示第５０１号）

（以下「告示第５０１号」という。） 

 

2. 重大事故等クラス２管であってクラス２管の応力計算方法 

2.1 計算方針 

重大事故等対処設備の材料及び構造は技術基準規則第 55 条に規定されており，技術基準規

則解釈第 55 条第 7項の規定に基づき，技術基準規則第 17 条の設計基準対象施設の規定を準用

する。 

重大事故等クラス２管であってクラス２管の応力計算として，設計・建設規格 PPC-3520

の規定に基づく一次応力評価を実施する。加えて，施設時に適用された規格が告示第５０１号

の範囲については，告示第５０１号第 56 条第 1 号の規定に基づく一次応力評価を実施する。

なお，設計・建設規格 PPC-3530 又は告示第５０１号第 56 条第 2 号に規定の一次＋二次応力

制限は疲労破壊防止のための規定であるが，重大事故等事象は運転状態Ⅳを超える事象であり，

繰返し発生することがなく，疲労に有意な影響を及ぼすことがないことから，一次＋二次応力

評価を省略する。 

 

2.2 計算方法 

2.2.1 解析による計算 

応力計算は三次元多質点系はりモデルによる解析により実施する。配管系の動的解析手

法としては，スペクトルモーダル解析法を用いる。なお，解析コードは，「ＨＩＳＡＰ」

を使用し，解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ－5「計算機プログ

ラム（解析コード）の概要」に示す。 
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2.2.1.1 解析モデルの作成 

配管系の解析モデル作成に当たっては，以下を考慮する。 

(1) 配管系は三次元多質点系はりモデルとし，曲げ，せん断，ねじり及び軸力に対する

剛性を考慮する。 

(2) 弁等の偏心質量がある場合には，その影響を評価できるモデル化を行う。また，弁

の剛性を考慮したモデル化を行う。 

(3) 同一モデルに含める範囲は，原則としてアンカ点からアンカ点までとする。 

(4) 分岐管がある場合には，その影響を考慮できるモデル化を行う。ただし，母管に対

して分岐管の径が十分に小さく，分岐管の振動が母管に与える影響が小さい場合には

この限りではない。 

(5) 質点は応力が高くなると考えられる点に設定するとともに，代表的な振動モードを

十分に表現できるように，適切な間隔で設ける。 

(6) 配管の支持構造物は，以下の境界条件として扱うことを基本とする。 

a. レストレイント：拘束方向の剛性を考慮し，並進方向固定及び回転方向自由とし

て扱う。 

b. スナッバ：拘束方向の剛性を考慮し，並進方向固定及び回転方向自由として扱う。 

c. アンカ：6方向の剛性を考慮し，完全固定として扱う。 

d. ガイド：拘束方向の剛性を考慮し，並進方向固定及び回転方向固定として扱う。 

e. ハンガ：拘束方向の剛性を考慮し，並進方向固定及び回転方向自由として扱う。 

 (7) 配管系の質量は，管自体の質量（フランジ部含む）の他に弁等の集中質量，保温

材等の付加質量及び管内流体の質量を考慮するものとする。 

 

2.2.1.2 解析条件   

解析において考慮する解析条件を以下に示す。 

(1)  荷重条件 

a.  内圧 

b.  機械的荷重（自重及びその他の長期的荷重） 

c.  機械的荷重（逃がし弁又は安全弁の吹出し反力及びその他の短期的荷重）  
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2.2.2 計算式 

2.2.2.1 記号の定義 

記号の定義は下表のとおりとする。 

記 号 単 位 定   義 

Ｂ１，Ｂ２， 

Ｂ２ｂ，Ｂ２ｒ 
― 

設計・建設規格 PPB-3810 及び告示第５０１号第 48 条に規定す

る応力係数 

Ｄ０ mm 管の外径 

ｉ１ ― 
応力係数で告示第５０１号第57条に規定する値又は1.33のいず

れか大きい方の値 

Ｍａ N･mm 
管の機械的荷重（自重その他の長期的荷重に限る）により生じ

るモーメント 

Ｍａｂ N･mm 
管台又は突合せ溶接式ティーに接続される分岐管の機械的荷重

（自重その他の長期的荷重に限る）により生じるモーメント 

Ｍａｒ N･mm 
管台又は突合せ溶接式ティーに接続される主管の機械的荷重

（自重その他の長期的荷重に限る）により生じるモーメント 

Ｍｂ N･mm 
管の機械的荷重（逃がし弁又は安全弁の吹出し反力その他の短

期的荷重に限る）により生じるモーメント 

Ｍｂｂ N･mm 

管台又は突合せ溶接式ティーに接続される分岐管の機械的荷重

（逃がし弁又は安全弁の吹出し反力その他の短期的荷重に限

る）により生じるモーメント 

Ｍｂｒ N･mm 

管台又は突合せ溶接式ティーに接続される主管の機械的荷重

（逃がし弁又は安全弁の吹出し反力その他の短期的荷重に限

る）により生じるモーメント 

Ｐ MPa 最高使用圧力 

Ｐｍ MPa 内面に受ける最高の圧力 

Ｓｈ MPa 
最高使用温度における設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5

に規定する材料の許容引張応力 

Ｓｐｒｍ MPa 一次応力 

ｔ mm 管の厚さ 

Ｚ mm3 管の断面係数 

Ｚｂ mm3 管台又は突合せ溶接式ティーに接続される分岐管の断面係数 

Ｚｒ mm3 管台又は突合せ溶接式ティーに接続される主管の断面係数 
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2.2.2.2 応力計算 

(1) 設計・建設規格 PPC-3500 の規定に基づく評価 

a. 一次応力（設計・建設規格 PPC-3520） 

(a) 最高使用圧力及び機械的荷重（自重その他の長期的荷重に限る）による一次応力 

イ. 管台及び突合せ溶接式ティー 

Ｓｐｒｍ＝Ｂ１・Ｐ・Ｄ０／(2・ｔ)＋Ｂ２ｂ・Ｍａｂ／Ｚｂ＋Ｂ２ｒ・Ｍａｒ／Ｚｒ≦ 

1.5・Ｓｈ 

ロ. イ.以外の管 

Ｓｐｒｍ＝Ｂ１・Ｐ・Ｄ０／(2・ｔ)＋Ｂ２・Ｍａ／Ｚ≦1.5・Ｓｈ 

(b) 内面に受ける最高の圧力及び機械的荷重（自重その他の長期的荷重及び逃がし弁

又は安全弁の吹出し反力その他の短期的荷重）による一次応力 

イ. 管台及び突合せ溶接式ティー 

Ｓｐｒｍ＝Ｂ１・Ｐｍ・Ｄ０／(2・ｔ)＋Ｂ２ｂ・(Ｍａｂ＋Ｍｂｂ)／Ｚｂ＋ 

Ｂ２ｒ・(Ｍａｒ＋Ｍｂｒ)／Ｚｒ≦1.8・Ｓｈ 

ロ. イ.以外の管 

Ｓｐｒｍ＝Ｂ１・Ｐｍ・Ｄ０／(2・ｔ)＋Ｂ２・(Ｍａ＋Ｍｂ)／Ｚ≦1.8・Ｓｈ 

 

(2) 告示第５０１号第 56 条から第 57条までの規定に基づく評価 

a. 一次応力（第 56 条第 1号） 

(a) 最高使用圧力及び機械的荷重（自重その他の長期的荷重に限る）による一次応力 

Ｓｐｒｍ＝Ｐ・Ｄ０／(4・ｔ)＋0.75・ｉ１・Ｍａ／Ｚ≦Ｓｈ 

(b) 内圧に受ける最高の圧力及び機械的荷重（自重その他の長期的荷重及び逃がし弁

又は安全弁の吹出し反力その他の短期的荷重）による一次応力 

Ｓｐｒｍ＝Ｐｍ・Ｄ０／(4・ｔ)＋0.75・ｉ１・(Ｍａ＋Ｍｂ)／Ｚ≦1.2・Ｓｈ 
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2.2.3 荷重の組合せ及び許容応力 

計算における荷重の組合せ及び許容応力を表 2－1，表 2－2及び表 2－3に示す。 

 

表 2－1 荷重の組合せ 

機器等の区分 荷重の組合せ 状態 

重大事故等 

クラス２管 

Ｐ＋Ｄ 供用状態Ｅ 

許容応力状態ⅤＡ Ｐ＋Ｍ＋Ｄ 

表 2－1中の記号 

Ｐ：内圧による荷重 

Ｍ：逃がし弁又は安全弁の吹出し反力その他の短期的荷重 

Ｄ：自重その他の長期的荷重 

 

表 2－2 許容応力（設計・建設規格 PPC-3520） 

状態 一次応力 

供用状態Ｅ＊ 
1.5・Ｓｈ 

1.8・Ｓｈ 

注記＊：重大事故等時の状態。設計・建設規格の設計条件での許容応力を用いる。 

 

表 2－3 許容応力（告示第５０１号第 56 条） 

状態 一次応力 

許容応力状態ⅤＡ
＊ 

Ｓｈ 

1.2・Ｓｈ 

注記＊：重大事故等時の状態。告示第５０１号の設計条件での許容応力を用いる。 
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2.2.4 計算精度と数値の丸め方 

計算精度は 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－4に示すとおりである。 

 

表 2－4 表示する数値の丸め方 

項目 数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

鳥瞰図 寸法 mm 小数点第 1位 四捨五入 整数位 

計算条件 

圧力 MPa 小数点第 3位 四捨五入 小数点第 2位＊1 

温度 ℃ 小数点第 1位 四捨五入 整数位 

外径 mm 小数点第 2位 四捨五入 小数点第 1位 

厚さ mm 小数点第 2位 四捨五入 小数点第 1位 

質量 kg 小数点第 1位 四捨五入 整数位 

単位長さ質量 kg/m 小数点第 1位 四捨五入 整数位 

ばね定数 N/mm 有効桁数 3桁 四捨五入 有効桁数 2桁 

回転ばね定数 N･mm/rad 有効桁数 3桁 四捨五入 有効桁数 2桁 

方向余弦 ― 小数点第 5位 四捨五入 小数点第 4位 

許容応力＊2 MPa 小数点第 1位 切捨て 整数位 

評価結果 
計算応力 MPa 小数点第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊2 MPa 小数点第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：必要に応じて小数点第 3位表示とする。また，静水頭は「静水頭」と記載する。 

＊2：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における許容応力は，比例法に

より補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値とする。また，告示第

５０１号別表に記載された許容応力は，各温度の値を SI 単位に換算し，SI 単位に換算

した値の小数点以下第 1位を四捨五入して，整数位までの値とする。その後，設計・建

設規格と同様の換算と桁処理を行う。 
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3. 計算書の構成 

3.1 管の応力計算書 

(1) 概要 

本計算方法に基づき，管の応力計算を実施した結果を示す旨を記載する。また，工事計画記

載範囲の管のうち，各応力区分における最大応力評価点の評価結果を解析モデル単位に記載す

る。また，各応力区分における最大応力評価点の許容値／発生値（以下「裕度」という。）が

最小となる解析モデルを代表として鳥瞰図，計算条件及び評価結果を示す旨を記載する。各応

力区分における代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す旨についても記載する。 

(2) 概略系統図 

工事計画書記載範囲の系統の概略を示した図面を添付する。 

(3) 鳥瞰図 

評価結果記載の解析モデルの解析モデル図を添付する。 

(4) 計算条件 

本項目記載内容及び記載フォーマットを FORMAT 応 SA2－1～応 SA2－5 に示す。 

(5) 計算結果 

本項目記載内容及び記載フォーマットを FORMAT 応 SA2－6－1～応 SA2－6－2 に示す。 

(6) 代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果 

代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類毎に裕度最小のモデル

を選定して鳥瞰図，計算条件及び評価結果を記載する。このため，代表モデルの選定結果及び

全モデルの評価結果を記載する。本項目記載内容及び記載フォーマットをFORMAT 応 SA2－7に

示す。 
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・FORMAT 応 SA2－1： 

計算条件 

鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号を示す。 

 

鳥瞰図番号 

管番号 対応する評価点 
最高使用圧力 

(MPa) 

最高使用温度 

(℃) 

外径 

(mm) 

厚さ 

(mm) 
材料 

       

       

 

・FORMAT 応 SA2－2： 

配管の付加質量，フランジ部の質量，弁部の質量 

 

鳥瞰図番号 

質量 対応する評価点 

  

  

 

・FORMAT 応 SA2－3： 

弁部の寸法 

 

鳥瞰図番号 

評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm) 

    

    

 

・FORMAT 応 SA2－4： 

支持点及び貫通部ばね定数 

 

鳥瞰図番号 

支持点番号 
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad) 

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ 
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・FORMAT 応 SA2－5： 

材料及び許容応力 

使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。 

 

材料 
最高使用温度 

(℃) 

許容応力(MPa)＊ 

Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｈ 

      

      

注記＊：評価に使用しない許容応力については「―」と記載する。 

 

・FORMAT 応 SA2－6－1： 

評価結果 

下表に示すごとく最大応力はすべて許容応力以下である。 

 

重大事故等クラス２管であってクラス２管 

設計・建設規格 PPC-3520 の規定に基づく評価 

鳥瞰図 
最大応力 

評価点 

最大応力 

区分 

一次応力評価(MPa) 

計算応力 

Ｓｐｒｍ
＊1 

Ｓｐｒｍ
＊2 

許容応力 

1.5・Ｓｈ 

1.8・Ｓｈ 

  
Ｓｐｒｍ

＊1 

Ｓｐｒｍ
＊2 

Max 

Max 

1.5・Ｓｈ 

1.8・Ｓｈ 

注記＊1：設計・建設規格 PPC-3520(1)に基づき計算した一次応力を示す。 

＊2：設計・建設規格 PPC-3520(2)に基づき計算した一次応力を示す。 
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・FORMAT 応 SA2－6－2： 

評価結果 

下表に示すごとく最大応力はすべて許容応力以下である。 

 

重大事故等クラス２管であってクラス２管 

告示第５０１号第 56 条第 1号の規定に基づく評価 

鳥瞰図 
最大応力 

評価点 

最大応力 

区分 

一次応力評価(MPa) 

計算応力 

Ｓｐｒｍ
＊1 

Ｓｐｒｍ
＊2 

許容応力 

Ｓｈ 

1.2・Ｓｈ 

  
Ｓｐｒｍ

＊1 

Ｓｐｒｍ
＊2 

Max 

Max 

Ｓｈ 

1.2・Ｓｈ 

注記＊1：告示第５０１号第 56条第 1号イに基づき計算した一次応力を示す。 

なお，保守的な評価となる告示第５０１号第 56 条第 1号ロに基づき計算した一次応力を

記載してもよいものとする。 

＊2：告示第５０１号第 56 条第 1号ロに基づき計算した一次応力を示す。 

 

・FORMAT 応 SA2－7： 

代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果（重大事故等クラス２管であってクラス２管） 

No. 
配管 

モデル 

適用 

規格 

供用状態Ｅ，許容応力状態ＶＡ
＊1 

一次応力(1)＊2 一次応力(2)＊3 

評価点 
計算応力 

(MPa) 

許容応力 

(MPa) 
裕度 代表 評価点 

計算応力 

(MPa) 

許容応力 

(MPa) 
裕度 代表 

1  
設計・建設規格           

告示第５０１号           

2  
設計・建設規格           

告示第５０１号           

注記＊1：設計・建設規格の規定に基づく評価のみが要求される配管モデルにおける告示第  ５０１号の評価結果については「―」と記載する。 

＊2：設計・建設規格 PPC-3520(1)及び告示第５０１号第 56 条第 1 号イに基づき計算した一次応力を示す。 

＊3：設計・建設規格 PPC-3520(2)及び告示第５０１号第 56 条第 1 号ロに基づき計算した一次応力を示す。 
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(3) 重大事故等クラス２管であってクラス２管の規定によらない場合 

    の強度計算方法 
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1. 一般事項 

1.1 概要 

本書は，重大事故等クラス２管が十分な強度を有することを確認するための方法として適用

する発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005年版（2007年追補版含む。））ＪＳＭＥ 

Ｓ ＮＣ１-2005/2007）（日本機械学会 2007年9月）（以下「設計・建設規格」という。）

の規定に基づく強度計算方法について説明するものである。 

重大事故等クラス２管の強度計算方法及び計算式については，設計・建設規格クラス２管の

規定に基づくものとする。 

設計・建設規格クラス２管の規定によらない場合の評価方法として，機械工学便覧の規定を

用いる。ただし，設計・建設規格に計算式の規定がない応力計算については，「日本産業規格」

（以下「ＪＩＳ」という。）を準用する。設計・建設規格の計算式による評価を実施するが，

応力解析による評価を用いる場合は，一次応力強さを設計応力強さ以下とすることで，設備の

全体的な変形が弾性域内であることを確認する。 
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1.2 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表1－1に示すとおりとする。 

 

表1－1 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単 位 処 理 桁 処理方法 表 示 桁 

圧 

力 

下記以外の圧力 MPa 小数点以下第3位 切捨て 小数点以下第2位 

最高使用圧力 MPa ― ― 小数点以下第2位＊1 

温度 ℃ ― ― 整数位 

単位面積当りの質量 kg/mm2 有効数字5桁目 四捨五入 有効数字4桁＊2 

ヤング率 MPa 有効数字4桁目 四捨五入 有効数字3桁＊2 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第1位 切捨て 整数位 

算出応力 MPa 小数点以下第1位 切上げ 整数位 

長 

 

 

さ 

下記以外の長さ mm ― ―  整数位＊4 

計算上必要な厚さ mm 小数点以下第3位 切上げ 小数点以下第2位 

最小厚さ mm 小数点以下第3位 切捨て 小数点以下第2位 

ねじの有効径 mm 小数点以下第3位 四捨五入 小数点以下第2位 

ねじの内径 mm 小数点以下第3位 四捨五入 小数点以下第2位 

ねじ山の数 ― 小数点以下第3位 切捨て 小数点以下第2位 

変位量 mm 小数点以下第3位 四捨五入 小数点以下第2位 

面積  mm2 有効数字5桁目 四捨五入 有効数字4桁＊2 

力 N 有効数字5桁目 四捨五入 有効数字4桁＊2 

角度 ° 小数点以下第2位 四捨五入 小数点以下第1位 

注記＊1：必要に応じて小数点以下第3位を用いる。 

＊2：絶対値が1000以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における許容引張応力及び設計

降伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第1位を切り捨て，整数位までの値と

する。 

＊4：設計上定める値が小数点以下第1位の場合は，小数点以下第1位表示とする。 
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2. ダクトの強度計算方法 

円形ダクト，矩形ダクトの強度評価式はクラス２管には定められていないことから，設計・建

設規格を準用した評価式，又は設計・建設規格に規定されていない評価式を用いた強度計算方法

並びに計算式について説明する。 

 

2.1 記号の定義 

ダクトの厚さ計算，フランジの応力計算，ダクトの応力計算に用いる記号については，次の

とおりである。 

(1) ダクトの厚さ計算に使用するもの 

a. 円形のダクト 

  記 号 単 位 定   義 

ダ
ク
ト
の
厚
さ
計
算
に
使
用
す
る
も
の 

Ｂ ― 設計・建設規格 付録材料図表 Part7 図1～図20により求めた値 

Ｄ０ mm ダクト外径 

Ｐ MPa 最高使用圧力 

Ｐｅ MPa 外面に受ける最高の圧力 

Ｓ MPa 
最高使用温度における設計・建設規格 付録材料図表 Part5 

表5に規定する材料の許容引張応力＊1 

ｔ mm ダクトの計算上必要な厚さ 

η ― 長手継手の効率＊2 

注記＊1：設計・建設規格 付録材料図表 Part5に規定がない場合は，Ｓ値は5/8Ｓｙと1/4Ｓｕ

の小さい方の値とし，Ｓｙ，ＳｕはＪＩＳに記載の値とする。 

＊2：継手の効率については，設計・建設規格 PVC-3130に定めるところによる。 
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b. 矩形のダクト 

  記 号 単 位 定   義 

ダ
ク
ト
の
厚
さ
計
算
に
使
用
す
る
も
の 

ａ mm ダクト長辺寸法 

ｃ mm ダクト接続材・補強材の接続ピッチ 

Ｄｐ kg/mm2 単位面積当たりのダクト鋼板の質量 

Ｅ MPa ヤング率 

g m/s2 重力加速度（＝9.80665） 

Ｐ MPa 最高使用圧力 

Ｓ MPa 
最高使用温度における設計・建設規格 付録材料図表 Part5 

表5に規定する材料の許容引張応力＊ 

ｔ mm ダクトの計算上必要な厚さ 

ν ― ポアソン比 

δｍａｘ mm 面外荷重によるダクト板の最大変位量 

注記＊：設計・建設規格 付録材料図表 Part5に規定がない場合は，Ｓ値は5/8Ｓｙと1/4 

Ｓｕの小さい方の値とし，Ｓｙ，ＳｕはＪＩＳに記載の値とする。 
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(2) フランジの応力計算に使用するもの 

a. 円形のダクト 

  記 号 単 位 定   義 

ダ
ク
ト
の
フ
ラ
ン
ジ
・
ボ
ル
ト
の
応
力
計
算
に
使
用
す
る
も
の 

Ａｂ mm2 ボルト総有効断面積 

Ｂ mm フランジ内径（図2－1による。） 

Ｃ mm ボルト穴中心円直径（図2－1による。） 

Ｇ mm ガスケット反力円直径 

Ｇ０ mm 
ガスケット外径又はフランジ外径のいずれか小さい方の値 

（図2－1による。） 

Ｈ N 内圧力によってフランジに加わる全荷重 

ＨＤ N 内圧力によってフランジ内径面に加わる荷重（図2－1による。） 

ＨＰ N 気密を十分に保つためのガスケット圧縮力（図2－1による。） 

ＨＲ N 平衡反力（図2－1による。） 

ＨＴ N 
内圧力によってフランジに加わる全荷重とフランジ内径面に加わる荷重

との差（図2－1による。） 

Ｍ N･mm フランジ部に作用するモーメント 

Ｍ０ N･mm 使用状態でフランジに作用する全モーメント 

Ｐ MPa 最高使用圧力 

Ｐｅｑ MPa 
管の自重及びその他機械的荷重によりフランジ部に作用する曲げモーメ

ントを圧力に換算した等価圧力 

ＰＦＤ MPa フランジ応力算定用圧力 

Ｗｍ N 使用状態のボルト荷重（図2－1による。） 

ｂ” mm 使用状態におけるガスケット座有効幅  2ｂ”＝ 5 

ｄｂ mm ボルトねじ部の谷径と軸部の径の最小部の小さい方の径 

ｄｈ mm ボルト穴直径 

ｈＤ mm ボルト穴中心円からＨＤ作用点までの半径方向の距離（図2－1による。） 

ｈＰ mm ボルト穴中心円からＨＰ作用点までの半径方向の距離（図2－1による。） 

ｈＲ mm ボルト穴中心円からＨＲ作用点までの半径方向の距離（図2－1による。） 

ｈＴ mm ボルト穴中心円からＨＴ作用点までの半径方向の距離（図2－1による。） 

ｍ ― ガスケット係数 

ｎ 本 ボルト本数 

ｔ mm フランジ厚さ（図2－1による。） 

σｂ MPa 
使用温度におけるボルト材料の許容引張応力 

（設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表7） 

σｆ MPa 
使用温度におけるフランジ材料の許容引張応力 

（設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5） 

σｍａｘ MPa 使用状態でフランジに作用する発生応力 

σ'ｍａｘ MPa 使用状態でボルトに作用する発生応力 
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b. 矩形のダクト 

  記 号 単 位 定   義 

ダ
ク
ト
の
フ
ラ
ン
ジ
・
ボ
ル
ト
の
応
力
計
算
に
使
用
す
る
も
の 

Ａｂ mm2 ボルト総有効断面積 

Ｂ１ mm フランジ内面幅（長辺側）（図2－2による。） 

Ｂ２ mm フランジ内面幅（短辺側）（図2－2による。） 

Ｃ１ mm ボルト穴間の距離（長辺側）（図2－2による。） 

Ｃ２ mm ボルト穴間の距離（短辺側）（図2－2による。） 

Ｇ０ mm 
ガスケット外面幅（長辺側）又はフランジ外面幅（長辺側）のいずれ

か小さい方の値（図2－2による。） 

Ｇ１ mm ガスケット反力距離（長辺側） 

Ｇ２ mm ガスケット反力距離（短辺側） 

Ｈ N 内圧力によってフランジに加わる全荷重 

ＨＤ N 内圧力によってフランジ内面に加わる荷重（図2－2による。） 

ＨＰ N 気密を十分に保つためのガスケット圧縮力（図2－2による。） 

ＨＲ N 平衡反力（図2－2による。） 

ＨＴ N 
内圧力によってフランジに加わる全荷重とフランジ内面に加わる荷重

との差（図2－2による。） 

Ｍ N･mm フランジ部に作用するモーメント 

Ｍ０ N･mm 使用状態でフランジに作用する全モーメント 

Ｐ MPa 最高使用圧力 

Ｐｅｑ MPa 
管の自重及びその他機械的荷重によりフランジ部に作用する曲げモー

メントを圧力に換算した等価圧力 

ＰＦＤ MPa フランジ応力算定用圧力 

Ｗｍ N 使用状態のボルト荷重（図2－2による。） 

ｂ” mm 使用状態におけるガスケット座有効幅  2ｂ”＝ 5 

ｄｂ mm ボルトねじ部の谷径と軸部の径の最小部の小さい方の径 

ｄｈ mm ボルト穴直径 

ｈＤ mm ボルト穴中心からＨＤ作用点までの距離（図2－2による。） 

ｈＰ mm ボルト穴中心からＨＰ作用点までの距離（図2－2による。） 

ｈＲ mm ボルト穴中心からＨＲ作用点までの距離（図2－2による。） 

ｈＴ mm ボルト穴中心からＨＴ作用点までの距離（図2－2による。） 

ｍ ― ガスケット係数 

ｎ 本 ボルト本数 

ｔ mm フランジ厚さ（図2－2による。） 

σｂ MPa 
使用温度におけるボルト材料の許容引張応力 

（設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表7） 

σｆ MPa 
使用温度におけるフランジ材料の許容引張応力 

（設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5） 

σｍａｘ MPa 使用状態でフランジに作用する発生応力 

σ'ｍａｘ MPa 使用状態でボルトに作用する発生応力 
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図2－1 フランジの寸法（円形ダクト） 

 

 

 

 

図2－2 フランジの寸法（矩形ダクト） 
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(3) ダクトの応力計算に使用するもの 

a. 円形のダクト 

  記 号 単 位 定   義 

ダ
ク
ト
の
応
力
計
算
に
使
用
す
る
も
の 

Ｂ１ 

Ｂ２ 
― 設計・建設規格 PPB-3810に規定する応力係数 

Ｄ０ mm ダクト外径 

Ｍａ N・mm 
ダクトの機械的荷重（自重その他の長期的荷重に限る。）によ

り生じるモーメント 

Ｐ MPa 最高使用圧力 

Ｓｈ MPa 
最高使用温度における設計・建設規格 付録材料図表 Part5 

表5に規定する材料の許容引張応力＊ 

Ｓｐｒｍ MPa 一次応力 

ｔ mm ダクトの厚さ 

Ｚ mm3 ダクトの断面係数 

注記＊：設計・建設規格 付録材料図表 Part5に規定がない場合は，Ｓ値は5/8Ｓｙと1/4 

Ｓｕの小さい方の値とし，Ｓｙ，ＳｕはＪＩＳに記載の値とする。 

 

b. 矩形のダクト 

  記 号 単 位 定   義 

ダ
ク
ト
の
応
力
計
算
に
使
用
す
る
も
の 

ａ mm  ダクト長辺寸法 

ｃ mm ダクト接続材・補強材の接続ピッチ 

Ｄｐ kg/mm2 単位面積当たりのダクト鋼板の質量 

Ｅ MPa ヤング率 

g m/s2 重力加速度（＝9.80665） 

Ｐ MPa 最高使用圧力 

Ｓｈ MPa 
最高使用温度における設計・建設規格 付録材料図表 Part5 

表5に規定する材料の許容引張応力＊ 

Ｓｐｒｍ MPa 一次応力 

ｔ mm ダクトの厚さ 

ν ― ポアソン比 

δｍａｘ mm 面外荷重によるダクト板の最大変位量 

注記＊：設計・建設規格 付録材料図表 Part5に規定がない場合は，Ｓ値は5/8Ｓｙと1/4 

Ｓｕの小さい方の値とし，Ｓｙ，ＳｕはＪＩＳに記載の値とする。 
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2.2 強度計算方法 

円形のダクト，矩形のダクトの計算方法並びに計算式を示す。材料の許容応力は，設計・建

設規格 付録材料図表 Part5 表5，表7に応じた値を用いる。設計・建設規格 付録材料図

表 Part5 表5，表7記載の温度の中間の値の場合は比例法を用いて計算し，小数点第1位以下

を切り捨てた値を用いるものとする。強度計算は設計・建設規格又は機械工学便覧に基づき，

適切な裕度を持った許容値を使用して実施することから，強度計算に用いる寸法は公称値を使

用する。 

 

(1) 応力の制限（設計・建設規格 PC-3111準用） 

ダクトの耐圧設計は設計・建設規格 PPC-3400の規定にしたがって行う。 

 

(2) ダクトの厚さの計算（設計・建設規格 PPC-3411準用及び機械工学便覧（設計・建設規格 

PPC-3411参考）） 

ダクトの厚さは，次の計算式により求められる計算上必要な厚さ以上であることを確認す

る。 

なお，内部流体が空気であり，かつ，耐腐食性を考慮し内面塗装をほどこしている場合

は，腐れしろの考慮は不要であることから，炭素鋼鋼管の必要最小厚さは適用しない。 

 

a. 円形のダクト 

円形のダクトは薄肉円筒構造であり，設計・建設規格 PPC-3411に規定されている下式

を用いて，計算上必要な厚さを求める。なお，ダクトの外面に圧力を受けるものにあって

は，外面圧に対する厚さ計算を行う。 

 

区  分 適用規格番号 計  算  式 

内圧を受けるダクト 
設計・建設規格 

PPC-3411(1)準用  
t=

Ｐ・Ｄ0

2・Ｓ・η+0.8・Ｐ
 

外圧を受けるダクト 
設計・建設規格 

PPC-3411(2)準用 
t=

3・Ｐe・Ｄ0

4・Ｂ
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b. 矩形のダクト 

矩形のダクトの任意のダクト板面に着目すると，ダクト板面は両サイドを他の2つの側

面のダクト板で，軸方向（流れ方向）を接続部材（及び補強部材）で支持された長方形の

板と見なすことができる。ここで，両サイドの2つの側面のダクト板は支持しているダク

ト板面（評価対象面）に作用する圧力及び自重（面外荷重）を面内で受けている。また，

接続部材（及び補強部材）は支持しているダクト板面（評価対象面）に取り付けられてお

り，本部位は評価対象面本体よりも面外荷重に対する剛性が増強されている。したがって，

評価対象面は，面外に等分布荷重を受ける4辺単純支持の長方形板と見なせ，長方形板の

大たわみ式（出典：機械工学便覧）を用いて，計算上必要な厚さを求めることができる。

（図2－3参照） 

 

図2－3 板材の面外荷重に対する評価モデル 

 

区 分 適用規格番号 計  算  式 

矩形の 

ダクト 

機械工学便覧 

設計・建設規格 

PPC-3411(1) 

参考 

 
 

ｔ

δ

ｃ

1

ａ

1

3

4
ＤgＰ

Ｅｔπ

ν1256 ｍａｘ
2

22Ｐ46

2











   

 

…（2．1） 
 

3
ｍａｘ

44
2

22 ｔ

δ

ｃ

1

ａ

1
ν3

ｃａ

4v
























  

 
   













 







2
ｍａｘ

2
ｍａｘ

2

2
ｍａｘ

2

ｃ

ｔ4δν

ａ

4tδν2

ν18

δＥπ
Ｓ  

…（2．2） 

（2．1）式及び（2．2）式を解いて，両式を満足するδｍａｘ及びｔを求める。このと

きのｔを長方形のダクトの計算上必要な厚さと定義する。なお，縦弾性係数は原子力設備

の技術基準 別表第11の値を用いて算出し，ポアソン比を0.3として計算を行う。 
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(3) フランジ（設計・建設規格 PPC-3414準用） 

a. 円形のダクト 

円形のアングルフランジ構造であり，ＪＩＳ Ｂ ８２６５（2003）「圧力容器の構造

－一般事項」に規定するルーズ形フランジと断面形状が類似しており，同様な寸法の取り

方が可能であるため，図2－4「フランジ型式」に示すルーズ形フランジと見なして，設

計・建設規格 PPC-3414(2)に従い，ＪＩＳ Ｂ ８２６５（2003）「圧力容器の構造－

一般事項」に規定するフランジの応力計算に準じて応力を評価し，必要な強度を有するこ

とを確認する。 

 

 

 

 

図2－4 フランジ型式 （円形アングルフランジ） 
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項  目 計  算  式 

計
算
上
必
要
な
ボ
ル
ト
荷
重 

使用状態におけるガスケット 

座有効幅 2

5
"ｂ   

ガスケット反力円直径  "ｂ2・ｄＣＧ ｈ  

管の自重及びその他機械的荷重に

よりフランジ部に作用する曲げモ

ーメントを圧力に換算した等価圧

力 

Ｐ
ｅｑ

=
16･Ｍ

π･Ｇ
3 

フランジ応力算定用圧力 Ｐ
ＦＤ

= Ｐ+Ｐ
ｅｑ

 

内圧力によってフランジに 

加わる全荷重 
Ｐ・ｄＣ

4

π
Ｈ

2

ｈ












 ＦＤ 

気密を十分に保つための 

ガスケット圧縮力 
Ｐ・ｍ・Ｇ・"ｂ2・π・ＨＰ  ＦＤ 

平衡反力 
Ｒ

ＰＰＴＴＤＤ
Ｒ

h

ｈ・Ｈ・ｈＨ・ｈＨ
Ｈ


  

使用状態のボルト荷重 Ｗｍ＝Ｈ＋ＨＰ＋ＨＲ 

ボ
ル
ト
の
発
生
応
力 

ボルト総有効断面積 
2

ｂｂ ｄ
4

π
ｎＡ   

使用状態でボルトに作用 

する発生応力 ｂ

ｍ
ｍａｘ

Ａ

Ｗ
σ'   

評  価 σ’ｍａｘがσｂ以下となることを確認する。 
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項  目 計  算  式 

フ
ラ
ン
ジ
に
作
用
す
る
モ
ー
メ
ン
ト 

内圧力によってフランジ内径 

面に加わる荷重 
Ｐ・Ｂ

4

π
Ｈ 2

Ｄ  ＦＤ 

内圧力によってフランジに 

加わる全荷重とフランジ内径 

面に加わる荷重との差 

 

ＤＴ ＨＨＨ   

 

ボルト穴中心円からＨＤ作用 

点までの半径方向の距離 2

ＢＣ
ｈＤ


  

ボルト穴中心円からＨＰ作用 

点までの半径方向の距離 2

"ｂ2・ｄ
ｈ ｈ
Ｐ


  

ボルト穴中心円からＨＲ作用 

点までの半径方向の距離 

 
2

ｄ

4

ｄＣＧ
ｈ ｈｈ0
Ｒ 


  

ボルト穴中心円からＨＴ作用 

点までの半径方向の距離 

 
4

Ｂ"ｂ2・ｄＣ
ｈ ｈ
Ｔ


  

使用状態でフランジに作用 

する全モーメント 
Ｍ０＝ＨＲ・ｈＲ 

フ
ラ
ン
ジ
に
生
じ
る
応
力 

使用状態でフランジに作用 

する発生応力  ｈ
2

0
ｍａｘ

ｄ・ｎＣπ・t

Ｍ6・
σ


  

評  価 σｍａｘが1.5σｆ以下となることを確認する。 
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b. 矩形のダクト 

矩形のアングルフランジ構造であり，ＪＩＳ Ｂ ８２６５（2003）「圧力容器の構造

－一般事項」に規定するルーズ形フランジと断面形状が類似しており，矩形と円形の形状

の違いを考慮することにより，同様な寸法の取り方が可能であるため，図2－5「フランジ

型式」に示すルーズ形フランジに準じた形状にモデル化し，ＪＩＳ Ｂ ８２６５（2003）

「圧力容器の構造－一般事項」に規定するフランジの応力計算に準じて応力を評価し，必

要な強度を有することを確認する。 

なお，フランジについては，図2－5「フランジ型式」に示す断面形状が等ボルト間隔で

直線上に配列されているものとして，フランジに作用する曲げ応力を評価し，必要な強度

を有することを確認する。 

 

 

 

 

図2－5 フランジ型式 （矩形アングルフランジ） 
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項  目 計  算  式 

計
算
上
必
要
な
ボ
ル
ト
荷
重 

使用状態におけるガスケット 

座有効幅 2

5
"ｂ   

ガスケット反力距離（長辺側）  "ｂ2・ｄＣＧ ｈ11   

ガスケット反力距離（短辺側）  "ｂ2・ｄＣＧ ｈ22   

管の自重及びその他機械的荷重によりフ

ランジ部に作用する曲げモーメントを圧

力に換算した等価圧力 

Ｐ
ｅｑ

=
16･Ｍ

π･Ｇ
2

3 

フランジ応力算定用圧力 Ｐ
ＦＤ

= Ｐ+Ｐ
ｅｑ

 

内圧力によってフランジに 

加わる全荷重 
Ｈ＝(Ｃ1－ｄｈ)・(Ｃ2－ｄｈ)・ＰＦＤ 

内圧力によってフランジ内面 

に加わる荷重 
Ｐ・Ｂ・ＢＨ 21Ｄ  ＦＤ 

気密を十分に保つための 

ガスケット圧縮力 
  Ｐ・ｍ・"　・ｂＧＧ4・Ｈ 21Ｐ  ＦＤ 

平衡反力 
Ｒ

ＰＰＴＴＤＤ
Ｒ

ｈ

ｈ・Ｈｈ・Ｈｈ・Ｈ
Ｈ


  

内圧力によってフランジに 

加わる全荷重とフランジ内面 

に加わる荷重との差 

ＤＴ ＨＨＨ   

ボルト穴中心からＨＤ作用点までの距離 2

ＢＣ
ｈ 11
Ｄ


  

ボルト穴中心からＨＰ作用点までの距離 
2

"ｂ2・ｄ
ｈ ｈ
Ｐ


  

ボルト穴中心からＨＲ作用点までの距離 
 

2

ｄ

4

ｄＣＧ
ｈ ｈｈ10
Ｒ 


  

ボルト穴中心からＨＴ作用点までの距離 
 

4

Ｂ"ｂ2・ｄＣ
ｈ 1ｈ1
Ｔ


  

使用状態のボルト荷重 ＲＰｍ ＨＨＨＷ   

ボ
ル
ト
の
発
生
応
力 

ボルト総有効断面積 
2

ｂｂ ｄ
4

π
ｎＡ   

使用状態でボルトに作用 

する発生応力 ｂ

ｍ
ｍａｘ

Ａ

Ｗ
σ'   

評  価 σ’ｍａｘがσｂ以下となることを確認する。 
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項  目 計  算  式 

す
る
モ
ー
メ
ン
ト 

フ
ラ
ン
ジ
に
作
用 

使用状態でフランジに作用 

する全モーメント 
ＲＲ0 ｈ・ＨＭ   

生
じ
る
応
力 

フ
ラ
ン
ジ
に 

使用状態でフランジに作用 

する発生応力   ｈ21
2

0
ｍａｘ

ｄ・ｎＣＣ2・・ｔ

Ｍ6・
σ


  

評  価 σｍａｘが1.5σｆ以下となることを確認する。 

 

(4) 穴の補強計算（設計・建設規格 PPC-3420準用） 

穴の補強計算は，管の計算上必要な厚さに相当する穴の欠損面積（補強に必要な面積）を

管の計算上必要な厚さを上回る部分の面積（補強に有効な面積）が補充していることを確認

するものである。したがって，管の計算上必要な厚さが実際の管厚さに対して小さければ，

補強に有効な面積が補強に必要な面積を下回ることはない。 

中央制御室空調換気系ダクトの圧力は最も高くなる箇所でも0.003MPaと微圧であり，一般

に，前述する(2)項にて定義する計算上必要な厚さは，小さい値となる。このため，補強に

必要な面積も小さい値となり，補強に有効な面積を上回ることはない。したがって，中央制

御室空調換気系のダクトの厚さが計算上必要な厚さに比べて，余裕があることを確認するこ

とによって，補強に有効な面積が補強に必要な面積よりも大きくなることを確認できるので，

穴の補強計算は省略する。 
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(5) 応力計算（設計・建設規格 PPC-3500，3700及び3800準用） 

縦弾性係数は原子力設備の技術基準 別表第11の値を用いて算出し，ポアソン比を0.3と

して以下の応力計算を行う。 

a. 一次応力（設計・建設規格 PPC-3510準用） 

(a) 円形のダクト 

円形のダクトは薄肉円筒構造であり，一次応力は，設計・建設規格 PPC-3520に規定

されている次の計算式により求められる値が，最高使用温度における材料の許容応力を

超えないことを確認する。機械的荷重（短期的）を生じる逃がし弁等が設置されていな

いため，設計・建設規格 PPC-3520(2)による応力計算は行わない。 

 

適用規格番号 計  算  式 許容応力 

設計・建設規格 

PPC-3520(1)ｂ準用 

管台及び突合せ溶接式ティー以外の管 

Ｚ

・ＭＢ

ｔ2

・Ｐ・ＤＢ
Ｓ ａ201
ｐｒｍ   

1.5Ｓｈ 

 

(b) 矩形のダクト 

矩形のダクトの任意のダクト板面に着目すると，ダクト板面は両サイドを他の2つの

側面のダクト板で，軸方向（流れ方向）を接続部材（及び補強部材）で支持された長方

形の板と見なすことができる。したがって，次の計算式（等分布荷重を受ける4辺単純

支持の長方形板の大たわみ式（出典：機械工学便覧；前述する2.2(2)b.項（厚さ計算）

の式と同一））により求められる応力値が，最高使用温度における材料の許容応力を超

えないことを確認する。 

 

適用規格番号 計  算  式 許容応力 

機械工学便覧 

設計・建設規格 

PPC-3520(1)b 

参考 

 
 

ｔ

δ

ｃ

1

ａ

1

3

4
ＤgＰ

Ｅｔπ

ν1256 ｍａｘ
2

22Ｐ46

2











   

 

…（2．3） 1.5Ｓｈ 
 

3
ｍａｘ

44
2

22 ｔ

δ

ｃ

1

ａ

1
ν3

ｃａ

4v
























  

 
   













 







2
ｍａｘ

2
ｍａｘ

2

2
ｍａｘ

2

ｐｒｍ
ｃ

ｔ4δν

ａ

4tδν2

ν18

δＥπ
Ｓ

 
…（2．4） 

（2．3）式及び（2．4）式を解いて，両式を満足するδｍａｘ及びＳｐｒｍを求める。

このときのＳｐｒｍを矩形の一次応力と定義する。 

 

 

  



 

18 

S2
 補

 Ⅵ
-3
-2
-9
(3
) 
R
1 

3. ねじ山のせん断破壊式を用いたねじ込み継手の評価 

  重大事故等クラス２管のうちねじ込み継手については端部がねじ部であるため設計・建設規格

に規定されているクラス２管の評価式を適用することができない。このため，ねじ部の強度評価

については，以下に示す機械工学便覧に記載されているねじ部のせん断破壊評価式を準用した評

価を実施する。 

 

3.1 記号の定義 

   ねじ山のせん断破壊式を用いたねじ込み継手の評価に用いる記号については，次のとおりで 

  ある。 

記 号 単 位 定  義 

ＡＢ mm おねじのせん断長さ 

Ｐ mm ピッチ 

ｄｐ mm おねじの有効径 

ＤＣ mm めねじの内径 

α ° ねじ角度 

ＷＢ N おねじのねじ山の許容軸方向荷重 

ｚ ― 
負荷能力があるとみなされるねじ山の数 

（＝(Ｌ－0.5・Ｐ)／Ｐ） 

τＢ MPa おねじ材料の許容せん断応力 

Ｌ mm ねじの基準長さ 

ＦＢ MPa おねじの耐圧力 

Ｆｔ N ねじ締付トルクによる引抜荷重 

Ａ mm2 内圧評価断面積 

 

3.2 強度計算方法 

(1) 評価式 

クラス２管の評価式を適用できないねじ部のせん断応力評価について，使用するねじは

ＪＩＳ Ｂ ８２４６（2004）「高圧ガス容器用弁」におけるガス充てん口ねじに適合し

たものを使用することから，ねじ部の強度評価に用いられる機械工学便覧記載のねじ山の

せん断破壊式を用い評価する。また，継手部の厚さ計算については，設計・建設規格に規

定されている計算上必要な厚さの規定を用いる。 
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計算式 

ＡＢ＝（Ｐ／2）＋（ｄｐ－ＤＣ）tanα 

ＷＢ＝πＤＣ（ＡＢ）ｚτＢ 

ＦＢ＝(ＷＢ－Ｆｔ)／Ａ 

(2) 許容値 

    ねじ部のせん断評価は，機械工学便覧記載のせん断破壊式を準用した評価を実施するが，

ねじ込み継手は管と管とを接続する継手であることから，許容値については設計・建設規格

クラス２管の規定における許容引張応力Ｓを基に求めた許容せん断応力Ｓ/√3を適用する。 
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(4) 重大事故等クラス２管であってクラス１管の応力計算方法 
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1. 一般事項 

1.1 概要 

本書は，発電用原子力設備のうち重大事故等クラス２管であってクラス１管の応力計算書

（以下「計算書」という。）について説明するものである。 

 

1.2 適用規格 

適用規格を以下に示す。 

(1) 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則（原子力規制委員会 2013 年

6 月）（以下「技術基準規則」という。） 

(2) 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈（原子力規制委員会

2013 年 6月）（以下「技術基準規則解釈」という。） 

(3) 発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。））ＪＳＭＥ

Ｓ ＮＣ１-2005/2007）（日本機械学会 2007 年 9 月）（以下「設計・建設規格」という。） 

(4) 発電用原子力設備に関する構造等の技術基準（昭和 55 年通商産業省告示第５０１号）

（以下「告示第５０１号」という。） 

 

2. 重大事故等クラス２管であってクラス１管の応力計算方法 

2.1 計算方針 

重大事故等対処設備の材料及び構造は技術基準規則第 55 条に規定されており，技術基準規

則解釈第 55 条第 7項の規定に基づき，技術基準規則第 17 条の設計基準対象施設の規定を準用

する。 

重大事故等クラス２管であってクラス１管の応力計算として，設計・建設規格 PPB-3500

による評価を実施する＊。加えて，施設時に適用された規格が告示第５０１号の範囲について

は，告示第５０１号第 46条による評価を実施する。 

注記＊：重大事故等クラス２管はクラス２管の規定への適合が要求されるが，クラス２管は

その規定に関わらず，クラス１管の規定に準じてもよいと規定されている。 

 

2.2 計算方法 

2.2.1 解析による計算 

応力計算は三次元多質点系はりモデルによる解析により実施する。配管系の動的解析手

法としては，スペクトルモーダル解析法を用いる。なお，解析コードは，「ＨＩＳＡＰ」

を使用し，解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラ

ム（解析コード）の概要」に示す。 
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2.2.1.1 解析モデルの作成 

配管系の解析モデル作成に当たっては，以下を考慮する。 

(1) 配管系は三次元多質点系はりモデルとし，曲げ，せん断，ねじり及び軸力に対する

剛性を考慮する。 

(2) 弁等の偏心質量がある場合には，その影響を評価できるモデル化を行う。また，弁

の剛性を考慮したモデル化を行う。 

(3) 同一モデルに含める範囲は，原則としてアンカ点からアンカ点までとする。 

(4) 分岐管がある場合には，その影響を考慮できるモデル化を行う。ただし，母管に対

して分岐管の径が十分に小さく，分岐管の振動が母管に与える影響が小さい場合には

この限りではない。 

(5) 質点は応力が高くなると考えられる点に設定するとともに，代表的な振動モードを

十分に表現できるように，適切な間隔で設ける。 

(6) 配管の支持構造物は，以下の境界条件として扱うことを基本とする。 

a. レストレイント：拘束方向の剛性を考慮し，並進方向固定及び回転方向自由とし

て扱う。 

b. スナッバ：拘束方向の剛性を考慮し，並進方向固定及び回転方向自由として扱う。 

c. アンカ：6方向の剛性を考慮し，完全固定として扱う。 

d. ガイド：拘束方向の剛性を考慮し，並進方向固定及び回転方向固定として扱う。 

e. ハンガ：拘束方向の剛性を考慮し，並進方向固定及び回転方向自由として扱う。 

(7) 配管系の質量は，管自体の質量（フランジ部含む）の他に弁等の集中質量，保温材

等の付加質量及び管内流体の質量を考慮するものとする。 

 

2.2.1.2 解析条件   

解析において考慮する解析条件を以下に示す。 

(1)  荷重条件 

a.  内圧 

b.  機械的荷重（自重及びその他の長期的荷重） 

c.  機械的荷重（逃がし弁又は安全弁の吹出し反力及びその他の短期的荷重） 
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2.2.2 計算式 

2.2.2.1 記号の定義 

記号の定義は下表のとおりとする。 

記号 単位 定義 

Ｂ１，Ｂ２， 

Ｂ２ｂ，Ｂ２ｒ 
― 

設計・建設規格 PPB-3810 及び告示第５０１号第 48 条に規定

する応力係数 

Ｄ０ mm 管の外径 

Ｍｂｐ N･mm 
管台又は突合せ溶接式ティーに接続される分岐管の機械的荷

重により生じるモーメント 

Ｍｂｒ N･mm 

管台又は突合せ溶接式ティーに接続される主管の機械的荷重

（逃がし弁又は安全弁の吹出し反力その他の短期的荷重に限

る）により生じるモーメント 

Ｍｉｐ N･mm 管の機械的荷重により生じるモーメント 

Ｍｒｐ N･mm 
管台又は突合せ溶接式ティーに接続される主管の機械的荷重

により生じるモーメント 

Ｐ MPa 最高使用圧力 

Ｓｍ MPa 
設計・建設規格 付録材料図表Part5表 1及び告示第５０１号

別表第 2に規定する材料の許容応力強さ 

Ｓｙ MPa 
設計・建設規格 付録材料図表Part5表 8及び告示第５０１号

別表第 9に規定する材料の設計降伏点 

Ｓｐｒｍ MPa 一次応力 

ｔ mm 管の厚さ 

Ｚi mm3 管の断面係数 

Ｚｂ mm3 管台又は突合せ溶接式ティーに接続される分岐管の断面係数 

Ｚｒ mm3 管台又は突合せ溶接式ティーに接続される主管の断面係数 
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2.2.2.2 応力計算 

(1) 設計・建設規格 PPB-3500 による評価 

a. 一次応力（設計・建設規格 PPB-3562） 

(a) 管台及び突合せ溶接式ティー 

Ｓｐｒｍ＝Ｂ１･Ｐ･Ｄ０／(2･ｔ)＋Ｂ２ｂ・Ｍｂｐ／Ｚｂ＋Ｂ２ｒ･Ｍｒｐ／Ｚｒ 

≦Min(3・Ｓｍ，2・Ｓｙ） 

(b) (a)以外の管 

Ｓｐｒｍ＝Ｂ１･Ｐ･Ｄ０／(2･ｔ)＋Ｂ２･Ｍｉｐ／Ｚｉ≦Min(3・Ｓｍ，2・Ｓｙ） 

 

(2) 告示第５０１号第 46 条の規定に基づく評価 

a. 一次応力（第 46 条第 3号） 

(a) 管台及び突合せ溶接式ティー 

Ｓｐｒｍ＝Ｂ１･Ｐ･Ｄ０／(2･ｔ)＋Ｂ２ｂ・Ｍｂｐ／Ｚｂ＋Ｂ２ｒ･Ｍｒｐ／Ｚｒ≦3・Ｓｍ 

(b) (a)以外の管 

Ｓｐｒｍ＝Ｂ１･Ｐ･Ｄ０／(2･ｔ)＋Ｂ２･Ｍｉｐ／Ｚｉ≦3・Ｓｍ 
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2.2.3 荷重の組合せ及び許容応力 

計算における荷重の組合せ及び許容応力を表 2－1，表 2－2及び表 2－3に示す。 

 

表 2－1 荷重の組合せ 

管クラス 設備 荷重の組合せ 状態 

重大事故等クラス２管

であってクラス１管 

原子炉冷却材 

圧力バウンダリ 
Ｐ＋Ｍ＋Ｄ 

供用状態Ｅ 

許容応力状態ⅤＡ 

表 2－1 中の記号 

Ｐ：内圧による荷重 

Ｍ：逃がし弁又は安全弁の吹出し反力その他の短期的荷重 

Ｄ：自重その他の長期的荷重 

 

表 2－2 許容応力（設計・建設規格 PPB-3562） 

状態 
一次応力 

（曲げ応力を含む。） 

一次＋二次 

応力 

一次＋二次 

＋ピーク応力 

供用状態Ｅ＊ Min (3・Ｓｍ，2・Ｓｙ) ― ― 

注記＊：重大事故等時の状態。設計・建設規格の供用状態Ｄでの許容応力を用いる。 

 

表 2－3 許容応力（告示第５０１号第 46 条） 

状態 

一次応力 

（曲げ応力を含

む。） 

一次＋二次 

応力 

一次＋二次 

＋ピーク応力 

許容応力状態ⅤＡ
＊ 3・Ｓｍ ― ― 

注記＊：重大事故等時の状態。告示第５０１号の許容応力状態ⅣＡでの許容応力を用いる。 
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2.2.4 計算精度と数値の丸め方 

計算精度は 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－4に示すとおりである。 

 

表 2－4 表示する数値の丸め方 

項目 数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

鳥瞰図 
寸法 mm 小数点第 1位 四捨五入 整数位 

変位量 mm 小数点第 2位 四捨五入 小数点第 1位 

計算条件 

圧力 MPa 小数点第 3位 四捨五入 小数点第 2位＊1 

温度 ℃ 小数点第 1位 四捨五入 整数位 

外径 mm 小数点第 2位 四捨五入 小数点第 1位 

厚さ mm 小数点第 2位 四捨五入 小数点第 1位 

縦弾性係数 MPa 小数点第 1位 四捨五入 整数位 

質量 kg 小数点第 1位 四捨五入 整数位 

単位長さ質量 kg/m 小数点第 1位 四捨五入 整数位 

ばね定数 N/mm 有効桁数 3桁 四捨五入 有効桁数 2桁 

回転ばね定数 N･mm/rad 有効桁数 3桁 四捨五入 有効桁数 2桁 

方向余弦 ― 小数点第 5位 四捨五入 小数点第 4位 

許容応力＊2 MPa 小数点第 1位 切捨て 整数位 

解析結果

及び評価 

計算応力 MPa 小数点第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊2 MPa 小数点第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：必要に応じて小数点第 3位表示とする。また，静水頭は「静水頭」と記載する。 

＊2：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における許容応力は，比例法によ

り補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位までの値とする。また，告示第 

５０１号別表に記載された許容応力は，各温度の値を SI 単位に換算し，SI 単位に換算

した値の小数点以下第 1 位を四捨五入して，整数位までの値とする。その後，設計・建

設規格と同様の換算と桁処理を行う。 
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3. 計算書の構成 

3.1 管の応力計算書 

(1) 概要 

本計算方法に基づき，管の応力計算を実施した結果を示す旨を記載する。工事計画記載範

囲の管のうち，各応力区分における最大応力評価点の評価結果を解析モデル単位に記載する。

また，各応力区分における最大応力評価点の許容値／発生値（以下「裕度」という。）が最

小となる解析モデルを代表として鳥瞰図，計算条件及び評価結果を示す旨を記載する。各応

力区分における代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す旨についても記載する。 

(2) 概略系統図 

工事計画書記載範囲の系統の概略を示した図面を添付する。 

(3) 鳥瞰図 

評価結果記載の解析モデルの解析モデル図を添付する。 

(4) 計算条件 

本項目記載内容及び記載フォーマットを FORMAT 応－1～応－5に示す。 

(5) 計算結果 

本項目記載内容及び記載フォーマットを FORMAT 応－6－1～応－6－2に示す。 

(6) 代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果 

代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類毎に裕度最小のモデ

ルを選定して鳥瞰図，計算条件及び評価結果を記載する。このため，代表モデルの選定結果

及び全モデルの評価結果を記載する。本項目記載内容及び記載フォーマットを FORMAT 応－

7に示す。 
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・FORMAT 応－1： 

計算条件 

鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号を示す。 

 

鳥瞰図番号 

管番号 対応する評価点 
最高使用圧力 

(MPa) 

最高使用温度 

(℃) 

外径 

(mm) 

厚さ 

(mm) 
材料 

       

       

 

・FORMAT 応－2： 

配管の付加質量，フランジ部の質量，弁部の質量 

 

鳥瞰図番号 

質量 対応する評価点 

  

  

 

・FORMAT 応－3： 

弁部の寸法 

 

鳥瞰図番号 

評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm) 

    

    

 

・FORMAT 応－4： 

支持点及び貫通部ばね定数 

 

鳥瞰図番号 

支持点番号 
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad) 

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ 
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・FORMAT 応－5： 

材料及び許容応力 

使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。 

 

材料 
最高使用温度 

(℃) 

許容応力(MPa)＊ 

Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｈ 

      

      

注記＊：評価に使用しない許容応力については「―」と記載する。 

 

・FORMAT 応－6－1： 

評価結果 

下表に示すごとく最大応力はすべて許容応力以下である。 

 

重大事故等クラス２管であってクラス１管 

設計・建設規格 PPB-3562 の規定に基づく評価 

鳥瞰図 
最大応力 

評価点 

最大応力 

区分 

一次応力評価(MPa) 

計算応力 

Ｓｐｒｍ 

許容応力 

Min(3・Ｓｍ，2・Ｓｙ） 

  Ｓｐｒｍ Max Min(3・Ｓｍ，2・Ｓｙ） 

 

・FORMAT 応－6－2： 

評価結果 

下表に示すごとく最大応力はすべて許容応力以下である。 

 

重大事故等クラス２管であってクラス１管 

告示第５０１号第 46 条第 3号の規定に基づく評価 

鳥瞰図 
最大応力 

評価点 

最大応力 

区分 

一次応力評価(MPa) 

計算応力 

Ｓｐｒｍ 

許容応力 

3･Ｓｍ 

  Ｓｐｒｍ Max 3･Ｓｍ 
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・FORMAT 応－7： 

代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果（重大事故等クラス２管であってクラス１管） 

No. 
配管 

モデル 

適用 

規格 

供用状態Ｅ，許容応力状態ＶＡ
＊ 

一次応力 

評価点 
計算応力 

(MPa) 

許容応力 

(MPa) 
裕度 代表 

1 
 設計・建設規格      

 告示第５０１号      

2 
 設計・建設規格      

 告示第５０１号      

注記＊：設計・建設規格の規定に基づく評価のみが要求される配管モデルにおける告示第５０１号の評価結果については「―」

と記載する。 
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1. 一般事項 

1.1 概要 

本書は，Ⅵ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計算

書の基本方針」に基づき，重大事故等クラス２弁が十分な強度を有することを確認するための

方法を説明するものである。 

 

1.2 適用規格及び基準との適合性 

(1) 強度計算は，昭和55年通商産業省告示第５０１号「発電用原子力設備に関する構造等の技

術基準」（以下「告示第５０１号」という。）又は発電用原子力設備規格（設計・建設規格

（2005年版（2007年追補版含む。））ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１-2005/2007）（日本機械学会 2007

年9月）（以下「設計・建設規格」という。）により行う。 

 告示第５０１号と設計・建設規格の比較に基づく，告示第５０１号各条項又は設計・建設

規格各規格番号と強度計算書との対応は，表1－1に示すとおりである。 

(2) 告示第５０１号又は設計・建設規格に計算式の規定がないものについては他の規格及び基

準を適用して行う。 

 日本産業規格（以下「ＪＩＳ」という。）と強度計算書との対応は，表1－2に示すとおり

である。 

(3) 強度計算書で計算するもの以外のフランジは，以下に掲げる規格（材料に係る部分を除

く。）又は設計・建設規格 別表2に掲げるものを使用する。（設計・建設規格 VVC-3410） 

 

a. ＪＩＳ Ｂ ２２３８（1996） 「鋼製管フランジ通則」 

 

表1－1 告示第５０１号各条項又は設計・建設規格各規格番号と強度計算書との対応 

告示第５０１号 条項 

設計・建設規格 規格番号 
強度計算書の計算式 

備       考 
（章節番号） 

第85条 弁の形状等  弁箱又は弁ふた及び管台の強度計算 

第1項 2.1 弁箱又は弁ふたの最小厚さの計算 

VVC-3200 耐圧部の設計   

 VVC-3210  2.1 弁箱又は弁ふたの最小厚さの計算 

 VVC-3220  2.2 2.1項の規定に適合しない場合の計算 

 VVC-3230  2.3 管台の最小厚さの計算 

第85条 弁の形状等 

第4項＊ 

 

VVC-3300 弁の応力評価 

 

2.4 

フランジの強度計算 

弁箱と弁ふたのフランジの応力解析 

フランジボルトの応力解析 

フランジの強度計算 

 VVC-3310 (a)＊ 2.4 弁箱と弁ふたのフランジの応力解析 

 VVC-3310 (b)＊ 2.4 フランジボルトの応力解析 

注記＊：告示第５０１号第85条第4項及び設計・建設規格 VVC-3310による計算は，接続管の外径

が115mmを超える弁について適用する。 
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表1－2 ＪＩＳと強度計算書との対応 

ＪＩＳ 強度計算書の計算式 
備   考 

No. 項 （章節番号） 

ＪＩＳ Ｂ ８２４３（1981） 

「圧力容器の構造」 

附属書2 

 「フランジの応力計算方法」 

ＪＩＳ Ｂ ８２６５（2003） 

「圧力容器の構造－一般事項」 

 2.4 フランジの強度計算＊ 

附属書3（規定） 

 「圧力容器のボルト締めフランジ」」 

3 

4 

  

 附属書4（規定） 

「全面形非金属ガスケットを用い

る全面座フランジ」 

3 

4 

  

注記＊：告示第５０１号第85条第4項によりＪＩＳ Ｂ ８２４３（1981）「圧力容器の構造」

（以下「ＪＩＳ Ｂ ８２４３」という。）の附属書2「フランジの応力計算方法」及

び設計・建設規格 VVC-3310によりＪＩＳ Ｂ ８２６５（2003）「圧力容器の構造

－一般事項」（以下「ＪＩＳ Ｂ ８２６５」という。）の附属書3（規定）「圧力容

器のボルト締めフランジ」及び附属書4（規定）「全面形非金属ガスケットを用いる全

面座フランジ」を用いて計算を行う。 

 

1.3 強度計算書の構成とその見方 

(1) 強度計算書は，本書と各弁の強度計算書からなる。 

(2) 各弁の強度計算書では，記号の説明及び計算式を省略しているので，本書によるものとす

る。 

 



 

3 

S2
 補

 Ⅵ
-3
-2
-1
0
 R
1 

1.4 計算精度と数値の丸め方 

計算の精度は，6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は，表1－3に示すとおりとする。 
 

表1－3 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

 最高使用圧力 MPa ― ― 小数点以下第2位 

圧 

 

力 

告示第５０１号別表

第13又は設計・建設

規格 別表1－1に規

定する許容圧力 

MPa 
―＊1 

（小数点以下第3位） 

―＊1 

（四捨五入） 
小数点以下第2位 

 上記以外の圧力 MPa 小数点以下第3位 切上げ 小数点以下第2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

応 許容応力＊2 MPa 小数点以下第1位 切捨て 整数位 

力 算出応力 MPa 小数点以下第1位 切上げ 整数位 

 計算上必要な厚さ mm 小数点以下第2位 切上げ 小数点以下第1位 

長 実際の長さ mm ― ― 小数点以下第1位 

さ ボルト谷径 mm ― ― 小数点以下第3位 

 上記以外の長さ mm 小数点以下第2位 四捨五入 小数点以下第1位 

面 総断面積 mm2 有効数字5桁目 四捨五入 有効数字4桁＊3 

積 実際の断面積 mm2 有効数字5桁目 四捨五入 有効数字4桁＊3 

力 
弁操作力による反力 N ― ― 整数位 

上記以外の力 N 有効数字5桁目 四捨五入 有効数字4桁＊3 

モーメント N･mm 有効数字5桁目 四捨五入 有効数字4桁＊3 

角度 ° ― ― 小数点以下第1位 

注記＊1：設計・建設規格 別表に定められる温度区分の中間の温度における許容圧力を比例法に

より補間して求める場合は，（ ）内を適用する。また，告示第５０１号別表に記載され

た許容圧力は，各温度の値をSI単位に換算し，SI単位に換算した値の小数点以下第3位を

四捨五入して，小数点以下第2位までの値とする。その後，設計・建設規格と同様の換算

と桁処理を行う。 

＊2：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における許容引張応力は，比例法

により補間した値の小数点以下第1位を切り捨て，整数位までの値とする。また，告示第

５０１号別表に記載された許容引張応力は，各温度の値をSI単位に換算し，SI単位に換算

した値の小数点以下第1位を四捨五入して，整数位までの値とする。その後，設計・建設

規格と同様の換算と桁処理を行う。 

＊3：絶対値が1000以上のときは，べき数表示とする。 
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1.5 材料の表示方法 

材料は次に従い表示するものとする。 

(1) 設計・建設規格に定める材料記号を原則とする。 

ＪＩＳの改正により設計・建設規格に定める材料記号と相違が生じた場合，設計・建設規

格と同等以上の材料であることを確認し，最新のＪＩＳによる材料記号を表示する。 

 設計・建設規格に記載されていないが設計・建設規格に相当材が記載されている場合は，

次のように表示する。 

 相当材記号 相当（当該材記号） 

（例1） SM400A 相当（SMA400AP） 

（例2） SCS14A 相当（ASME SA351 Gr.CF8M） 

(2) 使用する厚さ又は径等によって許容引張応力の値が異なる場合，材料記号の後に該当する

厚さ又は径等の範囲を付記して表示する。 

（例） SNB7（径≦63mm） 

(3) ガスケット材料で非石綿の場合の表示は，フランジの強度計算「記号の説明」の「計算書

の表示」による。 

（例） NON-ASBESTOS 

        SUS-NON-ASBESTOS 

なお，この場合のガスケット係数（ｍ）及びガスケットの最小設計締付圧力（ｙ）は，    

ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 表2 備考3よりガスケットメーカ推奨値を適用する。 
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2. 重大事故等クラス２弁の強度計算方法 

発電用原子力設備のうち重大事故等クラス２弁の強度計算に用いる計算式と記号を以下に示す。 

2.1 弁箱又は弁ふたの最小厚さの計算 

告示第５０１号第85条第1項又は設計・建設規格 VVC-3210を適用する。 

 

(1) 記号の説明 

告示第５０１

号又は 

設計・建設 

規格の記号 

計算書の 

表 示 表   示   内   容 単  位 

ｄｍ ｄｍ 図3－1に示す弁入口流路内径 mm 

    

ｄｎ ｄｎ 図3－1に示すネック部の内径 mm 

    

  
ｍ

ｎ

ｄ

ｄ
≦1.5の場合，図3－2に示すネック部の厚さがｔ以上

必要な部分の範囲 

mm 

    

Ｐ Ｐ 最高使用圧力 MPa 

    

Ｐ１ Ｐ１ 最高使用温度における告示第５０１号別表第13又は設

計・建設規格 別表1－1に規定する許容圧力の欄のう

ち，最高使用圧力より低く，かつ，最も近い呼び圧力の項

の許容圧力 

MPa 

    

Ｐ２ Ｐ２ 最高使用温度における告示第５０１号別表第13又は設

計・建設規格 別表1－1に規定する許容圧力の欄のう

ち，最高使用圧力より高く，かつ，最も近い呼び圧力の項

の許容圧力 

MPa 

    

ｔ ｔ 弁箱（ネック部を除く。）又は弁ふたの計算上必要な厚さ mm 

    

ｔ１ ｔ１ 告示第５０１号別表第15又は設計・建設規格 別表3の呼

び圧力（告示第５０１号別表第13又は設計・建設規格 別

表1－1においてＰ１に対応する呼び圧力をいう。）の欄の

うち当該弁の弁入口流路内径に対応する値 

mm 

    

ｔ２ ｔ２ 告示第５０１号別表第15又は設計・建設規格 別表3の呼

び圧力（告示第５０１号別表第13又は設計・建設規格 別

表1－1においてＰ２に対応する呼び圧力をいう。）の欄の

うち当該弁の弁入口流路内径に対応する値 

mm 
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告示第５０１

号又は 

設計・建設 

規格の記号 

計算書の 

表 示 
表   示   内   容 単  位 

 ｔａｂ 弁箱の最小厚さ mm 

    

 ｔａｆ 弁ふたの最小厚さ mm 

    

 Ｔｍ 最高使用温度 ℃ 

    

ｔｍ ｔｍ１ の範囲内のネック部の計算上必要な厚さ mm 

    

ｔｍ ｔｍ２ の範囲外及び
ｍ

ｎ

ｄ

ｄ
＞1.5の場合ネック部の計算上必要な

厚さ 

mm 

    

 ｔｍａ１ ｔｍ１に対応するネック部の最小厚さ  mm 

    

 ｔｍａ２ ｔｍ２に対応するネック部の最小厚さ  mm 

 

(2) 算式 

a. 弁箱（ネック部を除く。）又は弁ふたの計算上必要な厚さ 

)－Ｐ(Ｐ

)－ｔ)・(ｔ(Ｐ－Ｐ
＋ｔ＝ｔ

１２

１２１
１  

注：最高使用圧力が最高使用温度における告示第５０１号別表第13又は設計・建設規

格 別表1－1に規定する許容圧力の欄に掲げる許容圧力以下の場合は，弁箱（ネ

ック部を除く。）又は弁ふたの計算上必要な厚さｔは，告示第５０１号別表第15

又は設計・建設規格 別表3の呼び圧力（1.03MPa）の欄のうち当該弁の弁入口流

路内径に対応する値とする。 

 

b. ネック部の計算上必要な厚さ 

(a) 
ｍ

ｎ

ｄ

ｄ
≦1.5の場合 

イ. 弁箱流路方向の外径から，ネック方向に沿って次の式で計算したの範囲の必要厚さ 

ｔｍ１＝ｔ 

＝1.1・ ｔ・ｄｍ  
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ロ. イ.以外のネック部の必要厚さ 

ｍ

ｎ
ｍ

3・ｄ

・ｔ2・ｄ
＝ｔ ２  

 

(b) 
ｍ

ｎ

ｄ

ｄ
＞1.5の場合 

ｍ

ｎ
ｍ

3・ｄ

ｔ・2・ｄ
＝ｔ ２  

 

(3) 評価 

以下の条件を満足すれば十分である。ただし，弁箱（ネック部を含む。）で2.2項に掲げる

規定（設計・建設規格 VVC-3220）を満足する場合については，この限りではない。 

a. 弁箱（ネック部を除く。）又は弁ふたの最小厚さ 

ｔａｂ≧ｔ 

ｔａｆ≧ｔ 

 

b. ネック部の最小厚さ 

(a) 
ｍ

ｎ

ｄ

ｄ
≦1.5の場合 

ｔｍａ１≧ｔｍ１ 

ｔｍａ２≧ｔｍ２ 

(b) 
ｍ

ｎ

ｄ

ｄ
＞1.5の場合 

ｔｍａ２≧ｔｍ２ 
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2.2 2.1項の規定に適合しない場合の計算 

設計・建設規格 VVC-3220 を適用する。 

 

(1) 記号の説明 

設計・建設 

規格の記号 

計算書の 

表 示 
表   示   内   容 単  位 

Ｄ Ｄ ｔ又はｔｍ１若しくはｔｍ２を満足しない部分を囲んだ円

の直径の許容範囲 

mm 

    

 Ｄ’ ｔ又はｔｍ１若しくはｔｍ２を満足しない部分を囲んだ円

の実際の直径 

mm 

    

ｄ１，ｄ２ ｄ１，ｄ２ ｔ又はｔｍ１若しくはｔｍ２を満足しない部分が2箇所以上

ある場合の，それぞれの部分を囲んだ円の直径 

mm 

    

ｄｍ ｄｍ 図3－1に示す弁入口流路内径 mm 

    

  ｔ又はｔｍ１若しくはｔｍ２を満足しない部分が2箇所以上

ある場合の，それぞれの部分を囲んだ円と円との中心間距

離の許容範囲 

mm 

    

  ’ ｔ又はｔｍ１若しくはｔｍ２を満足しない部分が2箇所以上

ある場合の，それぞれの部分を囲んだ円と円との中心間の

実際の距離 

mm 

    

ｔ ｔ 弁箱（ネック部を除く。）又は弁ふたの計算上必要な厚さ

（設計・建設規格 VVC-3210(1)による。） 

mm 

    

 ｔ’ ｔ又はｔｍ１若しくはｔｍ２を満足しない部分の最小厚さ mm 

    

ｔｍ ｔｍ１，ｔｍ２ ネック部の計算上必要な厚さ 

（設計・建設規格 VVC-3210(2)による。） 

mm 
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(2) 評価 

2.1 項の規定（設計・建設規格 VVC-3210）に適合しない部分がある弁箱であっても，当

該部分が以下の条件を満足すれば十分である。 

 

a. ｔ又はｔｍ１若しくはｔｍ２を満足しない部分を囲んだ円の直径 

Ｄ’≦Ｄ 

Ｄ＝0.35・ ｔ・ｄｍ  

 

b. ｔ又はｔｍ１若しくはｔｍ２を満足しない部分の厚さ 

ｔ’≧ ・ｔ 
4

3
 

 

c. ｔ又はｔｍ１若しくはｔｍ２を満足しない部分が 2箇所以上ある場合の，それぞれの部分

を囲んだ円と円との中心間の距離 

 ’≧ 

＝ )＋ｄ＋0.5・(ｄ・ｔｄ1.75・ ２１ｍ  
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2.3 管台の最小厚さの計算 

設計・建設規格 VVC-3230 を適用する。 

 

(1) 記号の説明 

設計・建設

規格の記号 

計算書の 

表 示 
表   示   内   容 単  位 

 Ｎｏ． 管台の番号 ― 

    

Ｄ０ Ｄｏ 管台の外径 mm 

    

Ｐ Ｐ 最高使用圧力 MPa 

    

Ｓ Ｓ 管台の最高使用温度における設計・建設規格 付録材料

図表 Part5 表5に規定する材料の許容引張応力 

MPa 

    

ｔ ｔ 管台の計算上必要な厚さ mm 

    

 ｔｂｒ 管台の最小厚さ  mm 

    

 Ｔｍ 最高使用温度 ℃ 

    

 ｔｎｏ 管台の公称厚さ mm 

    

η η 継手の効率（設計・建設規格 PVC-3130表のPVC-3130-1

より求めた値） 

― 

 

(2) 算式 

Ｐ・ ＋0.8・ηＳ・ 2

Ｄ・Ｐ
ｔ＝

ｏ
 

 

(3) 評価 

以下の条件を満足すれば十分である。 

ｔｂｒ≧ｔ 
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2.4 フランジの強度計算 

2.4.1 ボルト締めフランジ 

告示第５０１号第85条第4項又は設計・建設規格 VVC-3310を適用する。 

 

(1) 記号の説明 

ＪＩＳの 

記 号 

計算書の 

表 示 
表   示   内   容 単  位 

Ａ Ａ フランジの外径 mm 

    

Ａｂ Ａｂ 実際に使用するボルトの総有効断面積 mm2 

    

Ａｍ Ａｍ ボルトの総有効断面積 mm2 

    

Ａｍ１ Ａｍ１ 使用状態でのボルトの総有効断面積 mm2 

    

Ａｍ２ Ａｍ２ ガスケット締付時のボルトの総有効断面積 mm2 

    

Ｂ Ｂ フランジの内径 mm 

    

Ｂ１ Ｂ１ Ｂ＋ｇ０（ｆ≧1のときの一体形フランジの場合） 

Ｂ＋ｇ１（ｆ＜1のときの一体形フランジの場合） 

mm 

    

ｂ ｂ ガスケット座の有効幅 mm 

    

ｂ０ ｂｏ ガスケット座の基本幅 mm 

    

Ｃ Ｃ ボルト穴の中心円の直径 mm 

    

ｄ ｄ 係数（ ２
０ｇ・・ｈ 

Ｖ

Ｕ
＝ ｏ （一体形フランジの場合）） mm3 

    

ｄｂ ｄｂ ボルトのねじ部の谷の径と軸部の径の最小部の小さい方の径 mm 

    

ｅ ｅ 係数（
ｏｈ

Ｆ
＝ （一体形フランジの場合）） mm-1 

    

Ｆ Ｆ 一体形フランジの係数 

（ＪＩＳ Ｂ ８２４３ 附属書2 図3又はＪＩＳ Ｂ  

８２６５ 附属書3 図5又は表4による。） 

― 
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ＪＩＳの 

記 号 

計算書の 

表 示 
表   示   内   容 単  位 

 Ｆｅ フランジに作用する機械的鉛直荷重（弁操作力による反力） N 

    

f  ｆ ハブ応力修正係数 

（ＪＩＳ Ｂ ８２４３ 附属書2 図2又はＪＩＳ Ｂ  

８２６５ 附属書3 図4又は表4による。） 

― 

    

Ｇ Ｇ ガスケット反力円の直径 mm 

    

 Ｇｓ ガスケット接触面の外径 mm 

    

ｇ０ ｇ０ ハブ先端の厚さ mm 

    

ｇ１ ｇ１ フランジ背面のハブの厚さ mm 

    

Ｈ Ｈ 内圧力によってフランジに加わる全荷重 N 

    

ｈ ｈ ハブの長さ mm 

    

ＨＤ ＨＤ 内圧力によってフランジの内径面に加わる荷重 N 

    

ｈＤ ｈＤ ボルト穴の中心円からＨＤ作用点までの半径方向の距離 mm 

    

ＨＧ ＨＧ ガスケット荷重 N 

    

ｈＧ ｈＧ ボルト穴の中心円からＨＧ作用点までの半径方向の距離 mm 

    

ｈ０ ｈｏ ０ｇ・Ｂ  mm 

    

ＨＰ ＨＰ 気密を十分に保つために，ガスケットに加える圧縮力 N 

    

ＨＴ ＨＴ 内圧力によってフランジに加わる全荷重とフランジの内径面

に加わる荷重との差 

N 
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ＪＩＳの 

記 号 

計算書の 

表 示 
表   示   内   容 単  位 

ｈＴ ｈＴ ボルト穴の中心円からＨＴ作用点までの半径方向の距離 mm 

    

Ｋ Ｋ フランジの内外径の比 ― 

    

Ｌ Ｌ 係数 








ｄ

ｔ＋
Ｔ

1＋ｅ・ｔ
＝

３

 ― 

    

ｍ ｍ ガスケット係数 

（ＪＩＳ Ｂ ８２４３ 附属書2 表2又はＪＩＳ Ｂ  

８２６５ 附属書3 表2による。） 

― 

    

ＭＤ ＭＤ 内圧力によってフランジの内径面に加わる荷重によるモーメ

ント 

N･mm 

    

 Ｍｅ フランジ部に作用するモーメント 

（駆動部の偏心荷重によるモーメント） 

N･mm 

    

ＭＧ ＭＧ ガスケット荷重によるモーメント N･mm 

    

Ｍｇ Ｍｇ ガスケット締付時にフランジに作用するモーメント N･mm 

    

Ｍ０ Ｍｏ 使用状態でフランジに作用するモーメント N･mm 

    

ＭＴ ＭＴ 内圧力によってフランジに加わる全荷重とフランジの内径面

に加わる荷重との差によるモーメント 

N･mm 

    

Ｎ Ｎ ガスケットの接触面の幅 

（ＪＩＳ Ｂ ８２４３ 附属書2 表1又はＪＩＳ Ｂ  

８２６５ 附属書3 表3による。） 

mm 

    

ｎ ｎ ボルトの本数 ― 

    

 Ｐ 最高使用圧力 MPa 

    

 Ｐｅｑ 機械的荷重によりフランジ部に作用する曲げモーメントを圧

力に換算した等価圧力 

MPa 
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ＪＩＳの 

記 号 

計算書の 

表 示 
表   示   内   容 単  位 

Ｐ ＰＦＤ フランジの設計圧力 MPa 

    

Ｒ Ｒ ボルトの中心円からハブとフランジ背面との交点までの半径

方向の距離 

mm 

    

Ｔ Ｔ 








Ｂ

Ａ
Ｋ＝ の値によって定まる係数 

（ＪＩＳ Ｂ ８２４３ 附属書2 図5又はＪＩＳ Ｂ   

８２６５ 附属書3 図7による。） 

― 

    

ｔ ｔ フランジの厚さ mm 

    

Ｕ Ｕ 








Ｂ

Ａ
Ｋ＝ の値によって定まる係数 

（ＪＩＳ Ｂ ８２４３ 附属書2 図5又はＪＩＳ Ｂ   

８２６５ 附属書3 図7による。） 

― 

    

Ｖ Ｖ 一体形フランジの係数 

（ＪＩＳ Ｂ ８２４３ 附属書2 図6又はＪＩＳ Ｂ  

８２６５ 附属書3 図8又は表4による。） 

― 

    

Ｗｇ Ｗｇ ガスケット締付時のボルト荷重 N 

    

Ｗｍ１ Ｗｍ１ 使用状態での必要な最小ボルト荷重 N 

    

Ｗｍ２ Ｗｍ２ ガスケット締付時に必要な最小ボルト荷重 N 

    

Ｗ０ Ｗｏ 使用状態でのボルト荷重 N 

    

Ｙ Ｙ 








Ｂ

Ａ
Ｋ＝ の値によって定まる係数 

（ＪＩＳ Ｂ ８２４３ 附属書2 図5又はＪＩＳ Ｂ   

８２６５ 附属書3 図7による。） 

― 
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ＪＩＳの 

記 号 

計算書の 

表 示 
表   示   内   容 単  位 

ｙ ｙ ガスケットの最小設計締付圧力 

（ＪＩＳ Ｂ ８２４３ 附属書2 表2又はＪＩＳ Ｂ   

８２６５ 附属書3 表2による。） 

N/mm2 

    

Ｚ Ｚ 








Ｂ

Ａ
Ｋ＝ の値によって定まる係数 

（ＪＩＳ Ｂ ８２４３ 附属書2 図5又はＪＩＳ Ｂ  

８２６５ 附属書3 図7による。） 

― 

    

π π 円周率 ― 

    

σａ σａ 常温におけるボルト材料の告示第５０１号別表第8又は設計・

建設規格 付録材料図表 Part5 表7に定める許容引張応力 

MPa 

    

σｂ σｂ 最高使用温度におけるボルト材料の告示第５０１号別表第8又

は設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表7に定める許容

引張応力 

MPa 

    

fσ  σｆａ 常温におけるフランジ材料の告示第５０１号別表第6又は設

計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5に定める許容引張

応力 

MPa 

    

fσ  σｆｂ 最高使用温度におけるフランジ材料の告示第５０１号別表第6

又は設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5に定める許容

引張応力 

MPa 

    

σＨ σＨｇ ガスケット締付時のハブの軸方向応力 MPa＊ 

    

σＨ σＨｏ 使用状態でのハブの軸方向応力 MPa＊ 

    

σＲ σＲｇ ガスケット締付時のフランジの半径方向応力 MPa＊ 

    

σＲ σＲｏ 使用状態でのフランジの半径方向応力 MPa＊ 

    

σＴ σＴｇ ガスケット締付時のフランジの周方向応力 MPa＊ 

    

σＴ σＴｏ 使用状態でのフランジの周方向応力 MPa＊ 
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ＪＩＳの 

記 号 

計算書の 

表 示 
表   示   内   容 単  位 

 NON- 

ASBESTOS 

 

SUS-NON- 

ASBESTOS 

非石綿ジョイントシート 

 

 

渦巻形金属ガスケット（非石綿）（ステンレス鋼） 

 

― 

 

 

― 

 

注記＊：ＪＩＳ Ｂ ８２４３は「kg/mm2」を使用しているが，設計・建設規格に合わせ「MPa」

に読み替えるものとする。また，ＪＩＳ Ｂ ８２６５は「N/mm2」を使用しているが，

設計・建設規格に合わせ「MPa」に読み替えるものとする。 
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(2) 算式 

 

（ＪＩＳ Ｂ ８２４３ 附属書2 図1（g）又はＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 図2 b） 7）） 

注1：ここに示すフランジ形式は基本形式とする。 

注2：Ｗは，Ｗｇ，Ｗｍ１，Ｗｍ２及びＷｏのボルト荷重を表す。 

図2－1 一体形フランジ 

 

a. ガスケット座の有効幅及びガスケット反力円の直径 

(a) ｂｏ≦6.35mmの場合 

Ｇ＝Ｇｓ－Ｎ 

ｂ＝ｂｏ 

(b) ｂｏ＞6.35mmの場合 

Ｇ＝Ｇｓ－2・ｂ 

ｂ＝2.52・ ｏｂ  

ここで， 

ｂｏ＝Ｎ／2 

 

b. フランジ設計圧力 

ＰＦＤ＝Ｐ＋Ｐｅｑ 

Ｐｅｑ＝
２３ ・Ｇ

4・Ｆ
＋

・Ｇ

16・Ｍ

ππ

ｅｅ
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c. 計算上必要なボルト荷重 

(a) 使用状態で必要なボルト荷重 

Ｗｍ１＝Ｈ＋ＨＰ 

Ｈ＝ ＦＤ・Ｐ ・Ｇ 
4

π ２  

ＨＰ＝ ＦＤＰ2・π・ｂ・Ｇ・ｍ・  

(b) ガスケット締付時に必要なボルト荷重 

Ｗｍ２＝π・ｂ・Ｇ・ｙ 

 

d. ボルトの総有効断面積及び実際に使用するボルトの総有効断面積 

Ａｍ１＝
ｂ

ｍ

σ
１Ｗ
 （使用状態） 

Ａｍ２＝
ａ

ｍ

σ
２Ｗ
 （ガスケット締付時） 

Ａｍ＝Max（Ａｍ１，Ａｍ２） 

Ａｂ＝ ・ｎ・ｄ 
4

 
２

ｂ
π

 

 

e. フランジの計算に用いるボルト荷重 

Ｗｏ＝Ｗｍ１        （使用状態） 

Ｗｇ＝ ａ
ｂｍ

σ・ 
2

＋ＡＡ
 （ガスケット締付時） 

 

f. 使用状態でフランジに加わる荷重 

ＨＤ＝ ＦＤ・Ｐ Ｂ ・ 
4

２π
 

ＨＧ＝Ｗｏ－Ｈ 

ＨＴ＝Ｈ－ＨＤ 

 

g. 使用状態でのフランジ荷重に対するモーメントアーム 

 

フランジの形式 ｈＤ ｈＧ ｈＴ 

一体形フランジ＊ Ｒ＋0.5・ｇ１  
2

＋ｈＲ＋ｇ Ｇ１
 

 

ただし， １－ｇ
2

Ｃ－Ｂ
Ｒ＝  

注記＊：クラス２弁には，一体形フランジを採用する。 

 
2

Ｃ－Ｇ
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h. 使用状態でフランジに作用するモーメント 

ＭＤ＝ＨＤ・ｈＤ 

ＭＧ＝ＨＧ・ｈＧ 

ＭＴ＝ＨＴ・ｈＴ 

Ｍｏ＝ＭＤ＋ＭＧ＋ＭＴ 

 

i. ガスケット締付時にフランジに作用するモーメント 

2

Ｃ－Ｇ
 ・＝ＷＭ ｇｇ  

 

j. 一体形フランジの応力 

(a) 使用状態でのフランジの応力 

０ 
２

１ 4・ｇ

Ｂ・Ｐ
＋

・Ｂｇ・Ｌ

Ｍ・ｆ
＝

ｏ
ｏＨσ

＊1，＊2

 

・Ｂ ｔ Ｌ・

1)・Ｍ(1.33・ｔ・ｅ＋
＝

２

ｏ
ｏＲσ  

ｏ
ｏ

ｏ ＲＴ σσ ・－Ｚ
・Ｂ ｔ

Ｍ・Ｙ
＝

２
 

(b) ガスケット締付時のフランジの応力 

・Ｂｇ・Ｌ

Ｍ・ｆ
＝

 
２

１

ｇ
ｇＨσ

＊2

 

・Ｂ ｔ Ｌ・

ｅ＋1)・Ｍ・(1.33・ｔ
＝

２

ｇ
ｇＲσ  

ｇ
ｇ

ｇ ＲＴ σσ ・－Ｚ
・Ｂ ｔ

Ｍ・Ｙ
＝

２
 

ここで， 

ｄ

ｔ＋
Ｔ

ｅ＋1・ｔ
Ｌ＝

３

 

０ｇ・Ｂ＝ｈｏ  

２
０ｇ・・ｈ 

Ｖ

Ｕ
ｄ＝ ｏ  

ｏｈ

Ｆ
ｅ＝  

注記＊1：告示第５０１号第50条解説又は設計・建設規格 VVB-3390式(VVB-19)による。 

ＪＩＳ Ｂ ８２４３又はＪＩＳ Ｂ ８２６５の計算式に一次膜応力を加え

たものである。 

＊2：Ｂ＜20・ｇ１のときは，σＨｏ及びσＨｇの計算式のＢの代わりにＢ１を用いる。 
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(3) 評価 

一体形フランジは，以下の条件を満足すれば十分である。 

a. ボルトの総有効断面積 

Ａｂ＞Ａｍ 

 

b. ハブの軸方向応力 

使用状態にあっては  σＨｏ≦1.5・σｆｂ 

ガスケット締付時にあっては σＨｇ≦1.5・σｆａ 

 

c. フランジの半径方向応力 

使用状態にあっては  σＲｏ≦1.5・σｆｂ 

ガスケット締付時にあっては σＲｇ≦1.5・σｆａ 

 

d. フランジの周方向応力 

使用状態にあっては  σＴｏ≦1.5・σｆｂ 

ガスケット締付時にあっては σＴｇ≦1.5・σｆａ 
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2.4.2 全面座フランジ 

設計・建設規格 VVC-3310を適用する。 

 

(1) 記号の説明 

ＪＩＳの 

記 号 

計算書の 

表 示 
表   示   内   容 単  位 

Ａｂ Ａｂ 実際に使用するボルトの総有効断面積 mm2 

    

Ａｍ Ａｍ ボルトの所要総有効断面積 mm2 

    

Ａｍ１ Ａｍ１ 使用状態でのボルトの所要総有効断面積 mm2 

    

Ａｍ２ Ａｍ２ ガスケット締付時のボルトの所要総有効断面積 mm2 

    

Ｂ Ｂ フランジの内径 mm 

    

ｂ’０ ｂ’ｏ Ｇｏ－Ｃ，ガスケット締付時におけるガスケット座の基本幅 mm 

    

ｂ’ ｂ’ 4・ ｏｂ’ ，ガスケット締付時におけるガスケット座の有効幅 mm 

    

2ｂ’’ 2・ｂ’’ 使用状態におけるガスケット座の有効幅。2・ｂ’’＝5mm mm 

    

Ｃ Ｃ ボルト穴の中心円の直径 mm 

    

ｄｈ ｄｈ ボルト穴の直径 mm 

    

ｄｂ ｄｂ ボルトのねじ部の谷径と軸部の径の最小部の小さい方の径 mm 

    

Ｇ’ Ｇ’ Ｃ－(ｄｈ＋2・ｂ’’)，ガスケット圧縮力Ｈ’Ｐの位置の直径 mm 

    

Ｇ０ Ｇｏ ガスケット外径とフランジ外径の小さい方の値 mm 

    

ｇ１ ｇ１ フランジ背面のハブの厚さ mm 
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ＪＩＳの 

記 号 

計算書の 

表 示 
表   示   内   容 単  位 

ＨＤ ＨＤ 内圧力によってフランジの内径面に加わる荷重 N 

    

Ｈ’ Ｈ’ 内圧力によってフランジに加わる全荷重 N 

    

Ｈ’Ｐ Ｈ’Ｐ 気密を十分に保つためのガスケット圧縮力 N 

    

Ｈ’Ｔ Ｈ’Ｔ 内圧力によってフランジに加わる全荷重とフランジの内径面

に加わる荷重との差 

N 

    

ＨＲ ＨＲ 平衡反力 N 

    

ｈＤ ｈＤ ボルト穴の中心円からＨＤ作用点までの半径方向の距離 mm 

    

ｈ’Ｐ ｈ’Ｐ ボルト穴の中心円からＨ’Ｐ作用点までの半径方向の距離 mm 

    

ｈ’Ｔ ｈ’Ｔ ボルトの中心円からＨ’Ｔ作用点までの半径方向の距離 mm 

    

ｈＲ ｈＲ ボルトの中心円からＨＲ作用点までの半径方向の距離 mm 

    

ｍ ｍ ガスケット係数 

（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 表2による。） 

― 

    

Ｍ０ Ｍｏ ＨＲ・ｈＲ，使用状態でフランジに作用する全モーメント N･mm 

    

ｎ ｎ ボルトの本数 ― 

    

Ｐ ＰＦＤ フランジの設計圧力 MPa 

    

ｔ ｔｆ フランジの厚さ mm 

    

ｔ ｔ フランジの計算厚さ mm 
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ＪＩＳの 

記 号 

計算書の 

表 示 
表   示   内   容 単  位 

Ｗｍ１ Ｗｍ１ 使用状態における必要な最小ボルト荷重 N 

    

Ｗｍ２ Ｗｍ２ ガスケット締付けに必要な最小ボルト荷重 N 

    

ｙ ｙ ガスケットの最小設計締付圧力 

（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 表2による。） 

N/mm2 

    

π π 円周率  ― 

    

σａ σａ 常温におけるボルト材料の設計・建設規格 付録材料図表 

Part5 表7に定める許容引張応力 

MPa＊ 

    

σｂ σｂ 最高使用温度におけるボルト材料の設計・建設規格 付録材

料図表 Part5 表7に定める許容引張応力 

MPa＊ 

    

fσ  σｆｂ 最高使用温度におけるフランジ材料の設計・建設規格 付録

材料図表 Part5 表5に定める許容引張応力 

MPa＊ 

注記＊：ＪＩＳ Ｂ ８２６５は「N/mm2」を使用しているが，設計・建設規格に合わせ「MPa」に

読み替えるものとする。 
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(2) 算式 

 

（ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書4 図1） 

注1：ここに示すフランジ形式は基本形式とする。 

注2：Ｗは，Ｗｍ１及びＷｍ２のボルト荷重を表す。 

図2－2 全面座フランジ 

 

a. 計算上必要なボルト荷重 

(a) 使用状態で必要なボルト荷重 

Ｗｍ１＝Ｈ’＋Ｈ’Ｐ＋ＨＲ 

Ｈ’＝ ＦＤＰ・ )Ｃ－ｄ・( 
4

π ２
ｈ  

Ｈ’Ｐ＝ ＦＤＰ・ｍ・・Ｇ2・π・ｂ  ’ ’’  

ＨＲ＝
Ｒ

ＰＰＴＴＤＤ

ｈ

ｈ・Ｈｈ・Ｈｈ・Ｈ ’’’’ 
 

ＨＤ＝ ＦＤＰ・ Ｂ・ 
4

π ２  

ｈＤ＝
2

)Ｃ－Ｂ(
 － 0.5・ｇ１ 

Ｈ’Ｔ ＝Ｈ’ － ＨＤ 

ｈ’Ｔ＝
4

－Ｂ)ｂ2・＋Ｃ＋ｄ( ｈ ’’
 

ｈ’Ｐ＝
2

ｂ2・ｄｈ ’’
 

ｈＲ＝
4

)ｄ＋Ｃ－(Ｇ ｈ０
 ＋ 

2

ｄｈ
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(b) ガスケット締付時に必要なボルト荷重 

Ｗｍ２＝π・ｂ’・Ｃ・ｙ 

 

b. ボルトの所要総有効断面積及び実際に使用するボルトの総有効断面積 

Ａｍ１＝
ｂ

ｍ

σ
１Ｗ
 （使用状態） 

Ａｍ２＝
ａ

ｍ

σ
２Ｗ
 （ガスケット締付時） 

Ａｍ＝Max（Ａｍ１，Ａｍ２） 

Ａｂ＝
π
4

・ｄ ・ｎｂ
２  

 

c. フランジの計算厚さ 

t＝
)ｄ・Ｃ－ｎ・(π・

Ｍ6・

ｈｆｂ

ｏ

σ
 

 

(3) 評価 

全面座フランジは，以下の条件を満足すれば十分である。 

a. ボルトの総有効断面積 

Ａｂ＞ Ａｍ 

 

b. フランジの厚さ 

ｔｆ≧ t 
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3. 添付図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：本図は告示第５０１号第82条解説の図82.3又は 

設計・建設規格 VVB-3210の解説図VVB-3210-3と同じ。 

 

図3－1 ｄｍ及びｄｎを明示した図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：本図は告示第５０１号第85条第1項の図又は 

設計・建設規格 VVC-3210の図VVC-3210-1と同じ。 

 

図3－2 ネック部のの範囲 

ｄｎ 

の範囲は，ネック部と流路部の 

交わる部分を基点としてネック部 

方向にとるものとする。 

 

ｄｎ 

ｄｍ 
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別紙 重大事故等クラス２弁の強度計算書のフォーマット 
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Ⅵ- - - - ○○○○○○○○○○○○の強度計算書 

 

  



 

 

S2 補 Ⅵ-3-2-10 別紙 R1 

まえがき 

 

本計算書は，Ⅵ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計算の基本方針」及びⅥ-3-2-10「重大事故等クラス２

弁の強度計算方法」に基づいて計算を行う。 

評価条件整理結果を以下に示す。なお，評価条件の整理に当たって使用する記号及び略語については，Ⅵ-3-2-1「強度計算方法の概要」に定義し

たものを使用する。 

 

・評価条件整理表 

機器名 

既設 

or 

新設 

施設時の 

技術基準 

に対象と 

する施設 

の規定が 

あるか 

クラスアップするか 条件アップするか 

既工認に 

おける 

評価結果 

の有無 

施設時の 

適用規格 
評価区分 

同等性 

評価 

区分 

評価 

クラス 

クラス 

アップ 

の有無 

施設時 

機器 

クラス 

ＤＢ 

クラス 

ＳＡ 

クラス 

条件 

アップ 

の有無 

ＤＢ条件 ＳＡ条件 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

圧力 

(MPa) 

温度 

(℃) 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

 

2 
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1. 重大事故等クラス２弁 
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1.1 設計仕様 

系統：          

機器の区分 重大事故等クラス２弁 

弁番号 種類 
呼び径 

(A) 

材料 

弁箱 弁ふた ボルト 
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1.2 強度計算書 

系統：                    

 

 
設計・ 

建設規格 

告示 

第５０１号 
 

設計・ 

建設規格 

告示 

第５０１号 

設計条件 ネック部の厚さ 

最高使用圧力Ｐ

(MPa) 
 ｄｎ (mm)  

最高使用温度Ｔｍ

(℃) 
 ｄｎ／ｄｍ  

弁箱又は弁ふたの厚さ ℓ (mm)   

 弁箱材料  ｔｍ１ (mm)   

 弁ふた材料  ｔｍ２ (mm)   

Ｐ１ (MPa)   ｔｍａ１ (mm)  

Ｐ２ (MPa)   ｔｍａ２ (mm)  

ｄｍ (mm)   

評価：ｔｍａ１≧ｔｍ１ 

    ｔｍａ２≧ｔｍ２ 

よって十分である。   

ｔ１ (mm)   

ｔ２ (mm)   

ｔ (mm)   

ｔａｂ (mm)  

ｔａｆ (mm)  

評価：ｔａｂ≧ｔ 

    ｔａｆ≧ｔ 

よって十分である。   

 

 

  

弁番号  シート  



 

                     7 
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系統：                   

 

フランジ及びフランジボルトの応力解析 告示第５０１号 

設計条件 モーメントの計算 

ＰＦＤ (MPa)  ＨＤ (N)  ×105 

Ｐｅｑ (MPa)  ｈＤ (mm)   

Ｔｍ (℃)   ＭＤ (N･mm)  ×107 

Ｍｅ (N･mm)  ×106 ＨＧ (N)  ×105 

Ｆｅ (N)  ｈＧ (mm)   

フランジの形式   ＭＧ (N･mm)  ×107 

フランジ  ＨＴ (N)  ×105 

材料    ｈＴ (mm)   

σｆａ (MPa) 

 
ＭＴ (N･mm)  ×107 

常温（ガスケット締付時） 

(20℃) Ｍｏ (N･mm)  ×107 

σｆｂ (MPa) 
 

Ｍｇ (N･mm)  ×108 

最高使用温度（使用状態） フランジの厚さと係数 

Ａ (mm)  ｔ (mm)  

Ｂ (mm)  Ｋ   

Ｃ (mm)  ｈｏ (mm)  

ｇ０ (mm)  ｆ  

ｇ１ (mm)  Ｆ  

ｈ (mm)  Ｖ  

ボルト  ｅ (mm-1)  

材料    ｄ (mm3)  

σａ (MPa) 

 

Ｌ   

常温（ガスケット締付時） 

(20℃) 
Ｔ   

σｂ (MPa) 
 

Ｕ   

最高使用温度（使用状態） Ｙ   

ｎ   Ｚ   

ｄｂ (mm)  応力の計算  

ガスケット  σＨｏ (MPa)  

材料    σＲｏ (MPa)  

ガスケット厚さ (mm)  σＴｏ (MPa)  

Ｇ (mm)  σＨｇ (MPa)  

ｍ   σＲｇ (MPa)  

ｙ (N/mm2)  σＴｇ (MPa)  

ｂｏ (mm)   

  応力の評価：σＨｏ≦1.5・σｆｂ 

        σＲｏ≦1.5・σｆｂ 

        σＴｏ≦1.5・σｆｂ 

 

        σＨｇ≦1.5・σｆａ 

        σＲｇ≦1.5・σｆａ 

        σＴｇ≦1.5・σｆａ 

 

よって十分である。   

ｂ (mm)  

Ｎ (mm)  

Ｇｓ (mm)  

ボルトの計算  

Ｈ (N)  ×106 

Ｈｐ (N)  ×105 

Ｗｍ１ (N)  ×106 

Ｗｍ２ (N)  ×105 

Ａｍ１ (mm2)  ×103 

Ａｍ２ (mm2)  ×103 

Ａｍ (mm2)  ×103 

Ａｂ (mm2)  ×104 

Ｗｏ (N)  ×106 

Ｗｇ (N)  ×106 

  評価：Ａｍ＜Ａｂ 

よって十分である。   

 

弁番号  シート  
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1.3 設計・建設規格における材料の規定によらない場合の評価 

弁番号MV○○○-○（使用材料規格：ＪＩＳ Ｇ ○○○○ △△△△）の評価結果 

（比較材料：ＪＩＳ Ｇ ○○○○ △△△△） 

弁番号MV○○○-○に使用している△△△△は，材料の許容引張応力が設計・建設規格に記

載されていないことから，材料の許容引張応力が設計・建設規格に記載されている材料と機械

的強度及び化学成分を比較し，同等であることを示す。 

 

(1) 機械的強度 

 引張強さ 降伏点又は耐力 比較結果 

使用材料 370N/mm2以上 215N/mm2以上 
引張強さ及び降伏点は同等である。 

比較材料 370N/mm2以上 215N/mm2以上 

(2) 化学的成分 

 
化学成分(％) 

C Si Mn P S Cu Ni Cr Mo V 

使用 

材料 

0.25 

以下 

0.35 

以下 

0.30 

～ 

0.90 

0.040 

以下 

0.040 

以下 
― ― ― ― ― 

比較 

材料 

0.25 

以下 

0.10 

～ 

0.35 

0.30 

～ 

0.90 

0.035 

以下 

0.035 

以下 
― ― ― ― ― 

比較 

結果 

Si，P，Sの成分規定に差異があるが，以下により，本設備の環境下での使用は問題な

いと考える。 

Si：一般的に機械的強度に影響を与える成分であるが，(1)の評価結果からも機械的

強度は同等以上であること。 

P ：じん性に影響を与える成分であるが，設計・建設規格クラス２の規定でも破壊じ

ん性試験が要求されない範囲であること。 

S ：じん性に影響を与える成分であるが，設計・建設規格クラス２の規定でも破壊じ

ん性試験が要求されない範囲であること。 

(3) 評価結果 

(1)，(2)の評価により，機械的強度，化学成分，いずれにおいても比較材料と同等である

ことを確認したため，本設備において，△△△△を重大事故等クラス２材料として使用する

ことに問題ないと考える。 

設計・建設規格における材料の規定によらない場合の評価結果例 

（材料記号を記載） 

（材料記号を記載） 



 

S2
 補

 Ⅵ
-3
-
2-
11
 R
1 

 

Ⅵ-3-2-11 重大事故等クラス２支持構造物（容器）の強度計算方法 
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1. 概要 

本書は，Ⅵ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計算の

基本方針」に基づき，重大事故等クラス２容器を支持する支持構造物であって，重大事故等クラ

ス２容器に溶接により取り付けられ，その損壊により重大事故等クラス２容器に損壊を生じさせ

るおそれがある重大事故等クラス２支持構造物（容器）（以下「重大事故等クラス２支持構造物（容

器）」という。）が十分な強度を有することを確認するための方法として適用する規格の規定に基

づく強度計算方法について説明するものであり，重大事故等クラス２支持構造物（容器）の強度

計算方法及び強度計算書のフォーマットにより構成する。 

適用する規格は，昭和 55年通商産業省告示第５０１号「発電用原子力設備に関する構造等の技

術基準」（以下「告示第５０１号」という。）又は発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005

年版（2007 年追補版含む。））ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１-2005/2007）（日本機械学会 2007 年 9月）

（以下「設計・建設規格」という。）により行う。 

なお，告示第５０１号及び設計・建設規格による評価について，評価式及び許容値の 2つの項

目について比較を実施した結果，両規格に相違のないことを確認した。そのため，設計・建設規

格による評価を行う。 
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2. 重大事故等クラス２支持構造物（容器）の強度計算方法 

2.1 クラス２支持構造物の規定に基づく強度計算方法 

2.1.1 記号の説明 

重大事故等クラス２支持構造物（容器）の一次応力計算に用いる記号について，以下に

説明する。 

 記号 単位 定義 

一
次
応
力
計
算
に
使
用
す
る
も
の 

Ａ mm2 支持構造物の断面積 

Ａｆ mm2 圧縮フランジの断面積 

Ａｓ mm2 支持構造物のせん断断面積 

Ａｓｆ mm2 圧縮フランジとはりのせいの 6分の 1とからなるＴ型断面の断

面積 

ｂ mm 支持脚フランジ幅 

Ｃ ― 許容曲げ応力算出の際に用いる係数 

Ｄｉ mm スカートの内径 

Ｄｊ mm スカートに設けられた開口部の穴径（j＝1，2，3，・・・） 

Ｅ MPa 最高使用温度における設計・建設規格 付録材料図表 Part6 

表 1 に規定される材料の縦弾性係数 

Ｆ MPa 設計・建設規格 SSB-3121.1(1)により規定される値 

Ｆｃ N 鉛直荷重 

Ｆｓ N せん断荷重 

ｆｂ MPa 許容曲げ応力 

ｆｃ MPa 許容圧縮応力 

ｆｓ MPa 許容せん断応力 

ｆｔ MPa 許容引張応力 

g m/s
2
 重力加速度 

ｈ mm はりのせい 

Ｉ mm4 座屈軸まわりの断面二次モーメント 

ｉ mm 座屈軸についての断面二次半径 

ｉｆ mm 圧縮フランジとはりのせいの 6分の 1とからなるＴ型断面の 

ウェッブ軸まわりの断面二次半径 

Ｉｓｆ mm4 圧縮フランジとはりのせいの 6分の 1とからなるＴ型断面の 

ウェッブ軸まわりの断面二次モーメント 

 mm 支持構造物の長さ 

ｃ＊ mm 支持脚中立軸間距離 

ｋ mm 座屈長さ 
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 記号 単位 定義 

一
次
応
力
計
算
に
使
用
す
る
も
の 

１ mm 壁（又は架台）から胴の中心までの長さ 

Ｍ N･mm 曲げモーメント 

Ｍ１ N･mm 座屈端部における曲げモーメント（大きい方，Ｍ１≧Ｍ２） 

Ｍ２ N･mm 座屈端部における曲げモーメント（小さい方，Ｍ１≧Ｍ２） 

ｍ０ kg 容器の有効運転質量 

Ｎ ― スカート開口部個数又は支持脚本数 

ｔ mm スカート厚さ 

ｔ１ mm 支持構造物のフランジ厚さ 

ｔ２ mm 支持構造物のウェッブ厚さ 

Ｙ mm スカート開口部の水平断面における最大円周長さ 

Ｚ mm3 支持構造物の断面係数 

Λ ― 限界細長比 

λ ― 圧縮材の有効細長比 

ν ― 許容圧縮応力算出の際に用いる係数 

τ MPa 一次せん断応力 

σｂ MPa 一次曲げ応力 

σｃ MPa 一次圧縮応力 

注記＊：長手方向及び横方向の区別がある機器の場合は，長手方向ｃ１，横方向ｃ２とする。 
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2.1.2 強度計算方法 

ここでは，重大事故等クラス２支持構造物（容器）のスカート部及び脚部の評価が必要

な一次応力及びその計算方法を示す。 

材料の設計降伏点は，設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8及び設計引張強さ

は設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9により容器の最高使用温度に応じた値を

用いる。設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 及び表 9記載の温度の中間の値の

場合は，比例法を用いて計算し，小数点第 1位以下を切り捨てた値を用いるものとする。 

強度計算は，設計・建設規格に基づき適切な裕度を持った許容値を使用して実施するこ

とから，強度計算に用いる寸法は公称値を使用する。 

 

(1) 評価応力（設計・建設規格 SSC-3010） 

項目 適用規格番号 評価 

一
次
応
力 

引張応力 

設計・建設規格 SSC-3121.1 

支持構造物に引張応力が作用し

ないので評価を省略する。 

せん断応力 

脚支持（壁からの支持）のみ評価

を行う。 

脚支持（床からの支持）及びスカ

ート支持にはせん断応力が作用

しないので評価を省略する。 

圧縮応力 

脚支持（床からの支持）及びスカ

ート支持について評価を行う。 

脚支持（壁からの支持）には圧縮

応力が作用しないので評価を省

略する。 

曲げ応力 

脚支持のみ評価を行う。 

スカート支持には曲げモーメン

トが作用しないので評価を省略

する。 

支圧応力 
構造上支圧応力が発生するもの

はないので評価を省略する。 

組合せ応力 

脚支持のみ評価を行う。 

スカート支持には圧縮応力しか

作用しないため，組合せ応力の評

価は省略する。 
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(2) スカート部の応力計算（設計・建設規格 SSC-3010） 

一次圧縮応力は，以下の計算式により求められる許容圧縮応力以下であることを確認す

る。 

項目 適用規格番号 計算式 

一次圧縮応力 ― 

Ｆｃ＝ｍ
０
g  

σｃ＝
Ｆｃ

Ａ
 

許容圧縮応力 
設計・建設規格 

SSC-3121.1 

(1) 圧縮材の有効細長比が限界細長比以下の場合 

（λ ≦ Λの場合） 

ｆｃ＝{1 − 0.4(
λ

Λ
)

2

}
Ｆ

ν
＊1，＊2，＊3 

(2) 圧縮材の有効細長比が限界細長比を超える場合 

（λ＞Λの場合） 

ｆｃ＝0.277Ｆ(
Λ

λ
)

2

＊1，＊2 

(3) 圧延形鋼又は溶接 I 型鋼の断面形状を用いるものは

ないので記載を省略する。 

注記＊1：λは，圧縮材の有効細長比で，λ＝ｋ/ｉより求める。 

ｋは，座屈長さで，設計・建設規格 解説表 SSB-3121-1 座屈長さｋより求める。 

ｉは，座屈軸についての断面二次半径で，ｉ = √Ｉ/Ａより求める。  

Ｉは，支持構造物の断面二次モーメントで，次式により求める。 

Ｉ＝
π

8
(Ｄ

ｉ
＋ｔ)

3
ｔ −

1

4
(Ｄ

ｉ
＋ｔ)

2
ｔＹ 

Ａは，支持構造物の断面積で，次式により求める。 

 Ａ＝ {π (Ｄ
ｉ
＋ｔ) − Ｙ}ｔ 

Ｙは，スカート開口部の水平断面における最大円周長さで，次式により求める。 

Ｙ＝ ∑ {(Ｄ
ｉ
＋ｔ) sin-1 (

Ｄ
ｊ

Ｄ
ｉ
＋ｔ

)}

Ｎ

ｊ＝１

 

 ＊2：Λは，限界細長比で，Λ＝√π
2
Ｅ/0.6Ｆより求める。 

 ＊3：νは，許容圧縮応力算出の際に用いる係数で，ν＝1.5＋2/3･(λ/Λ)
2
より求める。  
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(3) 脚部の応力計算（設計・建設規格 SSC-3010） 

一次圧縮応力及び一次曲げ応力による組合せ評価，一次せん断応力及び一次曲げ応力に

よる組合せ評価は，以下の計算式により求められる許容値以下であることを確認する。 

項目 適用規格番号 計算式 

一次圧縮

応力 
― 

Ｆｃ＝
ｍ

０

Ｎ
g 

σｃ＝
Ｆｃ

Ａ
 

一次曲げ

応力 
― 

Ｍ＝
ｍ

０
gｃ

2・Ｎ
 壁からの支持の場合Ｍ＝

ｍ
０
g１

Ｎ
 

σｂ＝
Ｍ

Ｚ
 

一次せん

断 

応力 

― 

Ｆｓ＝
ｍ

０

Ｎ
g 

τ＝
Ｆｓ

Ａｓ
 

許容圧縮

応力 

設計・建設規

格 SSC-

3121.1 

(1) 圧縮材の有効細長比が限界細長比以下の場合 

（λ ≦ Λの場合） 

ｆ
ｃ＝{1－0.4(

λ

Λ
)

2

}
Ｆ

ν
＊1，＊2，＊3 

(2) 圧縮材の有効細長比が限界細長比を超える場合 

（λ＞Λの場合） 

ｆ
ｃ＝0.277Ｆ(

Λ

λ
)

2

＊1，＊2 

(3) 圧延形鋼又は溶接Ｉ型鋼の断面形状を用いるものはないの

で記載を省略する。 

許容せん

断 

応力 

設計・建設規

格 SSC-

3121.1 

ｆｓ＝
Ｆ

1.5√3
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項目 適用規格番号 計算式 

許容曲げ応力 
設計・建設規格 

SSC-3121.1 

(1) ｆ
ｔ＝

Ｆ

1.5
 

(2) 荷重面内に対称軸を有する圧延形鋼であって強軸まわ

りに曲げを受けるものは以下の 2 つの計算式により計

算した値のうちいずれか大きい方の値又は(1)に定め

る値のいずれか小さい方の値 

ｆ
ｂ
＝{1 − 0.4

2

ＣΛ
2
ｉ

ｆ

2}ｆ
ｔ

＊2，＊4 

ｆ
ｂ
＝

0.433ＥＡ
ｆ

ｈ
 

(3) みぞ形断面のもの，荷重面内に対称軸を有しない圧延

形鋼及び溶接組立鋼の場合は以下の計算した値又は

(1)に定める値のいずれか小さい方の値 

ｆ
ｂ
＝

0.433ＥＡ
ｆ

ｈ
 

組合せ評価 
設計・建設規格 

SSC-3121.1 

σｃ

ｆ
ｃ

＋
σｂ

ｆ
ｂ

≦ 1 

√σｂ
2

+ 3τ
2

≦ ｆｔ 

注記＊1：λは，圧縮材の有効細長比で，λ＝ｋ/ｉより求める。 

ｋは，座屈長さで，設計・建設規格 解説表 SSB-3121-1 座屈長さｋより求める。 

ｉは，座屈軸についての断面二次半径で，ｉ = √Ｉ/Ａより求める。 

Ｉは，支持構造物の断面二次モーメントで，Ｈ型鋼の場合は次式により求める。 

Ｉ＝
１

12
{ｂｈ

3
− (ｈ − 2ｔ

1
)
3
(ｂ − ｔ

2
)} 

Ａは，支持構造物の断面積で，Ｈ型鋼の場合は次式により求める。 

Ａ＝2ｔ
1

(ｂ − ｔ
2

)＋ｈｔ
2
 

＊2：Λは，限界細長比で，Λ＝√π
2
Ｅ/0.6Ｆより求める。 

＊3：νは，許容圧縮応力算出の際に用いる係数で，ν＝1.5＋2/3･(λ/Λ)
2
より求める。 

＊4：ｉｆは，圧縮フランジとはりのせいの 6分の 1とからなるＴ型断面のウェッブ軸まわり

の断面二次半径で，ｉ
ｆ
＝√Ｉ

ｓｆ
/Ａ

ｓｆ
より求める。 
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Ｉｓｆは，圧縮フランジとはりのせいの 6分の 1とからなるＴ型断面のウェッブ軸ま

わりの断面二次モーメントで，次式により求める。 

Ｉ
ｓｆ

＝
1

12
{ｂ

3
ｔ

1
+ (

ｈ

6
− ｔ

1
)ｔ

2

3
} 

Ａｓｆは，圧縮フランジとはりのせいの 6分の 1とからなるＴ型断面の断面積で，次

式により求める。 

Ａ
ｓｆ

＝ｂｔ
１

+ (
ｈ

6
− ｔ

１
)ｔ

２
 

Ｃは，次の計算式により計算した値又は 2.3 のうちいずれか小さい値。（座屈区間中

間の強軸まわりの曲げモーメントがＭ１より大きい場合は，1とする。） 

Ｃ＝1.75 − 1.05(
Ｍ

２

Ｍ
１

) + 0.3(
Ｍ

２

Ｍ
１

)

2

 

ここで，Ｍ１≧Ｍ２であり，（Ｍ２／Ｍ１）≦1とする。 

 

① 座屈区間内に最大曲げあり  ② 単曲率        ③ 複曲率      

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Ｍ１ Ｍ２ 

(Ｃ＝1) 

Ｍ１ Ｍ２ Ｍ１ 
Ｍ２ 

(-) 

Ｐ 
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3. 強度計算書のフォーマット 

3.1 強度計算書のフォーマットの概要 

強度計算書のフォーマットは，重大事故等クラス２支持構造物（容器）を構成する部材につ

いて下記 3.3 項のフォーマット中に計算に必要な条件及び結果を記載する。 

 

3.2 記載する数値に関する注意事項 

計算に使用しないものや計算結果のないものは，計算結果表の記入欄には ― として 

記載する。 

 

3.3 強度計算書のフォーマット 

強度計算書のフォーマットは，以下のとおりである。 

 

FORMAT-1 一次圧縮応力評価 

FORMAT-2 一次圧縮応力及び一次曲げ応力による組合せ評価 

FORMAT-3 一次せん断応力及び一次曲げ応力による組合せ評価 
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(1) クラス２支持構造物（容器）の規定に基づく強度計算 

FORMAT-1 

3. 支持構造物の強度計算書 

(1) 一次圧縮応力評価 

種類 脚本数 材料 
最高使用温度 

(℃) 

Ｆ値 

(MPa) 

鉛直荷重 

ＦＣ(N) 

断面積 

Ａ(mm
2
) 

一次圧縮応力 

σc(MPa) 

許容圧縮応力 

ｆc(MPa) 
評価 

          

 

 

○○容器 支持構造物の強度計算説明図 

 

 

 

FORMAT-2 

3. 支持構造物の強度計算書 

(1) 一次圧縮応力及び一次曲げ応力による組合せ評価 

種類 脚本数 材料 
最高使用温度 

(℃) 

Ｆ値 

(MPa) 

鉛直荷重 

ＦＣ(N) 

断面積 

Ａ(mm
2
) 

曲げモーメント 

Ｍ(N･㎜) 

断面係数 

Ｚ(mm
3
) 

         

 

一次圧縮応力 

σc(MPa) 

許容圧縮応力 

ｆｃ(MPa) 

一次曲げ応力 

σｂ(MPa) 

許容曲げ応力 

ｆｂ(MPa) 

組合せ評価 
σｃ

ｆｃ
＋

σｂ

ｆｂ

≦ 1 評価 

   
 

 
  

 

 

○○容器 支持構造物の強度計算説明図 
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FORMAT-3 

3. 支持構造物の強度計算書 

(1) 一次せん断応力及び一次曲げ応力による組合せ評価 

種類 脚本数 材料 
最高使用温度 

(℃) 

Ｆ値 

(MPa) 

せん断荷重 

Ｆｓ(N) 

せん断断面積 

Ａｓ(mm
2
) 

曲げモーメント 

Ｍ(N･㎜) 

断面係数 

Ｚ(mm
3
) 

         

 

一次せん断応力 

τ(MPa) 

許容せん断応力 

ｆｓ(MPa) 

一次曲げ応力 

σｂ(MPa) 

許容曲げ応力 

ｆｂ(MPa) 

組合せ応力 

√σｂ
2

+ 3τ
2
 

許容引張応力 

ｆt(MPa) 
評価 

       

 

 

○○容器 支持構造物の強度計算説明図 
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Ⅵ-3-2-12 重大事故等クラス２支持構造物（ポンプ）の強度計算方法 
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1. 概要 

本書はⅥ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計算の基

本方針」に基づき，重大事故等クラス２ポンプを支持する支持構造物であって，重大事故等クラ

ス２ポンプに溶接により取り付けられ，その損壊により重大事故等クラス２ポンプに損壊を生じ

させるおそれがある重大事故等クラス２支持構造物（ポンプ）（以下「重大事故等クラス２支持構

造物（ポンプ）」という。）が十分な強度を有することを確認するための方法として適用する規格

の規定に基づく強度計算方法について説明するものであり，重大事故等クラス２支持構造物（ポ

ンプ）の強度計算方法及び強度計算書のフォーマットにより構成する。 

適用する規格は，昭和 55年通商産業省告示第５０１号「発電用原子力設備に関する構造等の技

術基準」（以下「告示第５０１号」という。）又は発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005

年版（2007 年追補版含む。））ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１-2005/2007）（日本機械学会 2007 年 9月）

（以下「設計・建設規格」という。）により行う。 

なお，告示第５０１号及び設計・建設規格による評価について，評価式及び許容値の 2つの項

目について比較を実施した結果，両規格に相違のないことを確認した。そのため，設計・建設規

格による評価を行う。 
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2. 重大事故等クラス２支持構造物（ポンプ）の強度計算方法 

2.1 クラス２支持構造物の規定に基づく強度計算方法 

2.1.1 記号の説明 

重大事故等クラス２支持構造物（ポンプ）の一次応力計算に用いる記号について，以下

に説明する。 

 記号 単位 定義 

一
次
応
力
計
算
に
使
用
す
る
も
の 

Ａｆ mm2 圧縮フランジの断面積 

Ａｓ mm2 取付ラグの断面積 

ｂ mm 取付ラグの幅 

Ｅ MPa 設計・建設規格 付録材料図表 Part6 表 1に規定する材料

の縦弾性係数 

Ｆ MPa 設計・建設規格 SSB-3121.1(1)により規定される値 

ｆｃ MPa 許容圧縮応力 

ｆｂ MPa 許容曲げ応力 

ｆｔ MPa 許容引張応力 

Ｆｃ1 N 取付ラグ 1個にかかる最大の鉛直荷重 

Ｆｃ2 N 鉛直荷重 

ｆｓ MPa 許容せん断応力 

ｈ mm はりのせい（又は板厚） 

Ｉ mm4 断面二次モーメント 

i mm 座屈軸についての断面二次半径 

ｂ mm 圧縮フランジの支点間距離 

ｋ mm 座屈長さ 

Ｍ N･mm 取付ラグにかかる曲げモーメント 

ｔ1 mm 取付ラグの厚さ（側板） 

ｔ2 mm 取付ラグの厚さ（底板） 

Ｗ kg 内部流体質量を含むポンプ質量 

Ｚ mm3 取付ラグの断面係数 

λ ― 圧縮材の有効細長比 

Λ ― 限界細長比 

ν ― 許容圧縮応力算出の際に用いる係数 

σｂ MPa 一次曲げ応力 

σｃ MPa 一次圧縮応力 

σｓ MPa 一次せん断応力 

Ｂ mm 支持構造物の厚さ 
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 記号 単位 定義 

使
用
す
る
も
の 

一
次
応
力
計
算
に 

β12 ― 機械工学便覧 α3編 材料力学の図 5.7 に規定する応力係数 

Ｒ mm 円輪板の外半径 

ｒ mm 円輪板の内半径 

Ｈ mm 支持構造物の幅 

ｎ ― 支持構造物の枚数 

 

2.1.2 強度計算方法 

ここでは，重大事故等クラス２支持構造物（ポンプ）の取付ラグ部について評価が必要

な一次応力及びその計算方法を示す。 

材料の設計降伏点は設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 及び設計引張強さは

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 によりポンプの最高使用温度に応じた値を

用いる。設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 及び表 9 記載の温度の中間の値の場

合は比例法を用いて計算し，小数点第 1位以下を切り捨てた値を用いるものとする。 

強度計算は設計・建設規格に基づき適切な裕度を持った許容値を使用して実施すること

から，強度計算に用いる寸法は公称値を使用する。 

 

(1) 評価応力（設計・建設規格 SSC-3010） 

今回申請する支持構造物（ポンプ）については，以下のとおり評価する。 

項目 適用規格番号 評価 

一
次
応
力 

引張応力 

設計・建設規格 SSC-3121.1 

支持構造物に引張力が作用しな

いので評価を省略する。 

せん断応力 評価を行う。＊1 

圧縮応力 評価を行う。＊2 

曲げ応力 評価を行う。＊1 

支圧応力 
構造上支圧応力が発生するもの

はないので評価を省略する。 

組合せ応力 

支持構造物に引張応力が生じな

いことから，せん断応力，曲げ

応力との組合せは省略する。 

注記＊1：a)，b)，d)のみ。c)は支持構造物に応力が作用しないので評価を省略する。 

＊2：c)のみ。a)，b)，d)は支持構造物に圧縮力が作用しないので評価を省略する。 
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a) 凹形                  b) 平板形（横方向取付） 

 

 

 

 

 

 

 

 

c) 平板形（立方向取付）            d) 円輪板形 

図 2－1 支持構造物の形状例 

 

  

ｈ
  ｔ1

ｈ
 

ｂ ｂ

ｂ

ｔ
2ｂ

Ｈ Ｂ Ｂ

ｈ
 

2Ｒ 

2ｒ 

ｋ 
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(2) 一次応力及び許容応力の計算（設計・建設規格 SSC-3010） 

一次応力は，下記計算式により求められる許容応力以下であることを確認する。 

項目 適用規格番号 計算式 

一次せん断応力 ― σｓ＝
Ｆｃ1

Ａｓ1

＊1，＊2
   

許容せん断応力 設計・建設規格 SSC-3121.1 ｆｓ＝
Ｆ

1.5・√3
 

一次圧縮応力 ―  σｃ＝
Ｆｃ2

Ａｓ2

＊3
   

許容圧縮応力 設計・建設規格 SSC-3121.1 

ｆｃ＝{1－0.4(
λ

Λ
)

2

}
Ｆ

ν
 

ここで， 

 λ =
ｋ

i
＊4 

 Λ = √
π

2
Ｅ

0.6Ｆ
 

 ν = 1.5＋
2

3
(
λ

Λ
)

2

 

一次曲げ応力 ― 

Ｍ＝Ｆｃ1・ｂ 

σｂ＝
Ｍ

Ｚ

＊5
 

σｂ＝β
12

Ｆｃ1

ｈ
2

＊6
 

許容曲げ応力 設計・建設規格 SSC-3121.1 

ｆｂ＝
0.433・Ｅ・Ａｆ

ｂ・ｈ
＊7 

ｆｔ＝
Ｆ

1.5
 

いずれか小さい方の値を用いる。 

注記＊1：Ｆｃ1は，各支持構造物にかかる荷重で最も大きい値を用いる。支持構造物にかかる荷

重は，Ｗをポンプの重心位置及び支持構造物の間隔により比例配分することにより算出

する。  
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＊2：Ａｓ1は，取付ラグの断面積で，凹形はＡｓ1＝2・ｔ1・(ｈ－ｔ2)＋ｂ・ｔ2，平板形は

Ａｓ1＝ｂ・ｈ，円輪板はＡｓ1＝2・π・ｒ・ｈより求める。 

＊3：Ａｓ2は，支持構造物の全断面積で，平板形は Ａｓ2＝n・Ｂ・Ｈより求める。 

＊4：ｉは座屈軸についての断面二次半径で，平板形は i=√Ｈ
2
/12 より求める。 

＊5：【凹形】Ｚは，取付ラグの断面係数で，Ｚ1＝Ｉ/ｅ1とＺ2＝Ｉ/ｅ2のうち小さい方の値を

用いる。 

ｅ1，ｅ2は，中立軸までの距離で，次式により求まる。 

ｅ
1
＝ｈ－ｅ

2 

ｅ
2
＝

ｈ
2
・2・ｔ1＋ｔ2

2
・(ｂ－2・ｔ1)

2・{ｂ・ｔ2＋(ｈ－ｔ2)・2・ｔ1}
 

Ｉは，断面二次モーメントで，次式により求まる。 

Ｉ＝
1

3
・ {2・ｔ1・ｅ

1

3
＋ｂ・ｅ

2

3
－(ｂ－2・ｔ1)・(ｅ

2
－ｔ2)

3
} 

    【平板形】 Ｚ＝
ｂ・ｈ

2

6
 

＊6：【円輪板形】機械工学便覧 α3編 材料力学（日本機械学会編）に記載の，表 5.1 の

No.12（円輪板，外周固定，内周固定片に荷重）の曲げ応力の表式により求める。 

＊7：Ａｆは，圧縮フランジの断面積で，Ａｆ＝ｔ2・ｂより求める。 
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3. 強度計算書のフォーマット 

3.1 強度計算書のフォーマットの概要 

強度計算書のフォーマットは，重大事故等クラス２支持構造物（ポンプ）を構成する部材に

ついて以下の 3.3 項のフォーマットを用い，フォーマット中に計算に必要な条件及び結果を記

載する。 

 

3.2 記載する数値に関する注意事項 

計算に使用しないものや計算結果のないものは，計算結果表の欄には ― として記載する。 

 

3.3 強度計算書のフォーマット 

強度計算書のフォーマットは，次のとおりである。 

 

FORMAT-1 支持構造物（ポンプ）の強度計算書 
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FORMAT-1 

3. 支持構造物の強度計算書 

「〇〇ポンプ 支持構造物（平板形（〇方向取付））」 

(1) 一次せん断応力評価 

種類 脚本数 材料 

最高 

使用温度 

(℃) 

Ｆ値 

(MPa) 

鉛直荷重 

Ｆｃ 

(N) 

断面積 

Ａｓ 

(mm
2
) 

一次せん断応力 

σｓ 

(MPa) 

許容せん断応力 

ｆｓ 

(MPa) 

評価 

          

 

(2) 一次圧縮応力評価 

種類 脚本数 材料 

最高 

使用温度 

(℃) 

Ｆ値 

(MPa) 

鉛直荷重 

Ｆｃ 

(N) 

有効細長比 

λ 

(－) 

限界細長比 

Λ 

(－) 

一次圧縮応力 

σｃ 

(MPa) 

許容圧縮応力 

ｆｃ 

(MPa) 

評価 

       
 

   

 

(3) 一次曲げ応力評価 

種類 脚本数 材料 

最高 

使用温度 

(℃) 

Ｆ値 

(MPa) 

鉛直荷重 

Ｆｃ 

(N) 

曲げモーメント 

Ｍ 

(N･mm) 

断面係数 

Ｚ 

(mm
3
) 

一次曲げ応力 

σｂ 

(MPa) 

許容曲げ応力 

ｆｂ 

(MPa) 

評価 

           

 

 

○○ポンプ 支持構造物の強度計算説明図 
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Ⅵ-3-2-13 重大事故等クラス３機器の強度評価方法 
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1. 概要 

    本書は，Ⅵ-3-1-6「重大事故等クラス３機器の強度計算の基本方針」に基づき，完

成品を除く重大事故等クラス３機器が十分な強度を有することを確認する方法として

参考にする発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。））

ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１-2005/2007）（日本機械学会 2007 年 9 月）（以下「設計・建設

規格」という。）のクラス３機器の規定に基づく強度計算方法及び重大事故等クラス３

機器のうち完成品が一般産業品の規格及び基準に適合していることを確認するための

強度評価方法について説明するものであり，重大事故等クラス３機器の強度評価方法

及び強度評価書のフォーマットにより構成する。 

 

2. 重大事故等クラス３機器の強度評価方法 

 2.1 完成品を除く重大事故等クラス３機器の強度評価方法 

   対象となる重大事故等クラス３機器のうち，設計・建設規格に定められたクラス３

機器の規定を準用して強度計算を実施する管については，設計・建設規格 PPD-1000

クラス３管に準拠した重大事故等クラス３管の強度計算を実施する。ここでは，その

方法及び計算式について説明する。 

耐圧試験による強度評価を実施する管継手については，設計・建設規格で考慮され

ている裕度を参考にしつつ，実条件を踏まえた耐圧試験を実施し，その結果の確認に

より強度評価を実施する。 

 

   (1) 計算精度と数値の丸め方 

計算の精度は 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－1 に示すとおりとする。 
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表2－1 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単 位 処 理 桁 処理方法 表 示 桁 

圧 

力 

下記以外の圧力 MPa 小数点以下第3位 四捨五入 小数点以下第2位 

最高使用圧力 MPa ― ― 小数点以下第2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

許容応力＊ MPa 小数点以下第1位 切捨て 整数位 

長 

さ 

下記以外の長さ mm 小数点以下第3位 四捨五入 小数点以下第2位 

計算上必要な厚さ mm 小数点以下第3位 切上げ 小数点以下第2位 

最小厚さ mm 小数点以下第3位 切捨て 小数点以下第2位 

注記＊：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における許容引張応力及

び設計降伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数

位までの値とする。  

 

   (2) 記号の説明 

    管の板厚計算は，設計・建設規格 PPD-3411 を適用する。 

設計・建設 

規格の記号 
計算書の表示 表   示   内   容 単  位 

 ＮＯ． 管の番号 ― 

Ｐ Ｐ 最高使用圧力（内圧） MPa 

 Ｑ 厚さの負の許容差 ％，mm 

η 

 

η 

 

継手の効率 

設計・建設規格 PVD-3110による。 

― 

Ｄ０ Ｄｏ 管の外径 mm 

Ｓ Ｓ 最高使用温度における材料の許容引張応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表

5による。 

MPa 

ｔ ｔ 管の計算上必要な厚さ mm 

 ｔｒ 管に必要な厚さ mm 

 ｔｓ 管の最小厚さ mm 

 ｔｔ 炭素鋼鋼管の設計・建設規格上必要な最小

厚さ 

mm 

 算 式 ｔｒとして用いる値の算式 ― 

  製 法 

S 

 

継目無管 

― 

 W 溶接管  
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   (3) 強度評価方法 

   a.  管 

(a) 算式 

管に必要な厚さは，次に掲げる値のいずれか大きい方の値とする。 

イ. 内面に圧力を受ける管 

設計・建設規格 PPD-3411(1)の式より求めた値：ｔ 

Ｐ2・Ｓ・η＋0.8・

Ｐ・Ｄ
ｔ＝

ｏ
   ············································  (Ａ) 

ロ. 炭素鋼鋼管の設計・建設規格上必要な最小厚さ：ｔｔ 

設計・建設規格 PPD-3411(3)の表PPD-3411-1より求めた値  ····  (Ｂ) 

(b) 評価 

ｔ又はｔｔのいずれか大きい方の値をｔｒとする。 

管の最小厚さ（ｔｓ）≧管に必要な厚さ（ｔｒ）ならば強度は十分である。 

(c) 補足 

イ. 計算書中，算式の項の文字は(a)イ項及びロ項の文字Ａ及びＢに対応す

る。 

ロ. 曲げ管は，管に必要な厚さが確保されている場合は，直管と同等に考え

るものとし，表示はしないものとする。 

 

   b.  管継手 

耐圧試験による強度評価を実施する管継手については，実条件を踏まえた耐圧

試験圧力まで昇圧したとき，これに耐え，著しい漏えいがないことを確認する。 

 

 2.2 重大事故等クラス３機器のうち完成品の強度評価方法 

重大事故等クラス３機器のうち完成品の材料，構造及び強度が，一般産業品の規格

及び基準に適合していることの確認については，以下のとおり，適用される規格及び

基準が妥当であること，対象とする機器の材料が適切であること及び使用条件に対す

る強度の確認により行う。 

内燃機関を有する可搬型ポンプに附属する燃料タンク，非常用発電装置（可搬型）

に附属する燃料タンク及び冷却水ポンプについては，可搬型ポンプ及び非常用発電装

置（可搬型）が燃料タンク等を含む一体構造品の完成品として一般産業品の規格及び

基準に適合していることを確認する。また，非常用発電装置（可搬型）の一般産業品

の規格及び基準への適合性の確認については，対象とする完成品が発電装置であり，

「可搬形発電設備技術基準（ＮＥＧＡ Ｃ ３３１：2005）」を準用していることを

Ⅵ-1-9-1-1「非常用発電装置の出力の決定に関する説明書」において確認しているこ

とを踏まえ，発電装置として使用条件に対する強度の確認を実施する。 
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(1) 法令又は公的な規格への適合性確認 

(a) 対象とする機器の使用目的，使用環境と法令又は公的な規格の使用目的，想

定している使用環境を比較し，適用される規格及び基準が妥当であることを

確認する。 

(b-1) 法令又は公的な規格に基づく機器に適切な材料が使用され，十分な強度を

有する設計であることを，以下の項目により確認する。 

イ.  対象とする機器の材料が，適用される法令又は公的な規格に基づいた材

料であること。 

ロ. 対象とする機器の最高使用圧力及び最高使用温度がメーカ仕様の範囲内

であること。 

ハ.  適用される法令又は公的な規格で定められている試験に合格しているこ

と。 

 

(2) メーカ規格及び基準への適合性確認 

(a) 対象とする機器の使用目的，使用環境とメーカ規格及び基準の使用目的，想

定している使用環境を比較し，適用される規格及び基準が妥当であることを

確認する。 

(b-2) メーカ規格及び基準に基づく機器（非常用発電装置（可搬型）を除く）に

適切な材料が使用され，十分な強度を有する設計であることを，以下の項

目により確認する。 

イ.  対象とする機器の材料が，以下のいずれかに該当すること。 

・設計・建設規格のクラス３機器に使用可能とされている材料と同種類

であること。 

・機器と同様の用途の機器について規定している法令又は公的な規格で

使用可能とされている材料と同種類であること。 

・日本産業規格等に規定されている材料と同種類であって，対象とする

機器の使用環境を踏まえた強度が確保できる材料であること。 

ロ. 対象とする機器の最高使用圧力及び最高使用温度がメーカ仕様の範囲内

であること。 

ハ.  法令又は公的な規格，設計・建設規格等で定められている試験と，試験

条件が同等である試験に合格していること。 
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(b-3) 非常用発電装置（可搬型）が使用条件に対して十分な強度を有する設計で

あることを，以下の項目により確認する。 

イ.  「日本電機工業会規格ＪＥＭ－１３５４」（以下「ＪＥＭ－１３５４」

という。）等に基づいた温度試験により，対象とする非常用発電装置

（可搬型）の定格負荷状態における最高使用温度が，メーカ許容値の範

囲内であること。 

ロ. 対象とする非常用発電装置（可搬型）の容量がメーカ仕様の範囲内であ

ること。 

 

3. 強度評価書のフォーマット 

 3.1 強度評価書のフォーマットの概要 

重大事故等クラス３機器のうち，設計・建設規格に基づく強度計算を実施した機器

については，耐圧部分を構成する部材について計算に必要な条件及び結果を記載した

フォーマットとする。 

完成品として一般産業品の規格及び基準に基づく強度評価を実施した機器について

は，適用した規格及び基準への適合性を確認するために必要な条件及びその結果を記

載したフォーマットとする。 

 

 3.2 強度評価書のフォーマット 

   強度評価書のフォーマットは以下のとおりである。 

   

 (1)  FORMAT－1 設計・建設規格に定められたクラス３管の規定を準用した強度計算

結果 

 (2)  FORMAT－2 設計・建設規格で考慮されている裕度を参考にした，実条件を踏ま

えた耐圧試験結果 

 (3)  完成品として一般産業品の規格及び基準への適合性確認結果 

    FORMAT－3 一般産業品の規格及び基準への適合性確認結果 

（法令又は公的な規格） 

FORMAT－4 一般産業品の規格及び基準への適合性確認結果 

（メーカ規格及び基準） 

FORMAT－5 一般産業品の規格及び基準への適合性確認結果 

（非常用発電装置（可搬型）） 

 



 

 

 

S2 補 Ⅵ-3-2-13 R1  

6 

(1)  FORMAT－1 設計・建設規格に定められたクラス３管の規定を準用した強度計算結果 

   管の強度計算書（重大事故等クラス３管） 

   設計・建設規格 PPD-3411 準用 

 

最高使用圧力 最高使用 外    径 公称厚さ 材　　　　　料 製 ク 算

ＮＯ. Ｐ 温    度 Ｄｏ ラ Ｓ η Ｑ ｔｓ ｔ ｔｒ

（MPa） （℃） （mm） （mm） 法 ス （MPa） （mm） （mm） 式 （mm）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

評価：ｔｓ ≧ ｔｒ，よって十分である。
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(2)  FORMAT－2 設計・建設規格で考慮されている裕度を参考にした，実条件を踏まえた耐圧試験結果 

   継手類耐圧試験結果（重大事故等クラス３管） 

名称 
最高使用圧力 

(MPa) 

耐圧試験圧力 

(MPa) 
耐圧試験倍率 耐圧試験結果 評価 
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(3)  完成品として一般産業品の規格及び基準への適合性確認結果 

   FORMAT－3 

   一般産業品の規格及び基準への適合性確認結果（法令又は公的な規格） 

 Ⅰ. 重大事故等クラス３機器の使用目的及び使用環境，材料及び使用条件 

種類 使用目的及び使用環境 材料 最高使用圧力(MPa) 最高使用温度(℃) 

     

 

 Ⅱ.  法令又は公的な規格に規定されている事項 

規格及び基準  

機器名 使用目的及び想定している使用環境 材料 最高使用圧力(MPa) 最高使用温度(℃) 規格及び基準に基づく試験 

      

 

Ⅲ.  メーカ仕様 

機器名 使用目的及び想定している使用環境 材料 最高使用圧力(MPa) 最高使用温度(℃) 規格及び基準に基づく試験 

      

 

 Ⅳ. 確認項目 

  (a)  ：規格及び基準が妥当であることの確認（ⅠとⅡの使用目的及び使用環境の比較） 

 

  (b-1)：材料が適切であること及び使用条件に対する強度の確認（ⅡとⅢの材料及び試験条件の比較，ⅠとⅢの使用条件の比較） 

 

 Ⅴ.  評価結果 
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   FORMAT－4 

   一般産業品の規格及び基準への適合性確認結果（メーカ規格及び基準） 

 Ⅰ. 重大事故等クラス３機器の使用目的及び使用環境，材料及び使用条件 

種類 使用目的及び使用環境 材料 最高使用圧力(MPa) 最高使用温度(℃) 

     

 

Ⅱ.  メーカ規格及び基準に規定されている事項（メーカ仕様） 

機器名 使用目的及び想定している使用環境 材料 最高使用圧力(MPa) 最高使用温度(℃) 規格及び基準に基づく試験 

      

 

 Ⅲ. 確認項目 

  (a)  ：規格及び基準が妥当であることの確認（ⅠとⅡの使用目的及び使用環境の比較） 

 

  (b-2)：材料が適切であること及び使用条件に対する強度の確認（Ⅱと公的な規格等の材料及び試験条件の比較，ⅠとⅡの使用条件の比較） 

 

 Ⅳ.  評価結果 
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   FORMAT－5 

   一般産業品の規格及び基準への適合性確認結果（非常用発電装置（可搬型）） 

 Ⅰ. 非常用発電装置（可搬型）の使用目的及び使用環境，使用条件 

 

 

Ⅱ.  メーカ規格及び基準に規定されている事項（メーカ仕様） 

機器名 使用目的及び想定している使用環境 容量(kVA/個) メーカ許容値(℃) 規格及び基準に基づく試験 

     

 

 Ⅲ. 確認項目 

  (a)  ：規格及び基準が妥当であることの確認（ⅠとⅡの使用目的及び使用環境の比較） 

 

  (b-3)：使用条件に対する強度の確認（ⅡとＪＥＭ－１３５４に規定される温度試験との比較，ⅠとⅡの使用条件の比較） 

 

 Ⅳ.  評価結果 

 

 

種類 使用目的及び使用環境 容量(kVA/個) 

   


